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略語集 

略語 英語 和語 

ADB Asian Development Bank アジア開発銀行 

AFD Agence Française de Développement フランス開発庁 

AFTA ASEAN Free Trade Area ASEAN 自由貿易地域 

ASEAN Association of Southeast Asian Nations 東南アジア諸国連合 

BMZ 
Federal Ministry for Economic Cooperation and 
Development 

ドイツ開発庁 

CAD Computer Aided Design コンピューター支援設計 

CAM Computer Aided Manufacturing コンピューター支援製造 

CIF Cost, Insurance and Freight 運賃保険料込み条件 

CNC Computer Numerical Control コンピューター数値制御 

CUDBAS 
A Method of Curriculum Development Based on 
Vocational Ability Structure  

能力資質の構造に基 づくカリキュラム

開発手法 

DOLISA Department of Labor, Invalids and Social Affairs 労働傷病兵社会局 

EIA Environmental Impact Assessment 環境影響評価 

EDCF Economic Development Coopration Fund 対外経済協力基金（韓国） 

FOB Free on Board 本船渡し 

GDP Gross Domestic Product 国内総生産 

GDVT General Department of Vocational Training 職業訓練総局 

HaUI Hanoi University of Industry ハノイ工業大学 

ICB International Competitive Bidding 国際競争入札 

JAVADA Japan Vocational Ability Development Association 中央職業能力開発協会 

JEED 
 

Japan Organization for Employment of the Eldery, 
Persons with Diabilities and Job Seekers 

独立行政法人 高齢・障害・求職者雇用

支援機構 

JICA Japan International Cooperation Agency 独立行政法人 国際協力機構 

JPP Japanese Partnership Project 草の根技術協力事業 

JST JICA Survey Team JICA 調査団 

KfW Kreditanstalt für Wiederaufbau ドイツ復興金融公庫 

KOICA Korea International Cooperation Agency 韓国国際協力団 

MARD Ministry of Agriculture and Rural Development 農業農村開発省 

MOET Ministry of Education and Training 教育省 

MOF Ministry of Finance 財務省 

MOIT Ministry of Industry and Trade 商工省 

MOLISA Ministry of Labor, Invalids and Social Affairs 労働傷病兵社会省 

MOT Ministry of Transportation 運輸省 

MP Master Plan マスタープラン 

MPI Ministry of Planning and Investment 計画投資省 

NDF Nordic Development Fund 北欧開発基金 

NOSS National Occupational Skills Standard 国家職業技能水準 

ODA Official Development Assistance 政府開発援助 

OJT On-the-Job-Training 実地訓練 

PC People's Committee 人民委員会 

PDC Personal Deigital Communications パーソナル・デジタル通信 

PDCA Plan-Do-Check-Act 計画・実行・評価・改善 
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略語 英語 和語 

PMU Project Management Unit プロジェクト管理ユニット 

PLC Programmable Logic Controller 
プログラマブル・ロジック・コント 

ローラ 

PO Project Outline プロジェクト実施計画 

PPC Provincial People's Committee 省人民委員会 

PQ Pre-Qualification 事前資格審査 

SEDS Socio-Economic Development Strategy 社会経済開発戦略 

STEP Special Terms for Economic Partnership 本邦技術活用条件 

TOT Training of Trainers 教員訓練 

TVET Technical and Vocational Education and. Training 産業技術教育・職業訓練 

USD U.S.dollar 米ドル 

VC Vocational College 職業訓練校 

VND Vietnam Dong ベトナムドン 

WTO World Trade Organization 世界貿易機関 

 

調査対象校 
略語 英語 管轄機関 

HCMVC Ho Chi Minh Vocational College ホーチミン市人民委員会所管 

HIVC Hanoi Industrial Vocational College ハノイ市人民委員会所管 

VCTT Vocational College of Technique and Technology 労働傷病兵社会省所管 

BRVTVC Ba Ria-Vung Tau Vocational College バリアブンタウ省人民委員会所管 

VPVC Vinh Phuc Vocational College
1
 ビンフック省人民委員会所管 

HVCHT Hanoi Vocational College of High Technology ハノイ市人民委員会所管 

DNVC Da Nang Vocational College ダナン市人民委員会所管 

CVCT The central vocational college of Transport No.2 運輸省所管 

HVCT Ho Chi Minh Vocational College of Technology 労働傷病兵社会省所管 

VCMI Vocational College of Machinery and Irrigation 農業農村開発省所管 

HaUI Hanoi University of Industry 商工省所管 

HPVC Hai Phong Vocational College ハイフォン市人民委員会所管 

HNVC Ha Nam Vocational College ハナム省人民委員会所管 
 

*****

                                                                 

1
 「DECISION 1335-QD-BLDTBXH」（2014 年 10 月 15 日付）にて正式に校名が変更された（参照：添付資料-4

「VPVC 社名変更に関する決定」）。 
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1. 調査の概要  

1.1. 調査背景 

ベトナムは、労働集約型の加工組立製造業をはじめとする外国直接投資誘致・輸出産業

の好調を背景として特に 2000 年代は 7～8％台の GDP 成長率を記録し目覚ましい経済

発展を遂げてきた。一方、2015 年に迎える ASEAN 域内の関税・非関税障壁の原則撤廃
2

や労働力がより安価な近隣国の台頭を受けて域内の製造業サプライチェーン再構築が始

まっており、ベトナムにおける労働集約型産業の競争力は減少することが予見される。

また、裾野産業
3
は発達途上であり、特に製造業においては、日系製造企業の部品・原料

の現地調達率は 33.2％と、先発 ASEAN（タイ(54.8％)、インドネシア(43.1％)、マレーシ

ア(40.7%)）
4
に大きく劣後している。 

ベトナムは、「社会経済開発戦略 2011-2020（SEDS）」において「2020 年までの工業国

化」を国家目標に掲げており、産業競争力の強化や工業国化に向けた取り組みとして、

裾野産業育成に注力するとしている。裾野産業のうち、特に機械加工・電気・電子分野

は様々な製造業のサプライチェーンを支える基盤となる産業分野であり、これら 3 分野

が発展することにより国全体の産業競争力強化及び工業国化に大きく貢献することが期

待できる。 

しかし、これらの産業発展を支える質の高い人材は乏しく、その要因として、職業訓練

機関の経営者・指導員の産業界の人材ニーズに対する認識不足、指導員の経験・技能不

足、施設・機材の不足、技能認定基準の不備、予算不足等が原因となり、その多くの機

関で産業界の人材ニーズを十分に反映した職業訓練を提供できておらず、職業訓練機関

のハード・ソフト両面の能力強化が喫緊の課題となっている。 

ベトナム政府は、こうした課題に対し、「第 9 次社会経済開発 5 カ年計画(2011-2015)」
において、職業訓練を含む教育システムの改善を重要政策と位置付けている。また、よ

り具体的な職業訓練政策として、「職業訓練開発戦略（2011-2020）」では、①労働市場

のニーズに合致した職業訓練の実施、②職業訓練の質を国際レベル
5
まで向上、③高い技

能を有する労働者の養成、④職業訓練内容の共通化という 4 本柱を設定して取り組みを

進めることとしている。このような中、2011 年 9 月、ベトナム政府より円借款要望リ

スト（大学 10 校、職業訓練学校 5 校）が日本政府宛に提出され、2012 年 3 月から 9 月

に実施した「ベトナム国人材育成分野情報収集・確認調査」において、日本側から円借

款支援対象職業訓練機関 6 校の提案を行い、労働傷病兵社会省人材育成総局（以下

「MOLISA/GDVT」という。）から了解を得た。その後のベトナムにおける政策(2013 年
5 月 MOLISA 大臣決定第 784 号による 2020 年までに国際化を目指す職業訓練機関 40 
校リスト及び、2014 年 5 月首相決定第 761 号に基づく 45 校リスト(大臣決定 784 号に 5
校追加))と JICA による調査や MOLISA/GDVT の協議によって、ベトナム政府の開発政

策、ベトナムにおける我が国製造業企業の経済活動及び人材ニーズ、我が国国内におけ

る職業訓練の実績、ならびにベトナムの職業訓練分野に対する我が国の協力実績を踏ま

えて、2014 年 5 月、機械加工、電気・電子分野の職業訓練の強化に重点を置く 13 校が

円借款支援候補に選定された。 

                                                                 

2
 関税の引き下げの影響が大きい品目については、引下げの時期を 2018 年にすることが認められている。 

3
 完成品を製造する企業に、必要な部品や資材を供給する業者。 

4
 在アジア・オセアニア日系企業実態調査(2014 年度調査) 日本貿易振興機構（ジェトロ）2014 年 

5
 国際レベルは先進諸国の標準ないしは、先進諸国に認められた標準に準拠する。「ベトナム国人材育成分野 情

報収集・確認調査 p.60 (2012 年)」、例えば、指導員レベルでいうと、ベトナムまたは海外で、先進国のカリ

キュラムに従い、技能や教授法を学んだことを示す。(Vietnamese TVET Background Paper 2012, GDVT) 
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1.2. 事業概要 

(1) 事業目的 

本円借款事業は、対象校に対し機械加工・電気・電子分野の機材を供与することで、職

業訓練セクターの強化、ベトナムの産業界の人材ニーズに合致した質の高い技能者の供

給向上を通じ、ベトナムの経済成長や国際競争力向上を図ることを目的とする。 

(2) 事業内容 

本円借款事業では、ベトナムに対し、国際レベルの職業訓練の提供を目指した、機械加

工、電気及び電子分野における訓練機材調達（円借款事業）を行う。ベトナム側にて国

際レベルとは、日本や欧米等先進国レベルと定義されており、本事業においては日本の

ポリテクカレッジ・レベル
6
（職業能力開発促進施行規則第 12 条及び別表 6 で定める

「専門課程」
7
レベル）の機材を対象職業訓練校に対し調達・導入する。機材の据え付け

に際し、機材の施設および周辺に与える特徴（重量、振動、騒音、電波障害等）を考慮

し、機材の据え付けに必要な施設の整備（改修、補修）内容を明確にした上で、これを

ベトナム側が実施することを想定し、概略設計および工事費の積算を行い、これを基に、

先方負担工事としてベトナム側が実施する際の実行可能性を確認する。また、円借款に

て資機材供与を行う職業訓練機関が、同資機材を有効活用して所期の目的を達成できる

よう、指導員及び管理職の訓練やカリキュラム、シラバス、教材開発のための技術協力

との連携を検討する。 

(3) 対象地域 

ハノイ市、ビンフック省、ハイフォン市、ハナム省、ダナン市、ドンナイ省、バリアブ

ンタウ省、ホーチミン市 

 

1.3. 調査目的 

本調査は、円借款候補案件である「職業訓練機能強化事業」の目的、概要、事業費、事

業実施体制、運営・維持管理体制、環境及び社会面の配慮等、我が国有償資金協力事業

として実施するための審査に必要な情報収集・整理を行うとともに、その効果発現のた

めに必要な技術協力事業のおよその内容、実施スケジュール、規模の明確化の整理を行

い、以て円借款事業及び技術協力事業の実施の検討材料とすることを目的とする。 

 

1.4. 調査の方針 

調査の前提条件となる基本認識を考慮の上、次のとおり調査の実施方針を設定する。 

調査の前提条件となる基本認識 

1. 本調査の成果は、本事業に対する円借款及び技術協力の検討資料として位置づけられること。 

2. 日本式職業訓練（ポリテクカレッジ・レベル）の展開を目指すこと。 

3. 本円借款事業の支援対象機関の選定においては、既に日越双国において合意している選定基準に基

づき選定すること。 

4. 本邦技術活用条件（STEP）の適用を前提とし機材配置案を計画すること。 

                                                                 

6
 JEED にて定められている職業訓練短大と同等レベル 

7
 「専門課程」は、高校卒業者等を対象に、基礎的な技能・技術から専門分野に必要な高度な技能・技術までを体

系的に習得する 2 年間の訓練課程 https://www.jeed.or.jp/js/kousotsusya/polytech_co/gaiyo.html JEED ホームペー

ジより 
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5. 既存調査の結果を 大限に活用すること。 

6. 関連技術協力等との連携を考慮すること。 

7. MOLISA 及び他関係機関による実施体制を検討すること。 

8. 設計・積算業務においては、JICA により発行されたマニュアル等を準用すること。 

9. 調査対象校における第 2、第 3 キャンパスの建設予定は、本事業において選定される場合も除外され

る場合も、影響を受けないこと。 

 

調査の基本方針 

技術面の基本方針 

1. 本事業は日本モデルの職業訓練の導入を目標として実施することを踏まえ、支援対象機関の選定や概

略設計等において、「能力資質の構造に基 づくカリキュラム開発手法（CUDBAS）」等日本の職業

訓練分野における手法を考慮すること。 

2. 機材計画においては、日本のポリテクカレッジの機材の準拠規則、過去の協力で提供された資機材、

現地の現状、日系企業をはじめとする産業界のニーズ等に合わせ、スペック及び数量を検討するこ

と。また、先行技術協力プロジェクトによる指導員養成カリキュラムとの整合性を図ること。 

3. 施設計画においては、事業内の建設は想定しないこと。一方、機材設置予定施設の耐久性やその周辺

への影響について、技術的観点より確認し、改修・補修工事が必要と判断される場合は、想定される

工事内容、手段、概算、工期、現地業者による実施可能性の検討を行うこと。 

4. 本事業を案件化し、効果発現に資する活動や支援を行うこと。 

運営面の基本方針 

1. 多岐に渡る関係機関に対し、積極的に意見交換、説明を行い、正確に理解を共有し、JICA の意向に

沿って合意形成を図りながら調査を進めること。 

2. JICA には、報告書提出時だけではなく、定期的かつ必要に応じ随時、調査進捗等につき、報告、連

絡等を行うこと。 

3. 各分野に精通した専門家を配置し、かつ相乗効果が発揮される団員構成とすること。 

4. 短期間に安全かつ効率的に調査を遂行するため、ローカルエンジニアを効果的に投入する調査スケ

ジュールとすること。 

基本方針として、日本のポリテクカレッジ・レベルの職業訓練の提供を計画した理由は、

後述の通り、先行技術協力プロジェクトの実績とベトナム政府の方針及び日系企業進出

状況に因るものである。JICA はこれまで職業訓練分野において、技術協力プロジェクト

「ハノイ工科短期大学機械技術者養成プロジェクト」（2000 年 4 月～2005 年 3 月）及

び「ハノイ工業大学技能者育成支援プロジェクト」（2010 年 1 月～2013 年 1 月）を実

施し、商工省（Ministry of Industry and Trade、以下「MOIT」と記す）傘下のハノイ工業

大学（Hanoi University of Industry、以下「HaUI」と記す）において、機械加工、電気及

び電子を主として、日本のポリテクカレッジ・レベルの職業訓練の提供を目指し、産業

界のニーズに沿った教育訓練制度の構築を支援してきた。その結果、HaUI と産学連携を

行っている現地の日系企業及び HaUI 卒業生の就職先企業等は、HaUI が日本のポリテク

カレッジ相当の能力を有する卒業生を輩出していると考えている。ベトナム国政府にお

いても、国際レベルの職業訓練機関の設置を政策課題の一つとし、また首相府の通知に

よれば HaUI は高度な人材を日系企業等に供給するモデル拠点として位置付けられてい

る8。同大学を管轄する商工省も HaUI を一つのモデルとして国内展開を望んでいる。さ

らに、HaUI の持つ知見及び経験を他の職業訓練機関へ移転・普及することが強く期待

されていることが、2012 年 9 月に行われた情報収集・確認調査においても確認されて

いる。 

                                                                 

8
 首相府通知 No.267/TB-VPCP (2012 年 7 月 24 日) 
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また、現在ベトナムに進出している日系企業数は 1,783 社9であり、その内 719 社（約

40%）は製造業が占めている。製造業に属する企業は、その企業規模を問わず、製造に

必要な基礎・土台となる機械加工・電気・電子分野の技能を習得した人材へのニーズが

高いことが JICA「ベトナム国人材育成に関する調査」にて確認されている。このことか

ら日本のポリテクカレッジにて日本式職業訓練を受けた卒業生の就職先の環境は十分整

備されていることが分かる。 

 

1.5. 調査実施スケジュール 

本調査業務の実施期間は、2014 年 9 月から 2015 年 11 月までである
10
。以下に調査実施

スケジュールを示す。 
月次 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

月 2014年9月 10月 11月 12月 2015年1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月

派遣準備作業

ｲﾝｾﾌﾟｼｮﾝﾚﾎﾟｰﾄ提出

第一次現地調査

国内作業

第二次現地調査

ｲﾝﾃﾘﾑﾚﾎﾟｰﾄ提出

国内作業

本邦招聘プログラム

整理作業

ﾄﾞﾗﾌﾄﾌｧｲﾅﾙﾚﾎﾟｰﾄ提出

国内作業

第三次現地調査

国内作業

第四次現地調査

帰国後整理作業

ﾌｧｲﾅﾙﾚﾎﾟｰﾄ提出

出典：JICA 調査団作成 

図 1-1 調査実施スケジュール 

                                                                 

9
 JETRO 調査より(2012 年 9 月時点) 

10
 2015 年 1 月 14 日付け、及び 2015 年 5 月 29 日付け打合簿にて延期された。 
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2. 事業の背景と必要性の確認・検討 

2.1. ベトナムにおける職業訓練機関（特に機械加工、電気及び電子分野）の現状・課題と関

連政策 

(1) ベトナムにおける工業化の進展（裾野産業の育成状況を含む） 

i. 経済成長率 

ベトナム政府は「社会経済開発戦略 2011-2020（SEDS）」で掲げられている「2020 年ま

での工業国化」という国家目標の達成に向けて、我が国の支援の下で工業化戦略を策定

し、着実な経済成長を続けている。加工組立型の製造業をはじめとする輸出産業の好調

を背景として、2000 年代は GDP 成長率 7～8％台／年に示される経済発展を遂げてきた。

2008 年世界的な金融危機の影響で成長率の鈍化が見られたが、第 2 次産業、第 3 次産業

に関しては 5％／年以上の成長率を保っている（図 2-1、図 2-2）。 

 

出典：Statistics Yearbook of Vietnam 2013  

図 2-1 GDP の推移（2010 年固定価格） 

 

 

出典：Statistical Yearbook of Vietnam 2013 

図 2-2 GDP 成長率の推移（2010 年固定価格） 
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ii. 工業生産高
11

 

ベトナム全国の工業生産高を見ると、国営部門による成長率は鈍化しているものの、全

体で 9.2％（2013 年）を、また海外投資によるものは 2011 年より上昇傾向にあり 10.7％
（2013 年）を記録している。また海外からの投資による生産高は全体の 40％以上を占め、

政府による生産額の 2 倍以上の規模となっている。 

 

出典：Statistical Yearbook of Vietnam 2013 

図 2-3 工業生産高成長率の推移（2010 年固定価格） 

 

工業生産高のうち製造業は 8 割以上を占め、2013 年には 3,372,210 十億ドンを記録して

いる。生産高成長率については、工業生産高と同様に 2009 年以降 10％前後で、堅実な

成長を示している。 

 

出典：Statistical Yearbook of Vietnam 2013 

図 2-4 製造業生産高の推移（2010 年固定価格） 

                                                                 

11
 ベトナム国の Statistics Yearbook では製造業種ごとの GDP のデータが示されていないため、本レポートにおいて

は製造業種ごとのデータがある工業生産高を採用し分析している。 
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製造業生産高のうち裾野産業
12
の生産高推移を以下に示す。2013 年の生産高を見るとコ

ンピューター・電子・光学製品が 335,857 十億ドン、組み立て金属（機械除く）が

234,775 十億ドンと裾野産業の中でも比較的大きな生産高を示している。また、成長率も

コンピューター・電子・光学製品は 25.4％、組み立て金属製品（機械除く）は 15.3％と

高い成長率を示している。 

 

出典：Statistical Yearbook of Vietnam 2013 

図 2-5 繊維生産高の推移（2010 年固定価格） 

 

 

出典：Statistical Yearbook of Vietnam 2013 

図 2-6 服飾生産高の推移（2010 年固定価格） 

 

 

出典：Statistical Yearbook of Vietnam 2013 

図 2-7 皮革及び関連製品生産高の推移（2010 年固定価格） 

                                                                 

12
Decision NO.12/2011/QD-TTg 裾野産業の発展政策に係る首相決定では、機械、電気・IT、自動車製造・組み立て、

縫製、皮革・靴、ハイテク業種と規定されている。 
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出典：Statistical Yearbook of Vietnam 2013 

図 2-8 組み立て金属製品（機械除く）生産高の推移（2010 年固定価格） 

 
 

 

出典：Statistical Yearbook of Vietnam 2013 

図 2-9 コンピューター・電子・光学製品生産高の推移（2010 年固定価格） 

 
 

 

出典：Statistical Yearbook of Vietnam 2013 

図 2-10 電気製品生産高の推移（2010 年固定価格） 

154,835 176,172 180,990 203,707 234,775 

13.8%

2.7%

12.6%
15.3%

0%

5%

10%

15%

20%

0

100,000

200,000

300,000

400,000

2009 2010 2011 2012 2013

Bi
ll 

VN
D

Gr
ow

th
 R

at
e

Amount (Fabricated Metal Products except Machinery and Equipment Growth Rate

110,498 112,649 204,131 267,932 335,857 
1.9%

81.2%

31.3% 25.4%

0%

50%

100%

0

100,000

200,000

300,000

400,000

2009 2010 2011 2012 2013

Bi
ll 

VN
D

Gr
ow

th
 R

at
e

Amount (Computer, Electronic and Optical Products) Growth Rate

76,809 92,232 99,190 102,290 111,777 

20.1%

7.5%
3.1%

9.3%

0%

10%

20%

30%

40%

0

100,000

200,000

300,000

400,000

2009 2010 2011 2012 2013

Bi
ll 

VN
D

Gr
ow

th
 R

at
e

Amount (Electrical Equipment) Growth Rate



ベトナム国職業訓練機能強化事業に係る準備調査 

9 

 

 

出典：Statistical Yearbook of Vietnam 2013 

図 2-11 機械生産高の推移（2010 年固定価格） 

 
 

 
出典：Statistical Yearbook of Vietnam 2013 

図 2-12 自動車生産高の推移（2010 年固定価格） 

 
 

iii. 海外直接投資 

ベトナムに対する海外直接投資は、世界的な金融危機の影響で 2009 年には投資件数及び

投資額が大きく落ち込んだが、2013 年には投資件数では危機前の水準まで回復している。

2013 年の投資額は 2008 年の 30％程度までしか回復していないが、内訳をみると加工・

製造業の割合が大きく増加していることが分かる。 
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出典：JETRO ハノイ、2014 年ベトナム一般概況より調査団が作成 

図 2-13 世界の対ベトナム海外直接投資（新規及び拡張） 

 

ベトナムに対する日本の海外直接投資も、2009 年には投資額が大きく落ち込んだが、

2013 年時点では 5,876 百万ドルまで回復している。投資件数については 2013 年時点で

500 件が記録されており、2008 年の 2.5 倍以上となっている。 

 

出典：JETRO ハノイ、2014 年ベトナム一般概況より調査団が作成 

図 2-14 日本の対ベトナム海外直接投資（新規及び拡張） 

 

また、2014 年の日本の直接投資件数（2014 年 11 月 20 日時点）は全体で 272 件あり、そ

の多くは 5 百万 USD 未満の投資金額である。製造業のみでは 96 件、その約 70％が 5 百

万 USD 未満の投資金額となっている。 

71,726

21,482 18,595
14,696 16,348

22,352

1,954 

1,054 
1,238 

1,465 

1,837 
2,120 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

2008 2009 2010 2011 2012 2013

N
um

be
r o

f I
nv

es
tm

en
ts

In
ve

st
m

en
t A

m
ou

nt
 (M

ill
 U

SD
)

Investment Amount (Others)

Investment Amount (Processing/Manufacturing)

Number of Investments

8,036 373 2,209 2,439 5,593 5,876 

193 
116 

149 

285 

444 500 

0

100

200

300

400

500

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

2008 2009 2010 2011 2012 2013

N
um

be
r o

f I
nv

es
tm

en
t

Am
ou

nt
 

(M
ill

 U
SD

)

Investment Amount Number of Investment



ベトナム国職業訓練機能強化事業に係る準備調査 

11 

 

出典：JETRO ハノイでのヒアリングより調査団が作成 

図 2-15 日本の対ベトナム直接投資件数（2014 年分、2014 年 11 月 20 日時点） 

 

JETRO による「2013 年度日本企業の海外事業展開に関するアンケート調査」
13
によると、

2015 年までに回答企業 3,471 社のうち 54.0％が海外進出拡大を図ると回答している。ま

た製造業では回答企業 2,101 社のうち 55.1％が拡大を図ると回答している。今後の有望

市場としてはベトナムがタイ、中国、インドネシアに続き 4 位で、ベトナムの魅力とし

ては「市場規模・成長性」と「人件費の安さ、豊富な労働力」が挙げられている。 

 

iv. 関連法制度 

工業化に係る法制度については、「ベトナム国北・中・南部における成長軸形成のため

の情報収集確認調査報告書」（2013 年 1 月刊行）に詳しく整理されている。以下に関連

5 分野の法制度及びその概要を記す。 

 

表 2-1 工業化関連法制度 

分野 法令名 概要 

裾野産業振興に係る

法制度 
Decision NO.12/2011/QD-TTｇ 
裾野産業の発展政策に係る首相決定 

ベトナムにおける裾野産業業種の定

義、対象業種の企業が享受可能な優

遇措置の規定 

Circular NO.96/2011/TT-BTC 
裾野産業に対する資金調達支援に係る

財政相令 

裾野産業業種の企業の資金調達に係

る各種優遇措置の規定 

9028/QD-BCT (Oct. 8, 2014) 
裾野産業マスタープラン承認に係る

MOIT 決定 

2020 年までの裾野産業（主な 3 分

野：部品産業、繊維・製靴産業、ハ

イテク産業）マスタープラン、及

び、2030 年までのビジョン 

Decision No.879/QD-TTg 
産業開発計画承認 2025-2035 に係る首

相決定 

優先的に開発を行う産業として、加

工・製造業、電子通信作業が挙げら

れており、また優先的に開発を行う

裾野産業を定めるとされている。 

Decision No.880/QD-TTg 
産業開発計画承認 2020 及び 2030 ビ

ジョンに係る首相決定 

製造業の強化、国際競争力の強化、

裾野産業の堅実な成長等を目的とし

ている。 

                                                                 

13
 出典：http://www.jetro.go.jp/jfile/report/07001622/07001622.pdf 
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分野 法令名 概要 

新興支援優先産業に

係る法制度 
Circular NO.27/2006/QD-BKHCN 
ハイテク製品生産案件の判定基準に係

る科学技術省大臣決定 

ハイテク製品生産の判定基準の規定 

Decision NO.55/2007/QD-TTg 
振興支援優先産業に対する各種優遇施

策に係る首相決定 

先端産業等の支援優先産業業種に対

する支援措置の規定 

Decree NO.56/2009/ND-CP 
中小企業支援方策に 
係る政府決定 

中小企業に対する助成制度や各種優

遇措置の規定 

税制優遇措置等のイ

ンセンティブ供与に

係る法制度 

Decree No.108/2006/ND-CP 
投資法（税制優遇措置含む）施行ガイ

ドライン 

ベトナムにおける、会社設立・運

営、及び投資に係る諸条件・手続き

を包括的に規定 

Law on Corporate Income Tax 
No.14/2008/QH12 
法人税法 

法人税に関連する、包括的な法制度

を規定 

Decree No.124/2008/ND-CP 
法人税法（法人税優遇措置含む）施行

ガイドライン 

法人税法に関するガイドライン 

Circular No.130/2008/TT-BTC 
法人税法施行ガイドラインに係る財政

相令 

ガイドラインのより実務的な記述 

Decree No.87/2010/ND-CP 
輸出入関税優遇措置に係る政府決定 

輸出入関税の優遇措置についての規

定 

No. 67/2014/QH13 (Nov. 26, 2014 改正) 
改正投資法 

改正投資法が 2015 年 7 月 1 日に施行

予定。外国人投資家、禁止業種、条

件付き事業許可についての規定 

経済区・工業団地・

輸出加工区整備計画

等の関連法制度 

Decree No. 29/2008/ND-CP 
経済区・工業団地・輸出加工区等設置

根拠法 

経済区、工業団地、輸出加工区の新

設・拡張に係る条件、手続き、所管

する行政についての規定 

企業の設立と運営に

係る法制度 
Law on Enterprise No.60/2005/QH11 
(Nov. 26, 2014 改正) 
改正企業法 

改正企業法が 2015 年 7 月 1 日に施行

予定。手続きの簡素化、国営企業の

新定義及び一定数以上の事業主の会

社組織化について改正 

出典：「ベトナム国北・中・南部における成長軸形成のための情報収集確認調査報告書」（2013 年 1 月）、

JETRO、企業法務ナビ 

 

(2) ベトナム製造業界における機械加工、電気及び電子分野の職階別人材ニーズ 

機械加工、電気及び電子分野に特化した人材ニーズ等の情報収集が極めて難しかったた

め、その代わりにベトナム全体の産業別雇用予測、職業別雇用予測及び製造業における

職業別雇用予測を調査、分析した。機械加工、電気及び電子分野は、製造業の基礎とも

なるものであり、これらの分野の人材ニーズと製造業における人材ニーズとは大幅にか

い離するものではない。 

 

職業分類については ILO による職務に伴う技能に従い制定されている「国際標準職業分

類(ISCO)」より次のように分類される。 

表 2-2 国際標準職業分類 

職業分類 内容等 

1 管理職 管理者、上級公務員、議員等 

2 専門職 教員、医師、各部門の専門職 

3 技師、准専門職 各分野の技師、監督員 

4 事務補助員 一般事務員 
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職業分類 内容等 

5 サービス・販売従事者 販売員、一般サービス従事者 

6 農林漁業従事者 農民、漁民等一次産業従事者 

7 技能工及び関連職業の従事者 機械工、修理工、溶接工等各工業の従事者 

8 設備・機械の運転・組立工 運転士、組立工、システム運転者等 

9 単純作業の従事者 製造業作業者、建設業作業者等 

出典：ILO 

また、「技術者」は国際的な区分では次のように理解されている。 

表 2-3 技術者の分類 

技術者（エンジニア） 設計、開発等に従事 研究部門、開発部門 

技術者 II（テクノロジスト） 製造、管理等 製造管理、製造現場管理 

技能者（テクニシャン） 製造中心 製造現場での管理 
各種の技能を有する多能工 

出典：JICA 調査団作成 

カナダの SCIED Press 社が発行している「Research in World Economy」に台湾の National 
Kaohsiung University の Mr. Wang 及び Mr.Tran が寄稿した「Labor Demand and Supply in 
Vietnam」によれば、ベトナムの労働需要、職業別雇用予測、製造業における職業別雇用

予測は次の通りとなっている。 

表 2-4 産業別雇用予測 

産業 
2011 2015 2020 増減 

年平均 
増加率 

1,000 人 % 1,000 人 % 1,000 人 % 1,000 人 % 

農林水産業 24,363 47.44 25,599 45.73 27,048 42.08 2,685 1.2

製造業 6,973 13.80 7,804 13.94 8,806 13.70 1,833 2.9

建設業 3,221 6.27 3,578 6.39 4,862 7.56 1,641 5.7

小売・卸売業 5,828 12.24 6,892 12.31 6,616 10.29 788 1.5

宿泊・飲食サービス 1,995 4.18 2,274 4.06 3,353 5.22 1,358 7.6

不動産業 119 0.29 242 0.43 1,411 2.19 1,292 120.6

娯楽・生活関連サービ

ス業 
250 0.50 476 0.85 2,273 3.54 2,023 89.9

その他 7,603 15.28 9,111 16.29 9,911 15.42 2,308 na

合計 50,352 100.00 55,976 100.00 64,280 100.00 13,928 3.1

出典：ベトナムの労働需要及び供給調査、中長期予報/ World Economy Vol.5 No.2, 2014 の調査 

産業別雇用は、ベトナムの経済改革の方向性を反映し、第一次産業である農林水産業の

雇用割合が低下し、第二次産業（製造業、建設業）、及び第三次産業（サービス業等）

の割合が高まると予測され、製造業は 2020 年において雇用全体に占める割合は若干減少

するものの、実数においては 2011 年比 1,833 千人増の 8,806 千人が製造業に従事するも

のと予測される。 

表 2-5 職業別雇用予測 

職業 
2011 2015 2020 

増減 
Increase 

年平均 
増加率 
Increase 

Rate 

1,000 人 % 1,000 人 % 1,000 人 % 1,000 人 % 

管理職 538 1.04 647 1.16 1,060 1.65 522 10.8

専門職 2,681 5.50 3,545 6.33 5,110 7.95 2,429 10.1

技師、准専門職 1,777 3.37 1,904 3.40 2,131 3.32 354 2.2

事務補助員 765 1.62 686 1.23 787 1.22 22 0.3

サービス・販売従事者 7,560 16.00 9,811 17.53 13,286 20.67 5,726 8.4

農林漁業従事者 7,087 12.65 8,938 15.97 11,786 18.33 4,699 7.4
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職業 
2011 2015 2020 

増減 
Increase 

年平均 
増加率 
Increase 

Rate 

1,000 人 % 1,000 人 % 1,000 人 % 1,000 人 % 

技能工及び関連職業の

従事者 
6,075 11.71 7,318 13.07 8,567 13.33 2,492 4.6

設備・機械の運転・組

立工 
3,516 7.26 3,827 6.84 5,394 8.39 1,878 5.9

単純作業の従事者 20,353 40.85 19,299 34.48 16,159 25.14 -4,194 -2.3

合計 50,352 100.00 55,976 100.00 64,280 100.00 13,928 3.1

出典：ベトナムの労働需要及び供給調査、中長期予報/ World Economy Vol.5 No.2, 2014 の調査 

職業別雇用予測においても、ベトナムの経済改革及び雇用の産業化、近代化を反映し、

単純作業の従事者が 2020 年においては 2011 年比 4,194 千人減少し、設備・機械の運

転・組立工（1,878 千人増）、職務に必要な特殊技能を有する技能工及び関連職業の従事

者（2,492 千人増）がほぼこれに見合う 4,370 千人増加すると予測される。 

表 2-6 製造業における職業別雇用予測 

職業 
2015 2020 増減 2015 年予測値を１と

した 2020 年伸び率 1,000 人 % 1,000 人 % 1,000 人

管理職 54 0.69 89 1.01 35 1.65

専門職 244 3.13 328 3.72 84 1.34

技師、准専門職 181 2.32 174 1,98 -7 0.96

事務補助員 107 1.37 119 1.35 12 1.11

サービス・販売従事者 209 2.68 334 3.79 125 1.60

農林漁業従事者 7 0.09 5 0.06 -2 0.71

技能工及び関連職業の従事者 4,076 52.23 4,259 48.36 183 1.04

設備・機械の運転・組立工 2,194 28.11 3,109 35.31 915 1.42

単純作業の従事者 732 9.38 388 4.41 -344 0.53

合計 7,804 100.00 8,806 100.00 1,002 1.15

出典：ベトナムの労働需要及び供給調査、中長期予報/ World Economy Vol.5 No.2, 2014 の調査 

これからのベトナムでの製造業に於いては単純作業の従事者から複合技能を有する労働

者、即ち、高度な専門性と周辺技術にも目配りの出来る労働者（主に職業訓練短大修了

生）が生産現場から販売拠点、サービス部門にいたるまで要望されていると理解できる。

これは単純作業の従事者に対する需要は 0.53 倍と大幅に減少するものと見込まれている

一方で、技能工及び関連職業の従事者に対する要望(1.04 倍)は技術者階層の底辺の維持

を可能とするものと云える。また、上述の JETRO による「2013 年度日本企業の海外事

業展開に関するアンケート調査」にもあるように日系製造業の 55.1％がベトナムへの進

出を考えているとの回答があったことから、製造業を支える上記の人材の需要が高くな

るものと予想される。 

なお、日本のポリテクカレッジは、生産現場で「もの造り」を担う高度な知識、及び技

能・技術、更には創造性や柔軟性のある企画、開発力、応用能力、生産管理等の多様な

職業能力を有する、実践技術者（テクニシャンエンジニア）の養成を目的としており、

上記の技術者区分の「技術者 II（テクノロジスト）」に該当する。 

(3) ベトナム製造業界が職業訓練機関に求める教育プログラムのニーズ 

JICA ベトナム事務所が日系企業を対象としたアンケート及びヒアリングの２本立て実施

した『ベトナム国人材育成に関する調査(2014/10/03)』の結果を次表に示す。調査は、ベ

トナム日本商工会およびホーチミン日本商工会を通じてメーリングリストにて質問票を

配布、工業団地での説明会を通じて質問票を配布、及び企業ヒアリングにより行われた。

アンケートは配布先 610 社のうち 121 社（北部 88 社、南部 33 社）より回答があり、回

収率は 19.8%であった。 
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表 2-7 ベトナム国人材育成に関する日系企業ニーズ調査 

1. 現在、貴社の活動において「技能者」は必要か？ 

必要：80%,    不要：8%,    どちらともいえない(DI)：12% 

2. 将来の活動展開を想定し、「技能者」は必要となるか？ 

必要：89%    不要：3%,     DI：8％ 

3. 「技能者」に期待する具体的要件： 

1) 5S 等の基本的労働倫理 約 80  

2) 技能の実務経験 65  

3) 特定技術 40  

4) コミュニケーション能力 45  

5) 論理的思考 40  

6) 安全教育 35  

7) リーダーシップ 35  

8) チームワーク 30  

9) 数学、物理学の基礎知識 15  

特定技術の内訳： 

 メカトロニクスに関する技術 

 CNC 機械、設備のオペレーションや、生産方法に対するオペレーション 

 プラスティック・金属の成型・鋳造 

 電気制御 

4. 技能検定関連：「技能検定」はベトナムの活動にあたって有用と考えるか？ 

有用：48%,   有用ではない：14%,       DI：38% 

有用との回答中、有用と考えられる局面： 

1) 技能（品質）向上 45  

2) モチベーション 30  

3) 採用時基準 20  

4) 採用後の評価 25  

5) 処遇 23  

有用と考えられる分野： 

機械加工関連職種 機械保全 22, 機械加工 24, 金型製作 9, 機械検査 9, 製図 6, 仕上げ
5， 
プレス加工 4, 放電加工 3, 鋳造 3 

電気関連職種 電気機器組み立て 5, 電気製図 3，プリント配線板製造 2 
電子関連職種 電子機器組み立て 5, 電子回路接続 3 
その他の職種 溶接 5, 塗装、印刷、化学分析、情報配線施工 

有用と考えられるレベル：3 級 23%,   2 級 44%, 1 級 27%  特級 6% 
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上表の日本側アンケートにある有用と考えられる技能レベルとして日本における技能検

定レベル 3 級から特級までが挙げられている。なお、ベトナムでは技能検定という制度

及びその効用等が一般的にに認知されておらず、普及していないため、日系企業が技能

検定を企業活動に活用しようとしても活用できない状況にある（これが有用ではない

14%、どちらともいえない（38%）という結果となったものと推定される。）。 

このアンケート調査の結果から、日系企業では「技能工」及び「複数の技能を有する労

働者」にに対する要望が 80%と高く、且つ、5S 等の基本的労働倫理や技能の実務経験が

必要としていることから、職業分類上の「技能工及び関連職業の従事者」レベル以上の

労働者需要が高いと判断できる。これは、前述の製造業における職業別雇用予測と一致

するものである。 

また、これは後述するベトナムの「職業訓練基準」と職業分類を次の通りに組み合わせ

られることから、中等レベル（Intermediate Level）及び大卒レベル（College Level）の職

業訓練を受けた人材に対する需要が高いと判断される。 

 

 （職業訓練基準）                     （職業分類） 

 単純作業の従事者 

初級レベル（Elementary vocational training）   

 設備・機械の運転・組立工 

中等レベル（Intermediate vocational training）  

 技能工及び関連職業の従事者 

カレッジ・レベル（Collegial vocational training/ 
Diploma level training） 

技師・准専門職 
専門職 

 

 

技術面においては、メカトロニクスに関する技術、CNC 機械、設備のオペレーションや、

生産方法に対するオペレーション、プラスティック・金属の成型・鋳造、電気制御があ

げられており、これらに関係する機械加工、電気及び電子関連職種の訓練ニーズが高い

ことが推測される。特に、これらの職種については技能検定が有用とされている。借款

事業対象校の現状調査（「企業ニーズが高い分野の訓練実施状況」）においても確認さ

れている。 

また、日本において JEED 実施「平成 26 年度 企業の求める職業能力・人材に関する

ニーズ調査結果について」次のような結果となっており、日本においても同様な訓練

ニーズがあることが確認されており、ベトナムでもこれらの分野に対する訓練ニーズが

増加していくことが予想される。 

 

職務 採用の際に求める職業能力 従業員の育成にとって必要
であるが、自社内の OJT で
は養成しがたい職業能力 

若年者 40 歳以上 

機械 ①トレース（45.6%） 
②部品設計（45.6%） 
③溶接（45.4%） 
④外形加工（39.0%） 
⑤マシニングセンター操作
（38.8%） 

 
その他 30.0%以上 13 件 

①溶接（36.8%） 
②品質管理実務（35.6%） 
③部品設計（34.2%） 
④外形加工（32.6%） 
⑤プログラミング（マシニ
ングセンター加工）
（31.3%） 

⑤生産計画実務（31.3%） 
その他 30.0%以上 7 件 
 
 

①TIG 溶接（29.8%） 
②CAD/CAM(マシニングセ
ンター加工)（29.0%） 

③プログラミング（マシニ
ングセンター加工）
（28.1%） 

④3 次元 CAD（27.3%） 
⑤被覆アーク溶接（26.9%）
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職務 採用の際に求める職業能力 従業員の育成にとって必要
であるが、自社内の OJT で
は養成しがたい職業能力 

若年者 40 歳以上 

電気 ①制御回路設計（46.9%） 
②制御盤組立（43.8%） 
③接続（電子機器組立）
（40.7%） 

④基本設計（自動化制御）
（37.9%） 

⑤部品組立（36.3%） 
⑥配線・端末処理（36.3%） 
その他 30.0%以上 6 件 

①制御回路設計（37.0%） 
②制御盤組立（28.9%） 
③基本設計（自動化制御）
（27.9%） 

④接続（電子機器組立）
（26.6%） 

④保全（自動化制御）
（26.6%） 

 

①有接点シーケンス制御回
路設計（39.2%） 

②PLC 制御回路設計
（37.9%） 

③位置決め制御回路設計
（34.5%） 

④A/D, D/A 変換制御回路設
計（34.1%） 

⑤パソコン制御システム
（33.6%） 

その他 30.0%以上 3 件 
設備
工事 

①電気・通信設備施工
（52.6%） 

②電気・通信設備設計
（37.1%） 

③空気調和設備（35.3%） 
④積算・見積もり（33.0%） 
⑤給排水衛生設備（32.2%） 

①電気・通信設備施工
（43.7%） 

②積算・見積もり（43.3%）
③電気・通信設備設計
（41.5%） 

④施工計画（40.4%） 
⑤工程管理（40.0%） 

①配線（配線、接続、絶
縁、接地等）（30.7%） 

②配管（布設、支持、屈
曲、接続、接地等）
（28.3%） 

③光ケーブル施工（28.3%）
④機器据付（27.2%） 
⑤機器調整・試験（26.9%）

IT ①コンピュータ基本操作
（65.9%） 

②プログラミング技術
（61.5%） 

③プログラミング言語
（60.1%） 

④プログラミング（57.9%） 
⑤データーベース技術
（53.8%） 

その他 30.0%以上 17 件 

①システム設計（62.8%） 
②システム設計進捗管理
（59.6%） 

③システム品質設計
（56.8%） 

④システム性能設計
（56.0%） 

⑤品質管理（54.6%） 
 
その他 30.0%以上 30 件 

①システム品質設計
（30.0%） 

②システム設計進捗管理
（28.7%） 

③システム性能設計
（28.7%） 

④システム設計（25.3%） 
⑤品質管理（24.7%） 
⑥プロジェクト管理
（24.7%） 

出典：JEED 実施「平成 26 年度 企業の求める職業能力・人材に関するニーズ調査結果について」 

(4) ベトナム国全体の職業訓練分野（特に機械加工、電気及び電子分野）の現状・課題  

1) 職業訓練分野の現状 

（職業訓練体制） 

ベトナムにおいて職業訓練を担当する職業訓練総局（GDVT）が教育訓練省(MOET）か

ら、労働傷病兵社会相（MOLISA）へ移管されるとともに、GDVT の目的と機能が明確

化された 1998 年以降、「社会経済発展戦略 (Vietnam’s Socio-Economic Development 
Strategy)2001-2010 年」を踏まえて職業訓練受講者を年率 10%増加する目標が設定される

など、ベトナムの職業訓練への取り組みが本格化した。さらに 2006 年には「職業訓練法」

が制定、施行されベトナムにおける職業訓練の体系、制度等が整備されるとともに、

2011 年には「職業訓練開発戦略 2011-2020 年」が策定、実施され、国家目標である

「2020 年までの工業国家」へ向けてベトナム国は職業訓練による産業界のニーズに合っ

た技能者・技術者の育成に積極的に取り組んでいる。 

なお、2006 年の「職業訓練法」は、2014 年 11 月制定、2015 年 7 月より施行の「職業教

育法」に改定され、職業訓練の体系、制度等がより明確化されることとなった。 

「職業教育法」概要については、添付資料-5「職業教育法」をご参照願いたい。 

 

明確化された GDVT の機能及び役割は次の通り。 
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1) 職業訓練戦略及び計画の立案 

2) 職業訓練施設の設立に関する法整備、技能標準の設定、訓練対象とその訓練実施方

法、指導員資格の設定、修了資格に係る試験と証明、等の法令交付 

3) 職業訓練機関、職業訓練センター及びその他の職業訓練施設の管理。   

4) 特定の職業訓練機関関係省庁、地方の職業訓練機関を管理する省、労働傷病兵社会

局（DOLISA） に対して指導項目の制定を実施 

なお、ベトナム国全体の学校教育は教育省（Ministry of Education and Training /MOET）に

より管理され、その教育体系と、MOLISA が管理する職業訓練体系との相関は（「職業

教育法」と前身の「職業訓練法」との対比）は次の図 2-16 となる。 

 

学校教育修了後に各レベルでの卒業生は労働市場に参入する前に、それぞれの教育レベ

ルに応じた職業訓練を受ける事ができる。職業訓練短大、職業訓練中等校及び職業訓練

センターの修了時の技能レベルは、概ね、「2.2(5) 関連政策とその現状、及び進捗状」

に後述する NOSS 3、2、1 に相当する。 

また、「職業教育法」では職業訓練についてこれまでの「一般訓練（通年訓練）」に加

えて新たに「継続訓練」を規定し、本人の希望により再度学校教育に戻ることが可能と

なっている。職業訓練短大の卒業生が就職をしないで大学への進学を行うことも可能で

ある。 
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出典：GDVT, MOLISA 2015、職業教育法 

図 2-16 教育体系と職業訓練体系の相関 

さらに、職業訓練は公的機関では MOLISA 及び DOLISA 以外の関係省庁でも実施されて

いる。 

人材開発に係る関係省庁及び省政府職業訓練局との関連を下図に示す。 

 

職業訓練法（2007年6月1日）

大学

短大 職業訓練短大

後期中等 中級専門 中級職業訓練

前期中等 職業訓練センター

初等

幼稚園 職業教育

保育所

教育訓練省

職業教育法（2015年7月1日）

大学

短大

後期中等 中級校

前期中等 職業教育センター

初等

幼稚園 職業教育

保育所

教育訓練省

労
働
市
場

労
働
市
場

労働・傷病兵社会省
GDVT

政府 - 職業教育に係る中央行政機関
（現段階で不明確）
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出典：GDVT, MOLISA 2012 

[注: ⇔は省庁間連携を表す] 

図 2-17 人材開発に係る関係省庁および省（人民委員会）労働傷病兵社会局との関連 

 

（職業訓練基準等） 

2014 年 11 月制定、2015 年 7 月より施行の「職業教育法」第 4 条において職業教育（訓

練）の目的、及び職業教育（訓練）の基準が規定され、第 33 条において訓練期間が規定

されている。 

１）職業教育（訓練）の目的 

製造業やサービス産業における能力開発を目的とし、働くための能力：倫理観（moral 
qualities）、健康、責任能力（sense of vocational responsibility）、創造力（creativity）、適

応力（adaptability）を習得し、卒業後は就職、創業、キャリアアップに寄与する 

２）職業教育（訓練）基準、期間 

教育（訓練）レベルを３段階として、次の通りとされており、各職業教育（訓練）機関

は各レベルにおいて必要とされる技能・技術を教育（訓練）することとなる。 

表 2-8 ベトナム国における訓練レベル 

訓練レベル 訓練基準 訓練期間 

初級レベル 
（Elementary vocational 
training） 

単一作業（Simple work）ができる知識と実

技能力 
三ヶ月以上 1 年未満（ただし

300 時間は確保 at least 300 
learning hours） 
 

中等レベル 
（Intermediate vocational 
training） 

複合作業（Complicated work）ができ、チー

ムの中で一人前に業務ができる知識と実技

能力 

1 年以上 2 年未満、 
モジュール訓練又は履修単位訓

練はモジュール・単位習得に必

要な訓練時間、 
 

カレッジ・レベル（Collegial 
vocational training/ Diploma 
level training） 
＝ディプロマレベル 

複合/ 新の高機能作業（Complicated and 
Sophisticated work）ができるとともに、チー

ムを指導・監督することができる知識と実

技能力 

高校修了者 high school diploma
対応訓練は 2 年または 3 年。訓

練 
モジュール訓練又は履修単位訓

練はモジュール・単位数に応じ

て決定、 

関係省庁 MOLISA 

職業訓練総局 

（GDVT） 

省(人民委員会) 
労働傷病兵社会局 

（DOLISA）  

 特別行政市 国営企業 

 職業訓練校 職業訓練校  職業訓練校  職業訓練校  職業訓練校
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３）訓練プログラム、カリキュラム、訓練方法、卒業及び証明書等（職業教育法第 34-45
条） 

訓練は一般訓練（通年訓練）と継続訓練（校長・訓練機関と学生の個別契約による訓練）

の２種類となっている。 

訓練プログラムは産業界動向に合わせて定期的に見直し必要に応じて更新または補強す

ることとし、訓練施設長は訓練プログラムを決定する責任を持つ. 

GDVT はそれぞれのレベルで 低限の卒業時習得能力を規定する。 

 

訓練内容を示す初級レベル、中等レベル、カレッジレベルのコースブック(第 35 条に述

べられているが、カリキュラムとシラバスを指すものと推定される)はアクティブラーニ

ングのための各モジュールや履修単位、科目の習得に必要な 低限の知識と技能を規定

する。 

訓練施設長はコースブック選択・承認権を持った審議会にかけシラバスを決定する。 

GDVT はコースブックの編纂、選択、評価、認可等について規定する。 

 

訓練方法(Requirements on training methods) 

① 初級レベル訓練は実技訓練に重点を置き、積極性、気付きを習得する。 

②中等レベル、カレッジ・レベル（ディプロマ）訓練は実学一体訓練を実施し、積極性、

気付きを促進するとともに、自立性、グループワーク、情報ソフトウエアの使用、情

報技術の応用、コミュニケーション能力の習得を図る。 

訓練は一般訓練（通年方式）と継続訓練に分類されて実施され、モジュール-履修単位方

式で実施する。 

必要なモジュールや単位を履修した訓練生は終了を認められ、過去に取得したモジュー

ル、科目は再履修しなくても良い。 

GDVT は一般訓練（通年方式）、モジュール-履修単位方式を規定する。 

 

卒業及び証明書等 

初級レベル訓練の学生：卒業要件を満たすと施設長が証明書（an elementary-level training 
certificate）を授与 

中等レベル訓練の学生：通年方式 by annum、モジュール方式 by module-credit method で
卒業要件を満たすと校長が証明書（an intermediate-level VE diploma）を授与 

カレッジ・レベル（ディプロマ）訓練の学生：通年方式 by annum、モジュール方式 by 
module-credit method で卒業要件を満たすと校長が学卒と認められる証明書（a collegial 
diploma that will be recognized as bachelor of practice or engineer of practice）を授与 

GDVT は試験、修了証書の発行、管理、停止及び外資系訓練施設の卒業証書発行等につ

いて規定する。 

 

（職業訓練機関） 

以下にベトナム国の 2012 年における職業訓練機関の現状を示す。 
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表 2-9 職業訓練機関数（監督機関別 2012 年） 

 
       監督機関 

 
職業教育 
(訓練)基準及び実施機関 

各省 人民委員会

企業 

公営機関 個人 合計 
公営 民間

カレッジ・レ

ベル 
Vocational 
College 

40 53 17 17 5 23 155

中等レベル Vocational 
Secondary 
School 

16 151 23 63 19 33 305

初級レベル Vocational 
Training 
Center 

10 512 0 137 30 178 867

合計 Total 66 716 40 217 54 234 1,327

注記：各省の内訳は、Ministry of Agriculture and Rural Dev. 17VC, Ministry of Culture, Sports and Tourism 6VC, 
Ministry of Defence 5VC (also 14, Ministry of Transport 5VC, MOLISA 3VC 
注記：Socio Political =労働組合立、商工会議所立、等。 
出典：Department of Organization and Personel-GDVT, MOLISA,2012 

初級レベル職業訓練 (Vocational elementary)を行う Vocational Training Center、及び中等レ

ベル職業訓練 (Vocational secondary)を行う Vocational Secondary School の大半は人民委員

会地方政府（人民委員会）及び民間企業、個人によって運営管理されている。 

カレッジ・レベルの職業訓練 (Vocational diploma)を行う Vocational College は、各省、地

方政府及び それ以外の管理者の３者がほぼ同じ比率で設置し運営管理しており、ほとん

どの College には中等レベル（Intermediate vocational training）を行う Vocational Secondary 
School(Intermediate School)が併設されている。 

地域別の職業訓練機関数は次の通りであり、職業訓練需要に対応して、産業が発展して

いる地域に訓練機関（特に Vocational College）が設置されている。 

 

表 2-10 職業訓練機関数（地域別 2012 年） 

 
Red River 
Delta 

Northern 
midlands and 
mountain 
areas 

North 
Central area 
and Central 
coastal areas

Central 
Highlands

South East 
Mekong 
River Delta 

Vocational 
College 

56 24 33 5 25 12

Vocational 
Secondary 
School 

104 38 65 12 50 36

Vocational 
Training 
Center 

197 198 167 62 115 128

Total 357 260 265 79 190 176

特記事項 ハノイ市、 
ハイフォン市 
ビンフック省 
ハナム省 

 ダナン市  ホーチミン市 
バリアブン省 
ドンナイ省 

 

出典：Vocational Training Report-Viet Nam 2012, National Institute for Vocational Training 

入学者統計によれば、入学者の多い訓練職種は工業関連職種、会計経理等の企業管理・

運営関連職種、次いでホテル・飲食業関連職種、運輸・交通関連職種となっている。と

ともにこれらを教育（訓練）している Vocational College 数は次の通り。 
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表 2-11 職業訓練機関数（職業別 2012 年） 

No. 職種 訓練内容 職業訓練校数

1 産業技術関連職種 冷凍空調技術、ケーブル配線技術、電子変圧器技術、電気技

術、通信技術、冷凍技術、トラクター技術の訓練を提供 
320 校

2 機械技術関連職種 農業機械技術、旋盤技術、製粉技術、溶接技術、金属加工技

術の訓練を提供 
318 校

3 情報技術関連職種 ソフトウェア・プログラム技術、データベース管理技術、コ

ンピュータネットワーク管理技術、オフィスコンピュータ情

報管理技術の訓練を提供 

回答なし

4 会計経理・運営関連職種 会計士、監査技術の訓練を提供 128 校

5 接客・サービス業関連職

種 
食品加工技術、室内清掃技術、接客技術、バーテンダー、ホ

テルやレストラン経営などの訓練を提供 
回答なし

出典：Vocational Training Report-Viet Nam 2012, National Institute for Vocational Training 

 

（職業訓練指導員） 

2014 年 11 月制定、2015 年 7 月より施行の「職業教育法」第５章第１節において指導員

について規定されており、概要はつぎのとおりとなっている。 

 

<指導員の定義―第 53 条> 

①学科（theory ）、実技（practice）のどちらか、または両方を指導する者を指導員

teacher/lecturer という。 

②初級レベルの訓練センター、及び中等レベルの Secondary School/ Intermediate School で
は指導員を teacher と呼び、カレッジ・レベルでは講師 lecturers と呼ぶ。 

③先生の種類は指導員 teacher、主任指導員 principal teacher、上級指導員 senior teacher、
講師 lecturer、主任講師 principal lecturer、上級講師 senior lecturer と区分されているが、

これは給与等を基にした区分となっており、各区分の求められている役割・機能は明

確化されていない。 

 

<指導員標準資格―第 54 条> 

①初級レベル指導員（Elementary level teacher） 

初級訓練指導員（elementary level teacher：）は、中等レベルディプロマ intermediate level 
certificate）もしくはそれ以上の資格を有するか、専門技能証明書（ certificate at 
elementary level.）を有すること。 

②中等レベル指導員  

学科指導員（intermediate-level theory teacher）は、大卒資格（university or higher degrees）
を有すること。 

実技指導員（intermediate-level practice teacher）は、中等レベルを教えるための専門技能

証明書（vocational skills certificates for teaching intermediate-level practicel）を有すること。 

③カレッジ・レベル指導員（Lecturer） 

学科講師（Collegial-level theory lecturer）は、大卒資格（university or higher degrees） 

実技指導員（collegial-level practice teachers）は、ディプロマレベルを教えるための専門

技能証明書（vocational skills certificates for teaching collegial-level practice）を有すること。 
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なお、大卒資格を有しない指導員は、レベルに応じた教育学資格 pedagogical certificate を
有しなければならない。 

また、GDVT は、技能訓練、再訓練の内容、各レベルにおける実技訓練の証明書を規定

し、教育学再訓練の内容も規定する。 

 

<指導員の義務/業務と職権―第 55 条> 

職業教育法では前身の職業訓練法より詳細に規定されているとともに、訓練施設運営、

評価への参加、カリキュラム開発、訓練方法等への参加が明示された。主な内容は次の

通り。 

①品質に重点をおいて、訓練目的、プログラムに従って訓練を実施する。 

②学習手法、専門性について不断の向上を図る 

③指導員品格、名誉を保ち、訓練生への敬意、平等に扱い、権利守る 

④訓練施設運営、評価への参加 

⑤訓練施設、機材等の使用(To use とされ、旧職業訓練法の Be allowed とは違う) 

⑥政策や計画への提言（カリキュラム開発、訓練方法等） 

⑦技能技術向上、新技術習得のためのインターンシップへの参加 

 

<指導員の採用、評価、能力向上―第 56 条> 

採用は第 53 条、54 条に示す標準に準拠し、製造実技経験や訓練経験を持つ者を優先す

る。 

法に従い年間ベースで評価し分類する。 

教育手法技能、専門知識、情報技術、外国語、インターンシップ等については GDVT 規

定に準拠する。 

 

<指導員に係るその他特記事項等> 

職業教育法第 58 条にて、学科・実技両者を兼務する指導員に対して特別手当（Special 
Allowance）支給が明記された。 

 

なお、職業訓練機関の指導員数、及び対象校における指導員の状況は次の通りとなっ 

ている。 

表 2-12 職業訓練機関の指導員数 

Vocational Institutions 2011 
2012 

Public Non-Public Total 

Vocational 
Institutions 

Vocational College 12,807 11,005 3,272 14,277

Vocational Secondary School 11,412 7,997 2,877 10,874

Vocational Center 11,575 5,568 8,541 14,109

(Sub-Total) (35,794) (24,570) (14,690) 39,260

Other Institutions offering vocational training 18,037 12,900 5,137 18,037

Total 53,831 37,470 19,827 57,297

出典：Vocational Training Report-Viet Nam 2012 National Institute for Vocational Training 
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表 2-13 対象校の指導員の状況 

 Number of 
Lecturer 

Qualification Classification of assignment 

Master, 
Doctor 

Bachelor Diploma Others Lecturer 
who teach 
theories 

Lecturer 
who teach 
practice 

Lecturer 
who teach 
both 

1 HCM 
VC 

機械 11  6 5 0   11

電気 17  3 13 1 5 7 5

電子 11  6 5   11

2 HIVC 機械 10  6 4 2   8 

電気 22  8 14 0   22

電子 12  10 2   12

3 VCTT 機械 11  5 6 1   10 

電気 11  2 9 2  1 8

電子 9  5 4   9

4 BRVT 
VC 

機械 30  4 26   30

電気 22  9 13   22

電子 13  1 12   13 

5 HVCHT 機械 20  9 10 1 0   20

電気 8  
8 

5 
1 

3 
7

  8

電子   8

6 VPVC 機械 24  11 13   24

電気 33  22 11   33 

電子 14  9 5   14 

7 DNVC 機械 14  3 11   14 

電気 
42  24 18 

  25

電子   17 

8 CVCT 機械 12  3 9 4  8

電気 19  7 10 1 1 11 2 6 

電子    

9 HCMV
CT 

機械 16  4 9 3  3 13 

電気 11  6 5   11

電子 11 6 5   11

10 VCMI 機械 25  14 10 1  1 25

電気 
35  1 34 

  20

電子   15

11 HaUI 
 

機械 
21(Total 

No. of VJC)  
11 10

  

電気   

電子   

12 HPVC 機械 23  3 19 1 3  20

電気 
33  16 17 

1   25

電子   7

13 HNVC 機械 8  2 6   8

電気 
30  8 21 1 

  30

電子   

出典：JICA 調査団作成 

 

（職業訓練機関の運営管理） 

職業教育法の第２章（Vocational Education Institutions）により職業訓練機関の組織・体制

等が規定されている。対象となる VCs 関連条項は次の通りである。 
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第 10 条 カレッジの組織：  

a 審議会 School Council  

b 校長 Rector、副校長 Vice Rector 

c 事務所(Professional Division or Section) 

d 学部 Faculties and Subject Department 

e 顧問委員会 Advisory Councils 

f 支所、研究所等 

 

第 11 条 審議会の義務と権利 

構成：校長、副校長、人民委員会、労働組合、青年組合、学部代表及び産業界で構成 

a 運営意思決定（組織目的、戦略、基本計画、訓練施設規定） 

b 訓練及び国際協力の実施 

c 財務及び財務評価 

d 組織の構成、解散、及び校長辞任要求 proposal on relief of duty of the rector 等 

e 管理 to supervise the implementation of its resolutions 

 

第 14 条 校長 

校長は機関の代表者兼管理責任者であり、１期 5 年の任期。 

資格、要件(must fully satisfy the following criteria)は次の通り。 

a 品格、５年以上の指導員経験または訓練施設管理経験 having worked as trainers or 
participated in VE administration for at least 5 years;（旧法同じ） 

b 学歴：カレッジは修士以上 master or higher degree（旧法同じ） 

c 訓練施設管理の訓練を受けた者（having been trained in VE administration） 

d 健康、 低１期を遂行できる年齢であること 

義務と権限 tasks and power は次の通り。 

a 審議会決定に基づく規則制定、組織運営 

c 審議会決定に基づく人事：採用・罷免・育成、給与、雇用契約・解除 

d 訓練実施、国際協力、企業連携 

e 施設管理、財政 

f 監督報告、年度報告等 

 

2) 職業訓練分野の問題点、課題 

製造業界から職業訓練機関に要望、地域ニーズ等があり、それに対し各訓練施設側では

対応出来ているとしているが万全ではなく、いくつかの問題点、課題等が提起されてい

る。 
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これらは、労働市場の要求に対応出来る品質の職業訓練を実施できる訓練施設が多くは

ないこと。設備、機材等が整備されていない。訓練修了生の知識と技能については訓練

基準に則してはいるが、創造性とかチーム作業、言い換えれば、職業訓練機関では技能

伝承を中心に教育をしているが、企業体に入り働くという実践的な教育が不足している。

企業と職業訓練機関との密接な連携が充分には構築されていないこと等を遠因とするも

のであり、次のように集約される。 

職業訓練の職種、カリキュラムが労働市場の要望する人材に合致していない 

職業訓練の品質が訓練基準以外の面で産業界のニーズに的確に合っていない 

職業訓練の評価や指導員資格、適性が合致していない 

職業訓練の供給側から需要側への対応速度が遅い 

職業訓練の置かれた環境と施設・設備が充分でないこと 

 

また、職業訓練指導員は職業訓練機関では非常に大切な要素であるが、次のような問題

点、課題を抱えている。 

社会的に『人材養成』としての職業訓練の役割が正しく評価されているとは言えず、指

導員の採用面で大きなハンディがある。ベトナムでは学校と訓練校から採用通知を受け

た新人教員/指導員候補者はどちらかと云えば、学校教育分野の教員になる傾向があり、

この点が職業訓練指導員の採用・養成上でも大きな要素となっている事が現状である。 

即ち、『もの造り』の大切さが一般の市民生活に役立っていることが充分には理解され

ていないことが一つの要因となっている現状がある。 

現在の MOLISA のルールとして大学卒業者が指導員になるために必要な資格を取得して

職業訓練指導員となっても、彼等/彼女等は技能・技術面での能力、特に現場経験が不足

している場合が多い。一方、大学卒業者以外の職業訓練短大卒業者等は技能・技術面で

は問題がないが、指導技法資格等のレベルが不足している者が多いのも現状である。 

職業訓練指導員の技術強化のため、GDVT はパイロットプロジェクトにて 95 名の指導員

内訳は、溶接 24 人、工業電気 23 人、工業電子 24 人、自動車 24 人）が参加したマレー

シアでの技術改善研修を実施するなど現職指導員の能力向上に関する色々な訓練が行わ

れ始めてはいるが、充分に機能しているとは言えない現状がある。 

GDVT によれば、職業訓練短期大学の指導員の技術についてテストを実施したところ、

29.5%が標準的技術保持、30.82%が標準的技術未保持、残りがテスト未実施とされてい

る。 

(5) 関連政策とその現状、及び進捗状況 

ベトナム政府は近年の GDP 成長率の鈍化を受けて、国家社会開発に関する 10 ヶ年計画

「社会経済開発戦略 20111-2020（SEDS）」ならびに同様の社会開発に関する 5 ヶ年計画

「社会経済開発計画（SEDP）」を掲げ、その中の「2020 年までの工業国家」という国家

目標の達成に向けて工業化戦略を策定した。また、工業国家に向けて、優先的発展６業

種（農水産加工産業、農業機械産業、電子産業、造船産業、自動車・自動車部品産業、

環境・省エネ産業）を日本と共同で策定し産業の付加価値化を図った。 

それに伴い各分野における人材ニーズは一層高まることから、「人材開発マスタープラ

ン 2011-2020 (HRDMP)」、「職業訓練開発戦略 2011-2020」を策定し実施中である。そ

こから、 

① 技能者の育成に対する考え方の構築、 
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② 職業訓練機関の管理者に対しての管理手法の指導と改善、 

③ 指導員の能力向上と育成 

が喫緊の課題となっている。  

表 2-14 職業訓練分野に関連する政策 

文献名 発行年月 概要 

社会経済開発戦略 2011-2020（SEDS） 2011 年 1 月 国家社会開発に関する 10 ヶ年計画。 

社会経済開発計画 2011-2015（SEDP） 2011 年 11 月 国家社会開発に関する 5 ヶ年計画。 

人材開発戦略 2011-2015（HRDS） 2011 年 9 つの達成目標と 30 のアクションプラン 

人材開発マスタープラン 2011-2020 
(HRDMP) 

2011 年 人材開発に関する 10 ヶ年計画マスタープラン。

職業訓練開発戦略 2011-2020 2011 年 1.労働市場のニーズに合致した職業訓練の実

績、2.職業訓練の質の国際レベルへの引きあ

げ、3.高い技能を有する労働者の養成、4.職業訓

練内容の共通化 

雇用法改正 2014 年 「技能検定」については、従来「職業訓練法」

に規定されていたが、「雇用法」を改正し、同

法第 31 条に「技能検定の実施」が盛り込まれ

た。 

職業教育法制定 2015 年 
7 月より施行

2006 年制定の「職業訓練法」に代わるものとし

て制定されたもの。職業教育の体系、制度、関

係当事者の役割・機能等が明確化された。 

出典：JICA 調査団作成 

 

人材開発戦略 

ベトナムにおいては、2011 年 7 月 22 日の首相決定「No.1216/QD-TTg  Decision : 
Approving the Master Plan on Development of Vietnam’s Human Resources During 2011-2020」
により、2011-2020 年までの人材開発戦略が実施されているとともに、これに基づいて策

定された 2012 年 5 月 29 日の首相決定「No.630/QD-TTg Decision: Approving the Vocational 
Training Development Strategy for the 2011-20202 period」による『人材育成戦略および人材

育成マスタープラン』基づいて職業訓練が実施されてきている。人材開発戦略の概要は

次の通りである。 

表 2-15 人材開発戦略概要 

時期 全労働者割合 職業訓練労働者割合 

2015 年まで 職業訓練及び教育訓練を受けた労働

者数：30.5 mil  

(全労働者数 55mil の 55％) 

職業訓練を受けた労働者数：23.5 mil (77％) 

一般教育ラインの技術教育を受けた労働者

数：7 mil (23％) 

2020 年まで 職業訓練及び教育訓練を受けた労働

者数：43.8 mil  

(全労働者数 63 mil の 70％) 

職業訓練を受けた労働者数：34.4 mil (78.5％) 

一般教育ラインの技術教育を受けた労働者

数：9.4 mil (21.5％) 

 

表 2-16 訓練レベル構成 

2015 年まで 2020 年まで 

Elementary（職業訓練センターレベル） 
：18 mil (59％) 

Elementary（職業訓練センターレベル） 
：24 mil (54％) 
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Intermediate（職業訓練中等校レベル） 
：7 mil (23％) 
College（職業訓練短大レべル） 
：2 mil (6％) 
Tertiary（大卒者レベル） 
：3.3 mil (11％) 
Postgraduate（大学院卒者レベル） 
：0.2 mil (0.7％) 

Intermediate（職業訓練中等校レベル） 
：12 mil (27％) 
College（職業訓練短大レべル） 
：3 mil (7％) 
Tertiary（大卒者レベル） 
：5 mil (11％) 
Postgraduate（大学院卒者レベル） 
：0.3 mil (0.7％) 

 

表 2-17 工業・建設セクターの人材開発 

 2010 By 2015 By 2020 

労働者数 10.8 mil 

 (22％ of Labours) 

15 mil 

(27％ of Labours) 

20 mil 

(31％ of Labours) 

労働者数 

（工業セクター） 

7.9 mil 

 (22％ of Labours) 

10 mil 

 (22％ of Labours) 

11-12 mil 

 (22％ of Labours) 

訓練を受けた労働者数

比率 
69％ 76％ 

以下目標値の内訳 
（合計 100％） 
Elementary:66.5％ 
Intermediate:23.5％ 
College:4％ 
Tertiary and 
Postgraduate: 6％ 

80％ 
以下目標値の内訳 
（合計 100％） 
Elementary:56％ 
Intermediate:33.5％ 
College: 4％ 
Tertiary and 
Postgraduate: 6.5％ 

訓練を受けた労働者数

比率 

（工業セクター） 

Trained Labours: 78％ Trained Labours: 82％ 

以下目標値の内訳 
（合計 100％） 
Elementary:66％ 

Intermediate:23％ 

College:4.5％ 

Tertiary and 

Postgraduate: 6.5％ 

Trained Labours: 92％ 

以下目標値の内訳 
（合計 100％） 
Elementary:51％ 

Intermediate:37％ 

College: 5％ 

Tertiary and 

Postgraduate: 7％ 

 

表 2-18 指導員・指導者 配備計画 

2015 年まで 2020 年まで 

Collegial-level:     13,000 

Intermediate-level: 24,000 

Elementary-level:  14,000 

Total:             51,000 

Collegial-level:     28,000 

Intermediate-level: 31,000 

Elementary-level:  18,000 

Total:             77,000 

 

表 2-19 地域別人材開発戦略 

北部地域 

地域 Northern midland and mountainous Red River Delta 

目標等 2015 年までの目標等 2020 年までの目標等 2015 年までの目標等 2020 年までの目標等

労働者数合計 7.5 mil 8.2 mil 13 mil 15 mil

訓練を受けた 

労働者比率 
43％ 55％ 73％ 89％
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訓練を受けた 

労働者 

訓練受講者率 

(％ p.a) 

産業別労働者数 

3.2 mil 

(2010 比+0.9mil) 

2011-2015 increased 
rate: 7％p.a 

農林水産業：1.2 mil 

工業・建設業： 

850 ths 

サービス業：1.1 mil 

4.5 mil 

(2015 比+1.3mil) 

2016-2020 increased 
rate: 7％p.a 

農林水産業：1.9 mil

工業・建設業：

1.4mil 

サービス業：1.2 mil

9 mil 

(2010 比+2.6mil) 

2011-2015 increased 
rate: 8％p.a 

農林水産業：2 mil 

工業・建設業：

3.6mil 

サービス業：3.7 mil 

13 mil 

(2015 比+4mil) 

2016-2020 increased 
rate: 7％p.a 

農林水産業：3.8 mil

工業・建設業：

4.7mil 

サービス業：4.5mil 

2011-2020  

主要セクターへの

人材開発 

農業・林業製品製造・加工、鉱業加工、水

力発電、機械加工産業（自動車及びオート

バイ製造・修理、農業機械等）電子機器製

造・組み立て、素材産業、観光業等 

金融、銀行、保険、旅行、観光、飲食店、

運輸、人材訓練、高度医療、機械製造、電

子、新素材、製薬、食品加工等 

高度技術者訓練（電子、機械製造、電気技

術、素材製造、観光、通信） 

 

中部地域 

地域 North and South Central Coast Central Highland 

目標等 2015 年までの目標等 2020 年までの目標等 2015 年までの目標等 2020 年までの目標等

労働者数合計 12 mil 13 mil 3.2 mil 3.6 mil 

訓練を受けた 

労働者比率 

48％ 65％ 41％ 50％ 

訓練を受けた 

労働者 

訓練受講者率 

(％ p.a) 

産業別労働者数 

6 mil(2010 比+2mil) 

2011-2015 increased 
rate: 8％p.a 

農林水産業：2 mil 

工業・建設業：2mil 

サービス業：2 mil 

8.5mil(2015 比
+2.5mil)  

2016-2020 increased 
rate: 9％p.a 

農林水産業：3 mil 

工業・建設業：3 mil

サービス業：2.5 mil

1.3mil(2010 比
+0.9mil) 

2011-2015 increased 
rate: 9％p.a 

農林水産業：0.58 mil 

工業・建設業：
0.34mil 

サービス業：0.39 mil 

1.8mil(2015 比
+0.4mil)  

2016-2020 increased 
rate: 5.5％p.a 

農林水産業：0.78 mil

工業・建設業：
0.52mil 

サービス業：0.45 mil

2011-2020  

主要セクターへの

人材開発 

石油科学、石油精製、機械（造船・修理、

自動車製造・修理、エンジン、農業機械

等）、電気・電子機器製造・組み立て、ハ

イテク産業（ソフトウェア、情報技術機

器、新素材等）、輸出用水産加工、高度

サービス（観光開発、銀行、広告、技術、

法務、環境、通信、不動産等） 

水力発電、鉱業、農業・林業製品加工、技

術者開発（コーヒー、ゴム、胡椒、カ

シュー等）、人材開発（銀行、環境配慮型

観光等） 

 

南部地域 

地域 Eastern South Mekong River Delta 

目標等 2015 年までの目標等 2020 年までの目標等 2015 年までの目標等 2020 年までの目標等

労働者数合計 9 mil 10.6 mil 11 mil 12 mil 

訓練を受けた労働

者比率 
76％ 92％ 36％ 51％ 

訓練を受けた労働

者 

訓練受講者率(％ 
p.a) 

産業別労働者数 

6.8mil(2010 比+2mil)

2011-2015 increased 
rate: 8％p.a 

農林水産業：0.5 mil 

工業・建設業：

3.2mil 

サービス業：3.1 mil 

9.8mil(2015 比+6mil) 

2016-2020 increased 
rate: 7％p.a 

農林水産業：1 mil 

工業・建設業：

4.5mil 

サービス業：4.3 mil

4mil(2010 比+2mil) 

2011-2015 increased 
rate: 13％p.a 

農林水産業：1 mil 

工業・建設業：1mil 

サービス業：2 mil 

6.5mil(2015 比

+2.5mil)  

2016-2020 increased 
rate: 9％p.a 

農林水産業：2.5 mil

工業・建設業：2mil

サービス業：2 mil 
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2011-2020 主要セ

クターへの人材開

発 

高付加価値産業（貿易、融資、銀行、情報

技術、通信、石油科学、電気・電子技術、

機械製造、デザイン、高度観光サービス、

ハイテク農業） 

輸出用農業・林業・水産品加工、野菜・果

物・精肉加工、農業機械、機械修理、電

気・電子産業、情報技術、化学、製薬、繊

維、衣類・靴産業 

出典： Decision: No.1216/QD-TTg 2011/07/22 Approving the Master Plan on Development of Vietnam's Human 
Resources during 2011-2020 

 

職業訓練開発戦略 

職業訓練開発は「人材育成戦略および人材育成マスタープラン」の重要な要素であり、

ベトナム政府はその課題解決に向けて「職業訓練開発戦略 2011-2020」を策定し、①労働

市場のニーズに合致した人材の供給のための関連機関・セクターの関与、②職業訓練の

標準化および国際レベルへの引きあげのための管理強化、③国内産業のニーズに合致し

た職業訓練内容の改善、④.高品質な職業訓練の開発および職業訓練機関の設立に向けた

国際的な協働という４本柱をもとに取り組みを進めることとし、8 つの具体的な目標値

を設定している。以下に目標値および 2013 年時点での実績を示す。 

 

表 2-20 職業訓練開発戦略 2011-2020 目標値及び実績 

項目 目標値 実績
14

 

1 労働者全体

に占める職

業訓練を受

けた労働者

数 

（2015） 
労働者全体に占める職業訓練を受けた労働者

数 
23,500,000 人 
（労働者全体に占める割合 40%） 

－ 

（2020） 
労働者全体に占める職業訓練を受けた労働者

数 
34,400,000 人 
（労働者全体に占める割合 55%） 

－ 

(2011-2015) 
5 年間に職業訓練を受けた労働者数 
9,600,000 人 

1,637,253 人（2011） 
1,330,625 人（2012） 
1,514,119 人（2013） 
合計 4,517,997 人 
（2013 年現在目標比 47.1%） 

2 職業訓練の

受講者 
中級及び短期大学： 
累計約 2,100,000 人 
初級及び短期コース： 
累計約 7,500,000 人 
（2011－2015） 

中級及び短期大学： 
258,692 人（2011） 
213,212 人（2012） 
216,116 人（2013） 
合計 688,020 人（目標の 33％） 
初級及び短期コース： 
1,530,263 人（2011） 
1,280,167 人（2012） 
1,515,900 人（2013） 
合計 4,326,330 人（目標の 58％） 

中級及び上級：約 2,900,000 人 
初級及び短期：約 10,000,000 人 
（2016－2020） 

－ 

                                                                 

14
 Report on Implementation of Program and Mission in 2013 and Plan for 2014, MOLISA GDVT 



ベトナム国職業訓練機能強化事業に係る準備調査 

32 

項目 目標値 実績
14

 

3 職業訓練機

関数 
短期大学：190 校（含 26 選抜校） 
高校：300 校 
訓練センター：920 センター 
各省・市に 1 大学及び 1 モデル訓練センター 
各地区・町に 1 訓練センター及び高校 
（2015） 

短期大学：162 校（2013）（目標の

85％） 
高校：302（2013）（目標の

101％） 
訓練センター：875 センター（目標

の 95％） 

短期大学：230 校（含 40 選抜校） 
高校：310 校 
訓練センター：1,050 センター（含 150 モデル

センター） 
（2020） 

－ 

4 指導員数 合計：51,000 人 
短期大学：13,000 人 
高校：24,000 人 
初級及び短期コース：14,000 人 
（2015） 

短期大学： 
16,034 人（2013） 
（目標の 123％） 
高校： 
11,525 人（2012）（目標の 61％） 
初級及び短期コース：データなし 

合計：77,000 人 
短期大学：28,000 人 
高校：31,000 人 
初級及び短期：18,000 人 
（2020） 

－ 

5 履修課程 国内レベル：130 課程 
地域レベル：49 課程 
国際レベル：26 課程 
村落レベル：300 課程 
（2015） 

該当データなし 

国内レベル：150 課程（改訂） 
地域レベル：70 課程 
国際レベル：35 課程 
村落レベル：200 課程 
（2020） 

－ 

6 職業訓練認

定センター 
認定センター：公立 3 及び幾つかの私立 該当データなし 

7 国家職業技

能水準

（NOSS） 

250 基準（含主要 130 職種） 
国家職業技能証書付与：2,000,000 人 
（2015） 

該当データなし 

400 基準（含主要 150 職種） 
国家職業技能証書付与：6,000,000 人 
（2020） 

－ 

8 労働市場と

職業訓練機

関の連携 

目標値なし － 

出典：Report on Implementation of Program and Mission in 2013 and Plan for 2014, MOLISA GDVT 

2013 年までの実績によると、職業訓練機関数は 2015 年の目標を達成していない、また、

職業訓練の受講者数及び労働者全体に占める職業訓練を受けた労働者の割合についても、

低い達成度となっている。施設や指導員の増員よりも、どのように入学者を確保するか

が、今後の課題である。また、履修課程、職業訓練認定センター及び国家職業技能水準

（National Occupational Skills Standard、以下「NOSS」と記す）に関する実績データが記載

されていなかったが、これらについても MOLISA/ GDVT に担当部門が設置されており

実績値等が収集されているはずであることから、各担当部門より数値等を入手し現状を

的確に把握していく必要がある。 
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また職業訓練分野のロードマップでは上記目標を達成するために、1）職業訓練における

国家マネジメントの改革、2）職業訓練指導員及び職員の質の向上、3）NOSS の策定、4）
カリキュラムの開発、5）職業訓練施設・機材整備、6）職業訓練の質の管理、7）企業参

加による職業訓練と労働市場の連携、8）職業訓練に関する啓発、9）職業訓練における

国際協力の推進、の 9 つの行動計画を提示している。 

以下に 2015 年 4 月に GDVT より入手した、上記行動計画の実施状況等を記す。 

1) 職業訓練における国家マネジメントの改革 

①職業訓練法に代えて職業教育法を制定 

  雇用法の中の職業訓練関連項目を改正 

②職業訓練に関するメカニズム、政策の改善 

③職業訓練に関する国家管理マネジメント方式の改善 

④職業訓練機関の独立、自治に係るメカニズムの拡大 

⑤職業訓練、訓練管理に係る IT 化の推進（Vocational Training Information System ） 

⑥継続訓練と公式訓練の分離 

⑦職業訓練支援基金の創設 

⑧職業訓練機関のネットワーク化 

⑨職業訓練の社会化、資源の多様化 

2) 職業訓練指導員および職員の質の向上 

①職業訓練教授内容の標準化（Circular 19/2011/TT-MOLISA dated 21/7/2011、Decision 
No.647/QD-TCDN dated 25/11/2011） 

②68 種類の技術・技能プログラム、教材の開発 

③約 1,200 名の指導員に対し実技評価を実施、適格者約 50%に資格書を発給 

④指導員の初任者訓練、再訓練を実施 

⑤職業訓練施設管理部門職員の業務内容の標準化、訓練及び再訓練実施、 

3)  NOSS の策定 

MOET が主管となり MOLISA および GDVT と共に「NOSS プロジェクト」の提案準備中 

4) カリキュラムの開発 

①正規職業訓練課により開発中（130 プログラムのうち 79 を開発済） 

5) 職業訓練施設・機材整備 

①15 種類の各科標準施設・機材リストを制定 

②115 種類の職業訓練実施に 低現必要な機材リストを策定 

6) 職業訓練の質の管理 

①123VCs 中 93VCs の品質管理状況調査実施 

②44 の職業訓練プログラムの品質管理調査実施 

③Vocational Training Accreditation Department を 2013 年９月に設置 

④32 か所の Vocational skill assessment center 認定済 
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⑤190 職種中 189 職種の技能標準を設定済、82 か所の Examination Question Bank(試験

問題作成機関)設置計画のうち 62 か所設置済 

7) 企業参加による職業訓練と労働市場の連携 

8) 職業訓練に関する啓発 

テレビ、ラジオ、新聞、インターネット等の媒体による広告活動の実施 

9) 職業訓練における国際協力の推進 

ASEAN 諸国、韓国、日本、EU 諸国、アメリカ等との国際協力の強化 

 

(6) MOLISA の職業訓練分野の予算配分、人員配置状況 

予算配分 

MOLISA の職業訓練分野の予算配分について MOLISA に情報提供を依頼したが、省内予

算配分は外部に開示できないとの回答を得ている。 

首相決定 No.1201/QD-TTg（2012 年 8 月 31 日）「職業及び職業訓練に係る National 
Target Program 2012-2015」では、職業訓練開発のサポート、職の創出及び労働者市場の

強化を目的に、該当プロジェクトへの予算を割り当てるとしている。 

人員配置状況 

労働傷病兵社会省（MOLISA）の組織は下図の通りであり、中央管理部門の中の一つで

ある職業訓練総局（GDVT）が公的職業訓練を担当している。 

 

出典：MOLISA/GDVT 

図 2-18 MOLISA/GDVT 組織図 

労働傷病兵社会省 

中央管理部門 機能部門 公共サービス部門 地域部門 

職業訓練総局 

正規職業訓練課 

職業訓練教師管理課

学生管理課

施設機材課

職業訓練品質検査課

法務検査課

職業技能課 ODA プロジェクト管理ユニット

組織人事課 

計画財務課

労働者職業訓練課 

総務課

職業科学研究所 

国家目標管理ユニット 
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上図のように職業訓練総局(GDVT)には 11 課、1 研究所及び 2 管理ユニットが組織され、

それぞれの人材開発関係に携わる正規職員数は次の通りとなっている。ODA プロジェク

ト管理ユニットには 48 名の短期雇用者も在席している。 

 

表 2-21 職業訓練総局の人員配置 

担当部門 正規職員数(人) 

局長及び他の管理者 4 

正規職業訓練課 9 

職業訓練指導員管理課 9 

学生管理課 8 

施設機材課 6 

職業訓練品質検査課 15 

職業技能課 9 

法務検査課 9 

組織人事課 8 

計画財務課 7 

労働者職業訓練課 7 

総務課 17 

職業科学研究所 28 

ODA プロジェクト管理ユニット 14 

国家目標管理ユニット 6 

合計 156 

出典： MOLISA GDVT 

 

(7) 全国の職業訓練機関における学生の募集・応募状況及び卒業生の就職状況 

2014 年制定、2015 年７月より施行される「職業教育法」には第 32 条にて学生の募集は

次の通りとなっている。また、GDVT が訓練生募集人数を規定し広報することとなって

いる。 

 

① 募集人数：指導スタッフの質と量、設備・機材により、人材開発計画、産業発展状

況を勘案して各教育機関は募集数を決定する。 

② 入学 

a 決定した入学者数によって年数回の入校時期設定 

b 初級レベル：書類選考（Selection-based enrollment） 

c 中等レベル・カレッジレベル（書類選考と入学試験またはそれらの組合せ）、 校
長権限で一次審査 

③ カレッジレベルへの中等レベルからの入学 

a 入学許可者を高校修了者 high school diploma、高校終了者 having finished high school、
高校修了試験合格者 passed examination、中級訓練施設修了者 secondary VET 
diploma 

b 上記に加えて 2 年の実務経験 

c 第 64 条 2 項（技能コンテスト等の優勝者）該当者とする。 

 

職業訓練機関の入学者数、卒業生数は次の通りとなっている。 
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表 2-22 職業訓練機関の入学者・卒業生数 

 2011 2012 2013 
在籍者 入学者 卒業者 在籍者 入学者 卒業者 在籍者 入学者 卒業者 

職業短大 
コース 

147,149 90,551 51,381 n.a 84,381 38,431 144,251 87,887 42,602

中 等 レ ベ ル

（Intermediate）
コース 

210,221 168,141 91,609 n.a 128,831 67,318 185,635 128,229 62,007

初 級 レ ベ ル

（ Elementary ） 

コース 

910,842 910,842 910,842 n.a 913,732 858,441 173,597 876,788 717,622

3 か月未満の

職業訓練 
619,421 619,421 619,421 n.a 366,435 366,435 130,610 639,112 691,888

合計 1,887,633 1,788,955 1,673,253 n.a 1,493,379 1,330,625 634,093 1,819,903 1,514,119
出典： MOLISA/GDVT PMU 2012 年の在籍者数のデータは記入されていない 

過去 3 年間の数値を確認すると、職業訓練短大(VC)について、ドロップアウトが多いの

ではないかと推定される（2011 年度末の在籍者はドロップアウトを零と仮定すると

186,319 人となる。これを 2012 年の在籍者数とすると、2013 年当初の在籍者数は

232,269 人と算定されるが、実際は 144,251 人であり、88,018 人のかい離がある。） 

これらの中途退学者を救済するため職業教育法で「継続訓練」を新設したと考えられる。 

なお、対象校の対象学科における入学者は次の通りとなっている。
15

 

表 2-23 対象校定員と入学者、卒業者 

VC 学科 2013 年 2014 年 2020 年(予測) 

定員 入学者 卒業者 定員 入学者 卒業者 定員 入学者 卒業者

HCMVC 機械 186 147 33 346 141 48 600 400 300

電気 182 120 80 245 122 99 500 300 200

電子 89 36 80 112 96 27 400 200 100

HIVC 機械 80 64 35 80 102 41 80 -*1 -*1

電気 120 147 135 120 156 150 130 -*1 -*1

電子 120 81 69 120 90 54 120 -*1 -*1

VCTT 機械 -*1 40 28 -*1 50 42 -*1 75 60

電気 -*1 77 65 -*1 85 64 -*1 85 70

電子 -*1 47 40 -*1 60 55 -*1 75 60

BRVT 
VC 

機械 100 135 11 150 265 32 300 300 250

電気 100 165 75 60 185 130 210 210 200

電子 *2 210 210 100

HVCHT 機械 320 240 53 320 477 89 615 615 460

電気 320 207 26 320 316 73 500 500 395

電子 240 180 71 240 254 102 450 450 370

VPVC 機械 140 92 101 105 97 81 120 -*1 -*1

電気 85 34 49 85 35 0 140 -*1 -*1

電子 35 30 25 35 34 15 50 -*1 -*1

DNVC 機械 該当学科なし 

電気 175 163 132 175 169 64 200 200 150

電子 70 28 30 70 33 27 100 100 70

CVCT  機械 30 10 16 30 17 12 60 55 55

電気 140 90 130 140 168 116 280 250 250

電子 該当学科なし 

                                                                 

15
 2011 年から 2014 年の調査対象機関別の入学者数、卒業生数、就職者数を添付資料-6「調査対象機関別学生数推

移」に示す。 
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VC 学科 2013 年 2014 年 2020 年(予測) 

定員 入学者 卒業者 定員 入学者 卒業者 定員 入学者 卒業者

HVCT 機械 45 86 24 86 90 29 100 100 95

電気 180 196 148 196 123 73 150 150 200

電子 37 33 21 120 54 46 75 75 125

VCMI 機械 105 59 47 108 56 52 100 50 50

電気 138 73 63 136 75 61 120 60 60

電子 該当学科なし 

HaUI 
(VJC) 

機械 100 175 68 200 244 34 500 400 300

電気 300 220 143 400 233 114 450 300 250

電子 300 125 67 300 118 51 400 200 170

HPVC 機械 -*1 35 31 -*1 26 17 -*1 100 100

電気 -*1 217 365 -*1 200 314 -*1 300 300

電子 -*1 51 49 -*1 40 32 -*1 70 70

HNVC 機械 該当学科なし 

電気 100 93 73 100 83 74 250 250 250

電子 該当学科なし 

出典：PMU 経由 2015/8 各校への照会に基づき JICA 調査団作成 

注記*1： PMU からの回答を得られなかったため、不明。 

注記*2： 2013 年、2014 年ともに応募者がいなかったので開設していない。 

卒業については、第 38 条（証明書）に規定されており、VCs のディプロマ訓練の学生

（通年方式 by annum、モジュール方式 by module-credit method ）で卒業要件を満たすと校

長が学卒と認めると証明書（a collegial diploma that will be recognized as bachelor of practice 
or engineer of practice）を授与され、卒業となる。中央政府課長は試験、修了証書の発行、

管理、停止及び外資系訓練施設の卒業証書発行等について規定する。 

 

MOLISA の付属機関である National Institute for Vocational Training が発行した

「Vocational Training Report-Viet Nam2012」によれば、職業訓練機関の主要訓練科の卒業

生の就職率（一般、上級及び短大校卒で修了後 6 ヶ月後の調査）及び職業訓練機関の卒

業率は以下の通りとなっている。 

表 2-24 職業訓練機関卒業生の就職率 

 訓 練 職 種 2010 2011 2012 

1 工業電子科 85% 72% 66% 

2 企業会計科 74% 69% 67% 

3 自動車技術科 90% 78% 73% 

4 溶接科 92% 91% 76% 

5 コンピューター･ネットワーク管理科 77% 72% 76% 

6 工業電気技術科 87% 80% 77% 

7 金属加工科 89% 84% 84% 

8 電算機科 ― ― 65% 

出典：MOLISA GDVT 

表 2-25 職業訓練機関の卒業率 

 訓 練 職 種 卒業試験対象生 卒業率 

1 工業電子科 836 人 98％

2 企業会計科 8784 人 97％

3 自動車技術科 2836 人 97％

4 溶接科 1035 人 99％

5 コンピューター･ネットワーク管理科 1298 人 93％

6 工業電気技術科 4461 人 97％
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7 金属加工科 654 人 94％

8 電算機科 921 人 98％

出典：MOLISA GDVT 

これらの資料からは、機械加工、電気及び電子分野系を含めて企業ニーズの高い職種の

卒業率は高いのに就職率が年々低下している状況から、訓練指導の質の充実、訓練内容

のレベル・アップを図り、産業界/企業が欲している人材を育成する訓練の実施していく

必要があると判断される。 

なお、職業訓練短大(VC)の卒業生の日系企業への就職状況は次の通り。 

表 2-26 職業訓練短大卒業生の主な就職先日系企業名 （順不同） 

Akebono Brake Astra Vietnam Co., Ltd. 
Asahi Intec Hanoi Co., Ltd. 
Brother Industries Vietnam Ltd. 
Canon Vietnam Co., Ltd. 
Denko Viet Nam Precision Machining Company 
KATO Vietnam Co., Ltd. 
 Panasonic Industrial Devices Vietnam 
Denso Manufacturing Vietnam Co., Ltd. 
Denyo Vietnam Co., Ltd. 
Fujikin Vietnam Co., Ltd. 
Fujimold Vietnam Co., Ltd. 
Honda Lock Vietnam Co., Ltd. 
Honda Vietnam Co., Ltd. 
Ikeuchi Vietnam Co., Ltd. 
Inoue Rubber Co., Ltd. 
Kamogawa Vietnam Co., Ltd. 
Kato Spring Vietnam Ltd. 
Meiko Electronics Vietnam Co., Ltd. 
Meisei Vietnam Co., Ltd. 
Muto Technology Hanoi Co., Ltd. 
Nagatsu Vietnam Co., Ltd 
Nikkiso Vietnam Co., Ltd. 
Nissan Techno Vietnam Co. Ltd. 

Nissei Technology Co., Ltd 
Panasonic Appliances Vietnam Co., Ltd. 
Panasonic Industrial Devices Co., Ltd. 
Panasonic Sales Vietnam Co., Ltd. 
Panasonic System Networks Vietnam Co., Ltd. 
Panasonic Vietnam Co., Ltd. 
Ricoh Imagining Products Vietnam Co., Ltd. 
Sato Vietnam Co., Ltd. 
Showa Auto Parts Co., Ltd. 
Showa Denko Rare-Earth Vietnam Co., Ltd. 
Sumitomo Bakelite Vietnam Co., Ltd. 
Sumitomo Heavy Industries Vietnam Co., Ltd. 
Tabuchi Electric Co., Ltd. 
Takagi Vietnam Co., Ltd. 
Tanaka Precision Vietnam Co., Ltd. 
TOHO Vietnam Co., Ltd. 
Toyoda Gosei Hai Phong Co., Ltd. 
Toyota Motor Vietnam Co., Ltd. 
Yamaha Motor Part Manufacturing Vietnam Co., 
Ltd. 
Canon Vietnam Co, Ltd 
Suzuki Vietnam Co., Ltd 
Isuzu Motor Co., Ltd. 

出典：JICA 調査団作成 

(8) 職業訓練機関経営状況 

対象職業訓練機関の経営状況を次章 2.2（3）に記す。 

 

(9) 援助機関の支援状況・動向 

他ドナーの支援状況 

ベトナム国における他ドナーによる職業訓練支援実績を下表に示す。 

 

表 2-27 ベトナム国における他ドナーによる主な職業訓練支援実績 

 
プロジェクト名/ 
ドナー名 

対象地域 プロジェクト概要 
採択/終了 
年月日 

採択事業

費/実績 

1 The Vocational and 
Technical Education 
Project/ADB, JICA, 
AFD, NDF 

ベトナム 
全体 

教育制度の向上、カリキュラムや教材を開

発することでキースクールをアップグレー

ドし、機材・施設の改善と GDVT の能

力・キャパシティの強化などが目的とした

プロジェクト。対象校 15 校。 

1998.12/ 
2008.10 

USD86.3M
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プロジェクト名/ 
ドナー名 

対象地域 プロジェクト概要 
採択/終了 
年月日 

採択事業

費/実績 

2 Five Vietnam-Korea 
Vocational Colleges 
Establishment 
Project/EDCF 

ベトナムの

複数エリア 
ハノイ、クアンニン、クアンガイ、ビンズ

オン及びカマウにおける職業訓練短大の設

立。対象校 5 校 

2007 USD35.0M

3 Vocational Training 
Equipment Supply  
Project/EDCF 

ベトナムの

複数エリア 
タインホア、ハティン、クアンビン及びア

ユンパの職業訓練機関への職業訓練機材供

与。対象校 4 校。 

2008 and 
2009 

USD11.9M

4 Skills Enhancement 
Project/ADB 

ベトナムの

複数エリア 
国内の高い水準を保つ職業訓練機関を対象

に、現代の急速な工業分野における進化に

追随するより高度な職業訓練スキルを獲得

することを目標とする。対象校 20 校。 

2010.7/ 

継続中 

USD70.0M

5 Investment in 
Development of 
High Quality 
Vocational Training 
Schools in 
Vietnam/AFD 

ベトナムの

複数エリア 
高い水準を保つ職業訓練機関における施設

建設、機材調達、指導者訓練及び管理訓練

の実施。対象校 5 校。 

2013/ 

継続中 

EUR33.0M

6 Reforming 
Technical and 
Vocational 
Education and 
Training in Viet 
Nam /BMZ 

ベトナムの

複数エリア 
今後のベトナム国における工業化を支えう

る有能な職業訓練機関を対象に生徒のスキ

ルや指導能力、学校経営へ助言することで

本国の国家目標達成を目指す。対象校 16
校。 

2006/ 

継続中 

EUR24.6M

出典：JICA 調査団作成 

 

ベトナム国における職業訓練分野に対する他機関の支援に関しては、1998 年 12 月より

2008 年 10 月に JICA とともにアジア開発銀行（ADB）、フランス開発庁（AFD）、北欧

開発基金（NDF）が「The Vocational and Technical Education Project」を実施した。このプ

ロジェクトは機材・施設の改善と GDVT の能力・キャパシティの強化などを目的とし、

教育制度の向上、カリキュラムや教材を開発することでキースクールのアップグレード

を図ったものである。他に労働市場に対応したプログラムやシステムの充実、また女子

生徒等少数派の入学者数増加、学校の民営部門への参入等学校改革への着手に努めた。 

韓国の対外経済協力基金（EDCF）による職業訓練支援としては、2007 年開始のハノイ、

クアンニン、クアンガイ、ビンズオン及びカマウにおける職業訓練短期大学の設立や、

2008、2009 年開始のタインホア、ハティン、クアンビン及びアユンパの職業訓練機関へ

の職業訓練機材供与が挙げられる。 

また現在 ADB が実施中の Skills Enhancement Project は本プロジェクト同様職業訓練機関

のレベル向上を目的とし、支援対象校基準を満たしたものに対して援助を行っている。

成長産業であること、他産業への応用が可能であること、高いレベルの職種であること

の 3 つの基準より支援対象職種が選定されており、立地、卒業生の就職状況、訓練内容、

学生数や訓練指導員の質等の基準により選定された 15 校の公立職業訓練学校、5 校の私

立職業訓練学校に対し職業訓練水準の向上を図る。プロジェクト総額は 78 百万 US ドル

であり、その内 30 百万 US ドルが機材調達にあてられる。対象コースは自動車技術、製

造（電気）、観光、情報通信技術、製造（機械）及び輸送の 6 業種となる。2011 年 5 月

にコンサルタント業務が開始され、プロジェクト完了は 2017 年 12 月が予定されている。 
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表 2-28 ADB プロジェクトリスト 

 名前 省・市 
調査対象校

との重複 

1 Yen Bai Vocational College Yen Bai  

2 Vocational College of Transport No. 2 Hai Phong ○ 

3 Hai Duong Vocational College Hai Duong  

4 Nam Dinh Vocational College Nam Dinh  

5 Hanoi Mechanic Electricity Vocational College Hanoi  

6 Nghe An Trading and Tourism Vocational College Nghe An  

7 Da Nang Vocational College Da Nang ○ 

8 Phu Yen Vocational College Phu Yen  

9 Daklak Central Highland Ethic Youth Vocational College Daklak  

10 HCM Maritime Vocational College Ho Chi Minh  

11 Hung Vuong Techniques Technology Vocational Secondary School Ho Chi Minh  

12 Vung Tau Tourism Vocational College Vung Tau  

13 Can Tho Vocational College Can Tho  

14 Soc Trang Vocational College Soc Trang  

15 Kien Giang Secondary Vocational School Kien Giang  

出典：JICA 調査団作成 

現在実施中の AFD による Investment in Development of High Quality Vocational Training 
Schools in Vietnam は総額 33 百万ユーロでその内ローンは 24.5 百万ユーロ（機材：17 百

万ユーロ、施設：3 百万ユーロ）の規模で、設計調達監理業務、機材調達、指導者訓練

及び管理訓練の 4 パッケージで構成される。プロジェクト対象校は 5 校でその内 4 校が

機材供与及び施設整備の対象となる。また、フランス式の技能証明書の普及も目指して

おり、Diploma of Higher Technic（BTS）及び Professional Licence（LP）の 2 種類を計画

している。 

 

表 2-29 AFD プロジェクトリスト 

 
名前 建設／機材 

能力

強化
対象分野 

調査対象校

との重複 

1 Lilama Technical and Technology 
Vocational College 2 (LILAMA 2) 

環境配慮施設建

設 
○ 

溶接、通信ネット

ワーク 
 

2 Vocational College of Agricultural 
Mechanics (VINH PHUC) 

ワークショップ

システム建設、

施設改善 
○ 

自動車、産業電

気、金属切削、溶

接 

 

3 Dung Quat Vocational College of 
Engineering and Technology 
(DUNG QUAT) 

ワークショップ

システム建設、

施設改善 
○ 

自動車  

4 Tam Diep Electromechanical 
Construction Vocational Training 
(VIET XO) 

ワークショップ

システム建設、

施設改善 
○ 

自動車、産業電

気、金属切削 
 

5 Nghi Son Vocational Training 
Secondary School (NGHI SON) 

なし 
○ 

なし  

出典：JICA 調査団作成 

 

ドイツ開発省（BMZ）が支援している Reforming Technical and Vocational Education and 
Training in Viet Nam においても、①就職などにつながる訓練が実施されているか②財務

自立性③人材の質④組織体制及び効率性の４段階の支援校選定基準を設定し支援対象校

に対してベトナムの工業化に基づく職業訓練機関の教育施設、教育システム向上を支援

している。 
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機材調達に関しては、11 校を対象とした VTP2006（12 百万ユーロ）が既に完了してい

る。5 校（その内 1 校への支援は保留）3 学科（機械、電気及び電子）を対象とした総額

8.3 百万ユーロの VTP2008 が 2008 年に開始され、2014 年 11 月時点で入札図書の作成が

行われている。また今後 3 校を対象とする総額 4.3 百万ユーロの VTP2011 も計画されて

いる。その他 Hai Phong Polytechnics College 及び Lilama 2 Vocational College に対する支

援も実施された。 

また、本調査対象校であるドンナイ省 Vocational College of Technic and Irrigation 対象の

ローンプロジェクトが 2014 年 11 月 27 日に同意された。6.5 百万ユーロの融資による環

境配慮型施設（Green-TVET）及び機材整備に加えて 2-3 百万ユーロの追加融資が検討さ

れている。2014 年 12 月 12 日に行われた、GDVT、KfW/GIZ 及び JICA による協議で、

KfW/GIZ 側担当者より、「KfW/GIZ と JICA により、援助の重複がないことを原則とし

て、VCMI への援助のための協調を検討していければ良い」とのコメントがあった。 

 

表 2-30 BMZ プロジェクトリスト 

 名前 省・市 
調査対象校

との重複 

VTP2006 

1 Vietnamese-German Industrial College Thai Nguyen  

2 Vietnamese-German Vocational Intermediary School Lang Son Lang Son  

3 Vinh Phuc Vietnamese-German Vocational College Vinh Phuc ○ 

4 Thanh Hoa Industrial Vocational College Thanh Hoa  

5 Hung Yen University of Technology and Education Hung Yen  

6 Nam Dinh University of Technology Education Nam Dinh  

7 Vietnamese-German Technical Vocational College Nghe An Nghe An  

8 Vietnamese-German Vocational College Ha Tinh Ha Tinh  

9 Nha Trang Vocational College Nha Trang  

10 Ho Chi Minh Vocational College of Technology Ho Chi Minh ○ 

11 Nguyen Tat Thanh College Ho Chi Minh  

VTP2008 

12 Viet Bac-VINACOMIN Industrial Vocational College Thai Nguyen  

13 Bac Ninh Vocational Economic and Technical College Bac Ninh  

14 Ninh Thuan Vocational College Ninh Thuan  

15 Long An Vocational College Long An  

16 An Giang Vocational College An Giang  

その他 

17 Hai Phong Polytechnics College Hai Phong  

18 Lilama 2 Vocational College Dong Nai  

19 Vocational College of Technic and Irrigation Dong Nai ○ 

出典：JICA 調査団作成 

＜フランス及びドイツの援助対象校重複＞ 

ドンナイ省の Lilama 2 Vocational College に対するフランス及びドイツの援助が重複して

いる。そのため援助対象が学科ごとに区分されており、フランスは溶接科及び通信ネッ

トワーク科を、ドイツは金属切削科、工業機械科、工業電気電子科及びメカトロニクス

科を対象としている。プロジェクト承認段階でフランス及びドイツ間で上記区分に関す

る同意書が締結されている。 
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JICA の支援動向 

 
表 2-31 JICA 関連プロジェクト 

 プロジェクト名 対象地域  プロジェクト概要 
採択/終了 
年月日 

採択 
事業費/ 
実績 

1 ハノイ工科短期大学機

械技術者養成プロジェ

クト（技術協力プロ

ジェクト） 

ハノイ市 
ベトナム北部 
  

ハノイ工科短期大学（HIC）の機

械技術者養成能力を向上させ、必

要なコースを開発・実施すること

を目的としたプロジェクト。 

2000.4 
/2005.3 
  

665,848 千 
円 

2 ハノイ工業大学技能者

育成支援プロジェクト

（技術協力プロジェク

ト） 

ハノイ市 
ベトナム北部 

ハノイ工業大学がベトナム産業界

のニーズに応え教育訓練を改善で

きるよう（1）マネジメントサイ

クル強化（2）技能検定制度の構

築（3）インターンシップの提

供。 

2010.1 
/2013.1 

200,000 千

円 

3 ハノイ工業大学指導員

育成機能強化プロジェ

クト（有償技術支援－

附帯プロ） 

ハノイ市、 
及び同市周辺 
  

ハノイ工業大学（HaUI）が日本レ

ベルの職業訓練機関の先行モデル

として機械及び電気・電子職種に

おいて他の職業訓練機関に対して

適切に技術移転が実施出来ること

を目的としたプロジェクト 

2013.6 
/2016.6 予定 

- 

4 技能検定制度構築アド

バイザー（個別案件：

専門家） 

ハノイ市 実行性のある国家技能検定制度の

構築に向けた計画の策定、同制度

の実施・普及に向けた体制づくり

のための活動及び条件整備への助

言・支援等がなされる。 

2010.9 
/2013.9 

- 

5 職業能力開発アドバイ

ザー（有償技術支援－

有償専門家） 

ベトナム全土 職業訓練と国家技能検定に関し、

産業界のニーズに合わせた改善へ

向けた活動・助言・支援がなされ

る。 

2013.8 
/継続中 

- 

6 バリア・ブンタウ省に

おける金属関連裾野産

業振興支援並びに人材

育成事業（草の根技

協：地域提案型） 

バリア・ブン

タウ省 
新潟県三条市と連携し、金属関連

裾野産業の振興、企業発展に必要

なノウハウを習得する。また当市

内の中小企業のベトナム金属関連

産業への市場拡大のための能力を

向上する。 

2013.12 
/2016.3 予定 

32,860 千

円 

7 ホーチミン市職業訓練

短期大学におけるモノ

づくり人材育成支援事

業（草の根技協：地域

提案型） 

ホーチミン市 公益財団法人川崎市産業振興財団

により、HCMVC において、ベト

ナム人若手技術者の現場リーダー

養成を目的とした日本独特の高度

かつ精緻なモノづくり訓練プログ

ラムが実施される。 

2013.8 
/2016.7 予定 

59,997 千

円 

8 ベトナム国ドンナイ省

におけるものづくり人

材育成事業（草の根技

協：地域提案型） 

ドンナイ省 ロンタイン＝ヌンチャック職業訓

練短大及びラックホン大学の電

子・電気コース、機械コースにお

いて、日系企業のニーズに対応し

た教育カリキュラムを適切に、か

つ継続的に指導できる体制が構築

される。 

2014.6 
/2017.3 予定 

29,997 千

円 

9 機械系技術技能教育の

指導力向上プロジェク

ト（草の根技協：地域

提案型） 

ハノイ市 千葉県教育委員会と連携し、

HIVC がベトナム産業界のニーズ

に応える技術技能者育成において

日本と同等レベルの機械系技能検

定に対応した職業訓練教育を実施

できるようになる 

2013.6 
/2016.3 予定 

23,830 千

円 
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 プロジェクト名 対象地域  プロジェクト概要 
採択/終了 
年月日 

採択 
事業費/ 
実績 

10 ハイフォン市製造業の

工場管理力向上プログ

ラム（草の根技協：地

域提案型） 

ハイフォン市 北九州市と連携し、HPVC におい

て、生産マネジメントに係る人材

育成プログラムと、プラントエン

ジニアリングに係わる相談窓口を

定着する。 

2011.4 
/2014.3 

- 

出典：JICA 調査団作成 

JICA の関連する他プロジェクトとして、ハノイ工科短期大学機械技術者養成プロジェ

クト（2000.4-2005.3）、ハノイ工業大学技能者育成支援プロジェクト（2010.1-2013.1）、

ハノイ工業大学指導員育成機能強化プロジェクト（2013.6-継続中）、機械系技術技能教

育の指導力向上プロジェクト（2013.6-継続中）が挙げられる。 

ハノイ工科短期大学機械技術者養成プロジェクトでは、ハノイ工科短期大学の機械加工、

機械板金加工、電気制御訓練コースにおいてカリキュラムの開発と実施に加えて指導員

の能力向上に寄与した。 

ハノイ工業大学技能者育成支援プロジェクトは日系企業の人材需要を背景とし、職業訓

練において訓練スキルの他に 5S 等日系企業に必須な技術者倫理を学び、工業化の発展に

追随する技術者の養成に努めている。 

ハノイ工業大学指導員育成機能強化プロジェクトは、当校が持つ人材育成のためのノウ

ハウを他の職業訓練機関に移転するために、指導員の能力向上を目的として実施されて

いるものである。 

MOLISA の職業訓練総局へ派遣されている職業能力開発制度アドバイザーにより、職業

訓練と国家技能検定に関し、産業界のニーズに合わせた改善へ向けた活動・助言・支援

が行われている。期待される成果としては、指導員訓練の改善を通じた職業訓練機能の

強化、特に裾野産業分野における国家技能検定の実施、職業訓練と国家技能検定の改善

のための民間企業との連携体制強化が挙げられる。 

また本事業に関連する分野の草の根技術協力事業が 5 件実施されている。その一つであ

る機械系技術技能教育の指導力向上プロジェクトでは、前出のハノイ工業大学指導員育

成機能強化プロジェクト等と連携をとりながら、日本と同等レベルの機械系技能検定

（普通旋盤作業及び機械検査）に対応した職業訓練教育の実施を目標としてベトナム産業

界における人材育成ニーズに応える技術者の養成を目指す。 

 

各ドナーのローン貸付条件 

各ドナーのローン貸付条件を以下に記す。JICA のローンは他のドナーより利率が低く、

返済期間も同等かそれ以下であることがわかる。 

 

表 2-32 ローン貸付条件比較 

ドナー 
JICA 

ADB 
KfW 
ドイツ 

AFD 
フランス

EDCF 
韓国 

World 
Bank 

人材開発 
セクター 

STEP 

金利 0.3％ 0.1％ 1％ 0.75％ 6.34％ > n 
> 0.25％

1％ 1.25％

償還期間 40 年 40 年 30 年 40 年 20 年 30 年 25 年

据置期間 10 年 10 年 8 年 10 年 7 年 10 年 －
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調達条件 アンタイド タイド アンタイド

（ADB 加

盟メンバー

タイド） 

アンタイド アンタイド タイド アンタイド

ローン／全

体コスト限

度 

85％ 100％ 89.7％
（実施中プ

ロジェクト

より） 

－ 74.3％
（実施中プ

ロジェクト

より） 

－ 96％
（実施プ

ロジェク

トより）

出典：JICA 調査団作成。World Bank のデータは MOLISA 管轄の「Social Assistance System Strengthening 
Project」より入手。 

 

(10) ベトナム国内における技能検定のニーズ 

現在、126 職種について NOSS が定められている。一方で、MOLISA 以外の省において

も関係する職種についてそれぞれに職業技能標準を設けている。即ち、商工省で 56 職種

（メカトロニクス、熱処理技術、情報技術、工場電気、産業用電子、電力測定、機械組立

仕上げ、パソコン修理、電気検査、ウェブデザイン、冷凍機器の修理、等）、交通運輸

省で 33 職種（航空通信機器、等）、農業省で 13 職種（電動ポンプ所の運転と改造、

等）、建設省で 24 職種（工場電気設備、等）があり、上記の括弧内に記述した職種が

MOLISA の規定職種に類似の職種である。これらについては、将来、国レベルでの包括

的な基準を定め、省庁間での技能認証レベルに差が出ないようにする施策が必要とされ

る。 

現在、MOLISA では 14 職種について、ベトナムの NOSS に基づいた技能検定試験が実

施されている。技能検定の等級区分は、次表に示されるように 1 級（初級）から 5 級

（上級）までの 5 段階で規定されている。 
 

表 2-33 National Occupational Skills Standard:NOSS Decision No.09/QD-BLDTBXH 2008/03/27 

1 級 レベル1（修了証明書1）  

（a）割り当てられた、単純又は反復作業が遂行できる。  

（b）職業について多少の知識を持ち、その知識を活かして職務遂行することができ

る。  

（c）必要に応じて情報の入手、注意、伝達ができる。自分自身の労働成果や作業出

力に責任を持つ。 

2 級 レベル2（修了証明書2）  

（a）割り当てられた単純作業又は反復作業が遂行できる。また、通常と異なる条件に

おいても指導の下、複雑な仕事をこなせる。  

（b）職業の基礎知識を持ち、専門的な知識を活かして日常的な問題を処理できる。  

（c）必要に応じて情報の検討、判断、説明ができる。他のメンバーとチームでも単独

でも職務を遂行することができ、自分自身の労働成果や作業出力に対して責任を持つ。

3 級 レベル3（修了証明書3）  

（a）複雑な作業もほぼ遂行できる。多様な仕事も単独でこなせる。  

（b）職業の基礎理論の知識と専門技術を持ち、技術や専門的な知識を活かして様々な

状況においての日常的な問題を処理できる。  

（c）様々な情報源から情報を理解し、分析、収集できる。チームのメンバーを指導す

ることができ、自分自身の労働成果や製品品質、そしてチームのメンバーの仕事に関し

てもある程度責任を持つ。 

4 級 レベル4（修了証明書4）  

（a）複雑な作業もほぼ遂行できる。多様な仕事も単独で積極的に取り組む。  

（b）職業の一部の分野について広い基礎理論の知識と確かな専門技術を持つ。技術や

専門的な知識を伝えて様々な状況においての日常的な問題を処理できる。  

（c）情報を分析、収集し、管理や調査について見解を持ち、提案ができる。仕事遂行

のためにチームを監督、管理することができ、自分自身の労働成果や製品品質、そして

チームの仕事に関してもある程度責任を持つ。 
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5 級 レベル5（修了証明書5）  

（a）熟練した、優れた作業を単独で積極的に取り組むことができる。  

（b）職業について広い基礎理論の知識と確かな専門技術を持つ。技術的や管理的な問

題に対応できる分析力や判断力を持ち、計画、検討することができる。  

（c）情報を分析、収集し、自分の見解や計画を示すことができる。仕事遂行のために

チームを監督、管理することができ、自分自身の労働成果と製品品質、そしてチームの

仕事の技術的パラメーターに関しても責任を持つ。 

 

現在、GDVT 傘下の職業訓練施設では下位レベルの 2 級及び 3 級段階の試験が実施され

ている。なお、職業訓練短大終了時の目標は 3 級レベルである。実際の技能検定試験は、

ベトナム政府が認定した「評価センター」において随時実施されている。時期は、「評

価センター」に委ねられており、概ね年 1 回程度実施されている。受検料は、基本的に

無料である。2011 年から順次開始されており、2013 年 4 月までに約 1,500 人が受検して

いる（出典:日系企業アンケート資料/JICA、2014 年 7 月）。但し、一部の短大校にあっ

ては校自身による試験をおこなっている。なお、日本の職業訓練短大修了生は技能検定

3 級レベルの技能照査を修了時に受けるとともに、日本の技能検定 2 級の受検資格が与

えられていることから、NOSS 3 級はほぼ日本の検定 3 級に相当するものと思われる。 

現行で MOLISA が実施している 14 職種は次表の通りであるが、2020 年には総計 400 職

種について技能標準を作成・制定の予定であり、全訓練生は修了時に受検する方向が定

められている。  

表 2-34 MOLISA 技能検定 14 種 

No. 職   種 

1 メカトロニクス 

2 グラフィックデザイン 

3 鉱山採掘技術 

4 鉱山電気技術 

5 鉱山建築技術 

6 産業用電気 

7 産業用電子 

8 工業縫製 

9 送電線と変電所の設置 

10 電気検査（Electrical Testing） 

11 電機システム 

12 溶 接 

13 自動車テクノロジー 

14 CNC 金属加工 

出典：日系企業アンケート資料/JICA、2014 年 7 月 

 

MOLISA の NOSS に基づく検定とは別に、他の省でも関連する職種 (メカトロニクス、

熱処理技術、情報技術、工場電気、産業用電子、電力測定、機械組立仕上げ、パソコン

修理、電気検査、ウェブデザイン、冷凍機器の修理、航空通信機器、電動ポンプ所の運

転と改造、工場電気設備、等)の検定が実施されているところから、これら関連職種の技

能検定に対する業界ニーズ、日系企業のニーズは高いと考えられる。 

この面でこれからの職業訓練の展開（NOSS 検定の拡大、普及）には GDVT 当局と産業

界との間で人材開発に係る密接な連携についての更なる展開が必要である。 

一方で、ベトナム国家技能検定制度構築に派遣された JICA アドバイザー早木武夫専門

家（当時）の改善提案/2013 年 8 月によっても、以下のような課題が指摘されている。 
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1）評価者の育成 

公平、公正な技能検定を実施するうえで も重要な役割が求められるのは評価者です。

第 1 回、第 2 回の旋盤の国家検定では、日本のデンソーより指導員を派遣し、評価者と

しての訓練を徹底的に行いました。また、第 2 回目の検定では、ナムディン及びビンの

師範大学から新たに２名の指導員を評価者として参加してもらいました。すなわち、評

価者としての技能レベルを維持することと新たな評価者を育成して行く両方の努力が必

要です。 

2）測定器の不足 

技能検定職種･旋盤を継続的に実施、更には日本の技能検定レベル 3 級から日本の技能検

定レベル 2 級程度へ拡大して行くためには、ベトナムの職業訓練機関が評価センターと

して必要な精度を持つ測定器が不足していることが課題です。ベトナム側が限りある予

算を有効に活用するためにも、NOSS 検定にも必要な測定器を効率的に準備や購入する

ことが必要です。（必要な測定器のリストは、日本の技能検定試験実技課題及び実施要

領に既に規定済みです。） 

3）技能検定に必要な設備（機械）の確保と適切なメンテナンスの実施 

2013 年 5 月、日系企業のデンソーの指導員に、フライス盤の技能検定の実施が可能かど

うかという観点から評価センターの候補となる複数の職業訓練機関の設備（フライス

盤）を評価してもらいました。 

その結果、「技能検定に適したフライス盤の数は少なく、各学校のほとんどのフライス

盤の仕様が技能検定には不適切である、更にはメンテナンスが不十分」と比較的厳しい

評価でした。この点は、フライス盤に限らず、旋盤や他の職種にも該当する今後の大き

な課題です。 

即ち、ベトナムに於いて、NOSS 検定を実施するのに、「技能検定職種の拡大のための

各職種の技能標準の策定」を早急に進めるとともに、『評価者の養成』及び『検定に耐

え得る機材・計測器の整備による評価/検定実施場所の整備』というインフラが未だ不足

していることが指摘されているのが現状である。 

 

2.2. 調査対象機関（13 校）の位置する各地域の経済・産業開発の動向と関連政策、各地域に

おける職業訓練機関の現状・課題と関連政策 

(1) 調査対象機関が位置するハノイ市、ハイフォン市、ハナム省、ダナン市、ホーチミン市、

ドンナイ省、バリアブンタウ省、ビンフック省の各地域における職業訓練分野（特に機

械加工、電気及び電子分野）の現状・課題、及び関連政策とその動向 

対象地域における職業訓練分野の現状等を職業訓練総局、監督機関との協議及びアン

ケートにより入手した。以下に対象地域における職業訓練短期大学数を示す。ハノイ市

が も多く 24 校存在するのに対し、ハナム省は 2 校のみとなっている。 
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出典：JICA 調査団作成 

図 2-19 対象地域の職業訓練短期大学数 

 

ハノイ市 

ハノイ市には 128 の職業訓練機関が存在し、その内訳は職業訓練短大が 24 校、職業訓練

機関（中級レベル）が 44 校、職業訓練センターが 60 センターである。産業界の労働者

に対するニーズとしては、電気、電子、機械及び機材維持管理分野の人材が挙げられて

おり、職業訓練機関における高品質な職業訓練への要望も高まっている。当市における

製造業に関連する企業の運営状況は堅実であり、今後も製造業において多くの人材が求

められると予測される（製造業の生産高等は次章にて記述）。ハノイでは多くの工業団

地の開発が予定されており、これらに進出する企業により労働者の需要が増加するが、

現在質の高い技術者の不足によりこれらの需要が満たせない状況である。 

課題としては、職業訓練機関の能力が限られているため、改善はされているものの、質

の高い訓練が十分に実施できていないことが挙げられる。第一に教師が不足しており、

特に郊外の地方部での職業訓練センターでは十分な数の教師が確保できていない。また

教師の経験不足によりカリキュラム作成に困難をきたしている。同様に管理スタッフの

数も業務量に対して十分ではないと指摘されている。施設及び機材についても十分に整

備されておらず、カリキュラムに応じた訓練が実施できていない。また、職業訓練機関

と企業との連携不足により、訓練内容と企業のニーズに齟齬がある。 

そのため、職業訓練機関のネットワークを強化し情報共有を進め、主要な機関に適切な

投資を行うことにより、企業のニーズに応じた質の高い職業訓練を実施する必要がある

と考えられている。また適切な政策により、企業の職業訓練機関への関与を高め、教師

にとって魅力的な機関とすることも求められている。 

ハノイ市人民委員会では、職業訓練機関の管理強化、教師の訓練、施設及び機材の整備、

及び就職機会の改善に関する政策を検討している。 

 

ビンフック省 

ビンフック省には 48 の職業訓練機関が存在し、内訳は職業訓練短大が 5 校、職業訓練

コースを有する大学が 4 校、職業訓練機関（中級レベル）が 2 校、職業訓練コース（中

級レベル）を有する学校が 5 校、職業訓練センターが 32 センターである。職業訓練機関

の卒業生のほとんどは企業へ就職しており、企業も卒業生の能力に満足しているとのこ

とである。これは多くの機関で企業との連携により訓練カリキュラムが策定されている

ことが理由と考えられる。 

ビンフック省にはトヨタやホンダ等の日系企業が進出しており、職業訓練機関の卒業生

はこれらの企業やその下請け企業に就職することが多い。 
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課題としては、職業訓練機関の施設及び機材の整備の必要性が挙げられている。また、

進学希望者がより高い学位を目指す傾向があり、職業訓練機関への進学者が少なくなっ

てきている。 

ビンフック省人民委員会決定 No.1588/QD-UBND（2013 年 6 月 24 日）「ビンフック省裾

野産業開発計画 2020－2030 承認」では、職業訓練に対するサポートも掲げられており、

以下のアクションプランが計画されている。 

- 裾野産業の基礎となる機械修理、製造、電子に焦点をあてた教育及び職業訓練の拡

大 
- 大学と職業訓練センターの連携 
- 訓練プログラムの更新、実際のニーズと訓練プログラムのリンク 
- 大企業による職業訓練の促進 
- 裾野産業関連企業の管理者、事務職員、労働者への訓練 
- 労働慣習の習得、企業及び社会に対する権利及び義務についての理解 

 

ハイフォン市 

ハイフォン市には 58 の職業訓練機関が存在し、職業訓練短大が 11 校、職業訓練機関

（中級レベル）が 10 校、職業訓練センターが 24 センター、その他 13 機関で構成されて

いる。2013 年の入学者・受講者数は全体で約 50,000 人であり、その内職業訓練短大への

入学者数は約 7,000 人である。 

課題として、職業訓練機関と企業の連携が十分ではないため、卒業生の能力と企業の

ニーズがあっていないことが挙げられている。また、高品質の職業訓練が不十分であり

産業界のニーズに応えていないこと、教授法の改善の必要性、教師の経験不足、施設及

び機材の整備の必要性、外国語教育とソフト面での訓練の必要性が挙げられている。ハ

イフォン市の関連政策については、2.2 （2）に記載する。 

 

ハナム省 

ハナム省には 22 の職業訓練機関が存在し、その内訳は職業訓練短大が 2 校、職業訓練機

関（中級レベル）が 3 校、職業訓練センターが 7 センター、職業訓練コースを有する施

設が 10 施設となっている。 

省内では大学の新設が進んでおり、また職業訓練修了者が大学卒業者ほど評価されてい

ないこともあり、職業訓練機関への入学者の確保が困難になってきている。また教師の

待遇に関する政策の欠如、施設及び機材の不足も課題として挙げられている。労働力の

需要が経済状況より変動するため、職業訓練機関の受講生数とのバランスが合わないこ

とも指摘されている。 

上記課題への対策としては、職業訓練修了資格の地位の向上及び就職機会の拡大が挙げ

られている。職業訓練の質の改善のためには、企業と連携し実際の製造業に適合したカ

リキュラムの策定、企業と人材交流を通じた教師の質の向上が必要とされている。職業

訓練に関する政策面では、各職業訓練機関の職業訓練システムの統合、職業訓練機関の

評価、教育センター（学業を補完するための教育施設）と職業訓練センターの統合が進

められている。 

ハナム省人民委員会は 2014-2016 年に日系企業をサポートするための 1,000 人の職業訓練

実施を進めており、職業訓練機関に対し日本語及び日本文化教育のための予算支援を

行っている。また、在職者への職業訓練のために一人あたり VND1,000,000 の補助金を

企業に支出している。 
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ダナン市 

ダナン市には 56 の職業訓練機関が存在し、その内訳は職業訓練短大が 6 校、職業訓練機

関（中級レベル）が 4 校、職業訓練センターが 27 センター、職業訓練コースを有する大

学等が 19 校である。2014 年は職業訓練機関全体で 5 万人強が訓練を卒業・修了してお

り、卒業・修了率は 80-90％、就職率は 70％程度である。職業訓練機関の施設の老朽化

及びカリキュラムに沿っていない機材整備が問題点として挙げられている。 

 

ドンナイ省 

ドンナイ省には 16 の職業訓練機関が存在し、内訳は職業訓練短大が 4 校、職業訓練機関

（中級レベル）が 9 校、職業訓練センターが 3 センターとなる。省内工業団地の労働力需

要は訓練レベルにより次のように予測されている。 

- 職業訓練短大レベル： 38,000 人（2015 年） 89,700 人（2020 年） 
- 職業訓練中級レベル： 98,100 人（2015 年） 179,300 人（2020 年） 
- 職業訓練初級レベル： 630 人（2015 年） 699 人（2020 年） 

課題としては、職業訓練短大入学者の確保に関して短大間での競争が激しくなってきて

いることが挙げられている。また、施設の老朽化により訓練ニーズに応えられていない

こと、訓練機材の老朽化及び数量不足により職業訓練総局の基準を満たしていないこと、

教師の能力の強化の必要性も挙げられている。 

 

バリアブンタウ省 

バリアブンタウ省には職業訓練短大が 4 校、職業訓練機関（中級レベル）が 4 校、職業

訓練センターが 1 センター、合計 9 の職業訓練機関が存在する。 

バリアブンタウ省人民委員会決定 No.358/QD-UBND（2012 年 3 月 1 日）「バリアブンタ

ウ省人材開発計画 2011-2020」は、労働者の知識と技術が国際レベルに近づくことを目的

としており、目標値として 2015 年までに短大及び大学の資格を持った労働者数を 75,000
人以上、2020 年には 95,000 人以上としている。また、2015 年までに各レベルの職業訓

練機関（初級、中級、短大レベル）のネットワークを強化し、労働者市場のニーズに合

わせて様々な職種に対応する計画としている。 

訓練を受けた労働者の労働者全体に対する割合の目標値は、訓練の種類により以下のよ

うに設定されている。 

- 短期コース：  18％（2015 年） 16％（2020 年） 
- 職業訓練初級レベル： 46％（2015 年） 46.5％（2020 年） 
- 職業訓練中級レベル： 10％（2015 年） 12％（2020 年） 
- 職業訓練短大レベル： 3％（2015 年）  3.5％（2020 年） 

また 2020 年までには、職業訓練短大の教師のうち 40％が修士以上を取得することを目

標としている。 

 

ホーチミン市 

ホーチミン市には職業訓練短大が 12 校、職業訓練機関（中級レベル）が 26 校、及び約

300 の職業訓練センターが存在する
16
。 

                                                                 

16
 GDVT PMU へのヒアリングによる。 
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ホーチミン市では職業訓練機関への入学者数の確保が課題とされている。そのため、職

業訓練機関がホーチミン市輸出加工区・工業団地管理委員会と連携し、また工業団地内

の企業と協定を結び、就職機会を改善することにより入学者数の増加を目指している。

また、都市部及び郊外において職業訓練機関に関する説明会を実施すると共に、マスメ

ディアを通じて職業訓練機関の広報を行い、入学者数を確保するよう努めている。加え

て、就職機会改善のために職業訓練の質の向上を進めている。 

 

南部主要経済地域
17

 

「南部主要経済地域産業開発計画 2020
18
」における人材開発方針として、工学及び電子関

連の訓練に焦点をあてており、職業訓練による 新の技術を備えた質の高い労働者の輩

出が掲げられている。 

「南部主要経済地域社会経済開発計画 2020－2030
19
」においても、人材開発の拠点となる

ことが掲げられており、優先的に投資が行われる国際基準に合った質の高い職業訓練学

校として、本調査の対象校である、HCMVC、HVCT 及び BRVTVC も含まれている。 

 

(2) 各地域において集積している産業分野、周辺の工業団地の状況、日系製造業企業の進出

状況、今後のポテンシャル、工業団地の建設計画、日系企業を含む企業の誘致予定 

対象地域経済規模 

調査対象地域の工業生産高は、 大規模のホーチミン市が 927,363 十億ドンに対し、

小規模のハナム省が 37,705 十億ドンで、20 倍以上の格差がある。経済規模により調査対

象地域は以下の通りに分類できる。 

- 900,000 十億ドン（40 十億ドル）規模 ：ホーチミン市 

- 500,000 十億ドン（20 十億ドル）規模 ：ドンナイ省、ハノイ市、バリアブンタウ省 

- 100,000 十億ドン（5 十億ドル）規模 ：ハイフォン市、ビンフック省 

- 50,000 十億ドン（2 十億ドル）規模 ：ダナン市、ハナム省 

                                                                 

17
 南部主要経済地域：ビンズオン省、バリアブンタウ省、ホーチミン市、ドンナイ省、ティエンザン省、ロンアン

省、タイニン省およびビンフオック省 

18
 http://asemconnectvietnam.gov.vn/default.aspx?ZID1=14&ID1=2&ID8=11436 

19
 http://asemconnectvietnam.gov.vn/default.aspx?ZID1=14&ID1=2&ID8=21963 



ベトナム国職業訓練機能強化事業に係る準備調査 

51 

 
出典：Statistical Yearbook of Vietnam 2013 

図 2-20 対象地域の工業生産高推移 

 

以下に対象地域の日系企業総数と本事業対象分野に関連する日系企業数を示す。本事業

対象分野に関連する日系企業数は、 も多いハノイ市の 185 社に対し、バリアブンタウ

省では 7 社と大きな開きがある。 

 

出典：2015 年度版ベトナム日系企業年鑑（COMM BANGKOK CO., LTD） 

図 2-21 対象地域の日系企業数（総数及び本事業対象分野関連企業数） 

 

地域関連政策 

副首相決定 No.404/TB-VPCP（2014 年 10 月 9 日）「裾野産業開発及び南ハノイ裾野産業

団地に関するメカニズム及び政策」では、裾野産業開発の促進のために、南ハノイ裾野

産業団地、ドンナイ省の裾野産業用地（3 ロット）、ハイフォン市及びバリアブンタウ

省の機械製造及び電子産業用の工業団地（2 団地）開発に対して、以下の優遇策をとっ

ている。 
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- 70 年間までの土地利用許可 
- インフラ整備後 20 年間の土地利用料の免除 
- 開発プロジェクトの固定資産に係る資材の関税の免除 

MOIT 決定 No.2757/QD-BCT（2014 年 3 月 31 日）「北部主要経済地域
20
産業開発マス

タープラン承認 2020－2030」では、方針として電子産業、精密機械、金型製造、医療機

器、製薬産業等の迅速な開発が掲げられている。また、機械産業、自動車製造及び電子

産業に関連する裾野産業開発の促進も掲げられている。 

「南部主要経済地域産業開発計画 2020」では、品質の高い労働者の多い分野（機械製造、

電子、化学）に焦点をあてることが方針として掲げられている。本事業に関連する地域

における重点分野は以下のように定められている。 

- バリアブンタウ省：石油、ガス、鉄鋼及び造船関連産業 
- ホーチミン市：先端技術による精密機械 
- ドンナイ省：中小規模機械製造産業、農業機械、国内用自動車スペアパーツ 

また、2020 年までに南部主要経済地域全体で、35,000 ヘクタールの工業団地及び輸出加

工区の拡大を目指している。 

「南部主要経済地域社会経済開発計画 2020－2030」では当該地域の中でも、ホーチミン

市、ドンナイ省、バリアブンタウ省及びビンズオン省が特に主要な市・省として定めら

れている。産業開発方針としては、高付加価値製品産業と共に裾野産業の開発の促進を

掲げており、その中でも電子産業及び情報技術産業の開発を優先的に行うとされている。 

調査対象地域における GDP 成長率、産業構造、製造業生産高推移、FDI の投資金額及び

投資件数については添付資料-7「調査対象地域における GDP 成長率及び産業構造、製造

業生産高推移、FDI」に示す。 

 

(3) 調査対象機関の概要 

（沿革、組織体制、財務状況、経営計画、監督官庁・地方政府との関係等、機械加工、

電気及び電子分野の教育訓練状況・課題（関連機材の整備状況・維持管理方法・メンテ

ナンス頻度、機材調達権限者の確認等を含む）、就職支援サービスの有無（卒業生の就

職率、就職先把握を含む） 

調査対象機関の概要（財務状況及び経営計画除く）
21
は添付資料-8「調査対象機関の概要」

に示す。 

                                                                 

20
 北部主要経済地域：ハノイ市、ハイフォン市、クアンニン省、ハイズオン省、フンイエン省、バクニン省および

ビンフック省 

21
 本報告書では、当該章「各調査対象機関の概要」（「リスク」および「対象校による対応状況」）に加え、3.3
表 3-3「円借款事業実施における主なリスク／課題と対策／今後の方針」および添付資料-9「定量的情報と補完

情報」にて、各調査対象機関において想定される広義のリスクを示す。各箇所におけるリスクの整理方法、およ

び他箇所との関係性等は下記のとおりである。 

・2.2(3)：本準備調査にて実施した各調査対象機関の現地踏査を通じて把握したリスクと各対象校による対応状

況を示す。 

・3.3 表 3-3：円借款事業実施に際し想定されるリスクのうち、事業実施の可否やその後の事業効果に大きな影

響を与えると予測されるリスクに対し、対策（2.2(3)で示す、対象機関の講じている対応にて対策とならない

場合は、調査団の考える対策等を提示）と、当該リスクによる当該調査対象校の取り扱いの方針等を、円借款

事業対象校選定の観点で記述する。 

添付資料-9「定量的情報と補完情報」：主に数値情報を分析の上、許容範囲外の値を概要表（ 初頁）にて示す。 
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調査対象機関の財務状況及び経営計画 

安全性、成長性、収益性、健全性の観点より調査対象訓練機関を評価した。なお、全て

の計数は提出された不統一な資料ならびにヒアリングにより作成したものであることに

留意されたい。 

1) 安全性（安定性） 

一般に財務安全性分析は流動比率、長期適合率、自己資本比率等貸方サイドの償還期間

に応じた安定的な返済原資を有しているかで判断する。しかしながら、学校会計かつ公

会計は特殊な分野であり、このような基準にはあてはまらない。今回調査した職業訓練

機関においては、借入のある学校は皆無であり、貸方サイドはほぼ自己資本のみという

状況である。一方、借方勘定の主要な勘定は校舎や機材等の資産であるが、国の監視下

にある各職業訓練機関は監督機関に申請し、承認を待って投資を実行する。従って、借

入が発生することは無い。そこで、国が積極的に投資資金を配分している学校が、今後

も発展が期待されている学校と推察できることから、安全性の考察に当たっては、資産

規模を比較することとした。また、ベトナムでは、収益事業の強化や独立法人化等職業

訓練機関の自律を促す政策を進めている。この国側の意思に応えて安定感のある経営を

継続できるポイントとして、経常的収入総額に対して学納金や収益事業収入の自己収入

がどのくらいあるかを比較することとした。 

固定資産簿価 

下図は 2013 年末の 13 校の固定資産簿価である。このグラフの通り、規模の差は歴然と

しており、HaUI は別格である。HaUI を除いて比較すると VPVC は VCMI の約 10 倍で

ある。設備投資は政府助成金によって実行されているので、簿価の大きさは各校に対す

るこれまでの政策を表しているといえる。 

 

出典：JICA 調査団作成 

図 2-22 固定資産簿価 

総収入に占める自己収入（学納金、収益事業収入）割合 

下のグラフの通り、VCMI、HaUI、の 2 校は自己収入が 80％超であり、助成金の体質か

ら抜け出すことが可能と言える。一方、この比率が 40％未満の VC7 校は助成金に依存

した財務体質であり、独立法人化へのハードルは高い。 
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注記：各校とも自己収入比率は３年間（2011-2013）の平均。自己収入は学納金＋収益事業収入で経常助成

金は含まず。 

出典：JICA 調査団作成 

図 2-23 自己収入比率（自己収入／経常収入） 

2) 成長性 

長期融資の返済可能性を判断するにあたっては、学校の置かれた環境や国の政策による

ところが多いと思われる。財務面からは、過去の成長実績から経営者の手腕や学校の立

地の良さ等を推測することになるが、「過去 3 年の自己収入伸び率」で手腕を推測し、

また「過去３年の固定資産取得額の伸び率」により、国の積極支援の状況の把握をする

こととする。 

自己収入伸び率 

過去 3 年間（2011-2013）の自己収入（学納金＋収益事業）伸び率は 5 校が減少となって

いる。特に HNVC の減少幅が大きいが、これは、学納金を中級/短大レベルの収入と初

級/他トレーニングの収入に分けて計上したためである。なお、別事業分離分を組み戻し

た後もマイナス 12.65％であり、減少幅は大きい。しかしながら、３年間平均の経常利益

率は、＋0.42％であり懸念はない。次に減少幅（-18.02％）の大きい CVCT は、収益事業

経費を抑えることにより経常利益の改善を図っている。その結果、３期連続して経常利

益は改善しており、2013 年は黒字化している。HPVC(-14.22％)も学納金の減少が続いて

いるが、一貫して利益計上できており、コントロールできている。VCMI(-2.65％)及び

BRVTVC(-2.44％)も減少しているが、外部環境の変動の範囲内程度の小幅減少であり、

懸念はないと考えている。一方、HVC HT は学納金を確実に伸ばす一方で、収益事業を

大幅に伸長させており、努力のあとがうかがえる。当校のように、充実した機材と質の

高い指導員を雇用することにより、優秀な学生を集めることは可能と考える。 

 

出典：JICA 調査団作成 

図 2-24 自己収入伸び率 
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固定資産取得額伸び率 

この 3 年間（2011-2013）で も固定資産取得額伸び率の高いのは HVCHT である。もと

もと資産規模の小さな学校であり、機械装置中心に拡充している。全 13 校とも減価償却

額を越えて投資をしているが、VCTT はほぼ横ばいである。 

 

出典：JICA 調査団作成 

図 2-25 固定資産取得額伸び率 

3) 収益性 

収益性については経常利益率と学生一人当たりの学校運営費を検証した。経常利益には

監督機関等からの運営助成金を含んでいる。 

経常利益率（経常利益÷経常収入：３年間平均年率） 

経常利益率については CVCT、VCMI の 2 校がマイナスである。VCMI は 2012 年 9 月よ

り公営になった学校であり、同校は経常助成金の交付を受けていない。従って、実態的

な収益力は充分あると思料している。しかし、課題もあり、学納金収入が減少傾向にあ

り、また、収益事業も拡大できていない。次に、CVCT の経常利益は一貫して改善傾向

にあり、2013 年には黒字化していることから、懸念は無いものと考えている。 

 

出典：JICA 調査団作成 

図 2-26 経常利益率（経常利益／経常収入、年率） 

学生一人当たり学校運営費（2013 年） 

学生一人当たりの運営費は下記の通りとなる。傾向としては規模が大きい方がローコス

トと言える。13 校中 CVCT（1,414 人）、DNVC（1,636 人）は学生数の少なさの上位 2
校である。また学生数の多い上位 3 校は、HaUI（45,000 人、大学全体）、HVCT（4,910
人）,HVCHT（4,000 人）である。 
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出典：JICA 調査団作成 

図 2-27 学生一人当たり学校運営費 

4) 健全性 

健全性と言う観点で固定資産耐用年数経過度を検証した。減価償却額累計÷固定資産取

得価額で、数字が大きい程償却が進んでおり、設備が古くなっていることを表している。

ベトナム税法では建物は 25~50 年、工作機械は 7~10 年、通信機器、電気製品等は 3~15
年、電気・電子測定機器は 5~8 年である。この幅の中で自由に選ぶことが出来るのがベ

トナム税制の特徴である。 

固定資産耐用年数経過度（2013 年度） 

経過度の低い（学校設備が新しいので機材新規導入の効果が少ないと推測）学校は、

HIVC9.08％,VPVC19.38,HaUI20.09％である。しかし、HIVC は建物中心であること（残

高で機械は建物の 2％弱）、VPVC は車両運搬具等が主体であることから、機材の導入

効果に影響するものではないものと推察した。 

 

出典：JICA 調査団作成 

図 2-28 固定資産耐用年数経過度 
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した。 も負担が重くなる 11 年目の初回返済年の返済を、各学校の 2013 年の償却前収

益を充てることで検証した。 
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前提条件は以下の通りである。 

 円借款金額：各校の機材リストより積算の 100%とする。 
 金利：0.3％ 
 返済条件：返済期間 40 年、うち 10 年据え置き、元金均等返済 
 On-lending:10％ 
 返済時期：11 年目以降 

 

各校の償却前利益は下記グラフのとおりで、VCMI を除き返済は可能である。VCMI 校

は 2012 年 9 月より民間から公立に転換した学校であり、13 校中唯一助成金の交付を受

けていない。助成金算入前利益は 13 校中 HaUI についで良好である。2012-2013 年は移

行事務コスト等の一時的費用がかかったことを勘案する必要がある。HCMC に隣接した

ドンナイ省に立地しており、工業団地が多く、人口増加率も高いことから新たな機材導

入による学生数増加効果等が見込める。返済開始は 10 年の据置期間経過後であり、経営

努力により返済可能となると思料する。 

 

出典：JICA 調査団作成 

図 2-29 償却前計上利益（助成金込） 

 

6) 機材整備後の財務について 

上記の通り、各機関とも現状のままでも返済は可能であるが、本来的には返済原資確保

のために、機材増強後はより多くの学生を確保し、機材の稼働率を上げることが求めら

れる。なお、学生増加による学納金増加は教官増員等の人件費にも充当される。この充

当割合は今回各校より収集した学校経費については明細がないため算定できないが、日

本の大学の人件費率を参考にすると理科系の場合５５％程度である。 

7) 機材の維持管理費の捻出について 

各職業訓練機関ともに大型の投資は、所管する監督機関に申請し、助成金の認可を待っ

て実施している。一方、償却前収益は VCMI を除いて黒字であり、一定の維持メンテナ

ンスの費用は減価償却費の範囲内で確保できている。 

(4) 調査対象機関が所在する地域（第 2 キャンパス建設候補地を含む）における、人口動態、

特に職業訓練機関進学年齢の人口動態  

ベトナム人口構成 

2009 年の人口ピラミッドを見ると、15-19 歳が 大人口グループとなっており、これよ

り年下のグループは減少傾向にあることがわかる。2020 年に職業訓練機関へ進学するグ

ループである、5-9 歳のグループは男性 3.46 百万人、女性 3.25 百万人である。2020 年に

18 歳になる人口（2009 年時点 7 歳）は男性 654,894 人、女性 615,585 人となる。 
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2012 年の職業訓練短期大学への入学者数は 84,151 人
22
、同年の 18 歳人口（2009 年時点

15 歳）は 1,717,996 人である。職業訓練短期大学への入学者が 18 歳のみと想定すると、

対象グループの 4.9％が職業訓練短期大学へ入学したと推測できる。 

 

出典：2009 Vietnam Population and Housing Census 

図 2-30 2009 年人口ピラミッド 

 

各地域における 2020 年の予測人口及び職業訓練短期大学推定入学者数 

調査対象機関が位置する各地域における 2020 年の職業訓練短期大学推定入学者人口を以

下に示す。入学者数は 18 歳人口の 4.9％が入学するという条件で推定されている。ハノ

イ市及びホーチミン市が約 4,500 人の入学者数であるのに対し、ハナム省及びダナン市

では 600 人の入学者数と推定されている。 

 

出典：JICA 調査団作成 

図 2-31 職業訓練短期大学推定入学者数（2020 年） 

対象地域における人口動態について、添付資料-10「調査対象地域における人口動態」に

示す。 

 

                                                                 

22
 Vocational Training Report - Vietnam 2012, MOLISA GDVT 
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(5) 2020 年までのマスタープランで想定される産業発展形態、機械加工、電気及び電子分野

における人的需要予測及び入学者の確保、指導員の確保などの課題 

1) 産業発展形態 

a. 成長の軌跡 

これまでベトナムは 1986 年のドイモイ政策の採択以降、1995 年のアセアン加盟、2007
年の WTO 加盟等を経て順調に計画経済から市場経済への移行を進めてきた。紆余曲折

はあったものの、過去 25 年間の年平均 GDP 成長率は 6.5％強である。その結果 2011 年

の一人当たり GDP は 1,386 米ドルに達し、国際社会におけるベトナムの地位を強化する

ことに貢献した。この経済成長の原動力になったのは、外国直接投資誘致に成功したこ

とと、輸出の増加である。 

b. 2020 年工業国化宣言 

ベトナムは前 10 か年計画を継承した「社会経済開発 10 か年計画 2011～2020」及び「社

会経済開発計画 2011～2015 年」を経済社会の発展の方向性を示す基本政策としている。

この中で 2020 年工業国化を達成するとし、2010-2020 年の年率平均経済成長率は 7~8％、

2020 年の名目一人当たり GDP は 3,000～3,200 米ドル、2020 年の産業構造は鉱工業サー

ビス業が GDP の 85％になるとしている。 

この基本計画を受けた具体的な産業政策としては、優先的発展６業種を選定し、この６

業種の生産額を毎年 低２０％増加させ、工業生産総額の 低３５％にするとしている。

また、優先業種においては労働生産性の伸び率においてトップ 10 に入れるとしている。

基本計画の諸々の計画の中で産業政策を優先させなければならない背景としては、2018
年の ASEAN 域内関税撤廃やその他国際協約に伴う競争環境に対応するために、早急に

国際競争力を高めなければならない理由がある。 

c. 工業発展の現状と課題 

基本計画スタート時のベトナムの工業生産額のトップは「食品・飲料品」であり、工業

総生産額中の構成比がは 19.07％である。これに続くのが「繊維・服装」（8.36％）「非

金属・鉱業」(7.81％)「金属製品」(5.9％)である。これらの製品の競争力は、低廉な人件

費、税的優遇、等支えられており、長期的な持続的発展の可能性についてが疑問がもた

れている。一方、経済成長を支えてきた輸出は、電話機・同部品、縫製品、コンピュー

タ電子製品・部品、履物、原油が上位品目で、それぞれ 16.1％,13.6％,8.0％,6.4％,5.5％の

構成比（2013 年）であり、加工製品、一次産品、組立製品等付加価値が低い製品が占め

ている。また加工・組立製品の輸出が増えるにつれて、国内で調達できない原材料・部

品の輸入が増加している。一方、タイなど自動車やパソコンなどの高付加価値製品の輸

出国では裾野産業が発達して、国内調達率が高い。これらの状況からベトナムの課題と

いえることは、上流産業（石油化学、製鉄）の発達が遅れ、これに加えて裾野産業も

育っていないため、国内の産業間の連動性が低いことである。これまで、経済成長の原

動力になったのは、外国直接投資とそれに伴う輸出の増加であるが、安価で豊富な労働

力を活用することが目的の投資であった。しかしこの構図は現在も大きな変化は無く、

独自の裾野産業を育てることが課題として残ったままである。 

d. 今後の展望 

ベトナム政府の 2020 年工業国化を目指す戦略に対して、日本政府は継続して支援するこ

とを約束している。その支援の中心に据えられているのが裾野産業の育成である。また、

その業種としては優先的発展６業種の育成に注力するすることが求められているが、こ

れら優先的発展６業種を支える共通の基礎技術は機械、電気・電子分野にかかわること

である。基本政策の中の“飛躍の時期における戦略”の３本柱の一つとして「人的リ

ソース、特に高度な人的リソースを早期に発展させ、国民教育の全面的な改革に集中す

る」ということが掲げられている。このように、人件費上昇に相応しい「技術」を高め
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る必要性も強く認識されており、引き続きこれらの施策を着実に実行していくことが求

められている。 

e. 2020 年の工業生産高予測 

首相決定 No.879/QD-TTG （2014 年 6 月 9 日）「産業開発戦略 2025 年及び 2035 年ビ

ジョン承認」では、優先開発産業として加工・製造業、電子・通信産業及び新・再利用

可能エネルギー産業が指定されている。また、首相決定 No.880/QD-TTg（2014 年 6 月 9
日）「産業開発計画 2020 年及び 2030 年ビジョン承認」では、製造業の強化、国際競争

力の強化及び裾野産業の堅実な成長を目指している。 

本開発計画では工業生産高の年平均成長率は 2020 年までは 12.5-13.0％、2021 年から

2030 年までは 11.0-12.0％が目標とされている。製造業に関して言えば、2020 年までに工

業生産高の 85-90％、2030 年までに 90-92％を占めることを目標としている。機械産業及

び製鉄産業の年平均成長率は 2020 年までは 15-16％を目標としており、また 2020 年まで

に工業生産高の 20-21％、2030 年までに 22-24％を占めることを目標としている。電子・

情報技術産業の年平均成長率は 2020 年までは 17-18％、2030 年までは 19-21％を目標と

しており、また 2020 年までに工業生産高の 9-10％、2030 年までに 12-13％を占めること

を目標としている。裾野産業に関しては、具体的な目標値は定められていない。 

2013 年の工業生産高が 3,840,767 十億ドンであり、年平均成長率 13％とすると、2020 年

の工業生産高は 9,035,810 十億ドンになる。以下に 2020 年の目標生産高を示す。 

表 2-35 2020 年目標生産高 

 2020 年目標 

年平均成長率 
生産高 

（十億ドン） 
工業生産高に 
占める割合 

工業生産高 12.5-13.0％ 9,035,810 100％
製造業生産高 - 8,132,229 85-90％
機械産業及び製鉄産業生産高 15-16％ 1,897,520 20-21％
電子・情報技術産業生産高 17-18％ 903,581 9-10％

出典：JICA 調査団作成、生産高は工業生産高に占める割合の 大値を採用して計算 

 

2) 人的需要予測及び入学者の確保、教員の確保等 

ベトナム製造業界職階別人材ニーズについて産業別雇用予測と合わせて 2.1（2）に示し

た。 

2.1（2）の結果から 2020 年を目指して製造業、特に技能工及び関連職業の従事者が専門

職と共に雇用予測の高い職業となっている。しかしながら、ベトナムに於いても高学歴

を求める若者が多いことから雇用求人が高くても若者が職業訓練の場に参加する度合い

が少ない現状がある。 

職業訓練指導員については別な問題もある。2009 年に GDVT とドイツ GTZ がベトナム

の職業訓練の現場を調査した報告書があるが、それによれば労働市場の要望に基づく訓

練が展開されていないとある。その理由の一つが指導員の実技指導及び指導技法の欠如

にあると報告されている。その後、この状況が改善されたかどうかについては 近の調

査が無いので判明しない、しかし、MOLISA では工学部卒の工学士に指導技法の教育を

施すなどして質の高い職業訓練指導員の確保に努力をしている。問題は、前述 2.1.(4)
「ベトナム国全体の職業訓練分野（特に機械加工、電気及び電子分野）の現状・課題」で

説明したように教員資格のある大学卒業者は職業訓練機関の現場の指導員になるより普

通の学校教育の教員を選ぶ傾向が多分にあると云われている。 
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上記二点に対処する為、MOLISA による全国的な技能教育の重要性と「モノ造り」の面

白さ及び重要性の宣伝・広報の拡充が望まれる。また、学校教育の現場では教育省

（MOET）の指導により進路指導の授業が実施されていることから、省庁間連携を取り、

職業教育の重要性とそこにおける職業訓練指導員の立場・役割等について学生、教員希

望者等に強く訴えていくことが求められる。 

2020 年の雇用予測 

2.1 (2)の製造業における「技能工及び関連職業の従事者」と「設備・機械の運転・組立

工」の雇用予測は、2015 年は 6,270,000 人、2020 年は 7,368,000 人であり、年平均増加率

は 3.28％になることから、2020 年の製造業当該職種の新規雇用創出数は 234,000 人とな

る。 

一方、2020 年の職業訓練短期大学からの卒業者は、61,000 人と想定され（2020 年時点の

21 歳人口 1,241,210 人のうち 4.9％が進学、全員卒業の条件）、新規雇用数の 26％を占め

るに過ぎない。職業訓練校（中級レベル）からの卒業者を考慮すると、2020 年の卒業者

数は 113,000 人と想定され（2020 年時点の 18 歳人口 1,270,479 人のうち 8.9％
23
が進学、

全員卒業の条件）、新規雇用数の 48％を占める。短大レベル及び中級レベルの卒業者を

合わせても新規雇用数の 74％であり、供給不足となるため、職業訓練校への入学促進を

行う必要がある。 

2.3. 事業の意義・必要性 

「社会経済開発計画 2011－2020」の「2020 年までの工業国化」という国家目標に向けて、

加工組立型産業をはじめとする輸出産業や内需を対象とした国内向け産業の発展が必要

となる。また、日越戦略的パートナーシップの枠組みにおけるベトナム工業化戦略では、

ベトナムが潜在的な優位性を持ちなおかつ日本企業が投資に関心を持つ、優先的発展６

業種の育成が掲げられている。そのため、これらの産業を支える裾野産業の発展が急務

であり、産業界のニーズに応じた人材の需要が一層高まることが想定される。 

しかし、人材の育成を担う職業訓練機関の現状として、産業界の人材ニーズに対する認

識不足、指導員の経験・能力不足、施設・機材の不足により、適切な職業訓練が提供で

きておらず、職業訓練機関のハード・ソフト両面からの能力強化が喫緊の課題となって

いる。 

ベトナム国政府による人材育成戦略としては、「人材育成戦略（2011-2020）」及び「人

材育成マスタープラン（2011-2020）」により、国際競争力を有する産業人材の育成、科

学技術研究分野の強化、国際基準を視野に入れた人材育成の強化に重点が置かれている。 

工業化に伴う人材の育成に関しては、「職業訓練開発戦略 2011-2020」により、国内産業

のニーズに合った職業訓練の実施が掲げられている。また、主要な職種における国際標

準レベルの高品質な職業訓練機関設立に焦点を当てた職業訓練開発のための、国際的な

協働の促進・拡大が掲げられている。 

日本政府はこれまで職業訓練分野において、技術協力プロジェクト「ハノイ工科短期大

学機械技術者養成プロジェクト」（2000 年 4 月～2005 年 3 月）及び「ハノイ工業大学

技能者育成支援プロジェクト」（2010 年 1 月～2013 年 1 月）を実施し、HaUI におい

て、機械加工、電気及び電子を主な対象に、日本のポリテクカレッジ・レベルの職業訓

練の提供を目指し、産業界のニーズに沿った教育訓練制度の構築を支援してきた。その

結果、HaUI と産学連携を行っている現地の日系企業や卒業生の就職先から、HaUI が日

                                                                 

23
 Vocational Training Report – Vietnam 2012, MOLISA GDVT によると 2012 年の職業訓練校（中級レベル）の入学者

数は 129,189 人、同年の 15 歳人口は 1,450,815 人から、対象人口グループの 8.9％が職業訓練校（中級レベル）

に入学したと推測 
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本のポリテクカレッジ相当の能力を有すると評されている。しかしながら、これらの支

援で培われた技術は今のところ HaUI 内での訓練に限定されており、ベトナム全体の職

業訓練を強化するためには、HaUI の持つ知見及び経験を他の職業訓練機関へ移転・普

及することが強く期待されていることが、2012 年 9 月に行われた「ベトナム国人材育

成分野情報収集・確認調査」においても確認されている。また、首相府通知 No.267/TB-
VPCP（2012 年 7 月 24 日）においては、HaUI が高度な人材を日系企業に供給するモデ

ル拠点として認識されている。 

こうした背景のもと、HaUI で確立された機械加工、電気及び電子分野における職業訓

練の知識・経験を国内の職業訓練機関に移転・普及するため、「ハノイ工業大学指導員

育成機能強化プロジェクト」（2013 年 6 月～2016 年 6 月）を実施中である。HaUI の

職業訓練技術移転を補完するためには、移転先の職業訓練機関に日本のポリテクカレッ

ジ相当の職業訓練が可能な職業訓練機材を配備することが必要となる。本技術協力プロ

ジェクト終了後には更なる職業訓練技術の移転が計画されており、本事業の対象 13 校が

その移転先となる予定である。対象校が位置する 8 つの地域では、各地域に差があるも

のの、本事業の対象分野関連業種が堅実に発展しており、「2020 年までの工業化」に向

けて更なる人材の需要が見込まれる。対象校において国際レベルである日本のポリテク

カレッジ・レベルの職業訓練を受けた卒業生が、対象地域の裾野産業関連の企業に就職

し、裾野産業の発展に大きく貢献すると考えられる。 

また、対象地域には日系企業が進出しており、高い品質の職業訓練を受けた卒業生の受

け皿になり得る。2014 年に JICA ベトナム事務所により日系企業を対象として行われた

「ベトナム国人材育成に関する調査」では、機械加工、電気及び電子分野関連の職種が企

業にとって有用であると考えられており、本事業の対象職種とも一致している。日系企

業へのヒアリング
24
では、職業訓練短期大学の修了者が進出日系企業の生産現場を支え

ているとの意見があった。ヒアリングした現場では従業員の 30～40％が職業訓練短期大

学の修了者で占められており、今後の期待も大きいと思われる。日系企業によっては、

エリート意識の高い大学卒よりも職業訓練短期大学卒を高く評価しており、募集は職業

訓練短期大学にのみ行っている企業もある。 

対象地域の人口動態からは、各地で差があるものの、一定数の入学者数が確保できるこ

とが推定される。高度な職業訓練により企業への就職率が高まれば、職業訓練短期大学

を目指す若者が増加することも期待できる。 

本円借款事業では、日本のポリテクカレッジ相当の職業訓練の提供を目指した、機械加

工、電気及び電子分野における職業訓練機材調達が計画されている。上記の背景から、

本事業はベトナム国の職業訓練開発を推進し、裾野産業の発展を支え、国家目標の実現

に寄与すると共に、日系企業が求める人材の供給に貢献すると考えられる。 

 

                                                                 

24
 2015 年 11 月に実施した、Takagi Vietnam Co., Ltd.、Showa Denko Rare-Earth Vietnam Co.,Ltd.、Nagatsu Vietnam  
Co.,Ltd.、Toho Vietnam Co., Ltd.へのヒアリング 
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3. 事業目的及びスコープの検討  

3.1. 円借款事業の目的（裨益者想定人数を含む） 

本円借款事業の目的は、ベトナムの産業界の人材ニーズに合致した技能者養成機能の強

化を通じて、質の高い技能者の供給向上を図ることである。 

また、日本のポリテクカレッジ・レベル（職業能力開発促進法施行規則第 12 条及び別表

6 で定める「専門課程」レベル）の職業訓練の提供を目指した、機械加工、電気及び電

子分野における訓練機材調達（円借款事業）を通じ、上記目的の達成に資することが期

待されている。 

このような状況下、本円借款事業では、以下を本円借款事業実施における裨益者と設定

する。 

表 3-1 裨益対象者及び規模 

裨益の種類 対象者属性 想定される人数
25

直接裨益者 支援対象機関のうち、支援対象分野（機械加工、電気及び電子）在

籍訓練生 
約 12,000 人

支援対象機関のうち、支援対象分野（機械加工、電気及び電子）指

導員 
約 800 人

間接裨益者 支援対象機関が所在する地域の日系製造企業（機械加工、電気及び

電子等）従業員 
約 238,000 人

支援対象機関が所在する地域の職業訓練機関進学年齢人口 約 2,330,000 人

出典：JICA 調査団作成 

 

3.2. 円借款事業のスコープ 

本円借款事業におけるスコープを下記のとおり設定する。 

 

(1) 訓練機材調達（機械加工、電気及び電子分野） 

導入機材内容、規模については、「4. 機材計画」に示す。 

 

(2) コンサルティング・サービス提供 

現在想定しているコンサルティング・サービスは以下のとおりである。 

 事業監理 
 機材計画 
 入札支援 
 機材調達監理 

                                                                 

25
 本機材供与の円借款案件では、機材が据え付けられるまで、事業効果の発現は期待できない。また、機材の据付

が完了するのは、事業の終盤である。これより、裨益者人数の設定を、円借款実施期間 終年（2019 年）の

「年間人数」として設定する。 
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3.3. 円借款対象機関の選定 

(1) 選定基準 

本円借款事業における支援対象校の選定については、2014 年 7 月 11 日付け討議議事録

にて、MOLISA/GDVT 及び JICA 間にて合意された下記クライテリアを基に、選定する。 

円借款支援対象機関選定クライテリア 

1) ベトナム側の要望を尊重し、かつベトナム側の戦略・政策と整合すること（「40 校

リスト」に含まれていると、尚良い）
26
。 

2) 対象職種は日本が得意とする「ものづくり」分野とする。このうち、機械加工、電

気及び電子を対象分野とする。 

3) 円借款支援対象機関の所在地周辺の工業化の状況を把握し、産業人材のニーズがあ

ることが確認できること。 

4) 円借款支援対象機関が持続可能な学校運営能力を有していること。具体的には、円

借款支援対象機関が対象分野のコースを既に設置しており、十分な数の教員その他

スタッフ、適切な予算、機材設置のための施設スペースを有すること。また、調査

対象機関の所在する地域における職業訓練機関進学適性年齢層の人口動態、周辺に

同様の職業訓練コースを有する訓練機関の所在の有無も判断材料とする。 

出典：本調査業務指示書 

なお、本協力準備調査開始時においては、上記クライテリアに当てはまらない機関を除

外した下記 13 校の職業訓練機関を本調査の調査対象機関とする。 

 

表 3-2 調査対象機関一覧 

 協力準備調査対象機関 所管機関 

01 Ho Chi Minh Vocational College（HCMVC） ホーチミン市人民委員会 

02 Hanoi Industrial Vocational College（HIVC） ハノイ市人民委員会 

03 Vocational College of Technique and Technology（VCTT） 労働傷病兵社会省 

04 Ba Ria-Vung Tau Vocational College（BRVTVC） バリアブンタウ省人民委員会 

05 Hanoi Vocational College of High Technology（HVCHT） ハノイ市人民委員会 

06 Vinh Phuc Vocational College（VPVC） ビンフック省人民委員会 

07 Da Nang Vocational College（DNVC） ダナン市人民委員会 

08 The Central Vocational College of Transport No.2（CVCT） 運輸省 

09 Ho Chi Minh Vocational College of Technology（HVCT） 労働傷病兵社会省 

10 Vocational College of Machinery and Irrigation（VCMI） 農業農村開発省 

11 Hanoi University of Industry（HaUI） 商工省 

12 Hai Phong Vocational College（HPVC） ハイフォン市人民委員会 

13 Ha Nam Vocational College（HNVC） ハナム省人民委員会 

出典：JICA 提供資料に基づき、JICA 調査団にて作成 

 

(2) 選定方法 

上述選定基準に基づき、下記方法にて支援対象機関の選定を行う。 

 

                                                                 

26
 後に「45 校リスト」に変更となる。 
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出典：JICA 調査団作成 

図 3-1 支援対象機関選定方法 

 

(3) 各校選定に関する情報 

調査団は各選定基準の合致性を示す定量的情報として、指標を設定し、情報収集を行っ

た。各選定基準に対する指標、及び、それら指標に対する各調査対象機関における値、

及び定量的情報に現れない調査対象機関の特徴のうち、支援対象校の選定に有効と想定

される情報を添付資料-9「定量的情報と補完情報」に示す
27
。 

また、各調査対象機関のクライテリアの充足状況、クライテリアの他、上述のとおり選

定に有効と想定される情報の分析結果、及び、これらの状況に基づく選定における主な

課題、状況及び対策につき、添付資料-11「クライテリアの充足状況及び選定に有効と想

定される情報の分析結果」に示し、上記添付資料に基づいて事業実施におけるリスク、

課題と対策、今後の方針を表 3-3 に示す。 

 

表 3-3 円借款事業実施における主なリスク／課題と対策／今後の方針 

2015 年 1 月末時点 
 対象調査機関 リスク／課題の状況 対策／今後の方針 

1 
 

日本が得意とする職業訓練分野（電気、電子、機械加工）との整合性（クライテリア No.1） 
－対象支援分野の不在 

 04 BRVTVC 電子科は応募者数が極めて少ないため、直

近 3 年間では学生の募集を休止している。

電子科に関する機材の供与は計画しない。

07 DNVC 2015 年 9 月に金属切断科が開設される予

定。開設当初 3 年間（2015-2017 年）の定

員は 35 名を予定。現在、支援対象分野と

して、冷凍電気技術科内で機械技術の訓練

を実施中であるものの、機械加工科は不在

である。 

2014 年 10 月 14 日付けにて、金属切断科

開設の要請が、本 VC から GDVT へ申請

されている。現時点（2015 年 6 月）では

未承認であ、り学科が開設されていないた

め機械科に関する機材の供与は計画しな

い。 

08 CVCT 現在電子科は存在しない。今後開設される

予定もない。 
電子科に関する機材の供与は計画しない。

10 VCMI 電気電子科との下、学科が開設されている

ものの、訓練内容は電気のみにて、電子の

訓練は行われていない。 

電子科に関する機材の供与は計画しない。

                                                                 

27
 クラスの運営、および 1 クラスあたりの学生数の適正さの確認においては、現状、ベトナムでは 40 名を 1 クラ

スとして設定する場合が多いこと、一方、日本では 20 名を 1 クラス単位と設定していることより、20-40 名を

標準、それより±10％外れる場合を異常値とみなした。 

1.  選定基準に従い、

定量的情報を収

集、比較可能な情

報として加工、選

定基準に対する合

致状況を分析の

上、JICA へ提出す

る。 

2.  JICA からのコメントに基づき、 
さらに情報収集、選定基準に対す

る合致状況を分析の上、JICA へ提

出する。特にこの段階では、前段

階で異常値が検出された指標や、

これまでの情報に基づき、支援対

象外となることが予測される機関

に関する情報等につき、情報収

集、および分析を行う。 

3.  調査団から

の提供情報

に基づき、

JICA にて総

合的に判断

の上、支援

対象機関が

決定され

る。 
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 対象調査機関 リスク／課題の状況 対策／今後の方針 

13 HNVC 電気科が開設されているが、本円借款事業

対象となる電子分野は無い。機械科は溶接

コースのみが存在し、支援対象コースは開

設されていない。 

現時点で存在している電気科にのみ機材を

供与し、機械科及び電子科に関する機材の

供与は計画しない。理由：GDVT への機械

科開設は申請されていない。学校は、本円

借款により機械科の機材供与が受けられる

ことが決まれば、開設申請を行うとのこ

と。なお、開設申請が却下されるリスクが

ある（訓練が行える環境（指導員、機材、

施設）が揃っていることを GDVT が確認

し、開設承認が下りるという手続きになる

ため、訓練環境が整っていなければ、申請

は却下される）。なお、開設申請～承認ま

では約 2，3 ヵ月～半年くらい、承認～開

設までは、直近の年度から開設可能。 

2 
 

機材の据付に必要な施設の状況（クライテリア No.7） 
－機材設置場所の未確定 

 01 HCMVC 第 2 キャンパスにある建物を全て取壊して

新たに校舎を建てる計画があり、機材を供

与する際には第 2 キャンパスを対象として

いただきたいとの意向あり。設計に関して

同意を得ているが、公式な承認は受けてい

ない状況である。着工は 2016～2017 年を

想定している。第 2 キャンパスの設置学科

/面積の把握できる図面に基づき、調査団

にて第 2 キャンパスへの機材の据付を検討

したところ、機材の設置が可能であること

が分かった。 

①第 2 キャンパス整備事業として、施設の

新設と共に既存施設の改修工事が予定され

ていること、②第 1 キャンパスは 1 年生、

第 2 キャンパスは 2-3 年生が使用すること

を計画していること、このため、既存の大

型機材は第 2 キャンパスへ移転する予定で

あること、第 1 キャンパスへは小型、軽量

機材のみを据え付ける予定であること、第

1 キャンパスから第 2 キャンパスへの大型

機材の移転は学校の予算にて行うこと、既

存建物を取り壊し、新校舎の建設着工は

2016 年前半を、機材の移転はその後を予

定していること、が分かった。なお、本第

2 キャンパス整備事業の施主は DOLISA。

学校を通じ、12/3、DOLISA に問い合わせ

たところ、2015 年末までに設計完了、

2016～2018 年に施工として、約 USD15 百

万の予算が確保されていることが分かった
28
。また、調査団としては、1-3 学年で使

用する機材を分けることは難しいため、上

記計画が現実的であるか否かカリキュラム

との整合性を検討したところ、1 年生の授

業において、第 1 キャンパスで、学科目

（一般教育科目、専門学科目）と専門実技

（基礎製図実習、CAD 実習、測定実習、

手仕上げ実習、溶接実習等）を実施するこ

とにより、重機械を使用しない授業を実施

することは可能であることがわかった
29
。

なお、第 2 キャンパスの既存施設への据え

付けも検討したが、当該キャンパスには自

動車科及び食品加工科の倉庫しかなく、機

材を「保管」することはできても、訓練に

適切な環境に「据え付け」することは出来

ない。 

                                                                 

28
 添付資料-12「HCMVC 新施設建設に関する DOLISA からの情報（越文、英文）」参照 

29
 3 年間の訓練時間が 3,745 時間、うち、一般教育科目 450 時間、専門科目 3,295 時間（専門学科目 1，038 時間、

専門実技 2，257 時間）。 
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 対象調査機関 リスク／課題の状況 対策／今後の方針 

 02 HIVC 新キャンパスへの移転について、2011-12
年の国家的経済危機に伴う B&T 事業の停

止命令により、同年より計画が停止してい

ること、またその後 2013 年に各地域の人

民委員会による優先的/実現可能事業の選

定により、本事業は選定されたものの、移

転元地域が歴史地区であることより、ハノ

イ市開発計画上、事業再開許可（開発業者

の設計、施工開始許可）がおりていない状

況である。一方、すでに、本事業について

2011 年 5 月、首相より事業実施許可はおり

ており、かつ、開発業者も選定され、内々

に設計を開始しているとのこと。公式に再

開できれば、設計に 2 ヵ月、施工に 2.5 年

で計画が実施されるとのこと。ただし、校

長、開発業者共に、本キャンパス移転を含

む地域の都市計画については周知されてい

ない。 

本 VC はキャンパスを移転し、本円借款事

業で調達される機材は新設キャンパスへ設

置することが計画されていたが、本円借款

事業の実施期間中、キャンパスの移転計画

を取り止めることが決定した。なお、既存

キャンパスでも、機材据付けが可能である

ことが確認された。 

3 機材の据付に必要な施設の状況（クライテリア No.7） 
－機材据え付けに必要な施設の補修・改修工事の実行可能性 

 03 VCTT 機械科の床厚は 10cm であり、新規機材設

置時の重量によっては耐力が不十分となる

可能性あり。 

床の補強工事を行う。 
 

05 HVCHT 施設として地盤沈下を始めとする問題発生

に伴い、2014 年 10 月、施設検査が実施さ

れた。本検査結果に、本円借款事業に関す

る施設の改修（施設を施設として安全に利

用するための改修。例：1 階機械科実習室

における地盤沈下による壁や床の補修）が

漏れなく含まれ、機材据え付けのために必

要な改修（機材を据え付けるために必要な

改修。例：電源供給・排水設備・換気設備

の設置）実施前に、改修が終了していない

可能性がある。 

2014 年 12 月、調査団にて検査会議事録を

受領、検査結果
30
を確認したところ、劣化

状態・補修の必要な個所がリストアップさ

れていて、おおむね、対象教室の躯体の修

繕に必要な工事は計画されていると言え

る。また地盤沈下については、2 つの補修

方法が提示されており、これも技術的に問

題ないと判断する。2015 年 4 月に本 VC
から人民委員会へ地盤沈下対策工事のプロ

ポーザル（総額 VND81Bill）が提出され

た。都市開発法の改訂に伴い本工事に係る

ガイドラインも変更となるため、本ガイド

ライン変更後に承認される予定。2016 年

中の完工を予定している。 

4 学生の確保状況（クライテリア No.6） 
－学生数の不足 

 01 HCMVC 周辺地域における競合校の影響（特に

HVCT）により、対象 3 分野における学生

数が減少（定員割れ）している。 

本 VC によると、①企業や高校等への広報

活動の強化、②機材や施設整備等、訓練環

境の整備により、学生獲得促進を図るとの

こと。 

07 DNVC 電気分野においては入学者数が定員の約 2
倍に達するほど、増加している。 

3 部制を導入し対応しているものの、1 ク

ラスの学生数が 50 人に達する場合も見受

けられ、適正な規模で訓練が実施されてい

るとは言い難い。入学者数の調整、クラス

数の増加、夜間クラスにおける適切な訓練

実施のための施設の整備等により、適切な

訓練規模・及び環境にて訓練が実施される

よう運営の見直しが望まれる。 

                                                                 

30
 添付資料-13「HVCHT 施設検査結果」参照。 
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 対象調査機関 リスク／課題の状況 対策／今後の方針 

08 CVCT 2012 年以降、機械加工分野における学生数

は激減している。金属切断科においては、

直近 3 年間にて、常時 10 名以下の学生し

か確保できていない。 

1 クラスの適正訓練規模に達しない学生数

に対し訓練を提供することは、訓練校の経

営の圧迫を招く要因となる。運営を見直す

ことが望まれる。 

4' 学生の確保状況（クライテリア No.6）及び 
対象機関周辺における類似職業訓練機関の有無（クライテリア No.8） 
－将来における学生数の不足 

 03 VCTT 周辺近隣校（今後、さらに近隣校が増える

予定）との競合により、学生の獲得、企業

との連携等により、問題が生じる可能性が

ある。 

近隣校の状況を合わせ、今後予見される課

題をさらに具体的に分析の上、対応策を検

討する。なお、現段階で把握出来ている状

況（「ドンアン開発計画 2020 年」を含

む）に基づき、2018 年時点の当該地域に

おける対象訓練機関入学学齢人口を分析し

たところ、開発計画の 50％の達成率で社

会増による人口増加が見込まれる等、一定

の条件下では、短期大学レベルのみ、供給

とほぼ同数の需要を確保できる見込みを得

た。（参照：2.2 (4) ドンアン地区人口動

態分析）。 

5 選定クライテリア以外の観点 
－他ドナーによる支援やベトナム国における開発計画との重複 

 02 HIVC GDVT による「国家対象プログラム

（National Target Program）」（2013～2015
年）により、機械加工、電気、産業電気、

産業電子の機材購入が計画されている（事

業予算：USD2.35 百万）。 

「国家対象プログラム（National Target 
Program）」との機材リストの重複はない

ことが確認できた。本 VC での機材リスト

の確認の際に、本 VC 機材担当者が当該プ

ログラムで調達される機材を考慮の上、本

円借款における調達機材の確認を行った。

10 VCMI 2014 年 11 月 27 日協定締結にて、KfW よ

り EUR6.5 百万（施設建設、機材調達）の

支援を受ける予定である。さらに EUR2-3
百万の支援増額の可能性もあり。 

支援内容はこれから計画される。また支援

対象分野は、KfW によると工業電子、メ

カトロニクス、空調、冷却、汚水処理であ

るとのことであるが、GDVT によると、対

象分野は未定とのことである。 

07 DNVC 2000-2006 年に ADB/ローンにて、訓練機材

供与（USD1.9 百万）及び指導員訓練を、

2011-2015 年に ADB/ローンにて、訓練機材

供与（USD4.2 百万）及び指導員訓練を受

けている。本両支援は、ベトナム国内 15
校の VC を対象とし、機材供与と指導員及

び管理職職員訓練を行う事業である。この

支援の一部として、2015 年 4 月に CNC が

調達される予定である（ただし、本円借款

事業にて本 VC では CNC の調達を計画し

ていないため、重複はない）。 

電気分野の一部支援機材に重複があること

が確認できた
31
。本円借款事業は重複機材

の供与を計画しない。 

 08 CVCT ADB/ローンにて、2009 年より、溶接、産

業電気の機材供与を受けている。 
電気分野の一部支援機材に重複があること

が確認できた
32
。本円借款事業は重複機材

の供与を計画しない。 

出典：JICA 調査団作成 

                                                                 

31
 参照：添付資料-14「ADB との重複機材」。重複機材数 5 点（本円借款事業機材区分、※8 点（ADB 案件区分））。

総額約 USD138 万。 

32
 参照：添付資料-14「ADB との重複機材」。重複機材数 3 点（本円借款事業機材区分）、※4 点（ADB 案件区

分））。総額約 1.2 万。 
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(4) 支援対象校の選定結果 

上述の本調査を通じ収集した情報、分析結果を総合的に勘案の上、JICA により、支援対

象校の選定が進められた。 

その結果、ADB による既支援校（07 DNVC、08 CVCT）は、特にソフト面の重複を調整

することが困難であるため、対象から除外する旨、日本側より GDVT 局長側に伝えられ、

2015 年 1 月に一旦合意を得た。しかし、その後の GDVT との協議及び検討でソフト面で

の重複の調整が可能となったため、ADB より支援を受けている 2 校（07 DNVC、08 
CVCT）も対象校に含まれることが同意された。 

なお、本プロジェクトには支援対象校他を対象にした、「Management training」、

「Vocational Teachers Development Program」、「Develop Career Guidance Materials for the 
VCs and Prepare a Program and Train VC staff in the use of Transition-to-Work materials」等の

ソフト・コンポーネントが含まれており、2015 年 8 月からコンサルタント雇用により支

援が実施、計画されている。これらについては借款対象校を対象として 2016 年後半から

計画されている技術協力との重複等の可能性もあることから、現時点での支援内容等を

詳細に調査・検討した。検討結果等は次の通りであり、コンサルタント雇用が決定次第、

すなわち支援内容等が確定次第さらに詳細にその内容等を分析・検討し、検討結果を技

術協力項目・内容に反映する必要がある。 

「Management training」は次の２コンポーネントにより構成されており、特に 2 のコンー

ポネントは、対象校の運営管理体制に直接影響を与えることとなるので、コンサルタン

ト雇用が決定次第、更にその内容等を詳細に調査・検討し結果を技術協力項目・内容に

反映する必要がある。 

1. System Level Training  

To support achievement of national objectives on information management , strategy development, 
monitoring/ evaluation of system performance. 

2. Institutional Level Management 

To support managers to improve the quality of training output, to support new information 
management and reporting systems and to help them in planning and monitoring in their 
institutions. 

「Vocational Teachers Development Program」は次の２コンポーネントにより構成されてお

り、対象校の指導員に直接影響を与えることとなるので、コンサルタント雇用が決定次

第、更にその内容等を詳細に調査・検討し結果を技術協力項目・内容に反映する必要が

ある。 

1. Training on method of developing learning materials and assessment tools for SEP training 
programs. 

2. Training in the methods of using (applying) newly developed materials in each occupation. 

「Develop Career Guidance Materials for the VCs and Prepare a Program and Train VC staff in the 
use of Transition-to-Work materials」は、就職支援関連にて、キャリアガイダンスや就職支

援マニュアル等を整備するとともに対象校の担当者を訓練することが支援内容となって

いる。2016 年後半から計画されている技術協力では対象校運営管理体制整備の一項目と

して就職支援体制整備が計画されており、同じ支援計画となる。本件については、コン

サルタント雇用が決定次第、更にその内容等を詳細に調査・検討し結果を技術協力項

目・内容に反映する必要がある。 

「Training on Skill Testing and Certification」は、NOSS 関連支援と思われ、コンサルタント

の TOR は次の通りとなっている。 
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The specialist will coordinate and assist in ensuring that the quality assurance, accreditation, 
testing and certification systems are being developed through the application of government policy 
and approved skills standards 

2016 年後半から計画されている技術協力では企業/産業界連携の一環として技能検定/ 
NOSS 関連支援も予定されており、支援内容が重複する可能性もある。これについても、

コンサルタント雇用が決定次第、更にその内容等を詳細に調査・検討し結果を技術協力

項目・内容に反映する必要がある。 

ADB との支援の重複状況については、添付資料-14「ADB との重複機材」に示す。 



ベトナム国職業訓練機能強化事業に係る準備調査 

71 

4. 機材計画 

4.1. 計画の背景、及び前提条件 

(1) 背景及び前提条件 

本円借款事業では、国際標準の職業訓練を実施可能とするために必要不可欠な機材の導

入を計画することから、日本の職業能力開発短期大学校（通称ポリテク・カレッジ）の

機材に準ずる機材を計画することとした。 

日本のポリテク・カレッジに関する基準について、職業能力開発促進法第 19 条により

職業訓練の基準が定められており、同法施行規則第 9 条 では、短期大学校の課程に当た

る「高度職業訓練の専門課程」について、各科ごと「教科基準」、「設備基準」、「技

能照査基準」が定められ、これに基づいて、「教科基準の細目」、「設備基準の細目」

及び「技能照査基準の細目」が  独立行政法人高齢・障害・求職者支援機構（以下

「JEED」と記す）の規則により定められている。 

本事業で要請されている「機械、電気及び電子の 3 分野」の検討に当たっては、機械分

野については「ものづくり」の基本というべき汎用工作機械で基礎を作り、数値制御工

作機械、CAD/CAM、FA 関連まで訓練を実施する機械系システムの基本となる「生産技

術科」、電気・電子系システムにおいても機械系システム同様に基本から応用までを幅

広く訓練してきた「電気技術科」、「電子技術科」を参照した。また、機材の選定に当

たっては「設備基準の細目」が技術の進展に追随できるよう定期的に見直されているこ

とから、現在の産業界、企業ニーズへの対応も視野に入れて柔軟性を持って取り組んだ。 

(2) 計画機材の数量に係る基本方針 

訓練に使用される機材の数量は基本的に訓練実習単位（学生数）により決定されるが、

上記の「設備基準」は、訓練実習単位を 20 人として設定されている。 

基本的・基礎的な知識、技術・機能等を訓練生が習得するために必要な機材については、

学生数に応じた数量設定（例：旋盤が学生 2 人に対して１台）がなされる。一方、応用

分野や汎用分野について知識、技術・技能等を習得するために使用される機材について

は、学生数に関わらず 低限必要な数量が設定される。 

ベトナムにおいては、訓練実習単位が基本的に実習 18 人、学科 35 人とされているが、

ベトナム側から実習 20 人として機材を計画するよう要請されたことから、日本の「設備

基準」通りに学生数を 20 人として計画することとした。 

また、計画機材を使用する際に必要となる計測器等の器具・工具等が極めて不足してい

ることが現地調査で判明したこと、日本支援による旋盤及びフライス盤等の技能検定結

果において測定関連項目の成績が極めて低かったがこれは計測器等を適時、的確に使用

することが訓練されていなかったことに起因しておりこれら器具・工具類は訓練実施の

際に極めて重要な機材となることから、計画機材１台ごとに必要な器具・工具等もあわ

せて計画する。 

計画機材の数量については、各対象校の学生総数、訓練実習単位、実習方式（2 部制や

時間割での対応等）及び対象校の近隣の産業集積状況、企業等の訓練ニーズ、既存機材

の状況等を踏まえて、 終計画機材案を作成した。 

(3) 計画機材のグレード（品質）、精度等に係る基本方針 

首相決定 No.761/QD-TTg  2014/05/23 高品質職業訓練校開発プロジェクトにおいて、訓

練校修了生について、次のとおり規定されている。 

「100% graduates from vocational schools shall qualify for level 2/5 and from vocational colleges 
shall qualify for level 3/5 of the national vocational skill standards」 



ベトナム国職業訓練機能強化事業に係る準備調査 

72 

NOSS の概要は、前述 2.1(10)「ベトナム国内における技能検定のニーズ」のとおりであ

り、レベル 3 が日本の技能検定 3 級に、レベル 4 が 2 級にほぼ対応している。また、教

育機関、職業訓練機関と NOSS レベルの関係は、後述のとおり。 

更に、産業界（日系企業ニーズ調査）からは、技能検定関連で有用と考えられるレベル

として、3 級-23%、2 級-44％、1 級-27%があげられている。 

これらを踏まえ、ベトナムにおける NOSS のレベル 4（日本の技能検定 2 級、ポリテ

ク・カレッジレベルに相当）の水準の訓練を実施できる機材のグレード（品質）の機材

計画を基本方針とする。ただし、計画機材は汎用機材及び産業界に広く普及している機

材とし、用途が極めて限定される専門科目用機材や研究・開発用機材は計画対象外とす

る。 

また、ベトナムの技能検定制度 NOSS に関して、技能検定制度の普及を促進すべく日本

支援が実施されてきていることを踏まえて、計画機材についてはその加工精度について

も配慮する（日本において、JEED 関連機関が機材を調達するに際して、調達及び納入後

の加工精度保証が求められているところ、この要求加工精度等を満足するような機材を

計画する。また、機材検収に際して、加工精度の確認―要求精度確認試験を実施し、こ

れを満たした機材のみを適格機材として受領する旨の条項を入札書類に盛り込むことと

する）。 

(4) 現有機材の取り扱い 

現有機材については現況を確認した上で取扱い方針を決めた。その指標として、日本に

おける機材の耐用年数基準（汎用旋盤、フライス盤等 10-12 年、NC 旋盤等 NC 関連機材

12 年等）を上回っている機材については計画機材とするとともに、その仕様等からから

日本の技能検定 2 級（NOSS４級に相当）に使用できないと判断された場合は機材を計画

する。 

以下に聞き取り調査による、各校の現有機材取扱予定を記す。 

 

表 4-1 現有機材の取扱い 

校名 取扱い予定 

HCMVC 本事業の仕様に合わない既存機材および耐用年数を超えている既存機材は、新機材を補完

する機材として使用する。新機材は 2016 年着工予定の新キャンパスで使用する予定であ

る。 

HIVC 本事業の仕様に合わない既存機材および耐用年数を超えている既存機材は、Primary および

Intermediate レベルでの訓練に使用する。またハノイ PPC 管轄の Vocational Training Center
への移動も検討している。訓練のための使用に耐えられない状態の機材については中古業

者へ競売にかける。 

VCTT 本事業の仕様に合わない既存機材および耐用年数を超えている既存機材は、状態が良けれ

ば College レベルで使用する。状態の悪い機材は Intermediate で使用する。機材数が増える

ことになるが、新・旧校舎間で調整し配置場所を確保する。 

BRVTVC 本事業の仕様に合わない既存機材および耐用年数を超えている既存機材は、使用可能であ

れば現校舎で使用し、新機材は新校舎に据付を行う。 

HVCHT 本事業の仕様に合わない既存機材および耐用年数を超えている既存機材は、新しい作業場

および新キャンパス（計画中、PPC にもまだ申請していない）のスペースがあるので、使

用できるものはこちらに据え付けて使用する。 

VPVC 本事業の仕様に合わない既存機材および耐用年数を超えている既存機材は、状態が良けれ

ば College レベルおよび Intermediate レベルで使用する。 

DNVC 本事業の仕様に合わない既存機材および耐用年数を超えている既存機材は、状態が良けれ

ば College レベルで使用する。 

CVCT 本事業の仕様に合わない既存機材および耐用年数を超えている既存機材は、Primary および

Intermediate レベルでの訓練に使用する。新校舎があるので場所の問題はない。機材の廃棄

等の取扱いは学校の委員会で評価の上、MOT に報告し許可を得る必要がある。 



ベトナム国職業訓練機能強化事業に係る準備調査 

73 

校名 取扱い予定 

HVCT 本事業の仕様に合わない既存機材および耐用年数を超えている既存機材は、使用可能であ

れば短期コースで使用し、使用不可であれば売却・廃棄等の処理をする。基本的に新機材

は新校舎へ、既存機材は既存建物へ設置となる。新校舎に設置できないような大型新機材

については既存建物への配置になる。 

VCMI 本事業の仕様に合わない既存機材および耐用年数を超えている既存機材は、使用可能であ

れば短期コースで使用し、故障しているものはメンテナンスの学習のために保管する。 

HaUI 本事業の仕様に合わない既存機材および耐用年数を超えている既存機材の取扱いは、第 3
キャンパス（ハナムキャンパス）に移動し使用する。VJC では新規機材を使用する。 

HPVC 本事業の仕様に合わない既存機材および耐用年数を超えている既存機材の取扱いは、委員

会での評価の上 College での使用、Intermediate での使用、廃棄等を決定する。2017 年に入

札図書がまとめられ新機材が決定するので、それまでに委員会は使用する既存機材の移転

先について決定する必要がある。 

HNVC 本事業の仕様に合わない既存機材および耐用年数を超えている既存機材の取扱いは、短期

コースで使用する。5 年に一度、学校の委員会が機材の状態を評価し、ハナム PPC の承認

を得て売却する。 

出典： JICA 調査団作成 

 

(5) 技術協力と連携した計画機材に係る方針 

現在実施中の技術協力「ハノイ工業大学指導員養成機能強化プロジェクト」において取

り組んでいる指導員養成（TOT）カリキュラムと整合性を持った機材であることや、研

修受講後に指導員が各施設で、効率よく授業展開を実施するために、研修で使用した機

材と同じ機材を各施設に整備しておくことも必要であると考えられることから、HaUI の

機材との整合性も踏まえて機材を計画する。 

1) 機械加工分野 

加工に使用する機材の仕様を決定するに当たり、技術レベルの指標として日本水準に準

じた技能検定がベトナムにおいて実施されていることを考慮し、この技能検定を保証す

るに値する仕様（機械の性能が、技能検定受験者の技能に何ら影響しないことが保証さ

れていること）とした。 

2) 電気・電子分野 

①実技関係機械類 

基礎力養成がすべての礎でもあり、原則的に機材 1 に対し学生 2 名として、訓練が行え

るよう考慮した。高額な専攻実技に関する機材は、１セットの導入を予定しており、1
グループ複数名で訓練を行う計画とする。電子分野のマイクロコンピュータは基礎能力

として確実に理解するために機材 1 セット／人での使用とした。 

②計測器類 

基本測定器類（交流/直流、電圧/電流計等）については、デジタル計器が主流となってい

るが、基本的な知識、技術・技能を習得するためアナログ計器も導入し、測定原理・原

則等の基本計測方法が学習できるよう配慮した。 

③製図器及び製図用具類 

基本製図用機材は、機械、電気、電子の 3 科で共有することとする。 

④ソフトウエア 

将来的に必要となる科学計算言語ソフト（MATLAB）、システム開発ソフト(LabVIEW)
を中心とした。 

また、調達機材の保証期間については、検収・引渡し後 1 年間として機材を計画する。 
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4.2. 機材計画策定フロー 

機材計画作業は次のとおり実施した。 

第 1次計画 

機材案 

国内事前調査時に策定 日本のポリテクカレッジ機械システム系の「生産技

術科」、電気・電子システム系の「電気技術科」及

び「電子技術科」をベースに策定 

 

第 2 次計画 

機材案 

第 1 次現地調査結果を

基に策定 

技術協力案件の中核校である HaUI/VJC の現有機材、

第 1 次現地調査各校視察結果による追加機材、対象

校調査・協議等により 2020 年を展望して追加した機

材を含めた、第 2 次計画機材案を策定した。 

 

第 3 次計画 

機材案 

第 2 次現地調査結果を

基に策定 

第 2 次現地調査による対象校の再調査、協議を実施

し第 3 次計画機材案を策定し、計画機材の主仕様案

を策定した。 

 

第 4 次計画 

機材案 

追加調査結果を基に策

定 

第 3 次計画機材の主仕様案、該当する機材のカタロ

グ等を基に、追加調査にて対象校と詳細協議を実

施、国内作業において 終調整を行い、ベトナム側

と協議し了承取得した。 

 

第 5 次計画 

機材案 

各科の訓練体系を整理

した体系図を作成し、

これに基づいて第 4次

計画機材案を修正・変

更 

日本のポリテクカレッジの現状を踏まえ、電気系

「電気エネルギー制御科」、電子系「電子情報技術

科」も取り組んで訓練体系を整理し、訓練体系図を

策定し、機材を再検討した。 

 

 

終機材案  機材費用・数量等確認 

出典：JICA 調査団作成 
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5. 施設計画  

5.1. 計画の背景、及び前提条件  

本円借款事業では新設は予定していない。本円借款事業による機材の据え付けに際し、

機材の施設及び周辺に与える特徴（重量、振動、騒音、電波障害等）を考慮し、機材の

据え付けに必要な施設の整備（改修、増築）を明確にし、ベトナム側が実施することを

想定し、概略設計及び工事費の積算を行う。また、これを基に、先方負担工事としてベ

トナム側が実施する際の実行可能性を確認する。これらを目標とし、本調査における施

設計画を実施する。 

5.2. 施設整備計画／施工計画  

(1) 施設調査 

訓練機材設置にあたり、機材が訓練・実習に十二分に活用されるために必要な施設環境

が整っているかどうか、下記の確認項目を重点に、第 1 次現地調査及び第 2 次現地調査

において各対象候補校 13 校の施設調査を実施した。 

 設置スペースが確保可能 

 構造躯体が機材の追加重量に対する必要な強度を有している 

 インフラ（給電、給排水）は完備している 

 機材搬入経路に支障はない 

 設置に際して、給電、給排水等に特殊な工事を伴わない 

 高額な維持管理費用が必要とならない（電力等） 

 大気・騒音・振動・悪臭、廃棄物等にて環境汚染が懸念されない 

 地盤沈下等の懸念がない 

 施設の運営維持管理が整っている（人員、技術、予算等の確保） 

 

第 1 次現地調査においては、校舎全体の施設状況を確認し、第 2 次現地調査では、機材

設置予定となる教室を対象に更に詳細な調査を行った。 

その結果、キャンパス内で比較的大きな地盤沈下が生じており、機材設置予定の教室の

躯体にも影響のある対象候補校が 1 校（05HVCHT）、外構においては地盤沈下が生じて

はいるものの、教室の躯体には影響のない対象候補校が 2 校（02HIVC、03VCTT）、大

型機材の追加重量に対し必要な強度を有していない床スラブである対象候補校 1 校

（03VCTT）であることが確認された。補強工事を行うことによって、施設環境を整備す

ることは可能であるが、比較的大きな地盤沈下の影響が教室にまで生じている 1 校

（05HVCHT）については、将来にわたる地盤沈下をくい止める抜本的な改善を行うこと

は容易ではない。なお、この校舎については、ベトナム国側で 2014 年 10 月に地質調査

が実施されており、調査結果報告書には、応急対策としての補修工事と、地盤沈下の影

響を 小限にするための躯体補強工事の 2 案が対処方法として提案されている。 

また、対象候補校のうち 7 校は、現在建設中または計画中の校舎・教室への機材設置を

予定していることから、施設計画図面を入手して、機材設置のスペースは既存校舎また

は計画校舎のいずれかにおいて 13 校すべてにおいて確保することが可能であることを確

認した。 

現地調査対象となった既存校舎の及び計画校舎の図面検証の対象は次表のとおりである。 
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表 5-1 調査実施対象既存校舎と計画校舎図面検証 

調査対象機関 既存校舎のあるキャンパス 計画校舎（図面検証） 計画コンセプト図 

01 HCMVC キャンパス 1 
キャンパス 2 

キャンパス 2 建替え計

画 
― 

02 HIVC 既存キャンパス ― キャンパス移転計画 

03 VCTT キャンパス 1 
キャンパス 2 

― ― 

04 BRVTVC キャンパス 1 
キャンパス 2 
コミッティ・カレッジ 

新キャンパス建設計画

（キャンパス 2 へのコ

ミッティ・カレッジの

統合） 

― 

05 HVCHT 既存キャンパス ― ― 

06 VPVC キャンパス 1 
キャンパス 2 

― ― 

07 DNVC 既存キャンパス ― 校舎増築計画 

08 CVCT 既存キャンパス 校舎増築工事中 ― 

09 HVCT 既存キャンパス ― ― 

10 VCMI 既存キャンパス 校舎増築計画  

11 HaUI キャンパス 1 
キャンパス 2 
キャンパス 3 

― ― 

12 HPVC 既存キャンパス ― ― 

13 HNVC 既存キャンパス 校舎増築計画 ― 

注記：太字は今回施設整備対象とする校舎のあるキャンパスまたは校舎 

出典：JICA 調査団作成 

 

設置スペースと躯体、設備、建築環境の観点から、機材設置に必要な施設整備は、全て

の対象候補校において補修や改修を行って対応可能であることを確認した。また、機材

設置が、キャンパス内の他の建物や近隣にも影響を与えないこと確認した。 

以下に、各対象候補校の施設状況の概要を述べる。なお、既存の施設の現況調査詳細結

果は添付資料-15「施設検証シート」のとおり。 

01 HCMVC／キャンパス 1 

インフラ整備概要：電気容量 630kVA+100kVA で余力あり、給排水に問題なし 
地盤沈下：なし 
建物劣化状況：建物の躯体には問題なし、仕上材の一部にモルタル剥がれがあるが、機

材設置予定の教室には問題なし 

 

01 HCMVC／キャンパス 2 

キャンパス 2 には機械加工科、電気科、電子科は設置されていない 
インフラ整備概要：給電、給排水に問題なし 
地盤沈下：なし 
建物劣化状況：コンクリートのひび割れ、金属錆、モルタル剥がれ、タイル剥がれ等が

あり、機材設置のためには補修工事が必要となる 

 

01 HCMVC／新キャンパス 2 計画 

建物概要：コンクリート造 5 階建ての校舎を増築、2016 年建設工事開始予定 
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02 HIVC 

インフラ整備概要：電気容量 560kVA で余力あり、給排水に問題なし 
地盤沈下：あり（軽度） 
建物劣化状況：1 階床スラブのたわみ、モルタル剥がれ、タイル剥がれ等があり、機材

設置のためには補修工事が必要となる 

 

03 VCTT／キャンパス 1 

キャンパス 1 には機械加工科、電気科、電子科は設置されていない 

 

03 VCTT／キャンパス 2 

インフラ整備概要：電気容量 1600kVA+250kVA で余力あり、給排水に問題なし 
地盤沈下：あり（軽度） 
建物劣化状況：1 階床スラブの強度が不足しているため、大型機材の追加設置のために

は床の補強工事が必要、その他 1 階床スラブのたわみ、コンクリートのひび割れ、モル

タル剥がれ、タイル剥がれ等があり、機材設置のためには補修工事が必要となる 

 

04 BRVTVC／キャンパス 1 

インフラ整備概要：電気容量 400kVA で余力あり、給排水に問題なし 
地盤沈下：なし 
建物劣化状況：1 階床スラブの強度が不足しているため、大型機材の追加設置のために

は床の補強工事が必要となる 

 

04 BRVTVC／キャンパス 2 

キャンパス 2 には機械加工科、電気科、電子科は設置されていない 

 

04 BRVTVC／現コミッティ・カレッジ・新キャンパス 2 計画 

建物概要：コンクリート造４階建ての校舎を増築、2015 年建設工事開始予定 

 

05 HVCHT 

インフラ整備概要：電気容量 1600kVA で余力あり、給排水に問題なし 
地盤沈下：あり（重度） 
建物劣化状況：1 階床スラブのたわみ、モルタル剥がれ、タイル剥がれ等があり、機材

設置のためには補強工事が必要となる 

 

06 VPVC／キャンパス A 

インフラ整備概要：電気容量 560kVA+560kVA で余力あり、給排水に問題なし 
地盤沈下：なし 
建物劣化状況：モルタル剥がれ、タイル割れ等があり、機材設置のためには補修工事が

必要となる 
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06 VPVC／キャンパス B 

インフラ整備概要：電気容量 560kVA+560kVA で余力あり、給排水に問題なし 
地盤沈下：なし 
建物劣化状況：1 階床モルタル剥がれ等があり、機材設置のためには補修工事が必要と

なる 

 

07 DNVC 

インフラ整備概要：電気容量 630kVA で余力あり、給排水に問題なし 
地盤沈下：なし 
建物劣化状況：モルタル剥がれ・ひび割れ等があり、機材設置のためには補修工事が必

要となる 

 

08 CVCT 

インフラ整備概要：電気容量 630kVA+560kVA で余力あり、給排水に問題なし 
地盤沈下：なし 
建物劣化状況：校舎の一部は現在増築工事中、建物の躯体には問題なし、機材設置のた

めには仕上げ工事と設備工事が必要となる 

 

09 HVCT 

インフラ整備概要：電気容量 630kVA+400kVA で余力あり、給排水に問題なし 
地盤沈下：なし 
建物劣化状況：建物の躯体には問題なし、機材設置のためには仕上げ工事と設備工事が

必要となる 

 

10 VCMI 

インフラ整備概要：電気容量 630kVA+400kVA で余力あり、給排水に問題なし 
地盤沈下：なし 
建物劣化状況：1 階床スラブの強度が不足しているため、大型機材の追加設置のために

は床の補強工事が必要、機材設置のためには仕上げ工事と設備工事が必要となる 

 

10 VCMI／新校舎増築計画 

建物概要：コンクリート造３階建ての校舎を増築、2016 年建設工事開始予定 

 

11 HaUI／キャンパス 1 

インフラ整備概要：電気容量 630kVA+560kVA で余力あり、給排水に問題なし 
地盤沈下：なし 
建物劣化状況：建物の躯体には問題なし、機材設置のためには設備工事が必要となる 

 

11 HaUI／キャンパス 2 

キャンパス 2 には機械加工科、電気科、電子科は設置されていない 



ベトナム国職業訓練機能強化事業に係る準備調査 

79 

11 HaUI／キャンパス 3 

キャンパス 3 では大学課程の一年次のみの基礎授業が実施されており、職業訓練課程の

機材設置対象となる機械加工科、電気科、電子科は設置されていない 

 

12 HPVC 

インフラ整備概要：電気容量 320kVA+320kVA で余力あり、給排水に問題なし 
地盤沈下：なし 
建物劣化状況：モルタル剥がれ・ひび割れ等があり、機材設置のためには補修工事が必

要となる 

 

13 HNVC 

インフラ整備概要：電気容量 630kVA+560kVA で余力あり、給排水に問題なし 
地盤沈下：なし 
建物劣化状況：建物の躯体には問題なし、機材設置のためには補修工事が必要となる 

 

(2) 施設整備 

訓練機材設置のための既存の教室または計画中の教室に対して必要な施設整備の内容は

下記のとおりである。 

 躯体の補強・改修工事 

 室内の改修工事 

 室内の仕上補修工事 

 受電容量の増強 

 電気設備のやりかえ・追加 

 エアコン設置 

 換気設備設置 

 機材レイアウトに応じた照明機器の追加 

調査の結果、各対象候補校の教室において必要な整備と考えられる改修・補修工事内容

を下表に示す。 

 

表 5-2 施設整備のための補強・改修工事（2014 年 12 月 11 日時点） 

調査対象機関 
／科 

躯体強・

改修 
室内の

改修 
室内仕上

補修 
受電容量 電気設備 エアコン 換気設備 照明設備

01 HCMVC／新キャンパス 2 

機械加工科         

電気・電子科         

02 HIVC 

機械加工科 1  2, 3, 4  6 7   

電気・電子科   2, 4, 5    8  

03 VCTT／キャンパス 2 

機械加工科 10  2, 3, 5  6  8  

電気・電子科         
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調査対象機関 
／科 

躯体強・

改修 
室内の

改修 
室内仕上

補修 
受電容量 電気設備 エアコン 換気設備 照明設備

04 BRVTVC （既存のコミッティ・カレッジの新校舎） 

機械加工科         

電気科         

05 HVCHT 

機械加工科   2, 3  6    

電気・電子科         

06 VPVC／キャンパス A、B 

機械加工科 1 13 2, 3, 4  6 7 8  

電気・電子科   4, 5  9  8  

07 DNVC 

電気・電子科   4  9  8  

08 CVCT 

機械加工科  13 3  9 7 8  

電気科  13 5  12 7   

09 HVCT 

機械加工科      7 8  

電気・電子科      7 8  

10 VCMI／新校舎 

機械加工科         

電気科         

11 HaUI／キャンパス 1 

機械加工科      7 8  

電気・電子科      7 8  

12 HPVC 

機械加工科   2, 3,4, 5   7   

電気・電子科   2, 4, 5   7 11  

13 HNVC 

電気科   4      

注記：1: 1 階床スラブレベリング工事、2: 床・壁・柱・天井のクラック補修工事、3: 床防塵塗装工事、

4: タイル補修工事、5: 内装塗装工事、6: 電気配線工事、7: エアコン設置工事、8: 換気設備設置工事、

9:    電気配線トレイ設置工事、10: 1 階床補強工事、11: 天井扇設置工事、12: 電気コンセント追加設

置工事、13: 間仕切壁設置工事、14: 配電盤追加設置工事 

出典：JICA 調査団作成 

 

なお、現時点で計画中の校舎・教室に対して、望ましい整備内容（留意点）は下記のと

おりである（本事業対象外）。 

 機械加工科 NC 加工室、実験室：エアコン設備、換気扇設備、天井扇設備 

 機械加工科精密測定室：エアコン設備（24 時間稼働）、換気扇設備、天井扇設備 

 機械加工科材料加工室：高強度コンクリート床スラブ（耐衝撃性・耐摩耗性）、高

耐油性防塵塗装、換気扇設備、天井扇設備 

 機械加工科・電気科及び電子科の CAD 室：エアコン設備、換気扇設備、天井扇設

備 

 電気科及び電子科の教室及び実習室：エアコン設備、換気扇設備、天井扇設備 

 

(3) 施工計画 

施設整備は、必要な工事が確実に各対象候補校において実施され、また、機材設置の前

に改修・補修工事がすべて終了していることが必要である。多くの学校では、できるだ
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け土日の休校日を利用して、騒音・振動・臭気等の発生する工事を行い、授業や生徒・

職員への影響を 小限に留める配慮の上で施工計画を立てる必要がある。また躯体補強

工事などの比較的大きな工事の場合は、夏季休暇期間などの長期休校の時期に実施する

などの検討が必要になると考えられる。 

なお、施設整備のための改修工事費と施工期間は下記のとおりと考えられる（2014 年 12
月 11 日時点）。なお、地盤沈下の影響が教室にまで生じている 1 校(05HVCHT)につい

ては、ベトナム国側が機材設置前までに必要な躯体の補修工事を完了していることを前

提条件としている。 

表 5-3 施設整備のための改修工事費用と施工期間 

調査対象機関 
施設整備費用
（VND） 

施工期間（ヶ月） 対象キャンパス 

01 HCMVC 0 0 キャンパス 2 建替え計
画 

02 HIVC 857,002,000 2 既存キャンパス 
03 VCTT 796,855,000 2 キャンパス 2 
04 BRVTVC 0 0 新キャンパス建設計画

（キャンパス 2 へのコ
ミッティ・カレッジの
統合） 

05 HVCHT 740,466,000 3 既存キャンパス 
06 VPVC 1,440,300,000 2 キャンパス 1 

キャンパス 2 
07 DNVC 845,818,000 1 既存キャンパス 
08 CVCT 1,213,298,000 3 校舎増築工事中 
09 HVCT 920,355,000 0.5 既存キャンパス 
10 VCMI 0 0 増築予定の新校舎 
11 HaUI 983,743,000 0.5 キャンパス 1 
12 HPVC 2,293,307,000 2 既存キャンパス 
13 HNVC 189,120,000 0.5 既存キャンパス 

出典：JICA 調査団作成 

5.3. 概略設計図  

調査対象機関 13 校の施設配置図に機材設置予定の教室を記した。また、既存校舎の 1 階

の床スラブの補強工事が必要な１校（03VCTT）については、補強工事の内容を図面に

記した。本図面は、添付資料-16「概略設計図」に、図面リストは下表に示す。 

図面番号 調査対象機関 図面名 
01 HCMVC- A 01 HCMVC 配置図 
02 HIVC- A 02 HIVC 配置図 
03 VCTT- A 03 VCTT 配置図 
03 VCTT- B 03 VCTT 補強工事 
04 BRVTVC- A 04 BRVTVC 配置図 
05 HVCHT- A 05 HVCHT 配置図 
06 VPVC- A 06 VPVC 配置図 
07 DNVC- A 07 DNVC 配置図 
08 CVCT- A 08 CVCT 配置図 
09 HVCT- A 09 HVCT 配置図 
10 VCMI- A 10 VCMI 配置図 
11 HaUI- A 11 HaUI 配置図 
12 HPVC- A 12 HPVC 配置図 
13 HNVC- A 13 HNVC 配置図 
出典：JICA 調査団作成 
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6. 円借款事業実施体制、運営・維持管理体制の検討  

6.1. 円借款事業実施体制  

(1) 労働傷病兵社会省（MOLISA）の事業実施体制 

1) MOLISA の構成 

MOLISA は以下のように構成される。職業訓練に関しては職業訓練総局（GDVT）が管

理しており、職業訓練に関するプロジェクトは配下の ODA プロジェクト管理ユニット

（Project Management Unit：PMU）が責任部署となる。 

 

出典：MOLISA 及び GDVT ウェブサイト 

図 6-1 MOLISA/GDVT 組織図 

2) PMU の体制 

MOLISA の GDVT 発行の Decision No.:545/QD-TCDN（2014 年 8 月 1 日、参照：添付資

料-17）により、日本の ODA による職業訓練セクター強化ローンプロジェクト準備に係

る職務割り当てが規定されており、Project Management Unit（PMU）が実施部署として任

命されている。PMU の職務は以下のとおりである。 

 プロジェクト実施計画（Project Outline: PO）の作成 

 フィージビリティースタディの準備 

 

PMU は総務・翻訳課、財務課、技術課及び計画・調達課の 4 課で構成されており、中央

レベルでのプロジェクト管理委員会として位置付けられている。PMU は職業訓練セク

労働傷病兵社会省 

中央管理部門 機能部門 公共サービス部門 地域部門 

職業訓練総局 

正規職業訓練課 

職業訓練教師管理課

学生管理課 

施設機材課 

職業訓練品質検査課

法務検査課 

職業技能課 ODA プロジェクト管理ユニット 

組織人事課 

計画財務課

労働者職業訓練課

総務課

職業科学研究所

国家目標管理ユニット 
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ターに関連する他ドナー案件（ADB、KfW、AFD）でも、実施部署として上記の職務を

担当しており、ローン案件の経験を積んでいる。 

 

出典：JICA 調査団作成 

図 6-2 職業訓練セクター強化ローンにおける PMU 組織図 

PMU 責任者及び各課の職掌を以下に記す。 

表 6-1 職業訓練セクター強化ローンにおける PMU 各課職掌 

担当 職掌 

責任者 1. PMU 業務、専門家管理及びプロジェクト実施に関する承認 
2. プロジェクトスタッフの教育に関する課への指示 
3. 関係部署、ユニット、ドナー等への協力 
4. 人事資料、プロジェクトへの提案の職業訓練総局への提出 
5. 人事契約 

副責任者 1. 責任者の補助 
2. プロジェクト計画、報告に関する課への指示 
3. 責任者へプロジェクトの年間報告 

計画・調達課 1. 計画業務 
a) プロジェクト計画書の作成、責任者への提出 
b) プロジェクト実施管理 

2. 調達業務 
a) 入札計画の策定、入札実施 
b) コンサルタントの管理に関する技術課との協力 
c) 受益者（学校）への指示、管理 

財務課 1. 財務計画、資本計画、ディスバースメント計画及びバランスシートの作成 
2. 財務のモニタリング及び提案 
3. PMU 資産の管理 
4. 会計監査業務 
5. プロジェクト（機材）の引渡し 

技術課 1. プロジェクト技術計画の作成 
2. 技術関連の年間支出の作成 
3. コンサルタントの動員 
4. 技術関連契約の管理 
5. 技術関連契約の支払管理 
6. 技術関連のセミナー及び訓練ワークショップの実施 
7. 技術に関する学校への指導、管理 
8. 技術関連報告書の作成 

総務・翻訳課 1. 組織及び人事管理 
2. 業務の記録 
3. 各課実施状況のモニタリング 

副責任者
NGUYEN VIET THANG 

副責任者
LE VAN CHUONG 

総務・通訳課 
(11 人) 

財務課 
(17 人) 

技術課 
(19 人) 

計画・調達課 
(15 人) 

PMU 

責任者
DO NANG KHANH
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担当 職掌 

4. 通訳 
5. 施設管理、職場環境の管理 

出典：Decision no. 280/QD-TCDN Decision on Promulgation of Organization and Operation Regulations of 
GDVT/PMU を基に、JICA 調査団作成 

PMU 各課人員の担当業務を以下に記す。各課の人員は各ドナー案件の進捗に応じて毎年

見直されており、本事業実施時においては必要な人員が確保される予定である。 

表 6-2 PMU 人員一覧 

 

名前 役職 

担当 

業務 

JI
C

A
 

A
D

B
 

ド
イ
ツ

 

フ
ラ
ン
ス

 

韓
国

 

総務・翻訳課 

1 Nguyễn Thừa Thế Đức Head 総務      

2 Nguten Thanh Mai Deputy Head 総務・翻訳  ✓    

3 Nguyễn Thị Doanh Officer 窓口  ✓    

4 Nguyễn Ngọc Thắng Officer 人事      

5 Trần Thị Thu Hằng Officer 翻訳  ✓    

6 Mai Sơn Vinh Officer 機材・施設      

7 Trịnh Văn Cường Driver 運転手      

8 Đỗ Năng Trung Driver 運転手      

9 Nguyễn Thị Khuyên Odd staff 雑用      

10 Nguyễn Hoàng Yến Chef 雑用      

11 Phùng Hoàng Anh Officer 翻訳      

財務課 

1 Lê Hồng Linh Chief Accountant 管理      

2 Đỗ Thị Thanh An Cashier 出納      

3 Nguyễn Anh Tuấn Professional ﾃﾞｨｽﾊﾞｰｽﾒﾝﾄ   ✓ ✓  

4 Phạm Đức Toàn Professional ﾃﾞｨｽﾊﾞｰｽﾒﾝﾄ      

5 Đỗ Thùy Hương Professional ﾃﾞｨｽﾊﾞｰｽﾒﾝﾄ  ✓    

6 Nguyễn Đăng Khoa Professional ﾃﾞｨｽﾊﾞｰｽﾒﾝﾄ  ✓    

7 Nguyễn Thu Hoài Professional ﾃﾞｨｽﾊﾞｰｽﾒﾝﾄ  ✓    

8 Trần Thị Thanh Hiền Professional ﾃﾞｨｽﾊﾞｰｽﾒﾝﾄ     ✓ 

9 Hoàng Thị Huyền Trang Professional ﾃﾞｨｽﾊﾞｰｽﾒﾝﾄ  ✓    

10 Trần Thị Kim Dung Professional 残高管理      

11 Nguyễn Xuân Tố Anh Professional ﾃﾞｨｽﾊﾞｰｽﾒﾝﾄ ✓ ✓    

12 Ngô Thùy Dương Professional ﾃﾞｨｽﾊﾞｰｽﾒﾝﾄ      

13 Nguyễn Thị Thu Trang Professional 会計      

14 Phạm Phương Thúy Professional ﾃﾞｨｽﾊﾞｰｽﾒﾝﾄ   ✓ ✓  

15 Nguyễn Hoàng Minh Professional ﾃﾞｨｽﾊﾞｰｽﾒﾝﾄ     ✓ 

16 Nguyễn Thị Thúy Professional 会計      

17 Lê Thị Thùy Accountant ﾃﾞｨｽﾊﾞｰｽﾒﾝﾄ      

技術課 

1 Phạm Đức Tiến Chief 管理  ✓ ✓ ✓ ✓ 

2 Đỗ Ngọc Lan Deputy chief 管理     ✓ 
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名前 役職 

担当 

業務 

JI
C

A
 

A
D

B
 

ド
イ
ツ

 

フ
ラ
ン
ス

 

韓
国

 

3 Vương Bình Deputy chief 管理   ✓ ✓  

4 Hoàng Thị Thanh Nga Staff 人材育成  ✓    

5 Lưu Mạnh Hùng Staff 人材育成  ✓   ✓ 

6 Trần Nhật Tân Staff 機材     ✓ 

7 Nguyễn Đức Anh Staff 人材育成  ✓    

8 Trần Duy Minh Staff 技能  ✓    

9 Lê Thị Minh Thúy Staff 人材育成  ✓    

10 Khúc Thị Huyền Trang Staff 教材   ✓  ✓ 

11 Trần Hoàng Diệu Staff 人材育成  ✓   ✓ 

12 Bùi Mạnh Thi Staff 教材  ✓    

13 Tạ Văn Phúc Staff 機材    ✓  

14 Đào Mạnh Cường Staff 機材    ✓  

15 Nguyễn Ngọc Vũ Staff 建設     ✓ 

16 Nguyễn Thị Ngọc Staff 建設     ✓ 

17 Trần Trung Hiếu Staff 機材  ✓    

18 Đặng Văn Duẩn Staff 教材   ✓   

19 Nguyễn Thái Sơn Hà Staff 機材  ✓    

計画・調達課 

1 Tran Lien Huong Head  管理、調達、計画 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ 

2 Phan Kim Thu Vice head 管理、調達、計画   ✓ ✓  

3 Nguyen Phuong Thao Staff 管理、計画  ✓   ✓ 

4 Bui Le Thanh Duy Staff 調達 ✓ ✓    

5 Luong Van Khue Staff 調達 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ 

6 La Phuong Dzung Staff 調達    ✓  

7 Nguyen Phuong Dzung Staff 調達     ✓ 

8 Dinh Van Tung Staff 調達    ✓  

9 Ho Sy Hai Staff 調達   ✓   

10 Nguyen Phuong Trang Staff 調達   ✓   

11 Tran Thi Thu Ha Staff 調達  ✓    

12 Dang Tien Duy Staff 調達 ✓     

13 Ngo Thi Mai Phuong Staff 調達     ✓ 

14 Tri Duc Tai Anh Staff 調達  ✓    

15 Nguyen Thi Van Anh Staff 調達 ✓ ✓    

出典：PMU への聞き取りにより JICA 調査団が作成。網掛けは正職員を示す。 

(3)で述べるように、職業訓練セクターにおける ADB プロジェクトでは進捗がかなり遅

れているが、その第一の原因は機材リストに関する各校との協議に時間を要したことで

あり、PMU の能力が十分でないことが第一の原因ではない、との意見を ADB プロジェ

クトのコンサルタントから得ている。プロジェクト初期においては PMU 内の書類管理

の不備の問題があったが、以後 ADB による能力強化により PMU の能力は向上している

とのことである。これに加えて PMU は他ドナーの案件も複数実施しており、担当部署

として現在の課の構成で円借款事業を実施していく十分な能力があると考えられる。
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JICA では円借款事業管理に関する訓練も実施しており、必要があれば、本訓練を PMU
に対して実施することも考えられる。 

70 百万ドル規模の ADB プロジェクトの PMU 実施体制は、総務・翻訳課 3 名（全員専

任）、財務課 5 名（全員専任）、技術課 10 名（7 名専任）、調達課 7 名（4 名専任）で

ある。この体制で、20 パッケージの資機材及び建設調達、19 パッケージの役務調達を管

理している。本円借款事業においては、総額 100 百万ドル以上（予定）で 6 つの機材調

達パッケージ及びコンサルタント調達を検討している。2015 年 5 月の JICA による現地

協議で以下の通り同様の人員配置を提案し、同意された。また担当者の能力によっては、

毎年の人員見直しのみならず、随時必要に応じて交代の要請を挙げることも必要になり

得る。 

 Project Director  ：1 名（兼任） 
 Project Vice Director ：1 名 
 総務・翻訳課  ：3 名 
 財務課   ：5 名 
 技術課   ：10 名 
 調達課   ：10 名 

 

 

出典：JICA 調査団作成 

図 6-3 本円借款における PMU 組織図 

円借款事業の実施では詳細設計及び調達監理コンサルタントが雇用されるため、入札図

書作成、入札、契約管理等の実務はコンサルタントが行うこととなる。そのため PMU
の業務としては各業務の確認・承認が主となり、職業訓練総局との密な連携による円滑

な確認・承認業務が期待される。 

また、他関連機関との調整及び他関連機関に係る承認手続きに関しては、PMU よりもそ

の管轄局である職業訓練総局による積極的な事業への関与が必要になると考えられる。

次に述べる、法令で規定されている実施の流れに従い、各機関へのフォローアップや指

示について職業訓練総局からのサポートを依頼する必要がある。プロジェクト承認段階

における、MPI、MOF 及び監督機関の Project Outline（PO）確認や監督機関による F/S、
実施段階における監督機関との調整については、特に職業訓練総局のサポートが重要に

なる。そのため実施段階においては、PMU との通常の進捗会議に加えて定期的に、職業

訓練総局が参加する進捗会議と、他関連機関が参加する関係機関会議を実施していく必

要がある。 

 

Project Vice Director 

総務・翻訳課 
(3 人) 

財務課 
(5 人) 

技術課 
(10 人) 

計画・調達課 
(10 人) 

PMU 

Project Director 
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(2) 各関係機関の事業実施体制 

法令 Decree No. 38/2013/ND-CP では、ODA 及びドナーによるローンプロジェクトの管理

について規定されている。全国レベル、セクター横断及び複数地域における ODA 及び

ローンプロジェクトについては、MPI が責任機関となり、省・市レベルでは人民委員会

が、MPI や関連機関と調整の上、責任を持つとされている。 

プロジェクト管理機関として MOLISA には工期や品質等を含むプロジェクト全体を管

理・モニタリングする責任がある。MOLISA は必要に応じて、サブプロジェクトの管理

についてサブプロジェクトオーナー監督機関と協議を行い、指示を与える。 

プロジェクトオーナーは監督機関より任命された組織で、ODA ローンを含むプロジェク

ト資金の使用に責任を持つ。PMU はプロジェクトの管理及び実施に関してプロジェクト

オーナーを補佐する責任を持つ。各職業訓練機関はサブプロジェクトオーナーとなり、

表  6-3 に示す役割を担い、サブプロジェクトオーナーの実施機関である Project 
Implementation Unit（PIU）は、各校の学長（副学長）、機材担当、施設担当及び財務担

当等で構成され、各校レベルでの実務を行っていく。 

図 6-4 に本法令を踏まえた円借款事業実施体制を示す。 

プロジェクト責任機関 ：計画投資省（MPI） 

ローン責任機関 ：財務省（MOF） 

プロジェクト管理機関 ：労働傷病兵社会省（MOLISA） 

プロジェクトオーナー監督機関 ：労働傷病兵社会省（MOLISA） 

プロジェクトオーナー ：労働傷病兵社会省職業訓練総局（GDVT） 

サブプロジェクトオーナー監督機関 ：労働傷病兵社会省（MOLISA） 

 商工省（MOIT） 

 運輸省（MOT） 

 農業農村開発省（MARD） 

 人民委員会（PPC） 

サブプロジェクトオーナー ：職業訓練学校 
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出典：現地協議資料（2015 年 5 月） 

図 6-4 円借款事業実施体制 

 

表 6-3 調達に関する各機関の役割 

 GDVT/PMU サブプロジェクトオーナー 

機材リスト 
作成 

機材リストを調達計画に反映（PMU） コンサルタントのサポートのもと、機材

リスト、仕様、積算書の作成、承認 

調達管理 コンサルタントのサポートのもと以下の

作業を実施（PMU） 
- 調達計画の作成 
- 入札図書の作成 
- 入札実施 
- 入札評価 
- 契約交渉 

- 入札評価 
- 契約交渉 
- 契約調印（契約管理は GDVT/PMU

だが調印はサブプロジェクトオー

ナー） 
 

契約管理 - 機材契約管理（PMU） 
- 機材受領、支払承認サポート等のコ

ンサルタント業務に関する契約管理

（PMU） 
- ローン管理のため以下の機関と連携 

ドナー、財務省、会計局（GDVT） 

- 調達管理 
- 機材受領、受領証明書発行 
 

出典：JICA 調査団作成 

 

(3) 他ドナー案件管理の状況 

1) ADB 

プロジェクト実施期間は全体の 70％程度に達しているが、ローンのディスバースメント

は 2014 年 9 月時点で 27％程度しか達していない。その原因として以下が挙げられてい

る。 
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 機材リストの 終化の遅れ：PMU ではなく各校と協議する必要があり、取りまとめ

るのに時間がかかった。 

 承認手続きの煩雑さ：各校、PMU、GDVT、MOLISA 及び ADB から各種承認を得

なければならず、手戻りが多かった。 

 ドナープロジェクトに対する MOLISA の不慣れ：MOLISA は MOF 等と違いドナー

プロジェクトに慣れておらず、GDVT 及び PMU 以外の部署では興味を示さないと

ころがあった。 

 PMU 内の書類管理の不備：書類の紛失があり、また PMU 内の連携不足により各部

署へ説明する必要があった。しかし、以降 ADB による能力強化により PMU のパ

フォーマンスは向上しつつある。 

 GDVT の他の部署が、コンサルタントと同じ業務（ソフト）を行っているケースが

あり、コンサルタントの業務が無駄に終わったことがあった。同一業務としては、

Skill Assessment、Technical Labor Market Information System（TLMIS）等が挙げられ

る。PMU は GDVT のすべての業務を把握しているわけではないので注意が必要で

ある。Skill Assessment については、ベトナム政府がオーストラリアより購入したと

のこと。 

2) AFD 

先方負担工事（施設改修）は想定よりも早く実施された。 

3) KfW 

2008 年に開始されたフェーズ 2 の準備調査が現在まで 6 年かかっている。主な原因とし

ては、関係機関（MOLISA、MOF、MPI 及び各 PPC）の調整及び承認に時間がかかった

ことが挙げられている。 

 

6.2. 運営・維持管理体制 

(1) 運営・維持管理の方式 

機材等については、機材台帳等を整備、保管する管理業務と、日常点検、定期点検及び

修理等を業務内容とする保守・保全業務に分けることができ、これらの業務が緊密な連

携をとり、組織的に機材の運営・維持管理が行われることが求められる。 

機材の管理業務については各校とも、独自の様式の台帳を作成し、資産管理業務の一環

として業務が実施されている。 

他方、各校の保守・保全業務については、業務実施体制が次の３方式に分別され、業務

が実施されている。 

①機材等の保守・保全のための専門部署が設置され、この部署の技術職員が保守・保全

を担当し、機材等を使用する各科指導員等は機材保守・保全に関与しない方式 

②機材等の保守・保全のための専門部署が設置され、この部署の技術職員が機材等を使

用する各科指導員等と協働して機材保守・保全業務を行う方式。 

③機材等の保守・保全のための専門部署が設置されておらず、機材等を使用する各科指

導員等が保守・保全業務を行う方式。 

聞き取りでは、機材の維持管理を組織的に実施している学校が多数派で、定期的な機材

の保守・保全、日常点検の実施、更に検査記録の保管が行われている。しかし、機材の

日常点検や定期点検を実施していると報告しているにも関わらず、外観検査から機材が
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良好に稼働するか疑問を抱かせる学校もある。実際に稼働させてみないことには機材状

態を適正に判断することができないこと、保守・保全が適切に実施されているか判断で

きないこと、を前提に述べると、保守・保全の技能向上や、保守・保全方式の改善を検

討することが必要な学校がある。 

各校の機材運営維持管理状況は次の通りとなっており、３通りの方式のいずれかにより、

機材の保守・保全業務が実施されている。 

 

表 6-4 各校の維持管理状況 

 

出典：聞き取り調査と質問票への回答を基に JICA 調査団が作成 

 

各校が現在の保守・保全方式を今後も継続するとなると、一部の学校では機材を日常的

に使用しその状態を熟知している指導員が機材の保守・保全に関与するケースがないこ

とから、機材の精度維持や機材そのものの寿命に悪影響を及ぼすこととなる。よって、

機材の保守・保全に関しては指導員が積極的に関与する方式に改善していく必要がある。 

また、保守・保全は機材の故障を予防するための活動であることを再認識することが必

要であり、そのために技術協力により開発された HaUI の TOT 機材メンテナンスコース

を機材の保守・保全業務担当者が受講し、その成果を生かして機材の運営・維持管理業

務を整備・強化していくことが求められる。 

これより、①の方式による機材の保守・保全業務が実施されている、1 HCMVC、2 
HIVC、3VCTT、8 CVCT、10 VCMI については指導員も保守・保全業務に関与する②又

は③の方式に変更することが必要だと考えられる。また、2015 年７月より施行される職

業教育法において、指導員は施設の運営管理へ関与すること等が求められていることか

ら、指導員が積極的に機材の保守・保全に取り組む制度・体制の構築や、保守・保全記

録の作成・保管の徹底を図っていかなければならない。 

 

調査対象機関
維持管理業務専
任部署の設置

専任部署の
職員数

メンテナンス専
任者の配置

教員によるメ
ンテナンスの

実施

メンテナンス
マニュアルの

整備

日常点検の実
施

定期点検の実
施

記録の作成 記録の保管
年間維持管理
計画の作成

1 Ho Chi Minh VC 〇 10 〇 ×

△（マニュア
ルの準備され
ていない機材
もある）

〇 〇 × ×
△（機材毎の
計画のみ）

2 Hanoi Industrial VC 〇 7 〇 × 〇 〇 〇 × ×
△（機材毎の
計画のみ）

3 VC of Technique and Technology 〇 外注
(Outsource)

〇 × × 〇 〇 × ×
－(機材毎の計

画のみ)

4 Ba Ria-Vung Tau VC

△（専任部署はな
いが、学内で機材
維持管理役割分担

を実施）

－ － 〇 〇 〇 〇 × × 〇

5 Hanoi VC of Hihg Technology × ×
△（教員の中
で、アサイン）

〇 〇 〇 〇 ×
×（現在記録管
理システムの
構築中）

×

6 Vinh Phux (Vietonam-German) VC 〇 5
〇（教師と共同

で実施）
〇

〇（NC旋盤等
重要機材用は
全て整備）

〇 〇 × × 〇

7 Da Nang VC 〇 20
〇（教師と共同

で実施）
〇

△（マニュア
ルの準備され
ていない機材
もある）

〇 × × × ×

8 The Central VC of Transport No. 2 〇 11 9 ×

△（マニュア
ルの準備され
ていない機材
もある）

〇 〇 〇 〇 〇

9 Ho Chi Minh VC of Technology

GENERAL
ADMINISTRATI

ON DEP.（総務
部内）

17 × 〇

△（マニュア
ルの準備され
ていない機材
もある）

〇 △ 〇 〇 ×

10 VC of Mechanics and Irrigation 〇 6＜ 〇 × 〇 〇 〇 〇 〇 〇

11 HaUI
〇（管理部が担

当）

全体数は33

（施設維持
管理も含
む）

〇（専任者は、
基礎的なチェッ
クのみを担当）

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

12 Hai Phong Industrial VC 〇 － 2（機械分野の
み）

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

13 Ha Nam VC 〇 6 × 〇 〇 〇 × 〇 〇 〇
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(2) 定期点検の実施時期、方法、維持補修機器の保有状況、スペアパーツの確保 

点検を行わないことで人的被害をもたらすような機材は存在しないため、基本的に法定

点検（legal inspection）は不要である。定期点検は機材の使用頻度によって多少実状はこ

となるが、一般的には 1 年に 1 回の定期点検が推奨される。時期としては、学年末の 7
月から 8 月に掛けて、分析・測定機器については校正、加工機械については劣化調査や

特性把握、品質保持のために静的、動的検査を実施する。内容は、普段加工しない形状

や大きさのものを実際に加工し、不具合の状態を調べるための検査である。 

維持補修のために、特別に準備する機材はない。各校が標準的に装備している電気・電

子関係の測定器、及び機械的な測定を行う器具（ゲージやノギスなど）で十分である。 

対象となるスペアパーツは劣化するものでは無いので、（錆びが発生する部品は、当然

適正な保存が前提）、1 回分の実習に必要な数量を確保しておくことで十分である。 

スペアパーツは、機材に同梱された標準スペアパーツを消費した時点で検討することが

妥当であり、現時点では必要はない。敢えて検討すると、機材導入から 2 年後に機材価

格の 3％を計上することが妥当と考えられる。 

 

(3) 運営・維持管理のための組織 

上述のとおり、維持管理方法は、学校により異なるものの、標準的な例として機材管理

課が管理課や各科と同等な立場で存在する。 

機材管理課の業務も学校により異なる。①課内に技術職員を配し機材のメンテナンス業

務を手掛ける学校、②機材の調達や修理の手配など管理業務を主とする学校、③課の技

能スタッフが簡易な日常点検を担当し、専門的な定期点検などは各科の教師に委ねる学

校などに分かれる。この運営・維持管理方法を模式化すると次のようになる。 

 

出典：JICA 調査団作成 

図 6-5 各校の運営・維持管理様式（①専門部署で日常点検から定期点検を実施） 

 

機
材
管
理
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務 
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管
理 
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点検記録作成 
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管
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定期保守実施 

保守記録登録 

調

達

管
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補習品・ 
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新規機材 

廃棄登録 
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出典：JICA 調査団作成 

図 6-6 各校の運営・維持管理様式（②管理業務のみを担当） 

 

 

出典：JICA 調査団作成 

図 6-7 各校の運営・維持管理様式（③管理課と学部が機材管理を分担） 

 

(4) 運営・維持管理のために必要なコストの積算及び財源の確保 

本職業訓練機能強化事業では、本邦職業能力開発短期大学校及び「ハノイ工業大学指導

員養成機能強化プロジェクト」と整合性を持った機材をベースに整備対象機材案を作成

している。提案した機材リストのコストについて、各メーカーから見積もりを入手し、

積算した。提案した機材の中で、特に専門的な定期点検が必要な機材（高精度・高品質

機材）についても日本の職業能力開発短期大学校の例を参考に試算した。 

また、維持管理は現在の体制を継続するベースて検討している。新たな専任技能者の雇

用は不要と考える。なお、運営・維持管理方法は既存の機材の運営・維持管理方法と同

様にて、本件のために特別な手段による財源の確保は必要ない。 
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(5) 運営・維持管理のための技術を有する委託業者の確認 

現在、1 校（VCTT）を除くすべての学校は、自助努力による運営・維持管理（メンテナ

ンス）を実施している。維持管理を外注にゆだねる VCTT の悩みは費用の捻出である。

予算難のために、点検項目を縮小する、あるいは点検間隔を長くする等の結果となり、

機材の適正な維持管理にとって不都合な状況にある。 

他校では、自校内でメンテナンス業務を行っており、故障への緊急な対応が必要な場合

にメーカーのテクニカルサポートセンターや、代理店へ委託している。 

電気・電子機器については、外注へのメンテナンス委託は一般的ではない。外部の支援

を必要とするのは修理の場合であり、その内容は破損部品の取り換えである。 

技術的な理由から外注による定期点検が必要と考えられる機材は、NC 旋盤等大型の金

属加工機械に集中している。これら NC 関連機械は、加工精度維持の観点から、専門

メーカーによる定期点検が不可欠である。今回の調査で、これら NC 関連機械を製造す

る代表的日本メーカーは、ベトナム国内に技術支援を適宜実施できるサポートセンター

を有していることから、何時でも適正な技術支援を得ることが可能であることが分かっ

た。 

他方、競合国メーカーでは、台湾メーカーの一部が技術サポートセンターを有している

という情報を得たが、一般には代理店による技術サポートが中心で、技術的なサポート

レベルは営業マンが実施しているため低いとの情報があった。これは、日本メーカーと

の営業戦略の違いとして理解できる。コンサルタントとしての理解では、日本メーカー

では日本では、機材販売後も顧客満足を得るための技術サポートを重要視し、競合国で

は価格による差別化を営業戦略としているのが一般的な状況である。 

現在、メーカー直営店や代理店などを通じて各国の機材がベトナム国内で販売されてい

る。本件で対象となる機材は、価格及び品質による幅広い市場ニーズがあり、これに呼

応して供給先が多数存在する。更に、現時点で機材が確定していないため、技術サポー

トの有無について具体的なデータを示すことはできない。しかしながら、本邦メーカー

の製品については、聞き取り調査結果から全般的に信頼できる技術サポートが得られる

と考えられる。取り分け、本件で金額的に重要な位置付けとなっている金属加工機械に

ついては、調査した本邦メーカーすべてがベトナム国内に邦人技術者を常駐させ、アフ

ターセールサービスを実施している。 

 

(6) 借款による機材調達、計画されている技術協力との連携による機材等運営・維持管理体

制の整備・強化案 

借款による機材調達時に次のような条件等を付して機材を調達し、各校の該当機材等の

保守・保全能力の強化を図る。 

①調達時に機材納入業者に対し機材に係る保守・保全マニュアル、日常点検項目チェッ

ク票、定期点検項目チェック票等機材の保守・保全業務に係る必要資料、支援資料等

の作成、納入、及び初期操作指導においてこれら資料等を使用した保守・保全関連項

目指導の実施を義務付ける。 

②新規導入機材、取扱いが難しい機材等については、別途運用指導を条件付けることが

計画されているが、運用指導項目の中に必ず保守・保全指導項目を入れる。 

 

技術協力においては、次のような協力等を計画する。 

①指導員が積極的に機材の保守・保全に取り組む制度・体制の構築や、保守・保全記録

の作成・保管の徹底を図るなど、保守・保全体制の整備、確立への協力。 
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各校独自の様式となっている機材台帳等、機材管理関係業務フォーマットの共通化へ

の協力。 

②過去の技術協力で開発されている、TOT 機材メンテナンスコースの改定、及び各校の

機材保守・保全業務関係者に対する研修実施への協力。なお、この研修は借款による

機材が各校に引渡される前に実施し、各校の機材受入れ態勢の整備・強化を図る。 
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7. 運用・効果指標の検討 

7.1. 運用・効果指標設定の背景、及び目的 

円借款事業を①定量的効果、②定性的効果に分類して評価するため、定量的効果につい

ては、可能な限り定量的指標（運用・効果指標）を設定し、プロジェクト完成後約 3 年

を目途とした目標年の目標値の設定、データ入手手段及びモニタリング手法の提案を行

う。 

 

7.2. 本円借款事業の運用・効果指標（案）及び指標基準値・目標の設定、データ入手手段及

びモニタリング手法の提案 

本円借款事業における運用・効果指標（案）、指標基準、目標年と目標値、データ入手

手段及びモニタリング手法につき、下表のとおり提案する。 
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表 7-1 運用効果指標（案） 

運用・効果指標（案） 基準値*1 目標値*1*5 
データ入手手段及びモニタリング手

法 

1. 定量的指標    

1-1. 訓練を受けた技能を

活かせる企業へ就職した

学生*2の人数割合*3 

機械加工：96.5% 
電気：90.7% 
電子：88.2% 
（2014 年） 

機械加工：100% 
電気：100% 
電子：100% 
（2024 年） 

各支援対象職業訓練機関にて、目標

年度（2024 年）の全対象訓練生（機

械加工、電気、電子）に対し、アン

ケート調査を実施、集計、本円借款

事業実施機関にて取り纏め。 

1-2. 支援対象職業訓練機

関における技能検定認定

試験センター資格保有機

関数*3 

機械加工：2 
電気：0 
電子：0 
（2014 年） 

機械加工：6 
電気：3 
電子：3 
（2024 年） 

同上 

1-3. 支援対象職業訓練機

関における入学希望者*4 
機械加工：1,565 
電気：1,757 
電子：819 
（2014 年） 

機械加工：1,893 
電気：2,125 
電子：990 
（2024 年） 

同上 

2. 定性的指標    

2-1. 企業からの雇用する

支援対象職業訓練機関卒

業生への評価 

おおむね高評価を得

ているものの、学校

によっては、特に日

系企業の厳しい基準

に対する卒業生の適

応に懸念を抱いてい

るとの意見もある。

*5 
（2014 年） 

全支援対象校にて、

日系企業をはじめと

する雇用企業より、

卒業生に対する高評

価を得る。 
（2024 年） 

各支援対象職業訓練機関にて、目標

年度（2024 年）の卒業生の雇用実績

のある企業に対し、アンケートを実

施、集計、本円借款事業実施機関に

て取り纏め。 

2-2. 企業における支援対

象職業訓練機関卒業生に

任される役割 

製造・加工労働者 
機材整備士 等 
一般製造・加工業を

主とする。*5 
（2014 年） 

製造・加工責任者 
機材整備管理者 等 
一般製造・加工業に

加え、管理・責任業

務を担う。 
（2024 年） 

同上 

2-3. 指導員の指導能力や

訓練機材に対する学生の

評価・満足度 

おおむね指導員の指

導に対し、満足して

いる。一方、訓練機

材については、不足

との意見もある。*5

（2014 年） 

指導員の指導及び訓

練機材に対し、高い

評価を得る。 
（2014 年） 

各支援対象職業訓練機関にて、目標

年度（2024 年）の全対象訓練生（機

械加工、電気、電子）に対し、アン

ケート調査を実施、集計、本円借款

事業実施機関にて取り纏め。 

注記*1：基準値、目標値及び目標年についてはベトナム側と同意の上、設定。 

注記*2：正社員のみではなく、収入を得ている雇用形態全てを「就職した学生」とカウントする。 

注記*3：卒業後 6 か月以内に就職した学生の割合 

注記*4：現在、生徒数が定員より多い VC については、GDVT の規定に基づき、生徒数の増減が発生するが、

定員割れの学校の生徒の増加を考慮し、対象校全 13 校における生徒数の合計が目標年において増加すると

設定する。 

注記*5：調査団による対象全 13 校へのインタビュー結果（2014 年 11 月実施） 

出典：JICA 調査団作成。 
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8. 他事業との連携の提案  

ベトナムに対する産業人材育成に係る支援事業の現状等は、JICA は現在次のような技術協力

支援、草の根無償支援等を実施している。 

 

表 8-1 JICA 技術協力 

技術協力 
プロジェクト名 

上位目標 プロジェクト 
目標 

成果 特記事項 

ハノイ工業大学指
導員育成 
機能強化プロジェ
クト 
2013/6-2016/6 
実施中 

国際レベルの
職業訓練を提
供する職業訓
練機関が一定
程度存在す
る。 

ハノイ工業大学
(HaUI)が日本レ
ベルの職業訓練
機関の選考モデ
ルとして、機械
及び電気・電子
職種において他
の職業訓練機関
に対して適切に
技術移転が実施
できる。 

1. 異なる省庁に属する職業
訓練学校間においても有効
な、現職指導員能力強化ス
キームのモデルが確立され
る。 
2. HaUIがプロセス管理の手
法を用いて、機械及び電
気・電子職種において新た
な現職指導員能力強化研修
プログラムを開発する。 
3. HaUIとハノイ技能技術職
業訓練短大(TTC)がプロジェ
クトにおけるフルタイムの
協働を通じ、知識や技能、
ノウハウを共有する。 

協力内容 
・これまでの技術
移転成果の共有 
・指導員育成体制
の整備 
・指導員認証制度
の整備 
・産業界ニーズの
適切な取り込み 
・国家技能検定制
度の普及 

ホーチミン工業大
学重化学工業人材
育成支援プロジェ
クト 
2013/10-2016/10 

ベトナムの
2020年までの
工業化に向け
て、同政府が
実践的技術者
の人材育成モ
デルを推進す
る。 

ホーチミン工業
大学(IUH)が、
ベトナムの重化
学工業振興のた
めの実践的技術
者の人材育成モ
デルを提示す
る。 

1. IUHタインホア分校が、特
に製油産業分野において、
より実践的、創造的な人材
を育成できる。 
2. IUHが、地場産業界や周辺
コミュニティーとの人材育
成に係る連携の枠組みを構
築する。 
3. IUHが、関係政府や他の教
育訓練期間、またベトナム
地域社会と、実践的技術者
の人材育成モデル促進に向
けた関係を強化する。 

 

出典：JICA 調査団作成 

表 8-2 JICA 草の根技術協力・無償 

プロジェクト名 プロジェクト目標 実施体制等 特記事項 

ホーチミン市職業

訓練短期大学にお

けるモノづくり人

材育成支援事業 
2013/8-2016/7 

ホーチミン市職業訓練短期大

学において、ベトナム人若手

技術者の現場リーダー養成を

目的とした日本独特の高度か

つ精緻なモノづくり訓練プロ

グラムが実施される。 

ホーチミン市労働傷病兵社

会局及び JICA の監督のも

と、ホーチミン市職業訓練

短期大学と、公益財団法人

川崎市産業振興財団により

実施。 

ホーチミン市職業訓練

短期大学は、借款によ

る訓練機材整備対象校 

機械系技術者技能

教育の指導力向上

プロジェクト 
2013/6-2016/3 

ハノイ工業職業訓練短期大学

が、ベトナム産業界のニーズ

にこたえる技術技能者育成に

おいて日本と同等レベルの機

械系技能検定（普通旋盤及び

機械検査）に対応した職業訓

練教育を実施できるようにな

る。 

日本側：千葉県教育委員会 
ベトナム側：ハノイ工業職

業訓練短期大学 

ハノイ工業職業訓練短

期大学は、借款による

訓練機材整備対象校 
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プロジェクト名 プロジェクト目標 実施体制等 特記事項 

バリア・ブンタウ

省における金属関

連裾野産業振興支

援並びに人材育成

事業 
2013/12-2016/3 

1.ベトナム政府の施策立案担

当者が当市（三条市）の産業

の歴史、技術集積の優位性、

商品・技術開発援助施策など

を学び、地場産業の振興に必

要なノウハウを習得する。 
2.ベトナム企業の管理者や職

業訓練機関教員が当市の技術

系人材育成手法、商品開発・

デザイン力、知財・品質管理

について、企業発展のために

必要なノウハウを習得する。 
3.当市内の中小企業がグロー

バル化への対応の一環とし

て、ベトナムの金属関連産業

の市場拡大への適応能力の向

上を図る。 

日本側：三条市商工会議

所、 
三条市 
ベトナム側：バリア・ブン

タウ省 

バリア・ブンタウ省職

業訓練短期大学は、借

款による訓練機材整備

対象校 

ドンナイ省におけ

るものづくり人材

育成事業 
2014/6-2017/3 

ドンナイ省のモデル校におい

て、日系企業のニーズに対応

した教育カリキュラムを適切

に、かつ継続的に指導できる

体制が構築される。 

日本側：公益財団法人太平

洋人材交流センター（近畿

経済産業局による協力有） 
ベトナム側：ドンナイ省工

業団地管理局 

 

ベトナム・ハノイ

における即戦力

IT 人材育成のた

めの教育環境強化

事業 
2014/2-2017/1 

即戦力、かつ、長期的に活躍

可能な IT 技術者が育成される

教育環境が構築される。 

日本側：札幌 IT フロント 
ベトナム側：ホアラックハ

イテクパーク内教育機関 

 

出典：JICA 調査団作成 

表 8-3 JICA 専門家派遣 

プロジェクト名 プロジェクト目標 実施体制等 特記事項 

技能検定制度構築 
アドバイザー 
2013/9-2015/9 

実行性のある国家技能検定制

度の構築に向けた計画の策

定、同制度の実施・普及に向

けた体制づくりのための活動

及び条件整備への助言・支援

等がなされる。 

ベトナム側：MOLISA 内の

職業訓練総局副局長を主な

C/P として各種調査や計画策

定を行う。 
ハノイ工業大学技能者育成

プロジェクトとの連携（技

能検定の試行との連携） 

 

職業能力開発制度

アドバイザー 
2013/8-2015/8 

職業訓練と国家技能検定に関

し、産業界のニーズに合わせ

た改善へ向けた活動・助言・

支援がなされる。 

ベトナム側：MOLISA 内の

職業訓練総局を主な C/P と

して活動を行う。 
ハノイ工業大学技能者育成

プロジェクトと、職業訓練

制度の整備と技能検定の試

行等において連携を行う。 

 

職業能力開発制度

アドバイザー 
（2015/8-2017/8） 

職業訓練分野の各種協力と連

携し、国家技能検定制度の導

入、そのために必要な実施体

制整備及び社会的認知度向上

に向けたベトナム政府の取り

組みを支援し、「産業人材育

成」や製造業における裾野産

業の振興に貢献する。 

現在実施中の技術協力「ハ

ノイ工業大学指導員育成機

能強化プロジェクト」によ

る指導員能力強化、協力準

備調査を進めている円借款

「職業訓練機能強化事業」

による協力対象の職業訓練

機関の機材整備と一体的に

活動する。 

 

出典：JICA 調査団作成 
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また、中央職業能力開発協会（JAVADA）は、ASEAN 統合に向けた人材養成協力事業と

して次を実施してきており、ベトナムも対象国となっている。 

① 合同研修：日本と ASEAN の先進諸国が合同で CLMV 諸国の官民関係者に対して、

職業能力開発施策に関する研修を実施するもの。 

② 国別セミナー：合同研修の成果を国内関係者に普及するとともに、人材養成の取組

を促進することを目的として CLMV 諸国において実施するセミナーであり、日本人講師

からの講義、合同研修参加者からの講義、グループ発表等を行う。 

③ 職業能力評価制度普及のための技術会合：ASEAN 域内の職業能力評価基準の作成に

資するため、日本の職業能力評価基準を普及させることを目的とする。 

④ ASEAN 職業訓練指導員マニュアルの開発及び普及事業：産業界のニーズに合致した

訓練コース設定、改善等を容易にするため、ASEAN 職業訓練指導員マニュアルを開発す

るとともに、これを ASEAN 諸国に普及するもの。 

本事業実施に際しては、対象校の選定、調達機材を使用して産業界のニーズに合致した

人材を育成するための指導員の技術レベルの向上、効果的な訓練の実施、そのための訓

練機関運営・管理体制の整備、技能検定実施等による企業/産業界との連携強化等、上記

各プロジェクト等との連携を図り、支援の相乗効果を発揮するように取り組んでいく必

要がある。 

これを踏まえて、次のように本事業を実施していくことが望まれる。 

技術協力プロジェクトとの関係では、このためこれまでの技術協力支援状況及び検討さ

れている次期技術協力計画案を基に、借款対象校のうち HaUI を中核校、ハノイ及び

ホーチミン所在の TTC 及び HVCT を基幹校とし各借款対象校が中核校、基幹校より、

指導員の技術レベル等向上、効果的な訓練の実施等について、カスケード方式により技

術移転を受けることができるように、計画機材を中核校・基幹校、対象校とグループ分

けして計画するとともに、調達時期については次期技術協力計画案との整合性を勘案し

て中核校・基幹校を 初にし、その後に対象校として調達する。 

中央職業能力開発協会（JAVADA）が人材養成協力事業の一環として日本の職業能力評

価基準を普及させることを目的として、ベトナムで試行してきている技能検定を借款対

象校において実施することができるように、技能検定に使用可能な機材を、技能検定実

施スケジュール(対象職種の選定及び技能標準の設定、評価基準の設定、評価者の養成、

評価/検定場所の整備)等と整合性を保って調達する。 
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9. 本邦招聘プログラム  

9.1. 本プログラム実施の目的  

本円借款事業においては、日本式職業訓練の展開を念頭に置いているため、ベトナム国

側関係者に日本の職業訓練機関等における人材育成の状況、施設、職業訓練機材の整備

状況を含めた教育訓練環境、及び日本製の職業訓練機材の製造過程等を含め紹介するこ

とにより、STEP 案件化に資する情報提供を行うことを目的とした。 

9.2. 実施概要 

(1) 招聘者 

招聘者の氏名、役職、所属を下表に示す。 

表 9-1 招聘者リスト 

 氏名 役職 所属 

1 デュオン ダック ラン 総局長 訓練総局 

2 ディン バン ソン 人材部部長 訓練総局 

3 ングヤン ンゴック タム 施設機材部部長 訓練総局 

4 ル ティ カン 計画財務部副部長 MOLISA 

5 ドゥ ナン カン ODA プロジェクト管理ユニット長 訓練総局 

6 ングヤンヴァンフン 海外経済関係部職員 計画投資省 

7 ングヤンスーヴァン 負債管理・外部金融部職員 財務省 

8 チャン リアン フオン ODA プロジェクト管理ユニット計画調達部門長 訓練総局 

9 ファム ドゥック チエン ODA プロジェクト管理ユニット技術部門長 訓練総局 

10 ファム シュアン カン 校長 HVCHT 

11 フォンン ゴック チャン 校長 VCMI 

12 ファン ドゥック ヴィン 校長 HIVC 

13 ル クオック ヴィン 校長 HCMVC 

14 ル ドゥイ チャオ 校長 BRVTVC 

出典：JICA 調査団作成 

 

(2) プログラム内容 

当該本邦研修プログラムは、2015 年 1 月 19 日より 24 日まで、6 日間にて実施された。

具体的なプログラム内容を次表に示す。 

表 9-2 本邦招聘プログラム内容 

月日 グループ A （行政機関）7 名 グループ B （訓練機関）7 名 

01/19  
(月) 

07:00 
07:30 

日本着 （VN310） 
成田空港 >>>ホテル （バス） 

10:00 
 
14:30 

1-1 オリエンテーション（JST）/ホテル 
ホテル >>> 昼食 
ホテル >>> (株)ｵﾘｴﾝﾀﾙｺﾝｻﾙﾀﾝﾂｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ（以下、OCG）  （電車） 

15:00-16:00
15:00-16:00

JICA 本部との協議/2F-3, OCG - MOLISA, GDVT,PMU を対象 
導入予定機材説明/7F-2, OCG - MOF, MPI,訓練校を対象  

16:00-17:00
17:00-17:30

1-2 プロジェクト進捗状況説明（PMU）/2F-3, OCG. 
OCG >>> 新宿 

17:30-19:30 歓迎会 

01/20 
(火) 

09:00 
 
10:00-11:00
 

ホテル >>> 
新宿 >>> 霞ヶ関 （電車） 
2-1 厚生労働省職業能力開発局 
(先方：局長) 
霞ヶ関 >>> 新宿 （電車） 

08:00- 
 
10:30-14:00
 

ホテル >>> 工場 （バス） 
 
2-2 工場視察 
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月日 グループ A （行政機関）7 名 グループ B （訓練機関）7 名 

 14:20 
 

ホテル >>> 
新宿 >>> 日野 （電車） 
>>> グループ B に合流 

  

 以降、グループ B と同じ 15:30-17:00 2-3 工場視察 

17:00-17:40 工場 >>> ホテル （バス） 

01/21 
(水) 

08:45-09:50 
10:00-11:00 

ホテル >>> 千葉 （バス） 
3-1 JEED / 千葉 

11:00-12:00 
12:00-12:50 

千葉 >>> 工場（バス） 
昼食 

13:00-14:30 3-2 工場視察 

14:30-15:00 工場 >>> 工場（バス） 

15:00-17:00 3-3 工場視察 

17:00-17:30 工場 >>> ホテル（バス） 

01/22 
(木) 

08:45 
10:00-11:30 
11:30-12:00 
12:00-13:30 
13:30-14:30 

ホテル >>> 千葉市 
4-1 千葉短大（千葉）2 年制 
昼食 
千葉市 >>> 成田市（バス） 
4-2 千葉短大（成田）2 年制 

14:30-16:00 
16:-00-17:30

成田市 >>> 工場 （バス） 
4-3 工場視察 

17:30-19:00 工場 >>> ホテル（バス） 

01/23 
(金) 

08:15-10:30 
10:30-14:00 

ホテル >>> 小山市（バス） 
5-1 関東能開大／小山 

14:00-17:00 
17:00-18:30 
 
19:30-21:00 

小山 >>> 幡ヶ谷（バス） 
5-2 JICA セッション/JICA 東京 
幡ヶ谷 >>> ホテル（タクシー） 
送別会 

01/24 
(土) 

05:50 
06:10-08:00 
10:00 

チェックアウト 
ホテル >>> 成田空港（バス） 
日本出国 （VN311） 

出典：JICA 調査団作成 

 

(3) 各プログラムの目的・内容及び視察団の所感、視察風景等 

次表に、各プログラムの目的・内容、及び視察団の所感、視察風景等を示す。 

表 9-3 各プログラムの目的・内容、及び視察団の所感 

月日 各プログラムの目的・内容等 視察団所感 

 職業訓練所轄機関・実施機関 

1/20 2-1 厚生労働省職業能力開発局 

・ 日本における職業訓練の管轄政府機関とし

ての任務、日本における職業訓練の位置付

け、今後の展望等全体像について把握す

る。 

・ 厚生労働省より話が聞けたことで、日本の職業

訓練の管理（特に離職者に対する保険）につい

て理解できたことが良かった。 

1/21 3-1 JEED 

・ 日本における公共職業訓練の実施機関

（GDVT 相当）より、JEED の任務、職業

訓練の実施状況、職業訓練指導員の養成等

について把握する。 

・ 厚労省と JEED と企業、JEED と企業の関係性、

質の高い労働力の育成、就労現場での大卒者と

職業訓練機関卒業者との違いに関心がある。 

 職業訓練機関 

1/22 4-1 千葉短大（千葉） ・学校の教育レベルと設備レベルが共に高く、優

秀な学生を育成できる環境であると感じた。 
・教育プログラムは企業のニーズを反映し、企業

が使用している機材と同様の機材を使用してい

 ・ 日本の一般的ポリテクカレッジ（専門課程

2 年制）の事例として、実際に行われてい

る職業訓練の状況（使用機器や施設等訓練
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月日 各プログラムの目的・内容等 視察団所感 

環境、教員や学生、教材等）について把握

する。 
 

ることは合理的なシステムである。 
・機材の種類が充実している。 
・学生数に対し、機材の数が充実している。 
・学生数が少ない。 
・校舎が清潔に保たれている。 
・4 技能項目において技能検定 1 級を有している指

導員がいる等、指導員の能力が高い。 
・企業と連携し、企業側のニーズをくみ取ること

で高い就職率を達成しているよう、学校が組織

的に活動していることがわかった。 
・卒業生は就職したら即戦力として働けると感じ

た。 
・企業より提示された課題に学生が取り組む等の

工夫が良い。ただ、ベトナムでは日本のように

設備が整っている環境ではないため、プログラ

ムをよく考える必要がある。 

 
 

 4-2 千葉短大（成田） 

 ・ 日本の一般的ポリテクカレッジ（専門課程

2 年制）の事例として、実際に行われてい

る職業訓練の状況（使用機器や施設等訓練

環境、教員や学生、教材等）について把握

する。 
 

1/23 5-1 関東能開大（小山） 

・ 日本の基幹的ポリテクカレッジ（専門課程

2 年＋応用課程 2 年＝4 年）の事例として、

実際に行われている職業訓練の状況（使用

機器や施設等訓練環境、教員や学生、教材

等）について把握する。また、同校に対し

て電気自動車関連機器、インバーター実験

装置、風力・太陽光発電装置等を納入して

いる、昭和電業社より短時間これら機器類

等についての説明を受ける。 
 

 その他 

1/23 5-2 JICA セッション 

・JICA より、事業の全体像（ベトナムにて実

施している人材育成の説明、民間企業が求

めている人材をどのように育成するかが重

要であると考えていること等）について説

明された。 
・支援対象校の選定結果、プロジェクト目標

及び支援対象分野、調達プロセスと体制等

について協議した。 

・ベトナム側（ラン総局長、VC 校長等）より、本

邦招聘プログラム全体に対する感想（上述）に

加え、日本に対する感想が述べられた（町が非

常にきれいであること、企業で 5S は推奨され

ていること、時間に厳しく、規律正しい行動を

とっていること、協議や視察に備え準備が整っ

ていること、交通システム（特に地下）を倣い

たい等）。 

出典：JICA 調査団作成 

9.3. 調査団の所感 

ドラフト・ファイナル・レポート作成時に合わせて本邦招聘プログラムを実施できたこ

とにより、支援対象校の選定結果に対する合意形成、機材選定における目標に対する理

解促進と合意形成、事業実施中の効果指標の設定とそのデータ収集に対する理解促進と

合意形成等を図ることができた。これにより、日越双方の関係者間にて共通認識を築け

たこと、日本製品は仕上がりだけではなく製造過程においても優れていることを伝えら

れたこと、また日本式の職業訓練や、丈夫で優れた日本製品の発祥の背景には、規律正

しく整理整頓を常とする日本文化が根付いていること等を体得していただくことができ

たこと、また、さらなる良好な関係が構築できたことは大きな収穫であった。今後、円

借款事業形成にあたり想定される課題等に対し、本邦招聘プログラムで得た収穫を活用

し、さらなる効果の発現を目指し、案件形成に臨む。 

 

学生による企業

からの課題発表

を受ける 
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10. Project Outline（PO）の作成・提出支援  

ベトナム国におけるプロジェクト形成プロセスでは、プロジェクト監督機関から計画投

資省に対する Project Outline（PO）の提出が必要となる。PO には以下のプロジェクトの

概要が記されるとともに、関係機関の予算負担に関する同意書が添付される。 

 

表 10-1 Project Outline 記載事項 

番号 項目 
I プロジェクト名 
II ドナー 
III プロジェクト監督機関及びプロジェクトオーナー 
IV プロジェクト実施スケジュール 
V プロジェクトの背景及び必要性 
VI ドナー選定根拠 
VII プロジェクトの目的 
VIII プロジェクトの裨益者 
IX プロジェクト成果 
X プロジェクトコスト 
XI プロジェクト財政メカニズムの提案（中央政府予算及び地方政府予算） 
XII プロジェクト管理 
XIII プロジェクトの効率、影響及び持続可能性 
XIV 事前に実施する必要のある事項 

2015 年 2 月に、ドラフト PO が調査団より PMU に提出された。以降、対象校及び機材

の 終化を踏まえて、PMU にて PO 作成・提出を行う。 
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11. 技術協力事業の内容検討 

11.1. 技術協力事業検討の背景 

円借款事業の効果発現に必要な能力強化を図るために、技術協力の実施を行う計画であ

る。現在実施中の P-3「ハノイ工業大学指導員育成機能強化プロジェクト」及びこれ以

前に実施していた協力により構築した指導員養成に関するモデルを使って、円借款事業

対象の職業訓練機関の能力向上を図ることを目標とする。ただし、円借款事業対象の職

業訓練全機関に対して、日本人専門家が直接技術移転を行うのは効率的ではないため、

ハノイ工業大学を「中核校」として同大学内に構築したモデルを北部（ハノイ）、南部

（ホーチミン）に設置した「基幹校」に移転し、「中核校」及び「基幹校」が円借款対象

の職業訓練機関の指導員を養成する「横展開」による技術協力を実施方式として採用す

る。 

そのため、現在実施中の技術協力プロジェクトの成果達成状況及びプロジェクト終了ま

での成果達成見込みを確認したうえで、円借款による職業訓練期間への協力内容・スケ

ジュールも踏まえ、今後のベトナムの職業訓練分野のキャパシティディベロップメント

の道筋（シナリオ）を整理し、その整理に応じた技術協力の内容やスケジュール、実施

体制、実施期間等を提案する。主として、現在実施中の技術協力プロジェクトの後継案

件と位置付けられる事業の提案を予定したが、準備調査参加の各専門家及び活動中のプ

ロジェクト専門家とも十分議論を行い、必要に応じて実施中の案件のデザインやアプ

ローチを一部変更する提案も検討した。 

現在実施中の技術協力プロジェクト及びこれまでのベトナム国への技術協力プロジェク

トの概要（プロジェクト名、上位目標、プロジェクト目標及び成果）を下表に示す。 

 

表 11-1 ベトナム国の職業訓練分野における技術協力プロジェクト概要 

 技術協力 

プロジェクト名 

協力期間及び特色 

上位目標 
プロジェクト 

目標 
成果 

P-1 ハノイ工科短期大学機

械技術者養成計画 
 
2000/4-2005/3 
プロジェクトにより設

置されたコースは「ベ

トナム日本センター

(VJC)」として確立さ

れ、職業訓練短大(VC)
現在も年間約 350 名の

技能者を輩出し、日系

企業の評価も高い。 

ベトナム国における機械

工業分野の技能労働者の

技能レベルが向上する。

ハノイ工科短期大学の機

械技術者養成能力が向上

し、ベトナムにおける機

械工業分野の発展に対応

下訓練コース（機械加

工、機械板金加工、電気

制御）が開発され、か

つ、適正に実施される。

1.施設、機材が適切に管

理、活用される。 
2.訓練コース（機械加

工、機械板金加工、電

気制御）が開発され、

実施される。 
3.有能な指導員が育成さ

れる。ハノイ工科短期

大学の機械工業分野の

指導教官の能力が向上

する。 
4.訓練生募集専攻体制が

確立される。 
5.組織、予算が適切に運

営される。 
6.機械分野の体系だった

職業訓練が計画され

る。 
 

P-2 ハノイ工業大学技能者

育成 
プロジェクト 
 
2010/1-2013/1 

ベトナムの職業技術教育

訓練(TVET)制度がベトナ

ム産業界のニーズに応え

る産業人材を輩出する。

ハノイ工業大学(HaUI)が
ベトナム産業界のニーズ

に応えてその教育訓練を

改善できる。 

1.HaUI が、自律的に産業

界のニーズに応えてそ

の教育訓練を改善する

ことを可能にするマネ

ジメントサイクルを強
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 技術協力 

プロジェクト名 

協力期間及び特色 

上位目標 
プロジェクト 

目標 
成果 

日系企業との有機的な

連携（人材育成ニーズ

の情報共有、カリキュ

ラムの策定・評価への

参画、インターンシッ

プ、協働による技能検

定実施等）が実施され

た。 

化する。 
2.HaUI が、政策や産業界

の需要を踏まえて、技

能検定制度を構築す

る。 
3. HaUI が学生に対し効

果的なインターシップ

プログラムを提供す

る。 

P-3 ハノイ工業大学 
指導員育成機能 
強化 
プロジェクト 
（円借款附帯プロ） 
 
2013/6-2016/6 
実施中 

国際レベルの職業訓練を

提供する職業訓練機関が

一定程度存在する。 

ハノイ工業大学(HaUI)が
日本レベルの職業訓練校

の先行モデルとして、機

械及び電気・電子職種に

おいて他の職業訓練校に

対して適切に技術移転が

実施できる。 

1. 異なる省庁に属する職

業訓練学校間において

も有効な、現職指導員

能力強化スキームのモ

デルが確立される。 
2. HaUI がプロセス管理

の手法を用いて、機械

及び電気・電子職種に

おいて新たな現職指導

員能力強化研修プログ

ラムを開発する。 
3. HaUI とハノイ技能技

術職業訓練短大(TTC)が
プロジェクトにおける

フルタイムの協働を通

じ、知識や技能、ノウ

ハウを共有する。 

P-4 ホーチミン工業大学重

化学工業人材育成支援 
プロジェクト 
 
2013/10-2016/10 

ベトナムの 2020 年まで

の工業化に向けて、同政

府が実践的技術者の人材

育成モデルを推進する。

ホーチミン工業大学

(IUH)が、ベトナムの重

化学工業振興のための実

践的技術者の人材育成モ

デルを提示する。 

1. IUH タインホア分校

が、重化学工業、特に

製油産業分野におい

て、より実践的、創造

的な人材を育成でき

る。 
2. IUH が、地場産業界や

周辺コミュニティーと

の人材育成に係る連携

の枠組みを構築する。 
3. IUH が、関係政府や他

の教育訓練機関、また

ベトナム地域社会と、

実践的技術者の人材育

成モデル促進に向けた

関係を強化する。 

出典：JICA 調査団作成 

また、現在実施中の技術協力プロジェクト及びこれまでのベトナム国への技術協力プロ

ジェクトの活動内容を表 14-2 に示す。 

表 11-2 ベトナム国の職業訓練分野における技術協力プロジェクト活動内容 

 技術協力 

プロジェクト名 

協力期間 

活動 

P-1 ハノイ工科短期大学機

械技術者養成計画 
 
2000/4-2005/3 

1.訓練コースのための施設、機材が設置される。 

2.機械工業分野のニーズに基づいてカリキュラム開発を行い、教材等を作成す

る。 

3.指導員を訓練する。 
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 技術協力 

プロジェクト名 

協力期間 

活動 

4.入学志望者の応募資格、条件を規定し、募集専攻を実施する。 

5.自立発展に必要な組織・体制づくりをする。 

6.現行の機械工業分野の訓練体系を見直す。 

P-2 ハノイ工業大学技能者

育成 
プロジェクト 
 
2010/1-2013/1 
日系企業との有機的な

連携（人材育成ニーズ

の情報共有、カリキュ

ラムの策定・評価への

参画、インターンシッ

プ、協働による技能検

定実施等）が実施され

た。 

1-1.HaUI はマネジメントサイクル強化に向けたワーキンググループを組成する。

1-2.同 WG は現行のすべての教育訓練管理作業を再確認し、「ニーズ把握と取り組

み分野選定」、「準備と実施」、「評価とフィードバック」といった課程にそれ

ぞれ整理する。 

1-3.上記過程を分析のうえ、同 WG は産業界との効果的且つ効率的な連携に向けた

強固且つ組織的な体制を備えたマネジメントサイクル案を策定する。 

1-4.同案に則って、HaUI はモデル学部/センターにおいて、産業界のニーズ把握

の取り組みを行う。 

1-5.同案に則って、HaUI はモデル学部／センターにおいて、企業と協力してカリ

キュラムや教育手法、教材を開発/改善する。 

1-6.同案に則って、HaUI はモデル学部／センターにおいて、企業と協力して講師

を育成する。 

1-7.同案に則って、HaUI はモデル学部／センターにおいて、企業と協力して教育

訓練を評価分析し、次のサイクルへのフィードバックを実施する。 

1-8. 同 WG は同案を評価分析し、産業界との強固且つ恒常的な連携を備えたマネ

ジメントサイクルの制度かに向けた方策を確定する。 

2-1.HaUI は技能評価制度構築に向け、管理部門と技術系サブグループによるワー

キンググループを組成する。 

2-2.同 WG は関係省庁や産業界との意見交換を通じて技能検定制度の理解を深め

る。 

2-3.同 WG はベトナム内外の既存の技能検定を調査する。 

2-4.同 WG は HaUI で行う技能検定の計画を策定する。 

2-5.技術系サブグループは技能検定に必要な材料を開発する。 

2-6.技術系サブグループは技能検定に必要な検定員を育成する。 

2-7.技術系サブグループは技能検定に必要な機材を手当てする。 

2-8.技術系サブグループは技能検定を実施する。 

2-9.同 WG はどう技能評価制度を評価分析し、今後の発展に向けた教訓を抽出す

る。 

2-10.同 WG は技能検定の普及促進のために技能競技会を運営する。 

2-11.HaUI は国家技能検定の構築モデルを提言する。 

3-1.HaUI 教育訓練局とその他関係部局は産業界と効果的なインターンシッププロ

グラムを促進する上での課題を洗い出すための調査を行う。 

3-2.HaUI 教育訓練局と関係部局は上記調査の結果を踏まえてインターンシッププ

ログラムを改善する。 

3-3.LETCO はインターンシップ情報の収集/処理/管理/供給の能力向上に取り組

む。 

3-4.教育訓練局と関係部局はインターンシップ運営能力強化に取り組み、当該

サービスの向上を図る。 

3-5.HaUI は改善後のインターンシッププログラムを評価分析し、更なる改善に向

けてフィードバックを行う。 

P-3 ハノイ工業大学 
指導員育成機能 
強化 
プロジェクト 
（円借款附帯プロ） 
2013/6-2016/6 
実施中 

成果１．産業界ニーズに応えた職業訓練実施に係る活動 

1-1.現職指導員能力強化研修スキームのモデルを開発するために、HaUI は、関係

機関（TTC、等）を招いてワーキンググループ（WG）を立ち上げる。 

1-2.WG は、異なる省庁に属する職業訓練学校間で現職指導員能力強化研修を実施

するための現行スキームを事務的な面（手続き・費用分担）、制度的な面（関係

省庁の役割・権限）の両面において確認する。 

1-3.WG は、望ましい現職指導員能力強化研修スキーム案を作成する。 

1-4.WG は、同案を試行する。 

1-5.上記取り組みを通じて、WG は、現職教員研修スキームのモデルをとりまとめ

る。 

1-6.WG は、上記 1-2.から 1-5.を実施するに際し、MOIT や MOLISA 等の関係機関と

意見交換を行う。 
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 技術協力 

プロジェクト名 

協力期間 

活動 

1-7.WG は、現状の現職指導員能力強化研修を向上させるために、同モデルを職業

訓練総局にインプットする。 

成果２．技能検定制度の構築に係る活動 

2-1.HaUI は、他校を含む現職指導員の能力を評価する。 

2-2.HaUI は、同評価結果に基づき、現職指導員能力強化研修の対象者及び課題を

特定する。 

2-3.HaUI は、現職指導員能力強化研修のためのカリキュラムや教材を開発する。

2-4.HaUI は、現職指導員能力強化研修のための指導員を育成する。 

2-5.HaUI は、開発されたカリキュラムや教材を活用して対象者に対して現職指導

員能力強化研修を実施する。 

2-6.HaUI は、現職指導員能力強化研修を評価・フィードバックし、現職指導員能

力強化研修プログラムを完成する。 

成果３．インターンシップ制度整備・確立に係る活動 

3-1.TTC は、HaUI に TTC 教員をプロジェクトメンバーとして派遣し、HaUI は TTC

教員を受け入れる。 

3-2.HaUI は、TTC とともに当該教員の業務内容や目標を設定し、達成状況をモニ

タリングする。 

3-3.TTC は、当該教員が得た知識、技術、ノウハウを自校に普及されるため、TTC

においては定期的にセミナーや勉強会を開催す 

3-4.TTC は、HaUI の支援を得て、TTC において現職指導員能力強化研修を試行的

に実施する。 

P-4 ホーチミン工業大学重

化学工業人材育成支援

プロジェクト 
2013/10-2016/10 

1-1．IUH タインホア分校は、自校の教育訓練の現況を、地場産業界への貢献度合

いを含めて、確認する。 

1-2．IUH タインホア分校は、重化学工業、特に製油産業分野において、安全教育

を定着させる。 

1-3．IUH タインホア分校は、重化学工業、特に製油産業分野において、学生実験

を高度化する。 

1-4．IUH タインホア分校は、重化学工業、特に製油産業分野において、研究開発

を強化する。 

2-1．IUH は、地場産業界や周辺コミュニティーとの人材育成に関する協力促進の

ための運営管理体制を整備する。 

2-2．IUH は、地場産業界や周辺コミュニティーとの人材育成に関する各種連携を

実施する。 

2-3．IUH は、地域産業界や周辺コミュニティーとの連携を持続させるための方策

を講じる。 

3-1．IUH は、プロジェクト活動を通じて得た教訓を、定期的に関係政府機関や他

の教育訓練機関等と共有する。 

3-2．MOIT と関係政府機関は、望ましい人材育成モデルの促進の為に、広報活動

の実施を検討する。 

3-3．IUH は、実践的技術者育成のための望ましい人材育成モデルについて、商工

省や他の教育訓練機関に提言する。 

出典： JICA 調査団作成 

11.2. 円借款による職業訓練機関への協力内容・スケジュール 

「ベトナムの産業界の人材ニーズに合致した技能者養成機能の強化を通じて、質の高い技

能者の供給向上を図る」ことを目的として、日本のポリテク・カレッジレベルの職業訓

練の提供を可能とする、機械加工及び電気並びに電子分野における訓練機材調達を行う。 

また、技術協力により、円借款にて資機材供与を受けた職業訓練機関が、同機材を有効

活用して当初の目的を達成できるよう、各職業訓練機関の指導員及び管理職に対して機

材の有効活用方法や維持管理の訓練、それに伴うカリキュラム、シラバス、教材開発の

ための技術協力を行うことを前提として訓練機材が計画、調達される。 
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円借款については、2016 年前半の交換公文締結、借款契約締結が予定されており、訓練

機材の設置完了、使用開始は 2019 年後半からが計画されている。 

技術協力は、これを踏まえて次のように実施していくことを計画する。 

- 借款による調達機材等を使用・運用できるために必要となる指導員の技術・技能の

向上支援、及び調達される機材の維持管理に係る支援を、機材の設置完了、使用開

始が計画されている 2019 年後半までに実施する。 

- 2019 年後半以降は、産業界と連携し、調達された機材等を有効活用して更に訓練水

準を向上させ、産業界のニーズを満足する卒業生を輩出していくための、例えば指

導員専門技術等の深化や訓練内容／カリキュラム等の改善といった協力を実施する。 

11.3. 技術協力事業の内容検討手順 

検討手順は次のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：JICA 調査団作成 

 

11.4. 技術協力事業の内容検討結果 

(1) これまでの技術協力プロジェクトの活動内容・結果 

1) PDCA による職業訓練のプロセス管理 

P-1（ハノイ工科短期大学機械技術者養成計画 2000/4-2005/3）、P-2（ハノイ工業大学技

能者育成プロジェクト 2010/1-2013/1）により、表 11-3 の PDCA による職業訓練のプロ

セス管理手法は、表 11-8「企業ニーズを取り入れた訓練プロセス管理手法」のとおり、

「中核校」の HaUI には技術移転されていると判断される。 

（１）．これまでの技術協力の活動内容・結果の確認・検討 

（２）．現在実施中の技術協力の活動計画、進捗状況等を確認・検討 

（３）．借款事業支援対象機関の現状確認・検討 

（４）．職業訓練関連にて実施されている支援事項（技能検定制度）等の確

認・検討 

（５）．借款調達計画機材・訓練体系図に基づく技術協力項目の検討 

技術協力素案策定 
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表 11-3 職業訓練のプロセス管理 

プロセス 活動  

プロセス-1 訓練ニーズの把握 P-2 ハノイ工業大学技能者育成プロジェクト 

プロセス-2 訓練実施分野の選定 P-2 ハノイ工業大学技能者育成プロジェクト 

プロセス-3 カリキュラムの作成 P-2 ハノイ工業大学技能者育成プロジェクト 

プロセス-4 訓練の実施に向けた準備 P-1 ハノイ工科短期大学機械技術者養成計画 

プロセス-5 訓練の実施 P-1 ハノイ工科短期大学機械技術者養成計画 

プロセス-6 訓練の評価 P-2 ハノイ工業大学技能者育成プロジェクト 

プロセス-7 改善策の検討と実施 P-2 ハノイ工業大学技能者育成プロジェクト 

出典：JICA 調査団作成 

現在実施中の P-3（ハノイ工業大学指導員育成機能強化プロジェクト 2013/6-2016/6）に

おいては、PDCA サイクルを活用した職業訓練管理手法が、HaUI と協働する「基幹校」

であるハノイ技能技術職業訓練短大 TTC 及びホーチミン職業技術短大 HVCT に技術移

転され、これら 3 校の指導員が中心となり、借款事業対象校並びにベトナム国内の職業

訓練機関の指導員等に対する技術指導を行い、指導員等の能力が強化されることが目標

となっている。 

現状では、後述の現在実施中の技術協力の進捗状況等のとおり、「中核校」HaUI より

「基幹校」TTC への技術移転は順調に進捗している。また、当初の計画に追加する形で

「基幹校」より HVCT をはじめとする他校への技術移転についても実施されており、順

調に進捗していると思える。一方、プロセス管理はまだまだ不足しており追加投入が必

要である。 

2) 技能検定制度構築 

ベトナムは NOSS を設定し、GDVT により技能検定が実施されている。 

日本は技能検定制度普及のため、長期専門家を派遣し引き続き支援を行っており、技能

検定制度は普及してきていると判断される。 

なお詳細については、後述の(3)､(4)を参照願いたい。 

3) インターンシップ制度整備・確立 

対象校の取り組み状況は表 11-9「就職支援システム」のとおりであり、日系企業等を中

心にインターンシップ制度が定着してきているが、教育機関と、企業との連携の仕組み

が整備・確率されていない面もあるとの指摘もあり、一層の体制整備が望まれる。 

4) 産業界連携 

HaUI では日系企業等を中心に、短期セミナーの実施（在職者訓練の実施）等により産業

界との連携が深まっている。 

(2) 現在実施中の技術協力プロジェクトの活動計画、進捗状況等 

現在実施中の技術協力プロジェクトは、次のように実施されている。 

「HaUI Technical Model」として、技術協力第 1 フェーズ（2000～2005）及び第 2 フェー

ズ（2010～2013）のプロジェクトを通して、「中核校」HaUI に蓄積された日本型職業訓

練に関する知識・技能及びノウハウを、現在実施中の第 3 フェーズプロジェクト（2013
～2016）の中で、北部（ハノイ）の「基幹校」として選定された VCTT、及び南部

（ホーチミン）の「基幹校」に選定された HVCT への技術移転、並びに現職指導員研修

コースの開発・実施等により、カスケード方式により全国の職業訓練施設に拡大（横展

開）するために整理・集約した「専門技術群（テクニカルスキル）」及び「企業ニーズ

に基づく訓練運営管理手法（ソフトスキル）」を整備、確立する。 
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1) 専門技術 

「基幹校」へ技術移転するとともに、地方訓練施設指導員に対する指導員研修コースとし

て開発・実施 

機械分野：①マシニングセンタ、②機械保全、③３D-CAD、④CNC 旋盤（又は金型加工）

電気分野：①PLC ネットワーク、②電気保全、③PLC 応用、④サーボモータ 

電子分野：①PIC マイコン、②PLC 三菱、③PLC 応用、④FPGA 

 

2) 訓練運営管理及び企業連携 

「基幹校」へ技術移転するとともに、一部、他の職業訓練機関指導員研修コースとして開

発 

①５Ｓ・安全活動：施設管理の一環として、また、学生の「5S・安全」に対する意識啓

発活動として実施 

②訓練運営管理及び産業界連携 

（訓練運営管理）              （産業界連携） 

PDCA によるプロセス管理  従業員教育（短期セミナー） 

訓練ニーズ調査 

（企業・ＴＶＥＴ） 

講師派遣（社内教育） 

CUDBAS に擁るカリキュラ

ム開発及び能力評価 
技能評価（技能検定） 

訓練実施 

（指導技法・教材開発） 

インターンシップ 

（職業意識向上） 

訓練評価・改善 就職支援 

（求人紹介・就職フェア等） 
 

図 11-1 現在実施中技協 P-3 における訓練運営管理及び産業界連携項目 

 

3) 実施状況等 

表 11-4 技協 P-3 活動計画・進捗状況 

HaUI モデルとして移転すべき技術 
技術移転状況 

（HaUI⇒基幹校）

技術移転状況 

（HaUI/基幹校⇒ 

その他の VCs） 

指導員研修（TOT） 

開発状況 

機

械 
マシニングセンタ 実施済/中 実施中 済 

ＣＮＣ旋盤（または金型設計） 実施済/中   開発中 

技能検定（ＣＮＣフライス盤） 実施済/中   開発検討中 

汎用機械の機械保全 実施済/中 実施中 済 

３Ｄ-ＣＡＤ 2015 年度実施済 2015 年度実施中 済 
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HaUI モデルとして移転すべき技術 
技術移転状況 

（HaUI⇒基幹校）

技術移転状況 

（HaUI/基幹校⇒ 

その他の VCs） 

指導員研修（TOT） 

開発状況 

電

気 
ＰＬＣ応用（オムロン） 実施済/中 実施中 済 

空圧技術 実施済/中   開発検討中 

汎用機械の電気保全 実施済/中 実施中 済 

ＰＬＣネットワーク 実施済/中 実施中 済 

サーボモータ     開発中 

電

子 
ＰＩＣマイクロコントローラ 実施済/中 実施中 済 

ＰＬＣ（三菱）とインバータ技術 実施済/中 実施中 済 

ＰＩＣ応用 2015 年度実施済 2015 年度実施中 済 

ＦＰＧＡ     開発中 

運

営 
ＣＵＤＢＡＳ 2015 年度実施済 2015 年度実施中 済 

５Ｓ 実施済/中   開発検討中 

訓練ニーズ調査（企業調査） 実施済/中   フェーズ３では開発しない

ＰＤＣＡ 2015 年度実施済 2015 年度実施中 済 

指導技法・教材開発     フェーズ３では開発しない

訓練評価・改善     フェーズ３では開発しない

産

業

界

連

携 

短期セミナー 実施済/中   フェーズ３では開発しない

社内教育     フェーズ３では開発しない

技能検定     フェーズ３では開発しない

インターンシップ     フェーズ３では開発しない

就業支援     フェーズ３では開発しない

出典：JICA 調査団作成 

4) その他 

次期技術協力では、HaUI がベトナムにおける職業訓練の「中核校」として、ハノイを中

心とする北部、ホーチミンを中心とする南部に設置される「基幹校」、及び借款により

機材整備が計画されている各対象校やそれ以外の他の職業訓練機関に対して適切に技術

移転を実施していくという役割、機能を果たしていくために、現地企業ニーズに見合う

質の高い技能者を育成するための職業訓練を独自に実施していくことができる体制に到

達することが求められる。しかしながら、ToT モデルの策定、実施まで日本人専門家主

導の場合は約６ヶ月を要するのに対して HaUI 側が主導した場合は約 8-10 ヶ月を要する

と見込まれていることや、後述（３）借款事業支援対象機関の現状確認・検討のとおり

そこまで到達したとは言えず、HaUI の運営・管理体制のさらなる整備・強化、企業/産
業界との連携体制の整備・強化も含め、引き続き支援を行っていく必要性は高い。 

(3) 借款事業調査支援対象機関の現状等調査 

円借款事業による機材整備対象機関の現状等を把握するため、次の 5 項目について、そ

の現状等を調査した。 

① 5S 活動の実施状況 

② 企業ニーズが高い分野の訓練実施状況 

③ 企業ニーズを取り入れた訓練プロセス管理手法 

④ 就職支援システム 

⑤ 技能検定 

なお、調査に際しては日本のポリテク・カレッジでの上記 5 項目の実施状況を基準とし、

各調査対象機関の状況を段階評価した。 
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現状及び評価結果等は次の通りである。 

① 5S 活動の実施状況及び評価結果等 

表 11-5 の活動内容を点検項目として調査を実施した。 

調査結果は表 11-7 の通りとなった。各校とも相応の活動は実施されてきているが、各校

達成度合いにバラつきがあり、何のために、何を目的として活動するのか等が完全に理

解されているとは判断できず、さらなる活動継続、体制整備等が必要と判断される。 

 

表 11-5 5S 項目と活動内容等 

5S 項目 活動 

整理 
Sort 

Remove unnecessary items and dispose of them properly 

Make work easier by eliminating obstacles 

Reduce chance of being disturbed with unnecessary items 

Prevent accumulation of unnecessary items 

Evaluate necessary items with regard to cost or other factors 

Remove all parts not in use 

Segregate unwanted material from the workplace 

整頓 
Straighten 
Set in order 
Streamline 

Arrange all necessary items so they can be easily selected for use 

Prevent loss and waste of time 

Make it easy to find and pick up necessary items 

Ensure first-come-first-served basis 

Make workflow smooth and easy 

清掃 
Shine 
Sweep 
Sanitize 

Clean your workplace completely 

Use cleaning as inspection 

Prevent machinery and equipment deterioration 

Keep workplace safe and easy to work 

清潔 
Standardize 

Standardize the best practices in the work area 

Maintain high standards of housekeeping and workplace organization at all times 

Maintain orderliness.  
Maintain everything in order and according to its standard 

Everything in its right place  
(Chilled totes in chilled area, Dry totes in dry area) 

Every process has a standard 

躾 
Sustain 

To keep in working order 

Also translates as “ do without being told” 

Perform regular audits 

Training and Discipline 

出典：JICA 調査団作成 

② 企業ニーズが高い分野の訓練実施状況 

企業ニーズが高いであろうと思われる分野の訓練実施状況について調査した。 

調査に際しては、各校の機材の状況、カリキュラム等を踏まえて、日本のポリテクカ

レッジで実施している訓練内容との対比を基準として実施状況を評価した。 

各校とも近隣企業のニーズを踏まえて訓練内容を改変してきているとのことであるが、

訓練内容のさらなる改善等も可能であると判断された。 

③ 企業ニーズを取り入れた訓練プロセス管理手法 

プロセス管理における各プロセス内容と主な取り組み項目を点検項目として調査を実施

した。調査結果は表 11-8 の通りとなった。 
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PDCA による訓練プロセス管理について既に HaUI には技術協力 P-1,2 において技術移転

されているが、「基幹校」への技術移転は実施中であり、その他の対象校へは何の対応

もなされていないことから、HaUI 以外はプロセス管理手法について未知の状況となって

いる。各校とも独自の管理手法にて訓練を管理しているが、体系化、システム化はなさ

れておらず PDCA による訓練内容改善等にまでは至っていない状況である。 

職業訓練を効果的かつ効率的に実施していくため、PDCA 手法を取り入れた訓練プロセ

ス管理手法の技術移転の必要性は極めて高い。プロセス管理手法の概要は表 11-6 の通り。 

表 11-6 プロセス管理における各プロセス内容と主な取り組み項目 

 基本プロセス 主な取り組み項目 

１ 訓練ニーズの把握 

種々の情報（各種報告書、統計

データ、及び団体・企業のヒアリ

ング結果等）などにより、人材

ニーズ等を分析し、訓練コースを

設定する地域ごとにニーズの質及

び量について的確に把握する。 

１－１．地域の産業概況等の把握 

１－２．人材ニーズの把握 

１－３．求職者ニーズの把握（アンケート、ヒ

アリング） 

１－４．把握したニーズの分析 

２ 実施訓練分野の選定 

把握した人材ニーズ等を基に仕事

を分析し、職業能力体系（仕事の

体系）を作成する。 

訓練を要する仕事の領域・範囲を

選定し、併せて訓練に必要な機器

や他の機関との競合の有無などを

考慮して訓練を実施する分野を選

定する。 

２－１．人材ニーズ等の職務とその仕事の明確

化 

２－２．訓練する職務としごとの範囲の選 定 

２－３．地域の関係機関及び有識者からの意見

聴取 

３ 訓練カリキュラムの設定 

選定した分野の訓練コースについ

て、地域の人材ニーズ等を基に訓

練目標を設定し、訓練カリキュラ

ムを作成する。 

３－１．仕上がり像（訓練目標）の設定 

３－２．職務ごとの訓練到達目標及び訓練の到

達水準の設定 

３－３．訓練内容、訓練課題、所用訓練時間の

検討 

３－４．指導方法の検討 

４ 訓練実施に向けた準備 

訓練を実施するにあたり、機器や

教材、指導員（講師）体制等の準

備を適切に行う。 

４－１．訓練実施計画（案）の作成 

４－２．訓練コースの評価に係る諸準備 

４－３．訓練コースの情報提供に係る諸 7準備 

４－４．訓練の実施に関する諸準備 

（１） 指導案の作成 

（２） 実学融合となる指導方法の検討と訓練課

題の選定 

（３） 指導員（講師）としての地域人材の活用

（４） 関係機関との業務連携と地域の産業界と

の交流 

（５） 教材、補助教材、教材使用計画の作成と

準備 

（６） 相談援助の実施計画及び資料の作成 

（７） 就職促進活動の実施計画及び資料の作成

（８） 安全衛生に関する実施計画及び資料の作

成 

（９） 指導員（講師）の研修 
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 基本プロセス 主な取り組み項目 

５ 訓練の実施 

受講者の就業能力（エンプロイア

ビリティ）の向上のために効果的

な訓練を実施する。 

５－１．訓練の進め方 

５－２．習得度の確認 

５－３．受講生の満足度等の把握 

５－４．就職支援・促進活動 

６ 訓練コースの評価 

受講者の満足度、習得度、修了生

の仕事への活用度などについて、

受講者及び事業所アンケートやヒ

アリング等により訓練コースの効

果について検証するとともに、訓

練コースの問題点や課題を抽出す

る。 

６－１．訓練コースの評価 

６－２．修了生及び就職先事業所へのフォロー

アップ調査 

６－３．課題・問題点及び効果・成果の整理と

検討 

６－４．業務への取組状況の診断 

７ 訓練コースの改善 

抽出された問題点・課題を分析

し、訓練コースの改善を図るため

に課題の解決、訓練カリキュラム

や実施体制等の改善案を検討し、

改善を実施する。 

７－１．改善策等の検討・実施 

７－２．見直し結果の公表 

出典：JICA 調査団作成 

④ 就職支援システム 

調査結果は表 11-9 の通りであり、各校とも学生、卒業生の就職支援には注力しており、

調査時の質問回答によれば卒業生のほぼ 100%が卒業後すぐに就職しているとのことであ

り、首相決定 No.761/QD-TTg  2014/05/23 高品質職業訓練校開発プロジェクトにおいて

規定されている、「At least 80% of graduates have a proper job within 6 months after 
graduation, in which at least 90% are the key occupations.」を満たしている。 

しかしながら、各校の就職支援システムはバラつきがあるとともに、ベトナム国人材育

成に関する日系企業ニーズ調査結果報告 (JICA ベトナム事務所 2014/10/03)によれば、

「インターンシップに対する関心は高いが、教育機関と、企業との連携の仕組みが不足し

ており情報が少ないため、インターンシップの受け入れに至っていない」と確認されて

いるなど、インターンシップ制の更なる整備・拡充、企業情報の整備、卒業生の進路状

況等の整備、就職支援ガイドブック作成やキャリアカウンセリングの整備等、企業との

さらなる連携強化を含む学校運営・管理体制と併せた就職支援システム改善の余地は多

い。 

⑤ 技能検定 

ベトナムでは技能レベル 1～5 までの 5 段階分けされた NOSS が設定されており、GDVT
により技能検定が実施されてきている。技能検定実施のためには機材整備を含む検定実

施場所の選定・確保、技能検定員養成等体制整備を行っていかなければならないことか

ら、技能検定実施科目は現在のところ限られている。 

技能検定制度について日本は専門家派遣等技術支援してきており、実施される技能検定

試験が日本における技能検定試験に準拠した場合は、技能試験合格者に対する認定証に

JAVADA が付記及びサインをして認証している。 

対象校のうち、HIVC、HVCHT、及び HaUI の 3 校は日本における技能検定試験に準拠

した技能検定にも関与してきており、今回調査においてはこの点を含めての調査となっ

た。残りの対象校については NOSS のみを対象とした調査となった。 
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技能検定について、各校ともその必要性を認識しているが、対応等は定まっていない状

況にあると判断される。日本においてはポリテクカレッジ卒業時に学生の能力習得状況

を確認する技能検定レベル 3 級（NOSS ではレベル 3 であり、対象校における訓練目標

とほぼ同レベル）にほぼ対応する技能照査が実施されているなど、技能検定と職業訓練

は密接な関係を有している。 

円借款事業により対象校に整備される機材については、この NOSS に使用可能な機材が

計画されている。対象校は機材整備により技能検定実施場所としての適格要件を満たす

こととなるため、技能検定実施センター資格の取得や、指導員の技能検定員資格取得等

技能検定制度に積極的に取り組んでいくべきである。 

(4) 職業訓練関連にて実施されている支援事項（技能検定制度）等の確認・検討結果 

技能検定制度の普及支援を目的に、専門家（職業能力開発制度アドバイザー）が派遣さ

れているが、派遣目的、活動内容、期待される成果、及び日本標準の技能検定と NOSS
との関係及び NOSS の実施状況は次のとおり。 

＜派遣の目的＞ 

職業訓練と国家技能検定に関し、産業界のニーズに合わせた改善へ向けた活動・助言・

支援がなされる。 

＜活動内容＞ 

以下についての助言・支援等を行う。 

1．指導員訓練の改善へ向けた技術協力プロジェクトの活動との連携強化 

2．指導員育成強化制度の構築へ向けて、関係法令や制度の確認と必要に応じた整備、関

係実施機関との調整 

3．裾野産業分野を中心として国家技能検定の実施促進 

4．技能検定の普及に向けた取組み 

5．職業訓練や国家技能検定の改善に向けて、日系企業や他の関係機関を含む民間セク

ターとの関係構築・強化 

＜期待される成果＞  

1．指導員訓練の改善を通じて、職業訓練機能の強化が進められる。 

2．特に裾野産業分野における国家技能検定の実施が促進される。 

3．職業訓練と国家技能検定の改善にあたり、民間企業との連携体制が強化される。 

＜日本標準の技能検定と NOSS との関係及び NOSS の実施状況＞ 

1) ベトナムの機械加工分野の国家技能標準 

・ベトナムでは現在約 190 職種の国家技能標準が制定されている。 

・このうち、機械加工分野では「CNC 金属加工」の国家技能標準が制定されている。し

かし、この「CNC 金属加工」の国家技能標準は、普通旋盤、フライス盤などの汎用機を

含めた内容にはなっておらず、日本の「機械加工」職種の技能検定試験の基準に相当す

る国家技能標準とはなっていない。 

2) ベトナムにおける技能検定試験の実施状況と日本の支援 

・ベトナムでは、上記の約 190 職種のうち 2013 年までに CNC 金属加工を含め 16 職種の

技能検定試験が実際に実施されている。（注：この 16 職種には日本の支援による下記の

機械加工（普通旋盤、フライス盤）、情報配線施工は含まれていない。） 
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・JICA は JAVADA と連携して、現在、ベトナムに対して、日本の技能検定試験の「機

械加工（普通旋盤作業、フライス盤作業）」等の導入・実施支援を行っており、これま

でに数回実施し、JAVADA 付記のあるベトナム職業訓練総局長名の合格証書も交付され

た。しかし、上記のとおり、この職種に相当するベトナムの国家技能標準が制定されて

いない中で導入実施支援をしているのが実情となっている。 

 



表 11-7 5S 活動調査結果 

出典：JICA 調査団作成 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13

HCMVC HIVC VCTT BRVTVC HVCHT VPVC DNVC CVCT HVCT VCMI HaUI HPVC HNVC

1 整理 ○ △ △ ○ ○ △ △ ○ ○ ○ ◎ ◎ △

2 整頓 △ ○ △ ○ ◎ △ △ ○ △ ○ ◎ ○ △

3 清掃 △ △ △ △ ○ △ △ ○ △ △ ◎ ○ △

4 清潔 ○ △ △ ○ ○ △ △ ○ △ △ ◎ ○ △

5 躾 △ △ △ ○ ○ △ △ ◎ △ △ ◎ ◎ △

6 その他有効な取り組み 注１）

目に見える教室内

はきれいにしてい

るが、実習場の中

は、機材を適当に

置いてあったり、切

削屑が機械の中に

残っているなど５Ｓ

の取り組みが今一

歩である。

また、作業帽、保

護メガネ等の不着

用での加工を実施

していることから躾

についても基本か

ら支援する必要が

あると考えられる。

2013年から導入を

しているが、試行

段階である。

Panasonic企業や

HaUIの手法を勉強

中である。

2013年から実施に

取り組んでいるが

まだ定着していな

い

５Sの取り組みは

2013年から始まっ

た。指導員の５S研

修から始まり現在

は訓練に取り入れ

られている。実習

場及び教室はきれ

いに整備されてい

た。しかし、まだ環

境等の保全や安

全作業についての

意識の面では改善

が必要である。

2014年3月よりトヨ

タの紹介/指導に

より取り組んでい

る。

12月からは改善に

ついて取り組む予

定である。

表面でなく、真の

精神が根付くよう

にじっくりと取り組

まれることを望む。

これから取り組み

を始めるところであ

る。

HaUIのほか、

National Technical 

University of 

Hanoi、Technical 

University of 

Hanoi、Provincial 

Vocational 

Collegeから講師を

招き、5S活動を導

入する予定。

2014年12月から具

体的な５S活動を

開始する予定であ

る。

船舶関係の訓練を

中心に発展した短

大であり、整理整

頓はできている方

である。

組織的な活動等に

ついては今後の取

り組みいかんであ

る。

2012年より実施し

ているが、不十分

である。目に見え

るところは良いが、

トイレなど普段目

につかないところ

が悪い。

他のVCに５Sの研

修に出向き学ん

だ。整理整頓は教

室及び実習場とも

によくできていた。

廊下等の共有場

所については清掃

の意識が行き届い

ていない。調査の

際にヘルメットを提

供してくれた学校

の一つで安全に対

する意識は高いよ

うに感じた。

注１）

各所に５Sの表示

があり取り組みは

評価される。

今後は、表示が無

くてもできるような

意識が生まれるよ

う育みたい。

新入生に対する５

Sセミナー、５S委

員会の設置、５S週

間と表彰など施設

全体の取り組み・

制度として定着し

ている。

Kitakyushu 

International 

Techno-

cooperative 

Association 

(KITA)による５S指

導があり、早い時

期から取り組まれ

ていた。

実施されているが

まだ定着していな

い。

◎　：　実施　（日本のポリテクカレッジと同等）

○　：　実施　（ソフト面の協力が必要）

△　：　実施　（基本からの支援が必要）

×　：　未実施
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表 11-8 起業ニーズを取り入れた訓練プロセス管理手法 

出典：JICA 調査団作成 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13

HCMVC HIVC VCTT BRVTVC HVCHT VPVC DNVC CVCT HVCT VCMI HaUI HPVC HNVC

1

訓練ニーズの把握
種々の情報（各種報告書、統計データ、及び団体・企業のヒ
アリング結果等）などにより、人材ニーズ等を分析し、訓練
コースを設定する地域ごとにニーズの質及び量について的
確に把握する。

◎ ◎ ○ ○ ◎ ◎ △ ○ ○ ◎ ◎ ○ △

2

訓練実施分野の選定
把握した人材ニーズ等を基に仕事を分析し、職業能力体系
（仕事の体系）を作成する。訓練を要する仕事の領域・範囲
を選定し、併せて訓練に必要な機器や他の機関との競合
の有無などを考慮して訓練を実施する分野を選定する。

◎ ◎ ○ ○ ○ ◎ △ ○ ○ ○ ◎ ○ △

3
カリキュラムの作成
選定した分野の訓練コースについて、地域の人材ニーズ等
を基に訓練目標を設定し、訓練カリキュラムを作成する。

◎ ◎ ○ △ ◎ ○ △ ○ ○ ○ ◎ ○ △

4
訓練の実施に向けた準備
訓練を実施するにあたり、機器や教材、指導員（講師）体制
等の準備を適切に行う。

◎ ○ ○ △ ◎ ○ △ △ ○ ○ ◎ ○ △

5
訓練の実施
受講者の就業能力（エンプロイアビリティ）の向上のために
効果的な訓練を実施する。

◎ ◎ ○ △ ◎ ○ △ △ ○ ○ ◎ ○ △

6

訓練の評価
受講者の満足度、習得度、修了生の仕事への活用度など
について、受講者及び事業所アンケートやヒアリング等によ
り訓練コースの効果について検証するとともに、訓練コース
の問題点や課題を抽出する。

◎ ○ ◎ △ ◎ ○ △ ○ ○ ◎ ◎ ○ △

7

改善策の検討と実施
抽出された問題点・課題を分析し、訓練コースの改善を図
るために課題の解決、訓練カリキュラムや実施体制等の改
善案を検討し、改善を実施する。

○ ○ ○ △ ○ ○ △ △ △ ○ ◎ ○ △

機械分野については、

ＮＣ加工の訓練ニーズ
が多いため、ＮＣプロ

グラムの確認、ＮＣ加

工機の基本操作等を
シュミレートするため

の機材を独自で購入
するなど、非常に積極

的に対応している。

電気・電子分野では、
ソーラー発電システム

とスマートハウスモデ
ルシステムを導入し、

社会ニーズを先行する

ような内容までの訓練
を実施している。

JAVADAの旋盤加工3

級を修了試験課題とす
るなど、実技を中心と

した充実した訓練にな

るよう努力している。

産業ニーズは 、科と

協力して  Enterprise 
Relation Office（5人）

がニーズの収集にあ

たっている。
また、訓練内容の変更

が適宜行われいて、授
業評価も実施されてい

る。

訓練ニーズ調査は企

業に対して実施されて
いる。訓練の変更や改

定も行われている様子

であるが、実施の手法
や組織づくりに関して

は改善が必要である。

NC旋盤加工実習をNC

旋盤とマシニングセン
タ加工実習に変更する

など具体的改善が見

られている。
また、改善委員会( 

Office training quality 
Control )を設けるなど

訓練改善のプロセスは

ほぼできている。

Center of Technology 

Application and Labor 
Export（学内部署）が

訓練ニーズの収集を

科とともに実施してい
る。「Inspection, 

Quality, Assistance 
and Skills 

Assessment 

Department」
（職員5名）

また、「Skills 
Assessment Center」

（ハノイに2箇所ある内

の1箇所）が設置され、
ハノイの指導員、学生

の技能評価を行ってい
る。ただし、これは場所

貸しのみ。

取り組みが不十分であ

る。

アンケート調査で得た

情報により訓練内容の
改善を実施している。

また、訓練評価も実施

している。
評価者は、①学内の

先生、②他校の先生、
③企業代表で構成さ

れ、構成委員数は7～

9名である。

訪問企業リスト、デー

タベースあり。企業の
需要を踏まえて毎年訓

練内容を見直してい

る。
近隣企業から、卒業生

の技能水準向上、職
場に適した技能訓練、

訓練生の評価、訓練

内容の評価等につい
て意見を聞いている。

訓練ニーズに基づいて

改善された訓練と同時
に、授業評価を、

Assessment 

committeeが評価する
（メンバーは、校長、副

校長を含む）システム
が設置されている。

学校内にCenter for 

enterprise partnership 
and vocational skill

Assessmentの組織が

あり、ニーズ収集を行
う。同時に、先生も企

業訪問し情報を収集し
ている。

Curriculum　Revise委

員会で検討。変更の必
要があれば、学校側に

提案。30％以内の変

更は、施設で判断。そ
れ以上の場合、GDVT

の承認を得る必要あ
り。

カリキュラム評価委員

会（部内会議）で討議
し、DOLISAの評議会

で評価する。Center of 

Job recommendation
（DOLISAの傘下）も

ニーズ調査を実施して
いる。

◎　：　実施　（日本のポリテクカレッジと同等）

○　：　実施　（ソフト面の協力が必要）

△　：　実施　（基本からの支援が必要）

×　：　未実施
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表 11-9 就職支援システム 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13

HCMVC HIVC VCTT BRVTVC HVCHT VPVC DNVC CVCT HVCT VCMI HaUI HPVC HNVC

1 インターンシッププログラム ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

2 企業訪問、卒業生の講義 ○ ○ ○ ○ △ ○ ○ △ △ ○ ○ ○ ○

3 求人情報取得・回覧システム ○ △ ○ ○ ◎ ○ ○ △ ○ △ ◎ ○ △

4 就職フェア・企業別就職説明会 ○ ○ ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ◎ ○ △

5 就職支援ガイドブック ○ △ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △

6 キャリアカウンセリング ○ △ △ △ ○ △ ○ △ ○ ○ △ ○ △

7 就職状況調査 ○ △ ○ ○ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △

8 企業データベース ○ ○ ◎ ○ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○ ◎ ○ △

9 その他有効な取り組み ○ 注1) 注１） 注１） 注１） 注１）

注1)

15社（日系企業1

社：MUGEGAWA 

SEIKOを含む）と

Education 
Cooperation and 

Labor Supply M/U

を締結している。企

業からは、①新規

導入機材を利用し

た実習、②カリ

キュラムレビュー、

③インターンシップ
の受け入れ、④雇

用が、VCからは①

学生の紹介、②在

籍者訓練の受け入

れ、がそれぞれ提

供されることが取り

決められている。

受け入れ企業全体
20社、対象学科

では11社、日本

企業はキャノン

パナソニック、

デンソウ、KOCI

他である。
Center for　

Manufacture　and 

Training　Service 

を学内に組織し

企業連携及び就

職の促進を図っ

ている。

インターンシップは

学生全員が受け

る。（　2年次：10

週、3年次：8週　）

キャノン、ユニデン
など、提携企業約

200社中、約30-

40%が日系企業で

ある。

注１）

修了後６か月は、

科の先生と共同し

て、インターナショ

ナル・エンタープラ
イズ・デパートメン

ト（学内部署）が就

職をフォロー・アッ

プしている。

周辺の日本企業

は、YKK と KYOEI

である。

機械分野では、

2013/2014年でイ

ンターンシップの

学生数150人、75

社での実績があ
る。電気・電子分

野では、ユニデ

ン、キャノン、パナ

ソニック、ソニーな

どタンロン工業団

地を中心に企業実

習を実施して産業

界との交流を行っ
ている。

注１）

インターンシップ提

携企業約300社

中、日系企業は36

社。約60社と協定

を締結している。

3年生の卒業前の
3か月間、全員が

インターンシッ

プを受ける。そ

の内、90％が卒

業後、そのまま

同じ企業へ就職

している。

Training Division 

が先生と協力し

て実施する。就

職専門の組織が

無い。

毎年実施されてい

る。近隣のインダ

ストリアル・パーク

にある企業にイン

ターンシップに行っ
ている。

また、Center　of　

Admission　and　　

Job　Consultancy

で企業データベー

スを整備している。

技術系訓練生には

100%企業を紹介。

就職に結びついて

いる。

日本系企業：シオ
ガイ精機、KKKC、

Hashimoto VN等

注１）

Practice and 

Service 

Department.（職員

6名）がJob Market

と呼ばれるシステ
ムを活用し、社内

訓練生の企業実

習や就職相談を実

施している。

玄関先の電光掲

示板に求人情報を

常時掲示してい

る。

全員に1か月以上

（300H）実施し

ている。Center 

of supporting the 

Entrance Exam 

and Consulting 

Jobsが担当。

ドンナイ省のweb

サイトを活用し
ている。

キャリアカウン

セリングは、

Center of 

supporting the 

Entrance Exam 

and Consulting 

Jobsが入学時に
実施している。

学生の60～80％
がインターン

シップを受ける

（1～3か月）。

対象企業の多く

が、日系企業

（台湾企業もあ

る）

注1）
Enterprise partner 

and skill 

assessment 

center（2014年2

月設立。職員7

名）にて、就職

支援を行ってい

る。

第2フェーズの成

果として企業

データベースを
作成しているこ

と。また、就職

ﾌｪｱも定期的に実

施している。

インターンシップで

は、CanonVietnam

（Tien　Son IP）や

YAZAKI（Nomura 

IP　Hai Phong IP)
に多くの訓練生を

送り出している。

The training, 

Services and 

Employment 

Promotion Center

が就職情報を管理

している。

DOLISAとのつなが

りが強い。特に就

職等でも連携して

いる。

◎　：　実施　（日本のポリテクカレッジと同等）

○　：　実施　（ソフト面の協力が必要）

△　：　実施　（基本からの支援が必要）

×　：　未実施
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11.5. 技術協力素案、及び PDM,PO 案 

(1) 素案策定に対する基本方針等 

調査結果を基に、「11.1.技術協力事業検討の背景」を踏まえて、素案を策定する。 

なお、技術協力体制（案）を図 11-2 技術協力と円借款による機材整備との対応・関係等

を図 11-3 として次ページに示す。 

素案策定に際しての留意点等は、次のとおり。 

① 横展開の実施―HaUI/VJC（ベトナム日本センター）を「中核校」とし、北部（ハノ

イ）の TTC 及び南部（ホーチミン）の HVCT を「基幹校」として、これらを通じ

て借款対象校及び地域の周辺校において、日本のポリテク・カレッジレベルの職業

訓練が、機械及び電気・電子職種において実施できる体制が整備される。 

② 借款による機材整備スケジュールを勘案した技術協力案の策定 

借款による調達機材等を使用・運用できるために必要となる指導員の技術・技能の

向上支援、及び調達される機材の維持管理に係る支援を、機材の設置完了、使用開

始が計画されている 2019 年後半までに実施する。 

2019 年後半以降は、産業界と連携し、調達された機材等を有効活用して更に訓練水

準を向上させ、産業界のニーズを満足する卒業生を輩出していくための、例えば指

導員専門技術等の深化や訓練内容／カリキュラム等の改善といった協力を実施する。 

③ 技術協力内容の明確化 

高度な職業訓練実施するためには、指導員の技能・技術レベルの向上、指導員の指

導能力の向上、及び指導員の訓練管理能力の向上が必須となる。 

また、高度な職業訓練を実施するためには、それを支える施設＝対象校の機材維持

管理能力（機材台帳の整備、管理責任者設定制度の導入、保守・保全体制の整備及

び実施等）及び各種運営管理指標となるデータ・ベースの整備等を含む対象校運営

管能力の向上が必要となる。 

さらに、企業/産業界が求めている人材を養成していくためには訓練ニーズの把握、訓練

内容の改善、卒業生への就職/就業支援等企業/産業界との連携強化が必須となる。 

 これらを踏まえて、技術協力による成果を次の３点とする。 

 １）中核校、基幹校、対象校の指導員の技術・技能レベル、及び指導能力が向上する。 

 ２）訓練コース運営及び学校運営が改善・向上する。 

 ３）企業/産業界連携が強化される。 
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図 11-2 技術協力体制図 

出典：JICA ベトナム事務所 

 

図 11-3 技術協力と円借款による機材整備との対応・関係 
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(2) 技術協力素案 

1) 中核校、基幹校、対象校の指導員の技術・技能レベル、及び指導能力レベルの向上のた
めの技術協力素案（ToT 案） 

技術・技能レベル向上のための ToT 実施項目については、次のとおり。 

（機械科） 

現在実施中の技術協力に従事している長期専門家による、機械科訓練体系図に基づいた

支援実施状況等の詳細は次の通りとなっている。 

表 11-10 技協 P-3 実施状況指標 

実施状況 状況等の説明 

A ToT 実施済 

B 
ToT 未実施だがすぐに実施可能（技協 P-1,2 で短期、長期、日本研修による技術

向上済） 

C 
ToT 未実施で少し向上が必要（P-1 で習得又はベトナム側で習得のもの。機材の

導入教育や 3 ヶ月前後の向上研修で対応可能） 

D ToT 実施不可能（次期技協で技術向上が必要） 

E 
ToT 実施可能で訓練体系図標準外（新技術や地域ニーズ対応。P-2,3 にて短期、

長期、日本研修による技術向上済） 

F ToT 実施不可能で訓練体系図標準外（新技術や地域ニーズ対応。未習得） 

出典：JICA 調査団作成 

 

表 11-11 技協 P-3 機械科専門技術支援実施状況 

大項目 項目 実施状況等 

機械 
設計 
コース 

基礎製図 B 

機械製図 B 

機械設計製図 B 

機械要素設計 D 

機械工学実験 D 

CAD 実習 I C 

CAD 実習 II A 

CAD/CAM 実習 B 

金型設計（基本） E 

金型設計（応用、スライド機構等） F 

機械 
加工 
コース 

機械工作実習（手仕上げ） C 

機械加工実験 D 

機械加工実習（旋盤フライス盤） B 

数値制御実習 I,II(MC) A 

数値制御実習 I,II(NC 旋盤) B 

数値制御実習 I,II(WEDM) B 

測定実習（基本測定具） B 

CAD/CAM 実習 B 

精密加工実習（平面研削盤） D 

精密測定実習（3 次元測定器、その他測定器） D 

5 軸加工 F 

金型製作実習（基本） E 

金型製作実習（高速加工） F 

射出成型加工（射出成型機） F 
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大項目 項目 実施状況等 

金属 
加工 
コース 

機械工作実習（塑性加工、溶接） C 

塑性加工実習(NC ブレーキ） C 

塑性加工実習 
（レーザ） 

D 

工場 
管理・ 
保全 

シーケンス制御実習 I D 

シーケンス制御実習 II D 

保全（油空圧制御実習） D 

保全（電気・電子工学実習） 他科で対応可能 

保全（汎用機械保全） B 

出典：JICA 調査団作成 

これより、実施状況が B、C、D、F の項目が次期技術協力による ToT 支援予定候補項目

と考えられ、これらの項目は日系企業を対象としたアンケート調査により日系企業が求

めている技術ニーズ（メカトロニクスに関する技術、CNC 機械、設備や生産方法に対す

るオペレーション、プラスティック・金属の成型・鋳造）を満たすとともに、本邦にお

ける職業能力・人材に関するニーズ調査においても機械系職務従事者採用の際に求めら

れているニーズとも合致している。 

ToT 案策定に際しては、現在実施中の技協 P-3 により策定・実施されている機械科関係

「HaUI Technical Model」＝ToT モデルの策定に要する期間（1 モデルの策定、実施までに

日本人専門家主導の場合は約 6 ヶ月を要しており、ベトナム側が主導下場合は約 8-10 ヶ

月を要すると見込まれる）、及び ToT 実施の際に参加する指導員の受講可能期間（おお

よそ１-２週間が限度）を勘案して、各項目でグループ化できるものはグループ化して

ToT 案を策定していくことが望ましい。 

また、ToT 実施順序について、基礎的・基本的な技術・技能に係る ToT 及び借款計画機

材を含む ToT を 2019 年までに先行実施することとする。 

 

（電気科） 

電気科関係について現在までの技術協力による ToT 支援状況は、前記 11.4 (2) 3)のとお

り。 

訓練体系図を踏まえて ToT 支援予定項目を整理すると次の通りとなる。 
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表 11-12 電気科専門技術支援計画 

大項目 
コース 

項目 

高電圧設備技術 電力管理実習 

受電盤設備の試験実習 

電気工事・制御盤製作 屋内配線工事実習 

工場配線工事実習 

制御盤製作実習 

電気系保全実習 

誘導電動機の保守点検実習 

PLC 制御 PLC 応用命令 

空圧制御実習 

タッチパネル 

AD/DA 変換 
（拡張ユニット） 

位置決め制御 

PLC ネットワーク（MELSEC/NET) 

CC-Link 

インバータ制御 

産業用ロボット制御 

FA システム制御 

電気回路設計 CAD 操作実習 

電気回路設計実習 

設計見積実習 

マイクロコントローラー C 言語プログラミング 

PIC プログラミング基礎（I/O) 

パワーエレクトロニクス 電力半導体素子 

パワーIC 

DC/AC 変換、 
AC/DC 変換 

電力変換実習 

省エネ技術 環境エネルギー 

回生エネルギー実習 

太陽光発電実習 

冷凍空調実習 

出典：JICA 調査団作成 

これらの項目は日系企業を対象としたアンケート調査により日系企業が求めている技術

ニーズ（電気制御）や電気関連職種（電気機器組み立て、電気製図、プリント配線板製

造等）を満たすとともに、本邦における職業能力・人材に関するニーズ調査においても

電気系職務従事者採用の際に求められているニーズとも合致している。 

 

（電子科） 

電子科関係について現在までの技術協力による ToT 支援状況は、前記 11.4 (2) 3)のとお

り。 

訓練体系図を踏まえて ToT 支援予定項目を整理すると次の通りとなる。 
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表 11-13 電子科専門技術支援計画 

大項目 
コース 

項目 

電子回路 CAD 電気・電子計測、 
基本計測・応用計測 

アナログ電子回路実習 

デジタル電子回路実習 

電子回路 CAD 操作実習 

PCB アートワーク 

PCB 作成実習 

温度計測装置作成実習 

マイクロコントローラー アセンブラプログラミング 

C 言語プログラミング 

PIC プログラミング基礎(I/O) 

PIC プログラミング応用(内臓モジュール) 

PIC マイコンを用いた 
電子機器設計 

FPGA ターゲットボード設計・ 
製作 

開発環境の構築 

HDL による回路設計 

順序論理回路の実装 

FPGA を用いた電子機器 
設計 

PLC・FA 有接点リレー制御 

PLC 基本命令 

PLC 応用命令 

空圧制御 

タッチパネル 

AD/DA 変換 
（拡張ユニット） 

位置決め制御 
（AC サーボ） 

PLC ネットワーク（MELSEC/NET) 

CC-Link 

インバータ制御 

産業用ロボット制御 

制御盤作成 

FA システム制御 

パワーエレクトロニクス 電力半導体素子 

パワーIC 

DC/AC 変換、 
AC/DC 変換 

電力変換実習 

情報配線施工 データ通信 

LAN 

光通信 

光ファイバ融着作業 

ネットワーク通信 

出典：JICA 調査団作成 

これらの項目は日系企業を対象としたアンケート調査により日系企業が求めている技術

ニーズ（電気制御、FA）や電子関連職種（電子機器組み立て、電子回路設読等）を満た

すとともに、本邦における職業能力・人材に関するニーズ調査においても電気系・IT 系

職務従事者採用の際に求められているニーズともほぼ合致している。 
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技術・技能レベル向上のための ToT 案作成に際しての留意事項等は次の通り。 

また、ToT 実施に際しては、基礎的・基本的な技術・技能に係る ToT 及び借款計画機材

を含む ToT を 2019 年までに先行実施することとする。 

 

（機械科） 

ToT 案策定に際しては、現在実施中の技協 P-3 により策定・実施されている機械科関係

「HaUI Technical Model」＝ToT モデルの策定に要する期間（1 モデルの策定、実施までに

日本人専門家主導の場合は約 6 ヶ月を要しており、ベトナム側が主導下場合は約 8-10 ヶ

月を要すると見込まれる）、及び ToT 実施の際に参加する指導員の受講可能期間（おお

よそ１-２週間が限度）を勘案して、各項目でグループ化できるものはグループ化して

ToT 案を策定していくことが望ましい。 

 

（電気科）（電子科） 

FA 関連項目をはじめとし、電気科、電子科に共通する項目があることから、電気科、電

子科個別に取り組むことなく、両科連携して共通項目については ToT 案を策定していく

こと、及び FA 関連項目については、メーカーのサポートセンター等を活用した ToT 案

策定、ToT 実施も考えられる。 

また、機械科同様に、ToT 受講者の受講可能期間を勘案して、各項目をできるだけグ

ループ化して ToT 案を策定していくことが望ましい。 

2) 訓練コース運営及び学校運営の改善・向上のための技術協力素案 

（訓練コース運営及び学校運営） 

PDCA による訓練プロセス管理について既に HaUI には技術協力 P-1,2 において技術移転

されているが、「基幹校」への技術移転は実施中であり、その他の対象校へは何の対応

もなされていないことから、HaUI 以外はプロセス管理手法について未知の状況となって

いる。 

また、各校とも相応にプロセス管理手法にのっとった方式で訓練を管理しているが、訓

練のプロセス管理による訓練内容改善等にまでは至っていない状況であり、PDCA 手法

を取り入れた訓練プロセス管理手法の技術移転の必要性は極めて高い。 

これより、PDCA による訓練プロセス管理の ToT を早急に実施する。実施に際しては指

導員のみを対象とせず、現場、管理部門一体となって職業訓練を効果的、効率的に実施

できるように、管理部門の要員も対象として含めることを検討する。 

日本のポリテクカレッジにおいては、運営・業務活動等改善のため、統一されたフォー

ムを使用して年１回、運営・業務活動等を下記 8 分類して点検し問題点・課題等の改善

を図っている。これに対して、借款対象各校は年間計画策定等のため運営・活動状況等

をレビューしているが、各校独自の方式により実施されているため統一されていないと

ともに、その結果を活用して問題点の改善や課題の抽出といったところにまでは至って

いない。 

学校運営の改善・向上のためには運営・業務活動等の定期的な点検、問題点・課題等の

抽出、それの改善等が不可欠となることから、日本のポリテクカレッジが実施している

業務活動/プロセス点検方式の導入を支援する。 

なお、実施に際しては管理部門のみを対象とせず指導員も対象として、現場、管理部門

一体となって職業訓練を効果的、効率的に実施できるように、管理部門の要員も対象と

して含めることを検討する。 
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表 11-14 ポリテクカレッジの運営・業務活動等 8 分類及び主な点検項目 

分類 主な確認事項 

１．訓練ニーズの把握 ・企業における産業ニーズ、技術動向 
・訓練ニーズの把握 等 

２．カリキュラムの構成・

妥当性の確認 
・産業界等の連携、協議会の設置・運営 
・民間教育訓練機関等との連携の状況 等 

３．訓練実施の準備 ・職業訓練指導員の質の向上に向けた取り組み 
・職業訓練指導における環境、教材、指導技法 等 

４．訓練の実施 ・職業訓練指導の状況 
・インターンシップの実施 等 

５．訓練の評価・改善 ・授業評価の実施 
・フォローアップ調査の実施 等 

６．訓練生募集・選考 ・訓練生の募集のための広報活動（インターネットの活用）

・オープンキャンパスの実施 

７．就職促進活動 ・求人情報の分析・共有 
・進路指導・キャリアガイダンス 等 

８．運営管理 ・安全衛生管理の状況 
・ハラスメントの防止、ジェンダーへの配慮 

出典：JICA 調査団作成 

 

（機材の運営維持管理） 

機材等の運営維持管理状況等の詳細については 6.2 運営・維持管理体制のとおり。 

機材等については、機材台帳等を整備、保管する管理業務と、日常点検、定期点検及び

修理等を業務内容とする保守・保全業務に分けることができ、これらの業務が緊密な連

携をとり、組織的に機材の運営・維持管理が行われることが求められる。 

機材の管理業務については各校とも、独自の様式の台帳を作成し、資産管理業務の一環

として業務が実施されている。 

他方、各校の保守・保全業務については、業務実施体制が次の 3 方式に分別され、業務

が実施されている。 

a. 機材等の保守・保全のための専門部署が設置され、この部署の技術職員が保守・保全

を担当し、機材等を使用する各科指導員等は機材保守・保全に関与しない方式 

b. 機材等の保守・保全のための専門部署が設置され、この部署の技術職員が機材等を使

用する各科指導員等と協働して機材保守・保全業務を行う方式。 

c. 機材等の保守・保全のための専門部署が設置されておらず、機材等を使用する各科指

導員等が保守・保全業務を行う方式。 

機材の制度維持や機材そのものの寿命を延ばすためには、機材の保守・保全を徹底する

ためには、機材を日常的に使用しその状態を熟知している指導員が機材の保守・保全に

関与することが不可欠である。日常的に使用しその状態を熟知している指導員が機材の

保守・保全に関与することがないことから、機材の精度維持や機材そのものの寿命に悪

影響を及ぼすこととなる。これより、機材の保守・保全に関しては指導員が積極的に関

与する方式に改善していく必要がある。これより、①の方式による機材の保守・保全業

務が実施されている、HCMVC、HIVC、VCTT、 CVCT、VCMI については指導員も保

守・保全業務に関与する②又は③の方式に変更することが必要だと考えられる。2015 年

７月より施行される職業教育法において、指導員は施設の運営管理へ関与すること等が
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求められていることから、指導員が積極的に機材の保守・保全に取り組む制度・体制の

構築や、保守・保全記録の作成・保管の徹底を図っていかなければならない。 

また、保守・保全は機材の故障予防するための活動であることを再認識することが必要

であり、そのために技術協力により開発された HaUI の TOT 機材メンテナンスコースを

機材の保守・保全業務担当者が受講し、その成果を生かして機材の運営・維持管理業務

を整備・強化していくことが求められる。 

技術協力においては、次のような協力等を計画する。 

なお、これらの協力、支援は借款による機材が各校に引き渡される前に実施し、各校の

機材受け入れ態勢の整備・強化を図る。 

①指導員が積極的に機材の保守・保全に取り組む制度・体制の構築や、保守・保全記録

の作成・保管の徹底を図るなど、保守・保全体制の整備、確立への協力。 

②各校独自の様式となっている機材台帳等、機材管理関係業務フォーマットの共通化へ

の協力。 

③過去の技術協力で開発されている、TOT 機材メンテナンスコースの改定、及び各校の

機材保守・保全業務関係者に対する研修実施への協力。なお、この研修は借款による

機材が各校に引き渡される前に実施し、各校の機材受け入れ態勢の整備・強化を図る。 

3) 企業/産業界連携強化のための技術協力素案 

過去の技術協力 P-2 において、HaUI については産業界連携に係る技術移転がおこなわれ、

インターンシップ制度、日系企業等を中心にした在職者訓練の実施等産業界との連携が

深まっている。また、各校とも企業/産業界との連携には積極的に取り組んでいるが、

HaUI よりの体系だった技術移転等はなされておらず、各校が独自に取り組んでいる状況

にある。 

HaUI に技術移転されたノウハウ、知識等を対象各校も共有し、更に産業界との連携を改

善・強化することを目標に、技術協力においては、次のような協力等を計画する。 

① キャリアガイダンス、就業/企業支援体制の整備・強化 

② インターンシップ制度の整備・強化 

③ 在職者向け訓練（短期セミナー・企業内教育等）の体制整備・強化 

 

(3) 技術協力素案に基づく PDM 案 

素案に基づく PDM 案は図 11-4 を計画する。 
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図 11-4 PDM 案 

Project Design Matrix (Draft as  2015.0518)
Project Title: 
Project period: ○○, 2016 to △△, 2020
Target area: Throughout Vietnam
Target peoples: Vocational Training Colleges under GDVT (Teachers and Management staffs)

Narrative Summary
上位目標：
機械、電気、電子関連職種について、全国の職業訓練校が産業界のニーズに合
致した人材を輩出する。
プロジェクト目標：
機械、電気、電子関連職種について、中核校、基幹校及び対象校が産業界の
ニーズに合致した人材を輩出する。

成果：

成果１
中核校、基幹校、対象校の指導員の技術レベル及び指導能力が向上する。

成果２
訓練コース運営及び学校運営が改善される。

成果３
企業/産業界連携が強化される。

Important Assumptions

投入

Japanese Side
Dispatching experts
　　Chief Advisor / VTIs Management
　　Machining
    Electricity and Electronics
　　Partnership with Private Sectors / Ｃｏｏｒｄｉｎａｔｏｒ
    Other experts based on necessity
Provision of training(s) for Vietnamese trainees in Japan and in third country(s)
Providing machinery and equipment
Equipment necessary for the  implementation of the Project, if any
Supporting local costs

Vietnamese Side
Arrangement of counterparts (C/Ps) personnel
    Project director
    Project manager
    WG composed of related agencies
    Technical counterparts including TTC staff and HVCT staff as full-time Project  members
    Coordinating staff
Preparation of facilities
    Office spaces and facilities necessary for the Japanese experts
Bearing of the local cost
    Personnel expenses of C/Ps including  TTC staff  and HVCT staff as Project members
    Costs to implement TOTs
    Other operation and management costs
 

活動
0. 中核校及び基幹校で構成されるTOTプログラムの見直し、ＴＯＴプログラム追加作成、職業訓練校運営改善指導のためのワーキン
ググループ(WG)を設置する。

＜TOTプログラムの再編成及び追加作成＞
1-1. WGが、フェーズ３で実施したTOTプログラムに参加した指導員の技術レベルやTOTプログラムで習得した知識・技術の活用状況
を確認・評価する。
1-2. 上記1-1.の評価結果をもとに、既存のTOTプログラムを見直す。
1-3.-1. 技協－３で計画されていたTOTプログラム案を追加作成する。
1-3-2. （円借款で調達する機材が有効活用されるために必要な技術項目、及び新技術項目について）TOTプログラム案を作成す
る。
（例：金型設計加工、５軸MC、射出成形等）
1-3-3. 指導員の実技能力向上のための基礎となる技術・技能に係るTOTプログラム案を作成する。
(例：汎用機械工作機械操作・運用、設計・セイズ基礎等）
1-4. 上記活動の成果をとりまとめ、TOTプログラムを完成させる。
1-5. 中核校から基幹校に対して、新しいTOTプログラムに基づいたTOTを実施できるよう、TOT Trainerに対して技術移転する。
＜TOTプログラムの実施＞
1-6. 中核校及び基幹校のTOT Trainerが、対象校及びその他の職業訓練機関の指導員の能力を評価する（pre-evaluation）。
1-7. 中核校及び基幹校のTOT Trainerが、対象校及びその他の職業訓練機関の指導員に対してTOTプログラムを実施する。
1-8. 中核校及び基幹校のTOT Trainerが、対象校及びその他の職業訓練機関の指導員の能力を評価する（post-evaluation）。

＜キャリアガイダンス、就職・起業支援＞
3-1. 中核校及び基幹校の就職・起業支援活動の現状をレビューする。
3-2 中核校及び基幹校で関連機関と就職・起業支援活動について連携する体制を整える。
3-3 中核校及び基幹校ので企業情報、人材募集情報、学生の就職状況等のデータベースを作成し定期的に更新する。
3-4 中核校及び基幹校で就職・起業支援活動を実施する。
3-5 上記3-1.～3-4.を対象校で実践する。
＜インターンシップ＞
3-6. 中核校及び基幹校の現在のインターンシップ制度を見直す。
3-7. 中核校及び基幹校で上記3-6.の見直しを基に、インターンシップ制度の改善案を策定する。
3-8. 中核校及び基幹校で改善されたインターンシップ制度を実施し、評価する。
3-9. 上記3-6.～3-8.を対象校で実践する。
＜在職者向け訓練（短期セミナー・会社内教育）＞
3-10. 中核校及び基幹校で、在職者向け訓練の実施状況及び体制をレビューする。（企業ニーズとのマッチング状況を含む。）
3-11. 中核校及び基幹校で、企業ニーズに合致した在職者訓練プログラムを開発・実施する。
3-12. 上記3-10.及び3-11.を対象校で実施する。

1.中核校・拠点校・対象校における、機械系、電気系、電子系卒業生が現地企業に就職
し、企業における平均満足度が5段階中3以上となる。
2.対象校の機械系、電気系、及び電子系訓練生に対して国際レベルの職業訓練が実施さ
れる。
3.対象校において、職業訓練プロセス管理により、常にカリキュラムが見直しされる。
4.対象校の運営管理、活動状況を示す各種指標
5.プロジェクト対象校における各科（機械系、電気系、電子系）の入学希望者/入学者が増
加する。

1.現地企業への満足度調査（アンケート）

2.対象科の訓練実施コース数
3.職業訓練プロセス管理によるカリキュラムの改訂記録・結果
4.対象校の運営管理及び活動状況の記録・結果、
5.入学希望者/入学者数データ

1.ベトナム政府のTVET政策が変更されない。

2.プロジェクト関係省庁の連携が十分にとられる。

＜訓練コース運営改善＞
2-1. 上記0.のWGが、訓練運営管理のためのTOTプログラムを開発する。
（PDCA/CUDBASは既存。訓練ニーズ調査、指導技法・教材開発、訓練評価・改善、5S/KAIZEN、労働安全衛生を新設。）
2-2. 中核校から基幹校に対して、新しいTOTプログラムに基づいたTOTを実施できるよう、TOT Trainerに対して技術移転する。
2-3. 中核校及び基幹校のTOT Trainerが、対象校及びその他の職業訓練機関の指導員の能力を評価する（pre-evaluation）。
2-4. 中核校及び基幹校のTOT Trainerが、対象校及びその他の職業訓練機関の指導員に対してTOTプログラムを実施する。
2-5. 中核校及び基幹校のTOT Trainerが、対象校及びその他の職業訓練機関の指導員の能力を評価する（post-evaluation）。
2-6. WGが上記2-5.の評価結果等に基づき、TOTプログラムを見直し、改善する。
＜技能照査制度を導入・実施する＞
2-7-1.中核校、基幹校及び 対象校が技能照査を実施するための体制を構築する。
2-7-2.中核校、基幹校及び 対象校において卒業前に技能照査を実施する。
2-7-3.技能照査結果を評価し、訓練プログラムを改善する。
＜職業訓練校運営改善（機材維持管理）＞
2-8-1. 中核校、基幹校、対象校の機材維持管理体制（機材台帳の整備、管理責任者設置、日常点検及び定期点検実施、維持管
理予算手当等）を確認する。
2-8-2 .中核校及び基幹校で機材管理体制モデルを構築し、実践する。
2-8-3 上記2-8.の機材管理体制モデルを対象校に移転し、実践する。

中核校において見直しされたTOTプログラム数
中核校において新規に作成されたTOTプログラム数
基幹校におけるTOT研修実施回数
研修報告書（含む受講生評価）
基幹校において見直されたTOTプログラム数
対象校におけるNOSSレベル3の訓練実施率
対象校の訓練生の訓練目標到達率
中核校におけるTOTコースの改善回数及び改善内容
基幹校、対象校における実施コースの改善回数及び改善内容
機材維持管理体制構築
機材管理構築状況
CG、就職支援力向上
5S/KAIZENN実施率
企業連携体制構築状況
企業/産業界との連携協定締結状況
インターンシップ実施状況
在職者訓練実施状況

中核校、基幹校のTOT実施報告書
中核校、基幹校のTOT改善報告書

対象校の訓練実施報告書
対象校のカリキュラム改善報告書

中核校におけるTOTコースの改善報告書
基幹校、対象校における実施コースの改善報告書

機材維持管理体制報告書
機材管理報告書

CG、就職支援報告書
5S/KAIZENN報告書

２－１．訓練コース運営（訓練目標、カリキュラム等）が改善・整備される。
２－２．学校運営が改善・整備される。
２－２－１．機材維持管理体制が改善・整備される。
２－２－２．キャリアガイダンス/就職支援体制が改善・整備される。
２－２－３．5S/KAIZENN活動が改善・強化される。

３－１．企業/産業界との連携体制が改善・整備される。
３－２．インターンシップ制度が改善・整備される。
３－３．在職者訓練体制が改善・整備される。

Objective Verifiable Indicators Means of Verification
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添付資料-1 調査団員・氏名 

 
○ 第 1 次現地調査（2014 年 10 月 1 日から 10 月 18 日） 
 

黄 國鳳 
団長／ 
事業計画-1／職業訓練-1 

（株）オリエンタルコンサルタンツ 

グローバル 

宮野 智希 
副団長／ 
事業計画-2 

（株）オリエンタルコンサルタンツ 

グローバル 

楠 博 機材計画（機材加工） 一般財団法人海外訓練協会 

宮城 健 機材計画（電気） 一般財団法人海外訓練協会 

柿栖 昇 機材計画（電子） 一般財団法人海外訓練協会 

中野 頼明 
教育技能訓練案／運営管理

／職業訓練-2 
一般財団法人海外訓練協会 

依田 雅子 施設計画 
（株）オリエンタルコンサルタンツ 

グローバル 

澤下 理恵 
調達計画／事業費（施設） （株）オリエンタルコンサルタンツ 

グローバル 

松村 正之 
経済・財務分析 （株）オリエンタルコンサルタンツ 

グローバル／(株)ワールド・ビジネス・ア

ソシエイツ 

渡辺 大洋 業務調整／施設計画補助 （株）オリエンタルコンサルタンツ 

グローバル 
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○ 第 2 次現地調査（2014 年 11 月 9 日から 12 月 24 日） 

 

黄 國鳳 
団長／ 
事業計画-1／職業訓練-1 

（株）オリエンタルコンサルタンツ 
グローバル 

宮野 智希 
副団長／ 
事業計画-2 

（株）オリエンタルコンサルタンツ 
グローバル 

楠 博 機材計画（機材加工） 一般財団法人海外訓練協会 

宮城 健 機材計画（電気） 一般財団法人海外訓練協会 

福本 悦雄 機材計画（電子） 一般財団法人海外訓練協会 

中野 頼明 
教育技能訓練案／運営管理
／職業訓練-2 一般財団法人海外訓練協会 

佐田 雅子 施設計画 
（株）オリエンタルコンサルタンツ 
グローバル 

山内 伯文 
調達計画／ 
事業費積算（機材） 

ユニコインターナショナル株式会社 

澤下 理恵 
調達計画／事業費（施設） （株）オリエンタルコンサルタンツ 

グローバル 

松村 正之 経済・財務分析 
（株）オリエンタルコンサルタンツ 
グローバル／(株)ワールド・ビジネス・ア
ソシエイツ 

渡辺 大洋 業務調整／施設計画補助 
（株）オリエンタルコンサルタンツ 
グローバル 
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○ 第 1 次現地調査（2014 年 10 月 1 日から 10 月 18 日） 

チーム A：副総括、機材（電気）、教員技能訓練、施工計画（施設） 
チーム B：機材（機械）、機材（電子）、施設計画、経済・財務分析、業務調整 

  
総括 チーム A チーム B 

10 月 1 日 水  移動：日本→ハノイ チーム A と同じ 
10 月 2 日 
 
 

木 
 
 

 

9:00-10:00: JICA-ベトナム事務所  チーム A と同じ 
11:00 : 労働傷病兵社会省 職業訓練総

局 JICA 古田専門家面談 

 
13:30 : 労働傷病兵社会省 職業訓練総

局 表敬 
14:45 : ODA funded Vocational Training 
Project Management Unit (PMU)表敬 

10 月 3 日 
 
 

金 
 
  

8:30: Hanoi University of Industry 第一、

二キャンパス視察 
チーム A と同じ 

14:00: Vocational College of Technique 
and Technology 視察  

10 月 4 日 土  団内打合せ・資料整理 団内打合せ・資料整理 
10 月 5 日 日  団内打合せ・資料整理 移動：12:25 ハノイ→ホーチミン 14:30 (VN239)  
10 月 6 日 
  

月 
  

 

8:30: Hanoi Vocational College of High 
Technology 視察 

8:00 : Ba Ria Vung Tau 
Vocational College  
第一、二キャンパス視察 

10:00: バリアブンタ

ウ人民委員会日本デ

スク 訪問 

14:00: Hanoi Industrial Vocational College 
視察 

移動：バリアブンタウ 13:00 – ドンナイ 14:30 
14:30: Vocational College of Mechanics and Irrigation 
視察 

 17:00: ベトナム日本商工会訪問  
10 月 7 日 
 

火 
 
 

移動：日本→ハノイ 
 8:30: Ha Nam Vocational College 視察 

8:30: Ho Chi Minh 
Vocational College  
第一、二キャンパス視察 

09:00 :  Industrial 
University of HCMC  
JICA 林田専門家面談 

14:00: Hanoi University of Industry 第 3キ
ャンパス視察 

14:00: Ho Chi Minh 
Vocational College of 
Technology 視察 

15:00 : 計画・投資省 
南ベトナム 振興セン

ター 
JICA 菊池専門家面談 

  

10 月 8 日 
 水 

 
 

 

9:00:  Vietnam- 
German Vocational 
College 視察 

総括と同じ 移動：08:00 ホーチミン→ダナン 09:15 (VN104) 

10:00: Da Nang Vocational College  視察 
午後: JICA ベトナム事

務所との協議 
総括と同じ 
 

移動：17:40 ダナン→ハノイ 18:55 (VN172) 

10 月 9 日 木 PMU との協議及び

IC/R 説明会の準備 
9:00: The Central Vocational College of Transport No.2 視察 
14:00: Hai Phong Vocational College 視察 
総括と同じ 施工計画(施設) / 経済・財務分析 
移動：ハノイ→日本 施工計画（施設） 

10月 10日 金 IC/R 説明会 
（労働傷病兵社会省、

JICA ベトナム事務所、

その他関係機関） 

総括と同じ副総括 / 教員技能訓練 / 業務調整 
 
移動：ハノイ→日本 機材(電気) / 機材(機械) / 施設計画 / 業務調整 
 
*副総括及び教員技能訓練は総括と同じベトナムにて調査継続 

10月 11日 土 資料整理・団内打合せ 総括と同じ 
 

10月 12日 日 資料整理・団内打合せ 総括と同じ 
 

10月 13日 月 10:30-12:00 ADB コン

サルタントとの協議 
14:00-15:00  PMU と

の協議 
15:00-16:00 AFD コン

サルタントとの協議 

総括と同じ 
 

10月 14日 火 
 

移動：ハノイ→日本 副総括 
 

10月 15日 水 14:00 PMU 及び JICA
との協議 

総括と同じ 
 

10月 16日 木 
   

10月 17日 金 
JICA 報告 
移動：ハノイ→日本 

総括と同じ 
移動：ハノイ→日本 教員技能訓練  

10月 18日 土 日本着 
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○ 第 2 次現地調査（2014 年 11 月 9 日から 12 月 24 日） 

総括／事業計画1／職

業訓練1 副総括／事業計画2 機材計画
（機械加工）

機材計画
（電気）

機材計画
（電子）

教員技能訓練案／運
営管理／
職業訓練2

施設計画
調達計画／
事業費積算
（機材）

調達計画／
事業費積算
（施設）

経済・財務分析
業務調整/

施設計画補助

黄　國鳳 宮野　智希 楠　博 宮城　健 福本  悦雄 中野　頼明 依田　雅子 山内　伯文 澤下　理恵 松村　正之 渡辺　大洋

1 11/9 日 東京発ホーチミン着 東京発ホーチミン着 東京発ホーチミン着 東京発ホーチミン着 東京発ハノイ着 東京発ホーチミン着

2 11/10 月

-14:00 ホーチミン

DOLISAとの面談

- 移動：ホーチミン市

→バリアブンタウ省
- 団内会議（現地ス

タッフ含む）

-14:00 ホーチミン

DOLISAとの面談

- 移動：ホーチミン市

→バリアブンタウ省
- 団内会議（現地ス

タッフ含む）

-14:00 ホーチミン

DOLISAとの面談

- 移動：ホーチミン市

→バリアブンタウ省
- 団内会議（現地ス

タッフ含む）

-10:00 H & FRIENDS GTL
との面談（調達）
'-14:00 ホーチミン

DOLISAとの面談

- 移動：ホーチミン市

→バリアブンタウ省
- 団内会議（現地ス

タッフ含む）

- 08:30 JICA調査団事務

所（翻訳の進行状況
の確認）
- 09:00 PMU（二次調査

スケジュールの説明
他）
- 12:00 通訳候補者との

面談
- 移動：15:15 ハノイ→

ホーチミン  17:15
(VN251)
- 移動：ホーチミン市

→バリアブンタウ省

-14:00 ホーチミン

DOLISAとの面談

- 移動：ホーチミン市

→バリアブンタウ省
- 団内会議（現地ス

タッフ含む）

3 11/11 火

- 09:00 BRVT VC（機

材、教員技能訓練）

- 移動：バリアブンタ

ウ省→ドンナイ省

- 09:00 BRVT VC（機

材、教員技能訓練）

- 移動：バリアブンタ

ウ省→ドンナイ省

- 09:00 BRVT VC（機

材、教員技能訓練）

- 移動：バリアブンタ

ウ省→ドンナイ省

- 09:00 BRVT VC（調

達）

- 移動：バリアブンタ

ウ省→ドンナイ省

- 09:00 BRVT VC(運営管

理、財務、施設他）

- 移動：バリアブンタ

ウ省→ドンナイ省

- 09:00 BRVT VC（施設

計画）

- 移動：バリアブンタ

ウ省→ドンナイ省

4 11/12 水

- 09:00 VC of Mechanics
and Irrigation（機材、

教員技能訓練）

- 移動：ドンナイ省→

ホーチミン市

-16:00 Yamazaki Mazakと
の面談（機材維持管
理）

- 09:00 VC of Mechanics
and Irrigation（機材、

教員技能訓練）

- 移動：ドンナイ省→

ホーチミン市

- 09:00 VC of Mechanics
and Irrigation（機材、

教員技能訓練）

- 移動：ドンナイ省→

ホーチミン市

- 09:00 VC of Mechanics
and Irrigation（調達）

- 移動：ドンナイ省→

ホーチミン市

-16:00 Yamazaki Mazakと
の面談（機材維持管
理）

- 09:00 VC of Mechanics
and Irrigation(運営管

理、財務、施設他）

- 移動：ドンナイ省→

ホーチミン市

- 09:00 VC of Mechanics
and Irrigation（施設計

画）

- 移動：ドンナイ省→

ホーチミン市

5 11/13 木

- 09:00 グループA：

HCM VC（第1キャンパ

ス）（機材、教員技
能訓練）
- 14:00 グループB：
HCM VC of
Technology(運営管

理、財務）

- 移動：18:30 ホーチミ

ン市→ハノイ市

(VN266)

- 09:00 グループB：
HCM VC of Technology
（機材、教員技能訓
練）

- 移動：18:30 ホーチミ

ン市→ハノイ市

(VN266)

- 09:00 グループA：

HCM VC（第1キャンパ

ス）（機材、教員技
能訓練）

- 移動：18:30 ホーチミ

ン市→ハノイ市

(VN266)

- 10:00 Shibusawa
Warehouseとの面談

（調達）

- 12:00 グループA：

HCM VC（第1キャンパ

ス）（調達）

- 14:00 グループB：
HCM VC of
Technology(調達）

- 移動：18:30 ホーチミ

ン市→ハノイ市

(VN266)

- 09:00 グループB：
HCM VC of
Technology(運営管

理、財務）

- 14:00 グループA：

HCM VC（第1キャンパ

ス）(運営管理、財

務）
 
- 移動：18:30 ホーチミ

ン市→ハノイ市

(VN266)

- 09:00 グループA：

HCM VC（第1キャンパ

ス）（施設計画）

- 移動：18:30 ホーチミ

ン市→ハノイ市

(VN266)

6 11/14 金

- 09:00 HaUI （第1キャ

ンパス）（機材、教
員技能訓練）

- 09:00 HaUI （第1キャ

ンパス）（機材、教
員技能訓練）

- 09:00 HaUI （第1キャ

ンパス）（機材、教
員技能訓練）

- 09:00 HaUI （第1キャ

ンパス）（調達）

-13:00 Mittoyo Vietnamと

の面談（機材維持管

- 09:00 HaUI （第1キャ

ンパス）(運営管理、

財務、施設）

- 09:00 HaUI （第1キャ

ンパス）（施設）

7 11/15 土 - 調査分析 - 調査分析 - 調査分析 - 調査分析 - 調査分析 - 調査分析

第二次調査スケジュール

月日
日
数



ベトナム国職業訓練機能強化事業に係る準備調査                                             資料-2 調査スケジュール 

 

A
2-3 

総括／事業計画1／職

業訓練1 副総括／事業計画2 機材計画
（機械加工）

機材計画
（電気）

機材計画
（電子）

教員技能訓練案／運
営管理／
職業訓練2

施設計画
調達計画／
事業費積算
（機材）

調達計画／
事業費積算
（施設）

経済・財務分析
業務調整/

施設計画補助

黄　國鳳 宮野　智希 楠　博 宮城　健 福本  悦雄 中野　頼明 依田　雅子 山内　伯文 澤下　理恵 松村　正之 渡辺　大洋

8 11/16 日 - 調査分析 - 調査分析 - 調査分析 東京発ハノイ着 - 調査分析 - 調査分析 東京発ハノイ着 - 調査分析

9 11/17 月
- 10:30 VCTT（機材・

職業訓練）

- 10:30 VCTT（機材・

職業訓練）

- 10:30 VCTT（機材・

職業訓練）

- 10:30 VCTT（施設計

画）

- 10:30 VCTT（調達） - 10:30 VCTT(運営管理) - 10:30 VCTT（財務） - 10:30 VCTT（施設計

画）

10 11/18 火

- 09:00 Hanoi VC of High
Technology（機材・職

業訓練）

- 09:00 Hanoi VC of High
Technology（機材・職

業訓練）

- 09:00 Hanoi VC of High
Technology（機材・職

業訓練）

- 09:00 Hanoi VC of High
Technology（施設計

画）

- 11:15 Fanucとの面談

（機材維持管理）

- 09:00 Hanoi VC of High
Technology（一般）

- 09:00 Takagi Vietnam
Co.,Ltd.との面談（産

業界の要望）

- 09:00 Hanoi VC of High
Technology（施設計

画）

11 11/19 水

-09:00 Ha Nam VC（機

材・職業訓練）

-09:00 Ha Nam VC（機

材・職業訓練）

-09:00 Ha Nam VC（機

材・職業訓練）

- 09:00 Ha Nam VC（施

設計画）

- 09:00 Ha Nam VC（調

達）

- 09:00 Ha Nam VC（運

営管理、財務）

- 09:00 Toho Vietnamと

の面談（産業界の要
望）
   14:00 Nagatsu Vietnam
との面談（産業界の
要望）
   16:00 HaUI（財務）

- 09:00 Ha Nam VC（施

設計画）

12 11/20 木

- 調査分析 - 調査分析 - 調査分析 - 調査分析 - 10:30 HUNGVIET
Consultant JSCとの面談

- 調査分析 - 09:00 VIETNAM
PRECISION
MECHSNICAL,SERVICE
&TRADING CO.,LTDと

の面談（産業界の要
望）
-16:00 HR-Link Vietnam
Co.,Ltdとの面談（産業

界の要望）

- 調査分析

13 11/21 金

- 09:00 Vietnam-German
VC（機材・職業訓

練）

- 09:00 Vietnam-German
VC（機材・職業訓

練）

- 19:10 ハノイ市→ダナ

ン市  20:25 (VN175)

- 09:00 Vietnam-German
VC（機材・職業訓

練）

- 19:10 ハノイ市→ダナ

ン市  20:25 (VN175)

- 09:00 Vietnam-German
VC（施設計画）

- 19:10 ハノイ市→ダナ

ン市  20:25 (VN175)

- 09:00 Vietnam-German
VC（調達）

- 19:10 ハノイ市→ダナ

ン市  20:25 (VN175)

- 09:00 Vietnam-German
VC(運営管理)

- 19:10 ハノイ市→ダナ

ン市  20:25 (VN175)

- 10:00 Ha Nam VC（財

務）
 PM:Vietnam-German VC
（財務）
- 19:10 ハノイ市→ダナ

ン市  20:25 (VN175)

- 09:00 Vietnam-German
VC（施設計画）

- 19:10 ハノイ市→ダナ

ン市  20:25 (VN175)

14 11/22 土

- 調査分析 - 09:00 Da Nang VC （機

材・職業訓練）

- 19:15 ダナン市→ハノ

イ市20:30 (VN174)

- 09:00 Da Nang VC （機

材・職業訓練）

- 19:15 ダナン市→ハノ

イ市20:30 (VN174)

- 調査分析 - 09:00 Da Nang VC （調

達）

- 19:15 ダナン市→ハノ

イ市20:30 (VN174)

- 09:00 Da Nang VC (運営

管理)

- 19:15 ダナン市→ハノ

イ市20:30 (VN174)

- 09:00 Da Nang VC （財

務）

- 19:15 ダナン市→ハノ

イ市20:30 (VN174)

- 09:00 Da Nang VC （施

設計画）

- 19:15 ダナン市→ハノ

イ市20:30 (VN174)

15 11/23 日
東京発ハノイ着 東京発ハノイ着 - 調査分析 - 調査分析 - 調査分析 東京発ハノイ着 - 調査分析 - 調査分析 - 調査分析 - 調査分析 - 調査分析

16 11/24 月

-08:30 JICAベトナムと

の協議
- 実施体制に関する調

査

-08:30 JICAベトナムと

の協議
- 実施体制に関する調

査

- 09:00 Hanoi Industrial
VC （機材・職業訓

練）

- 09:00 Hanoi Industrial
VC （機材・職業訓

練）

- 09:00 Hanoi Industrial
VC （機材・職業訓

練）

-08:30 JICAベトナムと

の協議
- 実施体制に関する調

査

- 09:00 Hanoi Industrial
VC（施設計画）

- 09:00 Hanoi Industrial
VC（調達）

- 09:00 Hanoi Industrial
VC(運営管理)

- 09:00 Hanoi Industrial
VC（財務）

- 09:00 Hanoi Industrial
VC（施設計画）

17 11/25 火

-09:00 MOFとの協議

- 15:00 GDVTとの協議

- 実施体制に関する調

査

-09:00 MOFとの協議

- 15:00 GDVTとの協議

- 実施体制に関する調

査

- 09:00 The Central VC of
Transportation No.2(機
材)
- 14:00 Hai Phong
Indastrial VC (機材)

- 09:00 The Central VC of
Transportation No.2(機
材)
- 14:00 Hai Phong
Indastrial VC (機材)

- 09:00 The Central VC of
Transportation No.2(機
材)
- 14:00 Hai Phong
Indastrial VC (機材)

- 15:00 GDVTとの協議

- 17:30 HaUIのJICA専門

家との協議

- 09:00 The Central VC of
Transportation No.2（施

設計画）
- 14:00 Hai Phong
Indastrial VC （施設計

- 09:00 The Central VC of
Transportation No.2（調

達）
- 14:00 Hai Phong PPC
(調達)

- 09:00 The Central VC of
Transportation No.2(運
営管理)
- 14:00 Hai Phong
Indastrial VC (運営管理)

- 経済・財務調査 - 09:00 The Central VC of
Transportation No.2（施

設計画）
- 14:00 Hai Phong
Indastrial VC （施設計

18 11/26 水

- 09:00-15:00 転貸説明会

/個別面談

- 16:30 KfWとの面談

- 09:00-15:00 転貸説明会

/個別面談

- 16:30 KfWとの面談

-インテリムレポート

作成

-インテリムレポート

作成

-インテリムレポート

作成

-インテリムレポート

作成

-インテリムレポート

作成

-インテリムレポート

作成

- 09:00-15:00 転貸説明会

/個別面談

- 09:00-15:00 転貸説明会

/個別面談

-インテリムレポート

作成

19 11/27 木
- 14:00 MPIとの協議

- 17:00 JICA報告

- 14:00 MPIとの協議

- 17:00 JICA報告

- 17:00 JICA報告 - 17:00 JICA報告 - 17:00 JICA報告 - 17:00 JICA報告 - 17:00 JICA報告 - 17:00 JICA報告 - 17:00 JICA報告 - 17:00 JICA報告 - 17:00 JICA報告

20 11/28 金

ハノイ発東京着 -インテリムレポート

作成

-インテリムレポート

作成

-インテリムレポート

作成

-インテリムレポート

作成

- 技術協力について

JICAとの協議

ハノイ発東京着

-インテリムレポート

作成

-インテリムレポート

作成

-インテリムレポート

作成
- 技術協力について

JICAとの協議

-インテリムレポート

作成

-インテリムレポート

作成

21 11/29 土 団内会議 団内会議 団内会議 団内会議 団内会議 団内会議 団内会議 団内会議 団内会議

22 11/30 日 団内会議 団内会議 団内会議 団内会議 団内会議 団内会議 団内会議 団内会議 団内会議

23 12/1 月
- プロジェクト構成要

素に関する協議

- 仕様書概要の準備 - 仕様書概要の準備 - 仕様書概要の準備 - 施設計画 - 調達・積算（機材） - 調達・積算  （施設） - 経済・財務調査 - 施設計画

日
数

月日



ベトナム国職業訓練機能強化事業に係る準備調査                                             資料-2 調査スケジュール 

 

A
2-4 

 

総括／事業計画1／職

業訓練1 副総括／事業計画2 機材計画
（機械加工）

機材計画
（電気）

機材計画
（電子）

教員技能訓練案／運
営管理／
職業訓練2

施設計画
調達計画／
事業費積算
（機材）

調達計画／
事業費積算
（施設）

経済・財務分析
業務調整/

施設計画補助

黄　國鳳 宮野　智希 楠　博 宮城　健 福本  悦雄 中野　頼明 依田　雅子 山内　伯文 澤下　理恵 松村　正之 渡辺　大洋

24 12/2 火
- プロジェクト構成要

素に関する協議

- 仕様書概要の準備 - 仕様書概要の準備 - 仕様書概要の準備 - 施設計画 - 調達・積算（機材） - 調達・積算  （施設） - 経済・財務調査 - 施設計画

25 12/3 水

- プロジェクト構成要

素に関する協議

- 14:00 Mori seikiとの面

談
- 仕様書概要の準備

- 仕様書概要の準備 - 仕様書概要の準備 - 施設計画 - 調達・積算（機材） - 調達・積算  （施設） - 経済・財務調査 - 施設計画

26 12/4 木

- 15:30 JICAとの協議

- プロジェクト構成要

素に関する協議

- 15:30 JICAとの協議

- プロジェクト構成要

素に関する協議

- 15:30 JICAとの協議

- プロジェクト構成要

素に関する協議

- 15:30 JICAとの協議

- プロジェクト構成要

素に関する協議

- 15:30 JICAとの協議

- プロジェクト構成要

素に関する協議

- 15:30 JICAとの協議

- プロジェクト構成要

素に関する協議

- 15:30 JICAとの協議

- プロジェクト構成要

素に関する協議

- 15:30 JICAとの協議

- プロジェクト構成要

素に関する協議

- 15:30 JICAとの協議

- プロジェクト構成要

素に関する協議

27 12/5 金
- 13:30 JETROとの面談

- 経済・財務調査

- 仕様書概要の準備 - 仕様書概要の準備 - 仕様書概要の準備 - 施設計画 - 調達・積算（機材） - 調達・積算  （施設） - 13:30 JETROとの面談

- 経済・財務調査

- 施設計画

28 12/6 土 団内会議 団内会議 団内会議 団内会議 団内会議 団内会議 団内会議 団内会議 団内会議

29 12/7 日 団内会議 団内会議 団内会議 団内会議 東京発ハノイ着 団内会議 団内会議 団内会議 団内会議 団内会議

30 12/8 月 東京発ハノイ着
- プロジェクト構成要

素に関する協議

- ベトナム側との機材

リストと仕様書に関
する協議

- ベトナム側との機材

リストと仕様書に関
する協議

- ベトナム側との機材

リストと仕様書に関
する協議

- 教員技能訓練と運営

管理に関する協議

- 施設計画 - 調達・積算（機材） - 調達・積算  （施設） - 経済・財務調査 - 施設計画

31 12/9 火
- プロジェクト構成要

素に関する協議

- プロジェクト構成要

素に関する協議

- ベトナム側との機材

リストと仕様書に関
する協議

- ベトナム側との機材

リストと仕様書に関
する協議

- ベトナム側との機材

リストと仕様書に関
する協議

- 教員技能訓練と運営

管理に関する協議

- 施設計画 - 調達・積算（機材） - 調達・積算  （施設計

画）

- 経済・財務調査 - 施設計画

32 12/10 水
- プロジェクト構成要

素に関する協議

- プロジェクト構成要

素に関する協議

- ベトナム側との機材

リストと仕様書に関
する協議

- ベトナム側との機材

リストと仕様書に関
する協議

- ベトナム側との機材

リストと仕様書に関
する協議

- 教員技能訓練と運営

管理に関する協議

- 施設計画 - 調達・積算（機材） - 調達・積算  （施設計

画）

- 経済・財務調査 - 施設計画

33 12/11 木
- プロジェクト構成要

素に関する協議

- プロジェクト構成要

素に関する協議

- ベトナム側との機材

リストと仕様書に関
する協議

- ベトナム側との機材

リストと仕様書に関
する協議

- ベトナム側との機材

リストと仕様書に関
する協議

- 教員技能訓練と運営

管理に関する協議

- 施設計画 - 調達・積算（機材） - 調達・積算  （施設計

画）

- 経済・財務調査 - 施設計画

34 12/12 金
- プロジェクト構成要

素に関する協議

- プロジェクト構成要

素に関する協議

- ベトナム側との機材

リストと仕様書に関
する協議

- ベトナム側との機材

リストと仕様書に関
する協議

- ベトナム側との機材

リストと仕様書に関
する協議

- 教員技能訓練と運営

管理に関する協議

- 施設計画 - 調達・積算（機材） ハノイ発東京着 - 経済・財務調査 - 施設計画

35 12/13 土 団内会議 団内会議 団内会議 団内会議 団内会議 団内会議 団内会議 団内会議 団内会議 団内会議

36 12/14 日 団内会議 団内会議 団内会議 団内会議 団内会議 団内会議 団内会議 団内会議 団内会議 団内会議

37 12/15 月
- プロジェクト構成要

素に関する協議

- プロジェクト構成要

素に関する協議

- ベトナム側との機材

リストと仕様書に関
する協議

- ベトナム側との機材

リストと仕様書に関
する協議

- ベトナム側との機材

リストと仕様書に関
する協議

- 教員技能訓練と運営

管理に関する協議

- 施設計画 - 調達・積算（機材） ハノイ発東京着 - 施設計画

38 12/16 火
- プロジェクト構成要

素に関する協議

- プロジェクト構成要

素に関する協議

- ベトナム側との機材

リストと仕様書に関
する協議

- ベトナム側との機材

リストと仕様書に関
する協議

- ベトナム側との機材

リストと仕様書に関
する協議

- 教員技能訓練と運営

管理に関する協議

- 施設計画 - 調達・積算（機材） - 施設計画

39 12/17 水
- プロジェクト構成要

素に関する協議

- プロジェクト構成要

素に関する協議

- ベトナム側との機材

リストと仕様書に関
する協議

- ベトナム側との機材

リストと仕様書に関
する協議

- ベトナム側との機材

リストと仕様書に関
する協議

- 教員技能訓練と運営

管理に関する協議

- 施設計画 - 調達・積算（機材） - 施設計画

40 12/18 木
- プロジェクト構成要

素に関する協議

- プロジェクト構成要

素に関する協議

- ベトナム側との機材

リストと仕様書に関
する協議

- ベトナム側との機材

リストと仕様書に関
する協議

- ベトナム側との機材

リストと仕様書に関
する協議

- 教員技能訓練と運営

管理に関する協議

- 施設計画 - 調達・積算（機材） - 施設計画

41 12/19 金
- プロジェクト構成要

素に関する協議

- プロジェクト構成要

素に関する協議

- ベトナム側との機材

リストと仕様書に関
する協議

- ベトナム側との機材

リストと仕様書に関
する協議

- ベトナム側との機材

リストと仕様書に関
する協議

- 教員技能訓練と運営

管理に関する協議

- 施設計画 - 調達・積算（機材） - 施設計画

42 12/20 土 団内会議 団内会議 ハノイ発東京着 ハノイ発東京着 ハノイ発東京着 団内会議 ハノイ発東京着 ハノイ発東京着 団内会議

43 12/21 日 団内会議 団内会議 団内会議 団内会議

44 12/22 月
- プロジェクト構成要

素に関する協議

- プロジェクト構成要

素に関する協議

- 教員技能訓練と運営

管理に関する協議

- 業務調整

45 12/23 火
- プロジェクト構成要

素に関する協議

- プロジェクト構成要

素に関する協議

- 教員技能訓練と運営

管理に関する協議

- 業務調整

46 12/24 水 ハノイ発東京着 ハノイ発東京着 ハノイ発東京着 ハノイ発東京着

日
数

月日
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1. JICA ベトナム 

山本 賢一  ：次長/PPP 専門家 
沖浦 文彦  ：次長 
松下 高士  ：企画調査役 
Nguyen Thi Thu HUONG  ：プログラムオフィサー 
Pham Thi Viet HOA  ：プログラムオフィサー 
 

2. MOLISA-GDVT 
Duong Duc LAN   ：局長 
Do Nang KHANH  ：ODA 職業訓練事業部 部長 
古田 勲  ：JICA 専門家/職業訓練アドバイザー 
 

3. PMU 
Do Nang Khanh  ：局長 
Tran Lien Huong  ：計画部部長 
Phan Minh Hien  ：マネージャー 
 

4. Ho Chi Minh City Vocational College 
Tran Thi NU  ：副学長 
Do Thanh VAN  ：総務部 部長 
Hoang Thi Thu SUONG  ：品質管理部 部長 
Nguyen Tho CHAN  ：財務・会計部 部長 
Tran Kim HUONG  ：財務・会計部 次長 
Tran Kim TUYEN  ：訓練部 部長 
Le Duc BINH  ：訓練部 部長 
Tran Tien DUC  ：管財部 部長 
Tran Quan QUOC  ：機械加工科 次長 
Nguyen Thai BINH  ：電気科 科長 
Nguyen Minh TUYEN  ：就職支援センター センター長 
Tran Thu HANG  ：就職支援センター 副センター長 
Huynh Quoc TUAN  ：国際協力部 部長 
Nguyen Thi Bich VAN  ：国際協力部 
Trac Hong SUONG  ：国際協力部 
Tran Tan LOC  ：国際協力部 

 
5. Hanoi Industrial Vocational College 

Pham Duc VINH  ：学長 
Le Dinh BINH  ：副学長 
Nguyen Sy MINH  ：総務部 部長 
Le Thi NHUNG  ：財務部 部長 
Nguyen Quoc THANH  ：管財部 部長 
Nguyen Duc THINH  ：管財部 次長 
Nguyen Quang TUYEN  ：教育・学生部 部長 
Pham Thi Thu HUONG  ：品質管理部 部長 
Nguyen Truong LAM  ：機械加工科 科長 
Vu Quang VINH  ：電気・電子科 次長 
Dau Le BINH  ：国際協力指導員/機械加工分野 

 
6. Vocational Training College of Technique and Technology 

Nguyen Duc THO  ：副学長 
Dang An BINH  ：副学長 
Nguyen Thi QUYEN  ：副学長 
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Le Vu HOANG  ：財務部 部長 
Nguyen Van DAI  ：総務部 次長 
Pham Thi Mai HUONG  ：訓練部 部長 
Tran Van QUYEN  ：品質管理部 部長 
Nguyen Cong HUNG  ：企業連携部 部長 
Pham Kim THU   ：管財部 部長 
Nguyen Anh TUAN  ：電気科 次長 
Pham Minh VY  ：電気科 次長 
Bui Minh NGOC  ：機械加工科 
Le Son CUONG  ：機械加工科 
 

7. Ba Ria - Vung Tau Vocational College 
Le Duy CAU  ：学長 
Ngo Xuan KHOAT  ：副学長 
Truong Huynh NHU  ：副学長 
Hoang Duc THIEN  ：財務部 部長 
Nguyen Cong TAM  ：管財部 部長 
Le Phuoc TRIEU  ：訓練部 次長 
Vy Manh DUC  ：国際協力・企業連携部 部長 
Tran Van NHAM  ：電気科 科長 
Nguyen Quang THU  ：機械加工科 科長 
Le Van MINH  ：動的機械科 科長 
石田 弘  ：金型アドバイザー 
小林 勉  ：金型アドバイザー 
Sumio MURAOKA  ：日本語教師 
岡部 まさ子  ：日本語教師 
宮下 恵美  ：日本語教師 
 

8. Hanoi Vocational College of High Technology 
Pham Xuan KHANH  ：学長 
Tran Xuan NGOC  ：副学長 
Truong Thị PHUONG  ：財務部 部長 
Vu Hong PHONG  ：管財部 部長 
Phạm Thị HUONG  ：管財部 
Tran Xuan DUNG  ：機械加工科 次長 
Nguyen Duc THUAN  ：機械加工科 次長 
Nguyen Thị HONG  ：電気・電子科 
Dang Van CHUYET  ：電気・電子科 科長 

 
9. Vietnam - Germany Vocational College (Vinh Phuc Vocational College) 

Nguyen Van HIEN  ：学長 
Nguyen Trung THIEN  ：副学長 
Le Thi THU  ：財務部 部長 
Hoang Tien DUNG  ：管財部 部長 
Nguyen Manh THANG  ：訓練部 部長 
Tran BANG  ：総務部 次長 
Vu Van DUC  ：品質管理部 主任監査役 
Le Quang CHAT  ：科学調査・国際協力部 部長 
Pham Thi Thanh HIEN  ：科学調査・国際協力部 
Do Cao THINH  ：機械加工科 科長 
Le Thanh CHUNG  ：機械加工科 次長 
Hoang Van TRUNG  ：電気科 科長 
Phung Van TU  ：電気科 
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Phi Huu NGHIA  ：電子科 科長 
Do The HUAN  ：応用技術・労働者センター 
 

10. Da Nang Vocational College 
Nguyen BE  ：学長 
Thai Thi HOA  ：副学長 
Ngo Ngoc BOI  ：副学長 
Phan Van SON  ：副学長 
Ngo Van SAU  ：財務部 部長 
Le NHO  ：総務部 次長 
Nguyan Huu XUAN  ：学生部 部長 
Ho Viet HA  ：訓練部 部長 
Ngo Ngoc TRA  ：管理運営部 部長 
Dao Huu DUNG  ：総務部 部長 
Tran Phuoc PHU  ：品質管理部 部長 
Nguyen Van VAN  ：機械加工科 科長 
Nguyen Van HOS  ：電子科 科長 
 

11. The Central Vocational College of Transport No.2 
Hoang Van DZUNG  ：学長 
To Xuan PHUNG  ：副学長 
Dang Van PHI  ：副学長 
Pham Tien THAI  ：総務部 部長 
Hoang Hong DIEP  ：管理部/海外事業部 課長代理 
Doan Van BINH  ：財務部 部長 
Nguyen Thi Hong MINH  ：財務部 次長 
Hoang Anh THANG  ：管財部 部長 
Nguyen Thi Kien CHINH  ：管財課 次長 
Nguyen Van TUAN  ：訓練部 部長 
Tong Duy TIEN  ：計画・技術部 部長 
Nguyen Dinh TUAT  ：機械加工科 科長 
Nguyen Van PHUONG  ：機械加工科 次長 
Do Van TUAN  ：電気・電子科 科長 
Nguyen Dinh TAN  ：就職支援センター長 
 

12. Ho Chi Minh Vocational College of Technology 
Nguyen Thi HANG  ：学長 
Tran Viet PHU  ：副学長 
Nguyen Thi SANG  ：総務部 部長 
Bui Van TUAN  ：総務部 
Nguyen Van TOAN  ：財務部 部長 
Bui Van HUNG  ：訓練部 部長 
Pham Hong THANG  ：科学・国際協力部長 
Nguyen Thi VAN  ：科学・国際協力部 
Phan The NHAN  ：機械加工科 科長 
Nguyen Van HIEU  ：機械加工科 
Do Ngoc MINH  ：電気・電子科 科長 
To Minh TRUC  ：電気・電子科 
Tran Hoai NAM  ：電子機械工学科 科長 
 

13. Vocational College of Mechanics and Irrigation 
Hoang Ngoc CHANH  ：学長 
Nguyen Van CHUONG  ：副学長 
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Pham Van HOAI  ：副学長 
Nguyen Van SAM  ：総務部 部長 
Bui Ngoc CHAU  ：財務部 部長 
Pham Duy DONG  ：訓練部 部長 
Pham Ngoc TUYEN  ：学生部 部長 
Le Minh NGUYET  ：訓練部 次長 
Bui Manh HUNG  ：機械加工科 科長 
Duong Canh TOAN  ：電気・電子科 科長 
Tran Thi Thuy HUONG  ：電気・電子科 
Le Thi DAO  ：経済科 科長 

 
14. Hanoi University of Industry (HaUI) 

Tran Duc QUY  ：学長 
Ha Xuan QUANG  ：副学長 
Nguyen Anh TUAN  ：副学長 
Bui Thi NGAN  ：副学長 
Vu Dinh TUAN  ：財務部 部長 
Nguyen Thi Mai LAN  ：財務部 次長 
Do Nguyen HUNG  ：訓練部 次長 
Nguyen Van HUNG  ：管財部 部長 
Le Viet ANH  ：国際部 部長 
Vu Dinh THOM  ：ベトナム-日本センター長 
Vu Thai GIANG  ：ベトナム-日本センター 次長 
Nguyen Thanh HA  ：ベトナム-日本センター 
Nguyen Van THIEN  ：機械加工科 次長 
Nguyen Thi Mai LAN  ：財務部 次長 
Tran Minh DUONG  ：電子科 科長 
Vu Trung KIEN  ：電子科 次長 
Vu Huu THICH  ：電子科 次長 
Nhu Quy THO  ：機械加工科 次長 
Pham Van MINH  ：電気科 次長 
Le Van THAI  ：電子科 次長 
Le Hong QUAN  ：自動車科 科長 
Nguyen Hong SON  ：ベトナム-韓国センター 次長 
Nguyen Van THANH  ：公認会計士 
浦辺 義明  ：JICA 専門家/機械 
金丸 晃治  ：ネットワーク構築役 
 

15. Haiphong Industrial Vocational College 
Vu Duc HUAN  ：学長 
Cao Anh TUAN  ：副学長 
Ngo Ngoc BOI  ：副学長 
Nguyen Van DUONG  ：財務部 部長 
Pham Thanh SON  ：総務部 部長 
Le Van VAN  ：機械加工科 科長 
Vu Minh TUAN  ：機械加工科 
Tran Huu DUONG  ：CNC グループ長 
Vu Kim TRONG  ：電気・電子科 科長 
Tran Cao PHI  ：電気・電子科 
Nguyen Thi HUONG  ：電子グループ長 
Nguyen Thi Hai BINH  ：日本語教師 
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16. Ha Nam Vocational College 
Do Quang TRIEU  ：学長 
Pham Minh THANH  ：副学長 
Pham Van QUYET  ：副学長 
Hoang Duc MAN  ：副学長 
Lai Thi Mai LAN  ：財務部 部長 
Nguyen Van HANH  ：管財部 部長 
Dao Anh TUAN  ：訓練部 部長 
Nguyen The CUONG  ：電気科 科長 
Dao Van HIEP  ：溶接科 科長 
Nguyen Quang KHANG  ：ジャパンデスク 
 

17. ベトナム日本商工会 
安藤 憲吾  ：事務局長 

 
18. バリアブンタウ人民委員会 ジャパンデスク 

風間 賢雄  ：相談役 
藪下 成仁  ：補助員 

 
19. Industrial University of Ho Chi Minh City 

林田 隆之  ：アドバイザー／JICA 専門家 
 

20. MOPI  対外投資局 投資促進センター 南ベトナムジャパンデスク 
菊池 正  ：JICA 専門家 

 
21. SOFRECO / AFD能力強化事業 

Stephan VERAN  ：TVET 国際専門家 
 

22. SMEC/ ADB能力強化事業 
Tom NORTON  ：総括 

 
23. DOLISA Ho Chi Minh 

Ma Huong LE  ：職業訓練部 部長 
Vo Phuoc NGUYEN  ：職業訓練部 次長 

 
24. H & Friends GTL Vietnam Co., Ltd. 

KHOA  ：国内担当 
Clare LEE  ：補佐役 
DIEU  ：輸入担当 
 

25. Yamazaki Mazak Vietnam Co., Ltd. 
大津 高人  ：支社長 
 

26. Shibusawa Logistics Vietnam Co., Ltd. 
小池 拓也  ：支社長 
神田 藤吉  ：部長 
 

27. Mitsutoyo Vietnam Co., Ltd. 
中西 彰  ：支社長 
荒井 雅之  ：補佐役 
 

28. FANUC VIETNAM CO.,LTD 
石川 秀人  ：支社長 
小野塚 祐創  ：技術支援役 
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29. Takagi Vietnam Co., Ltd 
高波 賢治  ：部長 
後藤 大佑  ：主任 
 

30. Showa Denko Rare-Earth Vietnam Co.,Ltd 
HAO  ：主任 
 

31. NAGATSU VIETNAM  CO.,LTD. 
池田 喜幸  ：部長 

 
32. TOHO VIET NAM  Co.,LTD. 

朝倉 義一  ：支社長 
 

33. Ministry of Finance. 
Nguyen Ngoc HUNG  ：二国間協議部 第二課 主任 
Dinh Thao OANH  ：二国間協議部 第二課 
 

34. KfWコンサルタント 
Rainer U. Reidenbach  ：総括 
Nguyen Tri DUNG  ：管理役 
Sebastian Jacobi  ：総括 
Eberhard Knapp  ：技術アドバイザー 
 

35. GIZコンサルタント 
Beate Dippmar  ：技術アドバイザー 
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VPVC校名変更に関する決定 
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添付資料-4  VPVC 校名変更に関する決定 
 

MINISTRY OF LABOUR – INVALIDS 
AND SOCIAL AFFAIRS 

--------- 
No. 1335/QĐ-LĐTBXH 

SOCIALIST REPUBLIC OF VIET NAM 
Independence - Freedom – Happiness 

------------------ 
Hanoi, October 15, 2014 

 

DECISION 

ON THE NAME CHANGING OF VIETNAM- GERMAN VOCATIONAL COLLEGE 
TO VĨNH PHÚC VOCATIONAL COLLEGE 

 

Pursuant to Law on Vocational Training dated November 29, 2006; 

Pursuant to Decree No. 36/2012/NĐ-CP dated April 18, 2012 of the Government defining the 
functions, tasks and organizational structures of ministries and ministerial-level agencies; 

Pursuant to Decree No. 106/2012/NĐ-CP dated December 20, 2012 of the Government 
defining the functions, tasks, powers and organizational structure of the Ministry of Labor, 
Invalids and Social Affairs; 

Pursuant to Decision No. 51/2008/QĐ-BLĐTBXH dated May 5, 2008 of Minister of Labor, 
Invalids and Social Affairs providing the sample charter of vocational education colleges; 

Pursuant to Decision No. 922/QĐ-BLĐTBXH dated July 3, 2007 of Minister of Labor, 
Invalids and Social Affairs establishing Vietnam – German Vocational College of Vĩnh Phúc 
Province; 

Pursuant to Official Letter No. 5878/UBND-VX3 dated October 7, 2014 of Vĩnh Phúc 
People’s Committee proposing for name changing of Vietnam – German Vocational College 
into Vĩnh Phúc Vocational College; 

According to the proposal of Director General of General Directorate of Vocational Training, 

 

DECIDES: 

Article 1: Change the name of Vietnam – German Vocational College, which is established 
under Decision No. 922/QĐ-BLĐTBXH dated July 3, 2007 of Minister of Labor, Invalids 
and Social Affairs (MOLISA) establishing Vietnam – German Vocational College of Vĩnh 
Phúc Province, into Vĩnh Phúc Vocational College. 

Main campus: Liên Bảo ward, Vĩnh Yên city, Vĩnh Phúc province. 
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The Vĩnh Phúc Vocational College is located in the management area of Vĩnh Phúc People’s 
Committee (VPPC); under the governing of MOLISA; operated under the sample charter of 
vocational education colleges. 

Article 2: Function and mission of Vĩnh Phúc Vocational College is followed Article 2 in 
Decision No. 922/QĐ-BLĐTBXH dated July 3, 2007 of MOLISA establishing Vietnam – 
German Vocational College of Vĩnh Phúc Province. 

 

Article 3: This Decision as well as unrevised articles in Decision No. 922/QĐ-BLĐTBXH 
dated July 3, 2007 of Minister of Labor, Invalids and Social Affairs should be followed. 

 

Article 4: Chairman of VPPC, Chief of the Ministry Office, Director General of General 
Directorate of Vocational Training, Leaders of related agencies, Rector of Vĩnh Phúc 
Vocational College are responsible to implement this Decision./. 

 

 
Recipients: 
- As in Article 4; 
- Ministries, ministerial-level agencies, 
Governmental agencies; 
- People’s Committee of Province, City directly 
under the Central; 
- Vĩnh Phúc DOLISA; 
- Filling. 

PP Minister 
Deputy Minister 

 
 

(signed and sealed) 
 
 

Nguyễn Ngọc Phi 
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職業教育法 
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添付資料-5 ベトナム職業教育法概要 

職業教育法（新法） 旧法（職業訓練法）との関連等特記事項 
第 1 章 概要(General Provisions) 
第 1 条 適用(Scope of regulation) 

訓練組織とその運用にかかる権利と義務（This 
law provides the vocational education 
system）  
 
 
以下 vocational education を VE と記述する 

 
第 2 条 適用(Subjects of application) 

職業訓練センター（VE center）、中級職業訓練

センター（Intermediate Vocational School）、
カレッジ（Colleges）、職業教育活動に関与する

企業、期間、組織等すべての組織に適用 
 
 
 
第 3 条 用語(Interpretation of terms) 

１職業訓練（VE 国家教育システムの一環であ

り、初級(elementary)、中級（Intermediate）、
上級（Collegial）を実施して労働者の能力開

発を実施する。公式訓練（formal training）
と継続訓練（continuing training）の 2 種類

を実施する。 
２訓練（訓練生 students は学科、実技、態度を

学び、卒業後は就職、創業、就職後の能力開

発を目指す） 
３モジュール（一つまたはある単位の業務 Task

を遂行するために学科、実技、態度をモジュ

ール化した単位とする） 
４履修単位（Credit 期間内の習得した学科、

実技、態度の単位） 
５公式訓練（Formal Training） 3 レベル：

elementary、intermediate、diploma level
の訓練施設における全日制訓練=full-time 
courses）を実施する。 

 

旧法第 1 条適用は「This law regulates the 

organization and operation of vocational training 

institutions」と規定し、職業訓練を旧法では

vocational training、新法では職業教育 vocational 

education と規定しているが、実態や考え方（訓練

目標、実施方法等）にどの様な変更がもたらされ

るか？？ 

 

以下 vocational training を VT 記述する 

 

旧法第 2 条適用（Subjects of application）では訓

練施設全般をさし (This law is applicable to 

organizations and individuals engaging in VT and 

any organizations and individuals related to VT)、

新法のように施設名称を規定していない。 

旧法では第 3 条 Application of the Law on VT を含

めて適用範囲を規定していた。 

 

旧法では第 5 条用語（Explanation of terms）で規

定していた。 

旧法 6 条で長期訓練（Full-time training）と常設訓

練(Regular training)を規定して訓練方法を規定し

ていたが、新法では公式訓練（Formal）と継続訓

練（continuing）の区分に変更されている。継続訓

練を実施するためにも、新法第 3 項モジュールや

第 4 項履修単位を明確化し継続して訓練を受講で

きる制度を構築したと考えられる。 

 旧法：長期訓練（Full-time training）＝新法：公

式訓練（Formal） 

旧法：常設訓練(Regular training)＝新法：継続訓

練（continuing） 

旧法では、 

1. 職業訓練（Vocational training） 

2.モジュール（Module） 

3. カリキュラム（Curriculum） 
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６継続訓練（Continuing Training） 3 レベ

ル：elementary、intermediate、diploma 
level の訓練施設における期間、目的、方法、

カリキュラムを訓練目的に合わせて選択す

る企業内訓練（in-service training）、遠距離

訓練 distance training、自習プログラム

（Self-instructed）、訓練生ニーズに基づい

た訓練を実施する。 
７私立、外資、NOP 訓練施設 
８企業等の法的規制 

 
第 4 条 目的(Objectives of VE) 

１全体目的（製造業やサービス産業における能

力開発を目的とし、働くための能力：倫理観

（moral qualities）、健康、責任能力（sense 
of vocational responsibility）、創造力

（creativity）、適応力（adaptability）を習

得し、卒業後は就職、創業、キャリアアップ

に寄与する） 
２レベル毎目的（VT は翻訳ミス？） 

初級レベル elementary VT：単一作業

simple task ができる知識と実技能力、 
中級レベル intermediate VT：複合作業

sophisticated task で応用力がありグル

ープ作業で個人能力が発揮できる能力、 
カレッジレベル（Collegial VT）：複合作業

sophisticated task で応用力がありメン

バーを監督指導できる能力） 
第 5 条 訓練施設（VE institutions） 

１種類（VE center、Intermediate vocational 
school、College） 

２設立 
a 公立 
b 私立：Social organization, 
social-professional organization, private, 
individual organization 

c 外資系 
第 6 条 施策(State policies on VE development) 

4.訓練基準（Vocational skill standards）を規定

していたが、新法では 4. Vocational skill 

standards が削除されている。 

このため、訓練基準に関しては施行規則等で規

定しなおしていると窺える。 

 

 

 

 

旧法第４条目的（ Objectives of VT） 

旧法第６条 Levels in VT（３訓練レベル；初級、

中級、ディプロマ）で規定していた訓練時間、内

容、カリキュラム、実施できる訓練施設、証明書

等について、本条第 2 項で簡単に記述し、旧法で

規定していた内容は、構成を変えて新法第 3 章第

32 条から第 38 条で記述している。 

旧法 Chapter II Levels in VT 

      Section 1 Elementary training level (Art. 

10-16) 

      Section 2 Secondary level vocational 

training (Art.17-23) 

      Section 3 Diploma training (Art. 24-30) 

 

 

旧法第 4 章訓練施設（VT Institution）第 39 条～第

57 条で規定していた訓練施設に係る内容を新法第

5 条で概略を規定した。 

新法でも第 2 章、第 1 節第 10 条で訓練施設につい

て詳説している。 

 

 （旧法第 55 条～第 57 条） 

 

 （旧法第 51 条～第 54 条） 

旧法第 7 条施策（Government policies on VT 

development） 

１職業訓練品質を向上し国家産業政策に合致

した人材を供給するために職業訓練ネット

ワークを構築する 
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１標準化、現代化、民主化、社会化、国際化を

図るため柔軟な開発を推進する。 
２社会経済発展のため最優先施策とし、財政も

教育予算内で最優先配分とする。 
３産業界の訓練ニーズ、従業員の学習要求、若

者のための国際化対応のため、訓練品質向上

と訓練施設間ネットワーク構築のために予

算措置をする。 
４中学校・高校から職業訓練施設への流れを構

築する。 
５中央、地方、劣悪状況、少数民族、臨海地域、

貧困地域等々を同化した政策を立案する。 
６公正な入札制度 
７軍人、社会的弱者等救済対策 
８訓練品質向上のため訓練施設へ各種支援（研

究調査、技術応用、官民連携） 
第 7 条 社会化（Socialization of vocational 
education） 

１社会発展のため訓練施設の多様化を図る。 
２私立校の奨励策 
３技能工の活用(Artisans and Skilled persons) 
４各組織の支援(Socio-political organizations, 
social organizations and socio-professional 
organizations) 
５商工会 

第 8 条 訓練施設のネットワーク(Planning of the 
VE institutions network) 

１ネットワーク構築原則 
a 社会発展施策による各組織の連携 
b 職業構造・産業との同期と多様性の確保、

教育訓練システムとの協調等 
２施設間のネットワーク構築計画 

a 職業・訓練レベル・形態別（discipline, trade, 
level, type） 

b 地域別 
c 教職員別 
d 施設・設備別 

３ネットワーク構築責任 

２職業訓練プログラム（カリキュラム、指導員

能力、機材近代化、研究、世界標準レベル

の訓練等）の向上を図る 

３国内外の組織は職業訓練施設を設立し訓練

を実施する 

４就職弱者 

 

旧法でも細かく規定していた内容であるが、新法

ではより明快になっている。 

 

 

新法第 7 条は、旧法には無かった記述であり、新

法では前述の新法第6条に追記して記述している。 

特に職業訓練の社会化を図るための施策として、

３、４、５項が新設されているのは興味深い。 

 

 

 

新法第７条と同様に旧法には無かった記述であ

り、訓練施設間の連携強化を図るために新設され

た既定と思われる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

旧法第８条既習訓練（Inter-disciplinary training） 

旧法とほぼ同様に内容であり、これまでに習得し

た内容を保護するためと思われる。 
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a 政府、地域人民委員会 
b 関係者の訓練コース認可、監査、監督 

第 9 条 既習訓練（Transfer in Training） 
１同一職種間のレベルアップ、異なる職種への

移動、履修の不必要性 
２施設長判断（履修不必要モジュール・科目の

決定） 
３法に規定 
 

 
第 2 章  訓 練 施 設 (Vocational Education 
Institutions) 
第 1 節  組 織 (Organization of vocational 
education institutions) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第 10 条  組 織 (Organization structure of 
vocational education institutions) 

１私立・公立中級職業訓練センターpublic or 
private intermediate vocational school、カ

レッジ college の組織 
a 公立施設・審議会 School council の設立、

私立施設・管理委員会 Board of Directors の

設立 
b 校長 Rector、副校長 vice rector 

 
旧法では第４章 Chapter IV VT institutions Section 

1 (Art. 39-50)で記述されていた内容を再分類して

記述している。以下旧法 

Art.39 形態 Forms of vocational training 公立、民

間、外国投資 

Art.40 訓練施設整備条件 Conditions for setting up 

vocational training  

Art.41 権 限 等 Authorities, establishment 

procedure    

Art.42 失効 Termination of vocational training 

activities 

Art.43 解散 Dissolvent of vocational training   

Art.44 憲章 Statutes of vocational training centers, 

Charters of secondary   

Art.45 所長 Manager of vocational training centers 

Art.46 校長 Principal of vocational secondary    

Art.47 委員会 Institution’s committee 

Art.48 組 織 Party, Youth league, social 

organizations in vocational   

Art.49 委員会 Consultant committee, curriculum 

and syllabus appraisal committee 

Art.50 責 任 Responsibilities and authority of 

vocational training    

 
新法第 10 条第 1 項で中級レベル・カレッジレベル

の組織規程を、同第 2 項で初級レベル訓練施設の

組織規程を記述している。 
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c 事務所(professional division or section) 
d 学部 Faculties and subject department 
e 顧問委員会 Advisory councils 
f 支所、研究所等 

２公立・私立訓練センターVE center の組織 
a 所長 Director、副所長 Deputy director 
b 事務所(professional division or section) 
c 訓練科 Subject divisions 
d 顧問委員会 Advisory councils 
e 企業連携等 

３外資系訓練施設は独自に組織構成 
第 11 条 審議会（School Council） 

１公立校に設立(Intermediate school, College
に設置) 
２管理（義務と権利） 

a 運営意思決定（組織目的、戦略、基本計画、

訓練施設規定） 
b 訓練及び国際協力の実施 
c 財務及び財務評価 
d 組織の構成、解散、及び校長辞任要求

proposal on relief of duty of the rector 等 
e 管理 to supervise the implementation of 
its resolutions 

３構成 
a 校長、副校長、人民委員会、労働組合、青

年組合、学部代表 
b 産業界 

４審議会委員長（政府任命、委員長資格） 
５任期（5 年、多数決決定 by vote of majority） 
６審議会の構成員、組織、義務と権利、議長、

罷免等は Charter or Regulation で規定 
第 12 条 管理委員会（Board of directors） 

１私立校に設置 
２管理（義務と権利） 

a 株主委員会の決定に従う運営 
b 運営意思決定（組織目的、戦略、基本計画、

訓練施設規定） 
c 組織の構成、解散、及び校長辞任要求  

旧法では第 44 条～第 47 条に規定していた、憲章、

所長、校長、施設委員会、関係者、諮問委員会、

施設の権限と責任を新法第 10 条で再構築して規

定した。 
注）旧法は概略的な意味合いが強かったが、訓練

施設の種類が増加したことにより、細かな規定を

策定したと思われる。 
 
注）新法において、初級訓練施設長と中級訓練施

設・カレッジ校長の施設運営に係る決定的な差は、

審議会・管理委員会の決定に従った施設運営管理

をしなければならないことで、初級訓練施設の場

合は法に従った運営を実施すれば良いことになっ

ていることである。 
 
 
 
 
新法第 11 条で公立校の審議会（School Council）

を、新法第 12 条で私立校の管理委員会（Board of 

directors）の組織規程をしている。 

 

旧法第 47 条施設委員会（Institution’s committee）

及び第 49 条諮問委員会（consultant committee）

で規定していた内容を再構成して、詳述している。 

旧法第 49 条で規定していたカリキュラム認定会

議 （ the syllabus and curriculum appraisal 

committee ） に関 す る規 定 及 び 諮 問 委 員会

（consultant committee）の委員構成は新法では削

除され、新法の第 11 条、第 12 条で規定したと思

われる。 
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d 訓練及び国際協力の実施 
e 組織、人事、財務、評価 
f 監査等 Shareholders general meeting  

３管理委員会構成 
a 組織代表 
b 所長、地域代表 
c 産業界、教員等 

４委員長（財政責任、任命）、 
５任期（5 年、多数決決定） 
６審議会の構成員、組織、義務と権利、議長、

罷免等は法で規定 
第 13 条 所長（Directors of VE centers） 

１所長（代表者、管理責任者、5 年任期） 
２資質 

a 品格（possessing moral qualities） 
b 短大卒以上 college diploma or higher 

degree 
c 訓練施設管理の訓練を受けた者（having 

been trained in VE administration） 
d 健康 

３義務と権利（tasks and power） 
a 規則制定 
b 組織変更、人材任命、 
c 採用・罷免・育成、給与、雇用契約・解除 
d 訓練実施、国際協力、訓練品質向上、企業

連携、訓練生ガイダンス career orientation 
e 施設管理、財政の効果的運用 
f 監督報告 
g 民主化活動 
h 年度報告 
i 他 

４任命・罷免（the competence to appoint, 
recognize, relieve of duty and dismiss 
directors） 

a 管理員 the person competent による任命・

罷免権限 
b 地方人民委員会議長（Chairperson of the 

Provincial-level People’s Committee）が

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
旧法第 45 条 所長（Manager of VE centers）では 1 

所長の資質、2 任命・承認、3 権限と責任、4 州課

長責任についてのみ規定されていた。 

新法第 13 条第 1 項に関する記述は旧法には無く、

所長任期も新法で規定された。 

旧法第 45条所長第 2項の資質（a 道徳（virtues and 

morality）、b 短大卒以上（at least college degree）、

c 訓練設管理の訓練を受けた者（having been 

trained in management skills）、 d 健康）であり、

新法第 13 条第 2 項は、旧法第 45 条とほぼ同内容

である。 

 

旧法第45条第 3項義務と権利（responsibilities and 

authority）は施設活動、卒業証書のみを規定してい

たが、新法は a〜i のように細かな規定が目立つ。 

 

注）新法第 13 条「所長」第 3 項「義務と権利」d
に訓練生ガイダンス career orientation が規定さ

れているが、新法第 14 条「校長」第 3 項「権利と

義務」e 訓練実施、国際協力、企業連携には訓練生

ガイダンスが規定されていない。このことは、中

級レベル以上の訓練施設の訓練生は、学校の責任
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私立訓練施設所長 director of private VE 
center の承認権限 

５法順守 
第 14 条 校長（Rectors of Intermediate vocational 

school and College） 
１校長（代表者、管理責任者、１期 5 年の任期

ただし２期まで延長可、経理責任者） 
２資格、要件(must fully satisfy the following 

criteria) 
a 品格（possessing moral qualities）、５年以

上の指導員経験または訓練施設管理経験

having worked as trainers or participated 
in VE administration for at least 5 years 

b 中級訓練センター：大卒以上(university or 
higher degree)、カレッジ：修士以上(master 
or higher degree) 

c 訓練施設管理の訓練を受けた者（having 
been trained in VE administration） 

d 健康、最低１期を遂行できる年齢であるこ

と 
３義務と権利 tasks and power 

a 審議会、管理委員会決定に基づく規則制定 
b 審議会、管理委員会決定に基づく組織運営 
c 審議会、管理委員会決定に基づく人事 
d 採用・罷免・育成、給与、雇用契約・解除 
e 訓練実施、国際協力、企業連携 
f 施設管理、財政 
h 監督報告 
i 民主化活動 
j 年度報告 
k 他 

４任命・罷免（the competence to appoint, 
recognize, relieve of duty and dismiss 
rectors） 

a 政府機関等による任命・罷免権限 
b 地方人民委員会議長 Chairperson of 
Provincial-level People’s Committee が、審

議会提案によって、私立中級訓練センター校

ではなく、個人の責任で就職活動等を実施するこ

とが窺える。 
 
 
旧法第 45 条で規定していた権威者による所長候

補者指名（Authority to set up public VT center）、

委員長による所長承認（Chairman of provincial 

People’s committee）が、新法では右記第 4 項任

命・罷免のように変更されたが、大筋の変更は無

い。 

 

旧法Art.46 校長（Principal of vocational secondary 

level schools, principal of vocational colleges）で

は 1 校長の資質、2 任命・承認、3 権限と責任、4

州課長責任についてのみ規定されていた。 

新法第 14 条第 1 項に関する記述は旧法には無い。

新法で任期、経理責任を規定した。 

旧法第 46条校長第 2項の資質（a 道徳（virtues and 

morality）５年以上の指導員経験または訓練施設管

理経験 having at least 5 years’ experience of 

vocational teaching or training management、b 大

卒以上（中級：大卒以上 at least college degree、

カレッジ：修士以上 at least master degree）、c 訓

練設管理の訓練を受けた者（having been trained in 

management skills）、 d 健康）であり、新法第

14 条第 2 項は、旧法第 46 条とほぼ同内容である。 

 

旧法第 46 条「校長」第 3 項義務と権利

（responsibilities and authority）では施設活動、卒

業証書のみを規定していたが、新法は第 3 項 a〜k

のように細かな規定が目立つ。 
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長 rector of private intermediate 
vocational school の承認 

c 中央政府課長 Head of the central state 
management agency が、審議会の提案によ

って、私立カレッジ校長 recto of private 
college の承認 

５School charter 順守 
第 15 条 顧問委員会（Advisory Council）  

１運営へのアドバイスのため施設内に顧問委員

会を設置 
２委員会各種運営規定は施設長が策定 

第 16 条  分 所 （ Branches of intermediate 
vocational school or college） 

１分所は組織としての一員（organizational 
structure）であり、その分所が設置される

地域の法に従い運営される。 
２分所の運営報告は施設長及び設置地方政府に

行われる。 
３分所の設立条件、設立許可、登録等は第 18

条、第 19 条に基づき実施される。 
第 17 条 訓練施設内の関係組織 

１施設に設置される関係組織は順法により設置

され運営される 
２訓練組織の関係組織設立条件策定は第 1 項に

従う 
第 18 条 訓練組織の開設、集合・分散及び許可

（Establishment, merger, division and 
split-up） 

１訓練施設は、中央政府課長 Head of the 
central state management agencies 
２外資系訓練施設の設立 
３障害者訓練施設設立 

a 設備、機材、シラバス（physical foundations 
and equipment, course books, and 
training methods and schedules 

b 障害者指導ができる指導員 
４訓練施設の分散、集合 

a 訓練施設ネットワークの基本計画に合致し

旧法第 46 条で規定していた所長候補者指名、承認

等が、新法では右記第 4 項任命・罷免のように変

更されたが大筋の変更は無い。 
 
 
 
 
 
 
 
旧法には無かった規定 
 
 
旧法には無かった規定 
 
 
 
 
 
 
 
旧法第 41 条 訓練施設の設立、権限、失効、合併、

分割、解散が謳われ、旧法では初級、中級、ディ

プロマレベルの私立・公立訓練施設の設立、解散

等の取り扱いをどの組織が担当するか細かく規定

していた（establish public and private VT centers, 

secondary level schools and vocational college） 

障害者訓練施設の設立等の関する規定は旧法第 7

章第 68 条～第 72 条に規定され、旧法第 69 条障害

者訓練施設で訓練機材、シラバス、訓練時間、建

物が規定されていた。 
 
旧法第 43 条解散 (Dissolvent of VT centers, 

secondary level schools and vocational college) 

第 2 項関係者の利益（In case of dissolvent of VT 

centers , secondary level schools and vocational 

colleges, a plan to settle the benefits of 

management, administrative and teaching staff, 
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ている事 
b 教職員・訓練生等の関係者の利益勘案

（Benefits of its teachers, public and 
other employees and students、訓練品質

向上 
５訓練施設の分散、集合条件を中央政府が規定 
６分散、集合決定者 

a 地方人民委員会議長権限：公立訓練センタ

ーpublic VE center、中級訓練センター 
intermediate vocational school の設立決

定、私立訓練センター・外資系訓練センタ

ーprivate VE center and foreign-invested 
VE center 及 び 中 級 訓 練 セ ン タ ー 
intermediate VE school の設立許可、 

b 首相等が訓練施設の設立を決定（shall 
decide on the establishment of the public 
VE center and intermediate vocational 
school）：分所だけでなく、施設全体の決定

に変更 
c 中央政府課長 Head of central state 

management agency：訓練カレッジ VET 
college の設立決定、私立・外資系訓練カレ

ッジ private VET college の設立承認 
d 施設設立責任者は、施設の集合分散等がで

きる 
７集合・分散等の行程処理は中央政府課長

Head of state management agency が規定

し、順法とする 
第 19 条 登録 

１訓練実施条件 
a 設立決定または許可を得た者 
b 土地、建物、設備 
c カリキュラム、訓練教材 Having all 
training programs, course books, teaching 
and learning materials as required 

d 資格・能力を保有する教職員 Having a 
contingent of qualified teachers and 
administrators of VE sufficient in number 

laborers and trainees: and to fulfill financial 

responsibilities as stipulated by laws. shall be 

developed and submitted to the person who has 

set up or permitted the establishment of the 

institution. 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
旧法第 40 条訓練施設整備条件（conditions for 

setting up VT centers, secondary level schools 

and vocational colleges） 

新法第 19 条１設立条件は旧法第 40 条とほぼ同一

内容 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
旧法第 42 条 停止（termination of VT activities） 
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and synchronous in structure 
e 訓練を実施するに十分な財政 
f 必要な規則 

２認定施設のみが訓練生募集、訓練実施可 
３変更届 
４中央政府課長 Head of state management 

agency が許可、無効の条件設定、発行を実

施 
第 20条 停止（Suspension of vocational education 

activities 
１停止条件 

a 不正があった場合 
b 第 19 条 1 に違反した場合 

c 許可証なしで施設運営した場合 

d 職業訓練法に違反した場合や管理層が違反し

た場合 

e 法に違反した違反） 

２違反理由、停止期間、関係者の扱い（measures 
to ensure the lawful interests of teachers, 
public employees, other employees and 
students）の明確化、マスメディアを通した

公開 

３登録許可を受けた者の責任 

４停止期間後の査問による停止解除の措置：英語

表現が明確になった 

第 21 条 解散（Dissolution） 
１解散 

a 法違反が継続した場合 
b 停止後の問題が解決できなかった場合 
c 中級訓練施設とカレッジは 36 か月以内に、

初級訓練施設は 24 か月以内に許可証を取得

しなかった場合 
d 許可証取得後 24 か月以内に訓練を開始し

なかった場合 
２訓練施設実施申請者が解散を申請した場合 

３解散理由、関係者の利益の明確化、マスメディ

アを通した解散の公開 

４登録許可を受けた者の責任、中央政府は訓練施

 
 
 
 
 
 
 
旧法第 43 条 解散(Dissolvent) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
旧法第 44 条定款（Statutes of VT centers, Charters 

of secondary level schools and vocational 

colleges ） 

 

旧法で規定されていた内容は以下の a〜d であり、

あとは中央政府課長が規定すると定められてい

た。 

a 義務と権利 Duties and authority of the VT 

centers 

b  指導員・訓練生の義務と権利 Duties and 

authority of trainers and trainees 

c  組織運営管理 Organization, operation and 

management of the VT centers.  

d 官民連携 Relationship between the VT 

centers and business and the society. 

新法では旧法に比べて、より明快に規定されてい

る。 
旧法に比較して、権利、義務、施策の決定、管理

等について規定が詳細になっていることが、本条

に関わらず新法の特徴となっている。 
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設の解散、解散許可の工程表を作成する 

第 22 条 訓練施設の定款（Charters） 
１ 訓 練 施 設 （ VE institution(VE center, 

intermediate vocational school, college)の
定 款 は 中 央 政 府 課 長 Head of state 
management agency が公布する。 

 
２内容 

a 目的と使命（Goals and mission） 
b 業務と権限（Tasks and powers） 
c 訓 練 方 法 （ Organization of training 

activities） 
d 教職員の義務と権利（Duties and rights of 

teachers and administrators） 
e 訓練生の義務と権利（Duties and rights of 

students） 
f 訓練施設運営組織（Organization and 

management of VE institutions） 
g 財政、財産（Finance and assets） 
h 官民・社会・家族連携（Relations between 

VE institutions, enterprises, families and 
the society） 

３訓練施設が組織、運営、公開等について定款

を作成する 
 
 
第 23 条 私立・公立訓練施設の義務と権利（Tasks 
and powers） 

１発展のための戦略策定（To work out their 
development strategies and plans） 

２異なったレベルでの訓練実施 
a 初級訓練センター（VE center：初級レベル

と一般訓練とキャリアガイダンスの実施） 
b 中級訓練学校（ intermediate vocational 

school：初級及び中級レベル訓練の実施） 
c カレッジ（college：初級、中級及びカレッジ

レベル訓練の実施） 
３第 3 章第 2 節に示す継続訓練の実施 

 
 
公立校については、旧法では第 4 章第 50 条で義務

と権利（Responsibilities and authority of VT）を規

定していた。 

1 教育法第 58 条～第 60 条に係る義務と権利 

2 以下の権利を有する 

a) 訓練生への無料コンサルと雇用支援

（Consultation of vocational training and 

employment for trainees free of charge:） 

b) 訓練生への企業見学及び研修（Carrying out 

study tours and probation at the business for 

trainees） 

c)訓練に係る国内外協力（ Cooperating with 

domestic and overseas businesses, 

organizations, and individuals in vocational 

training） 

d) 順法内の起業、製造（Setting up business and 

carrying out production, trading and servicing 

in accordance with laws）. 

e) 海外労働を目指す訓練生への各種支援

（Incorporating the teaching of languages, 

customs and traditions, respective foreign 

laws and related Vietnam laws into the 

training syllabus for trainees who shall be 

working overseas） 

旧法の上記a)〜e)は新法でも規定されている。 

 

私立校については、旧法では第5章第55条で権限

（Authorities）を、第56条で義務（Obligations）、

第57条責任（Responsibilities）を規定していた。 

第 5 章 私立訓練施設運営にかかる権威と責務 

第 55 条 私立校の権限（Authorities） 

１直接生産にかかる従業員教育を実施、２

従業員教育、３合資訓練施設の設立（職業

訓練、研究、製造、応用、技術移転）、４

カリキュラム認定、技能標準、技能評価等

に参加、５減税 
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４訓練生募集と訓練生管理 
５公表（訓練目標、カリキュラム、受講条件、

授業料、訓練品質認証、卒業証明書、就職可

能性、訓練評価等々） 
６プログラムに沿った訓練の実施、学生への修

了書発行、インターンシップの実施 
７外国経験の有効活用 
８国内外組織との共同訓練への参加 
９Mobilizing、管理、資源？？ 
１０世界標準と現代化にマッチした訓練施設の

建設と設備の設置 To build and invest in 
training physical foundations and 
equipment to meet standardization and 
modernization requirements 

１１教職員の採用、管理、訓練生のインターン

シップ、教職員及び訓練生の社会参加 To 
recruit, employ and manage teachers, 
administrators, public employees and 
other employees; to organize production 
practice at enterprises for teachers to 
update and improve their vocational 
skills; to organize social activities for 
teachers, public employees, other 
employees and students. 

１２訓練の品質向上 
１３無料コンサルタントと訓練生就職支援 
１４科学技術のための組織 enterprise 設立 
１５海外労働のための外国言語、文化のプログ

ラムへの導入 
１６訓練品質向上のための科学研究の導入 
１７民主化の実施 
１８訓練品質評価のための訓練生、指導員、地

域の参加メカニズムの構築 
１９評価、監査、報告 
２０他は順法 

第 24 条 外資系訓練施設の義務と権利 Tasks and 
powers 

１保護（国内法によって保護） 

第 56 条 私立校の義務（obligations） 

１職業訓練、雇用ニーズ等にかかる情報提

供、２訓練生受入れ（インターンシップ

等）、３報酬 

第 57 条 私立校の責任（responsibility） 

１技能向上にための訓練計画策定、２実業

と訓練の両立、３再訓練 
 

 

 

 

 

旧法第51条権利と利益（Legal rights and 

benefits）、第52条設立（The establishment of 

foreign-invested VT institutions） 

 

 

 

旧法第51条で外資系訓練施設に限って規定してい

た訓練施設の自治を、新法では全ての訓練施設に

適用している。 
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２権利（停止期間、解散中であっても教職員、

訓練生の保護） 
３順法 
４第 23 条による義務と権利 

第 25 条 訓練施設の自治 
１自治権（組織、人員、財政・資産、訓練、国

際協力、訓練品質）保有と報告（shall explain to 
agencies：ドラフト is accountable to agencies） 
２公共訓練施設の事業責任と説明責任 
３法による処置 

第 2 節 訓練施設の施策(Policies for vocational 
education institutions) 
第 26 条 訓練施設の施策(Policies for vocational 
education institutions) 

１施策( are entitled to the following policies) 
a 土地、建物への各種優遇策（インフラ、訓練

改善に優遇策、免税：実習収益、シラバス、

訓練教材・機材、本、雑誌、教材の輸入等、

免税：入札、ローン借受け、少数民族訓練

生受入れの優遇措置、職種開拓 develop 
occupations 等） 

b 訓練実施に係る入札参加 
c 国海外からの借入 concessional loans 
d 指導員、事務職の能力向上訓練（refresher 

training program） 
e 少数民族訓練生受入れ支援 To receive 

investment support for ensuring 
conditions to admit ethnic minority 
boarding school graduates 

f 訓練実施支援（To receive investment 
support for ensuring conditions to admit 
ethnic minority boarding school 
graduates） 

g 社会化支援 
２人民委員会訓練活動支援、科学技術の進展普

及、技術移転 
第 27 条 障害者訓練施設の施策 

１政府（障害者入校促進及び施設設立促進）The 

 
旧法第 7 条施策（Government policies on VT 

development） 
１職業訓練品質を向上し国家産業政策に合致

した人材を供給するための職業訓練ネットワ

ーク構築 
２職業訓練プログラム（カリキュラム、指導員

能力、機材近代化、研究、世界標準レベルの

訓練等）の向上 
３国内外の組織は職業訓練施設を設立して訓

練実施 
４就職弱者支援 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
障害者訓練施設の設立等の関する規定は旧法第 7
章第 68 条～第 72 条に規定され、旧法第 70 条障害

者訓練施設への奨励が規定されていた。 
旧法では第 4 章：訓練施設の第 3 節で奨励策を設

定していた。 
第 53 条 奨励策（Incentive Policies） 

１設立奨励策（奨励金、土地・建物、減免、
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State shall encourage VE institutions to 
admit people with disabilities for 
integrated learning 

２政府優遇策（土地、建物、機材） 
 

製造品減免） 

２人民委員会の奨励 

３私立訓練施設 

また第 6 章：職業訓練指導員と訓練生でも奨励策を

設定していた 

第 62 条 指導員奨励策（Incentives for vocational 

trainer） 

１教育法第 80~82 条に規定する奨励 

２実技担当指導員奨励 

第 65 条 訓練生奨励策（Incentives for vocational 

trainee） 

１教育法に規定された奨励 

２上級訓練コース受講 

３少数民族訓練生 

４軍、病休、事故、妊娠、家族問題等々発

生時の優先事項 
さらに第 7 章障害者訓練施設でも述べたように奨

励策を設定していた。 
第 70 条 障害者職業訓練施設への奨励（Incentive 
Policies） 

１設立奨励 
２インフラ整備等支援 

第 71 条 障害を持つ訓練生への奨励 
奨学金等各種奨励策 

 
しかし、新法を見る限り、これらの各種奨励策の

記述が削除され、唯一第 27 条が残っている。 
ただし、incentives 奨励策ではなく policy 施策と

して記述されている箇所もあるので、条文を検討

しなければならない。 
 
 

第 3 節  財政、資産 (Finance and Assets of 
vocational education institutions 
第 28 条 財源(Financial sources of vocational 
education institutions) 

１政府予算 
２国内外投資資金 

 
旧法第 85 条財政（Investment in vocational training）

教育法による各種財源と規定されていたものを、

新法では具体的に記述している。 
Financial sources for VT, state budget for VT, 

priorities in financial investment and land for VT 
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３授業料、入学金（Tuition fees and admission 
fees ） の 決 定 方 法 （ may themselves 
determine and decide on） 

４実習収益等からの歳入 
５基金他（Funds, aid, gifts, presents and 

donations） 
６他資金 

第 29 条  授業料、入学金 (Tuition fees and 
enrollment fees) 

１授業料、入学金は訓練実施にかかる資金 
２支出（指導員書類、訓練教材、資材、燃料、

インターンシップ、資材の減価償却、他支出） 
３完全自治公共訓練施設と他の公共訓練施設の

授業料、入学金の決定権と支出方法 
４私立と外資系訓練施設の決定方法 
５支出方法の公開 
６高レベル訓練施設（中央政府課長 Head of 

state management agency が認定）は品質

によって授業料変更可 
第 30 条 訓練施設の設備等 (Training physical 
foundations and equipment) 

中央政府課長が訓練施設及び機材について最低

基準を規定する 
 
 
 
第 31 条 財源と資産管理(Management of finance 

and assets of vocational education 
institutions) 
１法に従った財務、会計、審査、公開を実施す

る。 
２政府予算で設立された訓練施設は法に従って

処理する責任があり、中央政府課長が規定す

る。 
３資産の使用法 
４私立訓練施設への配分の使用法 
５大臣等関係組織の役割 

institutions, investment incentives for VT, tuition, 

enrollment fees, tax incentives in publishing 

training documents and producing training 

equipment shall be subject to Articles 

101,102,103,104,105 and 106 of the Law on 

Education 

 
旧法第 85 条財政（Investment in vocational training） 
 
 
 
旧法には無い規定 
 
 
 
 
 
旧法第 40 条設立条件（Conditions for setting up VT 

centers, secondary level schools and Vocational 

colleges） 

Specific conditions to set up VT centers, 

secondary level schools and vocational colleges 

shall be determined by the heads of central State 

management institutions of VT. 

 
 

第 3 章 訓練と国際協力(Training activities and  
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International cooperation in vocational 
education) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第 1 節 一般訓練（FORMAL TRAINING） 
第 32 条 訓練生募集（Enrollment） 

１募集人数：指導スタッフの質と量、設備・機

材により、人材開発計画、産業発展状況を勘

案して各教育機関は募集数を決定する

(institutions are entitled to determine by 
themselves their own enrollment quotas on 

the basis of their conditions.) 

２入学 
a 決定した入学者数によって年数回の入校時

期設定 
b 初級レベル：書類選考（Selection-based 

enrollment） 
c 中級レベル・カレッジレベル（書類選考と入

学試験またはそれらの組合せ）、 校長権限

で一次審査 
３カレッジレベルへの中級からの入学 

a 入学許可者を高校修了者 high school 
diploma、高校終了者 having finished high 
school 、高校修了試験合格者 passed 
examination 、 中 級 訓 練 施 設 修 了 者

secondary VET diploma 

注）新法第 3 章は旧法第 2 章で規定していた長期

訓練（Full time training：新法の一般訓練 Formal 

VE）と常設訓練（Regular training：新法の継続訓

練 Continuing VE を細かく規定するとともに、今

後重要視されるであろう国際協力（新法の

International Cooperation 第 3 節）の 3 点を細かく

規定したのが特徴である。 

新法第 3 章第 1 節は、旧法第 2 章第 1 節初級訓練、

第 2 節中級訓練、第 3 節ディプロマ訓練で規定さ

れていた内容を、第 33 条～第 38 条に分類しなお

して規定している。旧法で触れていなかった内容

を新たに規定するために、各種の経緯を踏まえ経

験を蓄積したと考えられる。 

旧法では第 2 章訓練レベル第 1 節初級レベル、第

2 節中級レベル、第 3 節ディプロマレベルで、訓

練目的、訓練期間、内容と方法、カリキュラム、

訓練施設、証明書発行等を規定していたものを、

新法では構成を変え、第 32 条で訓練生募集、第

33 条訓練期間、第 34 条訓練プログラム（カリキ

ュラム）、第 35 条コースブック、第 36 条訓練方法、

第 37 条管理、第 38 条証明書発行として、それぞ

れに初級・中級・カレッジでの内容を規定してい

た。 
 
 
 
 
 
 
旧法第 34 条入学（Trainee intake） 

1. 初級：書類選考 elementary level programs 

are selected by records 

2. 中級：書類選考 secondary level programs 

are selected by records. 

3. ディプロマ：書類または入試diploma 

programs are selected by records or by 

examination 

4. ディプロマレベルへの優先入学 
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b 上記に加えて 2 年の実務経験 
c 第 64 条 2 項該当者とする 

４中央政府課長が訓練生募集人数を規定し広報

す る  (The head of the central state 
management agency of vocational 
education shall stipulate the 
determination of enrollment quotas by 
vocational education institutions and 
promulgate the enrollment regulation.) 

 

第 33 条 訓練期間（Training duration） 
１初級レベル elementary level 訓練時間；3 ヶ

月以上 1 年未満（ただし 300 時間は確保 at 
least 300 learning hours） 

２中級レベル intermediate level の通年訓練：1
年以上 2 年未満、 
中級レベルのモジュール訓練又は履修単位訓

練：モジュール・単位習得に必要な訓練時間、 
中 級 学 校 修 了 者 secondary school 
graduation diploma：高校レベルの内容習得 

３カレッジレベル diploma level 
通年訓練：高校修了者 high school diploma
対応訓練は 2 年または 3 年訓練、 
中 級 訓 練 施 設 修 了 者 secondary VET 
diploma 、 高 校 修 了 者 high school 
graduation diploma、高校終了者 having 
finished high school、高校修了試験合格者

passed examination対応訓練は 1年~2年訓

練 
モジュール訓練又は履修単位訓練：高校修了

者 high school graduation diploma、高校終

了者 having finished high school、高校修了

試験合格者 passed examination 対応訓練は

モジュール・単位数に応じて決定、 
４教育大臣がディプロマレベルの必要な知識数

を決定 
 
第 34 条 訓練プログラム（Training programs） 

5. 最低年1回の入学（Vocational enrollment shall 

be carried out at least once a year, 

depending on the training capability of the 

VT institutions the lengths of the course and 

the demand of trainees and enterprises 

6. 中央政府課長が決定（Procedure for 

vocational trainee intake shall be issued by 

the heads of central state management 

institution for VT. 

 

注）新法32条では第3項に高校や中級訓練施設から

の入学を認め、訓練受講の奨励を図っている。 

 

 

旧法第11条：初級訓練期間（Time span for VT at 

the elementary level） 

3ヶ月以上1年未満 
 
旧法第18条：中級訓練期間（Time span for 

vocational training at the secondary level）高卒

対象は1年以上2年未満、中卒対象は3年以上4

年未満 

 

 
旧法第25条：ディプロマ訓練期間(Time span for 

VT at the diploma)高卒対象2 

年または3年訓練、中卒対象2年訓練（Vocational 

training at the diploma shall be limited from two 

to three years for those who have graduated 

from high school, depending on the vocation; 

and from one up to two years for those who 

have secondary level certificate of the same 

vocation） 

 

注）新法は、旧法に比べて右記のように細かな規定

が新設されている。 
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１条件 
a 初級、中級、ディプロマレベルそれぞれの目

的 objective：知識と技能にかかる卒業標準

to provide standard knowledge and skills 
for graduates、教科の構成、訓練手法、評

価手法の記述 
b 科学化・現代化・組織化・実学比（ to 

reasonably allocate time between 
vocational knowledge and skills）・柔軟

性・労働市場対応・条件整備等の明確化、 
c 訓練プログラムは産業界動向に合わせて定

期的に見直し、アップデート、補強する 
２訓練施設長は訓練プログラムを決定し責任を

持つ. 
３外資系訓練施設要は中央政府課長が規定した

訓練プログラムについて自治権を有する。 
４中央政府課長はそれぞれのレベルで最低限の

卒業時習得能力を示す(stipulate)。 
 
 
 
 
 
 
第 35 条 コースブック（Course books） 

１初級レベル、中級レベル、カレッジレベルの

コースブックにはアクティブラーニングの

ための各モジュールや履修単位、科目の習得

に必要な最低限の知識と技能を規定する。訓

練施設長はコースブック選択・承認権を持っ

た審議会にかけシラバスを決定する。 
２中央政府課長はコースブックの編纂、選択、

評価、認可等について規定(stipulate)する。 
第 36 条 訓練方法 (Requirements on training 
methods) 

１初級訓練は実技訓練に重点を置き、積極性、

気付きを習得する。 
２中級、ディプロマ訓練は実学一体訓練を実施

 

旧法第10条初級訓練目的Objectives of the 

elementary level in VT 

旧法第17条中級訓練目的Objectives of the 

secondary level in VT 

旧法第24条ディプロマ訓練目的Objectives of the 

diploma in VT 

旧法第 10 条初級訓練目標 単一作業のため

の実技訓練（The practical capability of a 

simple vocation or the practical capability 

of certain task of a vocation）で倫理、道徳、

働き方、健康法を習得させる 
旧法第 17 条中級訓練目標 仕事を個人で遂

行 す る た め の 専 門 的 な 訓 練 （ the 

professional knowledge and practical 

capability to carry out tasks of vocation、 

to work individually with technological 

applications） 「初級との違い」 

旧法第 24 条ディプロマ訓練目標 個人また

はチームで作業する際に必要な応用能力

を養成する訓練（to work individually or in 

team, enhancing creativity in technological 

applications, to solve practical problems）

「中級との違い」 

 
注）旧法で定められていた第34条訓練プログラム、

第36条訓練方法と比較すると、新法規定はどちら

かと言うと概略のように見受けられる。 
これは、新法の訓練実施を裏付ける第35条コース

ブック（施行規則）等で訓練目標、訓練時間等を

しっかりと規定する方法に移行したと思われるの

で、精査が必要である。 
 
新法のいうコースブックはカリキュラムとシラバ

スを指すものと思われる。 
「コースブック」については内容の詳細を確認す

る必要がある。 
旧法では初級第13，14条、中級第20、21条、ディ
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し、積極性、気付きを促進するとともに、自

立性、グループワーク、情報ソフトウエアの

使用、情報技術の応用、コミュニケーション

能力の習得を図る。 
 
 

第 37 条  管 理 と 組 織 (Organization and 
management of training) 

１訓練は通年方式、モジュール-履修単位方式で

実施する。 
２必要なモジュールや単位を履修した訓練生は

終了を認められ、過去に取得したモジュー

ル、科目は再履修しなくても良い。 
３中央政府課長は通年方式、モジュール-履修単

位方式を規定(stipulate)する。 
 
 
 
第 38 条 証明書（Vocational education diplomas 
and certificates） 

１レベル毎の証明書発行 
a 初級訓練の学生（卒業要件を満たすと施設

の所長が証明書（an elementary-level 
training certificate）を授与 

b 中級訓練の学生（通年方式 by annum、モ

ジュール方式 by module-credit method 
で卒業要件を満たすと校長が証明書（an 
intermediate-level VE diploma）を授与 

c ディプロマ訓練の学生（通年方式 by 
annum 、 モ ジ ュ ー ル 方 式 by 
module-credit method で卒業要件を満

たすと校長が学卒と認められる証明書（a 
collegial diploma that will be 
recognized as bachelor of practice or 
engineer of practice）を授与 

２訓練施設は資格、資格取得について広報、web
サイトを含む 

３中央政府課長は試験、修了証書の発行、管理、

プロマ第27、28条 
でカリキュラムとシラバスが夫々に規定されてい

た 
 
 
 
旧法第12条初級方法、第19条中級方法、第26条デ

ィプロマ方法 
旧法第 12 条 初級内容（実技能力に焦点を置

く）、手法（実技反復訓練の重点を置く） 

旧法第 19 条 中級内容（高度品質で系統的知

識に基づく実技能力に焦点を置く）、手法

（実学一体訓練、自立性） 

旧法第 26 条 ディプロマ内容（高度品質で系

統的知識に基づく実技能力に焦点を置

く）、手法（実学一体訓練、グループ作業） 

 

 

旧法第 8 条既習訓練 

１レベルを挙げたり、職種を変更しても既

得科目は履修したりしない 
２施設長が必要ない履修科目を決定する 
３担当課長が監督する 
４MOET大臣担当 

 
 
 
旧法第16条初級証明、第23条中級証明、第30条デ

ィプロマ証明 
 
旧法第16条 初級証明 
 
 
旧法第23条 中級証明 
 旧法ではモジュール訓練については触れていな

い。 
 
旧法第30条 ディプロマ証明 
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停止及び外資系訓練施の卒業証書発行等に

ついて規定する。 
旧法ではモジュール訓練については触れていな

い。 
 
注）新法では一般訓練・継続訓練（formal training, 

Continuing training ）について、旧法でいう常設訓

練（Regular）を含めたモジュール単位を正式に認

定したようである。 
第 2 節 継続訓練(Continuing training) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第 39 条 契約(Training contracts) 

１契約は校長・訓練組織と学生の間で法の各条、

各項に従って交わされる。 
２契約内容 

a 訓練コース名称 
b 訓練場所 Training location 
c 訓練時間 The completion time of the 
training course 
d学費と支払方法The tuition fee and method 
of payment 
e 契約違反 
f 解散 
g 他 

３企業労働者訓練生の訓練契約 
a 企業での労働期間 
b 卒業後の採用 
c 訓練期間中の賃金 

新法第 3 章第 2 節継続訓練は Continuing VET、

旧法ではほとんど触れられていなかった条項であ

る。 

旧法では第 2 章第 4 節長期（Full time）と常設

（Regular）訓練で規定し、旧法第 33 条でプログ

ラムと方法で簡単に規定しているだけであったも

のを、新法では以下のように第 39 条から第 45 条

で細かく規定されている。 

これは、日本でいう長期訓練ではなく、訓練施

設に在籍しながら雇用者になっても訓練を継続で

きるモジュール訓練方式、履修単位方式を採用し

て訓練生を確保するとともに、職業訓練受講機会

を増し、訓練終了者を増加させようとする政策と

思われる。 

更に第 45 条にも規定しているが、実施訓練施

設、修了書授与、職業訓練指導員、訓練生奨学金

等各種奨励策が規定されていて、本継続訓練の拡

充への期待が窺える。 

 
 
旧法第 32 条：常設訓練（Regular vocational 

training）  

１第 33 条 1 項の訓練コースに適用する 
２労働者の生涯学習、能力向上、再就職のため、

柔軟な訓練時間、開始時期、訓練方法で実施

する 
 
新法は旧法に比較して、より細かな規定となって

いる。 
 
注）新法第 39 条は、旧法では全く触れられていな
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４訓練期間中の賃金、時間外労働賃金 
第 40 条 継続訓練の訓練プログラム(Continuing 
training programs) 

１内容 
a 知識技能等訓練生のニーズに沿った内容 
b 徒弟制度・実務方式（in forms of hands-on 

training, hand-down of trades, and 
apprenticeship：） 

c 技術移転 
d3 か月以内の訓練期間 
e 初級訓練証明書を保有していて中級もしく

はカレッジレベルの能力習得を目標とし

ていること 
２条件 

a 上記 1 の内容を満たし、訓練をとおして能

力開発ができること 
b 第 34 条に合致していること 

第 41条 訓練期間と訓練方法(Continuing training 
duration and methods) 

１訓練期間は個々の訓練によって訓練生の状況

で柔軟に決定する。 
２本法第 33条によって訓練期間の延長がある。 
３訓練方法は訓練効果を上げるため情報技術を

使い訓練生の活性化を図る 
第 42 条 指導員（Teachers of continuing training 
programs）） 

１第 40 条 a~d で規定される訓練の継続訓練指

導員は、職業指導員、科学者、技術者、テク

ニシャン、技能士、高度技能者、高度農民で

あること。 
２第 40 条 e で規定される訓練の継続訓練指導

員 teacher は、第 53 条及び第 54 条で規定さ

れる職業指導員 Vocational teacher である

こと。 
第 43 条  管 理 組 織 (Organization and 
management of continuing training) 

１第 37 条によって運営されること。 
２訓練組織、訓練コースは第 40 条ａ~d に従っ

かった規定であり、継続訓練の必要性を認識する

とともに、より明確な規定が必要になったと思わ

れる。 
 
 
 
 
 
旧法第 33 条プログラムと方法（Programs and 

methods of regular vocational training） 

１プログラム（能力改善、能力向上、最新化）、

監督、技術移転、企業内訓練生や自学訓練生

対象）、 
２自学方式、 
３訓練施設長がプログラムを承認し、指導員は

先生、科学者、芸術家、専門家、熟練工とす

る、 
４第 15 条、第 22 条、第 29 条に規定する施設

が本訓練コースを実施する 
 
 
 
 
 
 
 
 
旧法第 33 条プログラムと方法（Programs and 

methods of regular vocational training） 

３指導員は先生、科学者、芸術家、専門家、熟

練工とする 
新法では指導員資格がより明確になった。 
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て運営されること。 
３既に規定されている訓練組織、高度訓練組織

Registered VE institution, higher 
education institution は第 40 条 d に従って

運営されること. 
4 中央政府課長 Head of state management 

agency は継続訓練のガイダンスを発行す

る。 
第 44 条 証明書（Diplomas and certificates of 
continuing training）） 

１第 40 条 a~d で規定される施設長が決定した

継続訓練のモジュール、科目 subject、プロ

グラム programs に基づいた試験 test, 
examinations at the end of modules を実施

する。 
２ 第 40 条 d で 規 定 さ れ る 試 験 test, 

examination、証明書 certification は第 38
条に規定される。 

３第 40 条 a~d で規定される訓練修了生は、訓

練施設長から職業訓練証書が発行される。証

書には訓練内容と訓練時間が記述される。 
第 45 条 訓練コース Vocational training classes）
  

１第 40 条 a~d で規定される訓練プログラムが

訓練施設で実施される。政府からの要請で継

続訓練を実施する場合は、中央政府課長が定

めた規定に合致していなければならない。 
２次項 3 に規定する条件を満足する訓練施設に

は以下の奨励策がある。 
a 減税策 
b 訓練プログラムへの参加 to participate in 
the program, VT scheme of state 
c 修了証書授与 
d 指導員訓練への参加 
e 訓練生奨学金 

３政府奨励策 state incentives 
a 設備、機材、職員、訓練があること 
b 開設している地域の人民委員会への報告

 
 
新法では一般訓練・継続訓練（ formal training, 

Continuing training ）について、旧法でいう常設訓

練（Regular）を含めたモジュールや履修単位を正

式に認定し、証明書を発行している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
新法で、奨励策を謳っている。 
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をしていること 
第 3 節 国際協力(International cooperation in 
vocational education) 
第 46 条  国 際 協 力 の 目 的 (Objectives of 
international cooperation in vocational education) 

１訓練システムを現代的、国際的に向けて訓練

品質を向上させる。 
２国を現代化、国際化するための訓練を高度化

して継続できる訓練施設を設立する。 
第 47 条 形式(Forms of international cooperation 
in vocational education) 

１協力訓練（Joint training） 
２外資訓練施設の代表事務所 representative 

office の設立 
３研究、技術移転、ワークショップ、科学会議

の協力 
４教員 VE teachers、管理者 managers、就学

者（students）の交換による能力開発 
５訓練活動情報、カリキュラム供給、発行物・

書類等交換 
６国内外の組織活動への参加 
７国内外事務所の設立 
８他 

第 48 条 協同訓練コース（Joint training with 
foreign partners） 

１ベトナムと外国の協同訓練コースの修了書発

行は、新しい条項なしに実施する（without 
forming a new legal entity in order to 
implement training programs to award 
vocational training diplomas or 
certificates）。 

２カリキュラムは海外で開発されたもの、また

は共同で開発したものとする。施設長が認め

た訓練コースは国内、または一部を外国で実

施する。 
３共同訓練コースが承認された施設はその証明

書を有し、指導員条件、設備・機材、カリキ

ュラム、教科が保証されなければない。協同

 
旧法では国際協力についてそれ程触れられてい

ず、第 4 章第 2 節で外資系訓練施設で扱っていた

だけである。 
旧法第 4章訓練施設(Vocational training Institution) 

第 2 節外資系訓練施設 

旧法第 51 条 権限（Foreign-invested vocational 

centers, secondary level schools and 

colleges 

１法に則った権限 Legal rights and benefits 

２遵法 shall conduct their VT activities in 

accordance with this Law and other related 

laws 

旧 法 第 52 条  設 立 The establishment of 

foreign-invested vocational centers, 

secondary level schools and colleges 

１条件 

a 十分なスタッフ（adequate teaching and 

management staff） 

b レベルに合った施設、機材  （Premises, 

theoretical and practical teaching 

equipment relevant to the vocation, levels 

and scope of training） 

c 銀行証明 Ban statement certifying chartered 

capital. 

２ 州 立 管 理 事 務 所 (State investment 

management office shall have the authority 

to grant investment license 

 

 

 

 

 

 

 

 

旧法には無かった 



ベトナム国職業訓練機能強化事業に係る準備調査 添付資料-5 職業教育法 

A5-24 

訓練施設は相手国関係組織が実施可能・品質

向上を実施する証明書（中央政府課長が確

認）を保有しなければならない。証明書発行

は政府規定の基に実行される 
４協同訓練コースの停止または解消と関係者の

権利 
第 49 条 代表事務所(representative office) 

１代表事務所は外資訓練施設を代表する。 
２責任と権限 

a プログラムやプロジェクトをとおして協

同を促進する。 
b 海外訓練組織や訓練施設紹介のための情

報交換、相談、会議、展示会等の開催 
c 管理監督 supervise and monitor 
d 利益を生む行為は禁止、代表事務所を他に

設けることは禁止 
３代表事務所設立条件 

a 順法 
b 目的 
c 母国で 5 年以上の経験 
d 代表事務所の順法 

４中央政府課長が証明書発行 
５停止 

a 期限切れ 
b6 ｹ月以内に開設できない場合、更新証明で

3 ｹ月以内に開設できない場合 
c 不正書類 
d ライセンス以外の活動 
e 法違反 

第 50 条  国 際 協 力 発 展 施 策 (Policies on 
development of international cooperation 
in vocational education) 

１相互理解のための国際協力 
２国内法による各種法の推進 
３政府が詳細規定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前述：旧法第 51 条 権限（Foreign-invested 

vocational centers, secondary level schools 

and colleges 

前述：旧法第 52 条 設立 The establishment of 

foreign-invested vocational centers, 

secondary level schools and colleges 

第 5 章 指導員と訓練生（Teachers and Trainees） 
 

職業訓練指導員の呼称（第 53 条）を旧法では

Vocational Trainer としていたものを、新法では初
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第 1 節 指導員(Teachers) 
第 53 条 指導員（Teachers at vocational education 
institutions）） 

１学科（theory）、実技（practice）のどちらか、

または両方を指導する者を指導員 teacher
という。 

２訓練センター、中級センターでは指導員

teacher と呼び、カレッジでは講師 lecturers
と呼ぶ。 

３先生の種類：指導員 teacher、主任指導員

principal teacher 、 上 級 指 導 員 senior 
teacher、講師 lecturer、主任講師 principal 
lecturer、上級講師 senior lecturer 

４資格要件 
a 品位 Having good moral qualities 
b 標 準 資 格 Having obtained the 

standardized professional qualifications 
c健康Having good health as required by the 

profession 
d 経歴(having clear background) 

 
 
 
 
 
 
第 54 条 指導員標準資格（Teachers’ trained 
standard qualifications） 

１初級訓練指導員（elementary level teacher：）

は、中級レベルディプロマ（intermediate 
level certificate）もしくはそれ以上の資格を

有するか、専門技能証明書（certificate at 
elementary level.）を有すること。 

２中級学科指導員（intermediate-level theory 

級・中級の指導員を Teacher、カレッジレベルの指

導員を Lecturer と呼称して区別している。 

更に新法では旧法には規定されていなかった区分

を設け、指導員、専任指導員、主任指導員、講師、

専任講師、主任講師を設けている。 

 
 
旧法第 6 章第１節第 58 条職業訓練指導員

( Vocational Trainers) 
 (Article 58-62) 
旧法第 58 条  職業訓練指導員（Vocational 
Trainer） 

１指導員  学科・実技を指導（vocational 
trainers include those who teach theory 
and/ or practice in vocational training 
institution） 

２基準（教育法第 70 条第 2 を満足）vocational 
trainer shall meet the standards as per 
item 2 Article 70 of the law on Education 

３基準 standard 
初級elementaryレベルの学科担当者は中級

修了証保有者、初級実技担当者は中級

修了保有または職人または熟練工、 
中級 secondary レベルの学科担当者は技術

教職課程の学位保有者または専門学科

の学位保有者、中級実技担当者は職業

diploma 保有者または職人または熟練

工、 
上級 diploma レベルの学科担当者は技術教

職課程の学位保有者または専門学科の

学位保有者、上級実技担当者は職業

diploma 保有者または職人または熟練

工 
４例外規定（技術教職課程修了者でない者は、

教職課程修了を必須） 
 
前述旧法第 58 条 職業訓練指導員（Vocational 
Trainer）の３基準 standard に記述されている。 
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teacher）は、大卒資格（university or higher 
degrees）であること。 
中級実技指導員（intermediate-level practice 
teacher）は、中級レベルを教えるための専門

技能証明書（vocational skills certificates for 
teaching intermediate-level practicel）を有

すること。 
３カレッジ学科講師（Collegial-level theory 

teachers）は、大卒資格（university or higher 
degrees） 
実 技 指 導 員 （ collegial-level practice 
teachers）は、ディプロマレベルを教えるた

めの専門技能証明書（ vocational skills 
certificates for teaching collegial-level 
practice）を有すること。 

４中級、カレッジに勤務する学科、実技指導員

は 、 上 記 ２ 、 ３ 項 の 資 格 standard 
qualification を有しなければならない。 

５大卒資格を有しない指導員は、レベルに応じ

た教育学資格 pedagogical certificateを有し

なければならない。） 
６中央政府課長は、技能訓練、再訓練の内容、

各レベルにおける実技訓練の証明書を規定

し、教育学再訓練の内容も規定する。 
 

第 55 条 指導員の義務と職権（Tasks and powers 
of teachers） 

１品質に重点をいて、訓練目的、プログラムに

従って訓練を実施する。 
２学習手法、専門性について普段の向上を図る 
３順法精神の見本 
４指導員品格、名誉を保ち、訓練生への敬意、

平等に扱い、権利守る 
５訓練施設運営、評価への参加 
６訓練施設、機材等の使用(To use  旧法では

Be allowed  ) 
７他訓練施設勤務の非常勤契約は順法 
８政策や計画への提言（カリキュラム開発、訓

 
新法第 54 条 2 項の中級学科指導員 intermediate 
level theory teacher では、ドラフトで規定してい

た大卒資格であることと特別大学卒業資格、また

はそれ以上の資格のうち、正式版では大卒以上だ

けを残し、それ以外の規定（ドラフト or 
specialized university or higher degrees）を除外

した。 
またドラフトで規定していた技術系大学

graduation diploma from university of technical 
education の規定も正式版では単に大卒以上

university or higher degrees としている。同様に

第 54条3項のカレッジ学科指導員も大卒以上だけ

を残し、それ以外の規定を除外している。 
 
注）新法第 54 条第 3 項の専門技能証明書

（ vocational skills certificates for teaching 
collegial-level practice）とはどのような内容なの

かの確認が必要 
 
 
 
 
 
旧法第 59 条指導員の権利と義務（Responsibility and 

rights of vocational trainers） 
１教育法第 72 条に規定する責任(Vocational 

trainers shall have responsibilities-Article 
72 of Law on Education）、 

２教育法第 73 条に規定する権利(Vocational 
trainers shall have rights as per Article 73 
of the law on Education and additional 
rights as follows) 
a) 製造現場への接近・最新技術への接近許可

（Be allowed to go to production sites and 

approach latest technology） 

b) 機材等の使用許可（Be allowed to use 

documents, facilities, teaching aid, 
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練方法等）(To contribute opinions) 
９技能技術向上、新技術習得のためのインター

ンシップへの参加 
１０他法に従った貢献 

 
 
 
 
 
 
 
第 56 条 採用、評価、能力向上 (Recruitment, 
assessment and refresher training of teachers) 

１採用は第 53 条、54 条に示す標準に準拠し、

製造実技経験や訓練経験を持つ者を優先す

る 
２法に従い年間ベースで評価し分類する 
３教育手法技能、専門知識、情報技術、外国語、

インターンシップ等については中央政府課

長規定に準拠する。 
第 57 条 外部講師(Guest lecturing) 

１第 53 条、54 条に示す標準 criteria and 
standard qualification に準拠している者を

外部講師として採用する(may invite) 
２外部講師は第 55 条に規定する義務と職権を

有する 
３外部講師（スタッフであり、公務員であり、

施設）は勤務しているその組織等の業務を全

うする 
第 58 条 方針(Policies toward teachers) 

１公共訓練施設指導員方針 
a 給与体系：第 53 条第 3 項に規定する給与、

手 当 ： 実 学 担 当 ・ 危 険 担 当 等

(Professional-based allowance, 
seniority-based allowance and special 
allowance for teachers who teach both 
theories and practice) 

b 特殊学校勤務、地方勤務等 (Policies for 

equipment and physical site of the VT 

institutions to carry out their assigned work） 

c)意見の発表、シラバス作成、教材作成( Raise 

their opinion in orientation and plan of the VT 

institutions, compile syllabus and teaching 

documents, set up teaching methods and 

other issues affecting their benefits) 

３企業訪問、最新技術習得、書類・施設・設備

の使用、意見（運営、シラバス、訓練手法

等） 
旧法において型苦しい表現が、新法では分かりやす

く規定されている。 

旧法第60条採用・知識向上（Recruitment and 

knowledge improvement for vocation trainers） 

１公共職業訓練施設の職業訓練指導員採用 
２私立施設の採用 
３中央課長（知識向上、専門知識向上、教育技

術、職業技術、情報技術） 

 

 

旧法第 61 条 外部講師（Visiting trainers） 

１外部講師を招聘できる are allowed to 

invite  
２教育法第 72 条に規定 
３責任 

 

 

旧法第 62 条奨励策（ Incentives for vocation 

trainers） 

１教育法第80~82条に規定する奨励(Vocation 

trainers shall enjoy incentives on 

knowledge improvement, remunerations, 

incentives in special schools and areas of 

especially poor socio-economic conditions 

as per Article 80, 81 and 82 0f the law on 

Education) 

２実技担当指導員奨励(Vocation trainers of 

practice shall receive extra proceeds when 
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teachers working in specialized schools, 
areas meeting with extremely difficult 
socio-economic conditions and other 
policies according to the Government’s 
regulations.) 

２能力向上のための再教育 (To be sent to 
training courses to raise their professional 
qualifications and skills according to the 
Government’s regulations.) 

３地方都市や経済未発展地域で働く場合のイン

センティブ The State shall adopt policies 
to encourage teachers to work at 
vocational education institutions in areas 
with extremely difficult socio-economic 
conditions; and create favorable conditions 
for teachers who are seconded to work at 
vocational education institutions in areas 
with difficult socio-economic conditions or 
extremely difficult socio-economic 
conditions. 

４訓練施設勤務の指導員、管理スタッフ、研究

者等で法に合致した場合は「人民指導員また

は卓越指導員」（“People’s Teacher” or 
“Outstanding Teacher”）として政府から認

証される。 
５博士号保有指導員、熟練技能指導員の再雇用

Teachers who are doctors, artisans or 
possess high vocational skills working at 
public vocational education institutions 
may retire at an older age to perform 
professional work in accordance with the 
labor law provided that they have good 
health and voluntarily work longer and at 
the same time, the vocational education 
institutions need them. 

６障害を持つ指導員への訓練、能力向上等への

支援 The State shall adopt policies on 
investment in training and refresher 

they teach hazard, hazardous, and 

dangerous vocation as per Government 

regulation.  They also receive other 

incentives for teachers) 

  

新法では旧法に比較して、職業訓練指導員の処遇

や規定、給与等を明確化して、待遇改善を図って

いる。 
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training in professional knowledge and 
skills and teaching methodology for 
teachers of trades for people with 
disabilities. 

第２節 学生(Students) 
 
 
第 59 条 学生 
第 60 条 義務と権利(Tasks and rights of a 
student) 

１学習（To study and practice） 
２教職員への尊敬の念、団結、相互扶助 
３社会活動への参加、環境保護活動、安全、犯

罪防止 
４尊敬、平等、性差別、民族・宗教・家族等 
５生産やサービスへの貢献、文化・体育・スポ

ーツへの参加 
６政策 
７他 
 
 
 

 
 
 
 
第 61 条 労働条件（Students’ obligation to work 

for a definite term）  
１政府関係等契約に基づいた訓練生の卒業後政

府関係機関への一定期間の就職（違反の場

合、奨学金等の返還） 
２民間関係スカラーシップ等契約に基づいた訓

練生の卒業後民間企業への一定期間の就職

（違反の場合、奨学金等の返還） 
第 62 条 方針(Policies toward students) 

１学生は以下で規定する。学生の種類 
２学費免除 

a 中級、ディプロマレベル訓練生で革命参加

旧法第４章第 2 節 訓練生（Vocation trainees） 

Article 63-67 

訓練生の呼称（第 53 条）を旧法では Vocational 

Trainee としていたものを、新法では学生 student

に統一されている。 

 

旧法 63 条 責任と権利（Responsibilities and rights 

of vocation trainees） 

Vocation trainees shall have responsibilities 

and rights as per Articles 85 and 86 of the law 

on Education. 

旧法 64 条 責任（Trainees’ responsibilities to work 

in a limited time） 

１訓練修了者の同意 ( Those who graduated 

from training courses carried out under the 

selective policy, or Government-ordered 

programs or state scholarship programs or 

foreign-sponsored programs under 

agreements with the Vietnam government, 

shall be subject to government 

secondment within a limited time; 

otherwise they shall have to repay all the 

scholarship and training costs. 

２経費( Those who graduated from training 

courses in which scholarship and training 

costs are borne by employers shall have 

to work for the employers within the time 

period as agreed in the training contract, 

otherwise they shall have to repay all the 

scholarship and training costs 

新法第 61 条で奨学金制度が新設され、民間企業と

の連携が強化を意識した規定と思われる。 

 

旧法 65 条奨励策 : Incentives for vocational 
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者、貧困少数民族、貧困家庭、地域少数民

族、ホームレスの孤児 
b 中学卒業で中級レベル訓練生 
c 就職困難で政府指定、軍人等の中級、ディ

プロマレベル訓練生をいう。 
３婦人、田舎労働者 Students being rural 

laborers の訓練生、3 か月以内訓練を学ぶ訓

練生への支援 
４周辺地域の中学又は高校卒業の少数民族の卒

業生は、卒業後すぐに職業中級学校で学ぶこ

とができる 
５少数民族、貧困家庭、障害者等の訓練生 
６訓練継続困難者の支援（5 年以内） 
７履修科目の重複受講の不必要 
８奨励策（are entitled to the following policies  

a 好成績者の公機関への就職、 
b 法に基づく高給料  

第 63 条 海外研修生（Policies toward students to 
work as guest workers） 

１海外訓練生養成施設への優遇政策 
２訓練終了前に海外で働く訓練生の成績は保留

（5 年以内） 
第 64 条 競技会受賞者（Policies toward prize 

winners at skills contests） 大学等への

優先/自動入学等 
１協議会参加推奨（国内、ASEAN、国際大会

での入賞者の表彰） 
２国内大会優勝、2 位、3 位受賞者はカレッジ

への入学許可 
３ASEAN、国際大会優勝、2 位、3 位受賞者は

大学への入学許可 
 

trainees 

１教育法に規定された奨励 

２上級訓練コース受講 

３少数民族訓練生 

４軍、病休、事故、妊娠、家族問題等々発

生時の優先事項 

 

新法第 62 条では、社会的弱者のための職業訓練施

策が規定され、職業訓練での産業振興が謳われて

いる 

 新法では就職弱者等への配慮が見られる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

旧法 66 条海外研修生奨励策: for trainees who shall 

be working overseas 

１海外労働者用の職業訓練の実施 

２訓練の中断（4 年間に限り訓練成績は有効） 

旧法  67 条  競技会受賞者奨励策  Incentives for 

award-winners in vocational competitions 

１国内外競技会表彰者 
２国際競技会１、２、3 位表彰者は大学

university 進学 

３国内競技会１、２、3 位表彰者はカレッ

ジ college or vocational college 進学 

第 6 章 品質認定 VE quality accreditation  
 
 
 
 
 

新法では職業訓練コースの品質管理を徹底するた

めの手法として、評価機関の新設、評価手法の規

定などを盛り込み、訓練の品質向上の取り組む姿

勢が窺える。 
品質認証は訓練施設や訓練コースに係る品質認証

であるが、しかし、NOSS との関連が一切触れら
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第 65 条  品質向上の目的と原理 (objectives, 

subjects and principal of VE quality 
accreditation) 
１目的 Objectives of VE quality accreditation

（品質向上、到達レベル） 
a/ To ensure and raise vocational 

education quality;  
b/ To certify the level of achievement of 

vocational education objectives in 
each certain period by vocational 
education institutions or programs. 

2 項目 職業教育機関及びすべてのレベルの

教育訓練内容 
a/ Vocational education institutions;  
b/ Training programs of all vocational 

education levels. 
３品質管理の原理 Principles of VE quality 

accreditation（独立性、目的性、順法性、正

直、公共性、透明性、平等性、定期性、統治

性 
第 66 条 品質認定管理組織(Organization and 

management of vocational education quality 
accreditation) 
１組織 organization は訓練施設と訓練プログ

ラム VET institution and program が訓練

標準に合致しているか評価する 
２品質認定組織（政府設立 established by State

または組織・企業設立 established by 
organization or individual の品質認定セン

ターCenter for VET quality accreditation） 
３品質認定組織設立時期（運営のための施設設

備財政が整ったとき、スタッフと認定者が揃

ったとき） 
４品質認定センターCenter for VET quality 

accreditation は法的根拠を持ち、認定料を

れていない。新法第 69 条でも訓練品質の維持と改

善が謳われているが、具体的な基準が示されない

中で、どの様に維持・改善を実行するのか疑問で

ある。また第 70 条で品質の分類を実施することに

なっているが、分類基準や分類の方法が規定され

ていない。等々不明な点もある。 
 
旧法第 8 章品質向上（ Chapter VII Quality 

accreditation for vocational training 

第 73 条  品質向上 Quality accreditation for 

vocational training 
１訓練目標、シラバスの品質を向上(Quality 

accreditation for VT aims at assessing the 

level by which the VT institution has 

fulfilled its objectives and training 

syllabus.) 

２期間を決めて品質向上を図り公開する

(Quality accreditation for VT shall be 

carried out periodically for all VT 

institutions nation-wide. Results shall be 

publicized for trainees and the society) 

 

 
 
旧法第 74 条内容と方法（Content and methods of 

quality accreditation for VT 

１項目・内容等明記 
a) 目的と義務 Objectives and duties: 

b) 管理指示 Management and control 

c) 訓練 Teaching and learning activities 

d) 訓練スタッフ Teaching and management 

staff 

e) カリキュラム Curriculum and syllabus; 

f) 図書館 Libraries 

g) 施設整備・機材・教材 Physical conditions, 

training equipment and teaching aid 

h) 財務管理 Financial management; 

i) 訓練生支援 Services for trainees 
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受け取る。 
 
 
 
 
５中央政府課長 Head of state management 

agency は、品質認定にかかる基準を普及さ

せる（基準、プロセス管理：設立条件、解散、

品質認定組織、評価方法、認証方法、評価者、

認証の使用法等） 
 

第 67 条 品質認定における訓練組織の義務と権利

(Tasks and powers of VE institutions in VE 
quality) 
１品質改善のための長期、年間訓練計画の開発

と訓練実施 to develop and to implement 
long-term and annual plans 

２標準と手順に基づいた自己評価品質認定のた

めの組織作り To organize VE quality 
self-accreditation according to VE quality 
accreditation standards and procedures. 

３品質認定の情報提供 
４政府所管からの求めに応じた品質認定行為 
５認定機関 VET quality accreditation agency

への認定料の支払い 
６認定組織の選択 
７提訴 

第 68 条 認証機関(Recognition of attainment of 
VE quality accreditation standards) 
１有効 5 年間の品質認定発行 
２取り下げ 

第 69 条 訓練品質認定訓練施設の義務と職務

(Tasks and powers of VE institutions 
recognized to have attained VE quality 
accreditation standards) 
１訓練品質の維持と改善 
２自己認定の中央 the state management 

agency への年度報告 

２自己評価と政府機関評価 
a) Self accreditation of quality in VT 

institutions; 

b) Quality accreditation by state vocation 

management office. 

旧法第 75 条管理と組織（Management and 

organization of quality accreditation for VT 

中央政府機関が基準、手順等を策定、実施及び

監理 
  
旧法第 76 条訓練施設の品質管理に関する責任と

権 利 （ Responsibilities and authority of VT 

institutions in carrying out quality accreditation） 
１長期、年度計画策定 
２自己品質向上制度構築 
３州政府への情報提供 
４不満の場合遵法 

 
 
 
 
 
 
旧法第 77 条証明（Certification of quality in VT） 

１5 年有効の証明書 

２失効 

３中央政府の証明書発行、失効 

旧法第 78 条施設の義務と職務（Responsibilities 

and authority of VT institutions with good quality 

accreditation 

１訓練品質改善(Maintain and improve their 

VT quality;) 

２州事務所への年度報告(Report annually to 

the state vocational management office on 

the result of self-accreditation of quality;) 

３補助金(Enjoy subsidized investment to 

improve their training quality,' bid for VT 

contract as ordered by the state.) 



ベトナム国職業訓練機能強化事業に係る準備調査 添付資料-5 職業教育法 

A5-33 

３投資支援政策 on investment support policy
の享受、政府施策への参加権利 

第 70 条 品質向上結果の活用(Use of VE quality 
accreditation result) 
１訓練品質の査定 
２学校選択、教育内容の学生判断根拠 
３企業による雇用者選定自治、自己責任、義務 
４政府の投資判断、施策への参加招請等 

 
 

第 7 章 国家管理（State Management of VE） 
第 71 条  国の責任 (Responsibilities of state 
management of vocational education) 

１国が職業教育を管理する 
２中央政府 The state management agency in 

VE が職業訓練の責任を負う 
a/ 職業訓練実施に係る戦略、基本計画に係

る 広 報 戦 略 策 定 To formulate and 
submit to competent authorities for 
promulgation or promulgate according 
to its competence, and organize the 
implementation of, strategies, master 
plans, plans and policies on vocational 
education development;  

b/ 職業訓練実施に係る組織、書類に係る戦

略策定 To formulate and submit to 
competent authorities for promulgation 
or promulgate according to its 
competence, and organize the 
implementation of, legal documents on 
vocational education;  

c/ 職業訓練に係る訓練目標、訓練内容及び

方法、指導員基準、訓練レベル、訓練設

備・機材、入学、試験、卒業認定と証明

書等 To identify training objectives, 
contents and methods; teacher 
standards; list of trades of different 
levels; standards of training physical 
foundations and equipment; and to 
promulgate regulations on enrollment, 

旧法第 10 章 国家管理 State management of 

VT 

旧法第 83 条国家管理（State management of VT 

shall cover the followings. 

１実行戦略、政策、計画策定 to set up and 

implement strategies, planning, plans and 

policies on VT development 

 

 

 

 

 

２法文書整備 to issue and realize legal 

documents on VT 

 

 

 

３訓練目標、教科内容、訓練時間、指導員採

用基準、レベル毎訓練コース、施設機材、

入校状況、証明発行状況To set objectives, 

contents, methods and curriculum for 

vocational training; standards for 

vocational trainers; the list of trained 

vocations at different levels; standards for 

physical conditions and equipment; 

statutes for in taking and certification 

 
 
 
４訓練コース品質管理to manage the 
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tests, exams and recognition of 
graduation and award of diplomas and 
certificates in vocational education;  

d/ 訓練証書 To stipulate the registration of 
and grant of registration certificates of 
for vocational education activities; 

dd/ 訓練品質向上に関する管理 To manage 
and organize the accreditation of 
vocational education quality;  

e/ 訓練組織運営管理 To perform statistical 
and information work on vocational 
education organization and operation;  

g/ 訓練コース運営管理 To organize the 
vocational education management 
apparatus;  

h/ 職業訓練関係者（指導員とスタッフ）の

能力向上・能力再開発 To manage and 
organize the training and refresher 
training for vocational education 
teachers and administrators, and 
teachers of continuing training 
programs; 

 i/ 訓練発展のための施策 To mobilize, 
manage and use resources for 
vocational education development;  

k/ 各種研究開発 To manage and organize 
scientific and technological research 
and application; production, business 
and services on vocational education; 

l/ 国 際 協 力 To manage and organize 
international cooperation on vocational 
education;  

m/ 関連法案研究 To inspect and examine 
the observance of law on vocational 
education; to settle complaints and 
denunciations and handle violations of 
the law on vocational education. 

３大臣・官房は関係機関と調整 

implementation of quality acceleration in 

VT 

５訓練に関する情報管理to maintain statistics 

and information on the organization and 

operation of VT 

６訓練管理状況to realize the VT 

management structure 

 

７教職員の組織と管理to organize and 

manage the training of teaching and 

management staff of VT 

 

 

８訓練資源開発管理to mobilize, manage and 

utilize sources for development of VT 

９研究to organize and manage the research 

and technological and scientific application 

in VT 

１０国際協力to organize and manage 

international cooperation in VT 

１１順法のための監査 to inspect and check 

the leagal observation in VT, to settle 

claims, appeals, and breach of law on VT 
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４分権化による地域人民委員会 Provincial 
People's Committee の責任 

５政府は施行規則を策定 (The government 
shall stipulate in detail the competence 
and contents of state management of 
vocational education) 

第 72 条 監査(Vocational education inspection) 
１監査は規定に基づく 
２監査の実施（法に基づく実施、違反への発見・

取り扱い、批難等への対応、他） 
３順法(must comply with the inspection law) 

第 73 条 違反(Handling of violations) 
１違反と懲戒、処罰、起訴（訓練コース開設、

訓練施設、書類発行、入学・試験・卒業・修

了書、教職員・訓練生への暴力、訓練施設規

則違反、安全違反、金銭的損傷、施設損傷他） 
２政府が違反規定を作成 

第 74 条 苦情等(Complaints, denunciations and 
settlement of complaints and denunciations) 

苦情等は法によって処理する 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
以下旧法第 84 条～第 90 条の各条項は新法で関連

性が見当たらないが、新法の関連項目に規定され

ていると思われる。 
 
旧法第 84 条州管理事務所 State management 

office for vocational training 

１政府の役割、２中央事務所が政府に報

告、３省及び関係者、４人民委員会 

旧法第 85 条 投資（予算）Investment in vocational 

training 

職業訓練にかかる各種予算の詳細は教育

法（Low on Education）による 

旧法第 86 条 職業訓練基金（Vocational Training 

Funds） 

１訓練生支援のため、２政府、民間等関係

機関からの寄付による基金、３免税、４政

府管理 

旧法第 87 条 国際協力 International cooperation 

in vocational training-subject to Law on 

Education Art.108, 109 教 育 法 （ Low on 

Education）による 

旧法第 88 条  監査 Inspection of vocational 

training 

１産業特化（industry-specialized）、２法に

基づく監査、３政府実施 

旧法第 89 条 清算（Settlement  of violations） 

１個人（私企業）、２組織、３法に基づく

清算 

旧法第 90条 苦情他Claims, denouncements and 

settlement of claims and denouncements 法に

基づく処置 
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以下旧法第 9 章に係る記述は新法に規定されてい

ない。 
旧法第 9 章 国家技能（National work skills）の

評価と証明 
旧法第 79 条 国家標準（National Standard for 
work Skills） 

１国家標準は技能レベルにより決定、レベ

ルの数はその仕事の複雑さによる、 
２産業界が求める技能向上に寄与 

旧法第 80 条 設立 
１州政府が発行原理、工程、設立管理、 
２関係機関 

旧法第 81 条 実行 
１州政府と関係省庁が評価と証明を行う、 
２州政府が管理 

旧法第 82 条 雇用者の権利 
１就業中に評価、 
２損害賠償、 
３国内証明 
 

以下旧法第3章第35条等に関する記述は新法に規

定されていない。 
 旧法第 3 章訓練生募集、訓練契約、試験（test and 
examination） 
旧法第 35 条 訓練契約 
旧法第 36 条 契約内容 
旧法第 37 条 契約打切り 
 

第 8 章 実施(Implementation provisions) 
第 75 条 効果(Effect) 

１2015 年 7 月 1 日から有効 
２法 No76/2006/QH11 は本法成立とともに失

効 
第 76 条  教育法との関連（ To amend and 

supplement a number of articles of the 
Education Law Education Low 
No.38/2005/QH11） 
教 育 法 No38/2005/QH11 は 法

旧法第 11 章 施行 
旧法第 91 条 施行 

2007 年 6 月 1 日施行、他関係法は本法が優先 
 
旧法第 92 条 実施 

細則を規定する 
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No44/2009/QH12 に従って一部を変更する 
１第 4 条第 2 項 c,d 
２第 51 条第 1 項ｄ 
３第 70 条第 3 項 
４標記の変更 
５標記の削除 
６廃止 

第 77 条 高等教育法との関連（To amend and 
supplement a number of articles of the Law on 
Higher Education Low No.08/2012/QH13） 
高等教育法 No08/2012/QH13 は一部を変更す

る 
１professional secondary schoolsを secondary 

VET schools 
２標記の削除 
３廃止 

第 78 条 移行期間(Transitional provision) 
教育法、高等教育法、旧職業訓練法の移行と有

効期限 
第 79 条 実行ガイダンス(Detailing provision) 

実効に係る政府の責任 
 
This Law was passed on November 27, 2014, by 
the XIIIth National Assembly 

 
 
 
旧法 規定なし 
 
 
 
 
 
旧法 規定なし 

 



 

添付資料-6 
 

調査対象機関別学生数推移 
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添付資料-6　調査対象機関別学生数推移

Total Male Female Total Male Female Total Male Female Total Male Female Total Male Female Total Male Female Total Male Female Total Male Female Total Male Female Total Male Female Total Male Female Total Male Female Total Male Female
2014 Aug. Whole school 1,500 - - 1,967 1,699 268 1,407 984 423 3,373 3,115 258 4,210 3,633 577 4,786 - - 4,538 3,398 1,140 2,219 1,609 610 3,018 1,916 1,102 3,122 - - - - 37 1,629 1,383 246 2,136 1,756 380
2014 Aug. College level 3,051 2576 475 1,268 1,180 88 988 712 276 955 886 69 3,202 2,935 267 1,087 - - 3,836 2,800 1,036 664 539 125 2,351 1,395 956 896 - - 1,195 - - 1,258 1,018 240 277 276 1
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Grade 1 52 2 26 56 2 28 40 2 20 265 10 27 396 13 30 176 4 44 10 1 10 61 2 31 124 5 25 244 12 20 37 1 37
Grade 2 61 2 31 49 2 25 32 1 32 115 4 29 240 8 30 92 3 31 8 2 4 80 3 27 127 4 32 175 8 22 35 1 35
Grade 3 147 3 49 27 2 14 28 1 28 42 2 21 272 8 34 97 3 32 12 2 6 29 1 29 83 3 28 163 8 20 26 1 26
Total 260 7 - 132 6 - 100 4 - 422 16 26 908 29 - 365 10 - 30 5 - 170 6 - 328 12 - 582 26 - 98 3 -

Sept. Enrollments 52 2 26 47 2 24 50 2 25 98 3 33 167 5 33 141 4 35 20 2 10 33 1 33 60 2 30 148 8 19 34 1 34
Aug. Graduates 57 - - 32 - - 30 - - n/a - - n/a - - 186 - - 22 - - 73 - - - - - 139 - - 48 - -

Jan. 2012 Employed graduates
(within six months after graduation)

57 - - 32 - - 30 - - n/a - - n/a - - 172 - - 22 - - 73 - - - - - 139 - - 41 - -

Sept. Enrollments 61 2 31 76 2 38 55 2 28 85 3 28 272 8 34 176 4 44 14 2 7 45 1 45 49 2 25 163 8 20 37 1 37
Aug. Graduates 58 - - 28 - - 32 - - n/a - - n/a - - 99 - - 27 - - 29 - - 50 - - 149 - - 40 - -

Jan. 2013 Employed graduates
(within six months after graduation)

58 - - 28 - - 32 - - n/a - - n/a - - 94 - - 27 - - 29 - - 43 - - 149 - - 37 - -

Sept. Enrollments 147 3 49 64 2 32 40 2 20 135 5 27 240 8 30 92 3 31 10 1 10 86 2 43 59 2 30 175 8 22 35 1 35
Aug. Graduates 33 - - 35 - - 28 - - 11 - - 53 - - 101 - - 16 - - 24 - - 47 - - 68 - - 31 - -

Jan. 2014 Employed graduates
(within six months after graduation)

33 - - 35 - - 28 - - 11 - - 53 - - 92 - - 16 - - 24 - - 40 - - 68 - - 25 - -

Sept. Enrollments 141 4 35 102 3 34 50 2 25 265 10 27 477 13 37 97 3 32 17 3 6 90 3 30 56 2 28 244 12 20 26 1 26
Aug. Graduates 48 - - 41 - - 42 - - 32 - - 89 - - 81 - - 12 - - 29 - - 52 - - 34 - - 17 - -

Jan. 2015 Employed graduates
(within six months after graduation)

48 - - 41 - - 42 - - 29 - - 85 - - 72 - - 12 - - 29 - - 45 - - 34 - - 17 - -

Grade 1 78 2 39 108 3 36 77 2 39 185 6 31 316 8 40 50 1 50 124 3 41 79 6 13 143 4 36 254 8 32 220 n/a n/a 200 5 40 93 3 31
Grade 2 30 1 30 95 3 32 70 2 35 118 4 30 207 7 30 33 1 33 137 3 46 167 6 28 105 3 35 196 6 33 197 n/a n/a 217 6 36 89 2 45
Grade 3 120 4 30 130 4 33 67 2 34 119 5 24 255 8 32 35 1 35 147 3 49 105 4 26 58 2 29 180 5 36 n/a n/a n/a 380 9 42 74 2 37
Total 228 7 - 333 10 - 214 6 - 422 15 - 778 23 - 118 3 - 408 9 - 351 16 - 306 9 - 620 19 - n/a n/a - 797 20 - 256 7 -

Sept. Enrollments 120 4 30 192 4 48 70 2 35 193 5 39 217 6 36 0 0 - 214 3 71 180 7 26 77 5 15 69 2 35 234 n/a n/a 414 n/a n/a 117 3 39
Aug. Graduates 55 - - 123 - - 52 - - n/a - - n/a - - 122 - - 161 - - 136 - - 194 - - - - - 135 - - 463 - - 181 - -

Jan. 2012 Employed graduates
(within six months after graduation)

50 - - 111 - - 59 - - n/a - - n/a - - 112 - - 137 - - 136 - - 172 - - - - - n/a - - 365 - - 181 - -

Sept. Enrollments 30 1 30 278 5 56 80 2 40 195 5 39 255 8 32 50 1 50 248 3 83 157 6 26 180 4 45 71 2 36 332 n/a n/a 380 9 42 101 3 34
Aug. Graduates 32 - - 96 - - 67 - - n/a - - n/a - - 64 - - 128 - - 111 - - 121 - - 70 - - 108 - - 352 - - 79 - -

Jan. 2013 Employed graduates
(within six months after graduation)

27 - - 86 - - 65 - - n/a - - n/a - - 61 - - 90 - - 111 - - 109 - - 61 - - n/a - - 282 - - 79 - -

Sept. Enrollments 120 4 30 147 4 37 77 2 39 165 5 33 207 7 30 33 1 33 163 3 54 90 4 23 196 4 49 73 2 37 220 n/a n/a 217 6 36 93 3 31
Aug. Graduates 80 - - 135 - - 65 - - 26 - - 75 - - 49 - - 132 - - 130 - - 148 - - 63 - - 78 - - 365 - - 73 - -

Jan. 2014 Employed graduates
(within six months after graduation)

72 - - 122 - - 70 - - 22 - - 68 - - 45 - - 115 - - 130 - - 125 - - 53 - - n/a - - 292 - - 73 - -

Sept. Enrollments 122 3 41 156 3 52 85 3 28 185 6 31 316 8 40 35 1 35 169 3 56 168 7 24 123 3 41 75 2 38 n/a n/a n/a 200 5 40 83 3 28
Aug. Graduates 99 - - 150 - - 64 - - 73 - - 130 - - 0 - - 64 - - 116 - - 73 - - 61 - - n/a - - 314 - - 74 - -

Jan. 2015 Employed graduates
(within six months after graduation)

99 - - 126 - - 64 - - 64 - - 122 - - 0 - - - - - 116 - - 65 - - 51 - - n/a - - 251 - - 66 - -

Grade 1 35 1 35 39 1 39 47 2 24 254 6 42 34 1 34 30 1 30 11 1 11 33 1 33 125 n/a n/a 32 1 32
Grade 2 48 2 24 38 1 38 45 2 23 180 6 30 30 1 30 26 1 26 12 2 6 59 2 30 95 n/a n/a 49 1 49
Grade 3 36 1 36 57 2 29 42 2 21 228 6 38 34 1 34 34 1 34 13 2 7 22 1 22 n/a n/a n/a 47 1 47
Total 119 4 - 134 4 - 134 6 - 662 18 - 98 1 - 90 3 - 36 5 - 114 4 - n/a n/a - 128 3 -

Sept. Enrollments 35 1 35 83 2 42 61 2 31 180 5 36 18 1 18 96 2 48 45 3 15 58 1 58 118 n/a n/a 31 1 31
Aug. Graduates 151 - - 37 - - 38 - - n/a - - 15 - - 37 - - 129 - - 47 - - 79 - - 0 - -

Jan. 2012 Employed graduates
(within six months after graduation)

112 - - 30 - - 36 - - n/a - - 15 - - 35 - - 129 - - 39 - - n/a - - 0 - -

Sept. Enrollments 48 2 24 167 3 56 45 2 23 228 6 34 1 34 60 1 60 21 2 11 37 1 37 219 n/a n/a 46 1 46
Aug. Graduates 103 - - 71 - - 32 - - 0 - - 15 - - 22 - - 52 - - 26 - - 90 - - 47 - -

Jan. 2013 Employed graduates
(within six months after graduation)

77 - - 57 - - 32 - - 67 - - 12 - - 17 - - 52 - - 25 - - 73 - - 38 - -

Sept. Enrollments 36 1 36 81 2 41 47 2 24 180 6 30 1 30 28 1 28 17 2 9 33 2 17 125 n/a n/a 51 1 51
Aug. Graduates 80 - - 69 - - 40 - - 71 - - 25 - - 30 - - 26 - - 21 - - 111 - - 49 - -

Jan. 2014 Employed graduates
(within six months after graduation)

64 - - 55 - - 40 - - 68 - - 20 - - 21 - - 26 - - 21 - - 87 - - 39 - -

Sept. Enrollments 96 3 32 90 2 45 60 2 30 254 6 34 1 34 33 1 33 33 3 11 54 2 27 n/a n/a n/a 40 1 40
Aug. Graduates 27 - - 54 - - 55 - - 102 - - 15 - - 27 - - 14 - - 46 - - n/a - - 32 - -

Jan. 2015 Employed graduates
(within six months after graduation)

27 - - 49 - - 55 - - 97 - - 13 - - - - - 14 - - 24 - - n/a - - 26 - -

Aug. 2014

Name of the Department

highly-mismatched highly-mismatched - n/aunderstandable highly-mismatched slightly-mismatched - nothing nothing highly-mismatched

nothing highly-mismatched
Industrial Electronics Industrial Electronics

undeerstandable slightly-mismatched nothing -

highly-mismatched -

nothing slightly-mismatchedslihjtly-mismatched slightly-mismatched slightly-mismatched n/a

-

Industrial electronics Industrial Electronics
Discrepancy between 2-2a and 2-2b*1 understandable highly-mismatched understandable slightly-mismatched nothing

understandable nothing nothingslightly-mismatched understandable

Aug. 2014

2-3b. Number of Students/Graduates by year

2014

Discrepancy between 2-3a and 2-3b*1

2011

2-3a. Current Number of Students by grade

Name of the Department

Name of the Department
2-2a. Current Number of Students by grade

Discrepancy between 2-1a and 2-1b*1 nothing slightly-mismatched understandable

2-1b. Number of Students/Graduates by year

2012

Industrial Electronics Industrial Electronics

1. Current Number of Students

2. Number of Students by Department

2-1a. Current Number of Students by grade
Aug. 2014

2-2b. Number of Students/Graduates by year

2013

2012

2013

Industrial ElectronicsWelding Electronic Electronics

2014

2012

Electricity

2011

Industrial Electricity Industrial electricity Electricity Electricity Electricity Industrial ElectricityIndustrial Electricity Industrial Electricity Electricity Electricity Industrial Electricity Refrigerator and air-condition

2014

2013

2011

Hai Phong Industrial VCHo Chi Minh VC

Machining Machining Machining Machining Machining Metal cutting Metal cutting Machining

Hanoi Industrial VC VC of Technique and Ba Ria-Vung Tau VC Hanoi VC of High Technology Vinh Phuc VC

Machining Machining Machining

8 9 10 11 12 13

Number of Enrollments, Graduetes, Employed

22nd, Dec. 2014
1 2 3 4 5 6 7

Ha Nam VCDa Nang VC The Central VC of Transport Ho Chi Minh VC of VC of Mechanics and HaUI

A
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of

students

(A)

Number
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students
per class
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Grade 1 67 2 34 30 1 30
Grade 2 34 1 34 28 1 28
Grade 3 40 1 40 30 1 30
Total 141 4 - 88 3 -

Sept. Enrollments 37 2 19 52 1 52
Aug. Graduates 122 - - 40 - -

Jan. 2012 Employed graduates
(within six months after graduation)

104 - - 36 - -

Sept. Enrollments 67 2 34 54 1 54
Aug. Graduates 64 - - 27 - -

Jan. 2013 Employed graduates
(within six months after graduation)

56 - - 26 - -

Sept. Enrollments 34 1 34 41 1 41
Aug. Graduates 49 - - 30 - -

Jan. 2014 Employed graduates
(within six months after graduation)

42 - - 24 - -

Sept. Enrollments 40 1 40 30 1 30
Aug. Graduates 33 - - 27 - -

Jan. 2015 Employed graduates
(within six months after graduation)

30 - - - - -

Grade 1 13 1 13
Grade 2 18 1 18
Grade 3 34 1 34
Total 65 3 -

Sept. Enrollments 42 1 42
Aug. Graduates 50 - -

Jan. 2012 Employed graduates
(within six months after graduation)

40 - -

Sept. Enrollments 47 1 47
Aug. Graduates 20 - -

Jan. 2013 Employed graduates
(within six months after graduation)

14 - -

Sept. Enrollments 24 1 24
Aug. Graduates n/a - -

Jan. 2014 Employed graduates
(within six months after graduation)

n/a - -

Sept. Enrollments 37 1 37
Aug. Graduates 12 - -

Jan. 2015 Employed graduates
(within six months after graduation)

- - -

Grade 1 28 1 28
Grade 2 39 1 39
Grade 3 48 1 48
Total 115 3 -

Sept. Enrollments 77 2 39
Aug. Graduates - - -

Jan. 2012 Employed graduates
(within six months after graduation)

- - -

Sept. Enrollments 50 1 50
Aug. Graduates - - -

Jan. 2013 Employed graduates
(within six months after graduation)

- - -

Sept. Enrollments 41 1 41
Aug. Graduates - - -

Jan. 2014 Employed graduates
(within six months after graduation)

- - -

Sept. Enrollments 48 1 48
Aug. Graduates 22 - -

Jan. 2015 Employed graduates
(within six months after graduation)

- - -

- - -- - highly-mismatched - - -

- - - - -

Discrepancy between 2-6a and 2-6b*1 - - - -

2013

- - - - - - highly-mismatched -
Mechatronics:

2-6b. Number of Students/Graduates by year

2-5b. Number of Students/Graduates by year

2-4b. Number of Students/Graduates by year

Aug. 2014

Aug. 2014

Name of the Department

Name of the Department

Name of the Department

Aug. 2014
2-4a. Current Number of Students by grade

2-5a. Current Number of Students by grade

2-6a. Current Number of Students by grade

Discrepancy between 2-4a and 2-4b*1

2012

Discrepancy between 2-5a and 2-5b*1

2011

2012

2011

2. Number of Students by Department

2014

2012

2011

2014

2013

2014

highly-mismatched- - - - - nothing
Civil Electronics:

-- - - --

2013

Electricity Installation of electricity and
industrial control

8 9 10 11 12 13
Ho Chi Minh VC Hanoi Industrial VC VC of Technique and Ba Ria-Vung Tau VC Hanoi VC of High Technology Vinh Phuc VC Da Nang VC The Central VC of Transport Ho Chi Minh VC of VC of Mechanics and HaUI Hai Phong Industrial VC Ha Nam VC

1 2 3 4 5 6 7
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及び産業構造、製造業生産高推移、FDI 
 

A7-1 
 

添付資料-7 調査対象地域における GDP 成長率及び産業構造、製造業生産高推移、FDI 

ハノイ市 

ハノイ市の産業構造（2013 年）は、第 1 次産業が 4.8％、第 2 次産業が 41.7％、第 3 次

産業が 53.5％を占めており、全国平均と比較して第 1 次産業の割合が低い。GDP 成長率

は、全国平均が 5-6％であるのに対し、10％前後を推移している。 

 
出典：Hanoi Statistical Yearbook 2013 

図 A7-1  GDP 成長率及び産業構造（ハノイ市） 

 

ハノイ市の 2013 年製造業内訳を見ると、本事業の対象分野関連業種である「金属製品

（機械除く）」、「PC、電子及び光学製品」、「機械」及び「その他輸送機械」が比較

的大きな割合を占めている。また、これらの業種の 2010 年から 2013 年における年平均

成長率は 14％以上であり、製造業全体の年平均成長率 15.9％に近い値を示していること

から、これらの業種がハノイ市の製造業を牽引していることがわかる。 

表 A7-1  製造業生産高推移（ハノイ市） 

製造業サブセクター 

2010 年 2013 年 年平均成長率 

2010-2013 年 

（％） 

金額 

（Bill VND） 

金額 

（Bill VND） 

割合 

（％） 

1 食品 12,189 18,657 4.6％ 15.2％ 

2 飲料 7,471 14,555 3.6％ 24.9％ 

3 たばこ 2,349 4,291 1.1％ 22.2％ 

4 繊維 10,213 12,159 3.0％ 6.0％ 

5 衣料 7,367 12,892 3.2％ 20.5％ 

6 皮革 1,389 1,750 0.4％ 8.0％ 

7 材木及び木製品 6,082 8,445 2.1％ 11.6％ 

8 製紙及び紙製品 5,733 10,858 2.7％ 23.7％ 

9 印刷及び記録媒体 6,015 8,724 2.2％ 13.2％ 

10 石油精製 134 369 0.1％ 40.2％ 

11 化学製品 6,592 12,809 3.2％ 24.8％ 

12 医薬品及び植物製品 3,698 6,808 1.7％ 22.6％ 

13 ｺﾞﾑ及びﾌﾟﾗｽﾃｨｯｸ製品 11,685 19,631 4.9％ 18.9％ 

14 非金属製品 13,123 21,493 5.3％ 17.9％ 
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15 基礎金属 8,806 9,603 2.4％ 2.9％ 

16 金属製品（機械除く） 24,018 45,185 11.2％ 23.4％ 

17 PC、電子及び光学製品 38,776 57,584 14.3％ 14.1％ 

18 電気製品 20,791 32,893 8.2％ 16.5％ 

19 機械 10,891 14,041 3.5％ 8.8％ 

20 自動車及びトレーラー 12,806 17,381 4.3％ 10.7％ 

21 その他輸送機械 36,266 54,142 13.5％ 14.3％ 

22 家具 7,407 10,422 2.6％ 12.1％ 

23 その他製品 3,446 5,886 1.5％ 19.5％ 

24 機械修理及び据付 1,084 1,501 0.4％ 11.5％ 

製造業合計 258,331 402,079 100.0％ 15.9％ 

 
出典：Hanoi Statistical Yearbook 2013 

注記：上表網掛は本事業対象分野に関連する業種、散布図の番号は上表の製造業サブセクターを示す。 

ハノイ市への海外直接投資金額は 2009 年に落ち込んで以降、1,000 百万USドル程度で推

移している。投資件数は 2013 年で 359 件である。2014 年（11 月 20 日時点）の日系企業

による投資金額は 104.1 百万USドル（84 件）であり、その内製造業は 54 百万USドル（6
件）である。

1
 

他省ではあるが、ハノイ市の北に隣接するタイグエン省では、サムスン電子による 2,000
百万ドル規模のスマートフォン工場が 2014 年 3 月に操業を開始しており、雇用する労働

者数は初年度で 1 万人、その後 3 万人規模まで拡大する計画である
2
。また今後 3,000 百

万ドル規模の工場建設も計画されている。 

                                                                 
 

1
 JETRO ハノイ事務所でのヒアリングによる。以降、他省市のデータも同様。 

2
 出典：Viet JO ベトジョー・ベトナムニュース 
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出典：ジェトロハノイ事務所「2014 年ベトナム一般概況」より調査団が作成 

図 A7-2 海外直接投資の推移（ハノイ市、新規及び拡張） 

 

市内には 570 社の日系企業が存在し、その内、185 社（34％）は機械、電気及び電子分

野に関係した業種であり、職業訓練機関卒業生の就職先となりうる。これらの業種の企

業の平均従業員数は 570 人
3
と推定され、全体で 105,000 人程度の雇用が創出されている

と考えられる。 

また、市内には 12 の工業団地が整備されており、154 社の日系企業が入居、その内 99
社はタンロン工業団地に集中している。

4
ハノイ人民委員会によると、2015 年には 9 の

工業団地開発が計画されている。 

上述の通り 2008 年から 2013 年の実績では 10％前後の GDP 成長率を維持している。本

事業の対象分野関連業種の「金属製品（機械除く）」、「PC、電子及び光学製品」、

「機械」及び「その他輸送機械」は年平均成長率 14％以上（2010 年-2013 年）を示してお

り、また、地域関連政策による裾野産業開発のサポートもあることから、今後これらの

業種は順調に成長していくと予測できる。全体としてハノイ市の産業・経済は発展傾向

にあると言える。 

＜ドンアン地区＞ 

ドンアン地区には Vocational College of Technique and Technology と Vietnam-Korea 
Vocational College が位置しており、また Hanoi Industrial Vocational College もこの地区へ

の移転を計画している。 

地区内には 80 社の日系企業が進出しており、その内機械及び電気・電子に関連する業種

の企業は 60 社である。また近隣のノイバイ工業団地には同業種の日系企業が 12 社、

クェンミン工業団地には 7 社が存在し、全体で同業種の日系企業では 45,000 人の雇用が

創出されていると推定される。 

 

 

 
                                                                 
 

3
 「2015 年度版ベトナム日系企業年鑑（COMM BANGKOK CO., LTD）」の従業員数データによる。未

回答企業は除く。以降、他省市のデータも同様。 
4
 JETRO ハノイ事務所「ベトナム北部・中部工業団地データ集（2013 年 7 月）」および JETRO ホーチ

ミン事務所「ベトナム南部工業団地データ集（2014 年 3 月）」による。以降、バリアブンタウ省以外

の他省市のデータも同様。 
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ビンフック省 

ビンフック省は省内に 6 の工業団地を抱えており、第 2 次産業が全産業の 65.1％を占め

る。GDP 成長率は本件対象地域で唯一 2012 年にマイナス成長を示している。 

 
出典：Vinh Phuc Statistical Yearbook 2013、2008 年及び 2009 年はデータなし。 

図 A7-3 GDP 成長率及び産業構造（ビンフック省） 

 

ビンフック省の 2013 年製造業では、本事業の対象分野関連業種である「自動車及びト

レーラー」及び「その他輸送機械」で 78.2％を占めており、輸送機器関連業種が本省の

主要製造業であることがわかる。また、これらの業種の 2010 年から 2013 年における年

平均成長率は、製造業全体の年平均成長率 11.6％には届かないものの、10％台で推移し

ている。「機械」の年平均成長率が-26.1％と著しく低いが、この理由は 2012 年の経済停

滞の影響により自動車の生産高が減少し、「機械」の主要な製品である自動車部品の生

産高が減少したためである。2013 年には自動車生産高は回復したが、自動車部品は在庫

を多く抱えている状況であったため、生産高は減少したままであった。
5
 

表 A7-2  製造業生産高推移（ビンフック省） 

製造業サブセクター 

2010 年 2013 年 年平均成長率 

2010-2013 年 

（％） 

金額 

（Bill VND） 

金額 

（Bill VND） 

割合 

（％） 

1 食品 1,660 1,994 1.8％ 6.3％ 

2 飲料 123 143 0.1％ 5.3％ 

3 たばこ 0 0 0.0％ - 

4 繊維 434 544 0.5％ 7.8％ 

5 衣料 1,176 1,276 1.2％ 2.7％ 

6 皮革 126 186 0.2％ 13.8％ 

7 材木及び木製品 406 384 0.3％ -1.8％ 

8 製紙及び紙製品 12 53 0.0％ 63.9％ 

9 印刷及び記録媒体 104 205 0.2％ 25.4％ 

10 石油精製 0 43 0.0％ - 

11 化学製品 172 395 0.4％ 31.8％ 

12 医薬品及び植物製品 179 199 0.2％ 3.5％ 

                                                                 
 
5
 VPVC への聞き取りによる。 
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13 ｺﾞﾑ及びﾌﾟﾗｽﾃｨｯｸ製品 432 552 0.5％ 8.6％ 

14 非金属製品 4,462 5,322 4.8％ 6.0％ 

15 基礎金属 1,182 5,103 4.6％ 62.8％ 

16 金属製品（機械除く） 1,156 1,579 1.4％ 10.9％ 

17 PC、電子及び光学製品 1,001 3,690 3.3％ 54.5％ 

18 電気製品 293 305 0.3％ 1.3％ 

19 機械 395 159 0.1％ -26.1％ 

20 自動車及びトレーラー 16,406 22,033 19.9％ 10.3％ 

21 その他輸送機械 48,591 64,389 58.3％ 9.8％ 

22 家具 1,074 1,604 1.5％ 14.3％ 

23 その他製品 143 332 0.3％ 32.4％ 

24 機械修理及び据付 0 11 0.0％ 629.2％ 

製造業合計 79,528 110,498 100.0％ 11.6％ 

 
出典：Vinh Phuc Statistical Yearbook 2013 

注記：上表網掛は本事業対象分野に関連する業種、散布図の番号は上表の製造業サブセクターを示す。 

ビンフック省への海外投資件数は 2013 年には 32 件まで回復しているが、総額は 200 百

万 US ドル程度である。2014 年（11 月 20 日時点）の日系企業による投資件数は製造業 1
件のみ（0.86 百万 US ドル）である。 
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出典：ジェトロハノイ事務所「2014 年ベトナム一般概況」より調査団が作成 

図 A7-4 海外直接投資の推移（ビンフック省、新規及び拡張） 

省内の日系企業数は 15 社であり、その内 6 社は工業団地内に位置する。機械及び電気・

電子に関連する日系企業数は 12 社であり、推定平均従業員数は 508 人、全体で約 6,000
人の従業員と推定される。 

ビンフック省人民委員会決定 No.1588/QD-UBND（2013 年 6 月 24 日）「ビンフック省裾

野産業開発計画 2020－2030 承認」では、省内の裾野産業が国内及び国際的なサプライ

チェーンの一部となることを掲げており、特に自動車製造・組み立て、情報技術・電子

産業及び機械製造等に重点を置くとしている。目標としては、2020 年までに先進的な産

業として製品、スペアパーツ、メンテナンスサービス及び修理の提供が行えること、ま

た 2030 年までに国際的なサプライチェーンの一部となることが掲げられている。 

2015 年までの計画として、自動車製造・組み立てでは幾つかの金型製作技術の習得、機

械製造では金属製品の加工（鋳造、圧延、研磨等）や金型の製造の技術の習得、電子産

業ではコンピューター周辺機器や携帯端末等の技術の習得、等が挙げられている。2030
年までの計画として、自動車製造・組み立てでは生産高の増大、機械製造では精密なス

ペアパーツ製造及び機械製品のデザイン技術の習得、電子産業では精密な金型の製造、

等が挙げられている。 

ビンフック省にはトヨタやホンダが進出しており、これらの下請け企業も多く存在する。

上述の開発計画にある通り自動車関連の産業に力を入れており、これらの産業の年平均

成長率も 10％（2010 年-2013 年）で推移している。また電子関連産業は全体に占める割

合は低いものの 54.5％の年平均成長率（2010 年-2013 年）を記録している。今後も自動

車産業の発展に伴い、経済が発展することが期待できる。 

ハイフォン市 

ハイフォン市はビンフック省と同規模の総工業生産高（100,000 十億ドン）を有するが、

第 2 次産業が産業全体に占める割合が 40％弱、第 3 次産業が 50％強と、産業構成の面で

異なる様相を示す。GDP 成長率は 2011 年より減少傾向にある。 
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出典：Hai Phong Statistical Yearbook 2013、2008 年及び 2009 年はデータなし。 

図 A7-5 GDP 成長率及び産業構造（ハイフォン市） 

 

ハイフォン市の 2013 年製造業内訳を見ると、「基礎金属」が 15.6％と比較的大きな割合

を示しているが他の業種は 10％以下であり、幅広い業種で構成されていることがわかる。

また「石油精製」が 2010 年から 2013 年で大きく成長している。 

本事業の対象分野関連業種では、「金属製品（機械除く）」、「電気製品」及び「自動

車及びトレーラー」が 5~10％の割合を占めつつ、製造業全体の平均を上回る年平均成長

率を示している。また「機械」は全体に占める割合は低いものの、2010 年から 2013 年

で 47.9％の年平均成長率を示している。 

表 A7-3  製造業生産高推移（ハイフォン市） 

製造業サブセクター 

2010 年 2013 年 年平均成長率 

2010-2013 年 

（％） 

金額 

（Bill VND） 

金額 

（Bill VND） 

割合 

（％） 

1 食品 3,305 7,038 6.8％ 28.7％ 

2 飲料 530 592 0.6％ 3.8％ 

3 たばこ 259 565 0.5％ 29.7％ 

4 繊維 2,436 4,530 4.4％ 23.0％ 

5 衣料 1,431 2,069 2.0％ 13.1％ 

6 皮革 2,826 3,801 3.7％ 10.4％ 

7 材木及び木製品 1,037 1,092 1.1％ 1.7％ 

8 製紙及び紙製品 2,399 3,084 3.0％ 8.7％ 

9 印刷及び記録媒体 152 170 0.2％ 3.7％ 

10 石油精製 40 817 0.8％ 173.4％ 

11 化学製品 3,537 6,793 6.5％ 24.3％ 

12 医薬品及び植物製品 116 169 0.2％ 13.3％ 

13 ｺﾞﾑ及びﾌﾟﾗｽﾃｨｯｸ製品 6,775 7,722 7.4％ 4.5％ 

14 非金属製品 6,955 8,320 8.0％ 6.2％ 

15 基礎金属 22,220 16,238 15.6％ -9.9％ 

16 金属製品（機械除く） 4,424 5,958 5.7％ 10.4％ 

17 PC、電子及び光学製品 1,655 2,703 2.6％ 17.8％ 
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18 電気製品 5,269 8,133 7.8％ 15.6％ 

19 機械 1,088 3,519 3.4％ 47.9％ 

20 自動車及びトレーラー 6,815 10,179 9.8％ 14.3％ 

21 その他輸送機械 5,225 5,561 5.4％ 2.1％ 

22 家具 958 1,281 1.2％ 10.2％ 

23 その他製品 2,236 2,745 2.6％ 7.1％ 

24 機械修理及び据付 423 780 0.8％ 22.6％ 

製造業合計 82,111 103,860 100.0％ 8.1％ 

 
出典：Hai Phong Statistical Yearbook 2013 

注記：上表網掛は本事業対象分野に関連する業種、散布図の番号は上表の製造業サブセクターを示す。 

 

ハイフォン市への海外直接投資は 2009 年以降件数金額ともに増加傾向にあり、2013 年

には 2,614 百万 US ドル（64 件）と調査対象地域で最大規模となっている。2014 年（11
月 20 日時点）の日系企業による投資は 147 百万 US ドル（9 件）で、その内製造業は 14
百万 US ドル（6 件）である。 

 
出典：ジェトロハノイ事務所「2014 年ベトナム一般概況」より調査団が作成 

図 A7-6 海外直接投資の推移（ハイフォン市、新規及び拡張） 
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市内には 93 の日系企業があり、その内 75 の企業が 7 の工業団地に存在し、またその内

の 54 社が野村ハイフォン工業団地に進出している。機械及び電気・電子に関連する業種

の日系企業数は、市全体で 32 社に上り、推定平均従業員数は 296 人、同業種の総従業員

数は約 9,500 人と推定される。ハイフォン経済特区管理委員会によると今後 19 の工業団

地の整備が計画されている。 

ハイフォン経済特区計画局（HEZA）による「ハイフォン産業開発計画 2011-2020 及び

2025
6
」では、開発計画の優先業種として機械及び電子が挙げられている。また 2020 年

までのハイフォン市への投資促進として、日系企業からの投資促進も挙げられている。

以下の工業団地についてはそれぞれの計画がなされている。 

- ディンブー経済地区内の工業団地：インフラ整備促進 

- ディンブー経済地区外の工業団地：ナムカウキエン工業団地の整備、アンズオン工

業団地への投資促進、野村ハイフォン工業団地（フェーズ 2）の拡張等 

上記の通り、GDP、裾野産業生産高、新規海外直接投資額が堅実に伸びていること、多

くの裾野産業に関連する日系企業が存在すること、また地域関連政策で示した通り裾野

産業開発の優遇策もとられていることから、ハイフォン市の経済は堅実に発展していく

ことが期待できる。 

 

ハナム省 

ハナム省は 50,000 十億ドン程度の経済規模であり調査対象地域の中では最も小さいが、

GDP 成長率は他省市同様に 12 ％前後で推移してきた。産業構成は、第 1 次産業及び第

3 次産業の割合が減少している一方で第 2 次産業の割合が大きくなっており、第 2 次産

業が省の経済を牽引していることが伺える。 

 
出典：Ha Nam Statistical Yearbook 2013 

図 A7-7 GDP 成長率及び産業構造（ハナム省） 

 

ハナム省の 2013 年製造業内訳から、「食品」、「繊維」、「非金属製品」及び「電気製

品」が主要な業種であることがわかる。その中でも本事業の対象分野関連業種である

「電気製品」は 2010 年から 2013 年で 41.3％の年平均成長率を示しており、今後の成長も

期待できる。また「自動車及びトレーラー」は、全体に占める割合は 2.6％と小さいもの

の 19.9％の年平均成長率を示しており、こちらも今後の成長が期待される業種である。

一方、「PC、電子及び光学製品」、「機械」及び「その他輸送機械」の製造業全体に占

める割合は 1％にも満たない。 
                                                                 
 
6
 http://heza.gov.vn/Portal/Detail.aspx?Organization=HEZATA&MenuID=4268&ContentID=2045 
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表 A7-4  製造業生産高推移（ハナム省） 

製造業サブセクター 

2010 年 2013 年 年平均成長率 

2010-2013 年 

（％） 

金額 

（Bill VND） 

金額 

（Bill VND） 

割合 

（％） 

1 食品 4,025 6,302 23.5％ 16.1％ 

2 飲料 221 1,124 4.2％ 72.0％ 

3 たばこ 0 0 0.0％ - 

4 繊維 2,722 3,143 11.7％ 4.9％ 

5 衣料 691 1,157 4.3％ 18.8％ 

6 皮革 15 42 0.2％ 40.6％ 

7 材木及び木製品 445 452 1.7％ 0.6％ 

8 製紙及び紙製品 159 212 0.8％ 10.0％ 

9 印刷及び記録媒体 8 8 0.0％ -0.9％ 

10 石油精製 9 19 0.1％ 27.6％ 

11 化学製品 96 115 0.4％ 6.2％ 

12 医薬品及び植物製品 56 44 0.2％ -7.8％ 

13 ｺﾞﾑ及びﾌﾟﾗｽﾃｨｯｸ製品 625 1,269 4.7％ 26.6％ 

14 非金属製品 3,731 6,568 24.5％ 20.7％ 

15 基礎金属 335 280 1.0％ -5.9％ 

16 金属製品（機械除く） 576 672 2.5％ 5.3％ 

17 PC、電子及び光学製品 7 15 0.1％ 28.7％ 

18 電気製品 1,215 3,429 12.8％ 41.3％ 

19 機械 44 24 0.1％ -18.7％ 

20 自動車及びトレーラー 407 701 2.6％ 19.9％ 

21 その他輸送機械 0 0 0.0％ - 

22 家具 467 911 3.4％ 24.9％ 

23 その他製品 233 306 1.1％ 9.5％ 

24 機械修理及び据付 11 48 0.2％ 66.1％ 

製造業合計 16,096 26,838 100.0％ 18.6％ 
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出典：Ha Nam Statistical Yearbook 2013 

注記：上表網掛は本事業対象分野に関連する業種、散布図の番号は上表の製造業サブセクターを示す。 

 

2011 年以降のハナム省への海外直接投資のデータによると、投資件数は増加傾向にあり、

投資総額は 2013 年で 200 百万 US ドルである。2014 年（11 月 20 日時点）の日系企業に

よる投資は 32 百万 US ドル（5 件）で、その内 4 件は製造業で総額 14 百万 US ドルと

なっている。 

 
出典：ジェトロハノイ事務所「2014 年ベトナム一般概況」より調査団が作成 

図 A7-8 海外直接投資の推移（ハナム省、新規及び拡張） 

 

省内には 5 の工業団地数が存在し、日系企業数は JETRO のベトナム北部・中部工業団地

データ集によると 24 社、同省からの資料によると 33 社である。機械及び電気・電子に

関連する業種の日系企業数は 10 社、全体の従業員数は 9,000 人程度と見込まれる。ハナ

ム省では積極的に日系企業誘致を働きかけており、今後も 3 工業団地の開発が計画され

ている。 

ハナム省の経済規模は他の対象地域と比較して小さいものの、GDP 成長率（2008 年-
2013 年）は 12％前後で増加している。省内の主力産業である電気関連産業の成長がハナ

ム省の経済発展の鍵となる。 

 

1 

2 

4 

5 

6 

7 

8 
10 13 

14 

16 

17 
18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

-30.0%

-20.0%

-10.0%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%

20
10

-2
01

3 
Ye

ar
ly

 G
ro

w
th

 R
at

e 

Proportion in Manufacturing Output in 2013 

製造業全体成長率（18.6% ） 

0

5

10

15

20

25

30

0

50

100

150

200

250

2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013

N
um

be
r o

f I
nv

es
tm

en
t 

Am
ou

nt
 (M

ill
 U

SD
) 

Number

Amount



ベトナム国職業訓練機能強化事業に係る準備調査       添付資料-7 調査対象地域における GDP 成長率

及び産業構造、製造業生産高推移、FDI 
 

A7-12 
 

ダナン市 

ダナン市もハナム省と同様に、本案件の対象地域の中では最も小さい経済規模（50,000
十億ドン程度）に分類される。第 1 次産業が全体に占める割合は 2.6％で、第 2 次産業

（36.6％）及び第 3 次産業（60.8％）が産業構成のほとんどを占める。 

 
出典：Da Nang Statistical Yearbook 2013、2008 年はデータなし。 

図 A7-9 GDP 成長率及び産業構造（ダナン市） 

 

ダナン市の 2010 年から 2013 年の製造業生産高の推移を見ると、「基礎金属」が製造業

の 17.0％を占める上に年平均成長率が 24.1％を示しており、市の主要業種であることが

わかる。また本事業の対象分野関連業種である「PC、電子及び光学製品」は 85.5％の突

出した年平均成長率を示しているが、これはダナンハイテクパークが 2012 年に開業し電

子部品関連企業数が増加したことにより、コンピュータ周辺機器の生産高が増加したた

めである。
7
その他の関連業種では、「電気製品」及び「自動車及びトレーラー」が比較

的成長の期待できる業種と言える。 

表 A7-5  製造業生産高推移（ダナン市） 

製造業サブセクター 

2010 年 2013 年 年平均成長率 

2010-2013 年 

（％） 

金額 

（Bill VND） 

金額 

（Bill VND） 

割合 

（％） 

1 食品 2,627 3,292 10.7％ 7.8％ 

2 飲料 227 139 0.5％ -15.1％ 

3 たばこ 112 51 0.2％ -23.1％ 

4 繊維 922 382 1.2％ -25.5％ 

5 衣料 2,775 2,855 9.2％ 1.0％ 

6 皮革 274 256 0.8％ -2.2％ 

7 材木及び木製品 553 653 2.1％ 5.7％ 

8 製紙及び紙製品 455 568 1.8％ 7.7％ 

9 印刷及び記録媒体 244 247 0.8％ 0.4％ 

10 石油精製 9 2 0.0％ -39.4％ 

11 化学製品 121 345 1.1％ 41.8％ 

12 医薬品及び植物製品 272 444 1.4％ 17.7％ 

                                                                 
 
7
 DNVC への聞き取りによる。 
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13 ｺﾞﾑ及びﾌﾟﾗｽﾃｨｯｸ製品 2,753 2,951 9.6％ 2.3％ 

14 非金属製品 3,055 2,722 8.8％ -3.8％ 

15 基礎金属 2,753 5,261 17.0％ 24.1％ 

16 金属製品（機械除く） 2,435 2,338 7.6％ -1.3％ 

17 PC、電子及び光学製品 511 3,263 10.6％ 85.5％ 

18 電気製品 1,316 1,614 5.2％ 7.0％ 

19 機械 201 163 0.5％ -6.7％ 

20 自動車及びトレーラー 770 986 3.2％ 8.6％ 

21 その他輸送機械 59 55 0.2％ -2.3％ 

22 家具 303 339 1.1％ 3.8％ 

23 その他製品 1,834 1,859 6.0％ 0.5％ 

24 機械修理及び据付 41 81 0.3％ 25.5％ 

製造業合計 24,622 30,866 100.0％ 7.8％ 

 
出典：Da Nang Statistical Yearbook 2013 

注記：上表網掛は本事業対象分野に関連する業種、散布図の番号は上表の製造業サブセクターを示す。 

 

ダナン市への海外直接投資件数は増加傾向にあるものの、投資総額は減少しており、1
件あたりの規模が小さくなってきている傾向がある。2014 年（11 月 20 日時点）の日系

企業による投資は 0.75 百万 US ドル（6 件）で、製造業への投資は行われなかった。 
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出典：ジェトロハノイ事務所「2014 年ベトナム一般概況」より調査団が作成 

図 A7-10 海外直接投資の推移（ダナン市、新規及び拡張） 

 

市内には 62 社の日系企業が進出しており、その内 21 社が機械及び電気・電子に係る業

種である。本業種日系企業の平均従業員数は 651 人、全体では 14,000 人程度と推測され

る。また、7 の工業団地で日系企業 15 社が操業している。 

ダナン市人民委員会決定 No.5503/QD-UBND（2009 年 7 月 20 日）「ダナン市産業開発計

画 2020 承認」では、裾野産業及び高付加価値及び輸出向けの製造業の重要性を認識して

おり、ハイテク産業、クリーン技術、バイオ技術及び情報技術への投資奨励、ハイテク

産業及び情報技術に係る工業団地の開発、改善が掲げられている。製造加工業の中でも、

「工業電子及び情報技術」、「農林水産加工」、「機械産業」、工業化学、ゴム及びプラ

スティック」、「工業繊維及び靴」及び「建設資材」の優先順位が高いとされている。

本事業関連業種に関しては、2015 年までの主要工業製品として電気・電子機器が、2020
年までの主要工業製品として電子製品、精密機器及び CNC 機器が掲げられている。 

またベトナム経済研究所のダナン駐日代表部によると、ダナン市における工業に関する

投資奨励分野としては、ハイテク産業、裾野産業、加工産業等が、サービス分野では観

光、不動産等が掲げられている。 

ダナン市の産業構成からサービス産業が市の経済を牽引していることがわかる。製造業

では製鉄関連の産業が比較的大きな割合を示しているが、今後は電子産業及び電気産業

の成長が市の経済発展を担うと考えられる。 

 

ドンナイ省 

ドンナイ省はハノイ市と同程度の経済規模（500,000 十億ドン）を有し、過去 3 年の

GDP 成長率は 12％前後で推移している。 

 
出典：Dong Nai Statistical Yearbook 2013、2008 年及び 2009 年はデータなし。 

図 A7-11 GDP 成長率及び産業構造（ドンナイ省） 

0
10
20
30
40
50
60

0

200

400

600

800

1000

2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013

N
um

be
r o

f I
nv

es
tm

en
t 

Am
ou

nt
 (M

ill
 U

SD
) 

Number

Amount

0%
5%
10%
15%
20%
25%

0%
20%
40%
60%
80%

100%

2008 2009 2010 2011 2012 2013

G
DP

 G
ro

w
th

 R
at

e 

In
du

st
ria

l S
tr

uc
tu

re
 

Tertiary Industry

Secondary Industry

Primary Industry

GDP Growth Rate



ベトナム国職業訓練機能強化事業に係る準備調査       添付資料-7 調査対象地域における GDP 成長率

及び産業構造、製造業生産高推移、FDI 
 

A7-15 
 

 

ドンナイ省の 2010 年から 2013 年の製造業生産高の推移を見ると、「食品」、「繊維」

及び「皮革」が大きな割合を占め、また 10％以上の年平均成長率を記録していることか

ら、省の主要な製造業であることがわかる。また本事業の対象分野関連業種に関しては、

「自動車及びトレーラー」及び「その他輸送機械」が比較的高い成長率を示しており、輸

送機械関連業種の今後の成長が期待される。 

 

表 A7-6  製造業生産高推移（ドンナイ省） 

製造業サブセクター 

2010 年 2013 年 年平均成長率 

2010-2013 年 

（％） 

金額 

（Bill VND） 

金額 

（Bill VND） 

割合 

（％） 

1 食品 67,599 96,431 21.4％ 12.6％ 

2 飲料 2,116 2,718 0.6％ 8.7％ 

3 たばこ 5,256 7,954 1.8％ 14.8％ 

4 繊維 34,513 50,413 11.2％ 13.5％ 

5 衣料 8,248 11,608 2.6％ 12.1％ 

6 皮革 31,253 46,273 10.3％ 14.0％ 

7 材木及び木製品 4,489 6,662 1.5％ 14.1％ 

8 製紙及び紙製品 6,514 7,258 1.6％ 3.7％ 

9 印刷及び記録媒体 490 656 0.1％ 10.2％ 

10 石油精製 0 0 0.0％ - 

11 化学製品 22,657 31,414 7.0％ 11.5％ 

12 医薬品及び植物製品 1,115 1,588 0.4％ 12.5％ 

13 ｺﾞﾑ及びﾌﾟﾗｽﾃｨｯｸ製品 15,197 21,902 4.9％ 13.0％ 

14 非金属製品 10,622 14,065 3.1％ 9.8％ 

15 基礎金属 5,175 7,305 1.6％ 12.2％ 

16 金属製品（機械除く） 21,309 31,111 6.9％ 13.4％ 

17 PC、電子及び光学製品 8,080 9,403 2.1％ 5.2％ 

18 電気製品 21,328 27,604 6.1％ 9.0％ 

19 機械 5,054 6,773 1.5％ 10.3％ 

20 自動車及びトレーラー 11,233 21,035 4.7％ 23.3％ 

21 その他輸送機械 8,079 12,890 2.9％ 16.9％ 

22 家具 16,965 22,313 5.0％ 9.6％ 

23 その他製品 10,578 12,434 2.8％ 5.5％ 

24 機械修理及び据付 479 620 0.1％ 9.0％ 

製造業合計 318,349 450,430 100.0％ 12.3％ 
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出典：Dong Nai Statistical Yearbook 2013 

注記：上表網掛は本事業対象分野に関連する業種、散布図の番号は上表の製造業サブセクターを示す。 

 

2013 年のドンナイ省への海外直接投資は、総額 1,000 百万 US ドル（129 件）でハノイ市

と同規模の結果となっている。日系企業ではテルモによる輸血関連機器工場（89 百万

US ドル）の大型投資が行われた。2014 年（11 月 20 日時点）の日系企業による投資は

199 百万 US ドル（26 件）で、製造業への投資は 173 百万 US ドル（21 件）となってい

る。その内、自動制御機器製品メーカーの SMC による投資が 112 百万 US ドルである。 

 

 
出典：ジェトロハノイ事務所「2014 年ベトナム一般概況」より調査団が作成 

図 A7-12 海外直接投資の推移（ドンナイ省、新規及び拡張） 

 

省内の日系企業数は 121 社であり、その内機械及び電気・電子に関連する業種の日系企

業数は 57 社に上る。同業種の日系企業の平均従業員数は 590 人、全体で 34,000 人程度

の従業員数と推測される。省内の工業団地は、本案件対象地域の中で最多の 31 団地に上

り、118 社の日系企業が進出している。 

上記の通り、GDP、製造業、新規海外直接投資額が堅実に伸びていること、多くの裾野

産業に関連する日系企業が存在することからドンナイ省の経済は堅実に発展していくこ

とが期待できる。また、地域関連政策でも述べた通り、裾野産業用地への優遇策や中小
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規模機械製造産業、農業機械、国内用自動車スペアパーツ産業へ重点を置く方針、電子

産業の優先的な開発から、今後のこれらの裾野産業の成長が期待できる。 

 

バリアブンタウ省 

バリアブンタウ省もハノイ市と同程度の経済規模（500,000 十億ドン）を有しているが、

GDP 成長率は 5％強と他の対象地域と比較してやや低い。第 2 次産業が全産業の 83.6％
を占めており、対象地域の中では最も大きな割合を占める。 

 
出典：Ba Ria-Vung Tau Statistical Yearbook 2013、2008 年から 2010 年はデータなし。 

図 A7-13 GDP 成長率及び産業構造（バリアブンタウ省） 

 

バリアブンタウ省の 2013 年製造業内訳を見ると、「基礎金属」が 32.3％と突出しており、

「食品」及び「その他輸送機械」が続いている。本事業の対象分野関連業種に関しては、

「電気製品」が高い成長率を示しているが、製造業全体に占める割合は 0.2％と非常に小

さい。製造業全体に占める割合と成長率から「金属製品（機械除く）」及び「その他輸

送機械」が今後成長の期待できる業種と言える。 

 

表 A7-7  製造業生産高推移（バリアブンタウ省） 

製造業サブセクター 

2010 年 2013 年 年平均成長率 

2010-2013 年 

（％） 

金額 

（Bill VND） 

金額 

（Bill VND） 

割合 

（％） 

1 食品 10,209 23,919 18.1％ 32.8％ 

2 飲料 101 603 0.5％ 81.4％ 

3 たばこ 0 0 0.0％ - 

4 繊維 790 2,159 1.6％ 39.8％ 

5 衣料 371 677 0.5％ 22.2％ 

6 皮革 3,149 3,460 2.6％ 3.2％ 

7 材木及び木製品 358 666 0.5％ 23.0％ 

8 製紙及び紙製品 968 1,557 1.2％ 17.2％ 

9 印刷及び記録媒体 24 40 0.0％ 18.6％ 

10 石油精製 2,360 1,454 1.1％ -14.9％ 

11 化学製品 12,610 11,893 9.0％ -1.9％ 
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12 医薬品及び植物製品 4 9 0.0％ 31.0％ 

13 ｺﾞﾑ及びﾌﾟﾗｽﾃｨｯｸ製品 151 456 0.3％ 44.5％ 

14 非金属製品 8,982 11,246 8.5％ 7.8％ 

15 基礎金属 39,374 42,676 32.3％ 2.7％ 

16 金属製品（機械除く） 2,423 7,430 5.6％ 45.3％ 

17 PC、電子及び光学製品 160 120 0.1％ -9.1％ 

18 電気製品 14 248 0.2％ 160.7％ 

19 機械 11 11 0.0％ 0.0％ 

20 自動車及びトレーラー 1 3 0.0％ 44.2％ 

21 その他輸送機械 11,919 21,947 16.6％ 22.6％ 

22 家具 51 279 0.2％ 76.2％ 

23 その他製品 41 67 0.1％ 17.8％ 

24 機械修理及び据付 266 1,248 0.9％ 67.4％ 

製造業合計 94,337 132,168 100.0％ 11.9％ 

 
出典：Ba Ria-Vung Tau Statistical Yearbook 2013 

注記：上表網掛は本事業対象分野に関連する業種、散布図の番号は上表の製造業サブセクターを示す。 

 

バリアブンタウ省への海外投資総額は 2008 年以降減少傾向にあり、2013 年では 200 百

万 US ドル（18 件）である。2014 年（11 月 20 日時点）には日系企業による投資は行わ

れていない。 
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出典：ジェトロハノイ事務所「2014 年ベトナム一般概況」より調査団が作成 

図 A7-14 海外直接投資の推移（バリアブンタウ省、新規及び拡張） 

 

省内の日系企業数は 17 社である。その内、機械及び電気・電子関連業種の企業は 7 社で

あり、平均従業員数は 107 人、従業員数合計は 700 人程度と推測される。また省内には

15 の工業団地（準備中 2 団地、未稼働 3 団地含む）が存在し、日系企業 14 社が入居し

ている。準備中の第 3 フーミー工業団地は日系企業向け専用工業団地、ダバク工業団地

は日系裾野産業向け専用工業区として位置付けられているが、2014 年時点では日系企業

は入居していない。
8
 

バリアブンタウ省人民委員会による「裾野産業開発計画 2020」では、機械製造業、電

気・電子産業及び化学産業に重点を置くとされている。機械製造業の裾野産業全体に占

める割合の目標値は 2015 年までに 70％、それ以降は 2020 年までに 60％、2025 年まで

に 50％と徐々に減少する。電気・電子産業の目標値は 2015 年までに 12％、2020 年まで

に 24％、2025 年までに 34％としている。またバリアブンタウ省は日本からの投資を呼

び込むため、日本への営業活動を活発に行っており、川崎市と連携する等日本と密接な

関係を築いている。 

現在バリアブンタウ省の産業は製鉄業及び食品関連産業が大きな割合を占めており、今

後は石油、ガス、製鉄産業が省の経済を牽引していくと考えられる。裾野産業発展の鍵

は、上述の裾野産業開発計画の推進及び地域関連政策で述べたサポートの活用が重要で

ある。 

 

ホーチミン市 

ホーチミン市の総工業生産高は約 900,000 十億ドンと、調査対象地域の中で最大規模を

誇り、GDP 成長率も 10％前後を推移している。産業構造（2013 年）は、第 1 次産業が

1.0％、第 2 次産業が 40.6％、第 3 次産業が 58.4％を占めており、対象地域の中で第 1 次

産業の割合が最も低い。 

                                                                 
 

8
 JICA「バリア・ブンタウ省工業団地紹介報告書」 
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出典：Ho Chi Minh Statistical Yearbook 2013 

図 A7-15 GDP 成長率及び産業構造（ホーチミン市） 

ホーチミン市の 2010 年から 2013 年の製造業生産高推移を見ると、「食品」が全体に占

める割合及び成長率で高い数値を示しており、「ゴム及びプラスティック製品」がこれ

に続いている。本事業の対象分野関連業種に関しては、輸送機械関連業種の年平均成長

率はマイナスである一方、「金属製品（機械除く）」、「PC、電子及び光学製品」及び

「電気製品」が今後も順調に成長していくと予測できる。 

表 A7-8  製造業生産高推移（ホーチミン市） 

製造業サブセクター 

2010 年 2013 年 年平均成長率 

2010-2013 年 

（％） 

金額 

（Bill VND） 

金額 

（Bill VND） 

割合 

（％） 

1 食品 67,473 105,441 14.1％ 16.0％ 

2 飲料 21,929 35,542 4.8％ 17.5％ 

3 たばこ 12,746 12,444 1.7％ -0.8％ 

4 繊維 26,414 32,408 4.3％ 7.1％ 

5 衣料 45,477 57,189 7.6％ 7.9％ 

6 皮革 40,628 45,072 6.0％ 3.5％ 

7 材木及び木製品 4,789 5,454 0.7％ 4.4％ 

8 製紙及び紙製品 16,941 18,714 2.5％ 3.4％ 

9 印刷及び記録媒体 17,427 12,780 1.7％ -9.8％ 

10 石油精製 6,421 6,338 0.8％ -0.4％ 

11 化学製品 51,552 60,947 8.1％ 5.7％ 

12 医薬品及び植物製品 9,790 12,317 1.6％ 8.0％ 

13 ｺﾞﾑ及びﾌﾟﾗｽﾃｨｯｸ製品 57,294 74,688 10.0％ 9.2％ 

14 非金属製品 26,953 27,595 3.7％ 0.8％ 

15 基礎金属 8,768 14,080 1.9％ 17.1％ 

16 金属製品（機械除く） 43,505 55,037 7.4％ 8.2％ 

17 PC、電子及び光学製品 24,290 34,655 4.6％ 12.6％ 

18 電気製品 42,709 49,360 6.6％ 4.9％ 

19 機械 10,118 12,008 1.6％ 5.9％ 

20 自動車及びトレーラー 16,632 14,098 1.9％ -5.4％ 
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21 その他輸送機械 12,069 10,804 1.4％ -3.6％ 

22 家具 26,653 27,466 3.7％ 1.0％ 

23 その他製品 6,378 10,762 1.4％ 19.1％ 

24 機械修理及び据付 10,242 12,958 1.7％ 8.2％ 

製造業合計 607,198 748,157 100.0％ 7.2％ 

 
出典：Ho Chi Minh Statistical Yearbook 2013 

注記：上表網掛は本事業対象分野に関連する業種、散布図の番号は上表の製造業サブセクターを示す。 

 

2013 年のホーチミン市への海外投資は、1,983 百万 US ドル（603 件）でハイフォン市に

続き調査対象地域で 2 番目の規模となる。2014 年（11 月 20 日時点）の日系企業による

海外投資も 218 百万 US ドル（26 件）と対象地域最大で、イオンによる投資（128 百万

US ドル）が大きく貢献している。しかしその内、製造業への投資は 8.3 百万 US ドル（8
件）のみとなっている。 

 
出典：ジェトロハノイ事務所「2014 年ベトナム一般概況」より調査団が作成 

図 A7-16 海外直接投資の推移（ホーチミン市、新規及び拡張） 

 

市内の日系企業数は 755 社である。機械及び電気・電子に関連する業種は 164 社であり、

平均従業員数は 419 人、従業員数合計は 69,000 人程度と推測される。20 の工業団地に日
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系企業 20 社が入居している。「南部主要経済地域社会経済開発計画 2020－2030」では、

ハイテク産業用の工業団地の開発を促進すると定められている。 

ホーチミン市の工業生産高は対象地域の中でも最大規模で高い成長率を示しており、ま

た日系企業の数も最大である。本事業関連業種の「金属製品（機械除く）」、「PC、電

子及び光学製品」、「電気製品」及び「機械」は約 5-12％の年平均成長率（2010-2013
年）を記録しており、合計で約 150,000 十億ドンの生産高と規模も大きいため、今後も

ホーチミン市の主要産業の一角として成長していくと見込まれる。また、先端技術によ

る精密機械産業、高付加価値産業及び裾野産業の促進が開発計画として掲げられている

ため、今後は特に電子分野の成長が期待できる。 



 

添付資料-8 
 

調査対象機関の概要 
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添付資料-8 調査対象機関の概要 

調査対象機関の概要（財務状況及び経営計画除く）
1
 

01 Ho Chi Minh Vocational College（HCMVC） 
名前 Ho Chi Minh Vocational College 
所在地 第 1 キャンパス：38 Tran Khanh Du, Tan Dinh Ward, Dist 1, HCMC 

第 2 キャンパス：48/43 Chuony Duong Street, Linh Chieu Ward, Thu Duc District, HCM 
キャンパス数 2 キャンパス 
監督官庁 ホーチミン人民委員会 
設立 1997 年 10 月 8 日（前身の Technical Worker School） 

2007 年 1 月 31 日（Ho Chi Minh Vocational College） 
学部、学科、コース 11 学科 
組織図 

 
学生 

                                                                 
 

1
 本報告書では、当該章「各調査対象機関の概要」（「リスク」および「対象校による対応状況」）に

加え、3.3 表 3-3「円借款事業実施における主なリスク／課題と対策／今後の方針」および添付資料-4
「定量的情報と補完情報」にて、各調査対象機関において想定される広義のリスクを示す。各箇所にお

けるリスクの整理方法、および他箇所との関係性等は下記のとおりである。 

・2.2(3)：本準備調査にて実施した各調査対象機関の現地踏査を通じて把握したリスクと各対象校によ

る対応状況を示す。 

・3.3 表 3-3：円借款事業実施に際し想定されるリスクのうち、事業実施の可否やその後の事業効果に大

きな影響を与えると予測されるリスクに対し、対策（2.2(3)で示す、対象機関の講じている対応にて対

策とならない場合は、調査団の考える対策等を提示）と、当該リスクによる当該調査対象校の取り扱い

の方針等を、円借款事業対象校選定の観点で記述する。 

・添付資料-4：主に数値情報を分析の上、許容範囲外の値を概要表（最初頁）にて示す。 

校長

副校長

学校評議会共産党 / 党委員会

審議会

組合 センター課 学科

退役軍人

労働者

党青年組合

学生

訓練課

総務課

科学研究課

学生課

財務会計課

管財課

国際協力課

品質管理課

職業教育科

機械加工科

自動車科

情報技術科

食品科

電気科

電子科

経済科

基礎教養コース

外国語コース

基礎技術コース

一般科目

就職支援センター

ホーチミン人民委員会

Ho Chi Minh Vocational College
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入学者数／定員 
調査対象：短大レベル 

機械加工科 147／80、電気科 120／110、電子科 36／110（2013 年） 

卒業者数 
調査対象：短大レベル 

機械加工科 33、電気科 13、電子科 80（2013 年） 

夜間コース あり 
将来計画 機械加工科入学者目標：110（2015 年） 

電気科入学者目標：110（2015 年） 
電子科入学者目標：150（2015 年） 

教師 
教師数 機械加工科：14、電気科：17、電子科：11（2013 年） 
学歴 機械加工科：短大卒 2、学士 8、修士 4 

電気科：学士 11、修士 3、その他 3 
電子科：学士 8、修士 3 

訓練 
企業ニーズが高いと

思われる分野の訓練

実施状況 

機械加工では、基本技術である機械加工技術を、電気科、電子では主にＰＬＣ技術を中

心に、空気圧制御、LabView 、マイコン技術の訓練を実施している。即戦力としての

対応を考えた訓練を実施し、企業ニーズに応えている。 
(1) 訓練機材の状況 
 (機械分野) 

 一般的に汎用機と言われる、旋盤 30 台、立フライス盤 5 台、横フライス盤 5 台、形

削り盤 5 台、鋸盤 2 台、ボール盤 3 台、スロッタ 1 台、両頭グラインダ 3 台、平面研削

盤 1 台、円筒研削盤 1 台については、古い機材がほとんどであった。中には 30 年前の

機械もあった。（写真.1） 
これらの機材については、加工精度が著しく低下していると考えられる。したがっ

て、今後、技能検定を実施する施設へとなるためには、更新が必要である。 
 また、それぞれの機械の設置も作業性を考えた配置が必要である。（写真.2） 
 

            
    写真.1- 1 機械加工実習室１         写真.1-2 機械加工実習室２ 
 
ＮＣ加工機についても、2004 年から 2009 年にかけて導入されているが、加工精度の

面から更新が必要であると考えられる。 
(電気・電子分野)  
基礎分野の実験装置については、アナログ電子回路基礎実験装置（写真.3）をはじめ

とし、デジタル回路基礎実験装置まで、台数も少なく、古いものや破損状態の機器が多

くみられる。 
 また、測定器については、基礎的計器がほとんど見受けられない。汎用測定器の代表

である 
オシロスコープは、旧式のアナログタイプ（日本企業では既に未使用）（写真.4）が多

くを占めている。 
 その他、日本のポリテクカレッジの電子技術科で整備使用されている測定器の中で

も、アナログ回路で使用される測定器が整備されていない。よって、測定器類は全面的

に見直しが必要である。 
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  写真.1-3 電子回路基礎実験装置(破損)    写真 1-4 アナログオシロスコープ 
 
(2) 訓練実施状況 
(機械分野)  
機械加工実習室は、多くの機材を設置しているため、作業のためのスペースが少な

く、安全上の点から問題である。また、作業を実施するにあたって、それぞれの作業に

必要な工具類、測定具類、加工図面等を置くための作業台もなく、非常に作業性の悪い

実習が行われている。［ 参考までに、千葉ポリテクカレッジで実施されている実習風

景を紹介。（写真.1-5、写真.1-6）］ 
 

     
     写真.1-5 旋盤加工実習          写真.1-6 フライス盤加工実習 
 
旋盤、フライス盤等の機械には、作業性を考えて必ず作業台を設置している。（今

回、導入予定の機材についても同様に機械 1 台に対して 1 台ずつの作業台を付属してい

る。） 
また、ＨＣＭＶＣでの実習風景（写真.1）と比較すると、作業中の学生の安全性に対

する取り組みの違いも伺うことができる。（ＨＣＭＶＣでは、作業帽、保護メガネを不

着用） 
実習終了時には、機械の清掃並びに保守管理作業を実施することになっているが、今

回の調査時において、清掃が行き届いてない点も見受けられた。 
以上の点から考えられる課題として、一番大事な機械加工実習に対する指導員の考え

を今一度検討する必要があるのではないかと思われる。 
また、2 回の調査において見学させてもらった実習が、たまたま機械加工実習の時で

あったのかもしれないが、機械加工実習以外の授業の内容が、カレッジに用意されてい

る機材からは伺い知ることができなかった。 
今回考えている日本のポリテクカレッジでは、一般教養科目以外に、専門科目、実

験・実習、卒業制作等の授業科目が設けられ、専門科目の理論の裏付けや、加工技術に

必要な知識を基礎実験・機械工学実験で習得し、卒業制作では 2 年間の集大成として自

ら設計した製品を２次元、３次元ＣＡＤで図面化し、実際に加工して製品を作り上げる

ことを実施している。 
ＨＣＭＶＣでも、金型をテーマとした内容の製作に取り組まれているようであるが、

専門科目の裏付けとなる実験・実習に十分な時間を取られていないのではと思われる。 
 

(電子分野)  
電子回路実験室は、静電気に弱いＩＣ類を取り扱うことが多いため、除静電気対策

を講じるが、これらの対策がなされていない。特に日本企業の電子回路組立ラインでは

必ず対策がなされている。 
また、工具が極端に少ない。特に線材の加工作業（切断、被覆除去等）を文具用ハサ
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ミで行っていた。日本では考えられないことである。なお、日本では、はんだ付け作業

時には、はんだの飛散による事故防止のため保護メガネ着用を行っているが、ＨＣＭＶ

Ｃでは、実施されていない。 
よって、工具の充実と使用法を含め、多くの分野で基礎的な事項がおろそかになって

いると思われるので、指導が必要である。 
 
指導技法については確認できていない 

が、指導員による教材作製は、マイコン 
制御によるヘリコプタ（写真.7）や PLC 
によるエレベータ教材及び LabVIEW 
教材など積極的に取り組んでいる。 
 

 
 
 

写真.1-7  マイコン制御によるヘリコプタ 
 
技能検定については、指導員自身が取り組んでいるようであるが、学生に対しては機

械分野、電気分野とも、あまり積極的に取り組まれておらず、卒業生のみが受けている

状況である。 
 
以上のことから、技能検定にふさわしい機材の導入と、技能検定を担当できる指導員の

育成と在校生の積極的な参加への取り組みが今後の課題であるとともに、カレッジにふ

さわしい技術力や安全作業の知識を持った指導員となるための研修の実施が必要ではな

いかと思われる。 
 
 

訓練管理 
訓練プロセス管理関

連 
 

企業ニーズをアンケート、セミナー、インターンシップ等の機会に収集し、毎年カリ

キュラムの検討を実施している。（例：CNC 加工機が企業にてどう使われているのか

確認、その技法を授業に反映）また、指導員の訓練評価も同様に毎年実施され、訓練内

容及び訓練技法をチェックしながらカレッジの質の高上に熱心に取り組まれている。 
就職支援 
就職・就業等支援関

連 
 

日系企業(JUKI 等)を含めた多くの企業（約 100 社）でインターンシップを実施。（460
時間）。ホーチミン市（HCMC）の Job Introduction Center 及び Job Development Focus 
Center と提携し、卒業生情報等を同センターのウェブサイトに掲載している。また、就

職フェアや企業より講師を招へいしての講習会を実施し、学生への就労意識の高揚、そ

して、学生への手厚いカウンセリングも実施され、学生の就職に積極的に関わられてい

ることが伺える。 
コンサルタントの見解 
ホーチミン市との連携が強く、特に就職支援で大きな成果が発現されていると伺える。定員割れをしている学

科、学年が散見される。このような状況下、学生数の将来計画においては、1 年先の目標数が提示されるのみで

ある。 
 
小項目 

想定されるリスク 対象校による対応状況 

生徒 定員割れが散見される中、定員割れに対

する対策や実現可能な将来計画が書面で

提示されないことより、学校運営及び計

画が健全であるか、運営能力、先見力等

が十分備わっているか懸念される。 

工業団地管理部門へ営業を行う、遠隔地

にて広告を行う、川崎市との協力プロ

ジェクトを実施するなどの対策を検討し

ている。 

機材 ほとんどの機材が古い 
マニュアルは整備されているが完全では

ない。 
機材の保守記録はない。 

対象校による対策は講じられていない。 
なお、調査団は、本円借款事業を通じ

て、機材の保守記録による維持管理手法

を取り込む必要があると考える。 
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02 Hanoi Industrial Vocation College（HIVC） 
名前 Hanoi Industrial Vocation College 
所在地 第 1 キャンパス：131 Thai Thinh Str., Hanoi city 

第 2 キャンパス：Phùng Khoang, Trung Văn ward, Nam Từ Liêm district, Hà Nội. 
キャンパス数 2 キャンパス 
監督官庁 ハノイ人民委員会 
設立 1974 年 11 月 22 日（短大として） 
学部、学科、コース 8 学科、16 コース 
組織図 

 

学生 
入学者数／定員 
調査対象：短大レベル 

機械加工科 64 ／80、工業電気コース 147／180、工業電子コース 81／120（2013 年） 

卒業者数 
調査対象：短大レベル 

機械加工科 25、工業電気コース 129、工業電子コース 47（2013 年） 

夜間コース なし 
将来計画 機械加工科入学者目標：80（2015 年）、90（2016 年）、120（2020 年） 

工業電気コース入学者目標：130（2015 年）、140（2016 年）、160（2020 年） 
工業電子コース入学者目標：120（2015 年）、130（2016 年）、150（2020 年） 

教師 
教師数 機械加工科：11、工業電気コース：22、工業電子コース：11 
学歴 機械加工科：学士 7、修士 4 

工業電気コース：学士 15、修士 6、博士 1 
工業電子コース：学士 4、修士 6、博士 1 

訓練 

Hanoi Industrial Vocation College

ハノイ 人民委員会

組合

退役軍人組合

労働組合

青年組合

センター事務 学科

教育・学生部

品質管理部

事務

財務部

総務部

自動車科

製造訓練サービス
センター

校長

副校長/訓練担当 副校長/施設・設備担当

共産党 / 党委員会

機械加工科
  ･溶接
  ･演習
  ･金属加工
  ･基礎離村

基礎理論科
  ･政治・法律
  ･言語
  ･体育

職業教育科

中級職業訓練
 ･コンピューター
  ･時計

情報技術科
  ･データ管理
  ･画像処理
  ･ネットワーク

ビジネス科

電気・電子科
  ･工業電気
  ･工業電子
  ･電子機械工学
  ･土木電気・土木
　 電子

学校評議会

事務

管財部
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企業ニーズが高いと

思われる分野の訓練

実施状況 
 

機械加工では、日本電装、ホンダ、Pentax 等の企業より、旋盤加工、フライス盤加工

（金型加工に必要な基礎技術）求められている。また、電気、電子では PLC、インバー

タ、マイクロプロッセサ、三相電気配線などが要望されている。これらは、それぞれの

分野における基本技術であり、また、それをしっかり身に付けた学生の育成が必要であ

ることが伺える。そして、できることならば、機械加工では、金型関連の内容を、電

気、電子では、生産工場の自動化技術の内容を取り入れた訓練内容へと発展させていく

ことが望まれる。 
(1) 訓練機材の状況 
 (機械分野) 
汎用機として、旋盤は、比較的新しい旋盤 10 台と加工には使用しないがメンテナン

ス教育用としての 6 台を含めた 27 台、立フライス盤 5 台、万能フライス盤 1 台、横フ

ライス盤 3 台、形削り盤 3 台、鋸盤 1 台、スロッタ 1 台、両頭グラインダ 2 台、平面研

削盤 1 台があった。 
職業訓練機関として 40 年の歴史があり、それゆえ 2008 年導入の旋盤 10 台以外は、

古い機材であった（写真.2-1）。 
これらの古い機材については、加工精度が著しく低下していると考えられる。2008

年導入の旋盤（台湾製）では、旋盤加工 2 級の技能検定のトライアルを 2012 年 3 月に

実施（7 名）。2014 年 10 月に実際の検定試験が実施（10 名）されたが（写真.2-2、写

真 2-.6）、2 回とも全員不合格となってしまった。出来上がった作品の寸法精度が悪

かったとの評価であった。その理由の一つとして、機械の加工精度が低下していること

が考えられる。（旋盤の水平レベルは技能検定のトライアルを実施した時に調性済みで

ある） 
以上のことより、汎用機についてはすべての機材の導入が望まれる。 

写真. 2-1 旋盤実習場 1         写真.2-2 旋盤実習場 2  
 

NC 加工機については、NC 旋盤が 3 台、NC フライス盤が 2 台、ＭＣが 2 台、ワイヤー

カット放電加工機（細穴加工機を含む）が 1 台、形彫り放電加工機が 1 台導入されてい

たが、すべての加工機が古い機械であった。したがって、更新が必要であると考えられ

る。 
CAD／CAM システムについては、2013 年に韓国の援助を受けて新しい機材が導入さ

れていた。（PC40 台のシステム） 

(電気・電子分野) 
 過去に韓国等の外国の援助を受けている。他校に比べ機材は多い。特に、PIC、PLD
は、実習装置が新しく、今後も継続使用できる機材である（写真.2-3）。マイコンを主

にディジタル回路系で使用する機材は、多い。アナログ回路で使用する実験装置、測定

器類が少ない。 
 機材の保管については、埃を避けるべく測定器は棚収納ではなく、キャビネット収納

にすべきである。また、機器類をスタック状態で収納するのは、機器にダメージを与え

るので避けるべきである（写真.2-4）。 



ベトナム国職業訓練機能強化事業に係る準備調査 添付資料-8 調査対象機関の概要 

A8-7 
 

 

 
写真.2-3 上部左;PLD、同右;PIC       写真.2-4 測定器の収納状態 

 (2) 訓練実施状況 
(機械分野) 

 汎用機の機械加工実習室は、長年の実習実施に伴い、コンクリートの床が穴だらけで

非常に危険な状態であった（写真.2-5）。学生の安全のためにも、1 日も早い改修が望

まれる。本カレッジには、実習場の中央に中二階があり、そこで実習に関する講義が、

また、完成した作品の簡易的な寸法測定ができるようになっていて、授業展開がやりや

すい教室、実習室の配置になっている。機械の配置に関しては、少し余裕があるようだ

が、それぞれの作業に必要な工具類、測定具類、加工図面等を置くための作業台が用意

されておらず、作業性の悪い実習が行われていると言える（写真.2-5）。 

 
    写真.2-5 フライス盤実習室      写真.2-6 技能検定（旋盤 2 級）作品 
 
旋盤、フライス盤等の機械には、作業性を考えて必ず作業台を設置すべきである。

（今回、導入予定の機材についても同様に機械 1 台に対して 1 台ずつの作業台を付属し

ている。） 
授業の中で生産管理を学習していることが、生かされていない結果と言える。 
また、簡易的な測定を実施するには、中二階の教室で良いが、表面の仕上げ程度、真

円度や正確な寸法測定を実施するためには、別途、人が歩いても振動の影響が少なく室

温（20℃）が管理された精密測定室等の教室を用意すべきである。（特に、検定試験で

は、被験者から正確な寸法値を求められるため。） 
  (電気・電子分野) 
 各実習場は、比較的スペースも広い。訓練は、2～3 名のグループで実施されてい

る。写真.2-7 
は、モータ巻線実習の様子で、学生は、熱心に取り組んでいる。なお、作業台は少々狭

い。 
また、電源ケーブルが通路を横切っており、通行時にケーブルを引っかけ、事故につ

ながる危険性がある。要改善。よって、

テーブルタップコンセントは作業台に固定

式とし、フロアコンセント方式、または、

天井ダクトレールコンセント方式が望まし

い。 写真.2-8 はハノイ市内にある電気機

器、部品、工具店の専門店街である。中国

製品が多く、特殊な部品・工具以外であれ

ば入手可能である。電子部品は、少ない。 
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写真.2-7 モータ巻線実習           
写真.2-8 ハノイ市内にある電気機器、 

部

品、工具店 
 

企業ニーズの高い分野は、PLC、イン

バータ、マイクロコンピュータ、３相電気

配線等である。 
技能検定では、本校は JAVADA の技能

検定 2 級（旋盤）の会場となった。そし

て、指導員の一部も参加した。 
電気・電子分野では、コンぺティションが技能の程度と思っている方が多かった。 

訓練管理 
訓練プロセス管理関

連 
 

短大では、企業ニーズを収集するほか、各科の指導員が企業を訪問し、短大で開催する

Job フェアー（4 月～5 月）に参加した企業からニーズを聴取するなど、積極的に企業の

情報を収集している。そして、それらの情報を基にカリキュラムの検討を行い、カリ

キュラム評価委員会の了承を経て、授業時間数を変更したり、加工実習を 2 班に分け

て、効率的な実習を実施したりして、企業ニーズに沿うような授業を展開している。ま

た、機械加工では、日本企業が求める技術者としての評価基準になる JAVADA の旋盤

加工 3 級を試験課題するなど、訓練内容（技術レベル）の向上に積極的である。指導員

の質の向上となる訓練評価についても、校長、他の VC、企業代表の三者（5 名程度）

で構成されるカリキュラム評価委員会（学内の組織）で評価を受けるほか、評価員によ

る公開授業及び抜き打ちの授業でのチェックを年に数回受けるなど、質の高い授業内容

への取り組みが伺える。すなわち、質の高い学生の育成へと繫がる訓練が実施されてい

る。 
就職支援 
就職・就業等支援関

連 
 

就職支援に関して、入学して直ぐに、1 回目の就職講話を実施。これは、先生が担当

し、副学長、学長に入ってもらうほか、卒業生を呼んで、卒業してからの進路等の体験

や会社での就業状況を話してもらっている。次に 3 年次に 2 回目の就職講話を実施。こ

れには、企業の人事担当者に来てもらい、企業の求める人材や、面接についての話をし

てもらっている。（日本企業の場合は、日本語の勉強も実施する場合もある） 3 年次

には、4 月～5 月に学内で企業を招いて就職フェアを実施し、そのあと直ぐに、学内に

設けられた組織（製造訓練サービスセンター）により計画された、多くの日系企業

（キャノン、パナソニック、日本デンソーほか）を含む企業へのインターンシップが実

施される。スムーズな学生の就職獲得へと繫がるような取り組みを実施している見本と

なるような就職支援である。これには、先生だけでなく副学長、学長も参加し、学生の

就労実績の向上に努力するなど、積極的な就職支援が伺える。 
コンサルタントの見解 
新キャンパスへの移転について、2011-12 年の国家的経済危機に伴う B&T 事業の停止命令により、同年より計画

が停止していること、またその後 2013 年に各地域の人民委員会による優先的/実現可能事業の選定により、本事

業は選定されたものの、移転先であるドンアン地域が歴史地区であることより、ハノイ市開発計画上、事業再開

許可（開発業者の設計、施工開始許可）が降りていない状況である。一方、すでに、本事業について首相から事

業実施許可は下りており、かつ、開発業者も選定され、内々に設計を開始しているとのこと、公式に再開できれ

ば、設計に 2 ヵ月、施工に 2.5 年で計画が実施されるとのこと。ただし、校長、開発業者共に、本キャンパス移

転を含む地域の都市計画については周知されていない。 
上記状況の中、円借款事業における機材は、新キャンパスへの据付が望まれているものの、具体的な竣工時期が

不明であることより、本現地踏査では現キャンパスにて据付候補場所（現機材設置場所）の確認を行っている。 
 
小項目 

想定されるリスク 対象校による対応状況 

移転計画 現在約 2 年間新キャンパスへの移転計画 本 VC は、本円借款事業実施中は新キャン
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の実施が停止されている。今後、いつ頃

再開されるか不明である。 
バスへの移転を取り止める。 

生徒 現キャンパスが新キャンパスに移転され

ると、新たな競合、ハノイ市内における

地理的条件の変更等により、学生の確保

が難化する可能性がある。 

上述のとおり、移転計画の取り止めによ

り、本事項はリスクから除外されるた

め、対策不要。 

機材 リスト（数量）確認結果：経過年数が

経っており、CAD／CAM 以外は導入が必

要である。 
・据付場所確認結果：機械類は入れ替え

で問題はないが、測定及び実験機材につ

いては、別途実習室が必要である。 

実習室の候補室の用意があった（調査団

にて確認済み）。 

 
03 Vocational College of Technique and Technology（VCTT） 
名前 Vocational College of Technique and Technology 
所在地 第一キャンパス: To 59 TT Dong Anh, Hanoi city (Northern part of Hanoi) 

第二キャンパス: *1km away from the 1st campus for practice training rooms and classrooms 
キャンパス数 2 キャンパス 
監督官庁 労働傷病兵社会省（MOLISA） 
設立 2000 年 (2006 年： 短期大学として) 
学部、学科、コース 8 学科 
組織図 

 
学生 
入学者数／定員 
調査対象：短大レベル 

機械加工科 40 ／70、電気科 40／40、電子科 55／55（2013 年） 

卒業者数 
調査対象：短大レベル 

機械加工科 28、電気科 65、電子科 40（2013 年） 

夜間コース なし 
将来計画 機械加工科入学者計画（2014 年-2018 年）：120-150 人 

校長 学校評議会

共産党 / 党委員会

組合 センター事務 学科

労働組合

青年組合

教務部

財務部

品質管理部

学生部

企業連携部

総務部

製造・サービス

調査研究・国際協力部

機械製造科 機械加工科

電気科

電子科

情報技術科

服飾科

基礎科学科

経済科

ハイテク自動車
センター

労働傷病兵社会省（MOLISA）

Vocational College of Technique and Technology

教科部門
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機械加工科入学者目標（2019 年-）：年 20％増 
電気科入学者目標：100（2016 年）、120（2017 年）、140（2018 年）、140（2019 年） 
電子科入学者目標：75（2015 年）、80（2016 年）、100（2017 年）、120（2018 年）、

120（2019 年）、130（2020 年） 
教師 
教師数 機械加工科 11、電気科 12、電子科 11 
学歴 機械加工科：学士 5、修士 5、博士 1 

電気科：学士 10、修士 2 
電子科：学士 5、修士 6 

訓練 
企業ニーズが高いと

思われる分野の訓練

実施状況 
 

機械科：機械加工（CAD/CAM を含む）80％、溶接 20％の授業を展開している。企業

ニーズに応じて訓練時間を適宜変えている。 
電気科：Automation（PLC、Industrial communication 他） 
電子科：ﾏｲｸﾛｺﾝﾋﾟｭｰﾀ、PLC、PLD を分野 
(1) 訓練機材の状況 
 (機械分野) 
汎用機として、旋盤が 10 台、立フライス盤 2 台、万能フライス盤 2 台、形削り盤 1

台、鋸盤 1 台、両頭グラインダ 3 台、平面研削盤 1 台、円筒研削盤 1 台があった。新校

舎に合わせて新しく導入（2009 年）したようである（写真. 3-1、写真 3-.2）。 

 
     写真.3- 1 旋盤加工実習場       写真.3-2 フライス盤加工実習場 
ＮＣ加工機は、2010 年に NC 旋盤 1 台及びＭＣ1 台が導入され、稼働していたが、それ

以前に導入されていたワイヤーカット放電加工機 1 台については、故障しているため使

用できない状態であった。 
この、NC 加工機を設置してある実習場には、機械の温度上昇を抑えるためにエアコン

が設置されており、実習環境はいいが、そこに三次元測定機（2010 年製）及びＣＡＤ

／ＣＡＭシステムが設置されていた。ＮＣ旋盤及びＭＣでは、加工に当たって、加工温

度の上昇を抑えるために水溶性の切削液を大量にかけるので、その加工液が霧状になっ

て実習室に充満し兼ねない。そのためではないかと思われるが、新しい三次元測定機が

故障して使用できない状態であった。やはり、精密な測定機は別に測定実習室を設けて

設置すべきである。 
ほとんどの機械がそれほど古くないが、これから技能検定に取り組まれるとのことな

ので、加工精度等を考えると、検定に使用する機械は新しく導入することが望ましい。

（台湾製の為） 
検定に関わらない機械については、継続して使用することは、問題ないが、両頭グラ

インダは集塵機が付いていないので環境面で問題があるため、交換する必要がある。 
ＣＡＤ／ＣＡＭシステムについては、経過年数が経っており故障中のため、新しく導

入する必要がある。 
そのほか、加工した製品の評価のための測定機や、工学的な裏付けとなる材料の強度

や硬さを測る等の測定・実験装置が見受けられなかったが、カレッジとしての役割を果

たすためにはこれらについても導入する必要がある（材料力学及び精密測定の科目の中

にそれぞれ 8 時間の実習を行うことになっている）。 
(電気・電子分野) 
 機材は非常に少ない。主な機材は、電源回路実習装置２台、電気工学実験装置２台、

デジタル回路実験装置が６台、プリント基板製作装置(エッチング槽破損)（写真.3-
3）、その他 PLC 実習装置６台等である。特に、アナログ電子回路分野で使用する実験

装置及び測定器類はほとんど整備されていない。なお、電源コンセントは、天井ダクト

レール方式（写真.3-4）を採用しており、安全性及びコンセントの位置を移動させるこ



ベトナム国職業訓練機能強化事業に係る準備調査 添付資料-8 調査対象機関の概要 

A8-11 
 

とが出来て利便性がよい。 

                   

写真.3-3 ﾌﾟﾘﾝﾄ基板製作装置(ｴｯﾁﾝｸﾞ槽破損)   写真.3-4 天井ﾀﾞｸﾄﾚｰﾙ方式のコンセント  
 (2) 訓練実施状況 
(機械分野) 
機械加工実習室は、新しい実習室にもかかわらず、足元のコンクリートの床に穴が開

いていた。加工機にスノコを設置しているので転ぶことはないが、学生の安全のために

も、1 日も早い改修が望まれる。また、本カレッジには、校舎の柱に５Ｓの看板が掲げ

られているが（写真.3-5）、実際の実習中の学生は、サンダル履きで安全帽、保護メガ

ネ、安全靴を着用しておらず、大変危険な作業をしていた（写真.3-6）。 

 
    写真.3-5 5S の看板            写真.3-6 旋盤作業中 
加工に当たって、フライス盤の近くには、作業台を置いてあったが（写真.3-2）、活

用されていなかった。これについては、指導員の効率的な作業に対する考え方が今一歩

不十分なのではと思われる。 
(電気・電子分野)  
 機材が少ない中、工夫をこらして訓練に取り組んでいる。特に、日本では、プリント

基板製作時、一般に高価な感光基板を使用しているが、ベトナムでは当校含め他のカ

レッジでは、感光剤が塗布されていない安価な基板を使用している。そして、市販の安

価な熱転写用紙に回路パターンをプリントアウトし、その用紙を基板の銅箔面にアイロ

ン等で熱転写。その後、エッチング処理により、完成となる。試作用基板としては、十

分に評価できる出来栄えである。 
写真.3-7 は、プリント基板材料と完成品である。なお、写真.3-8 は九州ポリテクカレッ

ジの学生のはんだ付け作業の状況である。また、実体顕微鏡による SMD（表面実装部

品；通称ﾁｯﾌﾟ部品）のはんだ付け訓練も実施している。 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 

写真.3-7 ﾌﾟﾘﾝﾄ基板と熱転写用紙(左)と      写真.3-8 はんだ付け作業（右
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上）と完成したﾌﾟﾘﾝﾄ基板（右）    SMD はんだ付け訓練（左下） 
                         

企業ニーズの高い分野は、PLC、マイクロコンピュータ、PLD である。 
 
技能検定は、機械分野においては他校と比べて技能レベルがやや劣るが、現在、Ｈａ

ＵＩにおいて技術研修を受けている。 
電気・電子分野に於いては、技能検定の職種についての認識が無い。ナショナル・スキ

ル・テストについては知っているが認知度は低い。 
 

訓練管理 
訓練プロセス管理関

連 
 

①企業ニーズ収集 
・機械科：企業連携部（5 人）が、ニーズの収集を行っている。 
（約 30 社：全部が機械関係とは限らない。また、中小企業が多い。） 
・電気科：セミナーでアンケート、企業訪問に聞き取り 
・電子科：インターシップﾟ、セミナー、アンケート（7 月～8 月） 
②企業ニーズを取り入れた訓練内容 
・機械科：企業ニーズに応じて訓練時間を適宜変えている。（例 45h→120h ） 
・電気科/電子科：毎年、ニーズを検討している。 
③カリキュラム更新手順 
・2 年に 1 回、先生が科の中で話し合った結果をもとに学部長に提案する。それが良け

れば、学部長は管理委員会に提案し、承認委員会の了承のもと、授業内容を変更する。

（3 か月で承認される。） 
・毎年 6 月～7 月校内で実施。30％以内の変更は、施設で判断できる。それ以上の変更

は、DOLISA、MOLISA に申請し承認を得る。 
④訓練評価 
・指導員の授業評価については「品質管理部」（職員 5 名）が実施している。この他、

訓練レビュー委員会が結成され評価にあたることもある。 
・評価員 による公開授業が実施され、その中で評価を受ける時と、普段の授業中に評

価を受ける 2 通りの方法がある。全指導員が評価を受けるわけではないが、年に 3 回実

施される。（年度当初、全先生が提出した年間目標を参考に対象者が決まる。） 
⑤訓練評価・改善委員会等 
・評価員が設置され、その中には、違う科の先生が含まれている。 
また、場合によっては、シニアの指導員による OJT を受けることもある。 
（年間計画の中に、評価のスケジュールも入っている。） 

就職支援 
就職・就業等支援関

連 
 

①インターンシッププログラム 
・一般的に 2 年次の初めの 12 週間と 3 年次の終わりの 12 週に実施。スキル・コンテス

ト、国際大会等のコンテストも含めて実施 
・機械科：インターンシップは 2013/2014 年で 150 人、75 社で実施。75 社名回答書に

記載。 
（日系企業有）（2 年次：10 週、3 年次：8 週 ） 
・電気科：55 人、16 社（日本企業はキャノン、ユニデン）--2014 年実績 
・電子科：3 年次の 5 月―7 月の間 実施（14 社中、日系企業 5 社） 
②企業訪問や卒業生による講義 
・機械科： 企業連携部の担当者及び先生が企業訪問している。 
（日系企業が含まれている。キャノン,など） 
・電気科/電子科：実施している。（日本企業キャノン） 
③求人情報取得システム 
・企業連携部の担当者及び先生が企業にアクセスしている。 
・ウェブサイトも利用している。また、企業からの求人情報が入ると学校のデータベー

スに登録されると同時に、掲示板に表示される。 
・2011 年以降、企業連携部（職員 6 名）が担当し faculty と協力して実施。それ以前

は、各学科が企業情報の管理を担当。 
④就職フェア・企業別就職説明会 
・機械科：企業と連携してジョブフェアー（約 50 社参加）開催とのこと。2 年に 1
回、インターンシップ実施の前に実施される。（日系企業を含む） 
・電気科/電子科：開催している。参加企業は 16 社日系企業キャノン、ユニデン 
⑤就職支援ガイドブック 
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・整備有。（企業情報の掲載。1 年に 1 回、1 月に更新される。） 
⑥キャリアカウンセリング 
・入学後適宜キャリアカウンセリングを実施。 
⑦就職状況管理 
・就職状況はよく把握されている（質問に対する回答書は就職先会社名等を記載するな

ど、現状を詳細に回答してきている）。 
・短大の部署である企業連携部が担当、科と協力して実施している。 
・CPA（HaUI）と同じシステムを構築している最中である。 
⑧直近 3 年間の就職状況 
・機械科：2011 年-100％ 2012 年-100％ 2013 年-100％ 
・電気科：2011 年-88％ 2012 年-100％ 2013 年-100％ 
・電子科：2011 年-94％   2012 年-100％ 2013 年-100％ 
⑨企業データベース 
・卒業生受け入れ実績企業や、近隣の就職先候補企業はデータベース化されている。 
・提携企業約 200 社、うち約 30-40％が日系企業。 
⑩その他、就業に有効な取り組み 
・先生が、企業情報をもとに定期的に学生に紹介している。 

コンサルタントの見解 
日系企業の多く集積する工業団地に隣接し、日系企業との連携（インターンシップの受け入れ、雇用の受け入

れ）も強い。 
近年（2014 年 9 月）、学内組織一新（学長、副学長含め）により、管理層の若返りが図られたこと、管理、訓

練等、様々な点において HaUI に倣い積極的に新しい手法の導入が進められていることより、設立の浅さに伴う

組織の未熟さを補う取り組みがとられていると考えられる。一方、全く独立法人化が進んでいないことより、

承認決定プロセスにおける学校の裁量は非常に限定的であり、意思決定に時間を要すると推測される。 
 
小項目 

想定されるリスク 対象校による対応状況 

全般 周辺近隣校（今後、さらに近隣校が増える

予定）との競合により、学生の獲得、企業

との連携等により、問題が生じる可能性が

ある。 

学校側は、本円借款事業及び技術協力を

通じて、学生の獲得、企業との連携が強

化されると期待している。 

独立法人化 全く独立法人化されていないため、全ての

プロセスにおいて、MOLISA の承認が必要

となり、独立法人化の進んでいる他校と比

べ、時間を要する。 

特に対策は講じられていない。 
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04 Ba Ria-Vung Tau Vocational College（BRVTVC） 
名前 Ba Ria-Vung Tau Vocational College 
所在地 第一キャンパス: Thanh Tan street, Dat Do Town, Dat Do District, Ba Ria - Vung Tau 

第一キャンパス: No.78 Truong Cong Dinh Street, Ward 3, Vung Tau City 
キャンパス数 3 キャンパス (コミュニティカレッジを統合して 3 番目のキャンパスとなる) 
監督官庁 バリアブンタウ人民委員会 
設立 1998 年 8 月 21 日 
学部、学科、コース 7 学科 
組織図 

 
学生 
入学者数／定員 
調査対象：短大レベル 

機械加工科 50／50、電気科 164／100（2013 年） 

卒業者数 
調査対象：短大レベル 

機械加工科 0、電気科 26（2013 年） 

夜間コース なし 
将来計画 入学者数目標：機械加工科 100 名 

入学者数目標：全体 年 10％増（2017 年） 
教師 
教師数 機械加工科 27、電気科 32 
学歴 機械加工科：学士 23、修士 4 

電気科：学士 25、修士 7 
訓練 

校長

副校長 副校長

評議会共産党 / 党委員会

組合

事務 事務 事務

学科

退役軍人

労働組合

青年組合 職業訓練環境安全部

職業訓練能力審査部

国際協力・企業連携部

学生支援部

職能部 総務部

管財部

財務部

電気科
 ・工業電気コース
 ・電気コース
 ・冷凍・空調コース

情報技術科
 ・情報技術コース
 ・会計コース

バリアブンタウ人民委員会

Ba Ria-Vung Tau Vocational College

機械科
 ・溶接コース
 ・金属切削コース
　 専門職
 ・自動車コース

一般理論教養科
 ・一般理論コース
 ・一般教養コース



ベトナム国職業訓練機能強化事業に係る準備調査 添付資料-8 調査対象機関の概要 

A8-15 
 

企業ニーズが高いと

思われる分野の訓練

実施状況 

・機械科：機械加工技術、溶接技術に対して、企業のニーズがある。 
・電気科：PLC（ｼｰﾒﾝｽ、三菱）分野 
・電子科：FPLC 分野 
(1) 訓練機材の状況 
 (機械分野) 

現在の校舎には、汎用機として、旋盤が 14 台、立フライス盤 3 台、万能フライス盤

6 台、形削り盤 3 台、鋸盤 1 台、両頭グラインダ 3 台、平面研削盤 1 台、円筒研削盤 1
台、スロッター1 台、万能工具研削盤 1 台、工具研削盤 1 台、ラジアルボール盤 2 台、

卓上ボール盤 2 台があり、ＮＣ加工機は、2010 年に NC 旋盤 2 台、ＭＣ3 台（1 台は構

造の学習用）、ワイヤーカット放電加工機 1 台及び形彫り放電加工機 1 台があった。 
本カレッジについては、現在の校舎とは別に新校舎が建築され、そこにも機械分野の

カレッジが設立される予定になっており、そこに導入する機材を今回計画した。した

がって、全部の機材を用意しなければならないが、その中の万能フライス盤 1 台、万能

円筒研削盤 1 台及びラジアルボール盤（直立ボール盤の機能と同等）2 台については、

前もって用意されているので、今回の計画から省いた。 
また、新校舎の実習場は、現在の校舎から考えて、何も問題のない快適な校舎に仕上

がるのではないかと考えられる。 
(電気・電子分野) 
 写真.4-1 は、センサ実験室である。機材は、比較的新しいものが導入されているが数

量は少ない。また、写真.4-2 は、動力実習室である。大型の古いトランス類が見受けら

れる。また、各実習場は、比較的広いスペースが確保されている。マイコン関係を含む

ディジタル回路関係系で使用する機材を主に整備されており。アナログ回路関係で使用

する実験装置、測定器類は少ない。 

写真.4-1 センサ実験室       写真.4-2 動力実習室の古いトランス 

(2) 訓練実施状況 
(機械分野) 実習場は、硬めのコンクリート上に目に優しい緑の塗装がしてあり、ま

た、安全通路もしっかり確保されていて（写真. 4-3）、５Ｓの取り組みが徹底されてい

ることが伺えるだけでなく、学生の実習中の服装も作業帽、作業服、保護メガネ、安全

靴の着用が徹底されている（写真.4-4）。 
そのほか、機械で作業する時の移動式の作業台も確保されており（写真. 4-3）、効率

的な授業が行われているようである。 
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写真.4-3 旋盤作業中         写真.4-4 横フライス盤加工中 

(電気・電子分野) 
 写真.4-5 のように各実習場入り口には、日本語名入りのワークショッププレートが掲

げてあり、親日感が伺える。実習場中央に机、両サイドに PLC の実習装置が配置され

ている。実学融合形式で訓練が行われている。写真.4-6 は、トランス巻線作業実習の様

子である。非常に熱心で、真面目に取り組んでいる。また、当校は、5S 活動の成果は

大である。 

 
写真.4-5 PLC 実習室              写真.4-6 トランス巻線作業 

現在、電子科は応募者が少ないため、閉科中である。 
なお、企業ニーズの高い分野は、PLC（ｼｰﾒﾝｽ、三菱）、マイクロコンピュータであ

る。 
技能検定関連では、GDVT の 5 段階方式の Skill Test の方を良く知っているし、受験も

している。 
 

訓練管理 
訓練プロセス管理関

連 
 

①企業ニーズ収集 
・機械科：企業とコミュニケーションをとり、アンケート及び先生の企業訪問時に調査 
・電気科/電子科：科及び国際協力・企業連携部が担当 
②企業ニーズを取り入れた訓練内容 
・機械科：企業ニーズ取り入れてカリキュラムを変更している。 
・電気科/電子科：カリキュラム検討を毎年６月頃実施 
③カリキュラム更新手順 
・企業との話し合いの中で、カリキュラムを検討し、変更の必要があれば、学校側に提

案。 
・30％以内の変更は、施設で判断できる。それ以上の変更は、DOLISA、MOLISA に申

請し承認を 
得る。GDVT により、標準カリキュラムが設定されている。 
④訓練評価 
・6 月に進級・卒業評価試験を実施している。試験問題は MOLISA が作成）。50％以上

で合格できる。 
・MOLISA により訓練評価基準が設定されている。 
・現在は、大学機関より 1 名、企業より最低 1 名し、チームにて評価を実施。 
⑤訓練評価・改善委員会等 
・先生の評価については、常時カメラにてモニターしており、万が一、学生が単位を落

とすと、その割合に応じて給与が減額される等の処置がとられるため、補講を実施し、

合格するよう対策を講じている。 
・各学科に 2 つの委員会が設置されている。「教材改善委員会」（全指導員）、「教材

照査委員会」（校長、副校長、訓練科、企業の技術者）。 
・定期的に毎年 1 回教材の見直しをする。これに加え、企業の要望等により、教材の見

直しをする。 
就職支援 
就職・就業等支援関

連 
 

①インターンシッププログラム 
・機械科：全員に実施。 
・電気科/電子科：3 年次に 2 か月間実施 
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②企業訪問や卒業生による講義 
・機械科：インターンシップ時に先生が巡回指導を兼ねて、企業訪問を実施。 
・電気科/電子科：国際協力・企業連携部の担当者及び先生、日本企業は YKK 及び

KYOEI の 2 社 
③求人情報取得システム 
・求人情報は、国際協力・企業連携部が、企業から紹介された求人情報を取り纏め、

ニーズに合致ずる学生を選択し、企業に紹介している。 
④就職フェア・企業別就職説明会 
・機械科：企業から求人のための PR 及びインターンシップの案内がある 
・電気科/電子科：8 月にジョブフェアーを毎年実施している。（日本企業は YKK 及び

KYOEI の 2 社） 
⑤就職支援ガイドブック 
・整備されている。 
・企業での業務開始に備え手必要となる技術等が、記載されている。 
⑥キャリアカウンセリング 
・国際協力・企業連携部により、実施されている。 
・指導員も同席する等、積極的に関わっている。・企業実習（２年次、３年次の各８

週）実習が始まる前にソフト Skill 面接指導を行っている。 
⑦就職状況 
・卒業後 6 か月は連絡し、確認をしている、 
・「就職支援グループ」（国際協力・企業連携部、担当者 2 名）が担当し、データの共

有を図っている。 
⑧直近 3 年間の就職状況 
・2011 年-2012 年: 短大レベルの設置前にて、就職者なし。 
・2013 年-卒業生の 85％を追跡中 
⑨企業のデータベース 
・卒業生受け入れ実績企業や、近隣の就職先候補企業はデータベース化されている。 
・国際協力・企業連携部が担当している。 
⑩その他、就業に有効な取り組み 
・機械科：企業のニーズに応じたカリキュラムの変更等に取り組んでいる。 
・電気科/電子科：3 年次の企業実習（2 か月間） 
※日本企業への就職が決まった 3 年生を対象に、3 日間の日本文化習得 

コンサルタントの見解 
技能検定、5S にも積極的にとりくまれていることから、学校の職業訓練短大としての取り組み姿勢が高いと言

える。 
近隣大学や企業による訓練評価の実施や就職の中でも特に日本企業への就職を対象とした就労開始支援として

のプログラムが開発、提供されている等、近隣の他機関との関係性において、職業訓練機関としての機能を果

たし、地位を築いていると考えられる。 
新校舎設置のために用意されている機材以外については、すべて導入する必要がある。 
 
小項目 

想定されるリスク 対象校による対応状況 

全般 従来 Intermediate レベルの学校として設立

されており、現在においても、学校側は

College レベルよりも、Intermediate レベル

に需要（企業からのニーズ）を見出して

いる。 

2014 年 12 月には College レベルの金型

コースが、2015 年にはメッキコースが開

設される。2014 年の入学者の 70%は

College レベル、30%が Intermediate レベル

である。 
学校側は、College レベルへの入学者数が

年々増加傾向があることより、今後さら

に College レベルの需要が高まると予測し

ている。
2
 

                                                                 
 

2
 （Intermediate レベルの学校として設立された背景より、左記のとおり、Intermediate レベルに需要を

見出す見方もあったものの、上記のとおり、実情は College レベルからの入学者が全体の大半を占め、

かつ、今後も需要が高まることが期待されている。Intermediate レベルの学校から College レベルを主体

とする学校への移行期における学校の認識の特有の問題であったが、大きな問題に発展する可能性はな

いと判断する） 
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05 Hanoi Vocational College of High Technology（HVCHT） 
名前 Hanoi High Technology Vocational College (HHT) 

（Hanoi Vocational College of High Technology）   
所在地 Tay Mo Com- Tu Liem Dist Hanoi City 
キャンパス数 1 キャンパス 
監督官庁 ハノイ人民委員会 
設立 2010 年 
学部、学科、コース 7 学科 18 コース 
組織図 

 

学生 
入学者数／定員 
調査対象：短大レベル 

機械加工科 240 ／200、工業電気 207/220、工業電子 180／185（2014 年） 

卒業者数 
調査対象：短大レベル 

機械加工科 89 、工業電気 130、工業電子 102（2014 年） 

夜間コース なし 
将来計画 工業電気入学者目標：250 (2015 年)、300 (2016 年)、400 (2017 年) 

工業電子入学者目標：250 (2015 年)、300 (2016 年)、400 (2017 年) 
機械加工科は情報の提示なし。 

教師 
教師数 機械加工科 18、工業電気科 12、工業電子科 13 
学歴 機械加工科：学士 12、修士 5、博士 1 

工業電気科：学士 7、修士 5 
工業電子科：学士 9、修士 2、博士 2 

訓練 
企業ニーズが高いと

思われる分野の訓練

実施状況 

・機械科：機械加工技術に、高品位で高精度の製品を加工することができる技術力が求

められている。 
・電気科：ニューエネルギソース、PLC 分野 
・電子科：FPGA、PLC, マイクロコンピューター分野 
(1) 訓練機材の状況 
 (機械分野) 

校長

学校評議会共産党 / 党委員会

組合 センター事務 学科

労働組合

青年組合

生徒会

総務

教務

財務

学生

科学調査・国際協力

勤労学生

情報技術
 ・画像処理
 ・ソフトウェア
 ・ネットワーク

経済
 ・会計
 ・経営

HHT情報技術
メガゾーン

ハノイ人民委員会

Hanoi Vocational College of High Technology

電気・電子
 ・工業電気
 ・工業電子
 ・コンピューター
   組立・補修
 ・技術応用センター

美容
 ・美容
 ・ヘアデザイン

外国語
 ・韓国語センター

基礎教科

機械・自動車
 ・機械加工
 ・電子機械
 ・電子画像
 ・はんだ

学生寮

品質管理

図書館
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汎用機として、旋盤が 10 台、立フライス盤 10 台、万能フライス盤 4 台、、鋸盤 2
台、両頭グラインダ 3 台、平面研削盤 4 台、円筒研削盤 2 台、ホブ盤 2 台、万能工具研

削盤 1 台、工具研削盤 1 台、ラジアルボール盤 2 台、卓上ボール盤 2 台、シャー（薄板

用）1 台、プレスブレーキ 1 台があり、ＮＣ加工機は、NC 旋盤 2 台、ＭＣ2 台、ワイ

ヤーカット放電加工機 1 台（細穴加工機付）、形彫り放電加工機（写真.5-1）1 台、

レーザ加工機（写真.5-2）1 台があった。 
非常に充実した機材が導入されている（多くの機材が台湾製である）。 
本カレッジは、2008 年からスタートした新しいカレッジであるため、機材も古くな

いが、実習場の１階部分のほとんどが地盤沈下で傾斜していた。特に傾斜が大きい個所

は、研削盤及び形彫り放電加工機を設置している床であった（写真.5-1）。 
製品の加工精度は、機械を水平に設置した状態で加工してはじめて維持されるわけで

あるから、こうした状況下で加工実習を実施するには、実習を担当する指導員が毎回若

しくは毎週、水平を確認する必要があるし、事実、指導員が実施しているとのことで

あった。 
しかし、写真.5-1 の形彫り放電加工機のアンカーボルトを見る限り、傾斜した床であ

るにも関わらず、設置した時のままであることが伺えることから、水平は確認されてい

ないようである。水準器で水平確認（例えば旋盤であれば、１ｍにつき 0.05ｍｍ以内の

傾斜）をするには、全部の機械を終えるのには相当な時間がかかるため、なかなか実施

できないと思うが、加工精度を維持するためには実施せざるを得ない。特に、本カレッ

ジでは技能検定に力を入れて取り組まれているので、検定（卒業試験も含む）を実施す

る前には、必ず水平を確認すべきである。 
何はともあれ、このような作業をしなくても済むように、１日も早い床の修復工事を

実施すべきである。新しい機材の導入は、その後にすべきであり、既存の機械を残して

新しい床の上に設置した場合は、機械のねじれや傾き等の検査をすることが望まれる。 
    

 

 

 
写真.5- 1 形彫り放電加工機 写真.5-2 レーザ加工機 

 
(電気・電子分野) 

半導体実験装置、アナログ電子回路実験装置、デジタル電子回路実験装置等の基礎

的機材が少ない。企業ニーズの高い PLC の機材は、比較的揃っている。また、写

真.5-3 は、教師が開発したワンボードマイコン機材であり、訓練で使用している。教

師の非常に前向きで積極的な姿勢が伺える。その他、直流安定化電源の機材も自作し

ている。なお、太陽光発電システム機材は、日本の企業による援助である。屋上に設

置されたソーラパネルで発電した直流を交流に変換し、送電線に送出するまでの流れ

が学習できる装置である（写真.5-4）。 

 
写真.5-3 ワンボードマイコン（教師開発）写真.5-4 太陽光発電のﾊﾟﾜｰｺﾝﾃﾞｨｼｮﾅ-装置 
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(2) 訓練実施状況 
(機械分野) 
 加工機をはじめ実験機材も充実しており、カレッジとしてふさわしい内容の授業展

開をなされているようだ。また、日本のカレッジの卒業制作に当たる課題の制作にも取

り組まれ、金型等を作成するまでの技術が見られる。また、実習課題に技能検定の課題

を取り入れられるなど、高い技術を指導されている。卒業資格は３級の課題であるが、

卒業時までの実習課題としては２級にチャレンジしており、優秀な技術者の養成に貢献

されている。 
(電気・電子分野) 

写真.5-5 は、家電製品の修理点検実習の様子である。熱心に訓練を行っているが、

作業服の着用が徹底されていない。また、工具の不足も目立つ。写真.5-6 は、教師に

よる開発中の X-Y テーブル教材である。原理、動作を理解するには良い教材であ

る。当校は、若くて意欲のある教師が多いとのことである。また、毎年開催される国

内外のロボコン大会でも優秀な成績をおさめている。 

  
写真.5-5 家電製品の修理点検実習          写真.5-6 開発中の X-Y テーブル教材 

 
なお、企業ニーズの高い分野は、ニューエネルギ－ソ－ス、PLC、FPGA、マイクロ

コンピュ－タである。 
技能検定に対しては積極的である。JAVADA 実施の旋盤加工 3 級に合格者あり。 

また、電気・電子分野では、メカトロニクス職種の技能五輪アジア大会で優勝の実績が

あるが、これは特別に選ばれ学生が集中訓練を経た結果であることも記憶する必要があ

る。 
 

訓練管理 
訓練プロセス管理関

連 
①企業ニーズ 
・機械科：企業ニーズは、企業連携担当課が企業から情報を収集している。 
・電気科：アンケート、インターンシップ時に指導員が企業を訪問視察する。 
・電子科：学内組織である企業連携担当課が指導員と協力して実施。 
②企業ニーズを取り入れた訓練内容 
・機械科：毎年、企業からのニーズを収集して、授業内容をチェックしている。それに

合わせて授業内容を少しずつ変更している。（例 NC 旋盤加工実習を NC 旋盤とマシニ

ングセンタ加工実習に変更） 
・電気科/電子科：毎年、ニーズを検討している。 
③カリキュラム更新手順 
・先生がカリキュラムのアウトラインを作成した後、科内に提案し詳細を決める。 
・企業を呼んで説明し了解を得た後、校長に提案し承認を得る。 
※見直しは 7 月（学年末の時期）に行う。一般的に、9 月入学－7 月卒業で 2 学期制、 
短大コースは 3 年制。 
④訓練評価 
・毎年、GDVT の評価を受ける（評価員の評価）。 
・学内組織（指導員、企業代表者、学識経験者）が中心となり授業評価を実施してい

る。 
⑤訓練評価・改善委員会等 
・改善委員会が設置されている。 

就職支援 
就職・就業等支援関 ①インターンシッププログラム 
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連 
 

・機械科：2 年次１週間（25h）、3 年次 16 週（640h）を実施（校内で実施する学生も

いる）、インターンシップは 2013/2014 年で 150 人、75 社で実施。 
・電気科/電子科：3 年次に(8 週間/1 回)×2 実施。学科別の実績は 2012 年 22 社（日系

企業 4 社：ユニデン、キャノン、パナソニック、ソニーなどタンロン工業団地） 
②企業訪問や卒業生による講義 
・機械科：実施されている。（インターンシップの巡回指導を実施）、場合によって

は、先生がついて学生のフォローを行う。日系企業も含まれている。卒業生による研修

の実施はない。 
・電気科/電子科：実施されている。 
③求人情報取得システム 
・ジョブフェアーの実施。Web-site、Facebook の利用。 
・学校の企業連携担当課から企業へ求人を依頼し、企業から求人案内が届く。 
・学生課が求人票等の情報を開示している 
④就職フェア・企業別就職説明会 
・機械科：ジョブフェアー は、年 1 回実施（卒業式に合わせて）され、多くの企業が

参加して企業別会社説明会を開催する。日系企業も含む。（2013 年 40 社） 
・電気科/電子科：卒業前の 5 月～6 月に Job Fair 開催 
⑤就職支援ガイドブック 
・整備されており、企業が募集要項を持参して配布する。 
・学生課が求人票等の情報を開示。Face Book も活用 
⑥キャリアカウンセリング 
・企業連携担当課（職員 3 名））により実施されている。 
・各科の指導員も生徒に対し実施している。（入校時にコース選択指導を行う） 
・企業実習（２年次、３年次の各８週）実習が始まる前にソフト Skill 面接指導を行っ

ている。 
⑦就職状況 
・就職状況は、把握されている。 
・就職・就業支援については、CER が担当。 
・就職状況の把握方法としては、企業からの情報を収集。 
・学生課が就職状況を管理。 
⑧直近 3 年間の就職状況 
・機械科：2011 年-100％ 2012 年-100％ 2013 年-100％ 
・電気科：2011 年-   2012 年-87.6％ 2013 年-85.7％ 
・電子科：2011 年   2012 年-81.7％ 2013 年-81.5％ 
⑨企業のデータベース 
・企業連携担当課によりデータベース化されている。 
・インターンシップセクションで管理 
・提携企業約 300 社、内日系企業は 36 社。約 60 社と協定を締結。 
⑩その他、就業に有効な取り組み 
・技能五輪アジア大会で優勝する等、外部にマスメディアを利用して PR の実施。 
・卒業生が企業内で活躍している状況を、発信している。 

コンサルタントの見解 
設立間もない学校であるが、質の高い指導員の雇用、学生の獲得、企業との連携構築等において、学校独自の

工夫が施され、効率的に実施されていることが把握できる。 
日系企業を含む企業より機材の供与、人材育成等における支援を得ていることより、企業との強力な連携が構

築されていることが伺える。 
機械学科では、 JAVADA の 2 級レベルの課題を実習の目標としていることより、実習技能レベルは高いと言え

る（日本でも、JAVADA の 2 級レベル相当を目標としている）。 
 
小項目 

想定されるリスク 対象校による対応状況 

生徒 入学選考に特色がある。最初から基準を

設け、成績優秀な学生を入学させてい

る。いわゆる技能訓練のエリート校のイ

メージがある。開かれた職業訓練のイ

メージからすると違和感がある。名声は

高くなる一面、差別的になる（成績によ

る選別がリスクになる可能性もある）。 

対象校による対策は講じられていない。 
調査団の所見として、 
今後左記がリスクになるか、それとも本

VC の良い特徴として発現するか、観察が

必要であると考える。 
状況に応じ、学生の募集方法について再

検討する必要がある。 
機材 床の不同沈下により、加工精度が維持で 2014 年 11 月 6 日 、人民委員会内にて地
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きなくなる。 盤沈下等校舎補修促進レターが発行（ア

ドミ部門＝Chairman より、建設部、計

画・投資部へ発行）、検査結果報告書に

て、地盤沈下に対する対処 2 案が提示さ

れた（参照：添付資料-15）。2015 年 4 月

に本 VC から人民委員会へ地盤沈下対策工

事のプロポーザル（総額 VND81Bill）が提

出された。都市開発法の改訂に伴い本工

事に係るガイドラインも変更となるた

め、本ガイドライン変更後に承認される

予定。2016 年中の完工を予定している。 

 
06 Vinh Phuc Vocational College（VPVC）

3
 

名前 Vinh Phuc Vocational College （元 Vietnam-German Vocational College） 
所在地 第一キャンパス : Nguyen Tat Thanh Str. Lien Bao Ward, Vinh Yen City, Vinh Phuc Province 

第二キャンパス : Building B is in Chu Van An Street - Lien Bao Ward - Vinh Yen city - Vinh 
Phuc Province 

キャンパス数 2 キャンパス 
監督官庁 ビンフック人民委員会 
設立 2000（2007/短期大学として） 
学部、学科、コース 8 学科＋2 学科 
組織図 

 
学生 
入学者数／定員 
調査対象：短大レベル 

金属切削科 48 ／70、冷凍・空調工学科 35/35、電気 40／50、工業電子 34／35（2014
年） 

卒業者数 
調査対象：短大レベル 

冷凍・空調工学科 49、電気 33、工業電子 25（2013 年） 

                                                                 
 

3
 「DECISION 1335-QD-BLDTBXH」（2014 年 10 月 15 日付）にて正式に校名が変更された（参照：添

付資料-13）。 

06 Vinh Phuc Vocational College（VPVC）

学校委員会

学校評議会

審議会

センター事務 学科

情報技術科

自動車科

機械科

電気科

電子科

経済-建設科

服飾科

基礎科学科

国防科

応用技術・労働者
センター

ビンフック人民委員会

Vinh Phuc Vocational College

組合

情報科学・外国語
センター

就職支援センター

総務・人事部

教務部

財務部

学生部

品質管理部

管財部

科学研究・国際部
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夜間コース なし 
将来計画 2020 年までの将来計画 

冷凍・空調工学科 － 200 
電気 － 200 
工業電子 － 200 

教師 
教師数 金属切削科 21、電気科 31、工業電子科 14 
学歴 金属切削科：学士 11、修士 10 

電気科：学士 4、修士 27 
工業電子科：学士 4、修士 10 

訓練 
企業ニーズが高いと

思われる分野の訓練

実施状況 
 

・金属切削科：旋盤加工、フライス盤加工、CNC 旋盤加工、MC 加工に企業の高いスキ

ルを求められている。（学校から 2 ㎞圏内に日本、韓国、台湾、イタリア等の多くの企

業がある。） 
・電気科、電子科：PLC,PIC,インバーター技術、電力供給システム、PLD 
(1) 訓練機材の状況 
 (機械分野) 

汎用機として、旋盤が 20 台、立フライス盤 2 台、万能フライス盤 10 台、鋸盤 1 台、

万能円筒研削盤 1 台、センターレス円筒研削盤 1 台、内面円筒研削盤 1 台、両頭グライ

ンダ１台、スロッター1 台、ラジアルボール盤 1 台、卓上ボール盤 1 台、工具研削盤 1
台,があり、ＮＣ加工機は、NC 旋盤 2 台、ＭＣ3 台、ワイヤーカット放電加工機 1 台が

あった。そのほか、万能投影機など測定のための機材や PC16 台のＣＡＤ／ＣＡＭシス

テムも設置されていた。 
本カレッジは、新しい校舎に移動する準備が始まっており、ストックしている機材を

何時でもフォークリフトで運び出せる状態であった（写真.6-1、写真.6-2）。 

写真.6- 1 万能フライス盤 1                  写真.6-2 万能フライス盤 2 
 
(電気・電子分野) 

現在、新しい実習場へ機材を移設中である。旧実習場は各実習場が狭く、また、デ

ジタル及びアナログ回路関係の実験/実習装置、測定器類は古いものが多く数量も不

足である。実施機材の管理状態は良くない。5S の実施を徹底すべきである（写真.6-
3、6-4）。 

写真.6-3 乱雑に置かれたパソコン       写真.6-4 未整備状態の新実習場 
 

 
 (2) 訓練実施状況 

(機械分野)  
ＭＣの技能検定に学生が受験するなど、非常に熱心に取り組まれており、学生の技術
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のレベルアップに積極的に取り組まれている。そのために、指導員が 3 か月間の判定委

員となるための研修を受けている。周りに非常に多くの企業があり、当校への近隣の企

業からの要望が高いことにより、技能検定に積極的になったのではないかと考えられる

が、質の高い学生を育成することは学生にとっても非常に良い就職先が得られるし、カ

レッジとしても評価が高くなるので非常に良いことである。優秀な技術者の養成に貢献

されていると言える。 
(電気・電子分野) 
 当校では、電子回路実験等はブレッドボードを使用している（写真.6-5）。プラグイ

ンタイプのパネル方式の実験装置に比べ、部品配置、配線の接続方法等を考慮しながら

回路を組み立てるので完成まで時間はかかるが、効果的な訓練方法である。また、写

真.6-6 のプラスチックケースに入っている電子部品類は、写真.6-7 の電子パーツキャビ

ネット（写真は九州ポリテクカレッジの例）等を使用し、効果的な整理・整頓が望まれ

る。 

   
写真.6-5 ﾌﾞﾚｯﾄﾞﾎﾞｰﾄﾞでの

実験 
写真.6-6 ﾌﾟﾗｽﾁｯｸｹｰｽ収納

の電子部品 
写真.6-7 ﾊﾟｰﾂｷｬﾋﾞﾈｯﾄ 

  
なお、企業ニーズの高い分野は、PLC、マイクロコンピュータ、PLD、インバーター

技術、電力供給システムである。 
 

 技能検定に関しては、機械分野では積極的に参加しているが、電気・電子分野では認

知度が低い。 
 

訓練管理 
訓練プロセス管理関

連 
 

①企業ニーズ 
・機械科：応用技術・労働者センターが一元的に実施している。 
・先生も、インターンシップの巡回指導時に情報を得て来る。 
・電気科/電子科：企業からの情報収集（訪問の時） 
②企業ニーズを取り入れた訓練内容 
・機械科：30％の訓練時間の範囲内で、NC 加工、CAD／CAM の時間を増やすなどの

取り組みを実施している。 
・電気科/電子科：取り入れている。 
③カリキュラム更新手順 
・GDVT の規定に従っており、企業ニーズを調査し、それに合わせたカリキュラムを考

えて学校側に提案し承認を受ける。（承認を得るまでに、約 1 年要する） 
④訓練評価 
・教授に関する大会を 1 年に１回、全員が受ける。 
・評価員により、日時が指定された公開授業と抜き打ちでの授業の審査を受ける。 
・6 月～8 月に実施、委員会で検討する 
⑤訓練評価・改善委員会等 
・応用技術・労働者センターに設置されている。 
・品質管理部（職員 5 名で構成） 
・技能評価センター（国内に 2 箇所のうち 1 箇所はハノイ）が設置され、ハノイの指導

員及び学生の評価を行っている。 
就職支援 
就職・就業等支援関

連 
 

①インターンシッププログラム 
・機械科：3 年の卒業前の 3 か月間、全員が受ける。その内、90％が卒業後、そのまま

同じ企業へ就職している。日系企業も含まれる。 
・電気科/電子科：3 年次の後期、3 月から 3 か月間。キャノン、SHOWA、ニッシンの

日系企業等がある。 
②企業訪問や卒業生による講義 
・機械科：インターンシップの巡回指導を兼ねて訪問している。日系企業も含まれてい
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る。 
・電気科/電子科： 学内機関の応用技術・労働者センターが実施 
③求人情報取得システム 
・応用技術・労働者センター（2007 年設立）が一元的に実施している。 
・Website を用意して、学校の情報を提供するだけでなく、学生のための求人情報も得

ることができるシステムが構築されている。 
④就職フェア・企業別就職説明会 
・応用技術・労働者センターにより、1 年に 1 回（7，8 月）、実施される他 
企業からの随時の就職説明会を実施している。 
⑤就職支援ガイドブック 
・整備されている。応用技術・労働者センター が管理運営している 
⑥キャリアカウンセリング 
・応用技術・労働者センターが一元的に実施している。 
・先生も、各科の学生に適宜、実施している。 
⑦就職状況 
・就職状況の管理は、卒業 3 か月後に応用技術・労働者センターに実施している。 
・2003 年以降、GDVT 及びドイツ政府により、卒業生の状況を管理することが求めら

れている。 
⑧直近 3 年間の就職状況 
・機械科：2011 年-172/186 (92％) 2012 年-94/99 (95％) 2013 年-101/101 (100％) 
・電気科：2011 年-112/122 (92％) 2012 年-61/64(98％) 2013 年-45/46(98％) 
・電子科：   -        2012 年-15/15(100％) 2013 年-32/32(100％) 
⑨企業のデータベース 
・担当部署があり整備している。 
・卒業生受け入れ実績企業や、近隣の就職先候補企業はデータベース化されている。 
・対象学科関連企業 34 社、うち日系企業 10 社。 
⑩その他、就業に有効な取り組み 
・Website を用意して、学生のための求人情報を得ることができる。 
（企業からの E メールによる求人を受付け、反映させている。) 
・企業が学校を訪問し、随時の会社説明会を実施している。 

コンサルタントの見解 
近隣に複数の工業地帯を有する場所に位置し、卒業生の就職先の確保において、優位性を示すものの、協力連

携企業の約 40％は自動車関連企業である。また、機械科（自動車、溶接、切断）の約 44％の学生は自動車科に

在籍する。一方、本円借款対象分野である金属切削コースは、訓練内容や仕事内容に対する重労働のイメージ

が弊害となり、学生の獲得が容易ではないと、学校側では理解されている（直近 3 年間では定員に対し、約 60-
68％の学生が在籍）。 
近隣校の統合手続き（2014 年 8 月）、改名手続き（2014 年 10 月）、統合前校からの資産移動（2014 年 11 月）

等が迅速に行われていることより、組織として、一定の対応能力があると考えられる。 
電子科機材について、ドイツの協力終了後 3 年経過しているが、十分とは言えない。機材の使用及び管理状況

も、良いとは言えない。特に、工具不足。また、工具使用法については、基本ができていない。これらは他の

短大にも共通していえる。なお、テレビ及び家庭電気製品の展開モデルは、工夫をこらした良い教材である。 
 
小項目 

想定されるリスク 対象校による対応状況 

生徒 今後機械科において、十分な学生数が獲

得できるか。 
2014 年度の金属切削科の入学者数は、定

員と比較すると約 68%の充足度である

が、48 人の学生を確保しており、クラス

を運営するには十分な人数を確保してい

ると考える。 
学校側は、今後、自動車関連企業との協

力連携を拡大すれば、機械科の学生数を

増加することができると期待している。 

 
07 Da Nang Vocational Training College（DNVC） 
名前 Da Nang Vocational College 
所在地 99 To Hien Thanh – Son Tra, Da Nang 
キャンパス数 1 キャンパス 
監督官庁 ダナン人民委員会 
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設立 1976（2007/短期大学として） 
Da Nang Economics – Technology School として設立。以降、10 数回統合を繰り返し、現

在の Da Nang Vocational College になる。 
学部、学科、コース 9 学科 
組織図 

 
学生 
入学者数／定員 
調査対象：短大レベル 

工業電気 169/80、工業電子 36／40、土木電子 37/40、電気制御 29/50、電子機械工学

47/55（2014 年） 
卒業者数 
調査対象：短大レベル 

工業電気 110 、工業電子 32、土木電子-- 、電気制御-- 、電子機械工学--（2014 年） 
 

夜間コース なし 
将来計画 入学者目標（2020 年） 

工業電子：35, 電子機械工学科：50, 溶接科：30, 自動車工学科：170, 金属切削科：50 
産業電気：185, 電気制御：35, 家電：70 

教師 
教師数 工業電気科・工業電子科 24 
学歴 工業電気科・工業電子科：学士 16、修士 8 
訓練 
企業ニーズが高いと

思われる分野の訓練

実施状況 
 

・機械科：現在は 2015 年の開講に向けてカリキュラムを準備中であり、カリキュラム

全体の 30％に相当する（学校が主体性を持って開発可能なカリキュラム）について

は、企業からのニーズに沿った内容とする予定。そのために、生徒へは企業ニーズを収

集するための質問状をインターンシップへ参加。冷蔵科に属する生徒を通じて配布。ま

た、学生部が企業への要望の聞き取りを開始した。 
・電気科：PIC、工業配線分野 
・電子科：PIC 分野 
(1) 訓練機材の状況 
 (電気・電子分野) 

写真.7-１は、自作機材の一つである電力半導体素子の実験装置である。当校では、

台数の少ない機材については、積極的に自作している。写真.7-2 は屋内電気工事実習

用ブースである。 
基礎実験装置、アナログ回路系の実験装置については、種類、数量ともに不足して

いる。 

校長 / 委員会 学校評議会 / 審議会

共産党 / 党委員会

組合

事務 学科

労働組合

青年組合

教務部

総務部

学生部

管財部

財務部

品質管理部

基礎教養科

溶接科

情報技術科

冷蔵科

職業訓練教育科

服飾科

観光科

経済科

工業電気科

工業電子科

ダナン人民委員会

Da Nang Vocational College

センター

生涯学習

事業応用実施
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写真.7-1 自作の電力半導体素子実験装置   写真.7-2 屋内電気工事実習用ブース 
  

(2) 訓練実施状況 
(電気・電子分野) 

写真.7-3 は、自作教材の CNC フライス盤である。写真.7-4 は、直流安定化電源製作

課題に取り組んでいる様子である。数量が少ないため、1 グループ 6 名編成である。 

 
写真.7-3 自作の CNC フライス盤          写真.7-4 グループ学習 
 

なお、企業ニーズの高い分野は、マイクロコンピュータ、工業配線である。 
技能検定については、機械分野では積極的に参加しようとする意思はあるが、電気・電

子分野の場合、技能コンペティションの方が優位にある。 
 

訓練管理 
訓練プロセス管理関

連 
 

①企業ニーズ 
・インターンシップの時期に企業訪問しニーズ調査を実施している。 
②企業ニーズを取り入れた訓練内容 
・例えば、モニター修理を無くして、CNC 制御を入れるなど改定した例がある。 
③カリキュラム更新手順 
・カリキュラムの更新は入学卒業時期に併せて実施している。 
・学内の評価委員会に諮り承認を得る。 
④訓練評価 
・訓練担当課が担当している。指導員は、訓練準備、訓練技能・知識、訓練手法、

GDVT による評価の方法により評価されている。 
⑤訓練評価・改善委員会等 
・訓練担当課と各学科長が訓練評価・改善を担当している。これに加え、教材について

は、適宜、レビュー委員会が設置され、評価・改善が実施されている。 
就職支援 
就職・就業等支援関

連 
 

①インターンシッププログラム 
・訓練担当課が先生と協力して実施している。 
②企業訪問や卒業生による講義 
・質問票に対する回答に、企業一覧表あり、日本企業は確実には確認できないが日系と

思われる企業名は散見される。 
③求人情報取得システム 
・ホームページを開設している 
④就職フェア・企業別就職説明会 
・本校主催のジョブフェアーに加え、人民委員会主催のジョブフェアー（年数回）にも

参加している。 
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⑤就職支援ガイドブック 
・ソフトスキルの教材が就職支援ガイドブックとしても活用できる。 
⑥キャリアカウンセリング 
・2014 年 6 月よりアメリカの NGO により、実施されている。本校はダナン青年組合を

通じ、その支援を享受している。 
⑦就職状況 
・3 ヵ月毎に更新するよう取り決められている。 
⑧直近 3 年間の就職状況 
・機械科：2011 年-68％ 2012 年-70％ 2013 年-65％ 
・電気科：2011 年-858％ 2012 年-75％ 2013 年-70％ 
⑨企業のデータベース 
・整備されている。 
⑩その他、就業に有効な取り組み 
・特になし。 

コンサルタントの見解 
本校は中部で No.1 の職業訓練機関との誇りがあり、また、周囲に複数の産業開発地帯があり、かつ市内からの

アクセスも便利であることより、多くの学生を抱えている。 
一方、学科によっては、GDVT で承認された学生数の 2-3 倍の学生が在籍し、3 部制にて運営している状況。第

3 部目は 18:00-22:00 に実施、特に実習においては、明るさが十分に確保できず、訓練に支障があると想定され

る。 
また、本学校は ADB から支援を受けている学校の 1 校であり、2015 年 4 月には CNC の供与が予定されてい

る。※調査団にて、ADB 供与予定機材リスト・仕様書を入手済み、本円借款事業との重複等精査を行った（参

照：添付資料-18）。 
学校は校内開発マスタープランを作成しており、これに基づき 2015 年から順次施設・機材・指導員訓練の実施

を計画している。本マスタープランは 2014 年 12 月、人民委員会による評価会議で審議される予定。なお、本

マスタープランには円借款事業で供与を計画している機材の据付場所の整備も含まれる。学校側の説明による

と、マスタープランの承認に時間がかかる場合、必要整備のみ切り離し、先行着手するとのこと。 
ワークショップは、今後拡張予定で、現在の 200m2 が 600me2 に広がることが伝えられた。拡張するための敷

地は確保されている（現在古くなった建屋を壊し、その後に建築予定で、2015 年 4 月に完成すると述べている

が、古い建物が残っており、これから早急に工事がすすめられるようには見えない。現在、設置されている

（視察した）機材については、年数が不明ではあるが、少なくとも 10 年は年数を経ているように見受けられ

る。一部、配電・結線の必要があるが、使用可能な状態と理解した。 
 
小項目 

想定されるリスク 対象校による対応状況 

生徒 学科によっては受け入れ過多により、適

切な訓練環境が確保出来ない可能性があ

る。 

学校側によると、定員の拡充を計画して

いるとのことであるが、少なくとも、当

該状況に対し、直近 3 年間では対処がと

られていない。なお、定員拡充のために

は、環境を整備し、GDVT に承認される

必要がある。 
マスタープラン MP が予定通りに遂行されない場合、機材

の据付場所として既存校舎を使用するこ

とを想定しているが、その場合、既存機

材の取り扱い（処分、移転等）が未定で

ある。 

現時点では特に対策は講じられていな

い。なお、調査団より、学校側に、MP が

予定通りに遂行されない場合の機材据え

付け計画、既存機材の取り扱いについて

計画するよう改めて提案、学校側は了承

した。 
機材 ADB 資金による導入機材の重複 

上記 ADB 資金による導入機材との設置場

所とのバッティング（現在、ADB 機材向

のワークショップについても場所は決

まっているものの、オートバイ置き場に

なっており、壁は無い。また、配電もな

されていない）。 

学校側では特に対策は講じられていな

い。なお、調査団にて、ADB 資金による

導入機材のリスト及び仕様書を受領、重

複を確認の上、本円借款案件における機

材リストを見直した（重複機材を本円借

款事業より除外）。 

 
 
08 The Central Vocational College of Transport No.2（CVCT） 
名前 The Central Vocational College of Transport No. 2 
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所在地 Hong Thai Commune, An Duong District, Hai Phong City 
キャンパス数 1 キャンパス 
監督官庁 運輸省（MOT） 
設立 1965（2007/短期大学として） 
学部、学科、コース 14 学科 
組織図 

 
学生 
入学者数／定員 
調査対象：短大レベル 

工業電気科 90／170、溶接科 17/200、金属切削科 10/60（2013 年） 

卒業者数 
調査対象：短大レベル 

工業電気科 130、溶接科 26、金属切削科 16（2013 年） 

夜間コース なし 
将来計画 2015 年の将来計画 

入学者数目標機械加工科：195（2015 年）、245（2016 年）、322（2017 年） 
入学者数目標工業電気科：221（2015 年）、288（2016 年）、315（2017 年） 

教師 
教師数 金属切削科：9, 工業電気科：19 
学歴 金属切削科：学士 2、修士 7 

工業電気科：学士 6、修士 10、博士 3 
訓練 
企業ニーズが高いと

思われる分野の訓練

実施状況 

・機械科：旋盤加工、フライス盤加工（精密機械加工）で、野村ハイフォン工業団地の

中の多くの企業から求人あり。 
・電気科：PLC 分野 
(1) 訓練機材の状況 
 (機械分野) 

汎用機としては、旋盤が 15 台、立フライス盤 1 台、万能フライス盤 1 台、鋸盤 1
台、両頭グラインダ 3 台、形削盤 1 台、平面研削盤 1 台、スロッター1 台、ラジアル

ボール盤 3 台、直立ボール盤 1 台があった。これらの汎用機はすべてが古く、中には

1967 年製の旋盤（日本製）があり、実習に使用されていた（写真.8-1、写真.8-2）。 
ＮＣ加工機は、比較的に新しく、NC 旋盤 2 台（2006 年製と 2011 年製）、ＭＣ1 台

（2013 年製）があった。そのほか、PC27 台のＣＡＤ／ＣＡＭシステムも設置されてい

た。 
したがって、汎用機については、今回計画しているすべての機材の導入が必要であ

る。また、ＮＣ旋盤については、2006 年製の機材については更新が必要である。 
ＣＡＤ／ＣＡＭについても、更新が望まれる。 

校長

副校長
審議会

大学評議会

組合

事務 学科

計画・技術部

科学・国際協力課

総務部

事業管理委員会

管理部

教務部

職業教育科

造船科

溶接技術科

機械加工科

電気・電子科

船舶エンジン科

自動車・自動二輪科

基礎科

経済科

情報技術科

運輸省（MOT)

Central Vocational College of Transport No.2

センター

自動車運転試験
センター
訓練サービス・就職
支援室

外国語・情報室財務部

学生部
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本カレッジは、新しい校舎が、すでに半分完成しており、間もなく残りの半分が完成

する予定である。機械関係の機材は 1 階の実習場にすべてを配置することになっている

ために、全体が完成した後に導入すべきである。 

  写真. 8-1 旋盤加工実習場       写真.8-2 フライス盤加工実習場 
 
(電気・電子分野) 
当校では、電子科が存在しない。地元に造船関係の企業がある。よって、船舶艤装関係

の訓 
練機材が多く見受けられる。写真.8-3 は、基礎電気実習機材である。写真.8-4 は、セン

サ実習 
の様子であるが 2 式の水位センサ機材は、指導員による自作である。 

写真.8-3 基礎電気実習機材         写真.8-4 センサ実習機材 
 
 (2) 訓練実施状況 

(機械分野) 
機材は古いが、手入れが行き届いていて、かつ丁寧に使用しているので長期間の使用

に耐えられていると考えられる。このことは、校舎内が整然としていることと同じよう

に、校全体で５Ｓへの取り組みが行き届いているようだ（始業前と放課後に全員で清掃

チェックを実施）。 
ただ、加工実習において、保護メガネは着用しているが、安全帽、安全靴を着用して

いないのは、残念である（学生への費用負担を考えるのか、安全の保障費用として考え

るのか、校として考えるべきである）。 
訓練内容としては、授業の中で、地域性を活かしたテーマを選び、課題制作に取り組

まれており、カレッジとしてふさわしい授業展開を成されているようだ。 
 (電気・電子分野) 

  写真.8-5 は、PLC 実習室であるが、実習場中央に机、両サイドに計 6 台の実習装置

が配置されている。実学融合形式で訓練が行われている。写真.8-6 は、動力応用実習

場でのモータ組立て・通電実験作業の様子であるが、作業台は狭い。また、作業台上

にペットボトル飲料水が放置されている。良い作業環境を確保するために、実習場内

での飲食は禁止すべきである。 
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写真.8-5  PLC 実習室         写真.8-6 モータ組立て・通電実験作業 
 
なお、企業ニーズの高い分野は、船舶艤装関係の新技術が求められている。 

 
技能検定関連では、Skill Examination Center / GDVT が実施しているテストを受験し

ている。 
 

訓練管理 
訓練プロセス管理関

連 
 

①企業ニーズ 
・先生が企業訪問して収集している。 
・就職支援室が企業と連携し、ニーズ収集を行っている。 
②企業ニーズを取り入れた訓練内容 
・訓練内容に反映されている。（学科の訓練時間を少なくし、実習の時間を増やしてい

る。） 
③カリキュラム更新手順 
・3 年に 1 回、大きく見直している。（30％の範囲内で） 
・企業ニーズを収集し、それに合わせて先生がカリキュラムを考え、レッスンプランを

作り、学校側へ提出する。 
・学長が妥当かを判断し、承認を得る。 
承認が得られたら、その結果を GDVT へ提出。（6～12 か月かかる。） 
④訓練評価 
・評価員 による公開授業点検及び抜き打ちの授業点検を受ける。 
・施設内及びハイフォン市の授業コンペに参加。 
⑤訓練評価・改善委員会等 
・訓練担当課が設置されている。 
・科学・国際協力科（職員 6 名）の傘下に、教材レビュー担当（職員 9 名）が随時結成

される。 
就職支援 
就職・就業等支援関

連 
 

①インターンシッププログラム 
・3 年次に 3 か月間実施。（中には、2 年次での実施を希望している企業もある）

Daimen- SongCam shipbuilding company、 LISEMCO2 join-stock company、LISEMCO5 
join-stock company、Mong Duong Thermal Power Plant. 
 
②企業訪問や卒業生による講義 
・先生が訪問している。（日系企業も含まれている。） 
(1) Dong A industrial shipbuilding join-stock company 
(2) IRE Investment and human resource development Co.Ltd 
(3) Damen- Song Cam join-stock company  
(4) LISEMCO join-stock company 
(5) LISEMCO2 join-stock company 
③求人情報取得や回覧システム 
・インターンシップ時に先生が企業を訪問。 
④就職フェア・企業別就職説明会 
・企業と連携してジョブフェアー開催（GDVT とハイフォン市も協賛）。 
・日系企業を含む。 
⑤就職支援ガイドブック 
・整備されている。（学生部） 
⑥キャリアカウンセリング 
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・就職支援室(5 人の先生がサポート)が実施している。 
⑦就職状況 
・就職状況の把握状況（先生が把握している。） 
・就職状況の把握方法（卒業後、先生が企業訪問して確認している。） 
・卒業後、3 ヵ月ごとに更新している。 
⑧直近 3 年間の就職状況 
・機械科：2011 年-100％ 2012 年-100％ 2013 年-100％ 
・電気科：2011 年-60％  2012 年-60％  2013 年-60％ 
⑨企業のデータベース 
・就職支援室が整備している。 
・主要企業は 15-20 社、うち 3 社が日系企業。 
⑩その他、就業に有効な取り組み 
・特になし 

コンサルタントの見解 
2011-2012 年の経済危機により、特に機械系において、直近 3 年間では学生数が著しく減少している。一方、電

気系の入学者数においては然程経済危機の影響は受けていない。 
ADB の支援により、2009 年より機材供与（溶接、電気等）支援を受けている。機材リストと仕様書は本学校に

て作成し、各校から PMU へ提出しているものの、事業実施に関するスケジュール等は本学校に共有されてな

く、いつ機材が納品されるのか、学校側で把握出来ていない状況。 
 
小項目 

想定されるリスク 対象校による対応状況 

生徒 今後、機械系の学生確保において、状況

が改善するかどうか懸念される。 
2013 年の入学生は 10 名だが、その年の卒

業生は 16 名と、1 ユニットの単位の学生

数 18 人に対して 89%を満たしていた（な

お、2015 年度以降の入学目標数を 195
人、2016 年が 245 人と高く設定している

ことからも、入学生獲得に向けた意欲の

高さが伺え、今後入学生が増加すると予

測される）。 
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09 Ho Chi Minh City Vocational College of Technology（HVCT） 
名前 Ho Chi Minh Vocational College of Technology 
所在地 502 Do Xuan Hop Street, Phuoc Binh Ward, District 9, Ho Chi Minh City 
キャンパス数 1 キャンパス 
監督官庁 労働傷病兵社会省（MOLISA） 
設立 1978 年 6 月 17 日（2007/短期大学として） 
学部、学科、コース 11 学科 
組織図 

 
学生 
入学者数／定員 
調査対象：短大レベル 

機械加工科 39 ／53、電気科 196／157、電子科 58／53（2013 年） 

卒業者数 
調査対象：短大レベル 

機械加工科 21 、電気科 155、電子科 32（2013 年） 
2013 年機械加工科卒業生就職率 100％ 

夜間コース あり（2010 年より） 
将来計画 入学者目標数：年 15％増（2015 年） 
教師 
教師数 機械加工科 24, 電気科+電子科 29 
学歴 ― 
訓練 
企業ニーズが高いと

思われる分野の訓練

実施状況 

・機械科：企業の CNC 機材への訓練需要が高く、アップグレード CNC 研修等のた

め、企業に指導員を派遣して訓練、または労働者を校内で訓練実施し、修了証明書を発

行している。 
・電気科：PLC 分野への訓練需要が高い。 
・電子科：PIC 分野への訓練需要が高い。 
(1) 訓練機材の状況 
 (機械分野) 

汎用機として、旋盤が 20 台、立フライス盤 7 台、横フライス盤 2 台、鋸盤 1 台、万

能円筒研削盤 1 台、平面研削盤 2 台、卓上ボール盤 1 台、工具研削盤 1 台,があり、Ｎ

Ｃ加工機は、NC 旋盤 2 台、ＭＣ4 台（内２台は日本製）、ワイヤーカット放電加工機

1 台があった。そのほか測定のための機材として、万能投影機 1 台、真円度測定機 1
台、工具顕微鏡３台、三次元測定機１台、硬さ試験機１台、ラップ盤１台なども用意さ

れていた。ＣＡＤ／ＣＡＭシステムは、PC18 台のセットで 2 クラス用意されていた。 
新しく導入されていた平面研削盤、万能円筒研削盤、マシニングセンタ及び精密測定

機の真円度測定機、万能投影機については、継続して使用可能であるが、それ以外の機

校長

副校長

共産党 / 党委員会

センター事務 学科

総務部

教務部

科学・国際協力部

学生部

財務部

学務部

品質管理部

基礎科学科

機械加工科

自動車科

電気・電子科

冷凍技術科

服飾科

情報技術科

環境科学科

経済科

建設科

調剤科

情報科学・外国語

労働傷病兵社会省（MOLISA）

Ho Chi Minh Vocational College of Technology

就職支援
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材については、更新ならびに新規導入が必要と考えられる。 
測定機に関しては、本館の２階に特別な空調の効いた教室を用意してあり、製品の仕

上がり精度に対する心配りが行き届いていた（写真.9-1、写真.9-2）。 

            
     写真. 9-1 精密測定室 1        写真.9-2 精密測定室 2 
 
(電気・電子分野) 

当校は、比較的実習機材はあるが、MPS(※注)システム装置、発電実験装置等の大

型機材は、比較的新しい。写真 9-3 の PLC 実習装置は、10 台あるが、企業ニーズも

高いので 1 台／1 人は必要である。デジタル実験装置、マイクロコンピュータは、古

く、数量も少ない。写真 9-4 は、電気基礎機材の配電/分電盤装置であるが、十分に

揃っている。 

 
写真.9-3  PLC 実習装置         写真.9-4 配電/分電盤装置 

 
 (2) 訓練実施状況 
(機械分野) 
精密測定室及び測定に必要な機材を用意するなど、カレッジらしい教育環境を準備

されいる施設である。 
また、民間企業からの依頼品の加工を実施するなど、技術力の高さが伺える。 

(電気・電子分野) 
写真.9-5 は、モータ制御装置の製作実習の様子である。1 台/1 人で熱心に作業に取り

組んでいるが、装置間のスペースが狭いので、改善をすべきである。 
写真.9-6 は、卒業制作作品で、部品等の選別/計数装置である。PLC 技術、モータ及

び空気圧コントロール、センサ技術、デジタル電子回路技術、更に、機械加工技術等

の要素を含んだ作品である。 

写真.9-5 モータ制御装置の製作実習           写真.9-6 卒業製作作品 
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なお、企業ニーズの高い分野は、PLC である。 

 
技能検定に関して、CNC 研修のために企業に指導員を派遣、企業内労働者を訓練し

て修了書を発行している。また、敷地内にナショナル・アセスメントセンターを建設中

である。GDVT と連携したナショナル Skill センターの確立を模索中である。 
 
（※注）MPS は FESTO 社の商品名で、「Modular Production Systems」の頭文字で、

生産システムをモジュール化した部品で構成されている。PLC の制御対象装置として

学習用に設備されることが多い教材である。 
 

訓練管理 
訓練プロセス管理関

連 
 

①企業ニーズ 
・企業の需要を踏まえて毎年訓練内容を見直している。 
・近隣企業と、卒業生の技能水準向上、職場に適した技能訓練実施、訓練生の評価、訓

練内容の評価等について意見を聞いている。 
・組織的にはサービス課（担当：6 名）が訓練生の企業実習先や就職相談を実施してい

る。 
・訪問企業リスト、データベースは整理されている。 
②企業ニーズを取り入れた訓練内容 
  カリキュラム更新時に検討している 
③カリキュラム更新手順 
・全体の 30％以内の更新は施設で判断、それ以上の変更は GDVT を通して承認を得る

必要がある。 
・更新は毎年、改定は 3-5 年に一度実施している。 
④訓練評価 
・他指導員による実地評価、教授法コンテスト、技術コンテスト、学生への質問票によ

る評価により、指導員の評価が実施されている。 
・教材は、訓練品質評価課（4 名）により、照査されている。現在は年 2 回実施してい

るが、2015 年からはランダムチェックに移行する予定とのこと。当校の教材は、2013
年度の優秀教材のひとつとして選ばれたとのこと。 
⑤訓練評価・改善委員会等 
・訓練品質評価課（4 名）が設置されている。 
・訓練品質評価セミナーが開催されている。 
 

就職状況 
就職・就業等支援関

連 
 

①インターンシッププログラム 
・インターンシップは実施中。技術系訓練生には 100％企業を紹介とのこと（日本系企

業：シオガイ精機、KKKC、Hashimoto VN）。 
②企業訪問や卒業生による講義 
・先生が訪問している。 
③求人情報取得や回覧のために、どのようなシステムが整備されているか？ 
・サービス課（職員 6 名）が Job Market と呼ばれるシステムを活用し、社内訓練生の企

業実習や就職相談を実施している。 
・本館入口（電光掲示板）にて企業求人情報を訓練生に紹介している。 
④就職フェア・企業別就職説明会 
・Career day at school を開催。Career day は、企業が学内で訓練生に企業情報を PR する

場として実施している。 
⑤就職支援ガイドブック 
・1 年生及び 3 年生（卒業前）に対し、ソフトスキル訓練が提供されている（ソフトス

キル訓練の教材は就職支援ガイドブックとして活用されている）。 
⑥キャリアカウンセリング 
・サービス課が相談業務や情報公開を行っている。 
⑦就職状況 
・サービス課が就職・就業支援状況を管理している。 
⑧直近 3 年間の就職状況 
・機械科：2011 年-100％ 2012 年-100％ 2013 年-100％ 
⑨企業のデータベース 
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・卒業生受け入れ実績企業や近隣の就職先候補企業、全 50-60 社がデータベース化され

ている。登録されている情報は、企業名、所在地、産業分野。登録されている企業は、

ほぼ製造業である。 
⑩その他、就業に有効な取り組み 
・インターン制度で実務経験を積み企業での OJT を習得している（3 年次に 2 か月）。 

コンサルタントの見解 
原則、全入学希望者に対し、入学を許可している。今後も年間 15％の割合で生徒数を増加させる枠許可を

MOLISA から得ていることより、積極的に生徒数を増加させようという意向が伺える（他校は平均年間 10％の

増加率）。 
指導員は、最低学士保有者であり、Intermediate level、College level のいずれにおいても指導可能である。 
訓練評価の質疑に対し、教材の評価・改善について、VC 側より先に教材の評価について回答が及んだこと、訓

練品質評価課が教材の照査を行っていること、2013 年度の優秀教材のひとつとして、表彰を受けていることよ

り、訓練を向上したいという意向が伺える。 
就職率が極めて高いことより、就職支援サービスが効果的に成果をあげていると推測出来る 
機材リストを作成する際、訓練内容を分析した上で、訓練人員、グループ数など周囲の環境を考慮して、これ

に見合う機材リストを作成する必要がある。 
当該短大の場合は、該当する電気のコースは 2 コースあり、機能別実習場で実技訓練が実施されている。この

ため、機材の数と量を調整が必要である。 
 
小項目 

想定されるリスク 対象校による対応状況 

生徒 定員が設定されていないため、機材の一

新等により、市場における本 VC での訓練

ニーズが高まった場合の対応が不明であ

る。 

対象校は特に対策を講じていない（調査

団は、1 クラスの定員の設定、複数クラス

に分割する場合の指導員配置可能性の検

証、教室や実習室の可用性の検証等を行

い、現有資源に対する現実的な受け入れ

可能生徒数を設定する等の対策が想定で

きると考える）。 
新設施設（10 階建） 新設施設（10 階建て）の建設により、新

規研究機能の追加、コースの開設が予定

されていることより、本円借款事業にお

ける支援対象機材との重複の可能性があ

るを設置。 

新設施設は大型機材の設置が可能な施設

ではないこと、新規開設コースは大型機

材を要するコースではないことが確認で

きた。 

機材 カリキュラムにより取捨選択が必要であ

るが、カリキュラムと訓練課題は幅広く

て一定の基準での取捨選択はできない。 

対象校は特に対策を講じていない（調査

団は、機材の必要度により、予算の枠内

で機材の選択をすることを検討してい

る）。 
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10 Vocational College of Mechanics and Irrigation（VCMI） 
名前 Vocational College of Mechanics and Irrigation 
所在地 Km44, National Road 1A, Ho Nai 3 Commune, Trang Bom District, Dong Nai Province 
キャンパス数 1 キャンパス 
監督官庁 農業農村開発省（MARD） 
設立 1976（2008/短期大学として） 
学部、学科、コース 7 学科 
組織図 

 
学生 
入学者数／定員 
調査対象：短大レベル 

機械加工科 59 ／50、電気科 131／100（2014 年） 

卒業者数 
調査対象：短大レベル 

機械加工科 46、電気科 61（2014 年） 

夜間コース あり（2008 年より） 
将来計画 2020 年まで毎年 10％の拡大 
教師 
教師数 機械加工科 11、電気科 33 
学歴 ― 
訓練 
企業ニーズが高いと

思われる分野の訓練

実施状況 
 

①企業ニーズの収集方法 
(1)インターンシップ実施時に企業から情報を得ている。 
(2)先生が企業訪問時に調査を実施 
(3)近隣にある工業団地の企業を訪問し、技術動向や学生の就職情報を入手。 
②訓練の実施状況 
機械分野では、(1)基本作業がしっかりできるようにしている。(2)学生を Dong  Nai 
水力発電所等の於いてインターンシップ訓練を実施している。 
電気分野では、(1)企業に対するニーズ調査から、PLC、空圧技術を訓練に組み込んだ。 
(2)短大と特定企業間による協力協定に基づき、短大から企業側へ、カリキュラムを送

付、企業側がカリキュラムの内容について、短大に対する提案がある。毎年、企業の専

門家と協力して、学校の実情と近隣地域の実情に合ったカリキュラムを策定している。

(相互連携)  
③訓練内容の改善方法 

学長

共産党 / 党委員会

副学長

学校委員会諮問機関

組合

センター事務 学科

訓練課

総務課

財務課

学生サービス課

職業訓練品質審査課

機械科

動力科

基礎科学科

情報技術科

電気・電子科

経済科学科

情報科学・外国語

農業農村開発省（MARD)

Vocational College of Machinery and Irrigation

機械建設

入学・就職支援

自動車技術科
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GDVT が決めている科目を基本に、一部企業ニーズに応じて変更。 
The social economic condition in Ho Chi Minh City / Binh Duong province/ Ba Ria Vung Tau / 
Dong Nai province of the first 9 month of 2014.への参加 
今年ドンナイ省内工業団地所在企業と協議、共同訓練及び卒業生就職あっせん同意書を

締結。これに基づき、企業が本 VC へニーズを呈するルートが確保されている。 
この短大における産業ニーズ収集は、企業内実習契約時に事前に打ち合わせることで短

大のカリキュラム内容が企業側にも理解されている。また、企業実習による成果につい

て企業側と評価を行うことで、産業界で必要な専門術について短大側も知ることがで

き、次のカリキュラム改善につながっている。契約で企業内実習が行われているところ

は良い点であるが、短大に実習設備が少ないことで企業が保有している機械を使用して

実習を実施するためにインターンシップの実習が企画されることであれば、今後の課題

である。 
(1) 訓練機材の状況 
 (機械分野) 

汎用機としては、旋盤が 15 台、万能フライス盤 1 台、横フライス盤 3 台、形削盤 1
台、卓上ボール盤 1 台、両頭グラインダ 1 台があったが、すべてが古い機材である（写

真.1、写真.2）。 
ＮＣ加工機は、NC 旋盤 1 台、ＭＣ1 台があった。そのほか、PC12 台のＣＡＤ／ＣＡ

Ｍシステムも設置されていた。 
本カレッジは、機械関係の機材が非常に少ないため、授業を実施することに大変苦労

されたのではないかと思える。 
今回計画している機材すべての導入が必要である。 

            
   写真. 10-1  旋盤加工実習場      写真.10-2 フライス盤他加工実習場 
(電気・電子分野) 

科名は電気・電子科であるが、教科目は構成要素的に、ほとんどが電気分野であ

る。よって、電子分野の機材は計画しない。 
 PLC の機材を主に、センサ、モータ、空気圧制御及び屋内電気工事実習板等整備さ

れているが、数量は、十分とは言えない。実習場のスペースは確保されている（写

真.10-3）。 
写真.10-4 の屋内電気工事実習板は自作機材である 

 
写真.10-3 PLC 実習室         写真.10-4 屋内電気工事実習板 

 
 (2) 訓練実施状況 

(機械分野)  
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 写真.10-5 は、横フライス盤で加工中である。作業服は着用しているが、作業帽、保

護メガネ、安全靴は着用しておらず安全上問題である。 
訓練内容としては、機材が少ないので幅の狭い内容で終わってしまっているのではない

かと考えられる。この機会に、是非とも新しい機材を利用した授業展開ができることを

望む。 
(電気・電子分野) 
写真.10-6、10-7 に見られるよう

に、学生は熱心に作業に取り組んで

いる。なお、モータ等の重量物が落

下した場合、怪我等を避けるべく安

全靴等の着用の検討をすべきであ

る。 
 
 
写真.10-5 横フライス加工中 
 
 

  

 
写真.10-6 モータ巻線実習      写真.10-7 シーケンス実習 

 
また、写真 10-8 のように安全面に配慮

して、見学者にヘルメット着用を義務付

けている。 
他校も同様の配慮が望まれる。 
なお、企業ニーズの高い分野は、

PLC、空気圧制御である。 
 

 
 
 

写真.10-8 ヘルメット着用の見学者 
 

技能検定関連では、機械分野では積極的に GDVT の 5 段階レベルの３から４へ向上す

るようにしている。電気・電子分野では、適切な検定職種がないので取り組んでいな

い。 
訓練管理 
訓練プロセス管理関

連 
 

①カリキュラム更新手順 
毎年、修了時期の 7 月中旬に毎年見直し（更新）を実施している。上記見直し（更新）

とは別に、3 年に 1 度、企業や生徒からの要望に基づき、カリキュラムの改定が行われ

ている。企業との話し合いの中で、カリキュラムを検討し、変更の必要があれば、学校

側に提案。 
②訓練評価の方法 
指導員を被験者とする評価は、①質問票を用いた自己評価（ただし、評価は、自己のみ

ならず、科長及び科の指導員も行う）。②半期に 1 度の本 VC 主催「指導法コンテス

ト」による評価の 2 種類が実施されている。先生の評価については、年 2 回の指導法協

議会が実施され専門チームの評価を受ける。高評価指導員には賞金、及び昇格が与えら
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れる。 
③訓練生に対する評価 
期末試験を実施。落ちた場合は、再度試験を行っている。 
④訓練評価・改善委員会等 
評価委員会（メンバーには、校長、副校長を含む）が設置されている。本委員会が前述

指導法コンテストでの審査も行う。コミッティ（学識経験者、指導員、企業主でされ

る）会議で訓練内容の評価を受ける。訓練実施については、GDVT の規則に従って手続

きが踏まれている。この短大では 3 年を毎にカリキュラムの見直しを行っていて、カリ

キュラム改訂の手続きや承認など一定の手続きにより行われている。カリキュラムの

70％は GDVT の標準を守られているがその判断は曖昧のようにも思える。制度として

「訓練評価委員会」が各短大に設置され、学識経験者＋産業界＋短大側の三者構成の委

員会などの制度化もできれば訓練の改善には大いに役立つものと思料されるため、この

旨を提案する。 
就職支援 
就職・就業等支援関

連 
 

①インターンシッププログラム 
各科と「Center of supporting the Entrance Exam and Consulting Jobs」部門が担当して実施

されている。 
受け入れ先 20 社が回答書にあり、全員に 1 か月以上（300H）実施。インターンシップ

時に先生も企業を訪問し、訓練状況及び企業ニーズ収集などを行っている。 
②求人情報システム 
校内掲示板、求人/労働市場情報掲示モニターで常時閲覧されている。 
求人のための部署「Center of supporting the Entrance Exam and Consulting Jobs」がある。 
企業と連携してジョブフェアー開催、毎年、企業を招待してセミナー実施、企業から求

人のための PR 及びインターンシップの案内がある。 
毎年、卒業セレモニーに企業を招待して、企業の求人情報提供の機会としている。 
今年からは Web の求人・求職サイト（プロビンスが運営）が公開され、学生の就職活

動に活用している。毎月、情報は更新される。（http://www.vieclamdonai.net/ ） 
③就職支援ガイドブック 
Web サイトより就職支援情報が入手可能である。 
就職支援する訓練とし、3 年間を通じ、毎週 1 回水曜日に、ソフトスキル訓練が提供さ

れている。水曜日は、全校 1 日中、ソフトスキルの訓練を受ける日として設定されてい

る。この教材は就職支援のガイドブックにも値する。 
④キャリアカウンセリング 
入学・就職支援センター、及びその傘下の Center of supporting the Entrance Exam and 
Consulting Jobs（スタッフ 5 名）が訓練生のキャリア・プランニング、雇用カウンセリ

ングを担当して実施している。指導員も同席する等、積極的に関わっている。 
⑤就職状況 
卒業生就職調査を実施、毎年 80％以上が就職、卒業生就職先 63 社が記載。 
⑥企業のデータベース 
卒業生受け入れ実績企業や、近隣の就職先候補企業はデータベース化されている。 
（日系企業 158 社他、データベース化が図られている。） 
63 社リストあり。ただし、企業リストから追跡可能な情報は会社名と住所のみ。デー

タベースではない。 
⑦その他、就業に有効な取り組み 
企業へのセミナーや、技能検定の実施。企業（30 社）との就職あっせん同意書 締結。 

コンサルタントの見解 
142 社の日系企業を包括するドンナイ工業団地より約 7km の地に位置し、60 社以上の企業とカリキュラムの見

直しや人材の受け入れ等において連携を図っていることより、地理的にも産業界のニーズを汲み取りやすく、

かつ当該利点が VC の訓練活動や就職支援において活用されていると言える。 
周辺企業からは、カレッジレベルの人材よりも、Intermediate level の人材に対する雇用の要望が多いことより、

カレッジレベルの人材の就労先確保において懸念される。一方、Intermediate level 修了生を対象とした夜間コー

スが開設され、昼間コースと同数もしくはそれ以上（具体的な数字は提示されていない）の学生が在籍するこ

とより、企業からの能力向上の要望（労働者から管理者へ）や個人の向上意欲が伺える。 
職業訓練規程（GDVT 発行）にて規定される資質の指導員が雇用され、年間計画に沿って指導員訓練が実施さ

れていること、また、各学科においては訓練の質を確保するために生徒数の大幅な増加を望まない傾向である

ことより、一定の資質を備えた指導員が定期的に知識や技術を研磨し、質の確保を念頭に訓練が実施されてい

ると言える。 
入学・就職支援センター及びその傘下の Center of supporting the Entrance Exam and Consulting Jobs が設置され、

http://www.vieclamdonai.net/
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卒業後 2 ヵ月以内に就職できない生徒はリスト化し、本 VC が全面的に就職を支援する等の活動により、極めて

高い就職率（卒業後 3 ヵ月時の就労状況。調査対象の直近 3 年間では 95％以上））が達成されていることよ

り、VC が組織として、生徒に対する就職支援活動を徹底して行っていることが伺える。 
定員と同数もしくは、約 20％定員を上回る学生が在籍し、極めて高い就職率を達成していることからも、本 VC
が地域において一定の評価を得ていると言える。 
校長が自己の観察による優良な事例を校内活動に取り入れ、根付かせていること（例：5S 活動）より、新しい

概念の導入、習得、定常化を遂行可能な組織力があると言える。 
すべての機材を導入する必要がある。（機械が古い） 
 
小項目 

想定されるリスク 対象校による対応状況 

生徒 近年における日系企業との連携（人材の

受け入れ等）が希薄である（背景：日系

企業における規律の厳しさに卒業生が順

応できない事態が続いたことより、近年

においては、本 VC から日系企業への就職

者数はゼロであった。また、生徒も日系

企業より国内、台湾、中国等の企業を好

む傾向にあった）。 

すでに本 VC では、日系企業におけるニー

ズの調査を行い、調査結果に基づき、ソ

フトスキル習得に力を入れ、日系企業の

規律に順応できる人材の育成に努めてい

る（全学年、毎週水曜日は終日ソフトス

キルの習得訓練を実施している）。本 VC
では、現時点で卒業生は日系企業のニー

ズを満たす確信しており、2015 年頃を目

途に、日系企業への就労支援を再開、強

化する予定である。 

 
11 Hanoi University of Industry（HaUI） 
名前 Hanoi University of Industry  
所在地 第 1 キャンパス：Minh Khai commune, Tu Liem district, Ha Noi (1st campus) 

第 2 キャンパス：Tây Tựu commune, Từ Liêm, Hà Nội City 
第 3 キャンパス: Phù Vân commune Lê Hồng Phong ward, Phủ Lý town, Hà Nam province 

キャンパス数 3 キャンパス 
監督官庁 商工省（MOIT） 
設立 1898／2005 年大学設置／2007 年短期大学設置 
学部、学科、コース 短期大学 18 学科 
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組織図 

 

学生 
入学者数／定員 
調査対象：短大レベル 

College 機械工学科 198 ／- 、電気工学科 332／- 、電子工学科 219／-（2012 年） 
VJC    合計入学者数 550 

卒業者数 
調査対象：短大レベル 

機械工学科 68 、電気工学科 78 、電子工学科 111（2013 年） 

夜間コース なし 
将来計画 入学者目標数 機械工学科：600（2020 年） 

入学者目標数 電気工学科：400（2020 年） 
入学者目標数 電子工学科：400（2020 年） 

教師 
教師数 機械工学科 89 、電気工学科 80 、電子工学科 48 
学歴 機械工学科：学士 77、修士 8、博士 4 

電気工学科：学士 66、修士 11、博士 3 
電子工学科：学士 37、修士 8、博士 3 

訓練 

学長

副学長副学長

教育委員会審議会

センター事務 学科

教務部

総務部

財務部

科学・技術部

国際協力部

管財部

学生部

教育審査部

電子工学科

電気工学科

自動車工学科

情報技術科

機械工学科

商工省（MOIT)

Hanoi University of Industry

副学長副学長

化学科

服飾デザイン科

経営マネジメント科

教師養成・観光科

外国語科

基礎科学科

会計科

国防科

国際協力・訓練課

マルクス・レーニン
主義科

運転訓練センター

ベトナム-韓国センター

サービスセンター

訓練センター

企業連携・職業能力
評価センター

情報・国際センター

生涯学習センター

図書館

研究開発・技術移転
センター

品質管理センター

(有)LETCO

ベトナム日本センター

健康管理センター

HaUI鴻海技術
訓練センター
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企業ニーズが高いと
思われる分野の訓練
実施状況 
 

機械分野では、金型加工のニーズが高い。 
電気電子分野では、マイコンのニーズが高い。PLD 、PLC は実施されているが EMC、
MATLAB も産業界の多くは、基本技術をしっかり習得した、真面目な学生を採用し、
学生の素質に合わせて企業内での必要な専門技術を教育している。 
「金型」については、今般の機材計画を検討する中で、将来短大へも普及できる技術と
して発展的に考え、HaUI への整備機材を提案している。 
(1) 訓練機材の状況 
 (機械分野) 

汎用機としては、旋盤が 10 台、立フライス盤 10 台、万能フライス盤 1 台、鋸盤 1
台、コンターマシン 1 台、両頭グラインダ 2 台、万能円筒研削盤 1 台、平面研削盤 5
台、万能工具研削盤 1 台、工具研削盤 1 台、直立ボール盤 2 台、卓上ボール盤 1 台が

あった。これらの汎用機の中でコンターマシンは新しく継続して使用可能と判断し、そ

れ以外については、更新が望まれる（写真.11-1）。ＮＣ加工機は、NC 旋盤 1 台、MC 
2 台、NC フライス盤 1 台があった。 
そのほか、PC7 台のＣＡＤ／ＣＡＭシステムも設置されていたほか、製図台 20 台（写

真.11-2）、シーケンス実験装置、三次元測定機等の各種精密測定機、引張試験機等の工

学実験用の機材等があり、日本のカレッジに相当するような内容の機材が用意されてい

た。ただ、年数が経過していることと、ベトナムのカレッジの指導員研修に使用するた

め、更新並びに新規導入が必要であると考えられる。また、ベトナムにおいて、民間企

業からの要望が高い金型加工の技術力向上のために、金型加工に適したマシニングセン

タ及び完成した金型の試運転のために射出成形機の導入が必要である。 

            
    写真. 11-1 フライス盤加工実習場      写真.11-2 製図室 
 
(電気・電子分野) 

過去に日本及び日本企業等の援助を受けている（写真 11-3）。また、当校で教師研

修（TOT）を実施しており、各カレッジの指導員も参加している（写真 11-4）。当校

は、全般的に実習機材は多いが、電動及び手工具類は、不足している。 

 
 
 
 

 
 
 

写真 11-3 PLC 実習機材              写真 11-4 電気・電子系の TOT 風景

（右上;日本の援助機材, 左下;日本企業の援助） 
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 (2) 訓練実施状況 
(機械分野) 
訓練内容としては、機材のところでも述べたが、カレッジとしてふさわしい授業展開

をなされているようである。ベトナムで機械科の学生が企業に就職する場合、機械加工

の企業だけでなく、自動化された生産ラインの保守管理部門にも就職することになると

思うが、メカニック的な要素だけの保全に関わるだけでなく、自動化技術の電気及び油

空圧制御技術（写真.11-5、11-6）についても習得しておくことにより、幅の広い生産管

理部門の技術者として活躍できるので、こうした面に関してもモデル校として推進して

ほしい。 

             
 写真.11-5 シーケンス制御実験 1      写真.11-6 シーケンス制御実験 2 
 

(電気・電子分野) 
写真 11-7 は、プリント基板穴あけ用に使用しているている電気ドリルである。指導員

の自作であるが操作性が悪く、危険を伴うので、専用メーカの電気ドリルを使用すべ

きである。 
 写真 11-8 は、日本の技能検定「電子機器

組立て 2 級」の実技課題である。 
て 2 級」の実技課題である。九州ポリテク

カレッジの学生が実習で製作した作品であ

る。 
また、写真 11-9 は、作業台に敷いた静電気

防止用導電性ゴムマット及び静電気除去用

のア－ス線である（九州ポリテクカレッジ

の電子回路実習室での使用例）。これは、

静電気に弱い半導体（特に IC 類）の破損

防止対策の一つである。当校及び他校でも

同様の対策が望まれる。 

 
写真 11-8 電子機器組立て 2 級の実技課題  写真 11-9 静電気防止用導電性ｺﾞﾑﾏｯﾄ等 

 
なお、企業ニーズの高い分野は、マイコン、PLD 、PLC である。 
技能検定に関連して、National Skill Examination Center（HaUI）が設立されたが、現

在、準備段階である。将来的には参加予定。 
MC の技能検定の認定校となり、積極的に取り組んでいる。 

訓練管理 
訓練プロセス管理関
連 

①訓練ニーズの取り込み 
(1)学校内に CPA（Center for enterprise partnership and vocational skill Assessment）（2014

写真 11-7 自作の電気ﾄﾞﾘﾙ 
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 年 2 月設立、職員 7 名）組織がありそこがニーズ収集をおこなっているほか、先生が企
業訪問し情報を収集している。 
(2)セミナー、企業訪問 (2 回/年；20 社で全て日本企業)で情報を収集する。 
企業ニーズを取り入れた訓練 
企業ニーズに合わせて、適宜変更している。（全体の 20％以内） 
③カリキュラム更新手順 
(1)6 月～7 月に更新手続きを開始する、学校側に提案し、GDVT の認可を受ける。 
大幅な改定は 3 年に 1 度、軽度の更新は企業や社会情勢に応じ、都度行っている。 
(2)企業訪問等によりニーズを収集したら科内で検討し、カリキュラムの変更が必要で
あれば更新。 
④訓練評価 
(1)専門の検査官による評価の実施。 
(2)公開授業を実施し、評価を受ける。 
(3)指導員は学期毎に、学生のアンケートにより評価を受ける。 
(4)教材は、公開授業や訓練コンテストにおける優秀指導員や経験豊富な指導員によ
り、照査される。 
⑤訓練評価・改善委員会等 
(1)先生の能力を評価する検査官による評価。 
(2)Science and Training Committee（職員 20 名）が訓練コンテストの開催を、その傘下
の Evaluation Committee が教材の評価を行っている。 
上記のような、状況であるが、訓練内容改良の PDCA サイクルを回すためには、評価
結果を次のアクション（訓練内容の改善）の起点となるるような仕組みを作る必要があ
る。 

就職支援 
就職・就業等支援関
連 
 

①インターンシッププログラム 
学生の 60～80％がインターンシップを受ける。（1～3 か月）、対象企業の多くが日系
企業（台湾企業もある）。3 年次の 3~5 月に実施する。（約 80％が日系企業） 
LETCO（HaUI 傘下の政府企業で人材派遣を行う会社）で、毎年 1,100 名の卒業生及び
在校生を 3 年間の技能実習生として派遣している。 
現在カレッジレベル卒業者の 469 名が本 LETCO の「技能実習生募集」に応募して、
6 ヶ月間の日本語訓練を受講し、最終試験に合格して日本で働いている。 
②企業訪問や卒業生による講義 
企業訪問 (2 回/年；20 社で全て日本企業)、及び 8～10 月（卒業時期）の時期に実施 
CPA 及び先生の企業訪問による情報収集。Web site、掲示板、e-mail、Job fair 等によっ
て、情報が取得可能である。Facebook の活用も検討されている。 
③組織 
大学内の CPA にて、就職支援を行っている。 
④就職フェア・企業別就職説明会 
企業と連携して Job Fair 開催。年 2 回実施され、多くの日系企業が参加する。 
⑤就職支援ガイドブック 
CPA により「Manual for recruitment /employment（2010-2013）」が整備されている。 
カウンセリングを受けるためには、CPA への登録が必要、2013 年度は 100％の登録率
であった。 
※就職関係も大学のシステムで運営されている為、今回の調査では比較できる情報は無
い。 
⑥就職状況 
CPA により把握されている。 
※就職関係も大学のシステムで運営されている為、今回の調査では比較できる情報は無
い。 
⑦企業データベース 
CPA によりデータベース化されている。約 2,000 社が登録、そのうち約 100 社が重要企
業（56 社の日系企業を含む）。 
⑧就業に有効な取り組み 
先生及び CPA（Center for enterprise partnership and vocational skill Assessment）からの定
期的なアナウンスによる就職活動の意識向上強化。 
スカラシップ制度あり（三菱重工、デンソー、ニトリ） 
大学の組織の中に組み込まれておる組織であり、他の短大とは異なった組織形態であ
る。 
 

コンサルタントの見解 
- 定員の設定がない（入学希望者に対して、選考試験（筆記試験等）を実施、一定の基準を満たせば入学許可を
発行している）ものの、直近 3 年間では、支援対象学科において毎年入学者数が増加していることより、入学
候補者において、HaUI での支援対象学科における訓練のニーズは定常的にあり、かつ増加傾向であることが
伺える。 

- 学生数の将来計画について、粘り強く、様々な方法で質問を試みたものの、将来値 1 点に対する回答しか得ら
れず、それに対応する現在値（ベースライン値）の確認が非常に困難であった（概念の理解が難しかった）
（先方、副校長、学生課）。この状況より、学内で異なるレベルの学生の管理が適切に行われているのか懸念
が残る。 

- 人材派遣を担う企業（LETCO）を傘下に抱え、年間約 1,100 名を企業に送り出していることより、インターン
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シップや就労において強いパイプが構築されていると想定される。 
- 技能検定において、2014 年からマシニングセンタ（NC フライス職種）の認定校となっていることからも、当
該分野において、基幹的役割が期待されていることが伺える。 

 
小項目 

想定されるリスク 対象校による対応状況 

生徒 学生数の定員がないことより、本円借
款事業により機材が一新されることに
より、大幅な入学希望者の増加が発生
した際の対応が不明である。 

目標値があるので、それ以上の人数にな
らないよう配慮している。 

他校との関係 近隣に HIVC(Hanoi Industrial Vocational 
College)、HVCHT(Hanoi Vocational 
College of High Technology）があるた
め、競合による機関の衰退（施設、機
材、職員数の不適合）が発生する恐れ
がある。 

現時点で対象校による対策は講じられて
いない。なお、調査団の考える対策は以
下のとおり。 

HaUI（カレッジレベル）の役割と他 VC
の役割の棲み分けを行う。 
省庁間を跨いで実施されている職業訓練
管理及び実施体制の見直しを行う。 

※なお、上記は、HaUI の教育委員会が、
監督官庁の指導等を受けて、地域の産業
界の労働需要ニーズを踏まえた訓練職種
分野を検討・分析し、他訓練機関との競
合が無いように訓練内容を修正・変更す
る。 

 
12 Hai Phong Industrial Vocational College（HPVC） 
名前 Hai Phong Industrial Vocational College 
所在地 187 Ton Duc Thang Str. Hai Phong City 
キャンパス数 1 キャンパス 
監督官庁 ハイフォン人民委員会 
設立 1961 年 6 月 25 日（2007/短期大学として） 
学部、学科、コース 5 学科 

組織図 

 
学生 
入学者数／定員 機械 26／100、工業電気 295／450、工業電子 51／50 

学長

共産党 / 党委員会

学校評議会

審議会

青年部 労働組合

センター事務

総務課

財務課

学科管理課

事務

学生管理課

訓練課

職業教育課

学科

基礎工学科

電気・電子科

機械科

就職支援訓練センター

ハイフォン人民委員会

Hai Phong Industrial Vocational College

副学長(事務） 副学長（訓練）

情報科学科

経済科
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調査対象：短大レベル  
卒業者数 
調査対象：短大レベル 

機械 17、工業電気 314、工業電子 32  
 

夜間コース なし 

将来計画 2020 年の将来計画 
工業電気科 － 450、工業電子科 － 150、機械は情報の提示なし。 

教師 
教師数 機械加工科 23 、工業電気科+工業電子科 33 
学歴 機械加工科：学士 22、修士 1 

工業電気科+工業電子科：学士 23、修士 10 
訓練 
企業ニーズが高いと

思われる分野の訓練

実施状況 

産業界のニーズは、電気電子分野では、PLC、パワーエレクトロニクス、空気圧制御分

野が挙げられる。 
(1) 訓練機材の状況 
 (機械分野) 

汎用機としては、旋盤 21 台、立フライス盤 1 台、万能フライス盤 1 台、横フライス

盤 1 台、形削盤 1 台、鋸盤 1 台、両頭グラインダ 4 台、万能工具研削盤 1 台、直立ボー

ル盤 1 台、卓上ボール盤 1 台があった。イタリア製の 8 台の旋盤（2006 年導入）以外

は年数が相当経過しているので、更新並びに新規導入が必要であると考えられる（写

真.12-1）。 
ＮＣ加工機は、2008 年にドイツ製の NC 旋盤 3 台と MC 1 台が導入されていた。 
そのほか、三次元測定機 1 台が用意されていた。 

         
   写真.12- 1 旋盤加工実習場       写真.12-2 フライス盤加工 
 

(電気・電子分野) 
他校に比べ機材の種類及び数量は多い。写真 12-3 は、比較的新しい MPS 装置であ

る。古い機材は、発電実験装置、測定器類である。 
また、電動工具は、種類、数量ともに不足している。写真 12-4 のデジタル電子回路

実験機材は、数量不足である。4~5 名のグループで実験を行っており、機材の充実が望

まれる。アナログ回路で使用する実験装置、測定器類が少ない。 

 
写真 12-3  MPS 実習場        写真 12-4  デジタル電子回路実験機材 

 
 (2) 訓練実施状況 

(機械分野) 
訓練内容としては、機械加工では、民間企業からの依頼を受けて MC で製品が作れ
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るまでの技術が習得できるまでになっている（写真.12-5）。そのほか、製品の寸法測

定のための三次元測定機は有ったが、企業が製品に要求している表面あらさを測れる機

材が見当たらなかった。 
加工実習における安全については、今一歩のようである（写真.12-2）。 
写真.12-6 は、MC 加工用の作業台である。きちんと整理されており５S の指導が行き

届いていることが伺える。 

 
      写真. 12-5 MC 加工          写真. 12-6 MC 加工用作業台 
 

(電気・電子分野) 
写真 12-7 は、自作の屋内電気工事実習ブースである。実学融合訓練を実施してい

る。 
写真 12-8 は制御盤制作実習の様子であるが、上記の写真 12-4 と同様に、作業台の

スペースが狭く、機材及び材料等が不安定な状態で置かれている。広い作業台にすべ

きである。 
 

写真 12-7 屋内電気工事実習場        写真 12-8 制御盤製作実習 
 

なお、企業ニーズの高い分野は、PLC、ﾊﾟﾜｰｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ、空気圧制御分野である。 
 

技能検定については、3 科とも GDVT の 5 段階評価試験を受けるに留まっている。 
これから、トライアルを実施しながら、ベトナムに浸透してきたら、生徒にも受験させ

ることを考えるとのことで、現在は教える先生もいない状態である。（5 人の指導員が

3 級の技能検定を受けて、4 人合格している。） 
 

訓練管理 
訓練プロセス管理関

連 
①訓練ニーズの取り込み 
先生が企業訪問し情報を収集している。 
②企業ニーズを取り入れた訓練 
企業ニーズに合わせて、適宜変更している。（PLC など） 
③カリキュラム更新手順 
Curriculum Revise 委員会で検討。変更の必要があれば、学校側に提案。30％以内の変

更は、施設で判断。それ以上の場合、GDVT の承認を得る必要あり。 
就職支援 
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就職・就業等支援関

連 
 

①就職・就業支援 
(1)就業に必要な情報、キャリア·コンサルティングを提供し、理解し、能力に適して

キャリアを選択し、就業意欲にこたえるために学生を支援している。 
(2)キャリアについて相談するため「訓練サービス及び雇用促進センタ」を組織し、学

生の労働市場への輩出を促進した。（Relationship and contract for training services and 
labor export の設置） 
(3)労働力センターを設置し海外への労働力の派遣を支援している。 
派遣先は、Taiwan, Russia, Japan, Rumania, UEA, etc. 
(4)同センターでは、 job hunting skills, job application procedures, communication skills and 
skill examination.などの支援も行っている。 
②インターンシッププログラム 
３年次の訓練生に実施している。 
実際の会社での仕事の仕方について学び、その前に学生が基礎的な訓練を習得して行け

るように安全等についても配慮した訓練を実施している。派遣先の日系企業には以下が

ある。 
 

Year Internship in Number of 
student 

Total 

2010 Canon Viet Nam- Queue Vo IP - Bac Ninh 
Canon Viet Nam- Tien Son IP - Bac Ninh 

137 
140 

 
277 

2011 Canon Viet Nam- Queue Vo IP - Bac Ninh 
Canon Viet Nam- Tien Son IP - Bac Ninh  Canon Viet 
Nam- Thing Long IP - Had No 

115 
57 
150 

 
 
322 

2012 Canon Viet Nam- Tien Son IP - Bac Ninh   78 78 
2013 YAZAKI – Nomura IP Hai Phong 30 30 
2014 Fuhong Co. Ltd., - Bac Giang 80 80 

コンサルタントの見解 
周辺他校（CVCT を含む）に見受けられる傾向と同様、機械系において学生数の減少が確認されるが、近隣校に

おいては、機械系コースの閉鎖を余儀なくされる学校もあるなか、定員割れはあるものの継続的に学生が獲得

できていること、また今後のハイフォン地域における工業開発（Hai Phong City Planning, High technology 
Planning2012 年承認）、やハイフォンとバリアブンタウをベトナムにおける工業開発支援/投資の拠点とする国

家方針を背景とし、学校側は今後学生数が増加すると予測している。 
AFD プロジェクト（2002-2008）の受益者であり、機材供与、施設建設、指導員研修の支援を受けている。当プ

ロジェクトでは人民委員会が全ての転貸の責務を負っていたとのこと。 
CNC 工作機械以外は、経過年数が経っていて更新が必要であるため、一部の機材を除いて導入が望まれる。 
 
小項目 

想定されるリスク 対象校による対応状況 

生徒 今後機械系の学生の確保が学校側の予測

通り増加するかどうか懸念される。 
現時点では、対象校による対策は講じら

れていない。 
なお、機械コースの入学者数は減少して

いるが、これは職業訓練セクター全体の

問題である。理由は不景気であり仕事が

少ないこと、情報技術や会計等に人気が

集中していること、機械コースへ適切な

投資が行われていないことが挙げられ

る。本 VC のみの努力では状況を改善する

ことは難しいが、ヒアリングより、近隣

校と比較すると状況は悪くないことが確

認できた。本円借款事業による機材の投

資が行われることによって、入学者数の

増加が期待できる。 
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13 Ha Nam Vocational College（HNVC） 
名前 Ha Nam Vocational College 
所在地 Campus1 : No. 88 - Le Hoan - Quang Trung District – Phu Ly city – Ha Nam Province 
キャンパス数 1 キャンパス 
監督官庁 ハナム人民委員会 
設立 1967（2007/短期大学として） 
学部、学科、コース 5 学科 13 コース 
組織図 

 

学生 
入学者数／定員 
調査対象：短大レベル 

機械科 8/25、電気 93/100 
 

卒業者数 
調査対象：短大レベル 

機械科 7、電気 72 

夜間コース なし 
将来計画 入学者目標数機械科（溶接以外未設置）：75（2017 年） 

入学目標者数電気科：200（2017 年） 
教師 
教師数 機械科 8 、工業電気科 30 
学歴 機械科：学士 6、修士 2 

工業電気科：学士 22、修士 8 
訓練 
企業ニーズが高いと

思われる分野の訓練

実施状況 

訓練ニーズの調査は、インターンシップ等で会社訪問の際に情報を得てくる。 
(1) 訓練機材の状況 
(電気・電子分野) 

当校では、電子科が存在しない。機材は種類、数量ともに少ない。写真 13-1 は、比

較的新しい電気安全訓練装置である（中国製）。その他、3 相配電盤実習装置、ファ

ンモータボード実験装置などあるが、各 1セットである。写真 13-2は、PLCによる

モータ速度制御装置とプログラム開発用パソコンである。その他、PLCによるベルト

コンベア制御装置・サーボモータ制御装置などがある。いずれも各 1セットである。 

学校委員会

校長

事務 学科

学生課

訓練課

入学・就職支援課

自動車科

機械科

基礎科学科

情報技術科

電気科

ハナム人民委員会

Ha Nam Vocational College

財務課

総務課

機材課
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写真.13-1 電気安全訓練装置    写真.13-2 PLCによるモータ速度制御装置 

とプログラム開発用パソコン 
(2) 訓練実施状況 
(電気・電子分野) 

写真.13-3は、モータ速度制御装置単体での基礎実験の様子である。写真.13-4

は、モータ巻線実習の様子であるが、作業台が老朽化している。なお、作業服の着用

は、徹底されている。また、玄関正面に 5Sについての図解入りの掲示板が設置され

ている（写真.13-5）。 

 
写真.13-3 モータ速度制御装置      写真.13-4 モータ巻線実習 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

写真.13-5 5Sの図解入りの説明板 
  
技能検定は、取り組んでいない。 

訓練管理 
訓練プロセス管理関

連 
 

①カリキュラムの改良は、7 月~8 月の間にカリキュラム改定について、検討する。 
（※7 月 8 月は、入学・終了の時期） 
②変更が 30％以上の場合は、DOLISA に承認申請する、同時に GDVT にも承認申請す

る。 
③カリキュラム評価委員会（部内会議）で討議する、DOLISA の評議会で評価する。 
④DOLISA の評議会で検討される。 
※以上各科からのヒアリングで得た情報であるが、訓練の改善におけるプロセスを考え

てみると組織的に計画的に行われていると思料される。 
その成果を管理する部署がどこか明確にし、記録として残すことが重要な次のステップ

となるので明確にすることが必要である。 
就職支援 
就職・就業等支援関 [インターンシッププログラム] 
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連 
 

インターンシップは 2013/2014 年で 150 人、75 社で実施。75 社名回答書に記載。学科

別の実績は：※日系企業は 12 社以上あるのをリスト表で確認 
[求人情報取得や回覧のシステム] 
Enrollment and Job-assessment committee (DOLISA)が実施している。校側も 協力してい

る。 
[就職フェア・企業別就職説明会] 
DOLISA が毎月実施している。 
Center of Job recommendation（under DOLISA）が実施。 
[就職支援ガイドブックの整備] 
OLISA の WEB サイトで公開している。 
学生がアクセス URL は下記である。 
http://www.cdnhanam.edu.vn 
※インターネットのホームペあり、入学生の募集等や就職指導などの活用されている。 

コンサルタントの見解 
企業のニーズに応じ、2012 年より溶接、板金分野にて機械科が新設されているが、学生の獲得状況が芳しくな

い。学校側は、当該分野においては、学生が、カレッジコースの訓練を受けなくとも就職できること、また訓

練内容が健康に害を及ぼすと捉えられていることが、理由であると把握している。学校側では機械科を新設

（強化）する計画があるものの、このような状況より、カレッジレベルにおける機械科の経営状況は非常に不

安定であると考えられる（円借款事業開始時に継続開設されているかどうかも不明）。 
現有機材は 2001~2008 年の機材であるが、使用可能なものが多い。しかし PLC 等の機材では、多様な経験がで

きるように製造メーカーを変えてそろえることも訓練現場では必要である（ソフトも同様）。電気機材の進化

は早く 3~5 年で更新が必要なもの多いが基礎訓練には使用可能できるものは活用することで整備するのが良

い。 
 
小項目 

想定されるリスク 対象校による対応状況 

生徒 電気科のコースでは、定員は総合的に増

加傾向にあるが充足率は不安定である。

コース設定は様々な要素の調査が必要で

あるが、増員計画に併せてコース内容の

変更も考慮する必要である。 

現在電気・電子コースが統合されている

が、2015 年から電子コースを分離する予

定。 
機械コースも 2015 年より開設される予

定。 
機械科は学生に人気がないため入学者数

が増えなかった。しかし、機械科に対す

る企業のニーズは増加傾向にあること、

及び人気のある情報処理や会計等の職種

での就職が困難になってきたため、機械

科の入学者数が増加することが予測され

る。実際大学を卒業しても就職できず、

職業訓練短大に再入学する生徒もいる。

PPC は産業環境改善に関するコミットメ

ントを表明しており、PPC ジャパンデス

クと学校により、2014 年から 2016 年の間

に 1000 人の労働者を日系企業サポートの

ために派遣する計画を実施している。 

 

http://www.cdnhanam.edu.vn/


 

添付資料-9 
 

定量的情報と補完情報 
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添付資料-9 定量的情報と補完情報 
2015 年 2 月 9 日時点  

概要（ X: 懸念あり） 

N
o. 

選定基準 分析手法 

01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 

備考 

Ho Chi 
Minh VC 

Hanoi 
Industrial 
VC 

VC of 
Technique 
and 
Technology 

Ba 
Ria-Vung 
Tau VC 

Hanoi VC 
of High 
Technology 

Vinh Phuc 
VC 

Da Nang 
VC 

The 
Central VC 
of 
Transport 
No. 2 

Ho Chi 
Minh VC of 
Technology 

VC of 
Mechanics 
and 
Irrigation 

HaUI Hai Phong 
Industrial 
VC 

Ha Nam 
VC 

1 ベトナム国側の日本へ

の支援要望および 45校

リストとの整合性 

           X X X  

2 日本が得意とする職業

訓練分野（電気、電子、

機械加工）との整合性 

    X   X X  X   X  

3 対象機関周辺地域にお

ける日系企業の進出状

況 

    X  X       X  

4 対象機関周辺地域にお

ける経済成長状況 
 

      X X      X  

5 指導員の充足状況 
 
 

 X X     X  X   X   

6 学生の確保状況 
 
 

      X  X  X  X X  

7 機材の据付に必要な施

設の状況 
 

   X  X     X     

8 対象機関周辺における

類似職業訓練機関の有

無 

               

A 次期技術協力プロジェ

クトとの関連性（基幹

校等） 

               

B 他ドナーによる支援 
 
 

       X X  X     

C 対象機関による職業支

援状況 
 

               

D 対象機関の実施能力 
 
 

               

E 転貸 
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N
o. 

選定基準 分析手法 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 

備考 

Ho Chi 
Minh VC 

Hanoi 
Industrial 
VC 

VC of 
Technique 
and 
Technology 

Ba 
Ria-Vung 
Tau VC 

Hanoi VC 
of High 
Technology 

Vinh Phuc 
VC 

Da Nang 
VC 

The 
Central VC 
of 
Transport 
No. 2 

Ho Chi 
Minh VC of 
Technology 

VC of 
Mechanics 
and 
Irrigation 

HaUI Hai Phong 
Industrial 
VC 

Ha Nam 
VC 

  所在地 1: ホーチミン 
2 :ホーチミン 

ハノイ 1:ハノイ 
2 :ハノイ 

1, 2, 3（コ
ミッティ・
カレッジ）: 
バリアブン
タウ 

ハノイ 1 :ビンフック 
2 :ビンフック 

ダナン ハイフォン ホーチミン ドンナイ 1 : ハノイ 
2: ハノイ 
3: ハナム 

ハイフォン 1: ハナム 
 

 

1 ベトナム国側の日本へ

の支援要望および 45校

リストとの整合性 
 

 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ Not in the 45 
list. However, 
GDVT 
recognize 
HaUI as 
requisite for 
the project 

Not in the 45 
list. 

Not in the 45 
list. 

Highlighted 
VCs are not 
consistent 
with the 
criteria. 

2 日本が得意とする職業

訓練分野（電気、電子、

機械加工）との整合性 

-1. 設置してい

る対象学科の数 
 
 

3/3 3/3 3/3 3/3 
Electronics is 
included in 
Electricity. 

3/3 3/3 2/3 
Metal cutting 
faculty will be 
established in 
Sep. 2015 

2/3 
No 
electronics 

3/3 2/3 
No 
electronics 

3/3 3/3 1/3 
No 
machining 
and 
electronics 
fields. 
Mechanic 
Faculty 
consists of 
Welding 
course only. 

Highlighted 
VCs are 
without 3 
Japanese 
strong 
vocational 
fields. 

3 対象機関周辺地域にお

ける日系企業の進出状

況 

-1. 対象機関周

辺地域における

日系企業数*7, 8 
 

HCM 
755 
 

HA NOI 
570 

HA NOI 
570 

BRVT 
17 
 

HA NOI 
570 

VINH PHUC 
15 

DA NANG 
62 

HAI PHONG 
93 

HCM 
755 
 

DONG NAI 
121 

HA NOI 
570 

HAI PHONG 
93 

HA NAM 
33 
*8 

Highlighted 
VCs are in 
the area with 
less than 20 
Japanese 
enterprises. 

-2. 対象機関周

辺地域の日系企

業従業員数（機械

加工、電気・電子、

樹脂、鉄鋼分野） 
 *7,9 

HCM 
Enterprise: 
164 
Average 
employee: 
419 
Estimated 
total 
employee: 
69,000 

HANOI 
Enterprise: 
185 
Average 
employee: 
570 
Estimated 
total 
employee: 
105,000 

HANOI 
Enterprise: 
185 
Average 
employee: 
570 
Estimated 
total 
employee: 
105,000 

BRVT 
Enterprise: 
7 
Average 
employee: 
107 
Estimated 
total 
employee: 
700 

HANOI 
Enterprise: 
185 
Average 
employee: 
570 
Estimated 
total 
employee: 
105,000 

VIN PHUC 
Enterprise: 
12 
Average 
employee: 
507 
Estimated 
total 
employee: 
6,000 

DA NANG 
Enterprise: 
21 
Average 
employee: 
650 
Estimated 
total 
employee: 
14,000 

HAI PHONG 
Enterprise: 
32 
Average 
employee: 
296 
Estimated 
total 
employee: 
9,000 

HCM 
Enterprise: 
164 
Average 
employee: 
419 
Estimated 
total 
employee: 
69,000 

DONG NAI 
Enterprise: 
57 
Average 
employee: 
590 
Estimated 
total 
employee: 
34,000 

HANOI 
Enterprise: 
185 
Average 
employee: 
570 
Estimated 
total 
employee: 
105,000 

HAI PHONG 
Enterprise: 
32 
Average 
employee: 
296 
Estimated 
total 
employee: 
9,000 

HA NAM 
Enterprise: 
10  
*9 
Average 
employee: 
85 
Estimated 
total 
employee: 
900 

Highlighted 
VCs are in 
the area with 
less than 
1,000 
employees 

 DONG ANH 
DISTRICT 
+NEAR IP/IZ 
Enterprise: 
79 
Estimated 
total 
employee: 
45,000 
 
 

DONG ANH 
DISTRICT 
+NEAR IP/IZ 
Enterprise: 
79 
Estimated 
total 
employee: 
45,000 
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N
o. 

選定基準 分析手法 

01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 備考 
Ho Chi 
Minh VC 

Hanoi 
Industrial 
VC 

VC of 
Technique 
and 
Technology 

Ba 
Ria-Vung 
Tau VC 

Hanoi VC 
of High 
Technology 

Vinh Phuc 
VC 

Da Nang 
VC 

The 
Central VC 
of 
Transport 
No. 2 

Ho Chi 
Minh VC of 
Technology 

VC of 
Mechanics 
and 
Irrigation 

HaUI Hai Phong 
Industrial 
VC 

Ha Nam 
VC 

 

  -3. 対象機関周

辺地域の日系企

業従業員数（総

数）*7,8 

HCM 
Enterprise: 
755 
Average 
employee: 
241 
Estimated 
total 
employee: 
182,000 

HANOI 
Enterprise: 
570 
Average 
employee: 
337 
Estimated 
total 
employee: 
192,000 

HANOI 
Enterprise: 
570 
Average 
employee: 
337 
Estimated 
total 
employee: 
192,000 

BRVT 
Enterprise: 
17 
Average 
employee: 
127 
Estimated 
total 
employee: 
2,000 

HANOI 
Enterprise: 
570 
Average 
employee: 
337 
Estimated 
total 
employee: 
192,000 

VIN PHUC 
Enterprise: 
15 
Average 
employee: 
609 
Estimated 
total 
employee: 
9,000 

DA NANG 
Enterprise: 
62 
Average 
employee: 
266 
Estimated 
total 
employee: 
16,000 

HAI PHONG 
Enterprise: 
93 
Average 
employee: 
228 
Estimated 
total 
employee: 
21,000 

HCM 
Enterprise: 
755 
Average 
employee: 
241 
Estimated 
total 
employee: 
182,000 

DONG NAI 
Enterprise: 
121 
Average 
employee: 
491 
Estimated 
total 
employee: 
59,000 

HANOI 
Enterprise: 
570 
Average 
employee: 
337 
Estimated 
total 
employee: 
192,000 

HAI PHONG 
Enterprise: 
93 
Average 
employee: 
228 
Estimated 
total 
employee: 
21,000 

HA NAM 
Enterprise: 
33 
*8 
Average 
employee: 
85 
Estimated 
total 
employee: 
3,000 

Highlighted 
VCs are in 
the area with 
less than 
10,000 
employees 

-4. 2012 年以降

設立の日系企業

数*7 
 

85 26 26 2 26 1 2 7 85 13 26 7 3 Only 
enterprises 
with 
establishmen
t year data 
are counted. 

4 対象機関周辺地域にお

ける経済成長状況 
 

-1.総登記資本金

（百万ドル）／対

象地域における

事業数 
[1 事業における

資本金（百万ド

ル）]*6 
 

34,852 Mill 
USD 

 /4,809 
Projects 
[7.25 Mill 

USD] 

22,404 Mill 
USD 

 /2,702 
Projects 
[8.29 Mill 

USD] 

22,404 Mill 
USD 

 /2,702 
Projects 
[8.29 Mill 

USD] 

26,503 Mill 
USD 
 /294 

Projects 
[90.15 Mill 

USD] 

22,404 Mill 
USD 

 /2,702 
Projects 
[8.29 Mill 

USD] 
 

2,774Mill 
USD 
 /166 

Projects 
[16.71 Mill 

USD] 

3,894Mill 
USD 
 /280 

Projects 
[13.91 Mill 

USD] 

9,979Mill 
USD 
 /392 

Projects 
[25.46 Mill 

USD] 

34,852 Mill 
USD 

 /4,809 
Projects 
[7.25 Mill 

USD] 

10,336Mill 
USD 

 /1,162 
Projects 
[8.90 Mill 

USD] 

22,404 Mill 
USD 

 /2,702 
Projects 
[8.29 Mill 

USD] 

9,979Mill 
USD 
 /392 

Projects 
[25.46 Mill 

USD] 

647Mill USD 
 /79 Projects 

[8.19 Mill 
USD] 

Highlighted 
VCs are in 
the area with 
less than 
1,000 Mil 
USD of 
capital 

-2.  
総産業生産高 
2013 年為替レー

ト*6 
増加率 
上段:2012-2013 
下段:2005-2013 
ベトナム全国平均 
121.4%/553.3% 

927,362 
Bill VND 
(2013) 

 
117.4% 

Ratio 2012 
 

387.1% 
Ratio 2005 

418,926 
Bill VND 
(2013) 

 
113.3% Ratio 

2012 
 

546.7% 
Ratio 2005 

418,926 
Bill VND 
(2013) 

 
113.3% Ratio 

2012 
 

546.7% 
Ratio 2005 

414,424 
Bill VND 
(2013) 

 
104.5% Ratio 

2012 
 

349.4% Ratio 
2005 

418,926 
Bill VND 
(2013) 

 
113.3% Ratio 

2012 
 

546.7% 
Ratio 2005 

119,392 
Bill VND 
(2013) 

 
125.0% Ratio 

2012 
 

563.5% Ratio 
2005 

 

44,100 
Bill VND 
(2013) 

 
126.4% 

Ratio 2012 
 

373.8% Ratio 
2005 

124,367 
Bill VND 
(2013) 

 
116.7% 

Ratio 2012 
 

492.9% 
Ratio 2005 

927,362 
Bill VND 
(2013) 

 
117.4% 

Ratio 2012 
 

387.1% 
Ratio 2005 

515,983 
Bill VND 
(2013) 

 
118.2% 

Ratio 2012 
 

492.3% Ratio 
2005 

418,926 
Bill VND 
(2013) 

 
113.3% Ratio 

2012 
 

546.7% 
Ratio 2005 

124,367 
Bill VND 
(2013) 

 
116.7% 

Ratio 2012 
 

492.9% 
Ratio 2005 

37,705 
Bill VND 
(2013) 

 
124.9% 

Ratio 2012 
 

1058.3% 
Ratio 2005 

Highlighted 
VCs are in 
the area less 
than 100,000 
Bill VND of 
gross output 

-3.  
新規外国直接投

資額 
（年、件数、額、

前年度比増加率） 
*5 

(2011) 
302 

USD2,755.7
M 

45.4% 
 

(2012) 
436 

USD640.1M 
-76.8% 

 
(2013) 

491 
USD1,015.2

M 
58.6% 

(2011) 
258 

USD524.2M 
190.9% 

 
(2012) 

224 
USD940.5M 

79.4% 
 

(2013) 
261 

USD541.0M 
-42.5% 

(2011) 
258 

USD524.2M 
190.9% 

 
(2012) 

224 
USD940.5M 

79.4% 
 

(2013) 
261 

USD541.0M 
-42.5% 

(2011) 
22 

USD880.8M 
-63.3% 

 
(2012) 

21 
USD453.3M 

-48.5% 
 

(2013) 
11 

USD116.3M 
-74.3% 

(2011) 
258 

USD524.2M 
190.9% 

 
(2012) 

224 
USD940.5M 

79.4% 
 

(2013) 
261 

USD541.0M 
-42.5% 

(2011) 
6 

USD21.3M 
-21.2% 

 
(2012) 

6 
USD72.3M 

239.8% 
 

(2013) 
19 

USD117.2M 
62.1% 

(2011) 
30 

USD285.3M 
646.9% 

 
(2012) 

30 
USD109.6M 

-61.6% 
 

(2013) 
37 

USD60.5M 
-44.8% 

(2011) 
26 

USD636.4M 
1006.7% 

 
(2012) 

34 
USD1,106.7

M 
73.9% 

 
(2013) 

28 
USD1,844.1

M 
66.6% 

(2011) 
302 

USD2,755.7
M 

45.4% 
 

(2012) 
436 

USD640.1M 
-76.8% 

 
(2013) 

491 
USD1,015.2

M 
58.6% 

(2011) 
33 

USD215.8M 
-43.0% 

 
(2012) 

54 
USD637.8M 

195.5% 
 

(2013) 
80 

USD746.6M 
17.1% 

(2011) 
258 

USD524.2M 
190.9% 

 
(2012) 

224 
USD940.5M 

79.4% 
 

(2013) 
261 

USD541.0M 
-42.5% 

(2011) 
26 

USD636.4M 
1006.7% 

 
(2012) 

34 
USD1,106.7

M 
73.9% 

 
(2013) 

28 
USD1,844.1

M 
66.6% 

(2011) 
8 

USD198.8M 
506.3% 

 
(2012) 

14 
USD50.6M 

-74.6% 
 

(2013) 
25 

USD132.2M 
161.5% 

Highlighted 
VCs are in 
the area less 
than USD 
100 M of FDI 
in 2013 
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A9-4 

N
o. 

選定基準 分析手法 

01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 

備考 
Ho Chi Minh 

VC 
Hanoi 

Industrial VC 
VC of 

Technique 
and 

Technology 

Ba Ria-Vung 
Tau VC 

Hanoi VC of 
High 

Technology 

Vinh Phuc 
VC 

Da Nang VC The Central 
VC of 

Transport No. 
2 

Ho Chi Minh 
VC of 

Technology 

VC of 
Mechanics 

and Irrigation 

HaUI Hai Phong 
Industrial VC 

Ha Nam VC 

  -4. 新規外国直

接投資額（製造加

工業）（推計値）

（年、件数、額、

前年度比増加率）

*5 

(2011) 
USD1,245.6

M 
180.9% 

 
(2012) 

USD366.1M 
-70.6% 

 
(2013) 

USD706.6M 
93.0% 

(2011) 
USD236.9M 

461.9% 
 

(2012) 
USD538.0M 

127.0% 
 

(2013) 
USD376.5M 

-30.0% 

(2011) 
USD236.9M 

461.9% 
 

(2012) 
USD538.0M 

127.0% 
 

(2013) 
USD376.5M 

-30.0% 

(2011) 
USD398.1M 

-29.1% 
 

(2012) 
USD259.3M 

-34.9% 
 

(2013) 
USD80.9M 

-68.8% 

(2011) 
USD236.9M 

461.9% 
 

(2012) 
USD538.0M 

127.0% 
 

(2013) 
USD376.5M 

-30.0% 

(2011) 
USD9.6M 

52.4% 
 

(2012) 
USD41.4M 

329.6% 
 

(2013) 
USD81.6M 

97.2% 

(2011) 
USD129.0M 

1,342.7% 
 

(2012) 
USD62.7M 

-51.4% 
 

(2013) 
USD42.1M 

-32.8% 

(2011) 
USD287.7M 

2,037.9% 
 

(2012) 
USD633.0M 

120.1% 
 

(2013) 
USD1,283.5

M 
102.8% 

(2011) 
USD1,245.6

M 
180.9% 

 
(2012) 

USD366.1M 
-70.6% 

 
(2013) 

USD706.6M 
93.0% 

(2011) 
USD97.5M 

10.1% 
 

(2012) 
USD364.8M 

274.0% 
 

(2013) 
USD519.6M 

42.4% 

(2011) 
USD236.9M 

461.9% 
 

(2012) 
USD538.0M 

127.0% 
 

(2013) 
USD376.5M 

-30.0% 

(2011) 
USD287.7M 

2,037.9% 
 

(2012) 
USD633.0M 

120.1% 
 

(2013) 
USD1,283.5

M 
102.8% 

(2011) 
USD89.9M 
1,071.1% 

 
(2012) 

USD28.9M 
-67.8% 

 
(2013) 

USD92.0M 
217.9% 

 

-5. 域内総生産

成長率*9*10*11 
 
 

 
 
 
 

(2011) 
10.3 

(2012) 
9.2% 

(2013) 
9.3% 

(2008) 
10.9% 
(2009) 
6.7% 

(2010) 
11.0% 
(2011) 
10.1% 
(2012) 
8.1% 

(2008) 
10.9% 
(2009) 
6.7% 

(2010) 
11.0% 
(2011) 
10.1% 
(2012) 
8.1% 

 
 
 
 
 
 

(2011) 
10% 

(2012) 
6.1% 

(2013) 
6-6.5% 

(2008) 
10.9% 
(2009) 
6.7% 

(2010) 
11.0% 
(2011) 
10.1% 
(2012) 
8.1% 

(2008) 
14.8% 
(2009) 
8.3% 

(2010) 
19.1% 
(2011) 
15.9% 
(2012) 
2.5% 

(2008) 
10.1% 
(2009) 
11.3% 
(2010) 
12.6% 
(2011) 
13.0% 
(2012) 
9.1% 

(2008) 
13.0% 
(2009) 
7.6% 

(2010) 
11.0% 
(2011) 
11.3% 
(2012) 
8.1% 

 
 
 
 
 
 

(2011) 
10.3 

(2012) 
9.2% 

(2013) 
9.3% 

 
 
 
 
 
 

(2011) 
13.3% 
(2012) 
12.1 

(2013) 
11.5-12% 

(2008) 
10.9% 
(2009) 
6.7% 

(2010) 
11.0% 
(2011) 
10.1% 
(2012) 
8.1% 

(2008) 
13.0% 
(2009) 
7.6% 

(2010) 
11.0% 
(2011) 
11.3% 
(2012) 
8.1% 

(2008) 
13.0% 
(2009) 
15.0% 
(2010) 
14.0% 
(2011) 
13.7% 
(2012) 
12.4% 

Highlighted 
VCs are in 
the area less 
than 5% 
growth rate in 
2012 

5 指導員の充足状況 
 
 

-1. 学生数／指

導員数 
[指導員ひとりあ

たりの学生数] 
 
 

Electricity 
-/17 
 
Electronics 
-/11 
 
Mechanics 
-/14 
 
In total 
4000/120 
[33.3] 

Metal 
Cutting/Mach
ining 
76/11 [6.9] 
 
Industrial 
Electricity 
162/22 [7.4] 
 
Industrial and 
Civil 
Electronics 
81/11 [7.4] 
 
 
In total 
3,446/157 
[21.9] 

Electricity 
40/12 [3.3] 
 
Electronics 
55/10 [5.5] 
 
Machining 
40/13 [3.1] 
 
In total 
1,666/144 
[11.6] 

In total 
3,739/112 
[33.4] 
 

Machining 
679/10 
[67.9] 
 
Electricity-Ele
ctronics, 
Automation 
Faculty 
1267/28 
[45.3] 
 
In total 
4000/105 
[38.1] 

Machining 
48/16 [3.0] 
 
Electricity 
40/29 [1.4] 
 
Electronics 
34/14 [2.4] 
 
In total 
3,500/166 
[21.1] 
 
 

Mechanical 
65/16 [4.1] 
 
Electricity 
169/16 [10.6] 
 
Electronics 
102/17 [6.0] 
 
 
In total 
1,636/165 
[9.9] 
 
 

Industrial 
Electricity 
90/19[4.7] 
 
Welding 
17/13[1.3] 
 
Metal cutting 
10/9 [1.1] 
 
Automotive 
55/9[6.1] 

Metal  
33/20 [1.7] 
 
Electricity 
-Electronics 
316/22 [14.4] 
 
In total 
4,910/100 
[49.1] 
 
The number 
of staff is 59 

Electricity-Ele
ctronic 
108/33 [3.3] 
 
Mechanics 
50/41 [1.2] 
 
In total 
3,122/184 
[17.0] 
Including 
staff 
 

Mechanic 
-/89 
 
Electricity 
792/80 [9.9] 
 
Electronics 
533/48 [11.1] 
 
VJC 
586/21 [27.9] 
 
Vietnam 
Korea Center 
-/31 
 
Teachers are 
for both 
University 
and 
vocational 
training 
 
In total 
45,000/1,571 
[28.6] 
 

Electricity- 
Electronics 
240/33 [7.3] 
 
Machining 
-/23 
 
In total 
2,074/93 
[22.3] 

Mechanic 
24/6 [4.0] 
 
Electricity 
231/30 [7.7] 
 
In Total  
5,001/108 
[46.3] 
*4 

Due to the 
teachers' 
multiple 
coverage of 
training level: 
primary, 
intermediate 
and college, 
the number 
of students 
per teacher 
cannot be 
compared 
under the 
same 
condition.  
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N
o. 

選定基準 分析手法 

01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 

備考 
Ho Chi Minh 
VC 

Hanoi 
Industrial VC 

VC of 
Technique 
and 
Technology 

Ba Ria-Vung 
Tau VC 

Hanoi VC of 
High 
Technology 

Vinh Phuc 
VC 

Da Nang VC The Central 
VC of 
Transport No. 
2 

Ho Chi Minh 
VC of 
Technology 

VC of 
Mechanics 
and Irrigation 

HaUI Hai Phong 
Industrial VC 

Ha Nam VC 

  -2. 指導員の質

（学歴） 
*B:学士 
*B/c:学士/短期大

学 
*B/u:学士/4 年制

大学 
*M: 修士 
 

Mechanic 
B/c: 2[14%] 
B/u: 8[58%] 
M:4[28%] 
 
Industrial 
Electricity 
B/c:0[0%] 
B/u:11[65%] 
M:3[17.5%] 
Others:3[17.5
%] 
 
Industrial 
Electronics 
B/c:0[0%] 
B/u:8[72%] 
M:3[28%] 

Metal 
Cutting/Mach
ining 
B/u:7[64%] 
M:4[36%] 
 
Industrial 
Electricity 
B/u:15[68%] 
M:6[27%] 
D:1[5%] 
 
Industrial and 
Civil 
Electronics 
B/u:4[36%] 
M:6[55%] 
D:1[9%] 

Machining 
B/u:5 [45%], 
M:5[45%] 
D:1[10%] 
 
Electricity 
B/u:10[83%], 
M:2[17%] 
 
Electronics 
B/u:5[45%], 
M:6[55%] 
 

Machining 
B/u:23[85%], 
M:4[15%] 
 
Electricity 
B/u:25[78%] 
M:7[22%] 

Machining 
B/u:12[67%] 
M:5[28%] 
D:1[5%] 
 
Electricity 
B/u:7[58%] 
M:5[42%] 
 
Electronics 
B/u:9[69%] 
M:2[15%] 
D:2[15%] 

Machining 
B/c:3 
B/u:8 [44%], 
M:10[56%] 
 
Electricity 
B/u:4 [13%], 
M:27[87%] 
 
Electronics 
B/u:4 [29%], 
M:10[71%] 
 

Mechanical 
B/u:18[82%] 
M:4[18%] 
 
Electricity-Ele
ctronics 
B/u:16[67%] 
M:8[33%] 

Industrial 
Electricity 
B/u:10[53%] 
M: 6[32%] 
Others:3[15
%] 
 
Welding 
B/u:11[85%] 
M: 2[15%] 
 
Metal cutting 
B/u:7[78%] 
M: 2[22%] 
 
Automotive 
B/u:6[67%] 
M: 2[23% 
Others:1[10
%] 

Metal Cutting 
20 
 
Electricity-Ele
ctronics 
22 
 
All teachers 
have 
bachelor. 

Machining 
B/u:5[45%] 
M:6[55%] 
 
Industrial 
Electricity 
B/u:15[79%] 
M:4[21%] 
 
Industrial 
Electronics, 
Mechatronics 
B/u:15[100%] 

Machining 
B/u: 77[87%] 
M:8[9%] 
D:4[4%] 
 
Electricity 
B/u:66[83%] 
M:11[14%] 
D:3[3%] 
 
Electronics 
B/u:37[77%] 
M:8[17%] 
D:3[6%] 
 
VJC 
B/u:10[48%] 
M:11[52%] 
 
Vietnam 
Korea center 
B/u:20[65%] 
M:11[35%] 

Electricity- 
Electronics 
B/u:28[64%] 
M:16[36%] 
 
Machining 
B/u:23[88%] 
M:3[12%] 

Mechanic 
B/u:6[75%] 
M:2[25%] 
 
Electricity 
B/u:22[73%] 
M:8[27%] 

It is found 
that all VCs 
allocate the 
teachers in 
accordance 
with GDVT's 
regulation 
from the 
viewpoint of 
educational 
background.  

-3. 指導員研修 
 

2012 
- Quality 
control: 4 in 
Mechanic 
and industrial 
Electronics 
- pedagogy in 
Korea: 7 in 
Industrial 
Electricity 
 
2013 
- Skill 
development: 
1 in 
Mechanic 
- English: 2 in 
Mechanic 
- Equipment 
M&O: 3 in 
Electricity 
and 
Electronics 

2011 
- 40 times for 
all teachers 
in Electricity 
and 
Electronics 
 
2012 
- 65 times for 
all teachers 
in Electricity 
and 
Electronics 
 
2013 
4-5 times 
held by 
GDVT for 
Machining 
200 times for 
all teachers 
in Electricity 
and 
Electronics   

2012 
- 18 times for 
Electricity 
faulty 
- 10 teachers 
in Electronics 
faculty 
 
2013 
- 2 teachers 
for HaUI 
training and 
Kanto PC 
training in 
Machining 
faculty 

6 Japanese 
experts are 
engaged for 
training of 
teachers. 
 

2014 
Industrial 
Electricity, 
Electronics 
27 
 
General 
In Vietnam 
65 
Abroad 
16 

2011 
Skill: 25 
Theory:31 
Abroad:3 
 
2012 
Skill:27 
Theory:19 
Abroad:18 
 
2013 
Skill:59 
Theory:4 
Abroad:2 

2011 
Refrigerator:
6 
Electricity-Ele
ctronics:40 
 
2012 
Refrigerator:
8 
Electricity:27 
Electronics: 
13 
 
2013 
Refigerator:3 
Electricity:29 
Electronics:1
4 

2013 
CNC 
operation 
(HaUI) 
CNC 
maintenance 
(HaUI) 
Skill Test 
(HIVC) 

Several 
batches of 
domestic 
training and 
training 
conducted by 
GDVT 

2012 
- teaching 
training:  
27 (8 in 
Mecha, 19 in 
Indus Elec.) 
- vocational 
training: 15 (5 
n Mecha, 10 
in Indus 
Elec.) 
 
2013 
- teaching 
training: 
22 (8 in 
Mecha, 14 in 
Indus Elec) 
- vocational 
training: 25 (5 
in Mecha, 20 
in Indus 
Elec.) 
Training 
abroad: 2 (1 
in Mecha, 1 
in Industrial 
Elec) 
 

2011 
- VJC: 10 
- HaUI: 12 
 
2012 
- VJC: 10 
- HaUI: 12 
 
2013 
- VJC: 10 
- HaUI: 12 
  

2013 
Training at 
HaUI:13 

2013 
Metal cutting: 
4 
Electricity:8 
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N
o. 

選定基準 分析手法 

01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 

備考 
Ho Chi Minh 
VC 

Hanoi 
Industrial VC 

VC of 
Technique 
and 
Technology 

Ba Ria-Vung 
Tau VC 

Hanoi VC of 
High 
Technology 

Vinh Phuc 
VC 

Da Nang VC The Central 
VC of 
Transport No. 
2 

Ho Chi Minh 
VC of 
Technology 

VC of 
Mechanics 
and Irrigation 

HaUI Hai Phong 
Industrial VC 

Ha Nam VC 

  -4. 5S 活動の実

施状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Since 2013 
 
Good 
performance 
was 
confirmed in 
Mechanics 
faculty. 
 
On the other 
hand, the 
safety line is 
not indicated 
in the floor, 
some 
students are 
on sandals, 
plastic bottles 
are left on 
equipment 
and storages 
are not clean 
*2 

No 
 
Trial has 
been 
executed 
since 2013. 

Since 2013 
 
HaUI's 
method has 
been 
adopted.  

Since March 
2012 
 
Last 
20minuets of 
each 
practical 
training is 
allocated for 
5S activities. 
 
Each faculty 
prepares the 
monthly 
report for 5S 
activities. 

Yes  
 
Executed 
from Mar. 
2014 by the 
instruction of 
TOYOTA 

No 
 
Plan to invite 
lecturer in 
addition to 
HaUI method 

No 
 
Plan to invite 
lecturer from 
HaUI in Dec. 
2014 

Yes 
 
Executed 
from Apr. 
2014 in 
accordance 
with HaUI 
method. 

Since 2012 
 
The 5S 
activities 
have been 
introduced by 
the 
Vietnamese 
consulting 
company. 

Since 2013 
 
There are 
"5S steering 
committee" 
established. 
Monthly 
meeting for 
teachers' 5S 
activities and 
Weekly 
meeting for 
students' 5S 
activities are 
held. VC is 
aware of 
importance of 
5S and safety 
operation but 
5S is still not 
enough in 
view of 
organizationa
l operation. 
*2 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Since 2011 
 
The concept 
of 5S 
activities 
adopted in 
HaUI is one 
of the root of 
5S activities 
in Vietnam. 

Yes 
 
Executed 
from 2012 

Yes 
 
Executed 
from Apr. 
2014 in 
accordance 
with the text 
of HaUI. 

Highlighted 
VCs does not 
conduct 5S 
activity 
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6 学生の確保状況 
 

-1. 対象学科の

学生数 
入学生数／定員

[--%] 
College level 
*19 

             Highlighted 
VCs are less 
than 50% of 
actual/quota 
in the recent 
year 

 Faculty Machining Machining Machining Machining Machining Metal cutting  Metal cutting Machining Machining Machining Machining   
 2011 52/80 [65%] 47/60 [78%] 50/50 [100%] 98/95 [103%] 167/170 

[98%] 
141/300 
[47%] 

 20/60 [33%] 33/30 [110%] 60/30 [120%] 148/180 
[82%] 

34/50 [68%]   

 2012 61/80 [76%] 76/60 [127%] 55/50 [110%] 85/70 [121%] 272/280 
[97%] 

176/160 
[110%] 

 14/60 [23%] 45/50 [90%] 49/50 [98%] 163/150 
[109%] 

37/50 [74%]   

 2013 147/80 
[184%]  

64/80 [80%] 40/50 [80%] 135/100 
[135%] 

240/320 
[75%] 

92/180 [50%]  10/60 [17%] 86/75 [172%] 59/50[118%] 175/180 
[97%] 

35/50[70%]   

 2014 141/80 
[176%] 

102/120 
[85%] 

50/50 [100%] 265/150 
[177%] 

477/320 
[149%] 

97/180 [53%] 
 

 17/85 [20%] 
 

90/50 [180%] 56/50[112%] 244/180 
[136%] 

26/50 [52%]   

 Faculty 

Electricity 
Industrial 
Electricity 

Electricity Electricity Industrial 
Electricity 

Refrigeration 
and 

air-conditioni
ng 

technology 
 

Industrial 
Electricity: 

Industrial 
electricity 

Electricity Electricity Electricity 
Industrial 
Electricity 

Electricity 

 

 2011 120/110 
[109%] 

192/80 
[240%] 

70/50[140%] 193/100 
[193%] 

217/300 
[72%] 

0/0 214/80 
[268%] 

180/60 
[300%] 

77/100 [77%] 69/80 [86%] 234/ (n/a) 414/450 
[92%] 

117/100 
[117%] 

 

 2012 30/110 [27%] 278/270 
[103%] 

80/50[160%] 195/130 
[165%] 

255/300 
[85%] 

50/40[125%] 248/80 
[310%] 

157/60 
[262%] 

180/100 
[180%] 

71/60 [118%] 332/ (n/a) 380/450 
[84%] 

101/100 
[101%] 

 

 2013 120/110 
[109%] 

147/180 
[82%] 

77/50[154%] 165/100 
[165%] 

207/360 
[58%] 

33/35[94%] 163/80 
[204%] 

90/170 [53%] 196/100 
[196%] 

73/60 [122%] 220/ (n/a) 217/450 
[48%] 

93/100 [93%]  

 2014 122/110 
[111%] 

156/160 
[98%] 

85/75[113%] 185/120 
[154%] 

316/360 
[88%] 

35/35 [100%] 169/80 
[211%] 

168/215 
[78%] 
 

123/120 
[103%] 

75/110[68%] n/a / (n/a) 200/450 
[44%] 

83/100 [83%]  

 Faculty 
Electronics 

Industrial 
Electronics 

Electronics  Industrial 
Electronics 

Industrial 
Electricity 

Industrial 
Electronics: 

Welding 
Technology 

Electronics  Electronics 
Industrial 

Electronics 
 

 

 2011 35/110[32%] 83/50[166%] 61/50[122%]  180/230 
[78%] 

37/100 [37%] 96/40 [240%] 45/200 [23%] 58/35 [166%]  118/ (n/a) 31/50 [62%]   

 2012 48/110[44%] 167/120[139
%] 

45/50[90%]  228/280 
[81%] 

67/140 [48%] 60/40 [150%] 21/200 [11%] 37/50 [74%]  219/ (n/a) 46/50 [92%]   

 2013 36/110[33%] 81/120[68%] 47/50[94%]  180/280 
[64%] 

34/50 [68%] 28/40 [70%] 17/200 [9%] 33/50 [66%]  125/ (n/a) 51/50 [102%] 
 

  

 2014 96/110[87%] 90/80[113%] 60/50[120%]  254/280 
[91%] 

40/50 [80%] 33/40 [83%] 
 

33/110 [30%] 54/50 [108%]  (n/a) / (n/a) 40/50 [80%]   

 
Faculty      Industrial 

electronics 
Civil 

Electronics: 
       

 2011      18/100 [18%] 42/40 [105%]        
 2012      34/80 [43%] 47/40 [118%]        
 2013      30/35 [86%] 24/40 [60%]        
 2014      34/35 [97%] 37/40 [93%]        

 

Faculty       Installation of 
electricity 

and industrial 
control: 

       

 2011       52/50 [104%]        
 2012       54/50 [108%]        
 2013       41/50 [82%]        
 2014       30/50 [60%]        
 Faculty       Mechatronics        
 2011       77/45 [171%]        
 2012       50/45 [111%]        
 2013       41/45 [91%]        
 2014       48/45 [107%]        
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N
o. 

選定基準 分析手法 

01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 

備考 
Ho Chi Minh 
VC 

Hanoi 
Industrial VC 

VC of 
Technique 
and 
Technology 

Ba Ria-Vung 
Tau VC 

Hanoi VC of 
High 
Technology 

Vinh Phuc 
VC 

Da Nang VC The Central 
VC of 
Transport No. 
2 

Ho Chi Minh 
VC of 
Technology 

VC of 
Mechanics 
and Irrigation 

HaUI Hai Phong 
Industrial VC 

Ha Nam VC 

  2 学年合計学生

数/定員 
2014 年度 
College level 
*19 

Machining 
260/240 
[108%] 
 
Electricity 
228/330 
[69%]  
 
Electronics 
119/330 
[36%] 
 

Machining 
132/260 
[51%] 
 
Industrial 
Electricity 
333/610 
[55%] 
 
Industrial 
Electronics 
134/320 
[42%] 
 

Machining 
100/150 
[67%] 
 
Electricity 
214/175 
[122%] 
 
Electronics 
134/150 
[89%] 

Machining 
422/320 
[132%] 
 
Electricity 
422/350 
[121%] 

Machining 
908/920 
[99%] 
 
Industrial 
Electricity 
778/1,020 
[76%] 
 
Industrial 
Electronics 
662/840 
[79%] 
 

Metal cutting 
365/520 
[70%] 
 
Refrigerator 
and 
air-condition 
technology 
118/110 
[107%] 
 
Industrial 
Electricity 
141/240 
[59%] 
 
Industrial 
electronics 
98/150 [65%] 
 

Industrial 
Electricity 
408/240 
[170%] 
 
Industrial 
Electronics 
90/120 [75%] 
 
Civil 
Electronics 
65/120 [54%] 
 
Installation of 
electricity 
and industrial 
control 
88/150 [59%] 
 
Mechatronics 
115/135 
[85%] 

Metal cutting 
30/205 [15%] 
 
Industrial 
Electricity 
351/445 
[79%] 
 
Welding 
Technology 
36/510 [7%] 

Machining 
170/175 
[97%] 
 
Electricity 
306/320 
[96%] 
 
Electronics 
114/150 
[76%] 

Machining 
328/150 
[219%] 
 
Electricity 
620/230 
[270%] 
 

Machining 
465 (2012) 
 
Electricity 
792 (2012) 
 
Electronics 
533 (2012) 
. 
Univ. 
8,100/7,500 
[108%] 
College. 
4,217/4,000 
[105%] 
 
Vocational 
Training 
1,195/1,000 
[120%] 
VJC 
Machinery 
245/- 
Industrial 
Electricity 
and 
Electronics 
341/- 

Machining 
98/150 [65%] 
 
Industrial 
Electricity 
797/1,350 
[59%] 
 
Industrial 
Electronics 
128/150 
[85%] 
 
 

Electricity 
256/300 
[85%] 

 

-3. 総学生数 
（定員） 
 
（2014 年度） 
 
 

          In total 
related to 
vocational 
training 
4,758/4,080 
(2014) 
(College: 
3,508/3,000, 
VJC-college: 
1,080/900, 
VJC-interme
diate: 
160/180)  

   

Whol
e 
Scho
ol *19 

Total 1,500 1,967 1,407 
(1,800) 

3,373 
(4,390) 

4,210 4,786 4,538 
(1,220) 

2,219 3,018 3,122 - 1,629 
(2,250) 

2,136 

Male - 1,699 984 3,115 3,633 - 3,398 1,609 1,916 - - 1,383 1,756 

Female - 268 423 258 577 - 1,140 610 1,102 - - 246 380 

Colle
ge 
Level 
*19 

Total 3,051 1,268 988 955 3,202 1,087 3,836 664 2,351 896 1,195 1,258 277 

Male 2,576 1,180 712 886 2,935 - 2,800 539 1,395 - - 1,018 276 

Female 475 88 276 69 267 - 1,036 125 956 

 

 

 

- - 240 1 
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N
o. 

選定基準 分析手法 

01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 

備考 
Ho Chi Minh 
VC 

Hanoi 
Industrial VC 

VC of 
Technique 
and 
Technology 

Ba Ria-Vung 
Tau VC 

Hanoi VC of 
High 
Technology 

Vinh Phuc 
VC 

Da Nang VC The Central 
VC of 
Transport No. 
2 

Ho Chi Minh 
VC of 
Technology 

VC of 
Mechanics 
and Irrigation 

HaUI Hai Phong 
Industrial VC 

Ha Nam VC 

  -4. 夜間コース

の設置 
 

Existent Non-existent Non-existent Non-existent Non-existent Non-existent Non-existent Non-existent Existent 
Since 2010 

Existent 
Since 2008 

Non-existent Non-existent Non-existent VCs 
established 
the evening 
courses as 
requested by 
industrial 
demand.  

-5. 将来計画 
 

Planed 
enrollment in 
2015 are: 
Mechanic 
110, 
Industrial 
Electricity 
110, 
Industrial 
Electronics 
150.  
 

Planed 
enrollment in 
2015 are: 
Machining  
80 
Electricity 
130 
Electronics 
120 
 
In 2016 
Machining  
90 
Electricity 
140 
Electronics 
130 
 
In 2020 
Machining  
120 
Electricity 
160 
Electronics 
150 
 

Planned 
enrollment 
from 
2014-2018: 
120-150, 
after 2018: 
20% per year 

10% increase 
per year 

Industrial 
Electricity 
250 (2015) 
300 (2016) 
400 (2017) 
 
Industrial 
Electronics 
250 (2015) 
300 (2016) 
400 (2017) 

Planned 
enrolment by 
2020: 
 
Refrigerator 
and 
air-condition 
technology 
200 
Electricity 
200 
Industrial 
Electronics 
200 

Planned 
enrolment by 
2020: 
 
Welding 
30 
Mechatronics 
50 
Automotive 
technology 
170 
Metal cutting 
50 
Industrial 
power 
185 
Industrial 
electronics 
35 
Electrical 
installation 
and industrial 
control 
35 
Consumer 
electronics 
70 

Planned 
enrollment in 
2015 are: 
Machining 
195 
Elec &Eletro 
221 
 
In 2016 
Machining 
245 
Elec &Eletro 
288 
 
In 2017 
Machining 
322 
Elec & Eletro 
315 

15% 
Increase per 
year from 
2014 to 2015 

10% increase 
per year till 
2020 

Machining 
600 in 2020 
 
Electricity 
400 in 2020 
 
Electronics 
400 in 2020 

Industrial 
Electricity 
450 by 2020 
 
Industrial 
Electricity 
150 by 2020 

Planned 
enrolment by 
2017 
 
Machining 
(new) 
75 
 
Electricity 
200 

Highlighted 
VCs' future 
plans do not 
have 
feasibilities 
due to the 
current 
insufficient 
numbers of 
students. 

-6 人口*6 
人口（千人、2013
年） 
2008 年比の人口

増加率 
 

HCMC 
7,818.2 
113% 

Hanoi 
6,936.9 
109% 
 
Dong Anh 
334 
(2014) 

Hanoi 
6,936.9 
109% 
 
Dong Anh 
334 
(2014) 

Ba Ria-Vung 
Tau 
1,052.8 
107% 

6,936.9 
109% 

1,029.4 
104% 

992.8 
114% 

1,925.2 
106% 

7,818.2 
113% 

2,768.7 
114% 

6,936.9 
109% 

1,925.2 
106% 

794.3 
101% 

Highlighted 
VCs are less 
than 105% of 
increase 

7 機材の据付に必要な施

設の状況 
 

-1. 機材設置に

必要なスペース

の確保 

              

機械加工科 O O O O O O - O O O O O -  
電気科 O O O O O O O O O O O O O  
電子科 O O O - O O O - O - O O -  
-2. 機材設置に

必要な設備能力 
（電気・上下水設

備等） 
 

Finishing 
repair work 

Finishing 
repair work 

Structure 
reinforceme
nt work 

Partial 
structure 
reinforceme
nt work 

Structure 
reinforceme
nt work 

Finishing 
repair work 

Finishing 
repair work 

Finishing 
repair work 

No repair 
work 
required 

Structure 
reinforceme
nt work 
 
Additional 
power 
distribution 
panel 

Finishing 
repair work 

Finishing 
repair work 

Finishing 
repair work 

Highlighted 
VCs needs 
large 
budget for 
the work 
relatively 
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N
o. 

選定基準 分析手法 

01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 

備考 
Ho Chi Minh 

 VC 
Hanoi 
Industrial VC 

VC of 
Technique 
and 
Technology 

Ba Ria-Vung 
Tau VC 

Hanoi VC of 
High 
Technology 

Vinh Phuc 
VC 

Da Nang VC The Central 
VC of 
Transport No. 
2 

Ho Chi Minh 
VC of 
Technology 

VC of 
Mechanics 
and Irrigation 

HaUI Hai Phong 
Industrial VC 

Ha Nam VC 

  -3. 機材設置時

の重要な課題 
    Land 

subsidence 
        Highlighted 

VCs are 
with critical 
issue 

8 対象地域周辺における

類似職業訓練科の有無 
対象地域周辺の

職業訓練校数 
（45 校リスト掲

載訓練機関、本円

借款事業対象候

補訓練機関） 
 

3 
Ho Chi Minh 
VC of 
Technology 
 
Hung Vung 
Technology 
Secondary 
School 
 
The Central 
VC of No.3 
 
According to 
VC, this is 
one of the 
factors which 
cause the 
situation that 
the # of 
enrollment is 
getting low. 

5 
HaUI 
 
VC TT 
 
HVCHT, 
 
Hanoi VC of 
Electrical 
Machinery 
 
The Central 
VC of No.1 

5 
HaUI 
 
VC TT 
 
HVCHT, 
 
Hanoi VC of 
Electrical 
Machinery 
 
The Central 
VC of No.1 
. 

1 
Ninh Dinh VC 
of 
Mechanizatio
n 

5 
HaUI 
 
Hanoi 
Industrial VC 
 
VC of 
Technique 
and 
Technology 
 
Hanoi VC of 
Electrical 
Machinery 
 
The Central 
VC of No.1 

1 
VC of 
Agricultural 
Machinery 

1 
VC of No.5 

2 
Hai Phong 
Industrial VC 
 
Hai Phong 
Tourism and 
Service VC 

3 
Ho Chi Minh 
VC 
 
Hung Vung 
Technology 
Secondary 
School 
 
The Central 
VC of No.3 
 

2 
VC No.8 
 
Llama VC 
No.2 
 
Supported 
by Dong Nai 
province, 
Long Thanh
－Nhon 
Trach 
area.for the 
VC: 
USD0.25M, 
other 
intermediat
es: 
USD0.15M 

5 
Hanoi 
Industrial VC 
 
VC of 
Technique 
and 
Technology 
 
VC of High 
Technology 
 
Hanoi VC of 
Electrical 
Machinery 
 
The Central 
VC of No.1 

2 
The Central 
VC of 
Transport 
No.2 
 
Hai Phong 
Tourism and 
Service VC 

1 
HauI 3rd 
campus 

 

- Predicted population of 
Dong Anh area 
in 2020: 600,000*12 
in 2018: 590,000 (population 
growth rate: 1.5%/year) 
- Predicted population of 
Dong Anh area from age 15 to 
19 in 2018: 59,000*13, 
 
>>>1,675 > 1,654 
It shows that the predicted 
demand at the college level in 
2018 is almost same to the 
number of predicted 
admission enrollment in 2018 
 
>>>2,573 +1,675 < 4,073 
+1,654 
It shows that the predicted 
demand at the college level 
and intermediate level in 2018 
is below the number of 
predicted admission 
enrollment in 2018. 
 
*Admission enrollment of the 
college and intermediate level 
of competitors in 2013: VCTT: 
346, HIVC: 1,604, 
Vietnam-Korea VC: 700 
 

JICA Evaluation 1 2 1 2 4 4 4 3 3 2 1 2 2  
 
 
*1: Source - Answer of questionnaire taken by JST in October 2014 
*2: Source - Checked by JICA in May 2014. 
*3: Source – JICA Survey ‘Editing number of students of school‘ 
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*4: Source Reply of Questionnaire taken by JICA in December 2013 
*5: 2014 年ベトナム一般概況、JETRO 
*6: General Statistics Office of Vietnam 
*7: 2015 年度版ベトナム日系企業年鑑、COMM BANGKOK CO., LTD. 
*8: Ha Nam PPC 
*9: JETRO ベトナム 工業団地データ集 
*10: People’s Committee 
*11: Vietnam Communist Party 
*12: Dong Anh Development Plan to 2020 
*13: 国連人口統計（1950-2050）,世界の人口ピラミッド 
*14: The 2009 Vietnam Population and housing census/ General Statistics Office of Vietnam 
*15: Average population by sex and by residence/ General Statistics Office of Vietnam 
*16: Vocational Training Report Vietnam 2012/GDVT 
*17: UNESCO 
*18: Report on the 2011 Vietnam labor force survey/ General Statistics Office of Vietnam 
*19: Source – Answer of questionnaire about the number of students taken by JST in January 2015 
出典：JICA 調査団にて作成 
 

http://www.gso.gov.vn/Modules/Doc_Download.aspx?DocID=19214
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ベトナム国 職業訓練機能強化事業に係る準備調査 

補助情報 

2014 年 12 月 5 日時点  

N
o. 

項目 分析手法 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 

備考 

Ho Chi 
Minh VC 

Hanoi 
Industrial 
VC 

VC of 
Technique 
and 
Technology 

Ba 
Ria-Vung 
Tau VC 

Hanoi VC 
of High 
Technology 

Vinh Phuc 
VC 

Da Nang 
VC 

The 
Central VC 
of 
Transport 
No. 2 

Ho Chi 
Minh VC of 
Technology 

VC of 
Mechanics 
and 
Irrigation 

HaUI Hai Phong 
Industrial 
VC 

Ha Nam 
VC 

A 次期技術協力プロジェ

クトとの関連性（基幹

校等） 

 Model& GR GR Model GR       Model 
 

   

B 他ドナーによる支援  USA *1 Korea*1 None None Korea*1 German, 
Korea*1 

ADB 
(May 2011- 
Dec. 2017) *1 
   
Korea 
France 

ADB 
(May 2011- 
Dec. 2017)*1 
 

German, 
USA*1 

German 
(2014-) 

EUR6.5M + 
Additional 

EUR2-3M is 
planned 

Korea*1 
(2007 -) 

AFD 
Finland 

ADB 
*1 

SFD 
Saudi Fund 

for 
Development 
USD18.2M 

(Saudi Arabia 
50%, 

Vietnam 
50%) 

 
New building 
construction 

project, 
including 

classrooms, 
workshops 

and 
dormitory, 

Construction 
2011-2018. 

 

C 対象機関による職業支

援状況 
 

-1. 就職支援部/
課/センターの設

置 
 

"Admission 
and Jobs 
Support 
Center" 

Training & 
Student Affair 
Department 

Enterprise 
cooperation 
Department 

"Job 
employment 
Assistant 
Group"/ 
Department 
of 
International 
cooperation 
and Business 
relationship 

Enterprise 
Partnership 
Department, 
Student 
Management 
Office 

Center of 
technology 
application 
and labor 
export 

Training 
Division 

Center of 
Admission 
and Job 
Introduction 

1. " Testing 
and Training 
Quality 
Insurance 
Division" and 
2. " Practice 
and Service 
Department." 

"Department 
of Student 
Affair" and 
 
"Job 
Consultation 
Center" 

" Center for 
enterprise 
partnership 
and 
vocational 
skill 
Assessment" 

Student affair 
division 

Student Affair 
and Job 
Consultation 
Department,  
Ha Nam job 
instruction 
center, 
Center of job 
recommenda
tion 
(DORISA) 

 

-2. 上記就職支

援部/課/センタ

ーの職員数 

6 6 for Job 
placement 

6 More than 2     5 1. 4  
2. 6  
10 in total 

5 each  7  9  

-3 就職情報の開

示方法 
 

- Web site 
- Job fair 
(2/year) 

- Web site 
Job fair 

- Web site 
- Job fair 
(1/year) 
- by teachers 

- Job fair 
(1/year in 
Aug.) 
- by teachers 

-Job fair 
(1/year) 

-Web site 
-Job fair 
(1/year) 

-Web site 
-Job fair 
(several 
times) 

-Job fair - electric 
bulletin board 
- Web site 
- Job fair 
(career day) 

- Web site 
- Job fair 

- Web site 
- Job fair 
(2/year) 
- bulletin 
board 
- e-mail 

-Job fair with 
Hai Phong 
City 

-Job fair 
(Mechanic: 
4/year. 
Electricity: 
every month 
by DORISA) 

 

青字箇所が第 2 次現地調査における更新分。 
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N
o. 

項目 分析手法 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 

備考 
Ho Chi Minh 
VC 

Hanoi 
Industrial VC 

VC of 
Technique 
and 
Technology 

Ba Ria-Vung 
Tau VC 

Hanoi VC of 
High 
Technology 

Vinh Phuc 
VC 

Da Nang VC The Central 
VC of 
Transport No. 
2 

Ho Chi Minh 
VC of 
Technology 

VC of 
Mechanics 
and Irrigation 

HaUI Hai Phong 
Industrial VC 

Ha Nam VC 

  -4. 提携企業数 
 

77 
Including 7 
Japanese 
enterprises 
 
15 
with 
Education 
Cooperation 
and Labour 
Supply M/U 

11 200 
About 
30-40% of it 
is Japanese 
enterprise. 

 Internship 
22 (4 
Japanese 
enterprise) 
 
Alliance 
Partner 
300 (36 
Japanese 
enterprise) 

34 including 
10 Japanese 
enterprises 

 15-20 (3 
Japanese 
enterprise) 

50-60 30 
(labor 
recruitment 
agreement) 

100 
(including 56 
Japanese 
enterprises) 

 50 (11 
Japanese 
enterprise) 

 

-5. 就職率 
2013 年 
 

Machining: 
100% 
Electricity: 
90% 
Electronics 
80% 
 
80-90% of 
students take 
jobs within 
3months 
after 
graduation. 

Machining 
100% 
Electricity  
90% 
Electronics 
80% 

Machining 
100% 
Electricity 
100% 
Electronics 
100% 

 Machining 
100% 
Electricity 
85.7% 
Electronics 
81.5% 

Machining 
100% 
Electricity 
98% 
Electronics 
100% 

Mechanical 
65% 
 
Industrial 
Electricity, 
Industrial 
Electronics, 
Electrical 
installation 
and industrial 
control 
electronics 
70% 

Machining 
100% 
 
Industry 
Electricity 
60% 

Almost 100% Almost 100% 
(within 3 
months after 
graduation) 
 
Since 2002, 
jobless 
students after 
2 months 
from their 
graduation 
are listed and 
strongly 
supported by 
VC to be 
employed.  

Machining 
100%(2012) 
100%(2013) 
100%(2014) 
 
Electricity 
 
Electronics 
81%(2012) 
78%(2013) 
88%(2014) 

Machining 
100% 
 
Industrial 
Electricity 
80% 
 
Industrial 
Electronics 
80% 

Mechanic: 
100% 
 
Electricity: 
89% 

 

D 実施能力 
 

独立法人化率 40% 30% 0% 0% 30% 0% 30% 12-15% 20% 80% 90%  12%  

E 転貸 負担可能率、意向

等 
Depending 

on PPC 
Depending 

on PPC 
Income 

USD80,000 
/year 

10-20% 10-20% Income 
USD50,000 

/year 

~20% Income 
USD50,000 

/year 

Income 
USD50,000 

/year 

20% Support from 
MARD 

10% 10-20% 10%  

The VC is 
aware of the 
value of 
Japan's 
support and 
what 
reputations 
they can gain. 
That's why, the 
VC requests to 
be involved the 
project, though 
the contribution 
rate depends 
on the 
condition. 

       The VC gains 
enterprise 
profit more 
than expressed 
amount. 

It was 
discussed 
between the 
VC and MARD 
on Nov. 8, 
2014. 

The VC 
assumed that 
USD 10 million 
is the loan 
amount.  On 
the other hand, 
USD 2 million 
is the annual 
budget for 
equipment 
procurement. 
That's why, the 
Vc also 
assumed that 
5-10% of this  
budget could 
be spent for 
disbursement 
of the loan 

   

*1: Source - Answer of questionnaire taken by JST in October 2014 
*2: Source - Checked by JICA in May 2014. 
*3: Source – JICA Survey ‘Editing number of students of school‘ 
*4: Source Reply of Questionnaire taken by JICA in December 2013 
*5: 2014 年ベトナム一般概況、JETRO 
*6: General Statistics Office of Vietnam 
*7: 2015 年度版ベトナム日系企業年鑑、COMM BANGKOK CO., LTD. 
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添付資料-10 調査対象地域における人口動態 

ベトナム人口構成 

2009 年の人口ピラミッドを見ると、15-19 歳が最大人口グループとなっており、これよ

り年下のグループは減少傾向にあることがわかる。2020 年に職業訓練機関へ進学するグ

ループである、5-9 歳のグループは男性 3.46 百万人、女性 3.25 百万人である。2020 年に

18 歳になる人口（2009 年時点 7 歳）は男性 654,894 人、女性 615,585 人となる。 

2012 年の職業訓練短期大学への入学者数は 84,151 人
1
、同年の 18 歳人口（2009 年時点

15 歳）は 1,717,996 人である。職業訓練短期大学への入学者が 18 歳のみと想定すると、

対象グループの 4.9％が職業訓練短期大学へ入学したと推測できる。 

 
出典：2009 Vietnam Population and Housing Census 

図 A10-1 2009 年人口ピラミッド 

 

各地域における 2020 年の予測人口及び職業訓練短期大学推定入学者数 

調査対象機関が位置する各地域における 2020 年の職業訓練短期大学推定入学者人口を以

下に示す。入学者数は 18 歳人口の 4.9％が入学するという条件で推定されている。ハノ

イ市及びホーチミン市が約 4,500 人の入学者数であるのに対し、ハナム省及びダナン市

では 600 人の入学者数と推定されている。 

 
出典：調査団により作成 

図 A10-2 職業訓練短期大学推定入学者数（2020 年） 

                                                                 
 

1
 Vocational Training Report - Vietnam 2012, MOLISA GDVT 
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ハノイ市 

ハノイ市の人口増加率は 1.5％前後で推移しており、この傾向が継続するのであれば

2020 年の人口は 7.7 百万人に達する見込みである。2020 年の 18 歳人口については、

2009 年の年齢別人口統計から推測される 7 歳人口がそのまま移行するとの条件で、

89,000 人であると予測する。その内、18 歳男性人口が 46,000 人、18 歳女性人口が

43,000 人となる。2020 年の職業訓練短期大学への推定入学者数は、18 歳人口の 4.9％
2
が

入学するという条件で、4,400 人となる。 

 
出典：Statistics Yearbook of Vietnam 2013、2009 Vietnam Population and Housing Census より調査団が作成 

図 A10-3 2020 年予測人口（ハノイ市） 

 
＜ドンアン地区＞ 

ハノイ人民委員会による「ドンアン社会経済開発計画 2020 年－2030 年構想」承認

（2013 年 8 月 1 日付け「124/QD-UBND」）にて提示される 2020 年の当該地区の人口は、

457,800 人と推定されている。2012 年の都市部人口に対する 15～19 才の人口比率、及び

2016 年から 2020 年の人口増加率（1.15％）より、2018 年の当該地域における 15-19 才の

人口は 44,700 人と推定できる。一方、2012 年の全国における職業訓練機関（短期大学レ

ベル、中等レベル 3）入学生数より、2018 年の都市部 15-19 才の人口に対し、2012 年と

同程度人数が職業訓練機関（短期大学レベル、中等レベル）に入学すると仮定すると、

短期大学レベルでは 1,269 人、中等レベルでは 1,949 人の入学需要があると推定される。 

これに対し、2018 年時点で当該地域にて競合すると想定される職業訓練機関は 3 校

（VCTT、HIVC、Vietnam-Korea VC）存在する。これら 3 校の 2013 年の定員と入学生

数 4（短期大学レベル、中等レベル）が 2018 年にも変更ないと仮定すると
5
、2018 年に

は短期大学レベルで 1,027 人、中等レベルで 2,650 人の入学者が確保できると、2013 年

                                                                 
 

2
 上述の通り 2012 年の職業訓練短期大学への入学者および 2012 年の 18 歳人口より算出。以下、他省

市についても同様。 
3
 短期大学レベルおよび中等レベル（2 年生コース）は、共に後期中等教育卒業者（グレード 12）が

入学できるコースのため、潜在的入学者が重複すること、また、当該地域にて競合が予定される 3 校の

うち 1 校（Vietnam-Korean Vocational College）は、中等レベルのみの職業訓練機関であることより、こ

こでは、短期大学レベルおよび中等レベルの入学生数を分析対象とする。 
4
 入学生枠は実質の入学生数に対し拡張されるか否か未定、本件では現時点経営上の問題を来してい

ない数値として実質入学生数を基に将来供給値を予測。 
5
 Vietnam-Korea VC は 2015 年開校予定につき、開校時の定員を採用する。 
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と同等以上の在籍率
6
が達成できる。 

上記より、2018 年の需要は、短期大学レベルでは供給の約 123％
7
の需要が見込めるもの

の、短期大学レベルと中等レベルの合計では供給の約 87％、中等レベルだけでは供給の

約 74％しか確保出来ないと想定される。よって、2018 年以降、ドンアン地域における短

期大学レベルの職業訓練機関においては、ドンアン地域における開発に伴う人口の社会

増が想定どおりに実現され、かつ、短期大学レベルの職業訓練機関が中等レベル訓練機

関と入学候補者において競合することなく棲み分けされる等、一定の条件下で辛うじて

学生が確保できると推察できる。 

 

ビンフック省 

ビンフック省の人口は平均 1％以下の増加率で推移しており、この傾向が継続するので

あれば 2020 年には 1.1 百万人に達する見込みである。2020 年の 18 歳人口については、

2009 年の年齢別人口統計から推測される 7 歳人口がそのまま移行するとの条件で、

15,000 人であると予測する。その内、18 歳男性人口が 8,000 人、18 歳女性人口が 7,000
人となる。2020 年の職業訓練短期大学への入学者数は 700 人と推定される。 

 
出典：Statistics Yearbook of Vietnam 2013、2009 Vietnam Population and Housing Census より調査団が作成 

図 A10-4 2020 年予測人口（ビンフック省） 
 

ハイフォン市 

ハイフォン市の人口は 1％前後の増加率で推移しており、この傾向が継続するのであれ

ば 2020 年には 2.1 百万人に達する見込みである。2020 年の 18 歳人口については、2009
年の年齢別人口統計から推測される 7 歳人口がそのまま移行するとの条件で、23,000 人

であると予測する。その内、18 歳男性人口が 12,000 人、18 歳女性人口が 11,000 人とな

る。2020 年の職業訓練短期大学への入学者数は 1,100 人と推定される。 

                                                                 
 

6
 Vietnam-Korea VC は 2015 年開校予定につき、開校時の定員に対する 100％の在籍と仮定する。 

7
 2013 年の定員に対し、2018 年において約 23％までは定員を増加しても、2013 年と同程度の在籍者数

が確保できる見通しである。 

2  

8 
9 

15 

1,078 

0

500

1,000

0

5

10

15

20

To
ta

l P
op

. (
1,

00
0)

 

7Y
O

 P
op

.  
in

 2
00

9 
(1

,0
00

) 
18

YO
 P

op
. i

n 
20

20
 (1

,0
00

) 

Female Rural

Female Urban

Male Rural

Male Urban

Total



ベトナム国職業訓練機能強化事業に係る準備調査 添付資料-10 調査対象地域における人口動態 
 

A10-4 
 

 
出典：Statistics Yearbook of Vietnam 2013、2009 Vietnam Population and Housing Census より調査団が作成 

図 A10-5 2020 年予測人口（ハイフォン市） 

 

ハナム省 

ハナム省の人口は 2008－2009 年では減少しているが、それ以降増加率はプラスに転じて

2013 年では 0.62％となっている。この傾向が継続するのであれば人口は 2020 年には 0.8
百万人となる見込みである。2020 年の 18 歳人口については、2009 年の年齢別人口統計

から推測される 7 歳人口がそのまま移行するとの条件で、12,000 人であると予測する。

その内、18 歳男性人口が 6,000 人、18 歳女性人口が 6,000 人となる。2020 年の職業訓練

短期大学への入学者数は 600 人と推定される。 

 

 
出典：Statistics Yearbook of Vietnam 2013、2009 Vietnam Population and Housing Census より調査団が作成 

図 A10-6 2020 年予測人口（ハナム省） 

 

ダナン市 

ダナン市の人口増加率は 2.5％前後で推移しており、この傾向が継続するのであれば人口

は 2020 年には 1.2 百万人となる見込みである。2020 年の 18 歳人口については、2009 年

の年齢別人口統計から推測される 7 歳人口がそのまま移行するとの条件で、12,000 人で

あると予測する。その内、18 歳男性人口が 6,000 人、18 歳女性人口が 6,000 人となる。

2020 年の職業訓練短期大学への入学者数は 600 人と推定される。 
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出典：Statistics Yearbook of Vietnam 2013、2009 Vietnam Population and Housing Census より調査団が作成 

図 A10-7 2020 年予測人口（ダナン市） 

 

ドンナイ省 

ドンナイ省の人口増加率は 2.5％前後で推移しており、この傾向が継続するのであれば人

口は 2020 年には 3.2 百万人となる見込みである。2020 年の 18 歳人口については、2009
年の年齢別人口統計から推測される 7 歳人口がそのまま移行するとの条件で、39,000 人

であると予測する。その内、18 歳男性人口が 20,000 人、18 歳女性人口が 19,000 人とな

る。2020 年の職業訓練短期大学への入学者数は 1,900 人と推定される。 

 
出典：Statistics Yearbook of Vietnam 2013、2009 Vietnam Population and Housing Census より調査団が作成 

図 A10-8 2020 年予測人口（ドンナイ省） 

 

バリアブンタウ省 

バリアブンタウ省の人口増加率は 1.3％前後で推移しており、この傾向が継続するのであ

れば人口は 2020 年には 1.1 百万人となる見込みである。2020 年の 18 歳人口については、

2009 年の年齢別人口統計から推測される 7 歳人口がそのまま移行するとの条件で、

17,000 人であると予測する。その内、18 歳男性人口が 9,000 人、18 歳女性人口が 8,000
人となる。2020 年の職業訓練短期大学への入学者数は 800 人と推定される。 
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出典：Statistics Yearbook of Vietnam 2013、2009 Vietnam Population and Housing Census より調査団が作成 

図 A10-9 2020 年予測人口（バリアブンタウ省） 

 

ホーチミン市 

ホーチミン市の人口増加率は 2.5％前後で推移しており、この傾向が継続するのであれば

人口は 2020 年には 9.0 百万人となる見込みである。2020 年の 18 歳人口については、

2009 年の年齢別人口統計から推測される 7 歳人口がそのまま移行するとの条件で、

92,000 人であると予測する。その内、18 歳男性人口が 48,000 人、18 歳都市部男性人口

が 44,000 人となる。2020 年の職業訓練短期大学への入学者数は 4,500 人と推定される。 

 
出典 Statistics Yearbook of Vietnam 2013、2009 Vietnam Population and Housing Census より調査団が作成 

図 A10-10 2020 年予測人口（ホーチミン市） 
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添付資料-11 クライテリアの充足状況及び選定に有効と想定される情報の分析結果 
 

01 HCMVC  

＜クライテリアの充足状況＞ 

1. ベトナム国側の日本への支援要望及び 45校リストとの整合性 

本 VCは、45校リストに含まれている。 

2. 日本が得意とする職業訓練分野（機械加工、電気、電子）との整合性 

本 VCには、3分野共設置されている。 

3. 対象機関周辺地域における日系企業の進出状況 

2014年時点、ホーチミン市には 700超の日系企業が登録されている
1
。また、本円借款事

業支援対象となる 3 分野（機械加工、電気、電子）を含む製造加工業（上述 3 分野に加
え、樹脂、鉄鋼分野を含む）においても、160 社あまりの日系企業（計約 69,000 人規模
の従業員が所属すると想定）の登録が確認されており

2
、雇用の機会として、十分な可能

性が見出せると考えられる。また、2014 年（11 月 20 日時点）の日系企業による海外投
資は USD218 百万（26 件）と対象地域最大であるが、その内、製造業への投資は

USD8.3百万（8 件）のみと非常に限定されている。
3
 

4. 対象機関周辺地域における経済成長状況 

近年において進出日系企業数（2012 年以降の進出日系企業数：85 社
4
）、新規外国直接

投資額や総産業生産高が顕著に伸びていることより（前年度比 2013 年度新規外国直接投
資額増加率：58.6％

5
、前年度比 2013 年度総産業生産高：117.4％

6
、（ベトナム全国平均

121.4％））、対象機関の所在するホーチミン市における産業・経済は堅調に発展してい
ると言える。 

5. 指導員の充足状況 

支援対象 3 分野のうち、機械加工分野においては全指導員 14 名中 12 名が、電気分野に
おいては 17 名中 14 名、電子分野においては全指導員 11 名全員が、4 年制大学学士号以
上を保有している

7
。また、4 年制大学学士号を保有していない指導員は、短期大学レベ

ルの職業訓練においては、指導補助員として従事している。 

支援対象 3 分野において、合計 42 名の指導員（短期大学レベルにおける指導補助員を含
む）が配置されているものの、各指導員は、本 VC の様々なレベルの職業訓練を担当し

ており、一概に数の充足を測ることは難しい。機械科においては、指導員 1 名が 49 名の
学生を受け持つこともあることより、十分な数の指導員が配置されているとは言い難い。 

6. 学生の確保状況（クラス運営を含む） 

                                                                 
 

1
 出典：ホーチミン日本商工会提供情報 

2
 出典：「2015 年度版ベトナム日系企業年鑑」、および「工業団地データ集」（JETRO ベトナム発行） 

3
 JETRO ハノイ事務所でのヒアリングによる。以降、他省市のデータも同様。 

4
 出典：「2015年度版ベトナム日系企業年鑑」 

5
 出典：「2014年ベトナム一般概況」（JETRO 発行） 

6
 出典：General Statistics Office of Vietnam提供情報 

7
 GDVT により、短期大学レベルの職業訓練指導員は、4 年制大学学士号以上の保有が規定されている。 
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定員割れしている学科、学年が散見される。特に、支援対象分野においては、電子分野

における入学生数、在籍数共に定員の約 3 割と大きく定員割れしている。これは同市内
の HVCT と競合していることが原因であると VC 側は認識している（参照：表 3-3）。
このような状況下、学生数の将来計画においては、1 年先の目標数が提示されるのみで、

定員割れに対するより具体的な対策が必要であると考えられる。一方、クラス運営にお

いては、2013 年の機械科にて、1 クラスの学生数が適正規模より 10％以上多く 49 人と
設定されていたものの、その他においては、概ね、1 クラスあたりの学生数が 20－40 名
と、適切な規模で訓練が実施されていると言える（参照：添付資料-6）。したがって、
機材についても 1訓練実習単位（18人）の機材が必要である。 

7. 機材の据付に必要な施設の状況 

機材の据付場所として VC 側より要望されている第 2 キャンパスの新設棟については、
予定通り、既存建物を取り壊し、2016 年前半に着工、2018 年までに竣工されれば、本円
借款事業における機材の据付にて、問題はない。一方、現在、第 2 キャンパスには、自

動車科及び食品加工科の倉庫しかなく、機材を「保管」することはできても、訓練に適

切な環境に「据え付け」することは出来ない。 

8. 対象機関周辺における類似職業訓練機関の有無 

本 VC と同じく本調査対象校である HVCT を含み、ホーチミン市内に 3 校の類似職業訓
練機関が確認されている

8
。 

＜その他の情報＞ 

9. 対象機関周辺地域における人口動態 

近年、ホーチミン市の人口増加率は約 2.5％で推移し、2020 年には 18 歳人口は、92,000
人（内、男性全体：48,000 人、都市部男性：39,000 人）に達すると予測できる（参照：
2.2 (4)）。学齢期人口が自然増にて堅調に増加することが見込めることより、人口動態
の観点より、対象機関周辺地域（ホーチミン市）における学生確保においては大きな問

題は見受けられない。 

10. カリキュラムの整備状況 

カリキュラムのうち、70％は MOLISA にて規定され、概ね 3 年に 1 度改訂されている。
MOLISA 規定外の 30％においては、各 VC にて設定されているものの、訓練内容・改訂

頻度等において、調査対象 13 校間にて、大きな違いは見受けられない。なお、本対象円
借款事業における計画機材とカリキュラムの関連性については、4. 機材計画に示す。 

11. 5S活動状況 

2013 年より活動を開始している。十分な成果の発現が確認できた箇所もあれば、安全確
保や学生への浸透等、課題も見受けられる。 

12. 機材の維持管理状況 

維持管理業務専任部署（職員数 10 人）が設置され、部署内にメンテナンス専任者が配置
されている。一方、指導員による機材のメンテナンスは実施されていない。メンテナン

スマニュアルの整備は一部の機材では行われ、日常点検と定期点検はともに実施されて

いるが、記録の作成と記録の保管は行われていない。年間維持管理計画は機材ごとの計

画のみ作成されている。記録の作成と保管等、改善が望まれる。 

13. 財務状況 

                                                                 
 

8
 HVCT、Hung Vung Technology Secondary School、The Central Vocational College of No. 3 
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 2012 年の学納金収入は 55％増加、2013 年も若干減少したものの高い水準を維持してい
る。また、機械装置等取得価格累計は直近 3年間において、VND 44,671百万 VND57,474
百万、VND71,884 百万と年平均 27％増加している。耐用年数経過度が 48.12％と高いこ
とから老朽機も多いと思われるが、訓練校としては充実した設備を備えていると言える。

2013年の経常利益は VND3,182百万を計上している。 

14.他ドナーからの支援状況 

プログラミングコースにて、アメリカ合衆国より技術協力の支援を受けた実績があるも

のの、本支援対象分野においては、支援を受けた実績はない。 

15.その他 

当初、本 VC は次期技術協力プロジェクトにおいて、HaUI から技術展開を受ける南部中
核校として計画されていたが、2015 年 1 月、本 VC の管轄機関であるホーチミン市人民

委員会の財政上の問題により、当プログラムへの参加を辞退した。 

 

 

02 HIVC 

＜クライテリアの充足状況＞ 

1. ベトナム国側の日本への支援要望及び 45校リストとの整合性 

本 VCは、45校リストに含まれている。 

2. 日本が得意とする職業訓練分野（機械加工、電気、電子）との整合性 

本 VCには、3分野共設置されている。 

3. 対象機関周辺地域における日系企業の進出状況 

2014年時点にて、ハノイ市には 570超の日系企業が登録されている
9
。また、本円借款事

業支援対象となる 3 分野（機械加工、電気、電子）を含む製造加工業（上述 3 分野に加
え、樹脂、鉄鋼分野を含む）においても、185 社あまりの日系企業（計約 105,000 人規模
の従業員が所属すると想定）の登録が確認されており

10
、雇用の機会として、十分な可

能性が見出せると考えられる。 

また、本 VC が移転を検討しているドンアン地区内には 80 社の日系企業が進出しており、
その内機械及び電気・電子関連企業は 60 社ある。また近隣のノイバイ工業団地には同業
種の日系企業が 12 社、クェンミン工業団地には 7 社が存在し、全体で同業種の日系企業
では 45,000人の雇用が創出されていると推定される。 

4. 対象機関周辺地域における経済成長状況 

近年において進出日系企業数は増加しているが（2012 年以降の進出日系企業数：26 社
11
）、新規外国直接投資額は 2012 年に前年比プラス 79.4％の増加率を記録した一方、

2013 年には前年比マイナス 42.5％と減少するなど安定していない。総産業生産高は顕著
に伸びていることより、国内企業による堅実な経済成長であることが伺える（前年度比

                                                                 
 

9
 出典：ホーチミン日本商工会提供情報 

10
 出典：「2015 年度版ベトナム日系企業年鑑」、および「工業団地データ集」（JETRO ベトナム発行） 

11
 出典：「2015年度版ベトナム日系企業年鑑」 
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2013 年度総産業生産高：113.3％
12
、（ベトナム全国平均 121.4％））。また、ハノイ市

への海外直接投資金額は 2009 年に落ち込んで以降、USD 1,000 百万程度で推移している
ものの、確実に獲得していることが伺える。投資件数は 2013年で 359 件である。 

以上より、対象機関の所在するハノイ市における産業・経済は発展傾向にあり、海外か

ら安定して投資を受けられればより大きな経済成長が見込まれると言える。 

5. 指導員の充足状況 

支援対象 3 分野のうち、機械加工分野の全指導員 11 名全員が、電気分野の全指導員 22
名全員が、電子分野の全指導員 11名全員が、4年制大学学士号以上を保有している

13
。 

支援対象 3 分野において、合計 44 名の指導員（短期大学レベルにおける指導補助員を含
む）が配置されているものの、各指導員は、本 VC の様々なレベルの職業訓練を担当し

ており、一概に数の充足を測ることは難しい。産業電気科、産業電子科においては、指

導員 1 名が 45 名以上の学生を受け持つこともあることより、十分な数の指導員が配置さ
れているとは言い難い。 

6. 学生の確保状況（クラス運営を含む） 

現在、特に機械加工科、産業電子科においては、年により学生の在籍率が定員の 8 割以
下に留まる等、学生の獲得において課題が見受けられる。近い将来、ドンアン地区への

移転が実現されると、さらに学生確保が激化することが予想される（参照：表 3-3、
2.2(2)）。また、1 クラスあたり 45 名を越える規模で訓練が実施されていることが散見
され、適切な規模での訓練の実施が難しい場合があることが伺える（参照：添付資料-
6）。 

7. 機材の据付に必要な施設の状況 

本 VC はキャンパスを移転し、本円借款事業で調達される機材は新設キャンパスへ設置

することが計画されていたが、本円借款事業の実施期間中、キャンパスの移転計画をし

ないことが決定した。 

8. 対象機関周辺における類似職業訓練機関の有無 

本 VC と同じく本調査対象校である HaUI、VCTT、HVCHT を含み、ハノイ市内に 5 校
の類似職業訓練機関が確認されている

14
。 

＜その他の情報＞ 

9. 対象機関周辺地域における人口動態 

近年、ハノイ市の人口増加率は約 1.5％で推移し、2020 年には 18 歳人口は、89,000 人
（内、男性全体：46,000 人、都市部男性：17,000 人）に達すると予測できる（参照：2.2 
(4)）。学齢期人口が自然増にて堅調に増加することが見込めることより、人口動態の観
点より、対象機関周辺地域（ハノイ市）における学生確保においては大きな問題は見受

けられない。 

一方、本 VC が移転を検討しているハノイ市郊外ドンアン地区では、2018 年以降、当該
地域における短期大学レベルの職業訓練機関においては、当該地域における開発に伴う

人口の社会増が想定どおりに実現され、かつ、短期大学レベルの職業訓練機関が中等レ

                                                                 
 

12
 出典：General Statistics Office of Vietnam提供情報 

13
 GDVT により、短期大学レベルの職業訓練指導員は、4 年制大学学士号以上の保有が規定されている。 

14
 HaUI, VC TT, HVCHT, Hanoi VC of Electrical Machinery, The Central VC of No.1 
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ベル訓練機関と入学候補者において競合することなく棲み分けされる等、一定の条件下

で辛うじて学生が確保できると推察できる。 

10. カリキュラムの整備状況 

カリキュラムのうち、70％は MOLISA にて規定され、概ね 3 年に 1 度改訂されている。
MOLISA 規定外の 30％においては、各 VC にて設定されているものの、訓練内容・改訂

頻度等において、調査対象 13 校間にて、大きな違いは見受けられない。なお、本対象円
借款事業における計画機材とカリキュラムの関連性については、4. 機材計画に示す。 

11. 5S活動状況 

2013 年に 5S 活動が試行されたものの、本格的な実施には至っておらず、指導員におい

ても、5Sに関し、十分な概念や知識の習得、活動の普及には及んでいない。 

12. 機材の維持管理状況 

維持管理業務専任部署（職員数 7 人）が設置され、部署内にメンテナンス専任者が配置
されている。一方、指導員による機材のメンテナンスは実施されていない。メンテナン

スマニュアルは整備されており日常点検と定期点検はともに実施されているが、記録の

作成と記録の保管は行われていない。年間維持管理計画は機材ごとの計画のみ作成され

ている。今後、維持管理体制の見直しを図り、内部での維持管理体制を強化することが

望ましいと考える。 

13. 財務状況 

学納金は 3 年間で 4.35％減少しているが、収益事業収入が増加したため自己収入は
0.47％と若干増加している。経常収入のうち自己収入は 28％のみであり、収益面は厳し
い。創立が 1974 年と歴史のある学校であり、資産規模については有形固定資産（取得額
ベース）が VND154,117 百万と大きく、かつ増加しているものの、機械装置等は

VND1,471 百万と極めて少ない。増加分も財務科目における「その他の固定資産」であ

り、訓練に即効性のあるものでは無い。2013 年の経常利益は VND1,756 百万を計上して
いる。 

14.他ドナーからの支援状況 

韓国により 1994-1998 年に 40 台の CAD／CAM システムの導入、自動車科と冷凍空調科

の機材・実習室の改修及び指導員研修が実施されたこと（支援額は、機材調達及び施設

建設に USD1.0 百万、指導員研修に USD1.5 百万）、また、ロシアにより無償資金協力事
業にて、1996-1999 年に機械機材調達が実施されたこと（支援額は USD5百万）が確認さ
れているが、近年においては他ドナーからの支援は見受けられない。 

15.その他 

ハノイ市内市街地に位置し、交通の便が良く、支援対象分野においては、周辺 11 企業

（日系企業を含む）とインターンシップの受け入れ等において連携を図っている。 

 

03 VCTT 

＜クライテリアの充足状況＞ 

1. ベトナム国側の日本への支援要望及び 45校リストとの整合性 

本 VCは、45校リストに含まれている。 

2. 日本が得意とする職業訓練分野（機械加工、電気、電子）との整合性 

本 VCには、3分野共設置されている。 
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3. 対象機関周辺地域における日系企業の進出状況 

2014 年時点にて、ハノイ市には 570 超の日系企業が登録されている
15
。また、本円借款

事業支援対象となる 3 分野（機械加工、電気、電子）を含む製造加工業（上述 3 分野に
加え、樹脂、鉄鋼分野を含む）においても、185 社あまりの日系企業（計約 105,000 人規
模の従業員が所属すると想定）の登録が確認されており

16
、雇用の機会として、十分な

可能性が見出せると考えられる。 

また、本 VC が位置するドンアン地区内には 80 社の日系企業が進出しており、その内機
械及び電気・電子関連企業は 60 社ある。また近隣のノイバイ工業団地には同業種の日系
企業が 12 社、クェンミン工業団地には 7 社が存在し、全体で同業種の日系企業では

45,000人の雇用が創出されていると推定される。 

4. 対象機関周辺地域における経済成長状況 

近年において進出日系企業数は増加しているが（2012 年以降の進出日系企業数：26 社
17
）、新規外国直接投資額は 2012 年に前年比プラス 79.4％の増加率を記録した一方、

2013 年には前年比マイナス 42.5％と減少するなど安定していない。総産業生産高は顕著
に伸びていることより、国内企業による堅実な経済成長であることが伺える（前年度比

2013 年度総産業生産高：113.3％
18
、（ベトナム全国平均 121.4％））。また、ハノイ市

への海外直接投資金額は 2009 年に落ち込んで以降、USD 1,000 百万程度で推移している
ものの、確実に獲得していることが伺える。投資件数は 2013年で 359 件である。 

以上より、対象機関の所在するハノイ市における産業・経済は発展傾向にあり、海外か

ら安定して投資を受けられればより大きな経済成長が見込まれると言える。 

5. 指導員の充足状況 

支援対象 3 分野のうち、機械加工分野においては全指導員 11 名全員が、電気分野におい
ては全指導員 12 名全員が、電子分野においては全指導員 11 名全員が、4 年制大学学士
号以上を保有している

19
。 

支援対象 3 分野において、合計 34 名の指導員（短期大学レベルにおける指導補助員を含
む）が配置されているものの、各指導員は、本 VC の様々なレベルの職業訓練を担当し

ており、一概に数の充足を測ることは難しい。1 名の指導員が受け持つ学生数は概ね 20-
40名であることより、適切な数の指導員が配置されていると考えられる。 

6. 学生の確保状況（クラス運営を含む） 

特に機械加工科においては、年により学生の在籍率が定員の 5 割以下、電子科において
は 8 割以下に留まっていることがある。さらに、近い将来、HIVC が近隣に移転してく

ると学生確保がさらに激化することが予想される（参照：表 3-3、2.2(2)）。一方、直近
3 年間を通じ、全支援対象分野にて、1 クラスあたりの学生数が 20－40 名と、適切な規
模で訓練が実施されていると言える（参照：添付資料-6）。 

7. 機材の据付に必要な施設の状況 

機材の据付において十分なスペースは確保出来るものの、1 階の床スラブの強度は不足

                                                                 
 

15
 出典：ホーチミン日本商工会提供情報 

16
 出典：「2015 年度版ベトナム日系企業年鑑」、および「工業団地データ集」（JETRO ベトナム発行） 

17
 出典：「2015年度版ベトナム日系企業年鑑」 

18
 出典：General Statistics Office of Vietnam提供情報 

19
 GDVT により、短期大学レベルの職業訓練指導員は、4 年制大学学士号以上の保有が規定されている。 
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しており、大型機材の据付には床の強度補強工事が必要である。 

8. 対象機関周辺における類似職業訓練機関の有無 

本 VC と同じく本調査対象校である HaUI、HIVC、HVCHT を含み、ハノイ市内に 5 校の
類似職業訓練機関が確認されている

20
。 

 

＜その他の情報＞ 

9. 対象機関周辺地域における人口動態 

近年、ハノイ市の人口増加率は約 1.5％で推移し、2020 年には 18 歳人口は、89,000 人
（内、男性全体：46,000 人、都市部男性：17,000 人）に達すると予測できる（参照：2.2 
(4)）。学齢期人口が自然増にて堅調に増加することが見込めることより、人口動態の観
点より、対象機関周辺地域（ハノイ市）における学生確保においては大きな問題は見受

けられない。 

一方、本 VC が位置するハノイ市郊外ドンアン地区では、2018 年以降、当該地域におけ
る短期大学レベルの職業訓練機関においては、当該地域における開発に伴う人口の社会

増が想定どおりに実現され、かつ、短期大学レベルの職業訓練機関が中等レベル訓練機

関と入学候補者において競合することなく棲み分けされる等、一定の条件下で辛うじて

学生が確保できると推察できる。 

10. カリキュラムの整備状況 

カリキュラムのうち、70％は MOLISA にて規定され、概ね 3 年に 1 度改訂されている。
MOLISA 規定外の 30％においては、各 VC にて設定されているものの、訓練内容・改訂

頻度等において、調査対象 13 校間にて、大きな違いは見受けられない。なお、本対象円
借款事業における計画機材とカリキュラムの関連性については、4. 機材計画に示す。 

11. 5S活動状況 

2013年より HaUIへの研修や企業訪問実施し、学習している。 

12. 機材の維持管理状況 

機材の維持管理は外部発注にて対応されているものの、予算難のために点検項目の縮小

や点検間隔を長くせざるを得ない状況が発生している。指導員による機材のメンテナン

スは実施されていない。メンテナンスマニュアルは整備されていない。日常点検と定期

点検はともに実施されているが、記録の作成と記録の保管は行われていない。年間維持

管理計画は機材ごとの計画のみ作成されている。今後、維持管理体制の見直しを図り、

内部での維持管理体制を強化することが望ましいと考える。 

13. 財務状況 

学納金収入が順調に増加している。これを主たる要因として 2012 年、2013 年と安定的
な経常利益を計上している。収益事業については売上規模は年によってばらつきがあり、

損益は若干の利益を計上しているのみであり、利益貢献度は少ない。2013 年の経常利益
は 1,016百万 VNDを計上している。 

14.他ドナーからの支援状況 

本支援対象分野において、他ドナーによる支援は受けていない。 

                                                                 
 

20
 HaUI, HIVC, HVCHT, Hanoi VC of Electrical Machinery, The Central VC of No.1 
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15.その他 

ハノイ市郊外のドンアン地区に位置し、日系企業の多く集積する工業団地に隣接し、日

系企業との連携（インターンシップや雇用の受け入れ）も強い。 

近年（2014 年 9 月）、学内組織一新（学長、副学長含め）により、管理層の若返りが図
られたこと、管理、訓練等、様々な点において HaUI に倣い積極的に新しい手法の導入
が進められていることより、設立の浅さに伴う組織の未熟さを補う取り組みがとられて

いると考えられる。 

本 VCは次期技術協力プロジェクトにおいてモデル校となることが予定されている。 

 

04 BRVTVC 

＜クライテリアの充足状況＞ 

1. ベトナム国側の日本への支援要望及び 45校リストとの整合性 

本 VCは、45校リストに含まれている。 

2. 日本が得意とする職業訓練分野（機械加工、電気、電子）との整合性 

本 VCには、3分野のうち機械加工分野と電気分野が設置されている。 

電子分野では応募人数が極めて少ないため、直近 3 年間では募集を停止し、電気分野へ
統合されている。 

3. 対象機関周辺地域における日系企業の進出状況 

現在、バリアブンタウ省には 17 の日系企業が登録されている
21
。また、本円借款事業支

援対象となる 3 分野（機械加工、電気、電子）を含む製造加工業（上述 3 分野に加え、
樹脂、鉄鋼分野を含む）においては、7 社のみの日系企業（計約 700 人規模の従業員が

所属すると想定）の登録が確認されており
22
、雇用の機会としては非常に限定的となっ

ている。進出企業数が少ないため、1 社の経営活動や財務状況により受ける影響が大き

いと言える。 

4. 対象機関周辺地域における経済成長状況 

近年において進出日系企業数は 2 社のみであり、新規外国直接投資額は直近 3 年間にお
いて、継続的に前年を大きく下回っている（前年度比 2013 年度新規外国直接投資額増加
率：マイナス 74.3％

23
）。総産業生産高は増加しているものの増加率は他地域と比較す

ると低くなっており、今後の展開に懸念が残る（前年度比 2013 年度総産業生産高：

104.5％
24
、（ベトナム全国平均 121.4％））。 

5. 指導員の充足状況 

支援対象 2 分野のうち、機械加工分野においては全指導員 27 名全員が、電気分野におい
ては全指導員 32 名全員が 4年制大学学士号以上を保有している

25
。 

                                                                 
 

21
 出典：ホーチミン日本商工会提供情報 

22
 出典：「2015 年度版ベトナム日系企業年鑑」、および「工業団地データ集」（JETRO ベトナム発行） 

23
 出典：「2014年ベトナム一般概況」（JETRO 発行） 

24
 出典：General Statistics Office of Vietnam提供情報 

25
 GDVT により、短期大学レベルの職業訓練指導員は、4 年制大学学士号以上の保有が規定されている。 
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支援対象 2 分野において、合計 59 名の指導員（短期大学レベルにおける指導補助員を含
む）が配置されているものの、各指導員は、本 VC の様々なレベルの職業訓練を担当し

ており、一概に数の充足を測ることは難しい。1 名の指導員が受け持つ学生数は概ね 20-
40名であることより、適切な数の指導員が配置されていると考えられる。 

6. 学生の確保状況（クラス運営を含む） 

機械分野と電気分野ともに 2013 年、2014 年と定員を確保している。また、2014 年に関
しては両分野とも定員に対し、5 割多い入学者を獲得しており、地域における需要が高

いことが伺える。一方、直近 3 年間を通じ、学生数の増減に応じて、全支援対象分野に
て、1 クラスあたりの学生数が 20－40 名にてクラスが運営されており、適切な規模で訓
練が実施されていると言える（参照：添付資料-6）。 

7. 機材の据付に必要な施設の状況 

機材は第 2 キャンパスの新設校舎への据え付けが要望されている。本新設校舎建設につ
いては、2014 年 10 月 31 日付け人民委員会による公示（No. 2376/QĐ-UBND）により、
人民委員会にて予算が配分され、実施されることが決定されている（建設期間：2015～
2018 年）。本第 2 キャンパスの新設校舎図面にて、据え付けに必要なスペースも確保可
能であることが確認できた。 

8. 対象機関周辺における類似職業訓練機関の有無 

バリアブンタウ省内に 1校の類似職業訓練機関が確認されている
26
。 

＜その他の情報＞ 

9. 対象機関周辺地域における人口動態 

近年、バリアブンタウ省の人口増加率は約 1.3％で推移し、2020 年には 18 歳人口は、

17,000 人（内、男性全体：9,000 人、都市部男性：4,000 人）に達すると予測できる（参
照：2.2 (4)）。学齢期人口が自然増にて堅調に増加することが見込めることより、人口
動態の観点より、対象機関周辺地域（バリアブンタウ省）における学生確保においては

大きな問題は見受けられない。 

10. カリキュラムの整備状況 

カリキュラムのうち、70％は MOLISA にて規定され、概ね 3 年に 1 度改訂されている。
MOLISA 規定外の 30％においては、各 VC にて設定されているものの、訓練内容・改訂

頻度等において、調査対象 13 校間にて、大きな違いは見受けられない。なお、本対象円
借款事業における計画機材とカリキュラムの関連性については、4. 機材計画に示す。 

11. 5S活動状況 

2012 年 3 月より実施されている。実習の最後 20 分間は 5S 活動の時間とする、各学科は
毎月 5S 活動に関する報告書を提出する、1 年生のソフトスキルプログラムの一環として、
座学で 5S を学ぶ、等の活動を通じ、指導員、学生共に、VC 全体における 5S 活動の徹
底に対する取り組みが確認できた。実習室及び教室内においても、5S の指導が行き届い

ている。 

12. 機材の維持管理状況 

維持管理業務専任部署は設置されていないが、学内で役割分担をして維持管理している。

メンテナンスマニュアルは整備され、日常点検と定期点検はともに実施されているが、

記録の作成と記録の保管は行われていない。年間維持管理計画は作成されている。記録
                                                                 
 

26
 Ninh Dinh VC of Mechanization 
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の作成と保管等、改善が望まれる。 

13. 財務状況 

学納金年平均増収率が 71.46％で、13 校中最も高い値となっている。しかしながら、収

益事業が安定しておらず、2012 年は VND5,969 百万から VND2,124 百万へと大幅減少し
たこと等により、経常損失 VND1,524 百万の計上となっている。2013 年の経常利益は

VND982百万を計上している。 

14.他ドナーからの支援状況 

CIESF の専門家 3 名が金型のアドバイザーとして、支援をされており EDM の導入も予

定されている。 

15.その他 

日系企業への就職を対象とした就労開始支援としてのプログラムが開発、提供されてい

ることより、周辺企業数は限定的であるものの、就職を通じた連携を強化する策が講じ

られていることが認められる。また、近隣大学や企業による訓練評価の実施等、近隣と

の他機関との関係性において、職業訓練機関としての機能を果たし、地位を築いている

と考えられる。 

 

05 HVCHT 

＜クライテリアの充足状況＞ 

1. ベトナム国側の日本への支援要望及び 45校リストとの整合性 

本 VCは、45校リストに含まれている。 

2. 日本が得意とする職業訓練分野（機械加工、電気、電子）との整合性 

本 VCには、3分野共設置されている。 

3. 対象機関周辺地域における日系企業の進出状況 

2014 年時点にて、ハノイ市には 570 超の日系企業が登録されている
27
。また、本円借款

事業支援対象となる 3 分野（機械加工、電気、電子）を含む製造加工業（上述 3 分野に
加え、樹脂、鉄鋼分野を含む）においても、185 社あまりの日系企業（計約 105,000 人規
模の従業員が所属すると想定）の登録が確認されており

28
、雇用の機会として、十分な

可能性が見出せると考えられる。 

4. 対象機関周辺地域における経済成長状況 

近年において進出日系企業数は増加しているが（2012 年以降の進出日系企業数：26 社
29
）、新規外国直接投資額は 2012 年に前年比プラス 79.4％の増加率を記録した一方、

2013 年には前年比マイナス 42.5％と減少するなど安定していない。総産業生産高は顕著
に伸びていることより、国内企業による堅実な経済成長であることが伺える（前年度比

2013 年度総産業生産高：113.3％
30
、（ベトナム全国平均 121.4％））。また、ハノイ市

への海外直接投資金額は 2009 年に落ち込んで以降、USD 1,000 百万程度で推移している
                                                                 
 

27
 出典：ホーチミン日本商工会提供情報 

28
 出典：「2015 年度版ベトナム日系企業年鑑」、および「工業団地データ集」（JETRO ベトナム発行） 

29
 出典：「2015年度版ベトナム日系企業年鑑」 

30
 出典：General Statistics Office of Vietnam提供情報 
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ものの、確実に獲得していることが伺える。投資件数は 2013年で 359 件である。 

以上より、対象機関の所在するハノイ市における産業・経済は発展傾向にあり、海外か

ら安定して投資を受けられればより大きな経済成長が見込まれると言える。 

5. 指導員の充足状況 

支援対象 3 分野のうち、機械加工分野においては全指導員 18 名全員が、電気分野におい
ては全指導員 12 名全員が、電子分野においては全指導員 13 名全員が、4 年制大学学士
号以上を保有している

31
。 

支援対象 3 分野において、合計 43 名の指導員（短期大学レベルにおける指導補助員を含
む）が配置されているものの、各指導員は、本 VC の様々なレベルの職業訓練を担当し

ており、一概に数の充足を測ることは難しい。1 名の指導員が受け持つ学生数は概ね 20-
40名であることより、適切な数の指導員が配置されていると考えられる。 

6. 学生の確保状況（クラス運営を含む） 

直近 3 年間において、全支援分野において、定員プラスマイナス 10％程度の学生数を確
保し、1 クラスあたり 30－40 名にてクラスが運営されていることより、適切な規模で訓
練が実施されていると言える（参照：添付資料-6）。 

7. 機材の据付に必要な施設の状況 

地盤沈下が発生している。これに対し、躯体の補強工事が行われれば、さらなる沈下や

スケジュールの遅延等が発生しない限り、問題なく対処できると考えられる。また、本

躯体の補強工事は技術的にも十分ベトナム側にて対応できると考えられる。 

2015 年 4 月に本 VC から人民委員会へ地盤沈下対策工事のプロポーザル（総額

VND81Bill）が提出された。都市開発法の改訂に伴い本工事に係るガイドラインも変更
となるため、本ガイドライン変更後に承認される予定。2016 年中の完工を予定している。 

8. 対象機関周辺における類似職業訓練機関の有無 

本 VC と同じく本調査対象校である HaUI、VCTT、HIVC を含み、ハノイ市内に 5 校の
類似職業訓練機関が確認されている

32
。 

＜その他の情報＞ 

9. 対象機関周辺地域における人口動態 

近年、ハノイ市の人口増加率は約 1.5％で推移し、2020 年には 18 歳人口は、89,000 人
（内、男性全体：46,000 人、都市部男性：17,000 人）に達すると予測できる（参照：2.2 
(4)）。学齢期人口が自然増にて堅調に増加することが見込めることより、人口動態の観
点より、対象機関周辺地域（ハノイ市）における学生確保においては大きな問題は見受

けられない。 

10. カリキュラムの整備状況 

カリキュラムのうち、70％は MOLISA にて規定され、概ね 3 年に 1 度改訂されている。
MOLISA 規定外の 30％においては、各 VC にて設定されているものの、訓練内容・改訂

頻度等において、調査対象 13 校間にて、大きな違いは見受けられない。なお、本対象円
借款事業における計画機材とカリキュラムの関連性については、4. 機材計画に示す。 

                                                                 
 

31
 GDVT により、短期大学レベルの職業訓練指導員は、4 年制大学学士号以上の保有が規定されている。 

32
 HaUI, VC TT, HIVC, Hanoi VC of Electrical Machinery, The Central VC of No.1 



ベトナム国職業訓練機能強化事業に係る準備調査 添付資料-11 クライテリアの充足状況及び選定
に有効と想定される情報の分析結果 

 

  

A11-12 

11. 5S活動状況 

2014 年 3 月より、トヨタによる紹介/指導で実施し、2014 年 12 月からはカイゼン活動の
導入が予定されている。機械加工の作業手順書には最後に清掃をして終了することが記

載されており、授業を通して取り組んでいる。特定の器工具にチェック票を設置、確認

している。 

12. 機材の維持管理状況 

維持管理業務専任部署は設置されておらず、指導員の中で役割分担をして機材のメンテ

ナンスを実施している。メンテナンスマニュアルは整備されており、日常点検と定期点

検はともに実施されている。記録の作成と記録の保管は行われていないが、現在、記録

管理システムを構築中である。年間維持管理計画は機材ごとの計画のみ作成されている。 

13. 財務状況 

自己収入伸び率が 47.45％、学納金伸び率が 39.3％を記録し、さらに収益事業も 2012 年
から開始する等、着実に業容を拡大している。また、機械装置類の累積取得価格も年々

増加しており、かつ耐用年数経過度も 23.04％ と新しい機材が多い。しかしながら、経
費の増加が収入の伸びを上回っており、2013 年は経常損失 VND2,224 百万を計上してい
る。しかし、上記のように順調に業容が拡大し、経費も伸びも落ち着いてくれば、円借

款の据置期間 10 カ年間に返済体力はついてくるものと思料する。なお、償却前利益は

2013 年においても VND2,891 百万を計上しており、資金繰り的には現状でも返済原資は
確保できている。 

14.他ドナーからの支援状況 

韓国による CAD／CAMシステムの援助実績、2013年の Fukushima Enterprise Association
による指導員訓練（溶接、板金等分野の 18 企業が本 VC を訪問し、約 4-5 ヵ月の短期研
修が実施）、日系企業の Proaim、アリゾナ大学などの企業からの援助が確認されている
ものの、小規模もしくは継続性はなく、本円借款事業との重複は見受けられない。 

15.その他 

設立間もない学校であるが、訓練の質の担保は指導員の質に因るとの方針の下、指導員

の雇用において有名校出身者を優先的に雇用している。また、学生の選考においても、

入学時に一定水準を設け、成績優秀者を入学させる等特色がある。日系企業を含む企業

より機材の供与、人材育成、5S 活動の導入等における支援を得ていることより、企業と

の強力な連携が構築されていることが伺える。また、機械加工科においては、技能検定

2級の合格者を輩出する等、一定の成果が達成されている。 

 

06 VPVC 

＜クライテリアの充足状況＞ 

1. ベトナム国側の日本への支援要望及び 45校リストとの整合性 

本 VCは、45校リストに含まれている。 

2. 日本が得意とする職業訓練分野（機械加工、電気、電子）との整合性 

本 VCには、3分野共設置されている。 

3. 対象機関周辺地域における日系企業の進出状況 



ベトナム国職業訓練機能強化事業に係る準備調査 添付資料-11 クライテリアの充足状況及び選定
に有効と想定される情報の分析結果 

 

  

A11-13 

2014 年時点、ビンフック市には 15 の日系企業が登録されている
33
。また、本円借款事業

支援対象となる 3 分野（機械加工、電気、電子）を含む製造加工業（上述 3 分野に加え、
樹脂、鉄鋼分野を含む）においては、12 社の日系企業（計約 6,000 人規模の従業員が所
属すると想定）の登録が確認されている

34
。日系企業数は少ないものの 1 社当たりの従

業員規模は大きく、雇用の機会は一定数あると考えられる。一方、2014 年時点の日系企
業による投資件数は製造業 1 件のみ（USD 0.86 百万）であり、限定的な投資に留まって
いる。 

 

4. 対象機関周辺地域における経済成長状況 

近年において進出日系企業数は 1 社のみである。海外直接投資額は他地域と比べて規模
が小さく、直近 3 年間においていずれの年も前年度比が大きいことより（前年度比 2013
年度新規外国直接投資額増加率：62.1％

35
）、1 社による投資に大きく影響を受けている

ことが伺える。総産業生産高も他地域に比べて規模は大きくないものの、顕著に増加し

ている（前年度比 2013 年度総産業生産高：125.0％
36
、（ベトナム全国平均 121.4％））。

以上より、対象機関の所在するビンフック市における産業・経済は発展傾向にはあるも

のの、進出企業数や投資件数が少ないため、1 件の経済活動や財務状況の影響を受けや

すいと言える。 

5. 指導員の充足状況 

支援対象 3 分野のうち、機械加工分野においては全指導員 21 名中 18 名が、電気分野に
おいては全指導員 31 名全員が、電子分野においては全指導員 14 名全員が、4 年制大学
学士号以上を保有している

37
。 

支援対象 3 分野において、合計 66 名の指導員（短期大学レベルにおける指導補助員を含
む）が配置されているものの、各指導員は、本 VC の様々なレベルの職業訓練を担当し

ており、一概に数の充足を測ることは難しい。1 名の指導員が受け持つ学生数は概ね 20-
40名であることより、適切な数の指導員が配置されていると考えられる。 

6. 学生の確保状況（クラス運営を含む） 

2013 年より、学生数の増加に伴い、電気と電子が分離されたものの、現在では、金属切

断科、電気科においては、学生数が定員の約 6 割程度に留まっており、学生確保におい
て課題が見受けられる。一方、クラス運営においては、時折、適正規模より 10％以上多
い人数にて訓練が実施されていることが見受けられるが、概ね、1 クラスあたりの学生

数が 20－40名と、適切な規模で訓練が実施されていると言える（参照：添付資料-6）。 

7. 機材の据付に必要な施設の状況 

機材の据付に際し、十分なスペースがあることが確認できた。床の補修や電気ケーブル

の設置が必要であるものの、特に大規模な補修は必要ない。 

8. 対象機関周辺における類似職業訓練機関の有無 

                                                                 
 

33
 出典：ホーチミン日本商工会提供情報 

34
 出典：「2015 年度版ベトナム日系企業年鑑」、および「工業団地データ集」（JETRO ベトナム発行） 

35
 出典：「2014年ベトナム一般概況」（JETRO 発行） 

36
 出典：General Statistics Office of Vietnam提供情報 

37
 GDVT により、短期大学レベルの職業訓練指導員は、4 年制大学学士号以上の保有が規定されている。 
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ビンフック省内に 1校の類似職業訓練機関が確認されている
38
。 

＜その他の情報＞ 

9. 対象機関周辺地域における人口動態 

近年、ビンフック省の人口増加率は平均 1％以下で推移し、2020 年には 18 歳人口は、
15,000 人（内、男性全体：8,000 人、都市部男性：2,000 人）に達すると予測できる（参
照：2.2 (4)）。学齢期人口が自然増にて堅調に増加することが見込めることより、人口
動態の観点より、対象機関周辺地域（ビンフック省）における学生確保においては大き

な問題は見受けられない。 

10. カリキュラムの整備状況 

カリキュラムのうち、70％は MOLISA にて規定され、概ね 3 年に 1 度改訂されている。
MOLISA 規定外の 30％においては、各 VC にて設定されているものの、訓練内容・改訂

頻度等において、調査対象 13 校間にて、大きな違いは見受けられない。なお、本対象円
借款事業における計画機材とカリキュラムの関連性については、4. 機材計画に示す。 

11. 5S活動状況 

本 VC では 5S 活動は実施されていない。HaUI の手法の蹈襲に加え、National Technical 
University of Hanoi、Technical University of Hanoi、Provincial Vocational Collegeから講師を
招き、5S活動を導入する予定である。 

12. 機材の維持管理状況 

維持管理業務専任部署（職員数 5 人）が設置され、部署内にメンテナンス専任者が配置
されている。指導員も機材のメンテナンスを実施する。メンテナンスマニュアルの整備

は一部の機材では行われ、日常点検と定期点検はともに実施されているが、記録の作成

と記録の保管は行われていない。年間維持管理計画は作成されている。機材の維持管理

においては、専任部署が設置され、指導員と共に維持管理が実施されているものの、記

録が未整備等、さらなる改善が望まれる。今後、維持管理体制の見直しを図り、内部で

の維持管理体制を強化することが望ましいと考える。 

13. 財務状況 

自己収入、学納金とも微増であり、経常利益も安定的に黒字計上している。また、固定

資産も年平均 10.99％増加しているが、その内容は取得価格累計ベースであり、機械装置
類が VND102,327 百万から VND53,654 百万へ半減して、その減少部分がその他固定資産
に振り替わった形になっている。2013年の経常利益は VND3,584百万を計上している。 

14.他ドナーからの支援状況 

ドイツにより、ドイツへの研修派遣及び国内研修（2005 年より）、機械・電子などの機
材供与（2008～2012 年）が実施されたが、現在はドイツによる支援は受けていない。こ
の他、KOICA による無償資金協力事業としての機材供与（情報技術機材、言語学習機材

等）及び指導員訓練（2008 年）、日本大使館による機材供与（溶接機材）（2010 年）の
実施が確認されているものの、本円借款事業との重複は見受けられない。 

15.その他 

ビンフック市街地内、近隣（3-17km 圏内）に、複数の工業地帯（カイカン（Khai 
Quang）、バティエン（Ba Thien）、ビンシュエン（Binh Xuyen）、イェンラック（Yen 
Lac）、タムドゥオン（Tam Duong）、カンミン（Quang Minh）、ドンソン（Dong Son）

                                                                 
 

38
 VC of Agricultural Machinery 
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等）を有する場所に位置し、卒業生の就職先の確保等企業との連携において、優位性を

示す等、職業訓練機関として立地に恵まれている。一方、協力連携企業の約 40％は自動
車関連企業である。また、機械加工科（自動車、溶接、切断）の約 44％の学生は自動車
科に在籍する。一方、本円借款対象分野である切断コースは、訓練内容や仕事内容に対

する重労働のイメージが弊害となり、学生の獲得が容易ではないと、学校側では理解さ

れている（直近 3 年間では定員に対し、約 60-68％の学生が在籍）。 

なお、本 VC は、2014 年 10 月、現在の校名へと変更された。これに先立ち、ビンフッ
ク省の指示（運営費節約のため、近隣に位置する類似分野の職業訓練機関は統合するこ

と。）に基づき、2014 年 8 月、かつてより近隣に位置する中等レベルの職業訓練機関を
統合した。このように、近隣校の統合手続き（2014 年 8 月）、改名手続き（2014 年 10
月）、統合前校からの資産移動（2014 年 11 月）等が迅速に行われていることより、組

織として、一定の対応能力があると考えられる。 

 

07 DNVC 

＜クライテリアの充足状況＞ 

1. ベトナム国側の日本への支援要望及び 45校リストとの整合性 

本 VCは、45校リストに含まれている。 

2. 日本が得意とする職業訓練分野（機械加工、電気、電子）との整合性 

本 VC には、3 分野のうち電気分野と電子分野が設置されている。機械加工分野にあた

る金属切断科の開設を申請中である。 

3. 対象機関周辺地域における日系企業の進出状況 

2014 年時点、ダナン市には 60 超の日系企業が登録されている
39
。また、本円借款事業支

援対象となる 3 分野（機械加工、電気、電子）を含む製造加工業（上述 3 分野に加え、
樹脂、鉄鋼分野を含む）においても、20 社あまりの日系企業（計約 14,000 人規模の従業
員が所属すると想定）の登録が確認されており

40
、日系企業数は少ないものの 1 社当た

りの従業員規模は大きく、一定規模の雇用の機会は確保可能であると考えられる。 

4. 対象機関周辺地域における経済成長状況 

近年において進出日系企業数の増加数は 2 社のみであり、新規外国直接投資額は 2 年連
続で前年を下回って USD60 百万に留まっている（前年度比 2013 年度新規外国直接投資
額増加率：マイナス 44.8％

41
）。総産業生産高は顕著に伸びているが（前年度比 2013 年

度総産業生産高：126.4％
42
、（ベトナム全国平均 121.4％））、他地域と比較すると総産

業生産高が 1/3-1/20 と少ない。以上より、対象機関の所在するダナン市における産業・

経済は経済規模の小ささに加えて海外からの投資が減少傾向であることより今後の展開

に懸念が残る。 

5. 指導員の充足状況 

支援対象 2 分野のうち、電気分野と電子分野合わせて全指導員 24 名全員が、4 年制大学

                                                                 
 

39
 出典：ホーチミン日本商工会提供情報 

40
 出典：「2015 年度版ベトナム日系企業年鑑」、および「工業団地データ集」（JETRO ベトナム発行） 

41
 出典：「2014年ベトナム一般概況」（JETRO 発行） 

42
 出典：General Statistics Office of Vietnam提供情報 
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学士号以上を保有している
43
。 

支援対象 2 分野において、合計 24 名の指導員（短期大学レベルにおける指導補助員を含
む）が配置されているものの、各指導員は、本 VC の様々なレベルの職業訓練を担当し

ており、一概に数の充足を測ることは難しい。電気分野においては、指導員 1 名が定員
の 2 倍以上の学生を受け持つこともあることより、十分な数の指導員が配置されている
とは言い難い。 

6. 学生の確保状況（クラス運営を含む） 

電気分野の入学者数は 2013 年、2014 年と定員の 2 倍ほどとなっている。その反面、電
子分野は 2013 年、2014 年ともに入学者数は定員を下回っている。一方、学生数の増減
に応じ、クラス数を変更できておらず、1 クラスに適正規模の 2 倍程度の学生が在籍し
ている場合も見受けられる。本 VC では本件について実態を把握し、3 部制（7:00-13:00、
13:00-18:00、18:00-22:00）にてクラスを運営しているものの、徹底した適正規模での訓
練の実施には至っていない。また、第 3 部目は、特に実習においては、明るさが十分に
確保できず、訓練に支障があると想定される。適切な規模で訓練を実施するよう、クラ

ス運営における改善が必要である（参照：添付資料-6）。 

7. 機材の据付に必要な施設の状況 

本 VC は開発計画 MP を作成しており、これに基づき 2015 年から順次施設・機材・指導
員訓練の実施を計画している。本 MP には円借款事業で供与を計画している機材の据付

場所の整備も含まれる。本 VC の説明によると、MP の承認に時間がかかる場合、必要整
備のみ切り離し、先行着手するとのことである。なお、本 MP は 2014 年 12 月、人民委
員会による評価会議で審議される予定である。 

8. 対象機関周辺における類似職業訓練機関の有無 

ダナン市内に 1校の類似職業訓練機関が確認されている
44
。 

＜その他の情報＞ 

9. 対象機関周辺地域における人口動態 

近年、ダナン市の人口増加率は約 2.5％で推移し、2020 年には 18 歳人口は、12,000 人
（内、男性全体：6,000 人、都市部男性：5,000 人）に達すると予測できる（参照：2.2 
(4)）。学齢期人口が自然増にて堅調に増加することが見込めることより、人口動態の観
点より、対象機関周辺地域（ダナン市）における学生確保においては大きな問題は見受

けられない。 

10. カリキュラムの整備状況 

カリキュラムのうち、70％は MOLISA にて規定され、概ね 3 年に 1 度改訂されている。
MOLISA 規定外の 30％においては、各 VC にて設定されているものの、訓練内容・改訂

頻度等において、調査対象 13 校間にて、大きな違いは見受けられない。なお、本対象円
借款事業における計画機材とカリキュラムの関連性については、4. 機材計画に示す。 

11. 5S活動状況 

5S 活動については、本 VC では実施されていない。2014 年 12 月に HaUI より講師を招
き導入することが計画されている。 

                                                                 
 

43
 GDVT により、短期大学レベルの職業訓練指導員は、4 年制大学学士号以上の保有が規定されている。 

44
 HVCHT 
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12. 機材の維持管理状況 

維持管理業務専任部署（職員数 20 人）が設置され、部署内にメンテナンス専任者が配置
されている。指導員も機材のメンテナンスを実施する。メンテナンスマニュアルの整備

は一部の機材にて行われ、日常点検を実施している。定期点検は実施されていない。記

録の作成と記録の保管は行われておらず、年間維持管理計画も作成されていない。今後、

維持管理体制の見直しを図り、内部での維持管理体制を強化することが望ましいと考え

る。 

13. 財務状況 

財務面では学納金伸び率 10.65％を記録し、収益事業も着実に伸びており、これらを合計
した自己収入伸び率は 6.6％である。しかしながら、経費の増加がこれらの収入面を上
回っており、2013 年は VND3,157 百万の損失を計上した。しかし、この損失計上は多額
の減価償却を実施したことによるものであり、一過性の要因である。償却前利益は 2013
年においても VND19,253百万を計上している。 

 

14.他ドナーからの支援状況 

ADB から支援を受けている。2000-2006 年に ADB/ローンにて訓練機材供与（USD1.9 百
万）及び指導員訓練を、2011-2015 年に ADB/ローンにて訓練機材供与（USD4.2 百万）

及び指導員訓練を受けている。この支援により供与された電気分野の機材の一部が重複、

また、2015 年 4 月には CNC の供与が予定されている。この他、韓国の Vocational 
Association of Korea により、縫製科及び自動車科を対象とする機材の供与（無償、

USD5,000）、フランスによる小型 BOC 等の機材供与（2008 年、USD5,000）が確認され
ている。 

15.その他 

本 VC はベトナム国中部のダナン市に位置する。周囲に複数の産業開発地帯があり、か

つ市内からのアクセスも便利である。 

 

08 CVCT 

＜クライテリアの充足状況＞ 

1. ベトナム国側の日本への支援要望及び 45校リストとの整合性 

本 VCは、45校リストに含まれている。 

2. 日本が得意とする職業訓練分野（機械加工、電気、電子）との整合性 

本 VCには、3分野のうち機械加工と電気分野が設置されている。 

3. 対象機関周辺地域における日系企業の進出状況 

2014 年時点、ハイフォン市には 90 超の日系企業が登録されている
45
。また、本円借款事

業支援対象となる 3 分野（機械加工、電気、電子）を含む製造加工業（上述 3 分野に加
え、樹脂、鉄鋼分野を含む）においても、30 社あまりの日系企業（計約 9,500 人規模の
従業員が所属すると想定）の登録が確認されており

46
、1 社当たりの従業員規模は大きく

                                                                 
 

45
 出典：ホーチミン日本商工会提供情報 

46
 出典：「2015 年度版ベトナム日系企業年鑑」、および「工業団地データ集」（JETRO ベトナム発行） 
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はないものの日系企業数は 30社を超え、雇用の機会は一定数あると考えられる。 

4. 対象機関周辺地域における経済成長状況 

近年において進出日系企業数（2012 年以降の進出日系企業数：7 社
47
）、新規外国直接

投資額や総産業生産高が顕著に伸びていることより（前年度比 2013 年度新規外国直接投
資額増加率：66.6％

48
、前年度比 2013 年度総産業生産高：116.7％

49
、（ベトナム全国平

均 121.4％））、対象機関の所在するハイフォン省における産業・経済は堅調に発展して
いると言える。 

5. 指導員の充足状況 

支援対象 3 分野のうち、機械加工分野（溶接及び金属切断）においては全指導員 22 名が、
電気分野においては全指導員 19名中 16名が、4年制大学学士号以上を保有している

50
。 

支援対象 3 分野において、合計 41 名の指導員（短期大学レベルにおける指導補助員を含
む）が配置されているものの、各指導員は、本 VC の様々なレベルの職業訓練を担当し

ており、一概に数の充足を測ることは難しい。機械加工科において、1 名の指導員が受

け持つ学生数がクラス定員に達しない場合が散見されるものの、数の充足度の観点にお

いては、支援対象分野全体において、不足はないと言える。 

6. 学生の確保状況（クラス運営を含む） 

2011-2012 年におけるベトナム国全土に及ぶ経済危機の影響により、大幅に学生数が減少
し、現在も回復していない。特に、機械加工分野における学生数は激減しており、金属

切断科においては、直近 3 年間にて、常時 10 名以下の学生しか確保できていない。産業
電気科においては、一定数の学生を確保し、1 クラス 20－40 名と適切な規模で訓練が実
施されているものの、機械加工分野（溶接及び金属切断）においては、総学生数が 1 ク
ラスの適正訓練規模に達していない状況が続いている（参照：添付資料-6）。 

7. 機材の据付に必要な施設の状況 

機材の据付において、施設にて大がかりな補修等は必要ない。 

8. 対象機関周辺における類似職業訓練機関の有無 

本 VC と同じく本調査対象校である HPIVC を含み、ハイフォン市内に 2 校の類似職業訓
練機関が確認されている

51
。 

＜その他の情報＞ 

9. 対象機関周辺地域における人口動態 

近年、ハイフォン市の人口増加率は約 1.0％で推移し、2020 年には 18 歳人口は、23,000
人（内、男性全体：12,000 人、都市部男性：5,000 人）に達すると予測できる（参照：

2.2 (4)）。学齢期人口が自然増にて堅調に増加することが見込めることより、人口動態
の観点より、対象機関周辺地域（ハノイ市）における学生確保においては大きな問題は

見受けられない。 

10. カリキュラムの整備状況 
                                                                 
 

47
 出典：「2015年度版ベトナム日系企業年鑑」 

48
 出典：「2014年ベトナム一般概況」（JETRO 発行） 

49
 出典：General Statistics Office of Vietnam提供情報 

50
 GDVT により、短期大学レベルの職業訓練指導員は、4 年制大学学士号以上の保有が規定されている。 

51
 HPIVC, Hai Phong Tourism and Service VC 
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カリキュラムのうち、70％は MOLISA にて規定され、概ね 3 年に 1 度改訂されている。
MOLISA 規定外の 30％においては、各 VC にて設定されているものの、訓練内容・改訂

頻度等において、調査対象 13 校間にて、大きな違いは見受けられない。なお、本対象円
借款事業における計画機材とカリキュラムの関連性については、4. 機材計画に示す。 

11. 5S活動状況 

2014 年 4 月より HaUI の手法に倣い実施されている。授業開始前と授業終了時に校内清
掃点検を実施している。校内の視察より、5S が行き届いていることが確認できた。 

12. 機材の維持管理状況 

維持管理業務専任部署（職員数 11 人）が設置され、部署内にメンテナンス専任者が 9 人
配置されている。一方、指導員による機材のメンテナンスは実施されていない。メンテ

ナンスマニュアルの整備は一部の機材では行われ、日常点検、定期点検、記録の作成及

び記録の保管が実施されている。年間維持管理計画は作成されている。 

13. 財務状況 

2011 年に VND3,606 百万を、2012 年に VND144 百万を損失計上したが、2013 年に

VND122 百万の黒字となった。不振の主な要因は学納金が 26.04％減少していることだが、
収益事業の増強等の努力により、収益は改善してきている。なお、固定資産については、

機械装置類及びその他有形固定資産が着実に増加している。3 年間の平均経常利益率は

1.73％の損失であるが、一貫して改善し、黒字転換していることから、学校経営上の懸
念はないと言える。幸い、上記のように収益は改善傾向にあるので、このまま円借款の

据置期間 10 カ年間に返済体力をつける必要がある。なお、償却前利益は 2013 年におい
ても VND6,141 百万を計上しており、資金繰り的には現状でも返済原資は確保できてい

る。 

14.他ドナーからの支援状況 

ADB の支援により、2009 年より機材供与（溶接、電気等）支援を受けている。機材リ

ストと仕様書は本 VC にて作成し、PMU から各校へ提出しているものの、事業実施に関

するスケジュール等は本学校に共有されてなく、いつ機材が納品されるのか、学校側で

把握出来ていない状況である。また、本支援により供与された電気分野における機材の

一部が重複している（参照：表 3-3、添付資料-14）。 

15.その他 

本 VC は造船地域に位置し、開設学科の大半は造船業に関する技術の習得を目的として

いる。よって、学生の獲得等においては、造船業を含む重工業の影響を大きく受けてい

る。 

 

09 HVCT 

＜クライテリアの充足状況＞ 

1. ベトナム国側の日本への支援要望及び 45校リストとの整合性 

本 VCは、45校リストに含まれている。 

2. 日本が得意とする職業訓練分野（機械加工、電気、電子）との整合性 

本 VCには、3分野共設置されている。 

3. 対象機関周辺地域における日系企業の進出状況 
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2014 年時点、ホーチミン市には 700 超の日系企業が登録されている
52
。また、本円借款

事業支援対象となる 3 分野（機械加工、電気、電子）を含む製造加工業（上述 3 分野に
加え、樹脂、鉄鋼分野を含む）においても、160 社あまりの日系企業（計約 69,000 人規
模の従業員が所属すると想定）の登録が確認されており

53
、雇用の機会として、十分な

可能性が見出せると考えられる。また、2014 年（11 月 20 日時点）の日系企業による海
外投資は USD218 百万（26 件）と対象地域最大であるが、その内、製造業への投資は

USD8.3百万（8件）のみと非常に限定されている。 

4. 対象機関周辺地域における経済成長状況 

近年において進出日系企業数（2012 年以降の進出日系企業数：85 社
54
）、新規外国直接

投資額や総産業生産高が顕著に伸びていることより（前年度比 2013 年度新規外国直接投
資額増加率：58.6％

55
、前年度比 2013 年度総産業生産高：117.4％

56
、（ベトナム全国平

均 121.4％））、対象機関の所在するホーチミン市における産業・経済は堅調に発展して
いると言える。 

5. 指導員の充足状況 

支援対象 3 分野のうち、機械加工分野においては全指導員 20 名が、電気分野と電子分野
においては合わせて全指導員 22名全員が、4年制大学学士号以上を保有している

57
。 

支援対象 3 分野において、合計 42 名の指導員（短期大学レベルにおける指導補助員を含
む）が配置されているものの、各指導員は、本 VC の様々なレベルの職業訓練を担当し

ており、一概に数の充足を測ることは難しい。全支援対象分野において、指導員 1 名が
40 名以上の学生を受け持つ場合が散見されることより、十分な数の指導員が配置されて
いるとは言い難い。 

6. 学生の確保状況（クラス運営を含む） 

都市に位置し、周囲に競合校が林立するものの、定員に対し、継続的に 100-125％の学生
数を確保できている。今後も年間 15％の割合で生徒数を増加させる枠許可を MOLINA
から得ていることより、積極的に生徒数を増加させようという意向が伺える（他 VC は

平均年間 10％の増加率）。一方、年度により学生数の変動が比較的少なくなく、学生数
に応じ、開設クラス数を変更しているものの、適正な規模で訓練できていない場合も見

受けられる。今後、将来の見通しも含め、継続的に適切な規模で訓練が実施できるよう

な運営計画を策定することが望まれる（参照：添付資料-6）。 

7. 機材の据付に必要な施設の状況 

機材の据付において、スペース、電気容量、給排水設備に問題はなく、仕上げ工事、設

備工事が一部必要となる程度である。 

8. 対象機関周辺における類似職業訓練機関の有無 

本 VC と同じく本調査対象校である HCMVC を含み、ホーチミン市内に 3 校の類似職業

                                                                 
 

52
 出典：ホーチミン日本商工会提供情報 

53
 出典：「2015 年度版ベトナム日系企業年鑑」、および「工業団地データ集」（JETRO ベトナム発行） 

54
 出典：「2015年度版ベトナム日系企業年鑑」 

55
 出典：「2014年ベトナム一般概況」（JETRO 発行） 

56
 出典：General Statistics Office of Vietnam提供情報 

57
 GDVT により、短期大学レベルの職業訓練指導員は、4 年制大学学士号以上の保有が規定されている。 
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訓練機関が確認されている
58
。 

＜その他の情報＞ 

9. 対象機関周辺地域における人口動態 

近年、ホーチミン市の人口増加率は約 2.5％で推移し、2020 年には 18 歳人口は、92,000
人（内、男性全体：48,000 人、都市部男性：39,000 人）に達すると予測できる（参照：
2.2 (4)）。学齢期人口が自然増にて堅調に増加することが見込めることより、人口動態
の観点より、対象機関周辺地域（ホーチミン市）における学生確保においては大きな問

題は見受けられない。 

10. カリキュラムの整備状況 

カリキュラムのうち、70％は MOLISA にて規定され、概ね 3 年に 1 度改訂されている。
MOLISA 規定外の 30％においては、各 VC にて設定されているものの、訓練内容・改訂

頻度等において、調査対象 13 校間にて、大きな違いは見受けられない。なお、本対象円
借款事業における計画機材とカリキュラムの関連性については、4. 機材計画に示す。 

11. 5S活動状況 

2012 年 12 月より、国内コンサルタント会社より指導を受け、5S 活動を導入している。
各学科長が毎週生徒の 5S 活動をモニタリングし、学生課にて状況が管理されている。校
内での実施状況は確認できたものの十分であるとは言い難い。 

12. 機材の維持管理状況 

総務部内に維持管理業務専任部署（職員数 17 人）が設置されているが、メンテナンス専
任者は配置されていない。指導員による機材のメンテナンスも実施されている。メンテ

ナンスマニュアルの整備は一部の機材では行われ、日常点検、定期点検（一部）、記録

の作成及び記録の保管が実施されている。年間維持管理計画は作成されていない。校内

訓練品質管理部（Testing and Training Quality Insurance Division）にて、教材の照査を行っ
ており、2013年度の優秀教材のひとつとして、表彰を受けている。 

13. 財務状況 

入学者数の増加を反映して、学納金増加率が 53.9％と 13 校中 2 番目に高くなっている。
また、固定資産については機械装置を着実に増強している。堅実な経営である。2013 年
の経常利益は VND6,991百万を計上している。 

14.他ドナーからの支援状況 

GIZ により、機材供与、教材開発、指導員研修が実施された（事業期間：2003-2009 年、
事業費：EUR200 千）。 

15.その他 

ホーチミン市内でも都市部に位置すること、また MOLISA 管轄にて支援や補助を受け施

設・機材の整備をする機会に恵まれていること等の要因より、現地において職業訓練機

関としての一定の名声を築いている。これが、十分な学生確保にも繋がっている。 

 

10 VCMI 

＜クライテリアの充足状況＞ 

                                                                 
 

58
 HCMVC、Hung Vung Technology Secondary School、The Central Vocational College of No. 3 
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1. ベトナム国側の日本への支援要望及び 45校リストとの整合性 

本 VCは、45校リストに含まれている。 

2. 日本が得意とする職業訓練分野（機械加工、電気、電子）との整合性 

本 VCには、3分野のうち機械加工分野と電気分野が設置されている。 

3. 対象機関周辺地域における日系企業の進出状況 

2014 年時点、ドンナイ省には 120 超の日系企業が登録されている
59
。また、本円借款事

業支援対象となる 3 分野（機械加工、電気、電子）を含む製造加工業（上述 3 分野に加
え、樹脂、鉄鋼分野を含む）においても、57 社の日系企業（計約 34,000 人規模の従業員
が所属すると想定）の登録が確認されており

60
、雇用の機会として、十分な可能性が見

出せると考えられる。なお、2014 年（11 月 20 日時点）の日系企業による投資は USD 
199 百万（26 件）で、製造業への投資は USD 173 百万（21 件）と対象地域内で最大と
なっている。本 VC から 7km の位置に多くの日系企業を包括するバウシェオ（BauXeo）
工業団地が位置し、卒業生の就職先の確保に留まらず、職業訓練機関として有利な立地

条件であると言える。 

4. 対象機関周辺地域における経済成長状況 

近年において進出日系企業数（2012 年以降の進出日系企業数：13 社
61
）、新規外国直接

投資額や総産業生産高が顕著に伸びていることより（前年度比 2013 年度新規外国直接投
資額増加率：17.1％

62
、前年度比 2013 年度総産業生産高：118.2％

63
、（ベトナム全国平

均 121.4％））、対象機関の所在するドンナイ省における産業・経済は堅調に発展してい
ると言える。 

5. 指導員の充足状況 

支援対象 2 分野のうち、機械加工分野においては全指導員 11 名全員が、電気分野におい
ては全指導員 19 名全員が、4年制大学学士号以上を保有している

64
。 

支援対象 3 分野において、合計 30 名の指導員（短期大学レベルにおける指導補助員を含
む）が配置されているものの、各指導員は、本 VC の様々なレベルの職業訓練を担当し

ており、一概に数の充足を測ることは難しい。1 名の指導員が受け持つ学生数は概ね 20-
40名であることより、適切な数の指導員が配置されていると考えられる。 

6. 学生の確保状況（クラス運営を含む） 

定員と同数もしくは、定員を約 20％上回る学生が在籍し、十分な学生が確保できている
と言える。一方、学生数は継続的に定員を上回るものの、直近 3 年間を通じ、全支援対
象分野にて、1 クラスあたりの学生数が 20－40 名と、適切な規模で訓練が実施されてい
る（参照：添付資料-6）。 

7. 機材の据付に必要な施設の状況 

                                                                 
 

59
 出典：ホーチミン日本商工会提供情報 

60
 出典：「2015 年度版ベトナム日系企業年鑑」、および、「工業団地データ集」（JETRO ベトナム発

行） 
61

 出典：「2015年度版ベトナム日系企業年鑑」 
62

 出典：「2014年ベトナム一般概況」（JETRO 発行） 
63

 出典：General Statistics Office of Vietnam提供情報 
64

 GDVT により、短期大学レベルの職業訓練指導員は、4 年制大学学士号以上の保有が規定されている。 
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既存キャンパス内に新設棟を建設し、機材を据え付ける。 

8. 対象機関周辺における類似職業訓練機関の有無 

ドンナイ省内に 2 校の類似職業訓練機関が確認されている
65
。 

＜その他の情報＞ 

9. 対象機関周辺地域における人口動態 

近年、ドンナイ省の人口増加率は約 2.5％で推移し、2020 年には 18 歳人口は、39,000 人
（内、男性全体：20,000 人、都市部男性：6,000 人）に達すると予測できる（参照：2.2 
(4)）。学齢期人口が自然増にて堅調に増加することが見込めることより、人口動態の観
点より、対象機関周辺地域（ドンナイ省）における学生確保においては大きな問題は見

受けられない。 

10. カリキュラムの整備状況 

カリキュラムのうち、70％は MOLISA にて規定され、概ね 3 年に 1 度改訂されている。
MOLISA 規定外の 30％においては、各 VC にて設定されているものの、訓練内容・改訂

頻度等において、調査対象 13 校間にて、大きな違いは見受けられない。なお、本対象円
借款事業における計画機材とカリキュラムの関連性については、4. 機材計画に示す。 

11. 5S活動状況 

2013 年より本 VC 独自の 6 段階方式による 5S プログラムを実施中である。校内には校
長を委員長とし、その他 5 名、計 6 名による「5S 実施委員会」が設置されており、毎週
金曜日に会議が開催されている。指導員、生徒共に、5S の普及が進められており、指導

員については、1 回/月、副学長により、生徒については、1 回/週、学生課により、活動
確認（会議形式）が行われている。 

2013 年に教員及び学生が BRVTVC を視察・研修を実施、また、一部の学生は HaUI で
5S 講習を受講等、5S 活動に関する知識の習得・更新においても積極的であることが伺

える。少ない機材を、丁寧に扱う等、機械を大切にすると同時に、機械周りの清掃、展

示品の設置等、5Sに積極的に取り組んでいることが確認できた。 

12. 機材の維持管理状況 

維持管理業務専任部署（職員数 6 人）が設置され、部署内にメンテナンス専任者が配置
されている。一方、指導員による機材のメンテナンスは実施されていない。メンテナン

スマニュアルは整備され、日常点検、定期点検、記録の作成及び記録の保管が実施され

ている。年間維持管理計画は作成されている。メンテナンスシステムは非常に良く整備

されている。 

13. 財務状況 

本 VC は 2012 年 8 月末までは民営であり、政府よりの助成金を受け取っていない（2012
年 8 月以降は、財務的に独立している）。公営化後も同様の状態が続いているが、学納
金収入が伸びていないこともあり、経常利益は年々悪化し、2012 年からは損失を計上し
ている。また、有形固定資産の耐用年数経過度は 57.93％であり、13 校中最も老朽化が

すすんでいると思われる。これらより、財務面は厳しい状況と判断できる。しかし、本

校には経常助成金が交付されていないので、2013 年の経常助成金算入前利益は VND-
2,721 百万と赤字なるも、HaUI に次いで良好な内容である。上記のように周辺企業数、

                                                                 
 

65
 VC No.8, Llama VC No.2 
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人口動向等恵まれた環境にあり、本件円借款事業により設備の更新も進むことにより、

その効果が大きく見込まれる。なお、償却前利益も 2013 年 VND-245 百万と若干の赤字
を計上している。これは、公営化に伴う一時的な費用の影響と思われ、2012 年は

VND6,510 百万の利益を計上している。 

14.他ドナーからの支援状況 

KfWより EUR650百万、及び EUR230 百万の支援が予定されている。 

15.その他 

バウシェオ（BauXeo）工業団地の 60 社以上の企業とカリキュラムの見直しや人材の受
け入れ等において連携を図っている。地理的にも産業界のニーズを汲み取りやすく、か

つ当該利点が本 VCの訓練活動や就職支援において活用されていると言える。 

また、本 VC の所管機関である MARD は、傘下の VC に対し、援助機関からの資金調達
を推奨している。本円借款事業についても、2014 年 11 月、MARD（国際関係部）から
本 VC に対し、全面的に支援する旨、連絡があったとのことである。On-lending につい
ては、MARDが全面的（10-35％）に支援を表明している。 

一方、近年における日系企業との連携（人材の受け入れ等）が希薄である（背景：日系

企業における規律の厳しさに卒業生が順応できない事態が続いたことより、近年におい

ては、本 VC から日系企業への就職者数はゼロであった。また、生徒も日系企業より国

内、台湾、中国等の企業を好む傾向にあった）。すでに本 VC では、日系企業における

ニーズの調査を行い、調査結果に基づき、ソフトスキル習得に力を入れ、日系企業の規

律に順応できる人材の育成に努めている（全学年、毎週水曜日は終日ソフトスキルの習

得訓練を実施している）。本 VC では、現時点で卒業生は日系企業のニーズを満たすこ

とを確信しており、2015 年頃を目途に、日系企業への就労支援を再開、強化する予定で
ある。 

 

11 HaUI 

＜クライテリアの充足状況＞ 

1. ベトナム国側の日本への支援要望及び 45校リストとの整合性 

本 VCは、45校リストに含まれていない。 

2. 日本が得意とする職業訓練分野（機械加工、電気、電子）との整合性 

本 VCには、3分野共設置されている。 

3. 対象機関周辺地域における日系企業の進出状況 

2014 年時点にて、ハノイ市には 570 超の日系企業が登録されている
66
。また、本円借款

事業支援対象となる 3 分野（機械加工、電気、電子）を含む製造加工業（上述 3 分野に
加え、樹脂、鉄鋼分野を含む）においても、185 社あまりの日系企業（計約 105,000 人規
模の従業員が所属すると想定）の登録が確認されており

67
、雇用の機会として、十分な

可能性が見出せると考えられる。 

4. 対象機関周辺地域における経済成長状況 

                                                                 
 

66
 出典：ホーチミン日本商工会提供情報 

67
 出典：「2015 年度版ベトナム日系企業年鑑」、および「工業団地データ集」（JETRO ベトナム発行） 
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近年において進出日系企業数は増加しているが（2012 年以降の進出日系企業数：26 社
68
）、新規外国直接投資額は 2012 年に前年比プラス 79.4％の増加率を記録した一方、

2013 年には前年比マイナス 42.5％と減少するなど安定していない。総産業生産高は顕著
に伸びていることより、国内企業による堅実な経済成長であることが伺える（前年度比

2013 年度総産業生産高：113.3％
69
、（ベトナム全国平均 121.4％））。また、ハノイ市

への海外直接投資金額は 2009 年に落ち込んで以降、USD 1,000 百万程度で推移している
ものの、確実に獲得していることが伺える。投資件数は 2013年で 359 件である。 

以上より、対象機関の所在するハノイ市における産業・経済は発展傾向にあり、海外か

ら安定して投資を受けられればより大きな経済成長が見込まれると言える。 

5. 指導員の充足状況 

支援対象 3 分野のうち、機械加工分野においては全指導員 89 名全員が、電気分野におい
ては全指導員 80 名全員が、電子分野においては全指導員 48 名全員が、VJC においては

全指導員 21名が 4年制大学学士号以上を保有している
70
。 

支援対象 3 分野と VJC において、合計 238 名の指導員（短期大学レベルにおける指導補
助員を含む）が配置されているものの、各指導員は、本 VC の様々なレベルの職業訓練

を担当しており、一概に数の充足を測ることは難しい。1 名の指導員が受け持つ学生数

は概ね 20-40 名であることより、適切な数の指導員が配置されていると考えられる。 

6. 学生の確保状況（クラス運営を含む） 

直近 3 年間では、支援対象学科において毎年入学者数が増加していることより、HaUI で
の支援対象学科における訓練のニーズは定常的にあり、かつ増加傾向であることが伺え

る。また、機械加工分野においては、直近 3 年間を通じ、1 クラスあたりの学生数が 20
－40名と、適切な規模で訓練が実施されていると言える

71
（参照：添付資料-6）。 

7. 機材の据付に必要な施設の状況 

建物の躯体には問題なし、機材設置のためには設備工事が必要となる。 

8. 対象機関周辺における類似職業訓練機関の有無 

本 VC と同じく本調査対象校である HaUI、VCTT、HVCHT を含み、ハノイ市内に 5 校
の類似職業訓練機関が確認されている

72
。 

＜その他の情報＞ 

9. 対象機関周辺地域における人口動態 

近年、ハノイ市の人口増加率は約 1.5％で推移し、2020 年には 18 歳人口は、89,000 人
（内、男性全体：46,000 人、都市部男性：17,000 人）に達すると予測できる（参照：2.2 
(4)）。学齢期人口が自然増にて堅調に増加することが見込めることより、人口動態の観
点より、対象機関周辺地域（ハノイ市）における学生確保においては大きな問題は見受

けられない。 

10. カリキュラムの整備状況 
                                                                 
 

68
 出典：「2015年度版ベトナム日系企業年鑑」 

69
 出典：General Statistics Office of Vietnam提供情報 

70
 GDVT により、短期大学レベルの職業訓練指導員は、4 年制大学学士号以上の保有が規定されている。 

71
 その他の分野においては、2015年 1月末の時点にて、情報提供なし。 

72
 VC TT, HIVC, HVCHT, Hanoi VC of Electrical Machinery, The Central VC of No.1 
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カリキュラムのうち、70％は MOLISA にて規定され、概ね 3 年に 1 度改訂されている。
MOLISA 規定外の 30％においては、各 VC にて設定されているものの、訓練内容・改訂

頻度等において、調査対象 13 校間にて、大きな違いは見受けられない。なお、本対象円
借款事業における計画機材とカリキュラムの関連性については、4. 機材計画に示す。 

11. 5S活動状況 

2011 年より 5S 活動を実施している。毎週金曜日及び毎月 25 日は 5S の日として、5S 活
動やチェックに取り組んでおり、5S を喚起させる廊下への掲示物を多数用意している。 

校内、教室内の清掃、挨拶等非常に積極的に取り組まれており、学内の訓練環境や学生

の生活環境の形成において良い影響を与えていると考えられる。 

12. 機材の維持管理状況 

維持管理業務専任部署（職員数 33 人、施設維持管理担当含む）が設置され、部署内にメ
ンテナンス専任者が配置されている。指導員による機材のメンテナンスも実施している。

メンテナンスマニュアルは整備され、日常点検、定期点検、記録の作成及び記録の保管

を行っている。年間維持管理計画は作成されている。メンテナンスシステムは非常に良

く整備されている。 

13. 財務状況 

HaUI は学校全体としては約 45,000 人の学生が在籍しており、他の VC とは比較になら

ない規模の学校である。2013 年末における固定資産簿価は VND725,408 百万であり

HaUI を除いた 12 校の平均に対して約 10 倍の規模となっている。また、固定資産の耐用
年数経過度(減価償却費累計/固定資産取得額合計)については 20.1％であり、他の 12 校の
平均 34.9％に比較して設備が比較的新しいことが窺える。一方収益については、ここ 3
年間の経常利益は減少傾向にある。これは、授業料収入が伸び悩んでいることに加え、

経費がやや増加傾向している為である。なお、2013 年の経常利益は VND81,636 百万を

計上している。 

14.他ドナーからの支援状況 

第 2 キャンパス内の建物は韓国の支援による。2007 年以降、韓国の支援により、溶接、
切断、機械分野の機材供与、及び訓練提供が行われている。 

15.その他 

人材派遣を担う企業（LETCO）を傘下に抱え、年間約 1,100 名を企業に送り出している
ことより、インターンシップや就労において強いパイプが構築されていると想定される。 

技能検定において、2014 年からマシニングセンタ（NC フライス職種）の認定校となっ

ていることからも、当該分野において、基幹的役割が期待されていることが伺える。 

本 VC では、これまでに JICA における技術協力プロジェクトとして「ハノイ工業大学技

能者育成支援プロジェクト」（2010年 1 月～2013年 1 月）が実施され、機械加工、電気
及び電子を主とした日本のポリテクカレッジ・レベルの職業訓練の提供を目指し、産業

界のニーズに沿った教育訓練制度の構築が支援されてきた。その結果、HaUI と産学連携
を行っている現地の日系企業や卒業生の就職先から、HaUI が日本のポリテクカレッジ相
当の能力を有すると評されている。これらの HaUI で確立された機械加工、電気及び電
子分野における職業訓練の知識・経験を国内の職業訓練機関に移転・普及するため、指

導員を対象とした研修制度と体制の整備に係る技術協力プロジェクト「ハノイ工業大学

指導員育成機能強化プロジェクト」（2013 年 6月～2016年 6 月）が実施中である。さら
に、本技術協力プロジェクトに引き続き、次期技術協力プロジェクトにおいても、本

VC が基幹校となり、職業訓練における知識・経験を国内の他機関へ移転・普及するこ
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とが計画されている。 

 

12 HPIVC 

＜クライテリアの充足状況＞ 

1. ベトナム国側の日本への支援要望及び 45校リストとの整合性 

本 VCは、45 校リストに含まれていない。 

2. 日本が得意とする職業訓練分野（機械加工、電気、電子）との整合性 

本 VCには、3分野共設置されている。 

3. 対象機関周辺地域における日系企業の進出状況 

2014 年時点、ハイフォン市には 90 超の日系企業が登録されている
73
。また、本円借款事

業支援対象となる 3 分野（機械加工、電気、電子）を含む製造加工業（上述 3 分野に加
え、樹脂、鉄鋼分野を含む）においても、30 社あまりの日系企業（計約 9,000 人規模の
従業員が所属すると想定）の登録が確認されており

74
、1 社当たりの従業員規模は大きく

はないものの日系企業数は 30社を超え、雇用の機会は一定数あると考えられる。 

4. 対象機関周辺地域における経済成長状況 

近年において進出日系企業数（2012 年以降の進出日系企業数：7 社
75
）、新規外国直接

投資額や総産業生産高が顕著に伸びていることより（前年度比 2013 年度新規外国直接投
資額増加率：66.6％

76
、前年度比 2013 年度総産業生産高：116.7％

77
、（ベトナム全国平

均 121.4％））、対象機関の所在するハイフォン省における産業・経済は堅調に発展して
いると言える。 

5. 指導員の充足状況 

支援対象 2 分野のうち、機械加工分野においては全指導員 26 名全員が、電気分野と電子
分野においてはあわせて全指導員 44 名全員が、4 年制大学学士号以上を保有している

78
。 

支援対象 2 分野において、合計 70 名の指導員（短期大学レベルにおける指導補助員を含
む）が配置されているものの、各指導員は、本 VC の様々なレベルの職業訓練を担当し

ており、一概に数の充足を測ることは難しい。産業電子科においては、指導員 1 名が 50
名以上の学生を受け持つこともあることより、十分な数の指導員が配置されているとは

言い難い。 

6. 学生の確保状況（クラス運営を含む） 

ハイフォン市に位置し、周辺他校（CVCT を含む）に見受けられる傾向と同様、機械系

において学生数の減少が確認される。近隣校においては、機械系コースの閉鎖を余儀な

くされる学校もある中、定員割れ（定員の約 50％）はあるものの継続的に学生が獲得で
きていること、また今後のハイフォン地域における工業開発（「ハイフォン市高度技術

                                                                 
 

73
 出典：ホーチミン日本商工会提供情報 

74
 出典：「2015 年度版ベトナム日系企業年鑑」、および「工業団地データ集」（JETRO ベトナム発行） 

75
 出典：「2015年度版ベトナム日系企業年鑑」 

76
 出典：「2014年ベトナム一般概況」（JETRO 発行） 

77
 出典：General Statistics Office of Vietnam提供情報 

78
 GDVT により、短期大学レベルの職業訓練指導員は、4 年制大学学士号以上の保有が規定されている。 
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計画」（Hai Phong City High Technology Planning、2012年承認）、やハイフォンとバリア
ブンタウをベトナムにおける工業開発支援及び投資の拠点とする国家方針等）を背景と

し、本 VC 側は今後学生数が増加すると予測している。また、直近 3 年間を通じ、産業
電子科では学生数の増加に伴い、1 クラスあたりの学生数が 50 名に達している場合があ
る。その他の支援対象分野では、1 クラスあたりの学生数が 20－40 名と、適切な規模で
訓練が実施されていると言える（参照：添付資料-6）。 

7. 機材の据付に必要な施設の状況 

機材の設置に伴い、施設では十分なスペース、電気容量、給排水設備が整備されている

ことが確認できた。モルタルの剥がれ等があるため、補修工事は必要となるが、大がか

りな補修は発生しない。 

8. 対象機関周辺における類似職業訓練機関の有無 

本 VC と同じく本調査対象校である CVCT を含み、ハイフォン市内に 2 校の類似職業訓
練機関が確認されている

79
。 

＜その他の情報＞ 

9. 対象機関周辺地域における人口動態 

近年、ハイフォン市の人口増加率は約 1.0％で推移し、2020 年には 18 歳人口は、23,000
人（内、男性全体：12,000 人、都市部男性：5,000 人）に達すると予測できる（参照：

2.2 (4)）。学齢期人口が自然増にて堅調に増加することが見込めることより、人口動態
の観点より、対象機関周辺地域（ハイフォン市）における学生確保においては大きな問

題は見受けられない。 

10. カリキュラムの整備状況 

カリキュラムのうち、70％は MOLISA にて規定され、概ね 3 年に 1 度改訂されている。
MOLISA 規定外の 30％においては、各 VC にて設定されているものの、訓練内容・改訂

頻度等において、調査対象 13 校間にて、大きな違いは見受けられない。なお、本対象円
借款事業における計画機材とカリキュラムの関連性については、4. 機材計画に示す。 

11. 5S活動状況 

2012 年より 5S 活動に関する授業を 10 時間設けている。これは JICA による「ハイフォ

ン市製造業の工場管理力向上プログラム工場管理能力強化」内のプログラムの一環とし

て始まり、今までで述べ 450人の学生が受講している。 

12. 機材の維持管理状況 

維持管理業務専任部署が設置され、部署内にメンテナンス専任者が配置されている。指

導員による機材のメンテナンスも実施している。メンテナンスマニュアルは整備され、

日常点検、定期点検、記録の作成及び記録の保管を行っている。年間維持管理計画は作

成されている。メンテナンスシステムは非常に良く整備されている。 

13. 財務状況 

毎期利益計上しているものの減少傾向にある。2013 年には経常利益が VND787 百万にま
で減少しており、立て直しが必要である。なお、固定資産については機械装置類を毎期

若干増強している。2013 年の経常利益は VND787 百万を計上している。なお、償却前利
益 2013年 VND4,801 百万を計上しており、資金繰り的な懸念はない。 

14.他ドナーからの支援状況 
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 CVCT2, Hai Phong Tourism and Service VC 
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ADB の借款プロジェクト（2002-2008 年）により、CNC、電気の機材供与（EUR1.0 百

万）、5 階建てビル建設（EUR300 千）の支援を受けている。この他、AFD からも

EUR1,950 千の機材供与（~2009）と施設建設の支援、フィンランドより USD200 千の機
材供与（~2000）の支援を受けている。この他、JICA の草の根技術協力事業として、指

導員に対する生産マネージメント研修が実施された（2012-2014年度）。 

15.その他 

現在保有している機材の多くは、AFD の支援により供与され、老朽化が進んでいる。 

 

13 HNVC 

＜クライテリアの充足状況＞ 

1. ベトナム国側の日本への支援要望及び 45校リストとの整合性 

本 VCは、45校リストに含まれていない。 

2. 日本が得意とする職業訓練分野（機械加工、電気、電子）との整合性 

本 VCには、3分野のうち電気分野が設置されている。 

3. 対象機関周辺地域における日系企業の進出状況 

2014 年時点、ハナム省には 33 の日系企業が登録されている
80
。また、本円借款事業支援

対象となる 3 分野（機械加工、電気、電子）を含む製造加工業（上述 3 分野に加え、樹
脂、鉄鋼分野を含む）においては、10 社のみの日系企業（計約 900 人規模の従業員が所
属すると想定）の登録が確認されており

81
、雇用の機会としては非常に限定的となって

いる。 

4. 対象機関周辺地域における経済成長状況 

直近 3 年間の海外直接投資においては、件数は増加傾向にあるものの、総投資額におい
ては、横ばいである。一方、GDP においては、2008 年より継続的に 12％超を示してお
り、ベトナム国内においても、GDP の高い地域であると言える

82
。 

ハナム省からの資料によると進出日系企業数は 33 社であり、直近 3 年間の新規外国直接
投資額においては、件数は増加傾向にあるものの、総投資額においては、横ばいである

（前年度比 2013 年度新規外国直接投資額増加率：161.5％
83
、前年度比 2013 年度総産業

生産高：124.9％
84
、（ベトナム全国平均 121.4％））。一方、2013 年の総産業生産高は

                                                                 
 

80
 出典：ホーチミン日本商工会提供情報 

81
 出典：「2015 年度版ベトナム日系企業年鑑」、および「工業団地データ集」（JETRO ベトナム発行） 

82
 下表に、GDP の参考値を示す。 

 2008 年 2009年 2010年 2011年 2012 年 2013年 

ハナム 13.0％ 15.0％ 14.0％ 13.7％ 12.4％ - 

ハノイ 10.9％ 6.7％ 11.0％ 10.1％ 8.1％ - 

ホーチミン - - - 10.3％ 9.2％ 9.3％ 

出典：JETRO ベトナム工業団地データ集、人民委員会資料、ベトナム共産党資料 
83

 出典：「2014年ベトナム一般概況」（JETRO 発行） 
84

 出典：General Statistics Office of Vietnam提供情報 
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2005年比で 1,058％となっており、ベトナム国内においても増加率が高い地域である。 

5. 指導員の充足状況 

支援対象の電気分野においては全指導員 30 名が 4 年制大学学士号以上を保有している
85
。 

支援対象の電気分野において、合計 30 名の指導員（短期大学レベルにおける指導補助員
を含む）が配置されているものの、各指導員は、本 VC の様々なレベルの職業訓練を担

当しており、一概に数の充足を測ることは難しい。機械科において、1 名の指導員が受

け持つ学生数がクラス定員に達しない場合が散見されるものの、数の充足度の観点にお

いては、支援対象分野全体において、不足はないと言える。 

6. 学生の確保状況（クラス運営を含む） 

本 VC では、企業のニーズに応じ、2012 年より溶接、板金分野にて機械科が新設されて
いるが、学生の獲得状況が芳しくない（直近 3 年間において、定員 25 名に対し、10 名
以下の学生しか在籍していない）。学校側は、当該分野においては、学生が、短期大学

レベルの訓練を受けなくとも就職できること、また訓練内容が健康に害を及ぼすと捉え

られていることが理由であると把握している。一方、直近 3 年間を通じ、支援対象とな
る電気分野にて、1 クラスあたりの学生数が 30 名前後と、適切な規模で訓練が実施され
ていると言える（参照：添付資料-6）。 

7. 機材の据付に必要な施設の状況 

機材の設置に伴い、施設では十分なスペース、電気容量、給排水設備が整備されている

ことが確認できた。タイルの補修等は必要となるが、大がかりな補修は発生しない。 

8. 対象機関周辺における類似職業訓練機関の有無 

本 VCと同じく本調査対象校である HaUIの 3rd Campusが確認されている。 

＜その他の情報＞ 

9. 対象機関周辺地域における人口動態 

近年、ハナム省の 2013 年における人口増加率は 0.62％となっており、2020 年には 18 歳
人口は、12,000 人（内、男性全体：6,000 人、都市部男性：1,000 人）に達すると予測で
きる（参照：2.2 (4)）。学齢期人口が自然増にて堅調に増加することが見込めることよ
り、人口動態の観点より、対象機関周辺地域（ハナム省）における学生確保においては

大きな問題は見受けられない。 

10. カリキュラムの整備状況 

カリキュラムのうち、70％は MOLISA にて規定され、概ね 3 年に 1 度改訂されている。
MOLISA 規定外の 30％においては、各 VC にて設定されているものの、訓練内容・改訂

頻度等において、調査対象 13 校間にて、大きな違いは見受けられない。なお、本対象円
借款事業における計画機材とカリキュラムの関連性については、4. 機材計画に示す。 

11. 5S活動状況 

2014年 4月より、HaUI発行テキストを基に実施している。 

校内全体及び学科別に活動の Steering Committee が設置され、活動の週間及び月間モニタ
リングが行われている。 

12. 機材の維持管理状況 
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 GDVT により、短期大学レベルの職業訓練指導員は、4 年制大学学士号以上の保有が規定されている。 
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維持管理業務専任部署（職員数 6 人）が設置されているが、メンテナンス専任者は配置
されていない。指導員による機材のメンテナンスも実施されている。メンテナンスマ

ニュアルは整備され、日常点検、記録の作成及び記録の保管が実施されている。定期点

検は行われていない。年間維持管理計画は作成されている。 

13. 財務状況 

学納金収入が 2011 年より 3 年間で VND3,582 百万→VND3,025 百万→VND900 百万と減
少している。この為、経常損益は減少傾向にあり、VND493 百万→VND-73 百万→VND-
91 百万と少額ではあるが、最近 2 年間は損失計上している。損失の主たる要因である学
納金収入の減少については、特に 2013 年の減少が大きいが、これは、学納金を中級/短
大レベルの収入と初級/他トレーニングの収入に分けて計上したためである。収益事業の
為のセンターを創設したとのことであり、分離した組織の決算尻のみ本体決算に反映す

るとの説明であった。上記の通り 2013 年の経常利益は若干の赤字を計上している。しか
しながら、償却前利益は VND13,454 百万を計上、資金繰り的には返済可能であると思料
する。 

14.他ドナーからの支援状況 

サウジアラビアによる有償資金協力支援が実施されている（事業費：総額 USD18.2 百万
（サウジアラビアとベトナム側で 50％ずつ負担）、事業期間：2011～2018 年。2015 年
第 2 四半期まではベトナム側資金にて実施。支援内容は教室棟、ワークショップ、寮な
どの新校舎建設）。本円借款事業の支援対象となる電気分野の校舎はこの支援によって

建設された。 

15.その他 

本 VC 側では本円借款により機械科の機材供与が受けられることが決まれば、開設申請

を行うとのこと、現在は溶接コースのみが存在し、支援対象コースは開設されていない。

電気科と電子科は分かれているが、本円借款事業対象となる電子分野は無い。以上より、

現時点で支援対象となる分野は電気分野のみである。 
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DEPARTMENT OF LABOR, INVALID AND    THE SOCIALIST REPUBLIC OF VIETNAM 

           SOCIAL AFFAIRS (HCMC)      Independence – Freedom - Happiness 

    INVESTMENT & CONSTRUCTION      

     PROJECTS MANAGEMENT UNIT  

      No. 309/BQL          Ho Chi Minh City, 3rd December 2014 

Sub: Construction Plan of 2nd Campus of  
Ho Chi Minh City Vocational College 
 

TO: HO CHI MINH CITY VOCATIONAL COLLEGE 

 

The Investment and Construction Projects Management Unit under the Department of Labor, Invalid 

and Social Affairs (DOLISA) of Ho Chi Minh City has received a letter No.227/CDN from Ho Chi Minh City 

Vocational College requesting confirmation of budget planning for construction of 2nd campus of HCMC 

Vocational College at the address No. 48/43 Chuong Duong Street, Thu Duc District, Ho Chi Minh City; 

we would like to answer your request as follows: 

 

DOLISA of Ho Chinh Minh City has proposed a medium-term budget plan (2015-2020) to submit Ho Chi 

Minh City People’s Committee for the Project on New Construction of 2nd Campus of Ho Chi Minh City 

Vocational College at the address 48/43 Chuong Duong Street, Thu Duc District, Ho Chi Minh City as 

details: 

+ Total Investment Budget  : VND 300 billion 

+ Training Scale    : 800 students 

+ Preparation and Design Period : 2015 

+ Construction Period   : 2016 – 2018 

 

We would like to inform the above information and plan for your understanding and reference. 

 

Sincerely, 
 

                        PMU DIRECTOR 

       Tran Van Hieu (signed and sealed) 
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添付資料-13 HVCHT 施設検査結果 

SUMMARIZATION OF THE REPORT ON REHABILITATION OF SUBSIDENCE 
PROBLEM IN HANOI VOCATIONAL COLLEGE OF HIGH TECHNOLOGY 

BACKGROUND: 

The original project of Construction of Training Campus for Hanoi Vocational College of High Technology 
(Hanoi VC of HighTech) was conducted from August 2007 to October 2010. The Employer was DOLISA.  
After completion of construction, the campus was handed over to Hanoi VC of HighTech in December 
2010 for starting servicing and operation. However, at present, after 4 years of operation, there are 
several locations in the campus having serious damages and deterioration.  

Under the above circumstance, an inspection on the actual damages and deterioration was carried out 
the Department of Construction (Hanoi People’s Committee). Accordingly, the Department of 
Construction prepared an Inspection Report and submitted the report to the Chairman of Hanoi 
People’s Committee on 27th Nov. 2014. 

REPORT NAME: “The Report on Damaged and Deteriorated Conditions in Hanoi Vocational College of 
High Technology” 

Original Employer: DOLISA 

Construction Location: Tay Mo Ward, Nam Tu Liem District, Hanoi 

REPORT CONTENTS: 

I. Outline of Original Project: Employer name (DOLISA), Project Location, Scope of Investment, 
Construction Stage… 

II. Construction Contractors in Charge: Project Packaging and Contractor for each package. 
III. Inspection Results: 

1. Evaluation on capacities of consultant firms and contractors 
2. Review of Acceptance process by each construction stage 
3. Review of Quality Control process 
4. Review of Warranty and Maintenance process 

IV. Deterioration Situation and Its Estimated Reasons 
1. Deterioration Situation 
2. Inspection by drilling holes 
3. Estimated reasons of damages 
4. Some rehabilitation works made by the user (Hanoi VC of HighTech) 
5. General Assessment 

V. Inspection Conclusion 
1. Responsibility of the Employer – DOLISA 
2. Responsibility of Design Consultants – Consultants of University of Civil Construction 
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3. Responsibility of Supervision Consultants – Vietnam Financial and Construction Investment 
Company Jsc; Hanoi Urban Architecture Company Jsc; Cultural Work Construction Company; 
Aviation Work Construction Company. 

4. Responsibility of the User (Hanoi VC of HighTech) 
VI.  Recommendation 

1. Technical countermeasures 
2. Recommendation:  

“In order to ensure safety condition for the user (teachers, staff, students) and the equipment, 
as well as to furnish the demand on the classroom quality for the training activities in long 
future of servicing life, the Department of Construction would like to recommend Hanoi 
People’s Committee the following: 

- To nominate Hanoi VC of HighTech as a new Employer in formulation and implementation of 
the project on rehabilitation, improvement of subsidence locations as described above (the 
policy of nomination to Hanoi VC of HighTech was stated in the Document No.7546/VP-VX 
dated 6th November 2014 issued by Hanoi PC); 

- To permit new Employer to implement the project as early as possible within the year 2015 in 
order to timely repair and rehabilitate the damaged and deteriorated locations to ensure 
safety condition for the human and equipment. 

- The Employer is requested to review the defects of all work items  and propose the measures 
of repair or rehabilitation in consideration of overall systematic view to ensure synchronism of 
operation, efficiency and safety for human and equipment, then to submit the report to Hanoi 
PC for approval.” 

 
ON BEHALF OF DIRECTOR OF DOC 

VICE DIRECTOR (Signed and sealed) 
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LIST OF DAMAGES AND DETERIORATION LOCATIONS 
 

Through the inspection, it is obviously observed that the deterioration and damaged are mainly 
appeared at the ground floor, the damages include of ground subsidence, tiles cracking or breaking, wall 
cracking. Other floors are in satisfactory condition in general. 
1.1 The 11-floor Building for Office and Theoretical Classes  

- The ground at the lobby is settled, however it was re-filled and tiled by the contractor; 
- Tertiary was broken and is repaired now; 
- The edges at the toilet doors were skew cracked, and it was mortared. 

1.2 The Workshop Block – Class A: 
- The floors of most workshops are settled and cracked. The center point of settlement is mostly 

about 3-4cm comparing to the wall edge, in some particular room, it is 8cm. The floor crack width 
is about 9mm. The joint section between floor and wall is also settled and the wall foundation is 
exposed up to 3-4cm (machining practice room); 

- Tertiary is settled severely to  10cm that cause the steps broken; 
- Glass wall and glass windows are settled and cause difficulties when using. 

1.3 The Workshop Block – Class B:  
- The damage on the workshop floor is not appeared but the tertiary, ramp and outer corridor are 

settled. Most of brick handrails are broken, cracked or exposed wall foundation. There are some 
cracks having width of 4cm. 

1.4 The Workshop Block – Class C: 
- There cross cracks on the floor of machining workshop. The wall foundations are exposed due to 

floor settlement; 
- Tertiary, ramps and brick handrails are cracked and broken, wall foundation exposed; 
- The walls and doors of the toilet areas have long cracks; 
- The partition wall with 110mm thickness has a cross crack in full length of the wall. The crack 

width is about 5cm. 
1.5 Library Building and Conference Hall: 

- Tertiary, brick handrail and outer flower base are broken severely; 
- The outer corridor of library is settled and inclined 6cm; 
- The floors in most of rooms in library building are settled and deflected causing tile broken. The 

deflection at the center of the floor is about 3-5cm compared to the wall foot, especially the 
deflection in the Book Storage Room is measured of 10cm; 

- The wall at some locations are cracked and melted due to water absorbance. 
1.6 Physical Practice Hall 

- Tertiary are settled severely causing tile broken; 
- There are longitudinal cracks on the floor of practice room, the floor paint layer is peeled out; 
- The floors of accessories rooms is settled about 3-5cm causing tile broken; 
- Walls of toilet are melted due to water absorbance. 

1.7 Dormitory and Canteen 
- The tiles are peeled out in some locations; 
- Toilet walls are melted and water absorbed, mortar is peeled out; 



ベトナム国職業訓練機能強化事業に係る準備調査  添付資料-13-HVCHT 施設検査結果 

A13-4 

- The damages in the dormitory are mainly handrails, balcony, and stairs. The handrails are made 
from box steel and pipe steel which are rusted now and weld joints are destroyed; at some 
locations, handrails are broken in large pieces that cause risks. 

1.8 Outdoor Technical Infrastructure: 
- The corridor adjacent to the building has 15cm settlement and not same appearance at all 

locations; 
- All tertiary, ramps are settled and cause step broken (although the contractor used to repair by 

removal of all steps and provide additional reinforcement by bamboo piles.) 
- The ditches for discharging rainwater are not provided in the outdoor ground, it cause water 

stagnant when raining; 
- Some plastic joint of the roof water discharge pipe are broken due to ground settlement; 
- A tower base, which was prepared during construction period, is not demolished because of non-

affected to the college activities, however, the base become raising up due to ground settlement; 
- The ramp to the parking area is settled and broken; 
- The surface water discharge ditch was stagnant of sand and soil that causes difficulties in 

discharging when raining. 



 

添付資料-14 
 

ADBとの重複機材 
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添付資料-14 ADBとの重複 
Comparison between ADB Skills Enhancement Project and JICA Technical Cooperation 
 ADB Skills Enhancement Project JICA Phase 3 JICA/Others JICA Phase 4 (Proposed) Observation 

Project Design 

Impact Reduction in skills shortages in 15 key 

occupations. 

国際レベルの職業訓練を提供する職

業訓練学校が一定程度存在する。 

 国際レベルの職業訓練を実施する職

業訓練学校が全国に複数校存在す

る。 

Phase 4にて、CVCT2およびDNVCが

重複 

Outcome/

Project 

Purpose 

Higher-level skills training in 15 key 

occupations established for males and 

females. 

(automotive technology, electrical 

manufacturing, hospitality and tourism, 

information and communication 

technology (ICT), mechanical 

manufacturing, and navigation and 

shipping) 

ハノイ工業大学（HaUI）が日本レベル

の職業訓練校の先行モデルとして、機

械及び電気・電子職種において他の

職業訓練校に対して適切に技術移転

が実施出来る。 

 ベトナムの職業訓練短大校

（Vocational College)校が行う機械系
及び電気・電子系職種の職業訓練に

対して、ハノイ工業大学ベトナム日本

センター（HaUI/JVC)、北部(Hanoi)及
び南部(Ho Chi Minh) の各基幹校か
らモデル校へ、技術・技能及び管理手

法の移転を行い、高度職業訓練が実

施できる。 

ADB が 15 校の高度職業訓練普及そ

のものを目的としているのに対し、

JICA は高度職業訓練普及のための

基幹校の能力強化を目的としている。

技術・技能及び管理手法移転先の

CVCT2 および DNVC が重複する。職

種に関しては、機械および電気が重

複する。（機材調達に関しては、機械

加工機材の 1 機材のみが重複するこ

とが確認されている。） 

Output Quality and management of vocational 

training improved.  

異なる省庁に属する職業訓練学校間

においても有効な、現職指導員能力

強化スキームのモデルが確立される。 

 基幹校およびモデル校において、

PDCAおよびCUDBAS 手法を用いた
訓練改善システムが理解され、実施さ

れる 

Phase 4にて、CVCT2およびDNVCが

重複 

 

 VCs upgraded to deliver priority 

occupational training programs.  

HaUIがプロセス管理の手法を用い

て、機械及び電気・電子職種において

新たな現職指導員能力強化研修プロ

グラムを開発する。 

 基幹校およびモデル校おいて、指導

員能力強化体制・制度が普及し、指導

員の能力が強化される。 
基幹校およびモデル校において、日

本の技能検定 3 級レベルの修了時試
験が実施される 

Phase 4にて、CVCT2およびDNVCが

重複  

 Partnerships with the private sector 

strengthened. 

 ベトナム日本センター 

川崎市、北九州市での企業連携の情

報が提携地域に共有される。 

基幹校およびモデル校において、企

業からの訓練生に対する評価が確認

され、情報共有ができる Kaizen 手法
が確定する。 
基幹校およびモデル校において、就

職支援システム・データ・ベースが整

備される。 
向上実習（Internship）のみを目的とす
るのではなく、各地域での訓練ニーズ

Phase 4にて、CVCT2およびDNVCが

重複 

Kaizen 手法の取り組みは JICA 側の

み 
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の把握も行う。 

修了生との連携を行い、受講した側か

らの Feed back の模索も行う。 

得られた企業ニーズ等の情報を 6W2H

手法により分析し、関係する訓練短大

でその情報を共有する。 

 
  HaUI とハノイ技能技術職業訓練短大

（TTC）がプロジェクトにおけるフルタイ

ムの協働を通じて、知識や技能、ノウ

ハウを共有する。 

  基幹校とモデル校の協働は JICA の

み。 

    基幹校およびモデル校の構内全域に

対して、5S 活動が実施・展開される。 
5S を含む職場環境改善は JICA の

み。 

Consulting Services/Activities 

 DT02: Regional study tours 

the recruitment of training providers 

for the regional study tours 

   ADB のみ。 

 DT03: Training on Skill Testing and 

Certification 

 技能検定制度構築アドバイザー 

機械系技術技能教育の指導力向上プ

ロジェクト 

 ADB が 15 校を対象にしているのに対

し、JICA は中央レベルおよび HIVC を

対象。 

 DT04: Vocational Teachers Training 

for Material Development 

2-3.HaUIは、現職指導員能力強化研

修のためのカリキュラムや教材を開発

する。 

 向上訓練実施に使用した教材

(Handout)の配布・普及をする。 

Phase 4にて、CVCT2およびDNVCが

重複 

 DT05A, B: Vocational Teacher’s 

Development Program 

2-1.HaUIは、他校を含む現職指導員

の能力を評価する。 

2-2.HaUIは、同評価結果に基づき、現

職指導員能力強化研修の対象者及び

課題を特定する。 

2-4.HaUIは、現職指導員能力強化研

修のための指導員を育成する。 

2-5.HaUIは、開発されたカリキュラム

や教材を活用して対象者に対して現

職指導員能力強化研修を実施する。 

2-6.HaUIは、現職指導員能力強化研

修を評価・フィードバックし、現職指導

員能力強化研修プログラムを完成す

る。 

 HaUI/VJC校から南北拠点校の指導

員能力向上研修の実施回数を増加と

指導技法の再確認と徹底を行う。 

研修を受けた南北校指導員が同校の

他の教員に対しての技術移転の徹底

及び他科の教員に対して指導技法の

伝達を行う。 

基幹校で使用する指導員向上訓練用

教材（Handout）の開発手法の技術移

転を行う。 

Phase 4にて、CVCT2およびDNVCが

重複 

 

基幹校で使用する指導員向上訓練用

教材（Handout）の開発手法そのもの

が技術移転対象物 
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 DT01: Management Training 1-1.現職指導員能力強化研修スキー

ムのモデルを開発するために、HaUI

は、関係機関（TTC、等）を招いてワー 

キンググループ（WG）を立ち上げる。 

1-2.WG は、異なる省庁に属する職業

訓練学校間で現職指導員能力強化研

修を実施するための現行スキームを 

事務的な面（手続き・費用分担）、制度

的な面（関係省庁の役割・権限）の両

面において確認する。 

1-3.WG は、望ましい現職指導員能力

強化研修スキーム案を作成する。 

1-4.WG は、同案を試行する。 

1-5.上記取り組みを通じて、WG は、現

職教員研修スキームのモデルをとりま

とめる。 

1-6.WG は、上記 1-2.から 1-5.を実施

するに際し、MOIT や MOLISA等の関

係機関と意見交換を行う。 

1-7.WGは、現状の現職指導員能力強

化研修を向上させるために、同モデル

を職業訓練総局にインプットする。 

 指導員の技能・技術レベルの評価法

の開発。 

創造性と創意工夫の増進を図る訓練

展開を行う。 

訓練管理技法、特に入校生、修了生

のデータの確保とその管理の増進。

必要に応じて中間テストを行い、訓練

進捗状況が思わしくない場合にその

原因が生徒側にあるのか、指導側に

有るのかを明らかにしていく。 

カリキュラム構成法の再指導を行い、

現況との差異の確認をして是正する。 

基幹校では向上訓練時間の妥当性に

対する検証を行い、データを持ち寄

り、計画案作成力の向上を行う。 

CUDBAS手法の指導を徹底。 

訓練指導員の技能力の確認方法 

何故、5S活動が必要なのかについて

再度の指導を徹底。併せて、安全教

育と 5S活動の徹底のため各訓練施

設で指導員全員による清掃の実施、

問題点のあぶり出し等の具体的な作

業の普及を行う。 

ADBは訓練校全体の管理改善を直接

目指している、謂わば、Top down方式

なのに対し、JICA では訓練のやり方

の改善から取り組みを始める姿勢

Bottom up 方式が異なる。 

 

 TV04: Midterm and final impact studies    ADB のみ。 

 TV07: VET financing/Program cost 

norm studies 

   ADB のみ。 

 TV08: Enterprise-based Training 

/Training Levy Study 

   ADB のみ。 

 TV09: Teacher incentives study    ADB のみ。 

 TV10A-B : Social marketing campaign. 

TV10A: Engagement of a Firm or 

Institution to Design and Implement a 

Social Marketing Campaign and Train 

VET Staff in Marketing 

TV10B: Engagement of Individual 

consultants (or firm) to Develop 

Career Guidance Materials for the VCs 

  マーケティング力の向上 

 

ADB 側は企業サイドに職業訓練の意

義広報を中心に行う手法だが、JICA

側は企業ニーズからの吸い上げを主

に行うので、夫々の手法は異なる。 

 



ベトナム国職業訓練機能強化事業に係る準備調査 添付資料-14_ADBとの重複 

A
14-4 

and to prepare a program and Train VC 

staff in the use of Transition-to Work 

materials for VC Students 

  3-1.TTCは、HaUIに TTC教員をプロ

ジェクトメンバーとして派遣し、HaUIは

TTC教員を受け入れる。 

3-2.HaUIは、TTC とともに当該教員の

業務内容や目標を設定し、達成状況

をモニタリングする。 

3-3.TTCは、当該教員が得た知識、技

術、ノウハウを自校に普及されるた

め、TTCにおいては定期的にセミナー

や勉強会を開催する 

3-4.TTCは、HaUIの支援を得て、TTC

において現職指導員能力強化研修を

試行的に実施する。 

  基幹校とモデル校の協働は JICA の

み。 

 



 

添付資料-15 
 

施設検証シート 
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添付資料-15 施設検証シート 

学校名 Ho Chi Minh City Vocational College／キャンパス 1 

所管機関 ホーチミン市人民委員会 

所在地（省/市） ホーチミン市 学科名 機械加工科 

対象機材据付諸室名 機械科実習棟 

施設への必要整備事項 ☑ 重量機材  ☐ 騒音  ☐ 振動  ☐ 電波障害 

☐電気供給  ☐給水設備  ☐ 排水設備   
☑ 換気 ☐ その他（                                          ） 

上記の状況   2014 年 11 月 13 日時点 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

必要な修繕工事 機材設置面積不足のため、実習棟内設置の教室を実習室として使用するに
あたりエアコン設置が必要 

特記事項 機械科加工科実習棟は 1 階建て、鉄骨駆体、金属屋根葺き、アルミ天井、
レンガ壁、コンクリート床となっている。設備は標準程度であり、電力と
給排水設備ともに新規機材設置に耐えうる十分な能力を有している。  
 

 

  

実習棟外観 実習室内 

 

  

電気配線 CNC 室(エアコン設置済み) 
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学校名 Ho Chi Minh Vocational College／キャンパス 1 

所管機関 ホーチミン市人民委員会 

所在地（省/市） ホーチミン市 学科名 電気科 

対象機材据付諸室名 電気科実習棟 

施設への必要整備事項 ☐ 重量機材  ☑ 騒音  ☐ 振動  ☑ 電波障害 

☐ 電気供給  ☐ 給水設備  ☐ 排水設備   
☐ 換気 ☐ その他（                                          ） 

上記の状況  2014 年 11 月 13 日時点 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

必要な修繕工事 修繕工事の必要なし 

特記事項 電気科の実習室と教室は機械科実習棟向かい側の 2 階建ての建物に設置
されている。オペレーティングコースは機械科の実習棟と同じ施設内に設
置されている。構造は鉄骨骨組みとレンガ壁をコンクリートにて補強され
ている。設備は標準程度であり、新規機材設置に耐えうる十分な能力を有
している。 
 

 

  

実習棟内部 教室内部 

 

  

躯体構造 扇風機設置済み 
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学校名 Ho Chi Minh Vocational College／キャンパス 1 

所管機関 ホーチミン市人民委員会 

所在地（省/市） ホーチミン市 学科名 電子科 

対象機材据付諸室名 電子科実習室 

施設への必要整備事項 ☐ 重量機材  ☐ 騒音  ☐ 振動  ☐ 電波障害 

☑ 電気供給  ☐ 給水設備  ☐ 排水設備   
☑ 換気 ☐ その他（                                          ） 

上記の状況  2014 年 11 月 13 日時点 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

必要な修繕工事 修繕工事の必要なし 

特記事項 電子科は 4 階建て建物内の 3・4 階に設置されている。建物の構造は、躯
体がコンクリート造、壁はレンガ造である。設備は標準程度であり、新規
機材設置に耐えうる十分な能力を有している。 
 

 

  

建物外観 

 

教室内部 

 

 
 

照明・空調設備 配電盤 
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学校名 Hanoi Industrial Vocational College 

所管機関 ハノイ人民委員会 

所在地（省/市） ハノイ市 学科名 機械加工科 

対象機材据付諸室名 機械加工科実習室 

施設への必要整備事項 ☑ 重量機材  ☐ 騒音  ☐ 振動  ☐ 電波障害 

☐電気供給 ☐ 給水設備 ☐ 排水設備   
☐換気 ☑ その他（床スラブ) 

上記の状況  2014 年 11 月 24 日時点 

必要な修繕工事 ・NC 加工室のエアコン設置工事 

・電気配線工事 

・床のモルタル補修工事、クラック補修工事 

・防塵塗装工事 

・測定器を新設する教室へのエアコン設置工事 

特記事項 機械加工科実習棟 
・機械加工科実習棟は 1990 年以前に建設されている。床にクラックは見
受けられないが、平らでない箇所がある。 
D 棟（5 階建て） 
・NC 加工室と CAD/CAM 実習室は D 棟の 1・2 階にある。 
・1 階の床にはクラックが見受けられた。 
・1 階ではわずかな地盤沈下が確認されたが、すでに補修されている箇所
もあった。 

 

機械加工実習棟外観 

 

電気配線システム(既存不適格) 

  

NC 加工室/エアコン未設置 床モルタルの剥がれ 
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A15-5 

・床タイルの破損が確認された。 
・CAD/CAM 室は KOICA の援助により設置。 
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A15-6 

学校名 Hanoi Industrial Vocational College 

所管機関 ハノイ人民委員会 

所在地（省/市） ハノイ市 学科名 電気科 

対象機材据付諸室名 電気科実習室 

施設への必要整備事項 ☐ 重量機材  ☐ 騒音  ☐ 振動   電波障害 

☐ 電気供給  ☐ 給水設備  ☐ 排水設備   
☑ 換気 ☑ その他（電気配線、エアコン、タイル) 

上記の状況 2014 年 11 月 24 日時点 

必要な修繕工事 ・タイル補修 

・床および壁面のクラック補修 

・内装塗装工事 

・換気設備工事 

特記事項 ・施設の老朽化が進み、クラックや仕上げ材の剥離が多く、躯体のコンク
リートの中性化が懸念される 

 

 

クラック（壁面） タイル破損 

  

仕上げ材剥離 建物外観 
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A15-7 

学校名 Hanoi Industrial Vocational College 

所管機関 ハノイ人民委員会 

所在地（省/市） ハノイ市 学科名 電子科 

対象機材据付諸室名 電子科実習室 

施設への必要整備事項 ☐ 重量機材  ☐ 騒音  ☐ 振動   電波障害 

☐ 電気供給  ☐ 給水設備  ☐ 排水設備   
☑ 換気 ☑ その他（電気配線、エアコン) 

上記の状況  2014 年 11 月 24 日時 

必要な修繕工事 ・タイル補修 

・床および壁面のクラック補修 

・内装塗装工事 

特記事項 電子科実習室は 5 階建ての D 棟内にある。 
床と壁にクラックを確認した。 

 

 

クラック（壁面） 

 

タイル破損 

 

  

壁面仕上げの剥離 

 

クラック（外壁） 
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A15-8 

学校名 Vocational College of Technique and Technology／キャンパス 2 

所管機関 Ministry of Labor, Invalids and Social Affairs (MOLISA) 

所在地（省/市） ハノイ市 学科名 機械加工科 

対象機材据付諸室名 機械加工科実習室（1 階） 

施設への必要整備事項 ☑ 重量機材  ☐ 騒音  ☑ 振動  ☐ 電波障害 

☐ 電気供給 ☐ 給水設備  ☐ 排水設備   
☐ 換気 ☑ その他（ 床             ) 

上記の状況 2014 年 11 月 17 日時点 

必要な修繕工事 ・既存の 1 階床スラブは無筋で厚さが 100mm しかなく、新しい機材の追

加設置のためには床補強工事が必要である 

・床・壁・柱・天井のクラック補修工事 

・防塵塗装工事 

・一部の電気配線のやりかえ工事 

特記事項 ・軽度の地盤沈下が確認されたが、教室の躯体には影響はない。 

・NC 加工室は空調設備と二重ドアが設置され、機材に適した環境が整備

されている。 

 

 

 床の摩耗・剥離 柱のモルタル剥離 

  

電気配線からの発火痕 クラック（外壁） 
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A15-9 

学校名 Vocational College of Technique and Technology／キャンパス 2 

所管機関 Ministry of Labor, Invalids and Social Affairs (MOLISA) 

所在地（省/市） ハノイ市 学科名 電気科 

対象機材据付諸室名 電気科実習室（2 階） 

施設への必要整備事項 ☐ 重量機材  ☐ 騒音  ☐ 振動  ☐ 電波障害 

☐ 電気供給  ☐ 給水設備  ☐ 排水設備   
☐ 換気 ☐ その他（              ) 

上記の状況 2014 年 11 月 17 日時点 

必要な修繕工事 補修の必要なし 

特記事項 電気科と電子科は同じ実習棟内に設置されており、施設/設備状況は同様
である。 
・新規機材設置に十分な施設/設備状況である。 
・新規機材設置に十分な面積の余裕がある。 

 

 

 

実習棟外観 十分な照明設備 

  

実習室内部/面積に余裕あり 実習室脇の教室 
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A15-10 

学校名 Vocational College of Technique and Technology／キャンパス 2 

所管機関 Ministry of Labor, Invalids and Social Affairs (MOLISA) 

所在地（省/市） ハノイ市 学科名 電子科 

対象機材据付諸室名 電子科実習室（3 階） 

施設への必要整備事項 ☐ 重量機材  ☐ 騒音  ☐ 振動  ☐ 電波障害 

☐ 電気供給  ☐ 給水設備  ☐ 排水設備   
☐ 換気 ☐ その他（              ) 

上記の状況 2014 年 11 月 17 日時点 

必要な修繕工事 補修の必要なし 

特記事項 電気科と電子科は同じ実習棟内に設置されており、施設/設備状況は同様
である。 
・新規機材設置に十分な施設/設備状況である。 
・新規機材設置に十分な面積の余裕がある。 

 

 

 

十分な照明設備 

 

 

実習室内部/面積に余裕あり 

 
 

実習室内の床 実習室脇の教室 
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A15-11 

学校名 Ba Ria Vung Tau Vocational College／既存キャンパス 1 

所管機関 バリアブンタウ人民委員会 

所在地（省/市） バリアブンタウ省 学科名 機械加工科 

対象機材据付諸室名 機械加工科実習室 

施設への必要整備事項 ☑重量機材  ☐ 騒音  ☐ 振動  ☐ 電波障害 

☐ 電気供給  ☐ 給水設備  ☐ 排水設備   
☑ 換気 ☑ その他（エアコン、天井扇、電気配線）  

上記の状況上記の状況 2014 年 11 月 11 日時点 

必要な修繕工事 ・換気設備設置工事 
・天井扇設置工事 
・照明追加設置工事 
 

特記事項 ・新規機材導入によって重量が増える場合、基礎の強度確認が必要である 

 

 

 

 

機械加工科実習棟外観 床の整備状態は良好 

 

  

 

Photo 

換気設備は不十分 天井扇と照明が不足 
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A15-12 

学校名 Ba Ria Vung Tau Vocational College／既存キャンパス 1 

所管機関 バリアブンタウ人民委員会 

所在地（省/市） バリアブンタウ省 学科名 電気科 

対象機材据付諸室名 電気科実習室 

施設への必要整備事項 ☐ 重量機材  ☐ 騒音  ☐ 振動  ☐ 電波障害 

☐ 電気供給  ☐ 給水設備  ☐ 排水設備   
☑ 換気 ☑ その他（エアコン、天井扇、電気配線）               

上記の状況 2014 年 11 月 11 日時点 

必要な修繕工事 ・天井扇設置工事 
・エアコン設置工事 
・電気配線トレイ設置工事 
・電気コンセント追加設置工事 
・照明追加設置工事 

特記事項 特になし 

 

 

Photo 

 

 

Photo 

実習棟外観 天井扇、エアコン設備なし 

 

 

 

Photo 

 

床の状態は良好 ソケット数は不足 
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A15-13 

学校名 Ba Ria Vung Tau Vocational College／既存キャンパス 1 

所管機関 バリアブンタウ人民委員会 

所在地（省/市） バリアブンタウ省 学科名 電気・電子科 

対象機材据付諸室名 電気・電子科実習室 

施設への必要整備事項 ☐ 重量機材  ☐ 騒音  ☐ 振動  ☐ 電波障害 

☐ 電気供給  ☐ 給水設備  ☐ 排水設備   
☑ 換気 ☑ その他（エアコン、天井扇、電気配線） 

上記の状況 2014 年 11 月 11 日時点 

必要な修繕工事 ・天井扇設置工事 
・エアコン設置工事 
・電気配線トレイ設置工事 
・電気コンセント追加設置工事 
・照明追加設置工事 

特記事項 特になし 

 

 

Photo 

 

実習棟外観 電子科実習室 

 

 

 

Photo 

 

ソケット数は不足 

 
照明設備は不十分 
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A15-14 

学校名 Hanoi High Technology Vocational College 

所管機関 ハノイ人民委員会 

所在地（省/市） ハノイ市 学科名 機械加工科 

対象機材据付諸室名 機械加工科実習室 

施設への必要整備事項 ☑ 重量機材  ☑ 騒音  ☐ 振動  ☐ 電波障害 

☐ 電気供給  ☐ 給水設備  ☐ 排水設備   
☐ 換気 ☐ その他（地盤沈下と躯体への影響         ） 

上記の状況 2014 年 11 月 18 日時点 

必要な修繕工事 ・1階床補強工事 

・1階間仕切壁のやりかえ 

・床・壁・柱・天井のクラック補修工事 

特記事項 ・重度の地盤沈下を確認した。 
・地盤沈下によって外構の給水システムに影響が生じている 
・地盤沈下によって外構の排水システムに影響が生じている 
・人民委員会実施の土質調査報告書・欠陥箇所リストには、機材設置予定
の実習室等への影響と問題点が記載されている。補修と補強工事の提案も
記載されているが、工事工程については言及されていない。 

 

 

地盤沈下の影響（室内） 地盤沈下（外構） 

  

クラック（床） クラック（壁面） 
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学校名 Hanoi High Technology Vocational College 

所管機関 ハノイ人民委員会 

所在地（省/市） ハノイ市 学科名 電気科 

対象機材据付諸室名 電気科実習室 

施設への必要整備事項 ☐ 重量機材  ☐ 騒音  ☐ 振動 ☐ 電波障害 

☐ 電気供給  ☐ 給水設備  ☐ 排水設備   
☐ 換気 ☐ その他（               ）  

上記の状況 2014 年 11 月 18 日時点 

必要な修繕工事 補修の必要なし 

特記事項 電気科と電子科は同じ実習棟内に設置されており、施設/設備状況は同様
である。 
・新規機材設置に十分な施設/設備状況である。 
・新規機材設置に十分な面積の余裕がある。 
1 階の機械加工科の実習室の躯体は地盤沈下の影響を受けているが、2 階
以上の躯体には影響がないため、不同沈下の恐れはないと考えられる。 
 

 

 

実習棟外観 訓練校に隣接する沼地 

  

床の状態は良好 実習室 

 



ベトナム国職業訓練機能強化事業に係る準備調査 添付資料-15 施設検証シート 

A15-16 

学校名 Hanoi High Technology Vocational College 

所管機関 ハノイ人民委員会 

所在地（省/市） ハノイ市 学科名 電子科 

対象機材据付諸室名 電子科実習室 

施設への必要整備事項 ☐ 重量機材  ☐ 騒音  ☐ 振動  ☐ 電波障害 

☐ 電気供給  ☐ 給水設備  ☐ 排水設備   
☐ 換気 ☐ その他（               ）  

上記の状況 2014 年 11 月 18 日時点 

必要な修繕工事 補修の必要なし 

特記事項 電気科と電子科は同じ実習棟内に設置されており、施設/設備状況は同様で
ある。 
・新規機材設置に十分な施設/設備状況である。 
・新規機材設置に十分な面積の余裕がある。 
1 階の機機械加工科の実習室の躯体は地盤沈下の影響を受けているが、2
階以上の躯体には影響がないため、不同沈下の恐れはないと考えられる。 
 

 

 

実習棟外観 実習室内部 

  

教室内部 

 

天井扇 
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A15-17 

学校名 Vinh Phuc Vocational College／キャンパス B 

(Vietnam-German Vocational College) 

所管機関 ビンフック人民委員会 

所在地（省/市） ビンフック省 学科名 機械加工科 

対象機材据付諸室名 機械加工科実習室 

施設への必要整備事項 ☑ 重量機材  ☐ 騒音  ☐ 振動  ☐ 電波障害 

☐ 電気供給  ☐ 給水設備  ☐ 排水設備   
☐ 換気 ☑ その他（床スラブ仕上げ        ） 

上記の状況 2014 年 11 月 21 日時点 

必要な修繕工事 ・1 階床スラブレベリング工事 
・電気配線工事 
・換気設備設置工事 
・エアコン設置工事 
・床から天井までの間仕切壁設置工事 

特記事項 ・新規設置の機材はキャンパス B の 3 階建て実習棟の 1 階に設置予定。 

・既存の機械加工科の機材は上記に合わせてキャンパス A より移設予定 

 

 

実習棟外観（キャンパス B） 実習室（床は平らでない） 

 

 
  

実習室（電気配線は不十分） 天井（エアコン未設置） 
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A15-18 

学校名 Vinh Phuc Vocational College／キャンパス B 

(Vietnam-German Vocational College) 

所管機関 ビンフック人民委員会 

所在地（省/市） ビンフック省 学科名 電気科 

対象機材据付諸室名 電気科実習室 

施設への必要整備事項 ☐ 重量機材  ☐ 騒音  ☐ 振動  ☐ 電波障害 

☐ 電気供給  ☐ 給水設備  ☐ 排水設備   
☐ 換気 ☑ その他（床タイル、電気配線トレイ） 

上記の状況 2014 年 11 月 21 日時点 

必要な修繕工事 ・電気配線トレイ設置工事 
・タイル補修工事 

特記事項 ・既存の電気科の機材はキャンパス A とキャンパス B に分かれて設置さ

れている。 

・新規機材はキャンパス B の 3 階建て実習棟の 3 階に設置予定、それに併

せてキャンパス A の既存機材も移設予定。 

 

 

実習棟外観（キャンパス B） 

 

実習室内部 

  

タイル破損 壁のモルタルの剥離 
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A15-19 

学校名 Vinh Phuc Vocational College／キャンパス A 

(Vietnam-German Vocational College) 

所管機関 ビンフック人民委員会 

所在地（省/市） ビンフック省 学科名 電子科 

対象機材据付諸室名 電子科実習室 

施設への必要整備事項 ☐ 重量機材  ☐ 騒音  ☐ 振動  ☐ 電波障害 

☐ 電気供給  ☐ 給水設備  ☐ 排水設備   
☑換気 ☑ その他（床タイル、電気配線トレイ）  

上記の状況 2014 年 11 月 21 日時点 

必要な修繕工事 ・電気配線トレイ設置工事 
・タイル補修工事 
・仕上のクラック補修のための内装塗装工事 

特記事項 ・既存の電子科の機材はキャンパス A とキャンパス B に分かれて設置さ

れている。 

 

 

実習棟外観 タイル破損 

 

  

電気配線 実習室内部 
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A15-20 

学校名 Da Nang Vocational College 

所管機関 ダナン人民委員会 

所在地（省/市） ダナン市 学科名 電気科 

対象機材据付諸室名 電気科実習室 

施設への必要整備事項 ☐ 重量機材  ☐ 騒音  ☐ 振動  ☐ 電波障害 

☐ 電気供給  ☐ 給水設備  ☐ 排水設備   
☑ 換気 ☑ その他（電気配線ケーブル、天井扇） 

上記の状況 2014 年 11 月 22 日時点 

必要な修繕工事 ・天井扇設置工事. 
・電気配線トレイ設置工事 
・タイル補修工事 

特記事項 電気科と電子科は同じ実習棟内に設置されており明確な区別がなく、施設
の整備状況は同様である。 
・電気科実習棟は 2000 年～2006 年の間で建設された。 
・施設/設備の管理状態はよく、新規機材設置に際して大きな問題はない。 
 

 

 

建物外観 

  

天井扇（老朽化し発錆）. 

 

  

電気配線ケーブル（簡易な設置

となっている） 

タイル破損 
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学校名 Da Nang Vocational College 

所管機関 ダナン人民委員会 

所在地（省/市） ダナン市 学科名 電子科 

対象機材据付諸室名 電子科実習室 

施設への必要整備事項 ☐ 重量機材  ☐ 騒音  ☐ 振動  ☐ 電波障害 

☐ 電気供給  ☐ 給水設備  ☐ 排水設備   
☑ 換気 ☑ その他（電気配線ケーブル、天井扇） 

上記の状況 2014 年 11 月 22 日時点 

必要な修繕工事 ・天井扇設置工事. 
・電気配線トレイ設置工事 
・タイル補修工事 

特記事項 電気科と電子科は同じ実習棟内に設置されており明確な区別がなく、施設
の整備状況は同様である。 
・電気科実習棟は 2000 年～2006 年の間で建設された。 
・施設/設備の管理状態はよく、新規機材設置に際して大きな問題はない。 
 

 

 

建物外観 天井扇（老朽化し発錆）. 

 

  

電気配線ケーブル（簡易な設置

となっている） 

タイル破損 
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学校名 Central Vocational College of Transportation No.2 

所管機関 Ministry of Transportation (MOT) 

所在地（省/市） ハイフォン市 学科名 機械加工科 

対象機材据付諸室名 機械加工科実習室 

施設への必要整備事項 ☑ 重量機材  ☑ 騒音  ☑ 振動  ☐ 電波障害 

☐ 電気供給  ☐ 給水設備  ☐ 排水設備   
☐ 換気 ☐ その他（            ） 

上記の状況  2014 年 11 月 25 日時点 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

必要な修繕工事 ・エアコン設置工事 
・換気設備設置工事 
・電気配線工事 

特記事項 【既存の機械加工科実習室】 

既存の機械加工科実習棟は鉄骨駆体、金属葺き屋根、コンクリートスラブ、

レンガ壁となっている。構造、電力設備共に良好な管理状態となっている。 

【新設校舎への移設】 

2015 年 10 月の新校舎建設完了後は機材を新校舎の 1 階に移設する予定で

ある。新校舎は 2 期工事に分かれており、1 期工事は完了、2 期工事中で

ある。1 期工事部分の構造はコンクリート造、竹を束ねた杭基礎となって

  

新校舎（竣工済み側） 

 

実習室内部 

  

エアコン、換気設備、電気配線

未設置 

建設中部分 
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いる。電気、給水システム共に十分である。2 期工事部分はコンクリート

造である。図面によると電気、給水システム共に十分である。 
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学校名 Central Vocational College of Transportation No.2 

所管機関 Ministry of Transportation (MOT) 

所在地（省/市） ハイフォン市 学科名 電気科 

対象機材据付諸室名 電気科実習室 

施設への必要整備事項 ☐ 重量機材  ☐ 騒音  ☐ 振動  ☑ 電波障害 

☐ 電気供給  ☐ 給水設備  ☐ 排水設備   
☐ 換気 ☐ その他（            ） 

上記の状況  2014 年 11 月 25 日時点 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

必要な修繕工事 補修の必要なし 

特記事項 ・現在、電気科は既存の A6 棟の１階に設置されている。建物はコンクリ

ート躯体、竹を束ねた杭基礎、レンガ壁でできている。建物はいい状態に

保たれており、改修するところはなく、電気設備も十分である。 

・2015 年 10 月の新校舎建設後に機材は移設する予定となっている。 

 

  

新校舎（一部建設中） 実習室内部 

 

  

通路 建設中部分 
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学校名 Ho Chi Minh Vocational College of Technology 

所管機関 Ministry of Labor, Invalids and Social Affairs (MOLISA) 

所在地（省/市） ホーチミン市 学科名 機械加工科 

対象機材据付諸室名 機械加工科実習室 

施設への必要整備事項 ☑ 重量機材  ☑ 騒音  ☐ 振動  ☑ 電波障害 

☐ 電気供給  ☐ 給水設備  ☑ 排水設備   
☑ 換気  ☐ その他（            ） 

上記の状況 2014 年 11 月 13 日時点 

必要な修繕工事 ・エアコン設置工事 
・換気設備設置工事 

特記事項 設備の状態は良好で新規機材設置にあたって大きな問題はない。 
 
 
 

 

 

電気配線（埋め込み式） 床仕上（防塵塗装） 

  

自然換気 

 

機械換気は未設置 
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学校名 Ho Chi Minh Vocational College of Technology 

所管機関 Ministry of Labor, Invalids and Social Affairs (MOLISA) 

所在地（省/市） ホーチミン市 学科名 電気科 

対象機材据付諸室名 電気科実習室 

施設への必要整備事項 ☐ 重量機材  ☐ 騒音  ☐ 振動  ☐ 電波障害 

☐ 電気供給  ☐ 給水設備  ☐ 排水設備   
☑ 換気 ☑ その他（ エアコン           ） 

上記の状況 2014 年 11 月 13 日時点 

必要な修繕工事 ・エアコン設置工事 
・換気設備設置工事 

特記事項 電気科と電子科は同じ実習棟内に設置されており、施設の整備状況は同様
である。 
設備の状態は良好で新規機材設置にあたって大きな問題はない。 

 

 

建物外観 

 

実習室内部 

  

換気設備が不十分 

 

床の状態は良好 
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学校名 Ho Chi Minh Vocational College of Technology 

所管機関 Ministry of Labor, Invalids and Social Affairs (MOLISA) 

所在地（省/市） ホーチミン市 学科名 電子科 

対象機材据付諸室名 電子科実習室 

施設への必要整備事項 ☐ 重量機材  ☐ 騒音  ☐ 振動  ☐ 電波障害 

☐ 電気供給  ☐ 給水設備  ☐ 排水設備   
☑ 換気 ☑ その他（ エアコン           ） 

上記の状況 2014 年 11 月 13 日時点 

必要な修繕工事 ・エアコン設置工事 
・換気設備設置工事 

特記事項 電気科と電子科は同じ実習棟内に設置されており、施設の整備状況は同様
である。 
設備の状態は良好で新規機材設置にあたって大きな問題はない。 

 

 

建物外観 実習室内部 

  

換気設備が不十分  技能評価棟（建設中） 
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学校名 Vocational College of Mechanics and Irrigation 

所管機関 Ministry of Agriculture and Rural Development (MARD) 

所在地（省/市） ドンナイ省 学科名 機械加工科 

対象機材据付諸室名 既存の自動車科実習室 

施設への必要整備事項 ☑ 重量機材  ☐ 騒音  ☐ 振動  ☐ 電波障害 

☐ 電気供給  ☐ 給水設備  ☐ 排水設備   
☐ 換気 ☑ その他（ 床           ） 

上記の状況 2014 年 11 月 12 日時点 

必要な修繕工事 ・床クラック補修工事 
・1 階床補強工事 
・配電盤追加設置工事 
・エアコン設置工事 
・換気設備設置工事. 

特記事項 訓練校側は機材の設置に関し、以下の二点の案を考えている。 

案１：2016 年に建設予定の新校舎への導入 

案２：新校舎の建設が機材導入の時期に間に合わない場合、電気・電子科

が設置されている既存校舎への導入を行う。新校舎建設完了後には再度機

材を移設する。 

本調査では既存校舎内の実習室を対象に調査を行った。 

 

 

実習棟外観 

 

クラック（床） 

 

 

 

Phot 

 

配電盤 扇風機（エアコン未設置） 
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学校名 Vocational College of Mechanics and Irrigation 

所管機関 Ministry of Agriculture and Rural Development (MARD) 

所在地（省/市） ドンナイ省 学科名 電気科 

対象機材据付諸室名 電気科実習室 

施設への必要整備事項 ☐ 重量機材  ☐ 騒音  ☐ 振動  ☐ 電波障害 

☐ 電気供給  ☐ 給水設備  ☐ 排水設備   
☐ 換気 ☑ その他（ 床           ） 

上記の状況 2014 年 11 月 12 日時点 

必要な修繕工事 ・床のクラック補修工事 

・エアコン設置工事 

特記事項 新規実習棟の建設を含むマスタープランがあり、建設は 2015 年 4 月～2016
年を見込んでいるが、機材レイアウトを検討するための施設の計画図は提
供されていない。 
. 

 

 

実習棟外観 

 

クラック（床） 

 

  

扇風機 天井（エアコン未設置） 
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学校名 Hanoi  University of  Industry 

所管機関 Ministry of Industry and Trade (MOIT) 

所在地（省/市） ハノイ市 学科名 機械加工科 

対象機材据付諸室名 機械加工科実習室 

施設への必要整備事項 ☑ 重量機材  ☑ 騒音  ☐ 振動  ☑ 電波障害 

☐ 電気供給  ☐ 給水設備  ☑ 排水設備   
☑ 換気 ☐ その他（            ） 

上記の状況 2014 年 11 月 14 日時点 

必要な修繕工事 ・エアコン設置工事 
・換気設備設置工事 
・ドア建て付け調整 

特記事項 ・設備の状態は良好で新規機材設置にあたって大きな補修はない 
・実習室の床は防塵塗装がされている。 
・新規機材設置にあたって、十分な面積の余裕あり 
・CNC 実習室のドアの建て付け不良の箇所がある 

 

 

建物外観 床（防塵塗装済み） 
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学校名 Hanoi  University of  Industry 

所管機関 Ministry of Industry and Trade (MOIT) 

所在地（省/市） ハノイ市 学科名 電気科 

対象機材据付諸室名 電気科実習室 

施設への必要整備事項 ☐ 重量機材  ☐ 騒音  ☐ 振動  ☐ 電波障害 

☐ 電気供給  ☐ 給水設備  ☐ 排水設備   
☑ 換気 ☐ その他（            ） 

上記の状況 2014 年 11 月 14 日時点 

必要な修繕工事 ・エアコン設置工事 
・換気設備設置工事 

特記事項 設備の状態は良好で新規機材設置にあたって大きな補修はない。 
換気設備とエアコン設備の改善のみ必要である。 

 

 

建物外観 実習室 
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学校名 Hanoi  University of  Industry 

所管機関 Ministry of Industry and Trade (MOIT) 

所在地（省/市） ハノイ市 学科名 電子科 

対象機材据付諸室名 電子科実習室 

施設への必要整備事項 ☐ 重量機材  ☐ 騒音  ☐ 振動  ☐ 電波障害 

☐ 電気供給  ☐ 給水設備  ☐ 排水設備   
☑ 換気 ☐ その他（            ） 

上記の状況 2014 年 11 月 14 日時点 

必要な修繕工事 ・エアコン設置工事 

・換気設備設置工事 

特記事項 設備の状態は良好で新規機材設置にあたって大きな補修はない。 
換気設備とエアコン設備の改善のみ必要である。 

 

 

建物外観 実習室 
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学校名 Hai Phong Industrial Vocational College 

所管機関 ハイフォン人民委員会 

所在地（省/市） ハイフォン市 学科名 機械加工科 

対象機材据付諸室名 機械加工科実習室 

施設への必要整備事項 ☑ 重量機材  ☑ 騒音  ☑ 振動  ☐ 電波障害 

☐ 電気供給  ☐ 給水設備  ☐ 排水設備   
☐ 換気 ☐ その他（            ） 

上記の状況   2014 年 11 月 25 日時点 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

必要な修繕工事 ・タイル補修工事 
・内装塗装工事 
・床・壁・柱・天井のクラック補修工事 
・エアコン設置工事 

特記事項 機械加工科は、1 階建てと 3 階建ての 2 棟の実習棟に分かれて設置されて
いる。 
1 階建ての実習棟 
構造は、鉄骨造、金属屋根葺き、レンガ壁、コンクリートスラブである。 
クラックが確認されたが、仕上げ材のひび割れであって構造上大きな問題
ではない。 
電気容量は新規機材設置に十分である。 
3 階建ての実習棟 
・構造は現場打ちコンクリート造、パネル床、レンガ壁、セメントタイル

 

 機械加工科実習棟 換気設備 

  

機械加工科実習棟 CNC 実習室 
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屋根である。 
・1 階は 3 次元測定器と CNC が世知されている。2・3 階は教室もしくは
空き部屋となっている。 
・躯体は良好な状態である。地盤沈下も確認されていない。 
・タイルの破損が確認された。 
・電気容量は新規機材設置に対して十分である。 
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学校名 Hai Phong Industrial Vocational College 

所管機関 ハイフォン人民委員会 

所在地（省/市） ハイフォン市 学科名 電気科 

対象機材据付諸室名 電気科実習室 

施設への必要整備事項 ☐ 重量機材  ☐ 騒音  ☐ 振動  ☑ 電波障害 

☐ 電気供給  ☐ 給水設備  ☐ 排水設備   
☐ 換気 ☐ その他（            ） 

上記の状況  2014 年 11 月 25 日時点 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

必要な修繕工事 ・タイル補修工事 
・内装塗装工事 
・床・壁・柱・天井のクラック補修工事 

特記事項 ・電気科は 2002 年建設の 5 階建て建物内の 1・2 階に設置。 
・梁と床の躯体は良好な状態である。 
・タイルおよび壁のモルタルは剥離しており塗装工事が必要である。 
・電気容量は新規機材設置に対して十分である。 

 

  

柱、梁 モルタルの剥離 

  

階段室 クラック（梁） 
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学校名 Hai Phong Industrial Vocational College 

所管機関 ハイフォン人民委員会 

所在地（省/市） ハイフォン市 学科名 電子科 

対象機材据付諸室名 電子科実習室 

施設への必要整備事項 ☐ 重量機材  ☐ 騒音  ☐ 振動  ☐ 電波障害 

☐ 電気供給  ☐ 給水設備  ☐ 排水設備   
☐ 換気 ☐ その他（            ） 

上記の状況  2014 年 11 月 25 日時点 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

必要な修繕工事 ・タイル補修工事 
・内装塗装工事 
・床・壁・柱・天井のクラック補修工事 

特記事項 ・電気科は 2002 年建設の 5 階建て建物内の 3，4，5 階に設置。 
・梁と床の躯体は良好な状態である。 
・タイルおよび壁のモルタルは剥離しており塗装工事が必要である。 
・電気容量は新規機材設置に対して十分である。 
・壁・梁にクラックが確認できた。 

 

  

クラック（梁） 

 

タイル破損 

  

教室内部 電気配線 
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学校名 Ha Nam Vocational College 

所管機関 ハナム人民委員会 

所在地（省/市） ハナム省 学科名 電気科 

対象機材据付諸室名 電気科実習室 

施設への必要整備事項 ☐ 重量機材  ☐ 騒音  ☐ 振動  ☐ 電波障害 

☐ 電気供給  ☐ 給水設備  ☐ 排水設備   
☐ 換気 ☑ その他（タイル浮き        ） 

上記の状況 2014 年 11 月 19 日時点 

必要な修繕工事 タイル補修工事 

特記事項 ・新規機材設置に良好な施設/設備状況である。 
・一か所だけタイルが浮いている実習室が確認された。 
・新規機材設置に十分な面積の余裕がある。 

 

 

電気科実習棟外観 実習室 

  

タイルの浮き クラック（ｴｷｽﾊﾟｼｮﾝｼﾞｮｲﾝﾄ部） 
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日本のODAによる職業訓練セクター強化ローン 
プロジェクト準備に係る職務割り当てに関する決定 

 

 



MINISTRY OF LABOUR, INVALIDS
AND SOCIAL AFFAIRS

GENERAL DEPARTMENT
OF VOCATIONAL TRAINING

No.: 545/QD-TCDN

SOCIALIST REPUBLIC OF VIETNAM
Independence - Freedom - Happiness

=======================

Hanoi, August 1st 2014

DECISION
on duty assignment for preparation of ODA loan project for strengthening of 

vocational training sector to be financed by Japanese ODA

GENERAL DIRECTOR OF GENERAL DEPARTMENT OF VOCATIONAL TRAINING

- Based on Decision 43/2013/QD-TTg dated 16/07/2013 by Prime Minister stipulating the
functions, duties, authority and organization structure of General Department of
Vocational Training under Ministry of Labour, Invalids and Social Affairs;

- Based on Decision 837/QD-LDTBXH dated 26/06/2008 by Minister of Labour, Invalids
and Social Affairs on the establishment of ODA funded vocational training project
management unit (ODA PMU);

- Based on the relevant discussions between Ministry of Labour, Invalids and Social
Affairs / General Department of Vocational Training and Japan International Cooperation 
(JICA) on the project;

- At the proposal by Director of ODA PMU,

DECIDES

Article 1: To assign ODA PMU to prepare ODA loan project for strengthening of vocational
training sector to be financed by Japanese ODA with details as follows:

- To prepare detailed TOR for ODA loan project for strengthening of vocational training
sector for submission to Ministry of Labour, Invalids and Social Affairs for further
submission to Ministry of Planning and Investment and Prime Minister for approval;

- To prepare the feasibility study of the project for submission to Ministry of Labour,
Invalids and Social Affairs for approval.

Article 2: Costs for the implementation of those specified under Article 1 shall be covered by 
counter budget allocated to ODA PMU.

Article 3: ODA PMU, Planning and Financing Department, heads of related departments
and relevant officers are under obligation for executing this Decision.

Approved by General Director Duong Duc Lan
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